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後
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開
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山
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一

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開

─
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
行
政
の
実
態
を
中
心
と
し
て

─山

　
　田

　
　光

　
　矢

一
　
平
成
の
大
合
併
と
広
域
行
政
及
び
身
近
な
行
政

二
　
平
成
の
大
合
併
と
地
域
自
治
組
織

三
　
地
域
審
議
会
と
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
を
中
心
に
見
た
身
近
な
行
政
の
実
態

四
　
平
成
の
大
合
併
に
お
け
る
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
と
小
さ
な
拠
点

五
　
小
さ
な
拠
点
を
中
心
に
見
た
今
後
の
日
本
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
行
政
の
あ
る
べ
き
姿

論

　説

（
一
二
七
一
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二

一
　
平
成
の
大
合
併
と
広
域
行
政
及
び
身
近
な
行
政

平
成
の
大
合
併
は
一
九
九
九
（
平
成
一
一
）
年
四
月
一
日
か
ら
二
〇
一
〇
（
平
成
二
二
）
年
三
月
三
一
日
に
か
け
て
行
わ
れ
た
も
の
で
あ

る
。
そ
の
結
果
、
一
九
九
九
年
四
月
一
日
に
存
在
し
た
三
二
三
二
市
町
村
（
六
七
〇
市
・
一
九
九
四
町
・
五
六
八
村
）
が
、
二
〇
一
〇
年
三

月
三
一
日
に
は
一
七
二
七
市
町
村
（
七
八
六
市
・
七
五
七
町
・
一
八
四
村
）
と
な
り
終
了
し
た
。
た
だ
し
そ
の
後
も
市
町
村
合
併
は
継
続
さ

れ
て
お
り
、
二
〇
一
九
（
令
和
元
）
年
一
〇
月
一
日
現
在
で
は
、
一
七
一
八
市
町
村
（
七
九
二
市
・
七
四
三
町
・
一
八
三
村
）
に
ま
で
減
少
、

言
葉
を
変
え
て
い
え
ば
市
町
村
の
広
域
化
が
進
行
し
て
き
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
う
し
た
傾
向
は
、
効
率
的
な
地
方
自
治
の
進
展
に
は
一

定
の
効
果
が
あ
っ
た
と
い
え
る
が
、
身
近
な
行
政
の
推
進
の
視
点
か
ら
は
問
題
が
あ
る
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。

日
本
の
（
市
）
町
村
は
、
一
八
七
四
（
明
治
七
）
年
に
七
一
七
郡
の
下
に
七
万
八
八
二
〇
町
村
が
存
在
し
て
い
た
が
、
一
八
八
三
（
明
治

一
六
）
年
に
は
七
万
一
四
九
七
市
町
村
（
一
九
市
・
一
万
二
一
九
四
町
・
五
万
九
二
八
四
村
）
と
な
り
、
九
年
間
で
全
体
の
ほ
ぼ
一
〇
％
に
あ

た
る
七
三
二
三
町
村
が
減
少
し
て
い
る
の
で
あ
り
、
規
模
か
ら
い
え
ば
ほ
ぼ
一
割
程
各
市
町
村
の
面
積
が
拡
大
し
た
の
で
あ
る
。
当
時
の

市
町
村
の
平
均
人
口
は
五
五
五
人
で
あ
っ
た
。
そ
れ
が
一
八
八
九
（
明
治
二
二
）
年
の
明
治
の
大
合
併
終
了
時
に
は
一
万
五
八
五
九
市
町

村
（
三
九
市
・
一
万
五
八
二
〇
町
村
）
と
な
り
、
わ
ず
か
一
年
の
大
合
併
に
よ
っ
て
ほ
ぼ
五
分
の
四
（
七
八
％
減
）
に
あ
た
る
五
万
五
六
三
一

市
町
村
が
減
少
し
た
の
で
あ
り
、
各
市
町
村
の
面
積
は
ほ
ぼ
五
倍
に
ま
で
拡
大
し
た
の
で
あ
る
。
市
町
村
が
ほ
ぼ
五
分
の
一
に
減
少
し
た

明
治
の
合
併
後
、
一
市
町
村
当
た
り
の
平
均
人
口
も
約
五
倍
の
二
三
七
四
人
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。

戦
後
の
日
本
で
は
、
一
九
五
三
（
昭
和
二
八
）
年
に
制
定
さ
れ
た
三
年
間
の
時
限
法
で
あ
る
町
村
合
併
促
進
法
と
、
一
九
五
六
（
昭
和

三
一
）
年
に
制
定
さ
れ
た
五
年
間
の
時
限
法
で
あ
る
新
市
町
村
促
進
法
を
背
景
に
昭
和
の
大
合
併
が
推
進
さ
れ
、
一
九
五
三
年
の

（
一
二
七
二
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

三

九
八
六
九
市
町
村
（
二
六
八
市
・
一
九
六
六
町
・
七
六
一
六
村
）
が
、
一
九
六
一
（
昭
和
三
六
）
年
に
は
三
四
七
〇
市
町
村
（
五
五
六
市
・

一
七
九
七
町
・
九
六
八
村
）
と
な
っ
た
。
こ
の
九
年
間
の
大
合
併
推
進
の
結
果
、
市
町
村
は
ほ
ぼ
三
分
の
二
（
六
五
％
減
）
に
あ
た
る

六
三
九
九
が
減
少
し
た
こ
と
か
ら
、
各
市
町
村
の
面
積
は
ほ
ぼ
三
倍
に
ま
で
増
加
し
た
の
で
あ
る
。
市
町
村
が
ほ
ぼ
三
分
の
一
に
減
少
し

た
昭
和
の
大
合
併
後
の
市
町
村
の
平
均
人
口
は
、
総
人
口
九
四
二
八
万
七
千
人
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
二
万
七
一
七
一
人
と
推
測
で
き
る
。

一
八
七
四
（
明
治
七
）
年
と
一
九
六
一
（
昭
和
三
六
）
年
の
市
町
村
数
か
ら
み
た
場
合
、
市
町
村
数
は
、
お
お
よ
そ
二
〇
分
の
一
（
九
六
％

減
）
と
な
っ
た
の
で
あ
り
、
市
町
村
の
平
均
面
積
は
二
〇
倍
強
に
ま
で
拡
大
し
、
平
均
人
口
は
約
五
〇
倍
に
ま
で
拡
大
し
た
の
で
あ
る

（
１
）

。

こ
の
こ
と
は
、
戦
後
の
ベ
ビ
ー
ブ
ー
ム
の
進
展
の
大
き
さ
を
伝
え
て
い
る
。

一
八
七
四
（
明
治
七
）
年
の
七
万
八
八
二
〇
町
村
と
、
二
〇
一
九
（
令
和
元
）
年
一
〇
月
一
日
現
在
の
一
七
一
八
市
町
村
を
比
較
す
る
と
、

市
町
村
数
は
お
よ
そ
五
〇
分
の
一
（
九
八
％
減
）
に
な
り
、
市
町
村
の
平
均
面
積
は
逆
に
五
〇
倍
程
度
に
拡
大
し
、
さ
ら
に
市
町
村
の
平

均
人
口
は
七
万
三
四
二
三
人
と
一
三
〇
倍
強
ま
で
増
大
し
て
い
る
。
ま
た
平
成
の
大
合
併
を
見
て
も
、
一
九
九
九
年
四
月
一
日
の

三
二
三
二
市
町
村
が
、
二
〇
一
〇
年
三
月
三
一
日
に
は
一
七
二
七
市
町
村
と
な
っ
た
か
ら
も
わ
か
る
よ
う
に
、
市
町
村
数
が
ほ
ぼ
半
減
し

市
町
村
面
積
が
ほ
ぼ
倍
増
し
て
い
る
の
で
あ
る

（
２
）

。
こ
う
し
た
市
町
村
合
併
が
進
展
し
て
い
る
中
で
、
二
三
存
在
す
る
東
京
都
の
特
別
区
で

は
合
併
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。
そ
れ
ゆ
え
二
三
区
を
含
ん
だ
市
区
町
村
数
を
昭
和
の
大
合
併
と
比
較
す
る
と
、
五
七
九
の
市
区
は
約

四
〇
％
増
の
八
一
五
市
区
と
な
っ
た
の
に
対
し
て
、
一
七
九
七
町
は
約
六
〇
％
減
の
七
四
三
町
に
、
九
六
八
村
は
約
八
〇
％
減
の
一
八
三

村
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。

三
大
都
市
圏
（
東
京
圏
、
名
古
屋
圏
及
び
関
西
圏
）
と
地
方
圏
の
人
口
を
み
る
と
、
日
本
の
総
面
積
の
約
一
四
％
に
す
ぎ
な
い
三
大
都
市

圏
に
は
、
日
本
の
総
人
口
の
五
二
・
〇
九
％
に
あ
た
る
六
六
三
九
万
二
五
六
人
が
、
約
八
六
％
を
し
め
る
地
方
圏
に
は
総
人
口
の

（
一
二
七
三
）
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の
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合
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近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

三

九
八
六
九
市
町
村
（
二
六
八
市
・
一
九
六
六
町
・
七
六
一
六
村
）
が
、
一
九
六
一
（
昭
和
三
六
）
年
に
は
三
四
七
〇
市
町
村
（
五
五
六
市
・

一
七
九
七
町
・
九
六
八
村
）
と
な
っ
た
。
こ
の
九
年
間
の
大
合
併
推
進
の
結
果
、
市
町
村
は
ほ
ぼ
三
分
の
二
（
六
五
％
減
）
に
あ
た
る

六
三
九
九
が
減
少
し
た
こ
と
か
ら
、
各
市
町
村
の
面
積
は
ほ
ぼ
三
倍
に
ま
で
増
加
し
た
の
で
あ
る
。
市
町
村
が
ほ
ぼ
三
分
の
一
に
減
少
し

た
昭
和
の
大
合
併
後
の
市
町
村
の
平
均
人
口
は
、
総
人
口
九
四
二
八
万
七
千
人
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
二
万
七
一
七
一
人
と
推
測
で
き
る
。

一
八
七
四
（
明
治
七
）
年
と
一
九
六
一
（
昭
和
三
六
）
年
の
市
町
村
数
か
ら
み
た
場
合
、
市
町
村
数
は
、
お
お
よ
そ
二
〇
分
の
一
（
九
六
％

減
）
と
な
っ
た
の
で
あ
り
、
市
町
村
の
平
均
面
積
は
二
〇
倍
強
に
ま
で
拡
大
し
、
平
均
人
口
は
約
五
〇
倍
に
ま
で
拡
大
し
た
の
で
あ
る

（
１
）

。

こ
の
こ
と
は
、
戦
後
の
ベ
ビ
ー
ブ
ー
ム
の
進
展
の
大
き
さ
を
伝
え
て
い
る
。

一
八
七
四
（
明
治
七
）
年
の
七
万
八
八
二
〇
町
村
と
、
二
〇
一
九
（
令
和
元
）
年
一
〇
月
一
日
現
在
の
一
七
一
八
市
町
村
を
比
較
す
る
と
、

市
町
村
数
は
お
よ
そ
五
〇
分
の
一
（
九
八
％
減
）
に
な
り
、
市
町
村
の
平
均
面
積
は
逆
に
五
〇
倍
程
度
に
拡
大
し
、
さ
ら
に
市
町
村
の
平

均
人
口
は
七
万
三
四
二
三
人
と
一
三
〇
倍
強
ま
で
増
大
し
て
い
る
。
ま
た
平
成
の
大
合
併
を
見
て
も
、
一
九
九
九
年
四
月
一
日
の

三
二
三
二
市
町
村
が
、
二
〇
一
〇
年
三
月
三
一
日
に
は
一
七
二
七
市
町
村
と
な
っ
た
か
ら
も
わ
か
る
よ
う
に
、
市
町
村
数
が
ほ
ぼ
半
減
し

市
町
村
面
積
が
ほ
ぼ
倍
増
し
て
い
る
の
で
あ
る

（
２
）

。
こ
う
し
た
市
町
村
合
併
が
進
展
し
て
い
る
中
で
、
二
三
存
在
す
る
東
京
都
の
特
別
区
で

は
合
併
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。
そ
れ
ゆ
え
二
三
区
を
含
ん
だ
市
区
町
村
数
を
昭
和
の
大
合
併
と
比
較
す
る
と
、
五
七
九
の
市
区
は
約

四
〇
％
増
の
八
一
五
市
区
と
な
っ
た
の
に
対
し
て
、
一
七
九
七
町
は
約
六
〇
％
減
の
七
四
三
町
に
、
九
六
八
村
は
約
八
〇
％
減
の
一
八
三

村
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。

三
大
都
市
圏
（
東
京
圏
、
名
古
屋
圏
及
び
関
西
圏
）
と
地
方
圏
の
人
口
を
み
る
と
、
日
本
の
総
面
積
の
約
一
四
％
に
す
ぎ
な
い
三
大
都
市

圏
に
は
、
日
本
の
総
人
口
の
五
二
・
〇
九
％
に
あ
た
る
六
六
三
九
万
二
五
六
人
が
、
約
八
六
％
を
し
め
る
地
方
圏
に
は
総
人
口
の

（
一
二
七
三
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

四

四
七
・
九
一
％
に
あ
た
る
六
一
〇
五
万
三
三
〇
七
人
が
住
ん
で
い
る
。
三
大
都
市
圏
で
は
、
東
京
圏
（
埼
玉
県
、
千
葉
県
、
東
京
都
及
び
神
奈

川
県
）
に
は
総
人
口
の
二
八
・
七
三
％
に
あ
た
る
三
六
六
一
万
八
七
三
一
人
が
、
名
古
屋
圏
（
岐
阜
県
、
愛
知
県
及
び
三
重
県
）
に
は

八
・
九
七
％
に
あ
た
る
一
一
四
三
万
四
〇
六
〇
人
が
、
関
西
圏
（
京
都
府
、
大
阪
府
、
兵
庫
県
及
び
奈
良
県
）
に
は
一
四
・
三
九
％
に
あ
た
る

一
八
三
三
万
七
四
六
五
人
が
住
ん
で
い
る
。
三
大
都
市
圏
の
人
口
動
態
を
み
る
と
、
日
本
人
住
民
で
は
、
東
京
圏
の
人
口
は
引
き
続
き
増

加
し
て
お
り
、
名
古
屋
圏
、
関
西
圏
の
人
口
は
引
き
続
き
減
少
し
て
い
る
。
外
国
人
住
民
で
は
、
近
年
は
東
京
圏
、
名
古
屋
圏
、
関
西
圏

と
も
増
加
が
続
い
て
い
る
。
三
大
都
市
圏
に
お
い
て
も
東
京
一
極
集
中
化
の
進
行
傾
向
が
見
て
取
れ
る
。

ま
た
現
在
の
七
九
二
市
・
二
三
区
・
七
四
三
町
・
一
八
三
村
の
一
七
四
一
市
区
町
村
の
人
口
を
見
る
と
、
日
本
の
総
人
口
一
億

二
七
四
四
万
三
五
六
三
人
の
内
、
日
本
の
総
面
積
の
五
八
・
〇
二
％
を
し
め
る
市
に
は
全
体
の
八
四
・
〇
％
に
あ
た
る
一
億
七
〇
六
万

一
八
二
七
人
が
、
〇
・
一
七
％
で
し
か
な
い
東
京
特
別
区
に
は
全
体
の
七
・
四
％
に
あ
た
る
九
四
八
万
六
六
一
八
人
が
、
三
五
・
六
八
％
を

し
め
る
町
に
は
全
体
の
八
・
〇
％
に
あ
た
る
一
〇
一
三
万
六
一
五
四
人
が
、
六
・
一
二
％
を
し
め
る
村
に
は
全
体
の
〇
・
六
％
に
あ
た
る

七
五
万
八
九
六
四
人
が
住
ん
で
い
る
の
で
あ
る
。
市
区
に
は
全
体
の
九
一
・
四
％
の
一
億
一
六
五
四
万
八
四
四
五
人
が
住
ん
で
い
る
の
に

対
し
て
、
町
村
に
は
全
体
の
八
・
六
％
の
一
〇
八
九
万
五
一
一
五
人
し
か
住
ん
で
い
な
い
の
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
一
団
体
当
た
り
の
平
均

人
口
を
見
る
と
、
市
は
一
三
万
五
一
七
九
人
、
区
は
四
一
万
二
四
六
二
人
、
町
は
一
万
三
六
四
二
人
、
村
は
四
〇
一
六
人
で
あ
り
、
市
区

の
平
均
人
口
は
一
四
万
一
二
六
〇
人
で
あ
り
、
市
区
町
村
の
平
均
人
口
は
七
万
二
九
五
〇
人
で
あ
る
。
町
村
の
行
財
政
能
力
の
極
端
な
弱

さ
、
す
な
わ
ち
地
域
格
差
の
拡
大
化
傾
向
が
強
ま
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る

（
３
）

。

国
は
、
明
治
の
大
合
併
後
に
「
事
務
組
合
制
度
」
を
、
昭
和
の
大
合
併
後
に
「
広
域
市
町
村
圏
」
等
を
導
入
し
た
よ
う
に
、
平
成
二
一

年
四
月
か
ら
「
定
住
自
立
圏
」
を
、
平
成
二
六
年
か
ら
「
連
携
中
枢
都
市
圏
」
を
原
則
三
大
都
市
圏
以
外
の
道
県
を
対
象
に
導
入
し
て
い

（
一
二
七
四
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

五

る
。
そ
の
中
で
定
住
自
立
圏
は
、「
中
心
市
が
圏
域
全
体
の
暮
ら
し
に
必
要
な
都
市
機
能
を
集
約
的
に
整
備
す
る
と
と
も
に
、
周
辺
市
町

村
に
お
い
て
は
必
要
な
生
活
機
能
を
確
保
し
、
農
林
業
の
振
興
や
豊
か
な
自
然
環
境
の
保
全
を
図
る
な
ど
、
互
い
に
連
携
・
協
力
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
定
住
を
促
進
し
圏
域
全
体
の
活
性
化
を
図
る

（
４
）」

も
の
で
あ
り
、
連
携
中
枢
都
市
圏
は
、「
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
社
会
に

あ
っ
て
も
、
地
域
を
活
性
化
し
経
済
を
持
続
可
能
な
も
の
と
し
、
国
民
が
安
心
し
て
快
適
な
暮
ら
し
を
営
ん
で
い
け
る
よ
う
に
す
る
た
め

に
、
地
域
に
お
い
て
、
相
当
の
規
模
と
中
核
性
を
備
え
る
圏
域
の
中
心
都
市
が
近
隣
の
市
町
村
と
連
携
し
、
コ
ン
パ
ク
ト
化
と
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
化
に
よ
り
「
経
済
成
長
の
け
ん
引
」、「
高
次
都
市
機
能
の
集
積
・
強
化
」
及
び
「
生
活
関
連
機
能
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
」
を
行
う
こ

と
に
よ
り
、
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
社
会
に
お
い
て
も
一
定
の
圏
域
人
口
を
有
し
活
力
あ
る
社
会
経
済
を
維
持
す
る
た
め
の
拠
点
を
形
成

す
る

（
５
）」

も
の
で
あ
る
。

三
大
都
市
圏
と
地
方
圏
の
格
差
拡
大
や
、
東
京
一
極
集
中
等
の
問
題
が
求
め
る
身
近
な
行
政
に
対
す
る
制
度
の
拡
充
に
対
し
て
、
政
府

は
一
方
で
市
町
村
合
併
を
推
進
さ
せ
な
が
ら
、
他
方
で
地
域
自
治
組
織
制
度
や
小
さ
な
拠
点
制
度
な
ど
の
拡
充
を
柱
に
、
地
方
圏
の
町
村

や
集
落
の
維
持
や
復
興
等
に
向
け
た
活
動
の
場
の
確
保
を
目
指
し
た
。
そ
う
し
た
中
で
制
定
さ
れ
た
も
の
が
、「
我
が
国
に
お
け
る
急
速

な
少
子
高
齢
化
の
進
展
に
的
確
に
対
応
し
、
人
口
の
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る
と
と
も
に
、
東
京
圏
へ
の
人
口
の
過
度
の
集
中
を
是
正
し
、

そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
で
住
み
よ
い
環
境
を
確
保
し
て
、
将
来
に
わ
た
っ
て
活
力
あ
る
日
本
社
会
を
維
持
し
て
い
く
」
こ
と
を
目
的
と
し
た

「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
法
」
で
あ
っ
た

（
６
）

。

二
〇
一
四
（
平
成
二
六
）
年
一
二
月
二
七
日
閣
議
決
定
さ
れ
た
に
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
『
総
合
戦
略
』」
の
第
四
で
提
示
さ
れ

た
「『
小
さ
な
拠
点
』
の
形
成
」
に
お
い
て
は
、「
小
さ
な
拠
点
」
一
〇
〇
〇
箇
所
と
、
地
域
運
営
組
織
五
〇
〇
〇
団
体
の
設
立
が
目
標
と

さ
れ
た
。
二
〇
一
八
（
平
成
三
〇
）
年
五
月
現
在
、
小
さ
な
拠
点
は
全
国
に
一
〇
六
九
箇
所
設
置
さ
れ
、
設
置
目
標
を
超
え
て
い
る
。
ま

（
一
二
七
五
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

五

る
。
そ
の
中
で
定
住
自
立
圏
は
、「
中
心
市
が
圏
域
全
体
の
暮
ら
し
に
必
要
な
都
市
機
能
を
集
約
的
に
整
備
す
る
と
と
も
に
、
周
辺
市
町

村
に
お
い
て
は
必
要
な
生
活
機
能
を
確
保
し
、
農
林
業
の
振
興
や
豊
か
な
自
然
環
境
の
保
全
を
図
る
な
ど
、
互
い
に
連
携
・
協
力
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
定
住
を
促
進
し
圏
域
全
体
の
活
性
化
を
図
る

（
４
）」

も
の
で
あ
り
、
連
携
中
枢
都
市
圏
は
、「
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
社
会
に

あ
っ
て
も
、
地
域
を
活
性
化
し
経
済
を
持
続
可
能
な
も
の
と
し
、
国
民
が
安
心
し
て
快
適
な
暮
ら
し
を
営
ん
で
い
け
る
よ
う
に
す
る
た
め

に
、
地
域
に
お
い
て
、
相
当
の
規
模
と
中
核
性
を
備
え
る
圏
域
の
中
心
都
市
が
近
隣
の
市
町
村
と
連
携
し
、
コ
ン
パ
ク
ト
化
と
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
化
に
よ
り
「
経
済
成
長
の
け
ん
引
」、「
高
次
都
市
機
能
の
集
積
・
強
化
」
及
び
「
生
活
関
連
機
能
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
」
を
行
う
こ

と
に
よ
り
、
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
社
会
に
お
い
て
も
一
定
の
圏
域
人
口
を
有
し
活
力
あ
る
社
会
経
済
を
維
持
す
る
た
め
の
拠
点
を
形
成

す
る

（
５
）」

も
の
で
あ
る
。

三
大
都
市
圏
と
地
方
圏
の
格
差
拡
大
や
、
東
京
一
極
集
中
等
の
問
題
が
求
め
る
身
近
な
行
政
に
対
す
る
制
度
の
拡
充
に
対
し
て
、
政
府

は
一
方
で
市
町
村
合
併
を
推
進
さ
せ
な
が
ら
、
他
方
で
地
域
自
治
組
織
制
度
や
小
さ
な
拠
点
制
度
な
ど
の
拡
充
を
柱
に
、
地
方
圏
の
町
村

や
集
落
の
維
持
や
復
興
等
に
向
け
た
活
動
の
場
の
確
保
を
目
指
し
た
。
そ
う
し
た
中
で
制
定
さ
れ
た
も
の
が
、「
我
が
国
に
お
け
る
急
速

な
少
子
高
齢
化
の
進
展
に
的
確
に
対
応
し
、
人
口
の
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る
と
と
も
に
、
東
京
圏
へ
の
人
口
の
過
度
の
集
中
を
是
正
し
、

そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
で
住
み
よ
い
環
境
を
確
保
し
て
、
将
来
に
わ
た
っ
て
活
力
あ
る
日
本
社
会
を
維
持
し
て
い
く
」
こ
と
を
目
的
と
し
た

「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
法
」
で
あ
っ
た

（
６
）

。

二
〇
一
四
（
平
成
二
六
）
年
一
二
月
二
七
日
閣
議
決
定
さ
れ
た
に
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
『
総
合
戦
略
』」
の
第
四
で
提
示
さ
れ

た
「『
小
さ
な
拠
点
』
の
形
成
」
に
お
い
て
は
、「
小
さ
な
拠
点
」
一
〇
〇
〇
箇
所
と
、
地
域
運
営
組
織
五
〇
〇
〇
団
体
の
設
立
が
目
標
と

さ
れ
た
。
二
〇
一
八
（
平
成
三
〇
）
年
五
月
現
在
、
小
さ
な
拠
点
は
全
国
に
一
〇
六
九
箇
所
設
置
さ
れ
、
設
置
目
標
を
超
え
て
い
る
。
ま

（
一
二
七
五
）
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六

た
地
域
運
営
組
織
は
、
二
〇
一
七
（
平
成
二
九
）
年
一
〇
月
に
は
四
一
七
七
団
体
が
創
設
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
内
閣
府
は
、
形
成
済

の
小
さ
な
拠
点
は
、
総
合
戦
略
あ
り
八
六
九
箇
所
、
総
合
戦
略
な
し
五
〇
五
箇
所
の
合
計
一
五
七
四
箇
所
で
あ
り
、
ま
た
今
後
形
成
が
予

定
さ
れ
て
い
る
小
さ
な
拠
点
は
、
総
合
戦
略
あ
り
一
九
八
箇
所
、
総
合
戦
略
な
し
一
一
箇
所
の
合
計
二
〇
九
箇
所
で
あ
り
、
合
わ
せ
れ
ば

一
七
八
三
箇
所
で
あ
る
こ
と
を
、
ま
た
地
域
運
営
組
織
も
六
〇
九
市
町
村
に
三
〇
七
一
存
在
し
て
い
る
こ
と
を
強
調
し
て
い
る

（
７
）

。
こ
う
し

た
制
度
の
拡
充
が
今
後
の
日
本
の
身
近
な
行
政
の
推
進
の
要
の
一
つ
に
な
る
も
の
と
い
え
る
。

二
　
平
成
の
大
合
併
と
地
域
自
治
組
織

一
九
九
九
（
平
成
一
一
）
年
に
開
始
さ
れ
た
平
成
の
大
合
併
の
目
的
の
一
つ
は
、「
基
礎
自
治
体
の
行
財
政
基
盤
確
立
」
で
あ
り
、
政
府

は
同
年
に
「
地
方
分
権
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
」
を
一
部
施
行
し
、
合
併
と
自
治
権
の
拡
大
が
セ
ッ

ト
で
あ
る
こ
と
を
強
調
し
た
。
一
九
九
九
年
四
月
一
日
か
ら
二
〇
〇
五
（
平
成
一
七
）
年
三
月
三
一
日
ま
で
の
前
半
五
年
間
は
、
合
併
特

例
債
の
創
設
や
合
併
算
定
替
の
期
間
延
長
を
柱
と
す
る
手
厚
い
財
政
措
置
を
通
じ
て
市
町
村
合
併
を
誘
導
し
て
い
た
が
、
二
〇
一
〇
（
平

成
二
二
）
年
三
月
三
一
日
ま
で
の
後
半
五
年
間
は
、
国
・
都
道
府
県
の
積
極
的
関
与
に
よ
る
合
併
の
推
進
が
図
ら
れ
た

（
８
）

。
後
期
の
大
合
併

を
補
強
す
る
た
め
に
、
政
府
は
二
〇
〇
四
（
平
成
一
六
）
年
五
月
二
六
日
に
「
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
」、「
市
町
村
の
合
併
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
」、「
地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
を
制
定
し
て
い
る
。

「
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」（
旧
合
併
特
例
法
）
は
二
〇
〇
五
年
三
月
三
月
三
一
日
に
失
効
し
、

「
市
町
村
の
合
併
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
」
が
同
年
四
月
一
日
に
施
行
さ
れ
た
。
合
併
の
特
例
に
関
連
す
る
法
律
の
改
正
は
、
平
成
の

大
合
併
の
後
期
に
お
け
る
合
併
促
進
を
目
的
と
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
関
連
法
規
の
改
正
に
呼
応
す
る
形
で
設
置
さ
れ
た
も
の
の
一

（
一
二
七
六
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

七

つ
が
、
地
域
審
議
会
、
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）、
地
域
自
治
区
（
特
例
制
度
）、
合
併
特
例
区
の
四
種
に
わ
た
る
地
域
自
治
組
織
で
あ
る
。

こ
れ
ら
四
種
の
地
域
自
治
組
織
は
、
合
併
に
よ
っ
て
拡
大
し
た
市
町
村
の
内
部
に
、
原
則
と
し
て
合
併
前
の
市
町
村
の
区
域
を
単
位
と
し

て
設
置
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
住
民
自
治
の
充
実
が
創
設
の
主
た
る
目
標
の
一
つ
に
な
っ
て
い
る
も
の
で
も
あ
る
。

地
域
審
議
会
は
、
旧
合
併
特
例
法
第
五
条
の
四
の
、「
合
併
前
の
関
係
市
町
村
の
協
議
に
よ
り
、
旧
市
町
村
の
区
域
ご
と
に
、
合
併
市

町
村
の
長
の
諮
問
に
よ
り
審
議
又
は
必
要
な
事
項
に
つ
き
意
見
を
述
べ
る
審
議
会
（
地
域
審
議
会
）
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
」
と
の
規
定

を
受
け
て
設
置
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
地
域
審
議
会
に
関
す
る
規
定
は
、
市
町
村
の
合
併
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
第
二
二
条
で
、「
合

併
関
係
市
町
村
の
協
議
に
よ
り
、
期
間
を
定
め
て
合
併
市
町
村
に
、
合
併
関
係
市
町
村
の
区
域
で
あ
っ
た
区
域
ご
と
に
、
当
該
合
併
市
町

村
が
処
理
す
る
当
該
区
域
に
係
る
事
務
に
関
し
合
併
市
町
村
の
長
の
諮
問
に
応
じ
て
審
議
し
又
は
必
要
と
認
め
る
事
項
に
つ
き
合
併
市
町

村
の
長
に
意
見
を
述
べ
る
審
議
会
（
次
項
に
お
い
て
「
地
域
審
議
会
」
と
い
う
。）
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
」
と
改
め
ら
れ
た
。
こ
の
こ
と
か

ら
地
域
審
議
会
は
、
合
併
後
の
市
町
村
内
の
旧
市
町
村
の
地
域
自
治
を
保
障
す
る
形
で
設
置
が
認
め
ら
れ
た
も
の
と
い
え
る
が
、
一
定
期

間
経
過
後
す
な
わ
ち
合
併
市
町
村
の
一
体
化
が
あ
る
程
度
確
保
さ
れ
た
時
点
で
の
廃
止
が
予
定
さ
れ
て
い
る
組
織
で
も
あ
っ
た

（
９
）

。

地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
、
二
〇
〇
四
年
の
地
方
自
治
法
改
正
に
よ
っ
て
新
設
さ
れ
た
、
地
方
自
治
法
第
二
編
・
第
七
章
に
第
四

節
「
地
域
自
治
区
」（
二
〇
二
条
の
四
～
二
〇
二
条
の
九
）
の
条
項
で
、
市
町
村
に
任
意
で
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
を
創
設
す
る
こ
と
を

容
認
し
た
こ
と
で
設
置
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
制
度
は
、
第
二
七
次
地
方
制
度
調
査
会
の
「
今
後
の
地
方
自
治
制
度

の
あ
り
方
に
関
す
る
答
申
」（
平
成
一
五
年
一
一
月
）
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
。
答
申
は
基
礎
自
治
体
の
あ
り
方
に
お
い
て
、「
地
方
分
権
改

革
が
目
指
す
べ
き
分
権
型
社
会
に
お
い
て
は
、
地
域
に
お
い
て
自
己
責
任
と
自
己
決
定
の
減
速
が
実
願
さ
れ
る
と
い
う
観
点
か
ら
、
団
体

自
治
ば
か
り
で
な
く
住
民
自
治
が
重
視
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
し
て
市
町
村
合
併
を
容
認
し
つ
つ
、「
基
礎
自
治
体
は
、
そ
の
自

（
一
二
七
七
）
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七

つ
が
、
地
域
審
議
会
、
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）、
地
域
自
治
区
（
特
例
制
度
）、
合
併
特
例
区
の
四
種
に
わ
た
る
地
域
自
治
組
織
で
あ
る
。

こ
れ
ら
四
種
の
地
域
自
治
組
織
は
、
合
併
に
よ
っ
て
拡
大
し
た
市
町
村
の
内
部
に
、
原
則
と
し
て
合
併
前
の
市
町
村
の
区
域
を
単
位
と
し

て
設
置
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
住
民
自
治
の
充
実
が
創
設
の
主
た
る
目
標
の
一
つ
に
な
っ
て
い
る
も
の
で
も
あ
る
。

地
域
審
議
会
は
、
旧
合
併
特
例
法
第
五
条
の
四
の
、「
合
併
前
の
関
係
市
町
村
の
協
議
に
よ
り
、
旧
市
町
村
の
区
域
ご
と
に
、
合
併
市

町
村
の
長
の
諮
問
に
よ
り
審
議
又
は
必
要
な
事
項
に
つ
き
意
見
を
述
べ
る
審
議
会
（
地
域
審
議
会
）
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
」
と
の
規
定

を
受
け
て
設
置
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
地
域
審
議
会
に
関
す
る
規
定
は
、
市
町
村
の
合
併
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
第
二
二
条
で
、「
合

併
関
係
市
町
村
の
協
議
に
よ
り
、
期
間
を
定
め
て
合
併
市
町
村
に
、
合
併
関
係
市
町
村
の
区
域
で
あ
っ
た
区
域
ご
と
に
、
当
該
合
併
市
町

村
が
処
理
す
る
当
該
区
域
に
係
る
事
務
に
関
し
合
併
市
町
村
の
長
の
諮
問
に
応
じ
て
審
議
し
又
は
必
要
と
認
め
る
事
項
に
つ
き
合
併
市
町

村
の
長
に
意
見
を
述
べ
る
審
議
会
（
次
項
に
お
い
て
「
地
域
審
議
会
」
と
い
う
。）
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
」
と
改
め
ら
れ
た
。
こ
の
こ
と
か

ら
地
域
審
議
会
は
、
合
併
後
の
市
町
村
内
の
旧
市
町
村
の
地
域
自
治
を
保
障
す
る
形
で
設
置
が
認
め
ら
れ
た
も
の
と
い
え
る
が
、
一
定
期

間
経
過
後
す
な
わ
ち
合
併
市
町
村
の
一
体
化
が
あ
る
程
度
確
保
さ
れ
た
時
点
で
の
廃
止
が
予
定
さ
れ
て
い
る
組
織
で
も
あ
っ
た

（
９
）

。

地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
、
二
〇
〇
四
年
の
地
方
自
治
法
改
正
に
よ
っ
て
新
設
さ
れ
た
、
地
方
自
治
法
第
二
編
・
第
七
章
に
第
四

節
「
地
域
自
治
区
」（
二
〇
二
条
の
四
～
二
〇
二
条
の
九
）
の
条
項
で
、
市
町
村
に
任
意
で
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
を
創
設
す
る
こ
と
を

容
認
し
た
こ
と
で
設
置
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
制
度
は
、
第
二
七
次
地
方
制
度
調
査
会
の
「
今
後
の
地
方
自
治
制
度

の
あ
り
方
に
関
す
る
答
申
」（
平
成
一
五
年
一
一
月
）
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
。
答
申
は
基
礎
自
治
体
の
あ
り
方
に
お
い
て
、「
地
方
分
権
改

革
が
目
指
す
べ
き
分
権
型
社
会
に
お
い
て
は
、
地
域
に
お
い
て
自
己
責
任
と
自
己
決
定
の
減
速
が
実
願
さ
れ
る
と
い
う
観
点
か
ら
、
団
体

自
治
ば
か
り
で
な
く
住
民
自
治
が
重
視
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
し
て
市
町
村
合
併
を
容
認
し
つ
つ
、「
基
礎
自
治
体
は
、
そ
の
自

（
一
二
七
七
）
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八

主
性
を
高
め
る
た
め
一
般
的
に
は
規
模
が
大
き
く
な
る
こ
と
か
ら
、
後
述
す
る
地
域
自
治
組
織
を
設
置
す
る
途
を
開
く
な
ど
様
々
な
方
途

を
検
討
し
て
住
民
自
治
の
充
実
を
図
る
必
要
が
あ
る
」
と
し
、「
一
般
制
度
と
し
て
は
、
基
礎
自
治
体
と
し
て
の
一
体
性
を
損
な
う
こ
と

の
無
い
よ
う
に
す
る
と
い
う
こ
と
に
も
配
慮
し
て
「
行
政
区
的
な
タ
イ
プ
（
法
人
格
を
有
し
な
い
。）
を
導
入
す
べ
き
」
こ
と
を
強
調
し
た

の
で
あ
る

（
10
）

。

そ
れ
を
受
け
て
、
地
方
自
治
法
第
二
〇
二
条
の
四
の
第
一
項
に
は
、「
市
町
村
は
、
市
町
村
長
の
権
限
に
属
す
る
事
務
を
分
掌
さ
せ
、

及
び
地
域
の
住
民
の
意
見
を
反
映
さ
せ
つ
つ
こ
れ
を
処
理
さ
せ
る
た
め
、
条
例
で
、
そ
の
区
域
を
分
け
て
定
め
る
区
域
ご
と
に
地
域
自
治

区
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
の
規
定
が
置
か
れ
た
の
で
あ
る
。
そ
こ
に
は
そ
の
内
部
組
織
と
し
て
、
二
〇
二
条
の
五
の
第
一
項
「
地

域
自
治
区
に
、
地
域
協
議
会
を
置
く
」
の
規
定
に
基
づ
い
て
「
地
域
協
議
会
」
が
置
か
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）

の
設
置
趣
旨
と
し
て
内
閣
府
は
、「
法
律
上
の
規
定
が
な
く
と
も
、
市
町
村
の
判
断
に
よ
り
地
域
自
治
区
と
同
様
の
仕
組
み
を
設
け
る
こ

と
は
可
能
で
あ
る
。
地
域
自
治
区
制
度
の
趣
旨
は
、
地
域
自
治
区
の
創
設
の
途
を
開
く
こ
と
に
あ
る
の
で
は
な
く
、
地
方
自
治
制
度
上
、

市
町
村
の
区
域
内
に
お
い
て
、
よ
り
狭
い
区
域
を
単
位
と
し
て
住
民
の
意
思
を
反
映
さ
せ
る
仕
組
み
を
明
確
に
位
置
づ
け
、
住
民
自
治
の

拡
充
方
策
等
を
充
実
し
よ
う
と
す
る
と
こ
ろ
に
あ
る
」
と
説
明
し
て
い
る

（
11
）

。

地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
、「
地
域
の
住
民
の
意
見
を
行
政
に
反
映
さ
せ
る
と
と
も
に
行
政
と
住
民
と
の
連
携
の
強
化
を
目
的
と
し

て
、
市
町
村
の
判
断
に
よ
り
設
け
ら
れ
る
区
域
で
あ
り
、
そ
の
区
域
の
住
民
の
う
ち
か
ら
選
任
さ
れ
た
者
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
る
地
域
協

議
会
及
び
市
町
村
の
事
務
を
分
掌
さ
せ
る
た
め
の
事
務
所
を
置
く
も
の
」
で
あ
る

（
12
）

。
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
市
町
村
の
区
域
の
全

域
に
設
置
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
で
あ
る
が
、
法
人
格
は
付
与
さ
れ
て
お
ら
ず
、
必
要
と
認
め
ら
れ
る
限
り
永
続
的
に
設
置
す
る
こ

と
が
可
能
な
組
織
で
も
あ
る
。
ま
た
住
民
自
治
の
観
点
か
ら
は
、
住
民
・
町
内
会
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
組
織
等
と
の
協
働
が
求
め

（
一
二
七
八
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

九

ら
れ
て
い
る
組
織
で
も
あ
る
。

他
方
、
平
成
の
大
合
併
を
施
行
し
た
市
町
村
に
関
し
て
は
、
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
あ
る
い
は
合
併
特
例
区
の
設
置
が
認
め
ら
れ

た
。
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
は
、
旧
合
併
特
例
法
第
五
条
の
五
等
の
規
定
に
よ
っ
て
設
置
が
認
め
ら
れ
た
も
の
で
、
合
併
に
際
し
て

一
又
は
二
以
上
の
合
併
関
係
市
町
村
を
単
位
と
し
て
、
合
併
関
係
市
町
村
の
協
議
で
設
置
を
決
定
単
位
で
き
る
も
の
で
あ
り
、
そ
こ
に
は

市
町
村
長
が
選
任
す
る
特
別
職
の
区
長
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
。「
地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
の
第
二
十
三

条
に
は
、「
市
町
村
の
合
併
に
際
し
て
は
、
地
方
自
治
法
第
二
百
二
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
合
併
関
係
市
町
村
の
協
議

で
定
め
る
期
間
に
限
り
、
合
併
市
町
村
の
区
域
の
一
部
の
区
域
に
、
一
又
は
二
以
上
の
合
併
関
係
市
町
村
の
区
域
で
あ
っ
た
区
域
を
そ
の

区
域
と
す
る
同
項
に
規
定
す
る
地
域
自
治
区
（
以
下
「
合
併
関
係
市
町
村
の
区
域
に
よ
る
地
域
自
治
区
」
と
い
う
。）
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
」

と
の
規
定
が
置
か
れ
た
。

ま
た
、
第
二
十
四
条
の
規
定
に
よ
っ
て
、
市
町
村
の
合
併
に
際
し
て
設
け
る
合
併
関
係
市
町
村
の
区
域
に
よ
る
地
域
自
治
区
（
以
下

「
合
併
に
係
る
地
域
自
治
区
」
と
い
う
。）
に
お
い
て
、
当
該
合
併
に
係
る
地
域
自
治
区
の
区
域
に
お
け
る
事
務
を
効
果
的
に
処
理
す
る
た
め

特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
合
併
関
係
市
町
村
の
協
議
に
よ
り
、
期
間
を
定
め
て
合
併
に
係
る
地
域
自
治
区
の
事
務
所
の
長
に

代
え
て
区
長
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
た
。
そ
れ
ゆ
え
区
長
を
配
置
す
る
場
合
に
は
、
区
長
は
地
域
の
行
政
運
営
に
関
し
優
れ
た
識

見
を
有
す
る
者
の
う
ち
か
ら
、
合
併
市
町
村
の
長
が
選
任
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

合
併
特
例
区
は
旧
合
併
特
例
法
第
五
条
の
八
等
に
よ
っ
て
設
置
が
認
め
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。
旧
合
併
特
例
法
に
よ
れ
ば
、
合
併
特
例

区
は
、
合
併
に
際
し
て
、
合
併
関
係
市
町
村
の
協
議
に
よ
り
、
一
又
は
二
以
上
の
旧
市
町
村
単
位
に
法
人
格
を
有
す
る
区
（
合
併
特
例
区
）

を
一
定
期
間
（
五
年
以
下
）
設
置
で
き
る
制
度
で
あ
り
、
い
い
か
え
れ
ば
合
併
後
の
一
定
期
間
（
五
年
以
下
）、
一
又
は
二
以
上
の
合
併
関

（
一
二
七
九
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

九

ら
れ
て
い
る
組
織
で
も
あ
る
。

他
方
、
平
成
の
大
合
併
を
施
行
し
た
市
町
村
に
関
し
て
は
、
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
あ
る
い
は
合
併
特
例
区
の
設
置
が
認
め
ら
れ

た
。
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
は
、
旧
合
併
特
例
法
第
五
条
の
五
等
の
規
定
に
よ
っ
て
設
置
が
認
め
ら
れ
た
も
の
で
、
合
併
に
際
し
て

一
又
は
二
以
上
の
合
併
関
係
市
町
村
を
単
位
と
し
て
、
合
併
関
係
市
町
村
の
協
議
で
設
置
を
決
定
単
位
で
き
る
も
の
で
あ
り
、
そ
こ
に
は

市
町
村
長
が
選
任
す
る
特
別
職
の
区
長
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
。「
地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
の
第
二
十
三

条
に
は
、「
市
町
村
の
合
併
に
際
し
て
は
、
地
方
自
治
法
第
二
百
二
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
合
併
関
係
市
町
村
の
協
議

で
定
め
る
期
間
に
限
り
、
合
併
市
町
村
の
区
域
の
一
部
の
区
域
に
、
一
又
は
二
以
上
の
合
併
関
係
市
町
村
の
区
域
で
あ
っ
た
区
域
を
そ
の

区
域
と
す
る
同
項
に
規
定
す
る
地
域
自
治
区
（
以
下
「
合
併
関
係
市
町
村
の
区
域
に
よ
る
地
域
自
治
区
」
と
い
う
。）
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
」

と
の
規
定
が
置
か
れ
た
。

ま
た
、
第
二
十
四
条
の
規
定
に
よ
っ
て
、
市
町
村
の
合
併
に
際
し
て
設
け
る
合
併
関
係
市
町
村
の
区
域
に
よ
る
地
域
自
治
区
（
以
下

「
合
併
に
係
る
地
域
自
治
区
」
と
い
う
。）
に
お
い
て
、
当
該
合
併
に
係
る
地
域
自
治
区
の
区
域
に
お
け
る
事
務
を
効
果
的
に
処
理
す
る
た
め

特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
合
併
関
係
市
町
村
の
協
議
に
よ
り
、
期
間
を
定
め
て
合
併
に
係
る
地
域
自
治
区
の
事
務
所
の
長
に

代
え
て
区
長
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
た
。
そ
れ
ゆ
え
区
長
を
配
置
す
る
場
合
に
は
、
区
長
は
地
域
の
行
政
運
営
に
関
し
優
れ
た
識

見
を
有
す
る
者
の
う
ち
か
ら
、
合
併
市
町
村
の
長
が
選
任
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

合
併
特
例
区
は
旧
合
併
特
例
法
第
五
条
の
八
等
に
よ
っ
て
設
置
が
認
め
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。
旧
合
併
特
例
法
に
よ
れ
ば
、
合
併
特
例

区
は
、
合
併
に
際
し
て
、
合
併
関
係
市
町
村
の
協
議
に
よ
り
、
一
又
は
二
以
上
の
旧
市
町
村
単
位
に
法
人
格
を
有
す
る
区
（
合
併
特
例
区
）

を
一
定
期
間
（
五
年
以
下
）
設
置
で
き
る
制
度
で
あ
り
、
い
い
か
え
れ
ば
合
併
後
の
一
定
期
間
（
五
年
以
下
）、
一
又
は
二
以
上
の
合
併
関

（
一
二
七
九
）
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　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

一
〇

係
市
町
村
の
区
域
で
あ
っ
た
区
域
を
単
位
と
し
て
、
特
別
地
方
公
共
団
体
で
あ
る
合
併
特
例
区
（
法
人
格
を
有
す
る
）
を
設
け
る
こ
と
が
で

き
る
も
の
で
あ
っ
た
。
ま
た
合
併
特
例
区
の
長
は
、
合
併
市
町
村
の
長
が
選
任
す
る
特
別
職
と
さ
れ
、
合
併
市
町
村
の
助
役
又
は
支
所
・

出
張
所
長
若
し
く
は
指
定
都
市
の
区
の
事
務
所
・
出
張
所
長
を
兼
ね
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
さ
れ
た
。
さ
ら
に
合
併
特
例
区
協
議
会
の

構
成
員
は
、
合
併
特
例
区
内
に
住
所
を
有
す
る
合
併
市
町
村
の
議
会
議
員
の
被
選
挙
権
を
有
す
る
者
の
う
ち
か
ら
、
規
約
に
定
め
る
方
法

に
よ
り
合
併
市
町
村
の
長
が
選
任
す
る
も
の
と
さ
れ
た
。
そ
れ
ゆ
え
区
長
も
協
議
会
の
構
成
員
も
公
選
で
は
な
い
。

「
地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
の
第
二
十
六
条
に
は
、「
合
併
市
町
村
に
お
い
て
市
町
村
の
合
併
後
の
一
定
期
間
、
合
併
関

係
市
町
村
の
区
域
で
あ
っ
た
地
域
の
住
民
の
意
見
を
反
映
し
つ
つ
そ
の
地
域
を
単
位
と
し
て
一
定
の
事
務
を
処
理
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当

該
事
務
の
効
果
的
な
処
理
又
は
当
該
地
域
の
住
民
の
生
活
の
利
便
性
の
向
上
等
が
図
ら
れ
、
も
っ
て
合
併
市
町
村
の
一
体
性
の
円
滑
な
確

立
に
資
す
る
と
認
め
る
と
き
は
、
合
併
関
係
市
町
村
の
協
議
に
よ
り
、
期
間
を
定
め
て
、
合
併
市
町
村
の
区
域
の
全
部
又
は
一
部
の
区
域

に
、
一
又
は
二
以
上
の
合
併
関
係
市
町
村
の
区
域
で
あ
っ
た
区
域
を
そ
の
区
域
と
し
て
、
合
併
特
例
区
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
の

規
定
が
置
か
れ
た
。
そ
れ
ゆ
え
設
置
期
間
は
合
併
関
係
市
町
村
の
協
議
に
よ
り
規
約
で
定
め
ら
れ
た
期
間
（
五
年
）
と
さ
れ
た
。
な
お
協

議
は
合
併
関
係
市
町
村
の
議
会
の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
第
二
十
七
条
に
あ
る
よ
う
に
、
合
併
特
例

区
は
地
方
自
治
法
第
一
条
の
三
第
一
項
の
特
別
地
方
公
共
団
体
と
さ
れ
て
お
り
、
合
併
特
例
区
は
、
市
町
村
の
合
併
が
行
わ
れ
た
日
に
成

立
す
る
。

地
域
自
治
組
織
の
数
を
二
〇
〇
七
（
平
成
一
九
）
年
と
二
〇
一
九
（
平
成
三
一
）
年
四
月
一
日
現
在
で
比
較
す
る
と
、
二
〇
〇
七
年
に
は
、

地
域
審
議
会
が
二
一
七
団
体
に
七
七
五
審
議
会
、
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
が
一
七
団
体
に
一
二
三
地
域
、
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）

が
三
八
団
体
に
一
〇
四
自
治
区
、
合
併
特
例
区
が
六
団
体
に
一
六
特
例
区
に
設
置
さ
れ
て
い
た
も
の
が
、
二
〇
一
九
年
に
は
、
地
域
審
議

（
一
二
八
〇
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

一
一

会
が
二
九
団
体
に
七
九
審
議
会
、
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
が
一
三
団
体
に
一
二
八
地
域
、
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
が
一
〇
団
体
に

一
九
自
治
区
と
な
り
、
微
増
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
を
除
く
と
激
減
し
て
い
る
。
ま
た
、
合
併
特
例
区
は
期
間
が
五
年
と
限
定
さ

れ
て
い
た
こ
と
も
あ
り
現
存
し
て
い
な
い

（
13
）

。
こ
れ
ら
に
代
わ
る
も
の
と
し
て
、
小
さ
な
拠
点
や
地
域
運
営
組
織
等
が
設
定
さ
れ
て
き
て
い

る
の
で
あ
る
。三

　
地
域
審
議
会
と
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
を
中
心
に
見
た
身
近
な
行
政
の
実
態

現
行
の
日
本
の
地
域
審
議
会
は
、
表
１
の
通
り
、
一
九
の
道
と
県
に
存
在
す
る
二
五
市
・
四
町
に
位
置
す
る
、
旧
二
三
市
・
五
五
町
・

二
六
村
の
一
〇
四
市
町
村
を
対
象
に
、
八
二
審
議
会
（
設
置
せ
ず
二
五
市
町
）
が
置
か
れ
て
い
る
。
そ
れ
ら
を
見
て
い
く
と
以
下
の
よ
う
に

な
る
。

北
海
道
・
東
北
を
見
る
と
、
北
海
道
で
は
平
成
二
〇
〇
四
（
平
成
一
六
）
年
一
二
月
一
日
に
函
館
市
が
戸
井
町
・
恵
山
町
・
椴
法
華

村
・
南
茅
部
町
を
編
入
し
、
旧
函
館
地
区
を
除
く
戸
井
・
恵
山
・
椴
法
華
・
南
茅
部
の
四
地
区
に
そ
れ
ぞ
れ
審
議
会
を
設
置
し
た
。
青
森

県
で
は
、
二
〇
〇
五
（
平
成
一
七
）
年
一
月
一
日
に
十
和
田
市
と
十
和
田
湖
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
新
し
い
十
和
田
市
が
、
旧
十
和
田
湖

町
地
域
を
対
象
と
す
る
十
和
田
市
地
域
審
議
会
を
、
三
月
二
八
日
に
五
所
川
原
市
・
金
木
町
・
市
浦
村
の
合
併
で
誕
生
し
た
新
し
い
五
所

川
原
市
が
、
金
木
地
区
と
市
浦
地
区
に
そ
れ
ぞ
れ
審
議
会
を
設
置
し
た
。
福
島
県
で
は
須
賀
川
市
が
二
〇
〇
五
年
四
月
一
日
に
長
沼
町
と

岩
瀬
村
を
編
入
し
、
長
沼
地
区
と
岩
瀬
地
区
に
そ
れ
ぞ
れ
審
議
会
を
、
福
島
市
が
二
〇
〇
八
（
平
成
二
〇
）
年
飯
野
町
を
編
入
し
、
旧
飯

野
町
地
区
に
飯
野
地
区
審
議
会
を
設
置
し
た
。

関
東
を
見
る
と
、
群
馬
県
で
は
二
〇
〇
四
年
一
二
月
五
日
に
前
橋
市
が
大
胡
町
・
宮
城
村
・
粕
川
村
を
編
入
し
、
二
〇
〇
九
（
平
成

（
一
二
八
一
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

一
一

会
が
二
九
団
体
に
七
九
審
議
会
、
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
が
一
三
団
体
に
一
二
八
地
域
、
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
が
一
〇
団
体
に

一
九
自
治
区
と
な
り
、
微
増
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
を
除
く
と
激
減
し
て
い
る
。
ま
た
、
合
併
特
例
区
は
期
間
が
五
年
と
限
定
さ

れ
て
い
た
こ
と
も
あ
り
現
存
し
て
い
な
い

（
13
）

。
こ
れ
ら
に
代
わ
る
も
の
と
し
て
、
小
さ
な
拠
点
や
地
域
運
営
組
織
等
が
設
定
さ
れ
て
き
て
い

る
の
で
あ
る
。三

　
地
域
審
議
会
と
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
を
中
心
に
見
た
身
近
な
行
政
の
実
態

現
行
の
日
本
の
地
域
審
議
会
は
、
表
１
の
通
り
、
一
九
の
道
と
県
に
存
在
す
る
二
五
市
・
四
町
に
位
置
す
る
、
旧
二
三
市
・
五
五
町
・

二
六
村
の
一
〇
四
市
町
村
を
対
象
に
、
八
二
審
議
会
（
設
置
せ
ず
二
五
市
町
）
が
置
か
れ
て
い
る
。
そ
れ
ら
を
見
て
い
く
と
以
下
の
よ
う
に

な
る
。

北
海
道
・
東
北
を
見
る
と
、
北
海
道
で
は
平
成
二
〇
〇
四
（
平
成
一
六
）
年
一
二
月
一
日
に
函
館
市
が
戸
井
町
・
恵
山
町
・
椴
法
華

村
・
南
茅
部
町
を
編
入
し
、
旧
函
館
地
区
を
除
く
戸
井
・
恵
山
・
椴
法
華
・
南
茅
部
の
四
地
区
に
そ
れ
ぞ
れ
審
議
会
を
設
置
し
た
。
青
森

県
で
は
、
二
〇
〇
五
（
平
成
一
七
）
年
一
月
一
日
に
十
和
田
市
と
十
和
田
湖
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
新
し
い
十
和
田
市
が
、
旧
十
和
田
湖

町
地
域
を
対
象
と
す
る
十
和
田
市
地
域
審
議
会
を
、
三
月
二
八
日
に
五
所
川
原
市
・
金
木
町
・
市
浦
村
の
合
併
で
誕
生
し
た
新
し
い
五
所

川
原
市
が
、
金
木
地
区
と
市
浦
地
区
に
そ
れ
ぞ
れ
審
議
会
を
設
置
し
た
。
福
島
県
で
は
須
賀
川
市
が
二
〇
〇
五
年
四
月
一
日
に
長
沼
町
と

岩
瀬
村
を
編
入
し
、
長
沼
地
区
と
岩
瀬
地
区
に
そ
れ
ぞ
れ
審
議
会
を
、
福
島
市
が
二
〇
〇
八
（
平
成
二
〇
）
年
飯
野
町
を
編
入
し
、
旧
飯

野
町
地
区
に
飯
野
地
区
審
議
会
を
設
置
し
た
。

関
東
を
見
る
と
、
群
馬
県
で
は
二
〇
〇
四
年
一
二
月
五
日
に
前
橋
市
が
大
胡
町
・
宮
城
村
・
粕
川
村
を
編
入
し
、
二
〇
〇
九
（
平
成

（
一
二
八
一
）
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経
研
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　第
五
十
六
巻
第
四
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（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

一
二

表
１　
地
域
自
治
組
織
（
地
域
審
議
会
・
地
域
自
治
区
・
合
併
特
例
区
）
一
覧

（
平
成
3１
年
4
月
１
日
現
在
）

都
道

府
県

地
域

審
議

会
地

域
自

治
区

（
一

般
制

度
）

地
域

自
治

区
（

合
併

特
例

法
等

に
基

づ
く

も
の

）
市

町
村

合
併

年
と

対
象

市
町

村
数

現
　

　
　

状
合

併
年

と
対

象
市

町
村

数
現

　
　

　
状

合
併

年
と

対
象

市
町

村
数

現
　

　
　

状

北
海

道
函

館
市

H
16.12.1.：

3
町

1
村

を
編

入
旧

函
館

地
区

を
除

く
4
の

地
域

審
議

会
せ

た
な

町
H
17.9.1.：

大
成

町
・

瀬
棚

町
・

北
檜

山
町

合
併

大
成

区
、

瀬
棚

区
、

北
檜

山
区

伊
達

市
H
18.3.1.：

大
滝

村
編

入
大

滝
区

戸
井

町
・

恵
山

町
・

椴
法

華
村

・
南

茅
部

町
戸

井
・

恵
山

・
椴

法
華

・
南

茅
部

の
4
審

議
会

む
か

わ
町

H
18.3.27.：

鵡
川

町
・

穂
別

町
合

併
鵡

川
地

区
自

治
区

穂
別

地
区

自
治

区
石

狩
市

H
17.10.1.：

厚
田

村
・

浜
益

村
編

入
厚

田
区

、
浜

益
区

青
森

県
五

所
川

原
市

H
17.3.28.：

五
所

川
原

市
・

金
木

町
・

市
浦

村
で

合
併

旧
五

所
川

原
市

区
域

外
金

木
・

内
浦

2
の

審
議

会
青

森
市

H
17.4.1.：

青
森

市
・

浪
岡

町
合

併
浪

岡

十
和

田
市

H
17.1.1.：

十
和

田
市

・
十

和
田

湖
町

合
併

十
和

田
市

地
域

審
議

会
（

旧
十

和
田

湖
町

地
域

）

岩
手

県
宮

古
市

H
17.6.6.：

宮
古

市
/
田

老
町

/
新

里
村

合
併

H
22：

川
井

村
編

入

宮
古

・
田

老
・

新
里

・
川

井
の

4
地

域
自

治
区

花
巻

市
H
18.1.1.：

花
巻

市
・

大
迫

町
・

石
鳥

谷
町

・
東

和
町

合
併

花
巻

市
大

迫
・

石
鳥

谷
・

東
和

の
3
地

域
自

治
区

秋
田

県
大

仙
市

H
17.3.22.大

曲
市

と
6
町

1
村

の
8
市

町
村

が
合

併
8
つ

の
地

域
自

治
区

能
代

市
H
18.3.21.：

能
代

市
・

二
ツ

井
町

合
併

二
ツ

井
町

福
島

県
福

島
市

H
20.7.1.：

飯
野

町
を

編
入

飯
野

地
区

審
議

会
南

相
馬

市
H
18.1.1.：

原
町

市
・

小
高

町
・

鹿
島

町
が

合
併

原
町

区
・

小
高

区
・

鹿
島

区

須
賀

川
市

H
17.4.1.：

長
沼

町
・

岩
瀬

村
を

編
入

須
賀

川
市

長
沼

と
岩

瀬
の

2
地

域
審

議
会

南
会

津
町

H
18.3.20.：

田
島

町
・

舘
岩

村
・

伊
南

村
・

南
郷

村
が

合
併

田
島

・
岩

舘
・

伊
南

・
南

郷
の

4
地

域
自

治
区

群
馬

県
前

橋
市

H
16.12.5.：

1
町

2
村

編
入

H
21.5.5.：

富
士

見
村

編
入

前
橋

市
富

士
見

地
区

地
域

審
議

会

藤
岡

市
H
18.1.1.：

鬼
石

町
編

入
藤

岡
市

鬼
石

地
域

審
議

会

千
葉

県
印

西
市

H
22.3.23.：

印
旛

村
と

本
埜

村
を

編
入

印
旛

地
区

地
域

審
議

会
本

埜
地

区
地

域
審

議
会

い
す

み
市

H
17.3.19.：

夷
隅

町
・

大
原

町
・

岬
町

で
合

併
夷

隅
・

大
原

・
岬

の
3
地

区
地

域
審

議
会

他

新
潟

県
糸

魚
川

市
H
17.3.19.：

糸
魚

川
市

・
能

生
町

・
青

海
町

で
合

併
糸

魚
川

・
能

生
・

青
海

の
3
地

域
審

議
会

上
越

市
H
17.1.1.：

6
町

7
村

の
13

町
村

を
編

入
旧

上
越

市
地

区
に

15
区

、
編

入
町

村
に

13
区

の
28

区

富
山

県
南

砺
市

H
16.11.1.：

4
町

4
村

で
合

併
8
つ

の
地

域
審

議
会

高
岡

市
H
17.11.1.：

高
岡

市
と

福
岡

町
が

合
併

福
岡

地
域

審
議

会

石
川

県
七

尾
市

H
16.10.1.：

七
尾

市
・

田
鶴

浜
町

・
中

島
町

・
能

登
島

町
合

併
4
の

地
区

地
域

審
議

会

山
梨

県
笛

吹
市

H
16.10.12.：

5
町

1
村

で
合

併
H
18.8.1.：

芦
川

村
を

編
入

7
の

地
域

審
議

会

富
士

河
口

湖
町

H
15.11.15.：

1
町

2
村

で
合

併
H
18.3.1.：

上
九

一
色

村
編

入
4
の

地
区

地
域

審
議

会

（
一
二
八
二
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

一
三

長
野

県
飯

田
市

H
17.10.1.：

上
村

・
南

信
濃

村
編

入
旧

飯
田

市
区

域
に

18
区

、
編

入
2
村

に
2
区

の
20

区

伊
那

市
H
18.3.31：

伊
那

市
・

高
遠

町
・

長
谷

村
が

合
併

旧
伊

那
市

域
に

7
区

、
高

遠
と

長
谷

に
各

1
区

の
9
区

岐
阜

県
可

児
市

H
17.5.1.：

兼
山

町
編

入
可

児
市

兼
山

地
域

審
議

会

愛
知

県
稲

沢
市

H
17.4.1.：

祖
父

江
町

・
平

和
町

編
入

稲
沢

市
祖

父
江

地
区

地
域

審
議

会
豊

田
市

H
17.4.1.：

4
町

2
村

の
6
町

村
を

編
入

旧
豊

田
市

域
に

6
区

、
編

入
6
町

村
に

6
区

の
12

区

新
城

市
H
17.10.1.：

新
城

市
・

鳳
来

町
・

作
手

村
合

併
旧

新
城

に
5、

鳳
来

に
4、

作
手

に
1
の

10
区

三
重

県
伊

勢
市

H
17.11.1.：

伊
勢

市
・

二
見

町
・

尾
俣

町
・

御
薗

村
合

併
4
の

地
区

地
域

審
議

会

滋
賀

県
近

江
八

幡
市

H
22.3.21.：

近
江

八
幡

市
・

安
土

町
合

併
安

土
町

奈
良

県
五

條
市

H
17.9.25.：

西
吉

野
村

・
大

塔
村

編
入

西
吉

野
地

区
審

議
会

大
塔

地
区

審
議

会

兵
庫

県
多

可
町

H
17.11.1.：

中
町

・
加

美
町

・
八

千
代

町
合

併
中

区
、

加
美

区
、

八
千

代
区

香
美

町
H
17.4.1.：

香
住

町
・

村
岡

町
・

三
方

町
合

併
香

住
区

、
村

岡
区

、
小

代
区

鳥
取

県
米

子
市

H
17.3.31.：

米
子

市
・

淀
江

町
合

併
米

子
市

淀
江

地
域

審
議

会
島

根
県

江
津

市
H
16.10.1.：

桜
江

町
編

入
桜

江
地

域
審

議
会

吉
賀

町
H17.10.1.：

柿
木

村
・

六
日

市
町

合
併

柿
木

村

岡
山

県
倉

敷
市

H
17.8.1.：

船
穂

町
・

真
備

町
編

入
倉

敷
市

船
穂

地
区

審
議

会
倉

敷
市

真
備

地
域

審
議

会

香
川

県
高

松
市

H
17.9.26.：

塩
江

町
編

入
H
18.1.10.：

5
町

を
編

入
旧

高
松

市
外

に
6
地

区
地

域
審

議
会

愛
媛

県
上

島
町

H
16.10.1.弓

削
町

・
生

名
町

・
岩

城
村

・
魚

島
村

合
併

4
の

地
区

地
域

審
議

会

砥
部

町
H
17.1.1.：

砥
部

町
・

広
田

村
合

併
広

田
地

区
地

域
審

議
会

愛
南

町
H
16.10.1.：

4
町

と
内

海
村

で
合

併
5
の

地
域

審
議

会

長
崎

県
平

戸
市

H
17.10.1.：

平
戸

市
・

生
月

町
・

大
島

村
・

田
平

町
合

併
平

戸
市

地
域

審
議

会
平

戸
市

H
17.10.1.：

平
戸

市
・

生
月

町
・

大
島

村
・

田
平

町
合

併
生

月
町

、
田

平
町

、
大

島
村

大
分

県
臼

杵
市

H
17.1.1.：

臼
杵

市
・

野
津

町
合

併
野

津
地

域
審

議
会

国
東

市
H
18.3.31.：

国
見

町
・

国
東

町
・

武
蔵

町
・

安
岐

町
合

併
4
の

◌
◌

町
地

域
審

議
会

宮
崎

県
宮

崎
市

H
18.1.1.：

佐
土

原
町

・
田

野
町

・
高

岡
町

編
入

旧
宮

崎
市

地
区

に
18の

区
土

佐
原
・

田
野

・
高

岡
に

3
地

域
自

治
区

と
清

武
地

域
自

治
区

で
合

計
22

区
H
22.3.23.：

清
武

町
・

編
入

鹿
児

島
県

奄
美

市
H
18.3.20.：

名
瀬

市
・

住
用

町
・

笠
利

町
合

併
名

瀬
、

住
用

町
、

笠
利

町

合
計

19
道

県
25

市
4
町

旧
23

市
55

町
26

村
の

104
市

町
村

82
地

域
審

議
会

（
設

置
せ

ず
25

市
町

村
）

8
道

県
10

市
3
町

旧
10

市
34

町
19

村
の

63
市

町
村

128
地

域
自

治
区

（
設

置
せ

ず
/
旧

花
巻

市
）

8
道

県
7
市

3
町

旧
7
市

13
町

6
村

の
26

市
町

村
19

地
域

自
治

区
（

設
置

せ
ず

は
6
市

1
町

）

註
：

総
務

省
『

広
域

行
政

・
市

町
村

合
併

』「
市

町
村

合
併

資
料

：
地

域
審

議
会

・
地

域
自

治
区

・
合

併
特

例
区

の
設

置
状

況
（

平
成

31
年

4
月

1
日

現
在

）」（
http://w

w
w
.soum

u.go.jp/kouiki/kouiki.htm
l）

を
参

照
し

作
成

し
た

。
　

　
総

計
は

27
道

県
の

40
市

10
町

の
50

市
町

。
長

崎
県

の
平

戸
市

の
み

重
複

。

（
一
二
八
三
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

一
三

長
野

県
飯

田
市

H
17.10.1.：

上
村

・
南

信
濃

村
編

入
旧

飯
田

市
区

域
に

18
区

、
編

入
2
村

に
2
区

の
20

区

伊
那

市
H
18.3.31：

伊
那

市
・

高
遠

町
・

長
谷

村
が

合
併

旧
伊

那
市

域
に

7
区

、
高

遠
と

長
谷

に
各

1
区

の
9
区

岐
阜

県
可

児
市

H
17.5.1.：

兼
山

町
編

入
可

児
市

兼
山

地
域

審
議

会

愛
知

県
稲

沢
市

H
17.4.1.：

祖
父

江
町

・
平

和
町

編
入

稲
沢

市
祖

父
江

地
区

地
域

審
議

会
豊

田
市

H
17.4.1.：

4
町

2
村

の
6
町

村
を

編
入

旧
豊

田
市

域
に

6
区

、
編

入
6
町

村
に

6
区

の
12

区

新
城

市
H
17.10.1.：

新
城

市
・

鳳
来

町
・

作
手

村
合

併
旧

新
城

に
5、

鳳
来

に
4、

作
手

に
1
の

10
区

三
重

県
伊

勢
市

H
17.11.1.：

伊
勢

市
・

二
見

町
・

尾
俣

町
・

御
薗

村
合

併
4
の

地
区

地
域

審
議

会

滋
賀

県
近

江
八

幡
市

H
22.3.21.：

近
江

八
幡

市
・

安
土

町
合

併
安

土
町

奈
良

県
五

條
市

H
17.9.25.：

西
吉

野
村

・
大

塔
村

編
入

西
吉

野
地

区
審

議
会

大
塔

地
区

審
議

会

兵
庫

県
多

可
町

H
17.11.1.：

中
町

・
加

美
町

・
八

千
代

町
合

併
中

区
、

加
美

区
、

八
千

代
区

香
美

町
H
17.4.1.：

香
住

町
・

村
岡

町
・

三
方

町
合

併
香

住
区

、
村

岡
区

、
小

代
区

鳥
取

県
米

子
市

H
17.3.31.：

米
子

市
・

淀
江

町
合

併
米

子
市

淀
江

地
域

審
議

会
島

根
県

江
津

市
H
16.10.1.：

桜
江

町
編

入
桜

江
地

域
審

議
会

吉
賀

町
H17.10.1.：

柿
木

村
・

六
日

市
町

合
併

柿
木

村

岡
山

県
倉

敷
市

H
17.8.1.：

船
穂

町
・

真
備

町
編

入
倉

敷
市

船
穂

地
区

審
議

会
倉

敷
市

真
備

地
域

審
議

会

香
川

県
高

松
市

H
17.9.26.：

塩
江

町
編

入
H
18.1.10.：

5
町

を
編

入
旧

高
松

市
外

に
6
地

区
地

域
審

議
会

愛
媛

県
上

島
町

H
16.10.1.弓

削
町

・
生

名
町

・
岩

城
村

・
魚

島
村

合
併

4
の

地
区

地
域

審
議

会

砥
部

町
H
17.1.1.：

砥
部

町
・

広
田

村
合

併
広

田
地

区
地

域
審

議
会

愛
南

町
H
16.10.1.：

4
町

と
内

海
村

で
合

併
5
の

地
域

審
議

会

長
崎

県
平

戸
市

H
17.10.1.：

平
戸

市
・

生
月

町
・

大
島

村
・

田
平

町
合

併
平

戸
市

地
域

審
議

会
平

戸
市

H
17.10.1.：

平
戸

市
・

生
月

町
・

大
島

村
・

田
平

町
合

併
生

月
町

、
田

平
町

、
大

島
村

大
分

県
臼

杵
市

H
17.1.1.：

臼
杵

市
・

野
津

町
合

併
野

津
地

域
審

議
会

国
東

市
H
18.3.31.：

国
見

町
・

国
東

町
・

武
蔵

町
・

安
岐

町
合

併
4
の

◌
◌

町
地

域
審

議
会

宮
崎

県
宮

崎
市

H
18.1.1.：

佐
土

原
町

・
田

野
町

・
高

岡
町

編
入

旧
宮

崎
市

地
区

に
18の

区
土

佐
原
・

田
野

・
高

岡
に

3
地

域
自

治
区

と
清

武
地

域
自

治
区

で
合

計
22

区
H
22.3.23.：

清
武

町
・

編
入

鹿
児

島
県

奄
美

市
H
18.3.20.：

名
瀬

市
・

住
用

町
・

笠
利

町
合

併
名

瀬
、

住
用

町
、

笠
利

町

合
計

19
道

県
25

市
4
町

旧
23

市
55

町
26

村
の

104
市

町
村

82
地

域
審

議
会

（
設

置
せ

ず
25

市
町

村
）

8
道

県
10

市
3
町

旧
10

市
34

町
19

村
の

63
市

町
村

128
地

域
自

治
区

（
設

置
せ

ず
/
旧

花
巻

市
）

8
道

県
7
市

3
町

旧
7
市

13
町

6
村

の
26

市
町

村
19

地
域

自
治

区
（

設
置

せ
ず

は
6
市

1
町

）

註
：

総
務

省
『

広
域

行
政

・
市

町
村

合
併

』「
市

町
村

合
併

資
料

：
地

域
審

議
会

・
地

域
自

治
区

・
合

併
特

例
区

の
設

置
状

況
（

平
成

31
年

4
月

1
日

現
在

）」（
http://w

w
w
.soum

u.go.jp/kouiki/kouiki.htm
l）

を
参

照
し

作
成

し
た

。
　

　
総

計
は

27
道

県
の

40
市

10
町

の
50

市
町

。
長

崎
県

の
平

戸
市

の
み

重
複

。

（
一
二
八
三
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

一
四

二
一
）
年
四
月
に
県
内
初
の
中
核
市
へ
移
行
す
る
と
と
も
に
、
五
月
五
日
に
は
富
士
見
村
を
編
入
し
、
前
橋
市
富
士
見
地
区
地
域
審
議
会

を
設
置
し
た
。
ま
た
藤
岡
市
は
二
〇
〇
六
（
平
成
一
八
）
年
一
月
一
日
に
鬼
石
町
を
編
入
し
、
岡
市
鬼
石
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
千

葉
県
で
は
、
二
〇
〇
五
年
三
月
一
九
日
に
夷
隅
町
・
大
原
町
・
岬
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
い
す
み
市
が
、
夷
隅
・
大
原
・
岬
の
三
つ
の
地

区
地
域
審
議
会
を
、
二
〇
一
〇
（
平
成
二
二
）
年
三
月
二
三
日
に
印
西
市
が
印
旛
村
と
本
埜
村
を
編
入
し
、
印
旛
地
区
地
域
審
議
会
と
本

埜
地
区
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。

北
陸
・
甲
信
越
地
域
を
見
る
と
、
新
潟
県
で
は
二
〇
〇
五
年
三
月
一
九
日
に
糸
魚
川
市
・
能
生
町
・
青
海
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
新
し

い
糸
魚
川
市
が
、
糸
魚
川
・
能
生
・
青
海
の
三
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
富
山
県
で
は
二
〇
〇
四
年
一
一
月
一
日
に
城
端
町
、
平
村
、

上
平
村
、
利
賀
村
、
井
波
町
、
井
口
村
、
福
野
町
、
福
光
町
の
四
町
・
四
村
の
合
併
で
誕
生
し
た
南
砺
市
が
、
旧
八
町
村
の
地
域
を
対
象

に
八
の
地
域
審
議
会
を
、
二
〇
〇
五
年
一
一
月
一
日
に
高
岡
市
と
福
岡
町
が
合
併
し
た
誕
生
し
た
新
し
い
高
岡
市
が
、
福
岡
地
域
審
議
会

を
設
置
し
た
。
石
川
県
で
は
二
〇
〇
四
年
一
〇
月
一
日
に
七
尾
市
・
田
鶴
浜
町
・
中
島
町
・
能
登
島
町
合
併
で
誕
生
し
た
新
し
い
七
尾
市

が
、
合
併
し
た
四
つ
の
地
区
に
そ
れ
ぞ
れ
地
区
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
山
梨
県
で
は
、
二
〇
〇
三
（
平
成
一
五
）
年
一
一
月
一
五
日

の
足
和
田
村
、
勝
山
村
、
河
口
湖
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
富
士
河
口
湖
町
が
、
二
〇
〇
六
年
三
月
一
日
に
上
九
一
色
村
南
部
地
区
（
精

進
・
本
栖
・
富
士
ヶ
嶺
の
三
地
区
）
を
合
併
し
、
四
地
区
に
そ
れ
ぞ
れ
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
ま
た
二
〇
〇
四
年
一
〇
月
一
二
日
に
石

和
町
、
御
坂
町
、
一
宮
町
、
八
代
町
、
境
川
村
、
春
日
居
町
の
五
町
一
村
の
合
併
で
誕
生
し
た
笛
吹
市
が
、
二
〇
〇
六
年
八
月
一
日
芦
川

村
を
編
入
し
、
七
の
地
区
に
そ
れ
ぞ
れ
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。

中
部
と
近
畿
を
見
る
と
、
岐
阜
県
で
は
二
〇
〇
五
年
五
月
一
日
に
可
児
市
が
兼
山
町
を
編
入
し
、
可
児
市
兼
山
地
域
審
議
会
を
設
置
し

た
。
愛
知
県
で
は
二
〇
〇
五
年
四
月
一
日
に
稲
沢
市
が
祖
父
江
町
と
平
和
町
を
編
入
し
、
稲
沢
市
祖
父
江
地
区
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。

（
一
二
八
四
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

一
五

三
重
県
で
は
二
〇
〇
五
年
一
一
月
一
日
に
伊
勢
市
・
二
見
町
・
尾
俣
町
・
御
薗
村
の
合
併
で
誕
生
し
た
新
し
い
伊
勢
市
が
、
四
地
区
に
そ

れ
ぞ
れ
地
区
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
奈
良
県
で
は
二
〇
〇
五
年
九
月
二
五
日
に
五
條
市
が
西
吉
野
村
と
大
塔
村
を
編
入
し
、
そ
れ
ぞ

れ
西
吉
野
地
区
審
議
会
と
大
塔
地
区
審
議
会
を
設
置
し
た
。

中
国
・
四
国
を
見
る
と
、
鳥
取
県
で
は
二
〇
〇
五
年
三
月
三
一
日
に
米
子
市
と
淀
江
町
の
合
併
で
新
し
く
誕
生
し
た
米
子
市
が
、
米
子

市
淀
江
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
島
根
県
で
は
二
〇
〇
四
年
一
〇
月
一
日
に
桜
江
町
を
編
入
し
た
江
津
市
が
、
桜
江
地
域
審
議
会
を
設

置
し
た
。
岡
山
県
で
は
二
〇
〇
五
年
八
月
一
日
に
船
穂
町
と
真
備
町
を
編
入
し
た
倉
敷
市
が
、
倉
敷
市
船
穂
地
区
審
議
会
と
倉
敷
市
真
備

地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
香
川
県
で
は
二
〇
〇
五
年
九
月
二
六
日
に
塩
江
町
を
、
二
〇
〇
六
年
一
月
一
〇
日
に
牟
礼
町
・
庵
治
町
・
香

川
町
・
香
南
町
・
国
分
寺
町
の
五
町
を
編
入
し
た
高
松
市
が
、
旧
高
松
市
外
に
六
の
地
区
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
愛
媛
県
で
は

二
〇
〇
四
年
一
〇
月
一
日
に
弓
削
町
・
生
名
町
・
岩
城
村
・
魚
島
村
の
二
町
二
村
で
合
併
し
て
誕
生
し
た
上
島
町
が
、
合
併
し
た
四
町
村

の
地
域
に
そ
れ
ぞ
れ
地
区
地
域
審
議
会
を
、
御
荘
町
・
城
辺
町
・
一
本
松
町
・
西
海
町
・
内
海
村
の
四
町
一
村
の
合
併
で
誕
生
し
た
愛
南

町
が
、
旧
五
町
村
に
五
の
地
域
審
議
会
を
、
二
〇
〇
五
年
一
月
一
日
に
砥
部
町
と
広
田
村
の
合
併
で
誕
生
し
た
新
し
い
砥
部
町
が
、
旧
広

田
村
の
地
域
に
広
田
地
区
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。

九
州
を
見
る
と
、
長
崎
県
で
は
二
〇
〇
五
年
一
〇
月
一
日
に
平
戸
市
・
生
月
町
・
大
島
村
・
田
平
町
の
合
併
で
新
た
に
誕
生
し
た
平
戸

市
が
、
旧
平
戸
市
の
地
域
に
平
戸
市
地
域
審
議
会
を
設
置
し
、
残
っ
た
旧
生
月
町
・
旧
大
島
村
・
旧
田
平
町
に
は
地
域
自
治
区
（
合
併
特

例
法
に
基
づ
く
も
の
）
を
設
置
し
た
。
地
域
審
議
会
と
地
域
自
治
区
が
重
複
し
て
存
在
し
て
い
る
の
は
平
戸
市
だ
け
で
あ
る
。
大
分
県
で
は

二
〇
〇
五
年
一
月
一
日
に
臼
杵
市
と
野
津
町
の
合
併
で
新
た
に
誕
生
し
た
臼
杵
市
が
野
津
地
域
審
議
会
を
、
二
〇
〇
六
年
三
月
三
一
日
に

国
見
町
・
国
東
町
・
武
蔵
町
・
安
岐
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
国
東
市
が
、
合
併
し
た
旧
町
村
を
対
象
に
国
見
町
地
域
審
議
会
、
生
月
町
地

（
一
二
八
五
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

一
五

三
重
県
で
は
二
〇
〇
五
年
一
一
月
一
日
に
伊
勢
市
・
二
見
町
・
尾
俣
町
・
御
薗
村
の
合
併
で
誕
生
し
た
新
し
い
伊
勢
市
が
、
四
地
区
に
そ

れ
ぞ
れ
地
区
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
奈
良
県
で
は
二
〇
〇
五
年
九
月
二
五
日
に
五
條
市
が
西
吉
野
村
と
大
塔
村
を
編
入
し
、
そ
れ
ぞ

れ
西
吉
野
地
区
審
議
会
と
大
塔
地
区
審
議
会
を
設
置
し
た
。

中
国
・
四
国
を
見
る
と
、
鳥
取
県
で
は
二
〇
〇
五
年
三
月
三
一
日
に
米
子
市
と
淀
江
町
の
合
併
で
新
し
く
誕
生
し
た
米
子
市
が
、
米
子

市
淀
江
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
島
根
県
で
は
二
〇
〇
四
年
一
〇
月
一
日
に
桜
江
町
を
編
入
し
た
江
津
市
が
、
桜
江
地
域
審
議
会
を
設

置
し
た
。
岡
山
県
で
は
二
〇
〇
五
年
八
月
一
日
に
船
穂
町
と
真
備
町
を
編
入
し
た
倉
敷
市
が
、
倉
敷
市
船
穂
地
区
審
議
会
と
倉
敷
市
真
備

地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
香
川
県
で
は
二
〇
〇
五
年
九
月
二
六
日
に
塩
江
町
を
、
二
〇
〇
六
年
一
月
一
〇
日
に
牟
礼
町
・
庵
治
町
・
香

川
町
・
香
南
町
・
国
分
寺
町
の
五
町
を
編
入
し
た
高
松
市
が
、
旧
高
松
市
外
に
六
の
地
区
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。
愛
媛
県
で
は

二
〇
〇
四
年
一
〇
月
一
日
に
弓
削
町
・
生
名
町
・
岩
城
村
・
魚
島
村
の
二
町
二
村
で
合
併
し
て
誕
生
し
た
上
島
町
が
、
合
併
し
た
四
町
村

の
地
域
に
そ
れ
ぞ
れ
地
区
地
域
審
議
会
を
、
御
荘
町
・
城
辺
町
・
一
本
松
町
・
西
海
町
・
内
海
村
の
四
町
一
村
の
合
併
で
誕
生
し
た
愛
南

町
が
、
旧
五
町
村
に
五
の
地
域
審
議
会
を
、
二
〇
〇
五
年
一
月
一
日
に
砥
部
町
と
広
田
村
の
合
併
で
誕
生
し
た
新
し
い
砥
部
町
が
、
旧
広

田
村
の
地
域
に
広
田
地
区
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。

九
州
を
見
る
と
、
長
崎
県
で
は
二
〇
〇
五
年
一
〇
月
一
日
に
平
戸
市
・
生
月
町
・
大
島
村
・
田
平
町
の
合
併
で
新
た
に
誕
生
し
た
平
戸

市
が
、
旧
平
戸
市
の
地
域
に
平
戸
市
地
域
審
議
会
を
設
置
し
、
残
っ
た
旧
生
月
町
・
旧
大
島
村
・
旧
田
平
町
に
は
地
域
自
治
区
（
合
併
特

例
法
に
基
づ
く
も
の
）
を
設
置
し
た
。
地
域
審
議
会
と
地
域
自
治
区
が
重
複
し
て
存
在
し
て
い
る
の
は
平
戸
市
だ
け
で
あ
る
。
大
分
県
で
は

二
〇
〇
五
年
一
月
一
日
に
臼
杵
市
と
野
津
町
の
合
併
で
新
た
に
誕
生
し
た
臼
杵
市
が
野
津
地
域
審
議
会
を
、
二
〇
〇
六
年
三
月
三
一
日
に

国
見
町
・
国
東
町
・
武
蔵
町
・
安
岐
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
国
東
市
が
、
合
併
し
た
旧
町
村
を
対
象
に
国
見
町
地
域
審
議
会
、
生
月
町
地

（
一
二
八
五
）
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域
審
議
会
、
大
島
村
地
域
審
議
会
、
田
平
町
地
域
審
議
会
を
設
置
し
た
。

同
様
に
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
は
、
八
の
道
と
県
の
七
市
・
三
町
に
存
在
す
る
、
旧
七
市
・
一
三
町
・
六
村
の
二
六
市
町
村
に

一
九
の
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
が
存
在
し
て
い
る
。
北
海
道
で
は
、
二
〇
〇
五
年
一
〇
月
一
日
に
厚
田
村
と
浜
益
村
を
編
入
し
た
石

狩
市
が
厚
田
区
と
浜
益
区
を
、
二
〇
〇
六
年
三
月
一
日
に
大
滝
村
編
入
し
た
伊
達
市
が
大
滝
区
を
設
置
し
た
。
二
〇
〇
五
年
四
月
一
日
に

青
森
市
・
浪
岡
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
新
し
い
青
森
市
が
浪
岡
（
区
）
を
、
秋
田
県
で
は
二
〇
〇
六
年
三
月
二
一
日
に
能
代
市
と
二
ツ
井

町
が
合
併
し
て
堪
能
し
た
新
し
い
能
代
市
が
二
ツ
井
町
（
区
）
を
設
置
し
た
。
滋
賀
県
で
は
二
〇
一
〇
年
三
月
二
一
日
に
近
江
八
幡
市
と

安
土
町
が
合
併
し
て
誕
生
し
た
新
し
い
近
江
八
幡
市
が
安
土
町
（
区
）
を
、
兵
庫
県
で
は
、
二
〇
〇
五
年
四
月
一
日
に
香
住
町
・
村
岡

町
・
三
方
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
香
美
町
が
香
住
区
、
村
岡
区
、
小
代
区
を
、
同
年
一
一
月
一
日
に
中
町
・
加
美
町
・
八
千
代
町
の
合
併

で
誕
生
し
た
加
美
町
が
中
区
、
加
美
区
、
八
千
代
区
を
設
置
し
た
。
島
根
県
で
は
同
年
一
〇
月
一
日
に
柿
木
村
と
六
日
市
町
の
合
併
で
誕

生
し
た
吉
賀
町
が
柿
木
村
（
区
）
を
、
同
日
に
長
崎
県
平
戸
市
が
前
述
の
よ
う
に
三
つ
の
区
を
設
置
し
た
。
鹿
児
島
県
で
は
二
〇
〇
六
年

三
月
二
〇
日
に
名
瀬
市
と
住
用
町
と
笠
利
町
の
合
併
で
誕
生
し
た
奄
美
市
が
名
瀬
、
住
用
町
、
笠
利
町
の
三
区
を
設
置
し
た
。

こ
の
よ
う
に
地
域
審
議
会
や
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
は
、
平
戸
市
を
除
い
て
一
つ
の
地
方
公
共
団
体
に
は
い
ず
れ
か
が
設
置
さ
れ

て
い
る
。
こ
の
場
合
、
大
都
市
が
周
辺
市
町
村
を
編
入
し
た
場
合
、
あ
る
い
は
大
都
市
が
周
辺
市
町
村
と
合
併
し
新
た
に
大
都
市
の
名
前

を
継
続
す
る
形
で
新
し
い
市
を
誕
生
さ
せ
た
と
こ
ろ
で
は
、
原
則
と
し
て
、
編
入
さ
れ
た
旧
市
町
村
の
地
域
を
対
象
に
地
域
審
議
会
が
設

置
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
一
般
的
に
小
規
模
市
町
村
が
合
併
し
た
旧
市
町
村
で
は
、
合
併
し
た
旧
市
町
村
全
て
を
対
象
と
し
て
地

域
審
議
会
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
次
章
で
扱
う
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
が
証
明
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
旧
来
の
市
町
村

に
置
か
れ
て
い
る
単
数
も
し
く
は
複
数
の
小
学
校
や
中
学
校
、
あ
る
い
は
少
子
化
や
、
三
大
都
市
圏
そ
の
他
の
地
方
中
枢
都
市
と
も
い
え

（
一
二
八
六
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

一
七

る
県
庁
所
在
地
を
は
じ
め
と
す
る
大
都
市
圏
へ
の
人
口
集
中
の
結
果
、
廃
止
さ
れ
た
旧
小
学
校
区
な
ど
が
地
域
審
議
会
や
地
域
自
治
区
の

設
置
単
位
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
理
解
で
き
る
。
そ
う
し
た
圏
域
は
現
在
で
も
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
等
と
し
て
、
住
民
の
日
常
生
活
の
拠

点
と
な
っ
て
い
る
か
、
何
と
か
維
持
す
る
必
要
の
あ
る
日
常
生
活
圏
で
あ
る

（
14
）

。

四
　
平
成
の
大
合
併
に
お
け
る
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
と
小
さ
な
拠
点

現
行
の
日
本
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
、
表
２
の
通
り
、
八
の
道
と
県
の
一
〇
市
・
三
町
の
一
三
市
町
に
位
置
す
る
、
旧
一
〇

市
・
三
四
町
・
一
九
村
の
六
三
市
町
村
を
対
象
に
、
一
二
八
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。
地
域
自
治
区
（
一
般
制

度
）
が
設
置
さ
れ
て
い
る
一
三
市
町
の
う
ち
、
新
設
は
岩
手
県
宮
古
市
と
花
巻
市
、
秋
田
県
大
仙
市
、
福
島
県
南
相
馬
市
、
長
野
県
伊
那

市
、
愛
知
県
豊
田
市
と
新
城
市
の
六
市
と
、
北
海
道
の
せ
た
な
町
と
む
か
わ
町
と
福
島
県
の
南
会
津
町
の
三
町
で
あ
る
。
編
入
は
新
潟
県

上
越
市
、
長
野
県
飯
田
市
、
宮
崎
県
宮
崎
市
の
三
市
で
あ
る
。
た
だ
し
岩
手
県
宮
古
市
と
宮
崎
県
宮
崎
市
で
は
追
加
編
入
が
あ
る

（
15
）

。
そ
れ

ら
の
詳
細
は
以
下
通
り
で
あ
る
。

北
海
道
の
せ
た
な
町
は
二
〇
〇
五
年
九
月
一
日
に
大
成
町
・
瀬
棚
町
・
北
檜
山
町
の
合
併
で
新
設
さ
れ
た
町
で
あ
る
。
合
併
と
同
時
に

五
年
の
設
置
期
間
で
大
成
区
、
瀬
棚
区
、
北
檜
山
区
の
合
併
特
例
区
が
置
か
れ
、
そ
れ
ら
は
二
〇
一
〇
年
に
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）

に
移
行
し
て
い
る
。
大
成
区
に
は
久
遠
小
学
校
と
大
成
中
学
校
が
、
瀬
棚
区
に
は
瀬
棚
小
学
校
と
瀬
棚
小
学
校
あ
り
、
い
ず
れ
も
小
学
校

区
単
位
と
も
中
学
校
区
単
位
と
も
い
え
る
区
域
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
北
檜
山
区
に
は
若
松
小
学
校
と
北
檜
山
小
学
校
と
北
檜

山
中
学
校
が
あ
り
、
こ
の
区
域
は
中
学
校
区
が
対
象
と
な
っ
て
い
る

（
16
）

。

む
か
わ
町
は
二
〇
〇
六
年
三
月
二
七
日
に
鵡
川
町
と
穂
別
町
の
合
併
で
新
設
さ
れ
た
町
で
あ
る
。
合
併
時
に
「
む
か
わ
町
地
域
自
治
区

（
一
二
八
七
）
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一
八

表
2　
地
域
自
治
区
等
の
実
態
（
一
般
制
度
）
（
平
成
3１
年
4
月
１
日
現
在
）

都
道

府
県

名
市

町
村

名
方

式
合

併
期

日
人

口
面

積
旧

市
町

村
名

地
域

自
治

区
の

名
称

経
　

歴
　

等
小

学
校

区
（

公
立

）
中

学
校

区
（

公
立

）

北
海

道

せ
た

な
町

新
設

H
17.9.1

8,195
127.0

大
成

町
大

成
区

H
17.9.1.：

合
併

特
例

区
（

設
置

期
間

：
最

大
5
年

）
⇒

H
22.4.1.：

地
域

自
治

区
へ

久
遠

小
学

校
大

成
中

学
校

瀬
棚

町
瀬

棚
区

瀬
棚

小
学

校
瀬

棚
中

学
校

北
檜

山
町

北
檜

山
区

若
松

小
学

校
　

北
檜

山
小

学
校

北
檜

山
中

学
校

平
　

均
2,732

42.3
合

　
計

3
区

4
小

学
校

3
中

学
校

む
か

わ
町

新
設

H
18.3.27

8,378
711.4

鵡
川

町
鵡

川
地

域
自

治
区

合
併

時
に

地
域

自
治

区
創

設
（「

む
か

わ
町

地
域

自
治

区
の

設
置

等
に

関
す

る
条

例
」

制
定

鵡
川

中
央

小
学

校
鵡

川
中

学
校

穂
別

町
穂

別
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
宮

戸
小

学
校

　
穂

別
小

学
校

穂
別

中
学

校

平
　

　
均

4,189
355.7

合
　

計
2
区

3
小

学
校

2
中

学
校

岩
手

県

宮
古

市

新
設

H
17.6.6

54,159
1259.2

宮
古

市
宮

古
地

域
自

治
区

合
併

時
に

地
域

自
治

区
創

設
（

H
17.8.30.「

宮
古

市
地

域
自

治
区

条
例

」
制

定
…

3
自

治
区

）

13
小

学
校

区
8
中

学
校

区

田
老

町
田

老
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
田

老
第

一
小

学
校

田
老

第
一

中
学

校

新
里

村
新

里
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
新

里
小

学
校

新
里

中
学

校

編
入

H
22.1.1

川
井

村
川

井
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
編

入
時

に
地

域
自

治
区

創
設

川
井

小
学

校
川

井
中

学
校

平
　

均
13,540

3148.0
合

　
計

4
区

16
小

学
校

11
中

学
校

花
巻

市
新

設
H
18.1.1

97,027
908.4

花
巻

市
設

置
せ

ず
：

花
巻

市
地

域
自

治
推

進
委

員
会

設
置

「
花

巻
市

地
域

自
治

推
進

委
員

会
条

例
」（

H
18.1.1.）

11
小

学
校

区
8
中

学
校

区

大
迫

町
花

巻
市

大
迫

地
域

自
治

区
合

併
時

に
地

域
自

治
区

創
設

（
H
18.1.1.「

花
巻

市
地

域
自

治
区

設
置

条
例

」
制

定
）

（
3
自

治
区

：
旧

花
巻

市
以

外
の

旧
3
町

の
区

域
が

対
象

）

大
迫

小
学

校
　

内
川

目
小

学
校

亀
ケ

森
小

学
校

大
迫

中
学

校

石
鳥

谷
町

花
巻

市
石

鳥
谷

地
域

自
治

区
石

鳥
谷

小
学

校
　

新
堀

小
学

校
八

幡
小

学
校

　
八

重
畑

小
学

校
石

鳥
谷

中
学

校

東
和

町
花

巻
市

東
和

地
域

自
治

区
東

和
小

学
校

東
和

中
学

校

平
　

均
24,257

227.1
合

　
計

3
区

（
旧

花
巻

市
区

域
を

除
く

）
19

小
学

校
11

中
学

校

秋
田

県
大

仙
市

新
設

H
17.3.22

83,014
866.8

大
曲

市
大

曲
地

域
自

治
区

合
併

時
に

地
域

自
治

区
創

設
（

H
17.3.22.「

大
仙

市
地

域
自

治
区

の
設

置
等

に
関

す
る

条
例

」
制

定
）

（
第

10
条

の
2
に

「
こ

の
条

例
は

平
成

32
年

3
月

31
日

に
そ

の
効

力
を

失
う

」
と

の
規

定
有

）

8
小

学
校

区
大

曲
中

学
校

　
大

曲
西

中
学

校
大

曲
南

中
学

校

神
岡

町
神

岡
地

域
自

治
区

上
岡

小
学

校
平

和
中

学
校

西
仙

北
町

西
仙

北
地

域
自

治
区

西
仙

北
小

学
校

西
仙

北
中

学
校

中
仙

町
中

仙
地

域
自

治
区

中
仙

小
学

校
　

清
水

小
学

校
豊

川
小

学
校

　
豊

岡
小

学
校

中
仙

中
学

校
　

豊
成

中
学

校

協
和

町
協

和
地

域
自

治
区

協
和

小
学

校
協

和
中

学
校

南
外

村
南

外
地

域
自

治
区

南
外

小
学

校
南

外
中

学
校

仙
北

町
仙

北
地

域
自

治
区

高
梨

小
学

校
　

横
堀

小
学

校
仙

北
中

学
校

太
田

町
太

田
地

域
自

治
区

太
田

東
小

学
校

　
太

田
南

小
学

校
大

滝
田

小
学

校
太

田
中

学
校

平
　

均
10,377

216.7
合

　
計

8
区

21
小

学
校

11
中

学
校

福
島

県
南

相
馬

市
新

設
H
18.1.1

61,452
398.6

原
町

市
原

町
区

合
併

時
に

地
域

自
治

区
地

域
協

議
会

設
置

（
H
18.1.1.「

南
相

馬
市

地
域

自
治

区
地

域
協

議
会

に
関

す
る

規
則

」
制

定
）

8
小

学
校

区
原

町
第

一
・

原
町

第
二

・
原

町
第

三
中

学
校

　
石

神
中

学
校

（
4
校

）

小
高

町
小

高
区

小
高

小
・

福
浦

小
・

金
房

小
・

鳩
原

小
の

4
校

…
小

高
小

で
合

同
学

習
小

高
中

学
校

鹿
島

町
鹿

島
区

鹿
島

小
学

校
　

矢
沢

小
学

校
上

真
野

小
学

校
鹿

島
中

学
校

平
　

均
20,484

132.9
合

　
計

3
区

7
小

学
校

（
4
校

と
も

い
え

る
）

6
中

学
校

（
一
二
八
八
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

一
九

福
島

県
南

会
津

町
新

設
H
18.3.20

16,007
886.5

田
島

町
田

島
地

域
自

治
区

合
併

時
に

地
域

自
治

区
を

創
設

（
H
18.3.20.「

南
会

津
町

地
域

自
治

区
の

設
置

等
に

関
す

る
条

例
」

制
定

）

田
島

小
学

校
　

田
島

第
二

小
学

校
桧

沢
小

学
校

　
荒

海
小

学
校

田
島

中
学

校
　

荒
海

中
学

校

舘
岩

村
舘

岩
地

域
自

治
区

舘
岩

小
学

校
舘

岩
中

学
校

伊
南

村
伊

南
地

域
自

治
区

伊
南

小
学

校
南

会
津

中
学

校
南

郷
村

南
郷

地
域

自
治

区
南

郷
小

学
校

平
　

均
4,002

221.6
合

　
計

4
区

7
小

学
校

4
中

学
校

新
潟

県
上

越
市

編
入

H
17.1.1

195,200
973.9

上
越

市

高
田

区

H
17.1.1.：

合
併

特
例

法
に

基
づ

く
地

域
自

治
区

創
設

：
13

区
⇒

13
の

旧
町

村
地

域
が

対
象

（
H
17.1.1.「

地
域

自
治

区
の

設
置

に
関

す
る

協
議

書
」）

大
手

町
・

東
本

町
・

南
本

町
・

大
町

・
高

田
西

の
5
小

学
校

城
北

中
学

校
城

東
中

学
校

城
西

中
学

校
（

戸
野

目
小

学
校

区
の

一
部

を
含

む
）

新
道

区
富

岡
小

学
校

　
稲

田
小

学
校

金
谷

区
黒

田
小

学
校

　
飯

小
学

校

和
田

区
和

田
小

学
校

　
大

和
小

学
校

三
郷

区
三

郷
小

学
校

津
有

区

H
20.4.1.：

合
併

特
例

法
上

の
13

地
域

自
治

区
を

地
方

自
治

法
上

の
13

地
域

自
治

区
に

改
組

（
H
20.2.6.「

上
越

市
の

地
域

自
治

区
の

設
置

に
関

す
る

条
例

」
制

定
→

4.1.施
行

）

戸
野

目
小

学
校

　
上

雲
寺

小
学

校

雄
志

中
学

校
諏

訪
区

（
小

さ
な

拠
点

）
諏

訪
小

学
校

高
士

区
高

士
小

学
校

春
日

区
春

日
小

学
校

　
高

志
小

学
校

春
日

中
学

校

直
江

津
区

直
江

津
小

学
校

　
古

城
小

学
校

直
江

津
南

小
学

校
　

国
府

小
学

校
直

江
津

中
学

校
直

江
津

東
中

学
校

有
田

区
有

田
小

学
校

　
春

日
新

田
小

学
校

保
倉

区

H
20.3.28.：「

上
越

市
自

治
基

本
条

例
」

制
定

→
4.1.施

行
⇒

都
市

内
分

権
の

受
け

皿
と

し
て

地
域

自
治

区
の

設
置

を
規

定
（

第
6
章

）

保
倉

小
学

校

北
諏

訪
区

北
諏

訪
小

学
校

八
千

浦
区

八
千

浦
小

学
校

八
千

浦
中

学
校

谷
浜

・
桑

取
区

（
小

さ
な

拠
点

）
谷

浜
小

学
校

潮
陵

中
学

校

安
塚

町
安

塚
区

（
小

さ
な

拠
点

）
安

塚
小

学
校

安
塚

中
学

校

浦
川

原
村

浦
川

原
区

（
小

さ
な

拠
点

）

H
21.10.1.：

市
の

全
域

で
28

の
地

域
自

治
区

制
度

が
ス

タ
ー

ト
（

H
21.3.27.「

上
越

市
地

域
自

治
区

の
設

置
に

関
す

る
条

例
」

改
正

→
10.1.施

行
）

旧
上

越
市

の
15

の
地

域
自

治
区

→
お

お
む

ね
昭

和
の

大
合

併
前

の
市

町
村

の
区

域
高

田
区

・
金

谷
区

・
三

郷
区

・
和

田
区

の
4
区

に
南

部
ま

ち
づ

く
り

セ
ン

タ
ー

設
置

新
道

区
・

春
日

区
・

座
区

・
津

有
区

・
高

士
区

の
5
区

に
中

部
ま

ち
づ

く
り

セ
ン

タ
ー

設
置

直
江

津
区

・
有

田
区

・
八

千
浦

区
・

保
倉

区
・

北
諏

訪
区

・
谷

浜
－

桑
取

区
の

6
区

に
北

部
ま

ち
づ

く
り

セ
ン

タ
ー

設
置

13
区

に
は

そ
れ

ぞ
れ

「
総

合
事

務
所

」
設

置

浦
川

原
小

学
校

浦
川

原
中

学
校

大
島

村
大

島
区

（
小

さ
な

拠
点

）
大

島
小

学
校

大
島

中
学

校

牧
村

牧
区

（
小

さ
な

拠
点

）
牧

小
学

校
牧

中
学

校

柿
崎

町
柿

崎
区

（
小

さ
な

拠
点

）
柿

崎
小

学
校

　
上

下
浜

小
学

校
下

黒
川

小
学

校
柿

崎
中

学
校

大
潟

町
大

潟
区

大
潟

小
学

校
大

潟
中

学
校

頸
城

村
頸

城
区

（
小

さ
な

拠
点

）
南

川
小

学
校

　
大

瀁
小

学
校

明
治

小
学

校
頸

城
中

学
校

吉
川

町
吉

川
区

（
小

さ
な

拠
点

）
吉

川
小

学
校

吉
川

中
学

校

中
郷

村
中

郷
区

（
小

さ
な

拠
点

）
中

郷
小

学
校

中
郷

中
学

校

板
倉

町
板

倉
区

（
小

さ
な

拠
点

）
針

小
学

校
　

宮
嶋

小
学

校
山

部
小

学
校

　
豊

原
小

学
校

板
倉

中
学

校

清
里

村
清

里
区

（
小

さ
な

拠
点

）
清

里
小

学
校

清
里

中
学

校

三
和

村
三

和
区

（
小

さ
な

拠
点

）
里

公
小

学
校

　
上

杉
小

学
校

美
守

小
学

校
三

和
中

学
校

名
立

町
名

立
区

（
小

さ
な

拠
点

）
宝

田
小

学
校

名
立

中
学

校

平
　

均
6,971

34.8
合

　
計

28
区

50
小

学
校

22
中

学
校

（
一
二
八
九
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

一
九

福
島

県
南

会
津

町
新

設
H
18.3.20

16,007
886.5

田
島

町
田

島
地

域
自

治
区

合
併

時
に

地
域

自
治

区
を

創
設

（
H
18.3.20.「

南
会

津
町

地
域

自
治

区
の

設
置

等
に

関
す

る
条

例
」

制
定

）

田
島

小
学

校
　

田
島

第
二

小
学

校
桧

沢
小

学
校

　
荒

海
小

学
校

田
島

中
学

校
　

荒
海

中
学

校

舘
岩

村
舘

岩
地

域
自

治
区

舘
岩

小
学

校
舘

岩
中

学
校

伊
南

村
伊

南
地

域
自

治
区

伊
南

小
学

校
南

会
津

中
学

校
南

郷
村

南
郷

地
域

自
治

区
南

郷
小

学
校

平
　

均
4,002

221.6
合

　
計

4
区

7
小

学
校

4
中

学
校

新
潟

県
上

越
市

編
入

H
17.1.1

195,200
973.9

上
越

市

高
田

区

H
17.1.1.：

合
併

特
例

法
に

基
づ

く
地

域
自

治
区

創
設

：
13

区
⇒

13
の

旧
町

村
地

域
が

対
象

（
H
17.1.1.「

地
域

自
治

区
の

設
置

に
関

す
る

協
議

書
」）

大
手

町
・

東
本

町
・

南
本

町
・

大
町

・
高

田
西

の
5
小

学
校

城
北

中
学

校
城

東
中

学
校

城
西

中
学

校
（

戸
野

目
小

学
校

区
の

一
部

を
含

む
）

新
道

区
富

岡
小

学
校

　
稲

田
小

学
校

金
谷

区
黒

田
小

学
校

　
飯

小
学

校

和
田

区
和

田
小

学
校

　
大

和
小

学
校

三
郷

区
三

郷
小

学
校

津
有

区

H
20.4.1.：

合
併

特
例

法
上

の
13

地
域

自
治

区
を

地
方

自
治

法
上

の
13

地
域

自
治

区
に

改
組

（
H
20.2.6.「

上
越

市
の

地
域

自
治

区
の

設
置

に
関

す
る

条
例

」
制

定
→

4.1.施
行

）

戸
野

目
小

学
校

　
上

雲
寺

小
学

校

雄
志

中
学

校
諏

訪
区

（
小

さ
な

拠
点

）
諏

訪
小

学
校

高
士

区
高

士
小

学
校

春
日

区
春

日
小

学
校

　
高

志
小

学
校

春
日

中
学

校

直
江

津
区

直
江

津
小

学
校

　
古

城
小

学
校

直
江

津
南

小
学

校
　

国
府

小
学

校
直

江
津

中
学

校
直

江
津

東
中

学
校

有
田

区
有

田
小

学
校

　
春

日
新

田
小

学
校

保
倉

区

H
20.3.28.：「

上
越

市
自

治
基

本
条

例
」

制
定

→
4.1.施

行
⇒

都
市

内
分

権
の

受
け

皿
と

し
て

地
域

自
治

区
の

設
置

を
規

定
（

第
6
章

）

保
倉

小
学

校

北
諏

訪
区

北
諏

訪
小

学
校

八
千

浦
区

八
千

浦
小

学
校

八
千

浦
中

学
校

谷
浜

・
桑

取
区

（
小

さ
な

拠
点

）
谷

浜
小

学
校

潮
陵

中
学

校

安
塚

町
安

塚
区

（
小

さ
な

拠
点

）
安

塚
小

学
校

安
塚

中
学

校

浦
川

原
村

浦
川

原
区

（
小

さ
な

拠
点

）

H
21.10.1.：

市
の

全
域

で
28

の
地

域
自

治
区

制
度

が
ス

タ
ー

ト
（

H
21.3.27.「

上
越

市
地

域
自

治
区

の
設

置
に

関
す

る
条

例
」

改
正

→
10.1.施

行
）

旧
上

越
市

の
15

の
地

域
自

治
区

→
お

お
む

ね
昭

和
の

大
合

併
前

の
市

町
村

の
区

域
高

田
区

・
金

谷
区

・
三

郷
区

・
和

田
区

の
4
区

に
南

部
ま

ち
づ

く
り

セ
ン

タ
ー

設
置

新
道

区
・

春
日

区
・

座
区

・
津

有
区

・
高

士
区

の
5
区

に
中

部
ま

ち
づ

く
り

セ
ン

タ
ー

設
置

直
江

津
区

・
有

田
区

・
八

千
浦

区
・

保
倉

区
・

北
諏

訪
区

・
谷

浜
－

桑
取

区
の

6
区

に
北

部
ま

ち
づ

く
り

セ
ン

タ
ー

設
置

13
区

に
は

そ
れ

ぞ
れ

「
総

合
事

務
所

」
設

置

浦
川

原
小

学
校

浦
川

原
中

学
校

大
島

村
大

島
区

（
小

さ
な

拠
点

）
大

島
小

学
校

大
島

中
学

校

牧
村

牧
区

（
小

さ
な

拠
点

）
牧

小
学

校
牧

中
学

校

柿
崎

町
柿

崎
区

（
小

さ
な

拠
点

）
柿

崎
小

学
校

　
上

下
浜

小
学

校
下

黒
川

小
学

校
柿

崎
中

学
校

大
潟

町
大

潟
区

大
潟

小
学

校
大

潟
中

学
校

頸
城

村
頸

城
区

（
小

さ
な

拠
点

）
南

川
小

学
校

　
大

瀁
小

学
校

明
治

小
学

校
頸

城
中

学
校

吉
川

町
吉

川
区

（
小

さ
な

拠
点

）
吉

川
小

学
校

吉
川

中
学

校

中
郷

村
中

郷
区

（
小

さ
な

拠
点

）
中

郷
小

学
校

中
郷

中
学

校

板
倉

町
板

倉
区

（
小

さ
な

拠
点

）
針

小
学

校
　

宮
嶋

小
学

校
山

部
小

学
校

　
豊

原
小

学
校

板
倉

中
学

校

清
里

村
清

里
区

（
小

さ
な

拠
点

）
清

里
小

学
校

清
里

中
学

校

三
和

村
三

和
区

（
小

さ
な

拠
点

）
里

公
小

学
校

　
上

杉
小

学
校

美
守

小
学

校
三

和
中

学
校

名
立

町
名

立
区

（
小

さ
な

拠
点

）
宝

田
小

学
校

名
立

中
学

校

平
　

均
6,971

34.8
合

　
計

28
区

50
小

学
校

22
中

学
校

（
一
二
八
九
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二
〇

長
野

県

飯
田

市
編

入
H
17.10.1

102,628
658.7

飯
田

市

橋
北

地
域

自
治

区

H
19.4.1.：

地
域

自
治

区
設

置
（「

H
18.9.21.「

飯
田

市
地

域
自

治
区

の
設

置
等

に
関

す
る

条
例

」
制

定
→

H
19.4.1.施

行
、

H
19.2.1.「

飯
田

市
地

域
自

治
区

地
域

協
議

会
に

関
す

る
規

則
→

H
19.4.1.施

行
）

⇒
20

の
地

域
自

治
区

と
地

域
協

議
会

浜
井

場
小

学
校

飯
田

東
中

学
校

橋
南

地
域

自
治

区
追

手
町

小
学

校

羽
場

地
域

自
治

区
（

追
手

町
小

学
校

）
（

丸
山

小
学

校
）

飯
田

西
中

学
校

丸
山

地
域

自
治

区
丸

山
小

学
校

東
野

地
域

自
治

区
（

浜
井

場
小

学
校

）（
追

手
町

小
学

校
）

（
丸

山
小

学
校

）
（

飯
田

東
中

学
校

）
（

飯
田

西
中

学
校

）

座
光

寺
地

域
自

治
区

坐
光

寺
小

学
校

高
陵

中
学

校
上

郷
地

域
自

治
区

上
郷

小
学

校

松
尾

地
域

自
治

区
地

域
自

治
区

の
事

務
所

：「（
各

）
自

治
振

興
セ

ン
タ

ー
」

と
称

す
る

松
尾

小
学

校
緑

ヶ
丘

中
学

校
竜

丘
地

域
自

治
区

竜
丘

小
学

校

下
久

堅
地

域
自

治
区

飯
田

市
公

民
館

の
下

に
各

自
治

区
に

20
の

公
民

館
と

103
の

分
館

が
存

在
。

橋
北

・
橋

南
・

羽
場

・
丸

山
・

東
野

の
自

治
振

興
セ

ン
タ

ー
は

、
飯

田
市

大
久

保
町

2534
に

配
置

→
公

民
館

と
は

別
鼎

地
域

自
治

区
を

除
く

残
り

の
14

の
自

治
振

興
セ

ン
タ

ー
と

公
民

館
は

同
じ

住
所

に
存

在
公

民
館

は
社

会
教

育
機

関
　

∴
　

教
育

委
員

会
の

管
轄

下

下
久

堅
小

学
校

（
緑

ヶ
丘

中
学

校
）

（
竜

狭
中

学
校

）

上
久

堅
地

域
自

治
区

上
久

堅
小

学
校

竜
東

中
学

校
千

代
地

域
自

治
区

千
代

小
学

校

龍
江

地
域

自
治

区
龍

江
小

学
校

　（
千

代
小

学
校

）
（

龍
東

中
学

校
）（

竜
狭

中
学

校
）

川
路

地
域

自
治

区
川

路
小

学
校

竜
狭

中
学

校
三

穂
地

域
自

治
区

三
穂

小
学

校

山
本

地
域

自
治

区
山

本
小

学
校

旭
ヶ

丘
中

学
校

伊
賀

良
地

域
自

治
区

伊
賀

良
小

学
校

鼎
地

域
自

治
区

鼎
小

学
校

鼎
中

学
校

上
村

上
村

地
域

自
治

区
上

村
小

学
校

遠
山

中
学

校
南

信
濃

村
南

信
濃

地
域

自
治

区
和

田
小

学
校

平
　

均
5,131

32.9
合

　
計

20
区

18
小

学
校

10
中

学
校

伊
那

市
新

設
H
18.3.31

68,652
66793.0

伊
那

市

伊
那

地
域

自
治

区

H
18.3.31.：

高
遠

町
・

長
谷

地
域

自
治

区
（

合
併

特
例

法
）

設
置

（
H
17.3.31.「

伊
那

市
、

上
伊

那
郡

高
遠

町
及

び
同

郡
長

谷
村

…
略

…
地

域
自

治
区

の
設

置
に

関
す

る
協

議
」）

伊
那

小
学

校
　

伊
那

東
小

学
校

伊
那

北
小

学
校

　
伊

那
西

小
学

校
伊

那
中

学
校

　
東

部
中

学
校

美
篶

地
域

自
治

区
美

篶
小

学
校

（
東

部
中

学
校

）
手

良
地

域
自

治
区

手
良

小
学

校

富
県

地
域

自
治

区
富

県
小

学
校

　
新

山
小

学
校

（
東

部
中

学
校

）（
春

富
中

学
校

）

東
春

近
地

域
自

治
区

東
春

近
小

学
校

春
富

中
学

校
西

春
近

地
域

自
治

区
H
18.10.1.：

旧
伊

那
市

に
7
地

域
自

治
区

（
地

方
自

治
法

）
設

置
西

春
近

北
小

学
校

西
春

近
南

小
学

校

西
箕

輪
地

域
自

治
区

西
箕

輪
小

学
校

西
箕

輪
中

学
校

高
遠

町
高

遠
町

地
域

自
治

区
H
28.4.1.：

9
地

域
自

治
区

を
全

て
方

自
治

法
に

よ
る

地
域

自
治

区
へ

高
遠

小
学

校
　

高
遠

北
小

学
校

高
遠

中
学

校

長
谷

村
長

谷
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
長

谷
小

学
校

長
谷

中
学

校

平
　

均
合

　
計

9
区

15
小

学
校

6
中

学
校

（
一
二
九
〇
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

二
一

愛
知

県

豊
田

市
編

入
H
17.4.1

425,172
918.3

豊
田

市

拳
母

地
域

自
治

区
挙

母
代

表
者

会
議

の
下

に
逢

妻
・

旭
ヶ

丘
・

梅
坪

台
・

浄
水

・
崇

化
館

・
豊

南
の

各
地

域
会

議
を

設
置

（
各

中
学

校
区

）

拳
母

・
童

子
山

・
根

川
・

小
清

水
・

前
山

・
山

の
手

・
美

山
・

元
城

・
朝

日
・

梅
坪

・
平

和
・

浄
水

・
衣

丘
・

浄
水

北
の

14
小

学
校

区

逢
妻

・
旭

ヶ
丘

・
梅

坪
台

・
浄

水
・

崇
化

館
・

豊
南

の
6
中

学
校

高
橋

地
域

自
治

区
高

橋
代

表
者

会
議

の
下

に
高

橋
・

益
富

・
美

郷
の

各
地

域
会

議
を

設
置

（
各

中
学

校
区

）

寺
部

・
平

井
・

野
見

・
古

瀬
間

・
矢

並
・

東
山

・
市

木
・

広
川

台
・

五
ケ

丘
・

五
ケ

丘
東

の
11

小
学

区

高
橋

中
学

校
　

益
富

中
学

校
美

里
中

学
校

上
郷

地
域

自
治

区
上

郷
代

表
者

会
議

の
下

に
上

郷
・

末
野

原
の

各
地

域
会

議
を

設
置

（
各

中
学

校
区

）
高

根
小

学
校

　
須

恵
野

小
学

校
大

林
小

学
校

上
郷

中
学

校
　

末
野

原
中

学
校

高
岡

地
域

自
治

区
高

岡
代

表
者

会
議

の
下

に
前

林
・

龍
神

・
若

園
・

若
林

（
高

岡
中

学
校

区
）

の
各

地
域

会
議

設
置

（
各

中
学

校
区

）

堤
・

若
園

・
竹

村
・

駒
場

・
若

林
東

・
若

林
西

・
土

橋
・（

前
山

・
山

の
手

）
の

7（
累

計
9）

小
学

校
区

前
林

中
学

校
　

龍
神

中
学

校
若

園
中

学
校

　
高

岡
中

学
校

猿
投

地
域

自
治

区
猿

投
代

表
者

会
議

の
下

に
井

郷
・

石
野

・
猿

投
・

猿
投

台
・

保
見

の
各

地
域

会
議

設
置

（
各

中
学

校
区

）

大
畑

・
伊

保
・

加
納

・
青

木
・

西
広

瀬
・

東
広

瀬
・

中
金

・
上

鷹
見

・
東

保
見

・
西

保
見

・
四

郷
・

井
上

の
12

小
学

校
区

井
郷

・
石

野
・

猿
投

・
猿

投
台

・
保

見
の

5
中

学
校

松
平

地
域

自
治

区
松

平
地

域
会

議
（

中
学

校
区

）
幸

海
・

岩
倉

・
九

久
平

・
瀧

脇
・

豊
松

の
5
小

学
校

区
松

平
中

学
校

藤
岡

町
藤

岡
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
藤

岡
代

表
者

会
議

の
下

に
藤

岡
・

藤
岡

南
地

域
会

議
設

置
（

中
学

校
区

）
飯

野
小

学
校

　
石

畳
小

学
校

御
作

小
学

校
　

中
山

小
学

校
藤

岡
中

学
校

　
藤

岡
南

中
学

校

小
原

村
小

原
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
小

原
地

域
会

議
（

中
学

校
区

）
道

慈
小

学
校

　
本

条
小

学
校

小
原

中
部

小
学

校
小

原
中

学
校

足
助

町
足

助
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
足

助
地

域
会

議
（

中
学

校
区

）
足

助
・

冷
田

・
追

分
・

佐
切

・
則

定
・

萩
野

・
明

和
・

新
盛

・
大

蔵
・

御
蔵

の
10

小
学

校
区

足
助

中
学

校

下
山

村
下

山
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
下

山
地

域
会

議
（

中
学

校
区

）
巴

ヶ
岡

小
学

校
　

大
沼

小
学

校
花

山
小

学
校

下
山

中
学

校

旭
町

旭
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
旭

地
域

会
議

（
中

学
校

区
）

小
渡

小
学

校
　

敷
島

小
学

校
旭

中
学

校

稲
武

町
稲

武
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
稲

武
地

域
会

議
（

中
学

校
区

）
稲

武
小

学
校

稲
武

中
学

校

平
　

均
35,431

76.5
合

　
計

12
区

（
H
19.4.1.設

置
）

（
28

の
地

域
会

議
/
中

学
校

区
）

75
小

学
校

28
中

学
校

新
城

市
新

設
H
17.10.1

47,354
499.2

新
城

市

新
城

地
域

自
治

区

H
25.4.1.：

10
の

「
地

域
自

治
区

」
と

「
地

域
協

議
会

」
設

置
→

合
併

か
ら

7
年

半
後

（
H
24.12.20.「

新
城

市
地

域
自

治
区

条
例

」
制

定
→

H
25.4.1.施

行
）

自
治

振
興

事
務

所
設

置
旧

新
城

市
域

の
5
地

域
自

治
区

市
役

所
西

館
は

つ
ら

つ
セ

ン
タ

ー
旧

鳳
来

町
4
区

：
鳳

来
総

合
支

所

新
城

小
学

校
新

城
中

学
校

舟
着

地
域

自
治

区
舟

着
小

学
校

千
郷

地
域

自
治

区
千

郷
小

学
校

千
郷

中
学

校

東
郷

地
域

自
治

区
東

郷
西

小
学

校
　

東
郷

東
小

学
校

東
郷

中
学

校

八
名

地
域

自
治

区
八

名
小

学
校

　
庭

野
小

学
校

八
名

中
学

校

鳳
来

町

鳳
来

中
部

地
域

自
治

区
鳳

来
中

部
小

学
校

鳳
来

中
学

校
鳳

来
南

部
地

域
自

治
区

黄
柳

川
小

学
校

鳳
来

北
西

部
地

域
自

治
区

鳳
来

寺
小

学
校

鳳
来

東
部

地
域

自
治

区
鳳

来
東

小
学

校
　

東
陽

小
学

校

作
手

村
作

手
地

域
自

治
区

作
手

地
域

自
治

区
：

作
手

総
合

支
所

作
手

小
学

校
作

手
中

学
校

平
　

均
4,735

49.9
合

　
計

10
区

13
小

学
校

6
中

学
校

（
一
二
九
一
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

二
一

愛
知

県

豊
田

市
編

入
H
17.4.1

425,172
918.3

豊
田

市

拳
母

地
域

自
治

区
挙

母
代

表
者

会
議

の
下

に
逢

妻
・

旭
ヶ

丘
・

梅
坪

台
・

浄
水

・
崇

化
館

・
豊

南
の

各
地

域
会

議
を

設
置

（
各

中
学

校
区

）

拳
母

・
童

子
山

・
根

川
・

小
清

水
・

前
山

・
山

の
手

・
美

山
・

元
城

・
朝

日
・

梅
坪

・
平

和
・

浄
水

・
衣

丘
・

浄
水

北
の

14
小

学
校

区

逢
妻

・
旭

ヶ
丘

・
梅

坪
台

・
浄

水
・

崇
化

館
・

豊
南

の
6
中

学
校

高
橋

地
域

自
治

区
高

橋
代

表
者

会
議

の
下

に
高

橋
・

益
富

・
美

郷
の

各
地

域
会

議
を

設
置

（
各

中
学

校
区

）

寺
部

・
平

井
・

野
見

・
古

瀬
間

・
矢

並
・

東
山

・
市

木
・

広
川

台
・

五
ケ

丘
・

五
ケ

丘
東

の
11

小
学

区

高
橋

中
学

校
　

益
富

中
学

校
美

里
中

学
校

上
郷

地
域

自
治

区
上

郷
代

表
者

会
議

の
下

に
上

郷
・

末
野

原
の

各
地

域
会

議
を

設
置

（
各

中
学

校
区

）
高

根
小

学
校

　
須

恵
野

小
学

校
大

林
小

学
校

上
郷

中
学

校
　

末
野

原
中

学
校

高
岡

地
域

自
治

区
高

岡
代

表
者

会
議

の
下

に
前

林
・

龍
神

・
若

園
・

若
林

（
高

岡
中

学
校

区
）

の
各

地
域

会
議

設
置

（
各

中
学

校
区

）

堤
・

若
園

・
竹

村
・

駒
場

・
若

林
東

・
若

林
西

・
土

橋
・（

前
山

・
山

の
手

）
の

7（
累

計
9）

小
学

校
区

前
林

中
学

校
　

龍
神

中
学

校
若

園
中

学
校

　
高

岡
中

学
校

猿
投

地
域

自
治

区
猿

投
代

表
者

会
議

の
下

に
井

郷
・

石
野

・
猿

投
・

猿
投

台
・

保
見

の
各

地
域

会
議

設
置

（
各

中
学

校
区

）

大
畑

・
伊

保
・

加
納

・
青

木
・

西
広

瀬
・

東
広

瀬
・

中
金

・
上

鷹
見

・
東

保
見

・
西

保
見

・
四

郷
・

井
上

の
12

小
学

校
区

井
郷

・
石

野
・

猿
投

・
猿

投
台

・
保

見
の

5
中

学
校

松
平

地
域

自
治

区
松

平
地

域
会

議
（

中
学

校
区

）
幸

海
・

岩
倉

・
九

久
平

・
瀧

脇
・

豊
松

の
5
小

学
校

区
松

平
中

学
校

藤
岡

町
藤

岡
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
藤

岡
代

表
者

会
議

の
下

に
藤

岡
・

藤
岡

南
地

域
会

議
設

置
（

中
学

校
区

）
飯

野
小

学
校

　
石

畳
小

学
校

御
作

小
学

校
　

中
山

小
学

校
藤

岡
中

学
校

　
藤

岡
南

中
学

校

小
原

村
小

原
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
小

原
地

域
会

議
（

中
学

校
区

）
道

慈
小

学
校

　
本

条
小

学
校

小
原

中
部

小
学

校
小

原
中

学
校

足
助

町
足

助
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
足

助
地

域
会

議
（

中
学

校
区

）
足

助
・

冷
田

・
追

分
・

佐
切

・
則

定
・

萩
野

・
明

和
・

新
盛

・
大

蔵
・

御
蔵

の
10

小
学

校
区

足
助

中
学

校

下
山

村
下

山
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
下

山
地

域
会

議
（

中
学

校
区

）
巴

ヶ
岡

小
学

校
　

大
沼

小
学

校
花

山
小

学
校

下
山

中
学

校

旭
町

旭
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
旭

地
域

会
議

（
中

学
校

区
）

小
渡

小
学

校
　

敷
島

小
学

校
旭

中
学

校

稲
武

町
稲

武
地

域
自

治
区

（
小

さ
な

拠
点

）
稲

武
地

域
会

議
（

中
学

校
区

）
稲

武
小

学
校

稲
武

中
学

校

平
　

均
35,431

76.5
合

　
計

12
区

（
H
19.4.1.設

置
）

（
28

の
地

域
会

議
/
中

学
校

区
）

75
小

学
校

28
中

学
校

新
城

市
新

設
H
17.10.1

47,354
499.2

新
城

市

新
城

地
域

自
治

区

H
25.4.1.：

10
の

「
地

域
自

治
区

」
と

「
地

域
協

議
会

」
設

置
→

合
併

か
ら

7
年

半
後

（
H
24.12.20.「

新
城

市
地

域
自

治
区

条
例

」
制

定
→

H
25.4.1.施

行
）

自
治

振
興

事
務

所
設

置
旧

新
城

市
域

の
5
地

域
自

治
区

市
役

所
西

館
は

つ
ら

つ
セ

ン
タ

ー
旧

鳳
来

町
4
区

：
鳳

来
総

合
支

所

新
城

小
学

校
新

城
中

学
校

舟
着

地
域

自
治

区
舟

着
小

学
校

千
郷

地
域

自
治

区
千

郷
小

学
校

千
郷

中
学

校

東
郷

地
域

自
治

区
東

郷
西

小
学

校
　

東
郷

東
小

学
校

東
郷

中
学

校

八
名

地
域

自
治

区
八

名
小

学
校

　
庭

野
小

学
校

八
名

中
学

校

鳳
来

町

鳳
来

中
部

地
域

自
治

区
鳳

来
中

部
小

学
校

鳳
来

中
学

校
鳳

来
南

部
地

域
自

治
区

黄
柳

川
小

学
校

鳳
来

北
西

部
地

域
自

治
区

鳳
来

寺
小

学
校

鳳
来

東
部

地
域

自
治

区
鳳

来
東

小
学

校
　

東
陽

小
学

校

作
手

村
作

手
地

域
自

治
区

作
手

地
域

自
治

区
：

作
手

総
合

支
所

作
手

小
学

校
作

手
中

学
校

平
　

均
4,735

49.9
合

　
計

10
区

13
小

学
校

6
中

学
校

（
一
二
九
一
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二
二

宮
崎

県
宮

崎
市

編
入

H
18.1.1

404,017
643.7

宮
崎

市

中
央

東
地

域
自

治
区

H
18.1.：

旧
宮

崎
市

内
：

15
の

地
域

自
治

区
（

地
域

協
議

会
と

地
域

自
治

区
の

事
務

所
：

地
域

セ
ン

タ
ー

・
地

域
事

務
所

）
合

併
町

域
（

佐
土

原
・

田
野

・
高

岡
）：

合
併

特
例

区
設

置
⇒

H
23.1.地

域
自

治
区

へ

江
平

小
学

校
　

宮
崎

小
学

校
宮

崎
東

中
学

校
　

宮
崎

中
学

校
檍

中
学

校
檍

地
域

自
治

区
潮

見
小

学
校

　
宮

崎
港

小
学

校
檍

小
学

校
　

檍
北

小
学

校

中
央

西
地

域
自

治
区

西
池

小
学

校
宮

崎
西

中
学

校
小

戸
地

域
自

治
区

小
戸

小
学

校

大
宮

地
域

自
治

区
大

宮
小

学
校

　
池

内
小

学
校

大
宮

中
学

校

東
大

宮
地

域
自

治
区

東
大

宮
小

学
校

　
宮

崎
東

小
学

校
東

大
宮

中
学

校
　

住
吉

中
学

校
住

吉
地

域
自

治
区

住
吉

南
小

学
校

　
住

吉
小

学
校

大
淀

地
域

自
治

区
大

淀
小

学
校

　
古

城
小

学
校

大
淀

中
学

校
　

赤
江

中
学

校
赤

江
東

中
学

校
赤

江
地

域
自

治
区

H
21.4.：

地
域

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

税
導

入
恒

久
小

学
校

　
宮

崎
南

小
学

校
赤

江
小

学
校

大
塚

地
域

自
治

区

H
21.6.：

大
宮

地
域

自
治

区
分

離
大

宮
地

域
自

治
区

と
東

大
宮

地
域

自
治

区
に

大
塚

小
学

校
　

江
南

小
学

校
大

塚
中

学
校

生
目

台
地

域
自

治
区

生
目

台
東

小
学

校
生

目
台

西
小

学
校

生
目

台
中

学
校

本
郷

地
域

自
治

区
国

富
小

学
校

　
本

郷
小

学
校

本
郷

中
学

校

木
花

地
域

自
治

区
H
22.3.：

清
武

町
編

入
清

武
町

合
併

特
例

区
設

置
⇒

H
27.3.地

域
自

治
区

に

木
花

小
学

校
　

鏡
洲

小
学

校
学

園
木

花
台

小
学

校
木

花
中

学
校

青
島

地
域

自
治

区
青

島
小

学
校

　
内

海
小

学
校

青
島

中
学

校

大
塚

台
地

域
自

治
区

宮
崎

西
小

学
校

生
目

南
中

学
校

　
生

目
中

学
校

生
目

地
域

自
治

区

H
22.6.：

大
塚

台
・

生
目

台
地

域
自

治
区

が
分

離
大

塚
台

地
域

自
治

区
と

生
目

台
地

域
自

治
区

に

生
目

小
学

校

小
松

台
地

域
自

治
区

小
松

台
小

学
校

北
地

域
自

治
区

瓜
生

野
小

学
校

　
岡

倉
小

学
校

宮
崎

北
中

学
校

佐
土

原
町

佐
土

原
地

域
自

治
区

佐
土

原
小

学
校

　
那

珂
小

学
校

広
瀬

小
学

校
　

広
瀬

北
小

学
校

広
瀬

西
小

学
校

佐
土

原
中

学
校

　
広

瀬
中

学
校

久
峰

中
学

校

田
野

町
田

野
地

域
自

治
区

H
28.4.：

赤
江

地
域

自
治

区
分

離
赤

江
地

域
自

治
区

と
本

郷
地

域
自

治
区

へ
⇒

22
区

田
野

小
学

校
　

七
野

小
学

校
田

野
中

学
校

高
岡

町
高

岡
地

域
自

治
区

高
岡

小
学

校
　

穆
佐

小
学

校
高

岡
中

学
校

編
入

H
22.3.23

清
武

町
清

武
地

域
自

治
区

清
武

小
学

校
　

大
久

保
小

学
校

加
納

小
学

校
清

武
中

学
校

　
加

納
中

学
校

平
　

均
18,364

29.3
合

　
計

22
区

47
小

学
校

25
中

学
校

合
　

計
8
道

県
13

市
町

新
設

：
6
市

3
町

…
宮

古
市

で
追

加
編

入
有

編
入

：
3
市

…
宮

崎
市

で
追

加
編

入
有

10
市

34
町

19
村

128
地

域
自

治
区

295
小

学
校

145
中

学
校

註
1.　

地
域

自
治

区
の

現
状

は
、

総
務

省
「

市
町

村
合

併
資

料
」「

市
町

村
合

併
と

は
」「

地
域

自
治

組
織

（
地

域
自

治
区

・
合

併
特

例
区

）・
制

度
の

概
要

・
全

国
の

設
置

状
況

（
平

成
31

年
4
月

1
日

現
在

）」
　

　
　（

http://w
w
w
.soum

u.go.jp/gapei/gapei.htm
l）

を
参

照
し

て
整

理
し

た
。

　
2.　

人
口

と
面

積
は

総
務

省
「

e-stat政
府

の
統

計
窓

口
」（

https://w
w
w
.e-stat.go.jp/）

を
参

照
し

た
。

そ
れ

ゆ
え

数
字

は
2017

年
の

も
の

で
あ

る
。

（
一
二
九
二
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

二
三

の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
」
を
制
定
し
、
鵡
川
地
域
自
治
区
と
穂
別
地
域
自
治
区
を
創
設
し
て
い
る
。
鵡
川
地
域
自
治
区
に
は
鵡
川
中
央

小
学
校
と
鵡
川
中
学
校
が
あ
り
、
穂
別
地
域
自
治
区
に
は
宮
戸
小
学
校
と
穂
別
小
学
校
と
穂
別
中
学
校
が
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
鵡
川
地
域
自

治
区
は
小
学
校
区
単
位
と
も
中
学
校
区
単
位
と
も
い
え
る
の
に
対
し
て
、
穂
別
地
区
自
治
区
は
中
学
校
区
が
単
位
と
い
え
る
。
な
お
穂
別

地
域
自
治
区
は
「
小
さ
な
拠
点
」
で
も
あ
る

（
17
）

。

岩
手
県
の
宮
古
市
は
、
二
〇
〇
五
年
六
月
六
日
に
宮
古
市
・
田
老
町
・
新
里
村
の
合
併
で
新
設
さ
れ
た
市
で
、
二
〇
一
〇
年
一
月
一
日

に
川
井
村
を
編
入
し
て
い
る
。
合
併
時
の
八
月
三
〇
日
に
「
宮
古
市
地
域
自
治
区
条
例
」
を
制
定
し
て
三
つ
の
地
域
自
治
区
を
、
編
入
直

後
に
川
井
地
域
自
治
区
を
創
設
し
た
。
宮
古
地
域
自
治
区
に
は
一
三
の
小
学
校
区
と
八
中
学
校
区
を
有
す
る
広
域
的
な
自
治
区
で
あ
る
が
、

田
老
地
域
自
治
区
に
は
田
老
第
一
小
学
校
と
田
老
第
一
中
学
校
、
新
里
地
域
自
治
区
に
は
新
里
小
学
校
と
新
里
中
学
校
、
川
井
地
域
自
治

区
に
は
川
井
小
学
校
と
川
井
中
学
校
し
か
な
く
、
い
ず
れ
も
「
小
さ
な
拠
点
」
で
あ
る
田
老
地
域
自
治
区
と
田
老
地
域
自
治
区
と
川
井
地

域
自
治
区
は
、
小
学
校
区
単
位
と
も
中
学
校
区
単
位
と
も
い
え
る
自
治
区
で
あ
る

（
18
）

。

花
巻
市
は
、
二
〇
〇
六
年
一
月
一
日
に
花
巻
市
・
大
迫
町
・
石
鳥
谷
町
・
東
和
町
の
合
併
で
新
設
さ
れ
た
市
で
あ
る
。
合
併
に
あ
わ
せ

て
「
花
巻
市
地
域
自
治
推
進
委
員
会
条
例
」
を
制
定
し
、
合
併
時
に
「
花
巻
市
地
域
自
治
区
設
置
条
例
」
に
基
づ
い
て
、
花
巻
市
大
迫
地

域
自
治
区
・
花
巻
市
石
鳥
谷
地
域
自
治
区
・
花
巻
市
東
和
地
域
自
治
区
を
創
設
し
た
。
一
一
の
小
学
校
と
八
の
中
学
校
を
有
す
る
旧
花
巻

市
域
に
は
地
域
自
治
区
は
設
置
さ
れ
な
か
っ
た
。
花
巻
市
大
迫
地
域
自
治
区
に
は
大
迫
小
学
校
・
内
川
目
小
学
校
・
亀
ケ
森
小
学
校
と
大

迫
中
学
校
が
、
花
巻
市
石
鳥
谷
地
域
自
治
区
に
は
石
鳥
谷
小
学
校
・
新
堀
小
学
校
・
八
幡
小
学
校
・
八
重
畑
小
学
校
と
石
鳥
谷
中
学
校
が
、

花
巻
市
東
和
地
域
自
治
区
に
は
東
和
小
学
校
と
東
和
中
学
校
が
置
か
れ
た
。
そ
れ
ゆ
え
花
巻
市
大
迫
地
域
自
治
区
と
花
巻
市
石
鳥
谷
地
域

自
治
区
は
中
学
校
区
が
単
位
と
な
っ
て
設
置
さ
れ
た
自
治
区
で
あ
り
、
花
巻
市
東
和
地
域
自
治
区
は
小
学
校
区
単
位
と
も
中
学
校
区
単
位

（
一
二
九
三
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

二
三

の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
」
を
制
定
し
、
鵡
川
地
域
自
治
区
と
穂
別
地
域
自
治
区
を
創
設
し
て
い
る
。
鵡
川
地
域
自
治
区
に
は
鵡
川
中
央

小
学
校
と
鵡
川
中
学
校
が
あ
り
、
穂
別
地
域
自
治
区
に
は
宮
戸
小
学
校
と
穂
別
小
学
校
と
穂
別
中
学
校
が
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
鵡
川
地
域
自

治
区
は
小
学
校
区
単
位
と
も
中
学
校
区
単
位
と
も
い
え
る
の
に
対
し
て
、
穂
別
地
区
自
治
区
は
中
学
校
区
が
単
位
と
い
え
る
。
な
お
穂
別

地
域
自
治
区
は
「
小
さ
な
拠
点
」
で
も
あ
る

（
17
）

。

岩
手
県
の
宮
古
市
は
、
二
〇
〇
五
年
六
月
六
日
に
宮
古
市
・
田
老
町
・
新
里
村
の
合
併
で
新
設
さ
れ
た
市
で
、
二
〇
一
〇
年
一
月
一
日

に
川
井
村
を
編
入
し
て
い
る
。
合
併
時
の
八
月
三
〇
日
に
「
宮
古
市
地
域
自
治
区
条
例
」
を
制
定
し
て
三
つ
の
地
域
自
治
区
を
、
編
入
直

後
に
川
井
地
域
自
治
区
を
創
設
し
た
。
宮
古
地
域
自
治
区
に
は
一
三
の
小
学
校
区
と
八
中
学
校
区
を
有
す
る
広
域
的
な
自
治
区
で
あ
る
が
、

田
老
地
域
自
治
区
に
は
田
老
第
一
小
学
校
と
田
老
第
一
中
学
校
、
新
里
地
域
自
治
区
に
は
新
里
小
学
校
と
新
里
中
学
校
、
川
井
地
域
自
治

区
に
は
川
井
小
学
校
と
川
井
中
学
校
し
か
な
く
、
い
ず
れ
も
「
小
さ
な
拠
点
」
で
あ
る
田
老
地
域
自
治
区
と
田
老
地
域
自
治
区
と
川
井
地

域
自
治
区
は
、
小
学
校
区
単
位
と
も
中
学
校
区
単
位
と
も
い
え
る
自
治
区
で
あ
る

（
18
）

。

花
巻
市
は
、
二
〇
〇
六
年
一
月
一
日
に
花
巻
市
・
大
迫
町
・
石
鳥
谷
町
・
東
和
町
の
合
併
で
新
設
さ
れ
た
市
で
あ
る
。
合
併
に
あ
わ
せ

て
「
花
巻
市
地
域
自
治
推
進
委
員
会
条
例
」
を
制
定
し
、
合
併
時
に
「
花
巻
市
地
域
自
治
区
設
置
条
例
」
に
基
づ
い
て
、
花
巻
市
大
迫
地

域
自
治
区
・
花
巻
市
石
鳥
谷
地
域
自
治
区
・
花
巻
市
東
和
地
域
自
治
区
を
創
設
し
た
。
一
一
の
小
学
校
と
八
の
中
学
校
を
有
す
る
旧
花
巻

市
域
に
は
地
域
自
治
区
は
設
置
さ
れ
な
か
っ
た
。
花
巻
市
大
迫
地
域
自
治
区
に
は
大
迫
小
学
校
・
内
川
目
小
学
校
・
亀
ケ
森
小
学
校
と
大

迫
中
学
校
が
、
花
巻
市
石
鳥
谷
地
域
自
治
区
に
は
石
鳥
谷
小
学
校
・
新
堀
小
学
校
・
八
幡
小
学
校
・
八
重
畑
小
学
校
と
石
鳥
谷
中
学
校
が
、

花
巻
市
東
和
地
域
自
治
区
に
は
東
和
小
学
校
と
東
和
中
学
校
が
置
か
れ
た
。
そ
れ
ゆ
え
花
巻
市
大
迫
地
域
自
治
区
と
花
巻
市
石
鳥
谷
地
域

自
治
区
は
中
学
校
区
が
単
位
と
な
っ
て
設
置
さ
れ
た
自
治
区
で
あ
り
、
花
巻
市
東
和
地
域
自
治
区
は
小
学
校
区
単
位
と
も
中
学
校
区
単
位

（
一
二
九
三
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二
四

と
も
い
え
る
自
治
区
で
あ
る

（
19
）

。

秋
田
県
大
仙
市
は
、
二
〇
〇
五
年
三
月
二
二
日
に
大
曲
市
・
神
岡
町
・
西
仙
北
町
・
中
仙
町
・
協
和
町
・
南
外
村
・
仙
北
町
・
太
田
町

の
合
併
で
新
設
さ
れ
た
市
で
あ
る
。
合
併
と
同
時
に
「
大
仙
市
地
域
自
治
区
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
」
を
制
定
し
、
合
併
時
に
大
曲
地

域
自
治
区
・
神
岡
地
域
自
治
区
・
西
仙
北
地
域
自
治
区
・
中
仙
地
域
自
治
区
・
協
和
地
域
自
治
区
・
南
外
地
域
自
治
区
・
仙
北
地
域
自
治

区
・
太
田
地
域
自
治
区
を
創
設
し
た
。
大
曲
地
域
自
治
区
に
は
八
の
小
学
校
区
と
大
曲
中
学
校
・
大
曲
西
中
学
校
・
大
曲
南
中
学
校
が
あ

る
。
神
岡
地
域
自
治
区
に
は
上
岡
小
学
校
と
平
和
中
学
校
が
、
西
仙
北
地
域
自
治
区
に
は
西
仙
北
小
学
校
と
西
仙
北
中
学
校
が
、
中
仙
地

域
自
治
区
に
は
中
仙
小
学
校
・
清
水
小
学
校
・
豊
川
小
学
校
・
豊
岡
小
学
校
の
四
校
と
中
仙
中
学
校
・
豊
成
中
学
校
の
二
校
が
、
協
和
地

域
自
治
区
に
は
協
和
小
学
校
と
協
和
中
学
校
が
、
南
外
地
域
自
治
区
に
は
南
外
小
学
校
と
南
外
中
学
校
が
、
仙
北
地
域
自
治
区
に
は
高
梨

小
学
校
と
横
堀
小
学
校
の
二
校
と
仙
北
中
学
校
が
、
太
田
地
域
自
治
区
に
は
太
田
東
小
学
校
・
太
田
南
小
学
校
・
大
滝
田
小
学
校
の
三
校

と
太
田
中
学
校
が
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
大
曲
地
域
自
治
区
と
中
仙
地
域
自
治
区
は
学
区
を
超
え
た
区
域
に
地
域
自
治
区
が
設
定
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
仙
北
地
域
自
治
区
と
太
田
地
域
自
治
区
は
中
学
校
区
が
単
位
と
、
神
岡
地
域
自
治
区
・
西
仙
北
地
域
自
治
区
・
協
和
地
域
自
治

区
・
南
外
地
域
自
治
区
は
小
学
校
区
単
位
と
も
中
学
校
区
単
位
と
も
い
え
る
自
治
区
で
あ
る
。
な
お
「
大
仙
市
地
域
自
治
区
の
設
置
等
に

関
す
る
条
例
」
第
一
〇
条
の
二
に
は
、「
こ
の
条
例
は
平
成
三
二
年
三
月
三
一
日
に
そ
の
効
力
を
失
う
」
と
の
規
定
が
あ
る

（
20
）

。

福
島
県
の
相
馬
市
は
、
三
〇
〇
六
年
一
月
一
日
に
原
町
市
と
小
高
町
と
鹿
島
町
の
合
併
で
新
設
さ
れ
た
市
で
あ
る
。
合
併
と
同
時
に

「
南
相
馬
市
地
域
自
治
区
地
域
協
議
会
に
関
す
る
規
則
」
に
則
り
、
原
町
区
と
小
高
区
と
鹿
島
区
が
設
置
さ
れ
た
。
原
町
区
に
は
八
の
小

学
校
と
原
町
第
一
中
学
校
・
原
町
第
二
中
学
校
・
原
町
第
三
中
学
校
・
石
神
中
学
校
の
四
校
が
置
か
れ
て
い
る
。
小
高
区
に
は
小
高
小
学

校
・
福
浦
小
学
校
・
金
房
小
学
校
・
鳩
原
小
学
校
の
四
校
と
小
高
中
学
校
が
置
か
れ
て
い
る
。
た
だ
し
小
高
小
学
校
の
Ｈ
Ｐ
に
は
、
同
校

（
一
二
九
四
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

二
五

で
四
小
学
校
の
合
同
学
習
が
行
わ
れ
て
い
る
と
い
う
記
載
が
あ
る
。
鹿
島
区
に
は
鹿
島
小
学
校
・
矢
沢
小
学
校
・
上
真
野
小
学
校
の
三
校

と
鹿
島
中
学
校
が
あ
る
。
原
町
区
は
学
区
を
超
え
た
区
域
と
な
っ
て
お
り
、
原
町
区
は
学
校
区
を
超
え
た
範
囲
に
設
定
さ
れ
た
自
治
区
で

あ
り
、
小
高
区
と
鹿
島
区
は
中
学
校
区
を
範
囲
に
設
定
さ
れ
て
い
る
自
治
区
と
い
え
る

（
21
）

。

南
会
津
町
は
、
二
〇
〇
六
年
三
月
二
〇
日
に
田
島
町
・
舘
岩
村
・
伊
南
村
・
南
郷
村
の
合
併
に
よ
っ
て
新
し
く
生
ま
れ
た
町
で
あ
る
。

合
併
時
に
「
南
会
津
町
地
域
自
治
区
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
」
に
よ
り
、
田
島
地
域
自
治
区
・
舘
岩
地
域
自
治
区
・
伊
南
地
域
自
治

区
・
南
郷
地
域
自
治
区
を
創
設
し
た
。
田
島
地
域
自
治
区
に
は
田
島
小
学
校
・
田
島
第
二
小
学
校
・
桧
沢
小
学
校
・
荒
海
小
学
校
の
四
校

と
田
島
中
学
校
・
荒
海
中
学
校
の
二
校
が
、
舘
岩
地
域
自
治
区
に
は
舘
岩
小
学
校
と
舘
岩
中
学
校
が
、
伊
南
地
域
自
治
区
に
は
伊
南
小
学

校
と
南
会
津
中
学
校
が
、
南
郷
地
域
自
治
区
に
は
南
郷
小
学
校
が
あ
り
、
中
学
は
南
会
津
中
学
校
に
通
っ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
田
島
地
域

自
治
区
は
学
校
区
を
超
え
た
範
囲
で
、
舘
岩
地
域
自
治
区
は
小
学
校
区
と
中
学
校
区
を
範
囲
と
し
て
・
伊
南
地
域
自
治
区
・
南
郷
地
域
自

治
区
は
小
学
校
区
を
範
囲
と
し
て
自
治
区
が
設
定
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る

（
22
）

。

新
潟
県
上
越
市
は
、
上
越
市
が
二
〇
〇
五
年
一
月
一
日
に
、
安
塚
町
・
浦
川
原
村
・
大
島
村
・
牧
村
・
柿
崎
町
・
大
潟
町
・
頸
城
村
・

吉
川
町
・
中
郷
村
・
板
倉
町
・
清
里
村
・
三
和
村
・
名
立
町
の
六
町
・
七
村
の
一
三
町
村
を
編
入
す
る
こ
と
で
区
域
を
拡
大
し
た
市
で
あ

る
。
編
入
と
同
時
に
「
地
域
自
治
区
の
設
置
に
関
す
る
協
議
書
」
に
基
づ
き
、
安
塚
区
・
浦
川
原
区
・
大
島
区
・
牧
区
・
柿
崎
区
・
大
潟

区
・
頸
城
区
・
吉
川
区
・
中
郷
区
・
板
倉
区
・
清
里
区
・
三
和
区
・
名
立
区
の
一
三
の
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
が
創
設
さ
れ
た
。

二
〇
〇
八
（
平
成
二
〇
）
年
二
月
六
日
に
「
上
越
市
の
地
域
自
治
区
の
設
置
に
関
す
る
条
例
」
を
制
定
し
、
四
月
一
日
に
合
併
特
例
法
上

の
一
三
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
を
地
方
自
治
法
上
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
に
改
組
し
た
。

三
月
二
八
日
に
は
「
上
越
市
自
治
基
本
条
例
」
制
定
し
、
第
六
章
で
「
都
市
内
分
権
の
受
け
皿
と
し
て
地
域
自
治
区
の
設
置
」
を
規
定

（
一
二
九
五
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

二
五

で
四
小
学
校
の
合
同
学
習
が
行
わ
れ
て
い
る
と
い
う
記
載
が
あ
る
。
鹿
島
区
に
は
鹿
島
小
学
校
・
矢
沢
小
学
校
・
上
真
野
小
学
校
の
三
校

と
鹿
島
中
学
校
が
あ
る
。
原
町
区
は
学
区
を
超
え
た
区
域
と
な
っ
て
お
り
、
原
町
区
は
学
校
区
を
超
え
た
範
囲
に
設
定
さ
れ
た
自
治
区
で

あ
り
、
小
高
区
と
鹿
島
区
は
中
学
校
区
を
範
囲
に
設
定
さ
れ
て
い
る
自
治
区
と
い
え
る

（
21
）

。

南
会
津
町
は
、
二
〇
〇
六
年
三
月
二
〇
日
に
田
島
町
・
舘
岩
村
・
伊
南
村
・
南
郷
村
の
合
併
に
よ
っ
て
新
し
く
生
ま
れ
た
町
で
あ
る
。

合
併
時
に
「
南
会
津
町
地
域
自
治
区
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
」
に
よ
り
、
田
島
地
域
自
治
区
・
舘
岩
地
域
自
治
区
・
伊
南
地
域
自
治

区
・
南
郷
地
域
自
治
区
を
創
設
し
た
。
田
島
地
域
自
治
区
に
は
田
島
小
学
校
・
田
島
第
二
小
学
校
・
桧
沢
小
学
校
・
荒
海
小
学
校
の
四
校

と
田
島
中
学
校
・
荒
海
中
学
校
の
二
校
が
、
舘
岩
地
域
自
治
区
に
は
舘
岩
小
学
校
と
舘
岩
中
学
校
が
、
伊
南
地
域
自
治
区
に
は
伊
南
小
学

校
と
南
会
津
中
学
校
が
、
南
郷
地
域
自
治
区
に
は
南
郷
小
学
校
が
あ
り
、
中
学
は
南
会
津
中
学
校
に
通
っ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
田
島
地
域

自
治
区
は
学
校
区
を
超
え
た
範
囲
で
、
舘
岩
地
域
自
治
区
は
小
学
校
区
と
中
学
校
区
を
範
囲
と
し
て
・
伊
南
地
域
自
治
区
・
南
郷
地
域
自

治
区
は
小
学
校
区
を
範
囲
と
し
て
自
治
区
が
設
定
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る

（
22
）

。

新
潟
県
上
越
市
は
、
上
越
市
が
二
〇
〇
五
年
一
月
一
日
に
、
安
塚
町
・
浦
川
原
村
・
大
島
村
・
牧
村
・
柿
崎
町
・
大
潟
町
・
頸
城
村
・

吉
川
町
・
中
郷
村
・
板
倉
町
・
清
里
村
・
三
和
村
・
名
立
町
の
六
町
・
七
村
の
一
三
町
村
を
編
入
す
る
こ
と
で
区
域
を
拡
大
し
た
市
で
あ

る
。
編
入
と
同
時
に
「
地
域
自
治
区
の
設
置
に
関
す
る
協
議
書
」
に
基
づ
き
、
安
塚
区
・
浦
川
原
区
・
大
島
区
・
牧
区
・
柿
崎
区
・
大
潟

区
・
頸
城
区
・
吉
川
区
・
中
郷
区
・
板
倉
区
・
清
里
区
・
三
和
区
・
名
立
区
の
一
三
の
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
が
創
設
さ
れ
た
。

二
〇
〇
八
（
平
成
二
〇
）
年
二
月
六
日
に
「
上
越
市
の
地
域
自
治
区
の
設
置
に
関
す
る
条
例
」
を
制
定
し
、
四
月
一
日
に
合
併
特
例
法
上

の
一
三
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
を
地
方
自
治
法
上
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
に
改
組
し
た
。

三
月
二
八
日
に
は
「
上
越
市
自
治
基
本
条
例
」
制
定
し
、
第
六
章
で
「
都
市
内
分
権
の
受
け
皿
と
し
て
地
域
自
治
区
の
設
置
」
を
規
定

（
一
二
九
五
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二
六

し
た
。
こ
れ
を
受
け
て
翌
年
三
月
二
七
日
に
「
上
越
市
地
域
自
治
区
の
設
置
に
関
す
る
条
例
」
が
改
正
さ
れ
、
一
〇
月
一
日
に
市
の
全
域

で
二
八
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。
旧
上
越
市
に
設
置
さ
れ
た
高
田
区
・
金
谷
区
・
三
郷
区
・
和
田
区
、
新
道

区
・
春
日
区
・
座
区
・
津
有
区
・
高
士
区
、
直
江
津
区
・
有
田
区
・
八
千
浦
区
・
保
倉
区
・
北
諏
訪
区
・
谷
浜
─

桑
取
区
の
一
五
の
地
域

自
治
区
は
お
お
む
ね
昭
和
の
大
合
併
前
の
市
町
村
の
区
域
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
高
田
区
・
金
谷
区
・
三
郷
区
・
和
田
区
の
四
区
に
は

南
部
ま
ち
づ
く
り
セ
ン
タ
ー
が
、
新
道
区
・
春
日
区
・
座
区
・
津
有
区
・
高
士
区
の
五
区
に
は
中
部
ま
ち
づ
く
り
セ
ン
タ
ー
が
、
直
江
津

区
・
有
田
区
・
八
千
浦
区
・
保
倉
区
・
北
諏
訪
区
・
谷
浜
─

桑
取
区
の
六
区
に
は
北
部
ま
ち
づ
く
り
セ
ン
タ
ー
が
、
一
三
区
に
は
そ
れ
ぞ

れ
「
総
合
事
務
所
」
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。

旧
上
越
市
に
配
置
さ
れ
た
一
五
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
の
う
ち
、
高
田
区
に
は
大
手
町
・
東
本
町
・
南
本
町
・
大
町
・
高
田
西

の
五
小
学
校
が
、
新
道
区
に
は
富
岡
小
学
校
と
稲
田
小
学
校
が
、
金
谷
区
に
は
黒
田
小
学
校
と
飯
小
学
校
が
、
和
田
区
に
は
和
田
小
学
校

と
大
和
小
学
校
が
、
三
郷
区
に
は
三
郷
小
学
校
が
設
置
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
小
学
校
の
児
童
は
城
北
中
学
校
・
城
東
中
学
校
・
城
西

中
学
校
（
戸
野
目
小
学
校
区
の
一
部
を
含
む
）
に
進
学
す
る
。
津
有
区
に
は
戸
野
目
小
学
校
と
上
雲
寺
小
学
校
が
、
諏
訪
区
に
は
諏
訪
小
学

校
が
、
高
士
区
に
は
高
士
小
学
校
が
設
置
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
小
学
校
の
児
童
は
雄
志
中
学
校
に
進
学
す
る
。
春
日
区
に
は
春
日
小

学
校
と
高
志
小
学
校
と
春
日
中
学
校
が
置
か
れ
て
い
る
。
直
江
津
区
に
は
直
江
津
小
学
校
・
古
城
小
学
校
・
直
江
津
南
小
学
校
・
国
府
小

学
校
が
、
有
田
区
に
は
有
田
小
学
校
と
春
日
新
田
小
学
校
が
、
保
倉
区
に
は
保
倉
小
学
校
が
、
北
諏
訪
区
に
は
北
諏
訪
小
学
校
が
あ
り
、

こ
れ
ら
の
小
学
校
の
児
童
は
直
江
津
中
学
校
と
直
江
津
東
中
学
校
に
進
学
す
る
。
八
千
浦
区
に
は
八
千
浦
小
学
校
と
八
千
浦
中
学
校
が
谷

浜
・
桑
取
区
に
は
谷
浜
小
学
校
と
潮
陵
中
学
校
が
置
か
れ
て
い
る
。
高
田
区
・
金
谷
区
・
和
田
区
、
新
道
区
・
座
区
・
津
有
区
・
直
江
津

区
・
有
田
区
・
春
日
区
は
学
校
区
を
範
囲
と
し
た
地
域
自
治
区
で
は
な
い
が
、
三
郷
区
・
諏
訪
区
・
高
士
区
・
保
倉
区
・
北
諏
訪
区
は
小

（
一
二
九
六
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

二
七

学
校
区
を
、
八
千
浦
区
と
北
谷
浜
─

桑
取
区
は
小
学
校
と
中
学
校
の
学
区
を
範
囲
と
す
る
自
治
区
で
あ
る
。

編
入
地
域
に
設
定
さ
れ
た
一
三
区
で
は
、
安
塚
区
に
は
安
塚
小
学
校
と
安
塚
中
学
校
が
、
浦
川
原
区
に
は
浦
川
原
小
学
校
と
浦
川
原
中

学
校
が
、
大
島
区
に
は
大
島
小
学
校
と
大
島
中
学
校
が
、
牧
区
に
は
牧
小
学
校
と
牧
中
学
校
が
、
柿
崎
区
に
は
柿
崎
小
学
校
・
上
下
浜
小

学
校
・
下
黒
川
小
学
校
と
柿
崎
中
学
校
が
大
潟
区
に
は
大
潟
小
学
校
と
大
潟
中
学
校
が
、
頸
城
区
に
は
南
川
小
学
校
・
大
瀁
小
学
校
・
明

治
小
学
校
の
二
校
と
頸
城
中
学
校
が
、
吉
川
区
に
は
吉
川
小
学
校
と
吉
川
中
学
校
が
、
中
郷
区
に
は
中
郷
小
学
校
と
中
郷
中
学
校
が
、
板

倉
区
に
は
針
小
学
校
・
宮
嶋
小
学
校
・
山
部
小
学
校
・
豊
原
小
学
校
と
板
倉
中
学
校
が
、
清
里
区
に
は
清
里
小
学
校
と
清
里
中
学
校
が
、

三
和
区
に
は
里
公
小
学
校
・
上
杉
小
学
校
・
美
守
小
学
校
の
三
校
と
三
和
中
学
校
が
、
名
立
区
に
は
宝
田
小
学
校
と
名
立
中
学
校
が
置
か

れ
て
い
る
。
安
塚
区
、
浦
川
原
区
、
大
島
区
、
牧
区
、
大
潟
区
、
吉
川
区
、
中
郷
区
、
清
里
区
、
名
立
区
は
小
学
校
区
と
中
学
校
区
が
範

囲
と
な
っ
て
い
る
自
治
区
で
あ
り
、
柿
崎
区
、
頸
城
区
、
板
倉
区
、
三
和
区
は
中
学
校
区
が
範
囲
と
な
っ
て
い
る
自
治
区
で
あ
る
。
な
お
、

諏
訪
区
、
谷
浜
・
桑
取
区
、
浦
川
原
区
、
大
島
区
、
牧
区
、
柿
崎
区
、
頸
城
区
、
吉
川
区
、
中
郷
区
、
板
倉
区
、
清
里
区
、
三
和
区
、
名

立
区
は
「
小
さ
な
拠
点
」
で
も
あ
る

（
23
）

。

長
野
県
の
飯
田
市
は
、
二
〇
〇
五
年
一
〇
月
一
日
に
上
村
と
南
信
濃
村
を
編
入
し
て
拡
大
し
た
市
で
あ
る
。
飯
田
市
は
二
〇
〇
六
年
九

月
二
一
日
に
「
飯
田
市
地
域
自
治
区
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
」
等
を
制
定
し
、
翌
年
四
月
一
日
に
二
〇
の
地
域
自
治
区
と
地
域
協
議
会

を
設
置
し
た
。
地
域
自
治
区
の
事
務
所
は
「（
各
）
自
治
振
興
セ
ン
タ
ー
」
と
称
し
、
橋
北
・
橋
南
・
羽
場
・
丸
山
・
東
野
の
自
治
振
興

セ
ン
タ
ー
は
飯
田
市
大
久
保
町
二
五
三
四
に
配
置
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
鼎
地
域
自
治
区
を
除
く
残
り
の
一
四
自
治
振
興
セ
ン
タ
ー
は
公
民

館
と
同
じ
住
所
に
存
在
し
て
い
る
。
飯
田
市
の
公
民
館
は
社
会
教
育
機
関
と
し
て
教
育
委
員
会
の
管
轄
下
に
置
か
れ
て
い
る
。

橋
北
地
域
自
治
区
に
は
浜
井
場
小
学
校
が
、
橋
南
地
域
自
治
区
に
は
追
手
町
小
学
校
が
置
か
れ
、
二
つ
の
小
学
校
の
児
童
は
飯
田
東
中

（
一
二
九
七
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

二
七

学
校
区
を
、
八
千
浦
区
と
北
谷
浜
─

桑
取
区
は
小
学
校
と
中
学
校
の
学
区
を
範
囲
と
す
る
自
治
区
で
あ
る
。

編
入
地
域
に
設
定
さ
れ
た
一
三
区
で
は
、
安
塚
区
に
は
安
塚
小
学
校
と
安
塚
中
学
校
が
、
浦
川
原
区
に
は
浦
川
原
小
学
校
と
浦
川
原
中

学
校
が
、
大
島
区
に
は
大
島
小
学
校
と
大
島
中
学
校
が
、
牧
区
に
は
牧
小
学
校
と
牧
中
学
校
が
、
柿
崎
区
に
は
柿
崎
小
学
校
・
上
下
浜
小

学
校
・
下
黒
川
小
学
校
と
柿
崎
中
学
校
が
大
潟
区
に
は
大
潟
小
学
校
と
大
潟
中
学
校
が
、
頸
城
区
に
は
南
川
小
学
校
・
大
瀁
小
学
校
・
明

治
小
学
校
の
二
校
と
頸
城
中
学
校
が
、
吉
川
区
に
は
吉
川
小
学
校
と
吉
川
中
学
校
が
、
中
郷
区
に
は
中
郷
小
学
校
と
中
郷
中
学
校
が
、
板

倉
区
に
は
針
小
学
校
・
宮
嶋
小
学
校
・
山
部
小
学
校
・
豊
原
小
学
校
と
板
倉
中
学
校
が
、
清
里
区
に
は
清
里
小
学
校
と
清
里
中
学
校
が
、

三
和
区
に
は
里
公
小
学
校
・
上
杉
小
学
校
・
美
守
小
学
校
の
三
校
と
三
和
中
学
校
が
、
名
立
区
に
は
宝
田
小
学
校
と
名
立
中
学
校
が
置
か

れ
て
い
る
。
安
塚
区
、
浦
川
原
区
、
大
島
区
、
牧
区
、
大
潟
区
、
吉
川
区
、
中
郷
区
、
清
里
区
、
名
立
区
は
小
学
校
区
と
中
学
校
区
が
範

囲
と
な
っ
て
い
る
自
治
区
で
あ
り
、
柿
崎
区
、
頸
城
区
、
板
倉
区
、
三
和
区
は
中
学
校
区
が
範
囲
と
な
っ
て
い
る
自
治
区
で
あ
る
。
な
お
、

諏
訪
区
、
谷
浜
・
桑
取
区
、
浦
川
原
区
、
大
島
区
、
牧
区
、
柿
崎
区
、
頸
城
区
、
吉
川
区
、
中
郷
区
、
板
倉
区
、
清
里
区
、
三
和
区
、
名

立
区
は
「
小
さ
な
拠
点
」
で
も
あ
る

（
23
）

。

長
野
県
の
飯
田
市
は
、
二
〇
〇
五
年
一
〇
月
一
日
に
上
村
と
南
信
濃
村
を
編
入
し
て
拡
大
し
た
市
で
あ
る
。
飯
田
市
は
二
〇
〇
六
年
九

月
二
一
日
に
「
飯
田
市
地
域
自
治
区
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
」
等
を
制
定
し
、
翌
年
四
月
一
日
に
二
〇
の
地
域
自
治
区
と
地
域
協
議
会

を
設
置
し
た
。
地
域
自
治
区
の
事
務
所
は
「（
各
）
自
治
振
興
セ
ン
タ
ー
」
と
称
し
、
橋
北
・
橋
南
・
羽
場
・
丸
山
・
東
野
の
自
治
振
興

セ
ン
タ
ー
は
飯
田
市
大
久
保
町
二
五
三
四
に
配
置
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
鼎
地
域
自
治
区
を
除
く
残
り
の
一
四
自
治
振
興
セ
ン
タ
ー
は
公
民

館
と
同
じ
住
所
に
存
在
し
て
い
る
。
飯
田
市
の
公
民
館
は
社
会
教
育
機
関
と
し
て
教
育
委
員
会
の
管
轄
下
に
置
か
れ
て
い
る
。

橋
北
地
域
自
治
区
に
は
浜
井
場
小
学
校
が
、
橋
南
地
域
自
治
区
に
は
追
手
町
小
学
校
が
置
か
れ
、
二
つ
の
小
学
校
の
児
童
は
飯
田
東
中

（
一
二
九
七
）
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二
八

学
校
に
進
学
す
る
。
羽
場
地
域
自
治
区
の
児
童
は
自
治
区
外
の
追
手
町
小
学
校
と
丸
山
小
学
校
に
通
学
す
る
。
丸
山
地
域
自
治
区
に
は
丸

山
小
学
校
が
置
か
れ
、
児
童
は
飯
田
西
中
学
校
に
進
学
す
る
。
東
野
地
域
自
治
区
の
児
童
も
区
外
の
浜
井
場
小
学
校
と
追
手
町
小
学
校
と

丸
山
小
学
校
に
通
学
し
、
飯
田
東
中
学
校
と
飯
田
西
中
学
校
に
進
学
す
る
。
座
光
寺
地
域
自
治
区
の
児
童
は
坐
光
寺
小
学
校
に
、
上
郷
地

域
自
治
区
の
児
童
は
上
郷
小
学
校
通
学
し
、
と
も
に
高
陵
中
学
校
に
進
学
す
る
。
松
尾
地
域
自
治
区
の
児
童
は
松
尾
小
学
校
に
、
竜
丘
地

域
自
治
区
の
児
童
は
竜
丘
小
学
校
に
通
学
し
、
と
も
に
緑
ヶ
丘
中
学
校
に
進
学
す
る
。
下
久
堅
地
域
自
治
区
の
児
童
は
下
久
堅
小
学
校
か

ら
区
外
の
緑
ヶ
丘
中
学
校
と
竜
狭
中
学
校
に
進
学
す
る
。
上
久
堅
地
域
自
治
区
の
児
童
は
上
久
堅
小
学
校
に
、
千
代
地
域
自
治
区
の
児
童

は
千
代
小
学
校
に
通
学
し
、
と
も
に
竜
東
中
学
校
に
進
学
す
る
。
龍
江
地
域
自
治
区
の
児
童
は
龍
江
小
学
校
と
区
外
の
千
代
小
学
校
に
通

学
し
、
区
外
の
龍
東
中
学
校
と
竜
狭
中
学
校
に
進
学
す
る
。
川
路
地
域
自
治
区
の
児
童
は
川
路
小
学
校
に
、
三
穂
地
域
自
治
区
の
児
童
は

三
穂
小
学
校
に
通
学
し
、
と
も
に
竜
狭
中
学
校
に
進
学
す
る
。
山
本
地
域
自
治
区
の
児
童
は
山
本
小
学
校
に
、
伊
賀
良
地
域
自
治
区
の
児

童
は
伊
賀
良
小
学
校
に
通
学
し
、
と
も
に
旭
ヶ
丘
中
学
校
に
進
学
す
る
。
鼎
地
域
自
治
区
の
児
童
は
鼎
小
学
校
に
通
学
し
鼎
中
学
校
に
進

学
す
る
。
上
村
地
域
自
治
区
の
児
童
は
上
村
小
学
校
に
、
南
信
濃
地
域
自
治
区
の
児
童
は
和
田
小
学
校
に
通
学
し
、
と
も
に
遠
山
中
学
校

に
進
学
す
る
。
若
干
の
例
外
は
あ
る
も
の
の
、
飯
田
市
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
ほ
ぼ
小
学
校
区
を
範
囲
と
し
て
設
定
さ
れ
て
い

る
と
い
え
る

（
24
）

。

伊
那
市
は
、
二
〇
〇
六
年
三
月
三
一
日
に
伊
那
市
と
高
遠
町
と
長
谷
村
が
合
併
し
て
新
設
さ
れ
た
新
し
い
市
で
あ
る
。
二
〇
〇
五
年
三

月
三
一
日
制
定
の
「
伊
那
市
、
上
伊
那
郡
高
遠
町
及
び
同
郡
長
谷
村
の
配
置
分
合
に
伴
う
地
域
自
治
区
の
設
置
に
関
す
る
協
議
」
に
よ
り
、

合
併
時
に
高
遠
町
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
と
長
谷
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
が
設
置
さ
れ
た
。
翌
年
一
〇
月
一
日
に
旧
伊
那
市
に
七

つ
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
が
設
置
さ
れ
、
二
〇
一
六
年
四
月
一
日
に
九
の
地
域
自
治
区
（
合
併
特
例
）
を
全
て
地
方
自
治
法
に
よ
る

（
一
二
九
八
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

二
九

地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
へ
移
行
し
た
。
伊
那
地
域
自
治
区
に
は
伊
那
小
学
校
・
伊
那
東
小
学
校
・
伊
那
北
小
学
校
・
伊
那
西
小
学
校

と
伊
那
中
学
校
・
東
部
中
学
校
が
、
美
篶
地
域
自
治
区
に
は
美
篶
小
学
校
が
、
手
良
地
域
自
治
区
に
は
手
良
小
学
校
が
置
か
れ
、
児
童
は

東
部
中
学
校
に
進
学
す
る
。
富
県
地
域
自
治
区
に
は
富
県
小
学
校
と
新
山
小
学
校
が
置
か
れ
、
児
童
は
区
外
の
東
部
中
学
校
と
春
富
中
学

校
に
進
学
す
る
。
東
春
近
地
域
自
治
区
に
は
東
春
近
小
学
校
が
、
西
春
近
地
域
自
治
区
に
は
西
春
近
北
小
学
校
と
西
春
近
南
小
学
校
が
置

か
れ
、
春
富
中
学
校
に
進
学
す
る
。
西
箕
輪
地
域
自
治
区
に
は
西
箕
輪
小
学
校
と
西
箕
輪
中
学
校
が
、
高
遠
町
地
域
自
治
区
に
は
高
遠
小

学
校
・
高
遠
北
小
学
校
と
高
遠
中
学
校
が
置
か
れ
、
長
谷
地
域
に
は
長
谷
小
学
校
と
長
谷
中
学
校
が
置
か
れ
て
い
る
。
地
域
自
治
区
（
一

般
制
度
）
と
学
校
区
に
若
干
の
齟
齬
が
見
ら
れ
る
。
な
お
長
谷
地
域
自
治
区
は
「
小
さ
な
拠
点
」
で
あ
る

（
25
）

。

愛
知
県
の
豊
田
市
は
、
二
〇
〇
五
年
四
月
一
日
に
藤
岡
町
、
小
原
村
、
足
助
町
、
下
山
村
、
朝
日
町
、
稲
武
町
を
編
入
し
市
域
を
拡
大

し
た
。
編
入
後
の
九
月
三
〇
日
に
豊
田
市
は
、
改
正
さ
れ
た
地
方
自
治
法
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
の
導
入
を
目
的
に
「
豊
田
市
地

域
自
治
区
条
例
」
を
制
定
し
、
一
二
の
地
域
自
治
区
を
設
定
し
た
。
豊
田
市
の
地
域
自
治
区
の
特
色
は
、
各
地
域
自
治
区
に
複
数
の
中
学

校
を
有
す
る
場
合
に
は
「
代
表
者
会
議
」
を
設
置
し
、
そ
の
下
の
各
中
学
校
に
あ
わ
せ
て
地
域
会
議
を
配
置
し
た
点
に
あ
る
。
ま
さ
に
中

学
校
区
を
単
位
に
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
行
政
を
展
開
す
る
こ
と
に
し
た
の
で
あ
る
。

拳
母
地
域
自
治
区
で
は
、
挙
母
代
表
者
会
議
の
下
に
逢
妻
・
旭
ヶ
丘
・
梅
坪
台
・
浄
水
・
崇
化
館
・
豊
南
の
各
地
域
会
議
（
各
中
学
校

区
）
を
、
高
橋
地
域
自
治
区
で
は
、
高
橋
代
表
者
会
議
の
下
に
高
橋
・
益
富
・
美
郷
の
各
地
域
会
議
（
各
中
学
校
区
）
を
、
上
郷
地
域
自
治

区
で
は
、
上
郷
代
表
者
会
議
の
下
に
上
郷
・
末
野
原
の
各
地
域
会
議
（
各
中
学
校
区
）
を
、
高
岡
地
域
自
治
区
で
は
、
高
岡
代
表
者
会
議

の
下
に
前
林
・
龍
神
・
若
園
・
若
林
（
高
岡
中
学
校
区
）
の
各
地
域
会
議
（
各
中
学
校
区
）
を
、
猿
投
地
域
自
治
区
で
は
、
猿
投
代
表
者
会

議
の
下
に
井
郷
・
石
野
・
猿
投
・
猿
投
台
・
保
見
の
各
地
域
会
議
（
各
中
学
校
区
）
を
、
松
平
地
域
自
治
区
で
は
、
松
平
地
域
会
議
（
中
学

（
一
二
九
九
）
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二
九

地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
へ
移
行
し
た
。
伊
那
地
域
自
治
区
に
は
伊
那
小
学
校
・
伊
那
東
小
学
校
・
伊
那
北
小
学
校
・
伊
那
西
小
学
校

と
伊
那
中
学
校
・
東
部
中
学
校
が
、
美
篶
地
域
自
治
区
に
は
美
篶
小
学
校
が
、
手
良
地
域
自
治
区
に
は
手
良
小
学
校
が
置
か
れ
、
児
童
は

東
部
中
学
校
に
進
学
す
る
。
富
県
地
域
自
治
区
に
は
富
県
小
学
校
と
新
山
小
学
校
が
置
か
れ
、
児
童
は
区
外
の
東
部
中
学
校
と
春
富
中
学

校
に
進
学
す
る
。
東
春
近
地
域
自
治
区
に
は
東
春
近
小
学
校
が
、
西
春
近
地
域
自
治
区
に
は
西
春
近
北
小
学
校
と
西
春
近
南
小
学
校
が
置

か
れ
、
春
富
中
学
校
に
進
学
す
る
。
西
箕
輪
地
域
自
治
区
に
は
西
箕
輪
小
学
校
と
西
箕
輪
中
学
校
が
、
高
遠
町
地
域
自
治
区
に
は
高
遠
小

学
校
・
高
遠
北
小
学
校
と
高
遠
中
学
校
が
置
か
れ
、
長
谷
地
域
に
は
長
谷
小
学
校
と
長
谷
中
学
校
が
置
か
れ
て
い
る
。
地
域
自
治
区
（
一

般
制
度
）
と
学
校
区
に
若
干
の
齟
齬
が
見
ら
れ
る
。
な
お
長
谷
地
域
自
治
区
は
「
小
さ
な
拠
点
」
で
あ
る

（
25
）

。

愛
知
県
の
豊
田
市
は
、
二
〇
〇
五
年
四
月
一
日
に
藤
岡
町
、
小
原
村
、
足
助
町
、
下
山
村
、
朝
日
町
、
稲
武
町
を
編
入
し
市
域
を
拡
大

し
た
。
編
入
後
の
九
月
三
〇
日
に
豊
田
市
は
、
改
正
さ
れ
た
地
方
自
治
法
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
の
導
入
を
目
的
に
「
豊
田
市
地

域
自
治
区
条
例
」
を
制
定
し
、
一
二
の
地
域
自
治
区
を
設
定
し
た
。
豊
田
市
の
地
域
自
治
区
の
特
色
は
、
各
地
域
自
治
区
に
複
数
の
中
学

校
を
有
す
る
場
合
に
は
「
代
表
者
会
議
」
を
設
置
し
、
そ
の
下
の
各
中
学
校
に
あ
わ
せ
て
地
域
会
議
を
配
置
し
た
点
に
あ
る
。
ま
さ
に
中

学
校
区
を
単
位
に
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
行
政
を
展
開
す
る
こ
と
に
し
た
の
で
あ
る
。

拳
母
地
域
自
治
区
で
は
、
挙
母
代
表
者
会
議
の
下
に
逢
妻
・
旭
ヶ
丘
・
梅
坪
台
・
浄
水
・
崇
化
館
・
豊
南
の
各
地
域
会
議
（
各
中
学
校

区
）
を
、
高
橋
地
域
自
治
区
で
は
、
高
橋
代
表
者
会
議
の
下
に
高
橋
・
益
富
・
美
郷
の
各
地
域
会
議
（
各
中
学
校
区
）
を
、
上
郷
地
域
自
治

区
で
は
、
上
郷
代
表
者
会
議
の
下
に
上
郷
・
末
野
原
の
各
地
域
会
議
（
各
中
学
校
区
）
を
、
高
岡
地
域
自
治
区
で
は
、
高
岡
代
表
者
会
議

の
下
に
前
林
・
龍
神
・
若
園
・
若
林
（
高
岡
中
学
校
区
）
の
各
地
域
会
議
（
各
中
学
校
区
）
を
、
猿
投
地
域
自
治
区
で
は
、
猿
投
代
表
者
会

議
の
下
に
井
郷
・
石
野
・
猿
投
・
猿
投
台
・
保
見
の
各
地
域
会
議
（
各
中
学
校
区
）
を
、
松
平
地
域
自
治
区
で
は
、
松
平
地
域
会
議
（
中
学

（
一
二
九
九
）



政
経
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　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

三
〇

校
区
）
を
、
藤
岡
地
域
自
治
区
で
は
、
藤
岡
代
表
者
会
議
の
下
に
藤
岡
・
藤
岡
南
の
各
地
域
会
議
（
各
中
学
校
区
）
を
、
小
原
地
域
自
治
区

に
は
小
原
地
域
会
議
（
中
学
校
区
）
を
、
足
助
地
域
自
治
区
に
は
足
助
地
域
会
議
（
中
学
校
区
）
を
、
下
山
地
域
自
治
区
に
は
下
山
地
域
会

議
（
中
学
校
区
）
を
、
旭
地
域
自
治
区
に
は
旭
地
域
会
議
（
中
学
校
区
）
を
、
稲
武
地
域
自
治
区
に
は
稲
武
地
域
会
議
（
中
学
校
区
）
を
置
い

て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
豊
田
市
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
、
全
中
学
校
区
を
対
象
に
設
置
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
に
大
き
な
特
徴
が

認
め
ら
れ
る
。
ま
た
編
入
し
た
四
町
・
二
村
の
六
町
村
を
対
象
に
中
学
校
区
で
設
置
さ
れ
た
藤
岡
地
域
自
治
区
、
小
原
地
域
自
治
区
、
足

助
地
域
自
治
区
、
下
山
地
域
自
治
区
、
旭
地
域
自
治
区
、
稲
武
地
域
自
治
区
の
六
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
す
べ
て
「
小
さ
な
拠

点
」
に
も
指
定
さ
れ
て
い
る

（
26
）

。

新
城
市
は
、
二
〇
〇
五
年
一
〇
月
一
日
に
新
城
市
、
鳳
来
町
、
作
手
村
の
合
併
に
よ
っ
て
新
設
さ
れ
た
市
で
あ
る
。
合
併
期
に
市
は

「
市
内
を
一
五
の
区
域
に
分
け
、
区
域
ご
と
に
副
課
長
級
以
上
の
管
理
職
職
員
を
「
地
域
担
当
」
と
し
て
複
数
名
配
置
し
、
地
域
の
ま
ち

づ
く
り
を
支
援
」（
愛
知
県
Ｈ
Ｐ
）
し
て
き
た
。
合
併
か
ら
七
年
半
後
の
二
〇
一
二
（
平
成
二
四
）
年
一
二
月
二
〇
日
に
「
新
城
市
地
域
自

治
区
条
例
」
制
定
を
制
定
し
、
市
内
に
一
〇
の
「
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）」
と
「
地
域
協
議
会
」
を
設
置
し
た
。
新
城
地
域
自
治
区
の

新
城
小
学
校
と
、
舟
着
地
域
自
治
区
の
舟
着
小
学
校
の
生
徒
は
新
城
中
学
校
に
進
学
す
る
。
千
郷
地
域
自
治
区
に
は
千
郷
小
学
校
と
千
郷

中
学
校
が
置
か
れ
て
い
る
。
東
郷
地
域
自
治
区
に
は
東
郷
西
小
学
校
・
東
郷
東
小
学
校
と
東
郷
中
学
校
が
、
八
名
地
域
自
治
区
に
は
八
名

小
学
校
・
庭
野
小
学
校
と
八
名
中
学
校
が
置
か
れ
て
い
る
。
鳳
来
中
部
地
域
自
治
区
の
鳳
来
中
部
小
学
校
と
、
鳳
来
南
部
地
域
自
治
区
の

黄
柳
川
小
学
校
と
、
鳳
来
北
西
部
地
域
自
治
区
の
鳳
来
寺
小
学
校
と
、
鳳
来
東
部
地
域
自
治
区
の
鳳
来
東
小
学
校
・
東
陽
小
学
校
の
児
童

は
鳳
来
中
学
校
に
進
学
す
る
。
作
手
地
域
自
治
区
に
は
作
手
小
学
校
と
作
手
中
学
校
が
置
か
れ
て
い
る
。
新
城
市
の
地
域
自
治
区
は
お
お

む
ね
小
学
校
区
と
中
学
校
区
を
対
象
に
し
て
設
定
さ
れ
て
い
る

（
27
）

。

（
一
三
〇
〇
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

三
一

宮
崎
県
宮
崎
市
は
、
二
〇
〇
六
年
一
月
一
日
に
佐
土
原
町
と
田
野
町
と
高
岡
町
を
、
二
〇
一
〇
年
三
月
二
三
日
に
清
武
町
を
編
入
し
、

区
域
を
拡
大
さ
せ
た
市
で
あ
る
。
合
併
を
機
に
旧
宮
崎
市
内
に
地
域
協
議
会
と
地
域
自
治
区
の
事
務
所
を
有
す
る
一
五
の
地
域
自
治
区
を

置
き
、
地
域
セ
ン
タ
ー
に
地
域
事
務
所
を
配
置
し
た
。
合
併
町
域
の
旧
佐
土
原
町
、
旧
田
野
町
、
旧
高
岡
町
の
区
域
に
は
合
併
特
例
区
を

設
置
し
た
。
こ
れ
ら
合
併
特
例
区
は
二
〇
一
一
（
平
成
二
三
）
年
一
月
に
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
と
な
っ
た
。
宮
崎
市
は
地
域
自
治
の

拡
充
を
目
的
の
一
つ
と
し
て
二
〇
〇
九
（
平
成
二
一
）
年
に
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
税
を
導
入
し
て
い
る
。
同
年
に
大
宮
地
域
自
治
区
を
大

宮
地
域
自
治
区
と
東
大
宮
地
域
自
治
区
に
分
離
さ
せ
た
。
二
〇
一
〇
年
三
月
に
清
武
町
を
編
入
し
て
清
武
町
合
併
特
例
区
を
設
置
し
、

二
〇
一
五
（
平
成
二
七
）
年
に
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
に
移
行
さ
せ
た
。
ま
た
二
〇
一
〇
年
六
月
に
は
大
塚
台
・
生
目
台
地
域
自
治
区

が
分
離
し
、
大
塚
台
地
域
自
治
区
と
生
目
台
地
域
自
治
区
に
な
っ
た
。
二
〇
一
六
（
平
成
二
八
）
年
四
月
に
赤
江
地
域
自
治
区
が
赤
江
地

域
自
治
区
と
本
郷
地
域
自
治
区
に
分
離
し
、
宮
崎
市
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
二
二
区
と
な
っ
た
。

各
地
域
の
小
中
学
校
区
と
の
関
係
を
見
る
と
以
下
の
よ
う
に
な
る
。
中
央
東
地
域
自
治
区
の
江
平
小
学
校
・
宮
崎
小
学
校
と
、
檍
地
域

自
治
区
の
潮
見
小
学
校
・
宮
崎
港
小
学
校
・
檍
小
学
校
・
檍
北
小
学
校
の
児
童
は
、
宮
崎
東
中
学
校
・
宮
崎
中
学
校
・
檍
中
学
校
に
進
学

す
る
。
中
央
西
地
域
自
治
区
の
西
池
小
学
校
と
小
戸
地
域
自
治
区
の
小
戸
小
学
校
の
児
童
は
宮
崎
西
中
学
校
に
、
大
宮
地
域
自
治
区
の
大

宮
小
学
校
と
池
内
小
学
校
の
児
童
は
大
宮
中
学
校
に
進
学
す
る
。
東
大
宮
地
域
自
治
区
の
東
大
宮
小
学
校
・
宮
崎
東
小
学
校
と
、
住
吉
地

域
自
治
区
の
住
吉
南
小
学
校
・
住
吉
小
学
校
の
児
童
は
東
大
宮
中
学
校
と
住
吉
中
学
校
に
進
学
す
る
。
大
淀
地
域
自
治
区
の
大
淀
小
学

校
・
古
城
小
学
校
と
、
赤
江
地
域
自
治
区
の
恒
久
小
学
校
・
宮
崎
南
小
学
校
・
赤
江
小
学
校
の
児
童
は
大
淀
中
学
校
・
赤
江
中
学
校
・
赤

江
東
中
学
校
に
進
学
す
る
。
大
塚
地
域
自
治
区
の
大
塚
小
学
校
と
江
南
小
学
校
の
児
童
は
大
塚
中
学
校
に
、
生
目
台
地
域
自
治
区
の
生
目

台
東
小
学
校
と
生
目
台
西
小
学
校
の
児
童
は
生
目
台
中
学
校
に
、
本
郷
地
域
自
治
区
の
国
富
小
学
校
と
本
郷
小
学
校
の
児
童
は
本
郷
中
学

（
一
三
〇
一
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

三
一

宮
崎
県
宮
崎
市
は
、
二
〇
〇
六
年
一
月
一
日
に
佐
土
原
町
と
田
野
町
と
高
岡
町
を
、
二
〇
一
〇
年
三
月
二
三
日
に
清
武
町
を
編
入
し
、

区
域
を
拡
大
さ
せ
た
市
で
あ
る
。
合
併
を
機
に
旧
宮
崎
市
内
に
地
域
協
議
会
と
地
域
自
治
区
の
事
務
所
を
有
す
る
一
五
の
地
域
自
治
区
を

置
き
、
地
域
セ
ン
タ
ー
に
地
域
事
務
所
を
配
置
し
た
。
合
併
町
域
の
旧
佐
土
原
町
、
旧
田
野
町
、
旧
高
岡
町
の
区
域
に
は
合
併
特
例
区
を

設
置
し
た
。
こ
れ
ら
合
併
特
例
区
は
二
〇
一
一
（
平
成
二
三
）
年
一
月
に
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
と
な
っ
た
。
宮
崎
市
は
地
域
自
治
の

拡
充
を
目
的
の
一
つ
と
し
て
二
〇
〇
九
（
平
成
二
一
）
年
に
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
税
を
導
入
し
て
い
る
。
同
年
に
大
宮
地
域
自
治
区
を
大

宮
地
域
自
治
区
と
東
大
宮
地
域
自
治
区
に
分
離
さ
せ
た
。
二
〇
一
〇
年
三
月
に
清
武
町
を
編
入
し
て
清
武
町
合
併
特
例
区
を
設
置
し
、

二
〇
一
五
（
平
成
二
七
）
年
に
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
に
移
行
さ
せ
た
。
ま
た
二
〇
一
〇
年
六
月
に
は
大
塚
台
・
生
目
台
地
域
自
治
区

が
分
離
し
、
大
塚
台
地
域
自
治
区
と
生
目
台
地
域
自
治
区
に
な
っ
た
。
二
〇
一
六
（
平
成
二
八
）
年
四
月
に
赤
江
地
域
自
治
区
が
赤
江
地

域
自
治
区
と
本
郷
地
域
自
治
区
に
分
離
し
、
宮
崎
市
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
二
二
区
と
な
っ
た
。

各
地
域
の
小
中
学
校
区
と
の
関
係
を
見
る
と
以
下
の
よ
う
に
な
る
。
中
央
東
地
域
自
治
区
の
江
平
小
学
校
・
宮
崎
小
学
校
と
、
檍
地
域

自
治
区
の
潮
見
小
学
校
・
宮
崎
港
小
学
校
・
檍
小
学
校
・
檍
北
小
学
校
の
児
童
は
、
宮
崎
東
中
学
校
・
宮
崎
中
学
校
・
檍
中
学
校
に
進
学

す
る
。
中
央
西
地
域
自
治
区
の
西
池
小
学
校
と
小
戸
地
域
自
治
区
の
小
戸
小
学
校
の
児
童
は
宮
崎
西
中
学
校
に
、
大
宮
地
域
自
治
区
の
大

宮
小
学
校
と
池
内
小
学
校
の
児
童
は
大
宮
中
学
校
に
進
学
す
る
。
東
大
宮
地
域
自
治
区
の
東
大
宮
小
学
校
・
宮
崎
東
小
学
校
と
、
住
吉
地

域
自
治
区
の
住
吉
南
小
学
校
・
住
吉
小
学
校
の
児
童
は
東
大
宮
中
学
校
と
住
吉
中
学
校
に
進
学
す
る
。
大
淀
地
域
自
治
区
の
大
淀
小
学

校
・
古
城
小
学
校
と
、
赤
江
地
域
自
治
区
の
恒
久
小
学
校
・
宮
崎
南
小
学
校
・
赤
江
小
学
校
の
児
童
は
大
淀
中
学
校
・
赤
江
中
学
校
・
赤

江
東
中
学
校
に
進
学
す
る
。
大
塚
地
域
自
治
区
の
大
塚
小
学
校
と
江
南
小
学
校
の
児
童
は
大
塚
中
学
校
に
、
生
目
台
地
域
自
治
区
の
生
目

台
東
小
学
校
と
生
目
台
西
小
学
校
の
児
童
は
生
目
台
中
学
校
に
、
本
郷
地
域
自
治
区
の
国
富
小
学
校
と
本
郷
小
学
校
の
児
童
は
本
郷
中
学

（
一
三
〇
一
）
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三
二

校
に
進
学
す
る
。
木
花
地
域
自
治
区
の
木
花
小
学
校
・
鏡
洲
小
学
校
・
学
園
木
花
台
小
学
校
の
児
童
は
木
花
中
学
校
へ
、
青
島
地
域
自
治

区
の
青
島
小
学
校
と
内
海
小
学
校
の
児
童
は
青
島
中
学
校
に
進
学
す
る
。
大
塚
台
地
域
自
治
区
の
宮
崎
西
小
学
校
、
生
目
地
域
自
治
区
の

生
目
小
学
校
、
小
松
台
地
域
自
治
区
の
小
松
台
小
学
校
の
児
童
は
生
目
南
中
学
校
と
生
目
中
学
校
に
進
学
す
る
。
北
地
域
自
治
区
の
瓜
生

野
小
学
校
と
岡
倉
小
学
校
の
児
童
は
宮
崎
北
中
学
校
に
進
学
す
る
。

編
入
さ
れ
た
地
域
に
設
置
さ
れ
た
佐
土
原
地
域
自
治
区
に
は
、
佐
土
原
小
学
校
・
那
珂
小
学
校
・
広
瀬
小
学
校
・
広
瀬
北
小
学
校
・
広

瀬
西
小
学
校
と
佐
土
原
中
学
校
・
広
瀬
中
学
校
・
久
峰
中
学
校
が
置
か
れ
て
い
る
。
田
野
地
域
自
治
区
に
は
田
野
小
学
校
・
七
野
小
学
校

と
田
野
中
学
校
が
置
か
れ
て
い
る
。
高
岡
地
域
自
治
区
に
は
高
岡
小
学
校
・
穆
佐
小
学
校
と
高
岡
中
学
校
が
、
清
武
地
域
自
治
区
に
は
清

武
小
学
校
・
大
久
保
小
学
校
・
加
納
小
学
校
と
清
武
中
学
校
・
加
納
中
学
校
が
置
か
れ
て
い
る
。
宮
崎
市
の
地
域
自
治
区
は
四
〇
万
人
を

超
え
る
人
口
が
集
中
し
て
い
る
こ
と
か
ら
学
校
数
も
多
く
地
域
自
治
区
と
小
学
校
区
が
重
な
っ
て
い
る
も
の
は
五
地
域
自
治
区
、
地
域
自

治
区
と
中
学
校
区
が
重
な
っ
て
い
る
も
の
は
九
地
域
自
治
区
で
あ
り
、
他
の
八
地
域
は
複
数
の
学
校
区
を
抱
え
て
い
る

（
28
）

。

五
　
小
さ
な
拠
点
を
中
心
に
見
た
今
後
の
日
本
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
行
政
の
あ
る
べ
き
姿

平
成
の
大
合
併
を
足
掛
か
り
に
日
本
で
は
、
第
二
七
次
地
方
制
度
調
査
会
の
答
申
を
受
け
て
効
率
性
を
求
め
る
広
域
行
政
化
の
推
進

（
団
体
自
治
）
と
合
わ
せ
て
、
身
近
な
行
政
い
わ
ゆ
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
行
政
の
推
進
（
住
民
自
治
）
を
前
提
と
し
た
地
域
自
治
組
織
の
改
革

に
向
け
た
地
方
自
治
法
の
改
正
が
行
わ
れ
、
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
が
誕
生
し
た
。
現
存
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
ま
だ
八
の

道
と
県
（
都
道
府
県
の
一
七
％
）
の
一
三
市
町
（
一
七
四
一
市
区
町
村
の
七
％
強
）
に
一
二
八
自
治
区
し
か
存
在
し
て
い
な
い
。
そ
れ
ら
を
小

学
校
区
と
中
学
校
区
を
対
象
に
分
類
す
る
と
、
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
に
一
つ
ず
つ
の
小
学
校
と
中
学
校
が
存
在
し
て
い
る
も
の
が

（
一
三
〇
二
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

三
三

二
九
（
二
二
・
六
％
）、
小
学
校
区
と
同
じ
区
域
の
も
の
が
三
六
（
二
八
・
一
％
）、
中
学
校
と
同
じ
区
域
の
も
の
が
三
〇
（
二
三
・
四
％
）、
そ
の

他
が
三
三
（
二
五
・
八
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

そ
の
他
の
中
の
豊
田
市
の
六
の
自
治
区
に
は
、
自
治
区
内
に
あ
る
中
学
校
区
を
対
象
に
二
二
の
地
域
会
議
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。
他
の

地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
が
小
学
校
区
か
中
学
校
区
を
対
象
に
し
て
い
る
こ
と
か
ら
判
断
す
る
と
、
豊
田
区
の
各
地
域
会
議
（
中
学
校

区
）
は
、
他
の
都
道
府
県
の
市
町
村
の
一
つ
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
に
類
似
し
た
も
の
と
み
な
す
こ
と
が
可
能
と
な
る
。
そ
う
し

た
場
合
に
は
現
存
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
全
体
で
一
五
五
の
区
域
と
な
り
、
中
学
校
区
と
同
じ
圏
域
の
も
の
が
五
二
と
な
り
、

全
体
の
ほ
ぼ
三
分
の
一
と
い
う
こ
と
に
な
る

（
29
）

。

こ
の
よ
う
に
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
、
小
学
校
区
が
単
位
と
な
っ
て
い
る
も
の
が
累
計
で
六
五
区
、
中
学
校
区
が
単
位
と
な
っ

て
い
る
も
の
が
八
八
区
、
い
ず
れ
に
も
属
さ
な
い
も
の
が
二
七
区
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
特
に
少
子
化
の
進
む
日
本
に
あ
っ
て
は
、
今
後
、

一
つ
の
小
学
校
区
と
一
つ
の
中
学
校
区
し
か
存
在
し
な
い
地
区
の
増
加
、
あ
る
い
は
複
数
の
小
学
校
の
児
童
が
一
つ
の
中
学
校
に
進
学
す

る
ケ
ー
ス
が
増
加
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
住
民
の
日
常
生
活
圏
や
日
常
社
会
生
活
圏
を
住
民
自
治
の
基
本
的
な
単
位
と
す
る
の
で
あ
れ
ば
、

ま
さ
に
小
学
校
区
か
中
学
校
区
を
単
位
に
区
域
を
設
定
す
る
必
要
が
あ
る
。

他
方
、
地
域
格
差
が
強
調
さ
れ
て
き
て
い
る
現
代
社
会
に
あ
っ
て
は
、「
小
さ
な
拠
点
」
や
「
地
域
運
営
組
織
」
を
通
じ
て
、
中
山
間

地
を
中
心
と
す
る
消
滅
可
能
性
都
市
や
限
界
集
落
等
へ
の
対
応
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
地
域
運
営
組
織
の
組
織
形
態
に
つ
い
て
総
務
省
は
、

「
地
域
の
暮
ら
し
を
守
る
た
め
、
地
域
で
暮
ら
す
人
々
が
中
心
と
な
っ
て
形
成
さ
れ
、
地
域
内
の
様
々
な
関
係
主
体
が
參
加
す
る
協
議
組

織
が
定
め
た
地
域
経
営
の
指
針
に
基
づ
き
、
地
域
課
題
の
解
決
に
向
け
た
取
組
を
持
続
的
に
実
践
す
る
組
織
」
で
あ
り
、
地
域
運
営
組
織

の
組
織
形
態
と
し
て
は
、
協
議
機
能
と
実
行
機
能
を
同
一
の
組
織
が
併
せ
持
つ
も
の
（
一
体
型
）
や
、
協
議
機
能
を
持
つ
組
織
か
ら
実
行

（
一
三
〇
三
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

三
三

二
九
（
二
二
・
六
％
）、
小
学
校
区
と
同
じ
区
域
の
も
の
が
三
六
（
二
八
・
一
％
）、
中
学
校
と
同
じ
区
域
の
も
の
が
三
〇
（
二
三
・
四
％
）、
そ
の

他
が
三
三
（
二
五
・
八
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

そ
の
他
の
中
の
豊
田
市
の
六
の
自
治
区
に
は
、
自
治
区
内
に
あ
る
中
学
校
区
を
対
象
に
二
二
の
地
域
会
議
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。
他
の

地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
が
小
学
校
区
か
中
学
校
区
を
対
象
に
し
て
い
る
こ
と
か
ら
判
断
す
る
と
、
豊
田
区
の
各
地
域
会
議
（
中
学
校

区
）
は
、
他
の
都
道
府
県
の
市
町
村
の
一
つ
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
に
類
似
し
た
も
の
と
み
な
す
こ
と
が
可
能
と
な
る
。
そ
う
し

た
場
合
に
は
現
存
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
全
体
で
一
五
五
の
区
域
と
な
り
、
中
学
校
区
と
同
じ
圏
域
の
も
の
が
五
二
と
な
り
、

全
体
の
ほ
ぼ
三
分
の
一
と
い
う
こ
と
に
な
る

（
29
）

。

こ
の
よ
う
に
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
は
、
小
学
校
区
が
単
位
と
な
っ
て
い
る
も
の
が
累
計
で
六
五
区
、
中
学
校
区
が
単
位
と
な
っ

て
い
る
も
の
が
八
八
区
、
い
ず
れ
に
も
属
さ
な
い
も
の
が
二
七
区
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
特
に
少
子
化
の
進
む
日
本
に
あ
っ
て
は
、
今
後
、

一
つ
の
小
学
校
区
と
一
つ
の
中
学
校
区
し
か
存
在
し
な
い
地
区
の
増
加
、
あ
る
い
は
複
数
の
小
学
校
の
児
童
が
一
つ
の
中
学
校
に
進
学
す

る
ケ
ー
ス
が
増
加
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
住
民
の
日
常
生
活
圏
や
日
常
社
会
生
活
圏
を
住
民
自
治
の
基
本
的
な
単
位
と
す
る
の
で
あ
れ
ば
、

ま
さ
に
小
学
校
区
か
中
学
校
区
を
単
位
に
区
域
を
設
定
す
る
必
要
が
あ
る
。

他
方
、
地
域
格
差
が
強
調
さ
れ
て
き
て
い
る
現
代
社
会
に
あ
っ
て
は
、「
小
さ
な
拠
点
」
や
「
地
域
運
営
組
織
」
を
通
じ
て
、
中
山
間

地
を
中
心
と
す
る
消
滅
可
能
性
都
市
や
限
界
集
落
等
へ
の
対
応
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
地
域
運
営
組
織
の
組
織
形
態
に
つ
い
て
総
務
省
は
、

「
地
域
の
暮
ら
し
を
守
る
た
め
、
地
域
で
暮
ら
す
人
々
が
中
心
と
な
っ
て
形
成
さ
れ
、
地
域
内
の
様
々
な
関
係
主
体
が
參
加
す
る
協
議
組

織
が
定
め
た
地
域
経
営
の
指
針
に
基
づ
き
、
地
域
課
題
の
解
決
に
向
け
た
取
組
を
持
続
的
に
実
践
す
る
組
織
」
で
あ
り
、
地
域
運
営
組
織

の
組
織
形
態
と
し
て
は
、
協
議
機
能
と
実
行
機
能
を
同
一
の
組
織
が
併
せ
持
つ
も
の
（
一
体
型
）
や
、
協
議
機
能
を
持
つ
組
織
か
ら
実
行

（
一
三
〇
三
）
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三
四

機
能
を
切
り
離
し
て
別
組
織
を
形
成
し
つ
つ
、
相
互
に
連
携
し
て
い
る
も
の
（
分
離
型
）
な
ど
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
様
々
な
も
の
が

あ
る
」
と
説
明
し
て
い
る

（
30
）

。

ま
た
小
さ
な
拠
点
は
、「
中
山
間
地
域
等
の
集
落
生
活
圏
（
複
数
の
集
落
を
含
む
生
活
圏
）
に
お
い
て
、
安
心
し
て
暮
ら
し
て
い
く
上
で

必
要
な
生
活
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
続
け
ら
れ
る
環
境
を
維
持
し
て
い
く
た
め
に
、
地
域
住
民
が
、
自
治
体
や
事
業
者
、
各
種
団
体
と
協
力
・

役
割
分
担
を
し
な
が
ら
、
各
種
生
活
支
援
機
能
を
集
約
・
確
保
し
た
り
、
地
域
の
資
源
を
活
用
し
、
し
ご
と
・
収
入
を
確
保
す
る
取
組
」

の
こ
と
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
小
さ
な
拠
点
は
、「
人
口
減
少
や
高
齢
化
が
著
し
い
中
山
間
地
域
等
に
お
い
て
は
、
一
体
的
な
日
常
生
活
圏

を
構
成
し
て
い
る
『
集
落
生
活
圏
』
を
維
持
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
将
来
に
わ
た
っ
て
地
域
住
民
が
暮
ら
し
続
け
る
こ
と
が
で
き
る

よ
う
、
①
地
域
住
民
が
主
体
と
な
っ
た
集
落
生
活
圏
の
将
来
像
の
合
意
形
成
、
②
持
続
的
な
取
組
体
制
の
確
立
（
地
域
運
営
組
織
の
形
成
）、

③
生
活
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
・
確
保
、
④
地
域
の
収
入
の
確
保
の
た
め
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
の
実
施
な
ど
の
取
組
を
進
め
る
と
と
も

に
、
地
域
に
合
っ
た
生
活
サ
ー
ビ
ス
機
能
や
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
確
保
等
に
よ
り
」
推
進
さ
れ
る
も
の
で
あ
る

（
31
）

。

「
小
さ
な
拠
点
」
の
実
態
は
表
３
の
通
り
で
あ
り
、
各
都
道
府
県
に
合
計
一
五
一
二
箇
所
存
在
し
て
お
り
、
一
都
道
府
県
あ
た
り
平
均

は
三
二
・
一
七
箇
所
と
な
っ
て
い
る
。
市
を
見
る
と
東
京
都
・
神
奈
川
県
・
和
歌
山
県
に
は
存
在
し
て
お
ら
ず
、
四
四
道
府
県
の
二
〇
九

市
（
七
九
〇
市
の
二
六
・
五
％
）
に
一
〇
二
六
箇
所
設
置
さ
れ
て
い
る
。
町
を
見
る
と
茨
城
県
・
富
山
県
・
大
阪
府
・
佐
賀
県
・
沖
縄
県
を

除
く
四
二
都
道
府
県
の
一
七
五
町
（
四
七
五
町
の
三
六
・
八
％
）
に
四
一
三
箇
所
設
置
さ
れ
て
い
る
。
村
を
見
る
と
、
村
の
存
在
し
な
い
栃

木
県
・
石
川
県
・
福
井
県
・
静
岡
県
・
三
重
県
・
滋
賀
県
・
兵
庫
県
・
広
島
県
・
山
口
県
・
香
川
県
・
愛
媛
県
・
佐
賀
県
・
長
崎
県
の

一
三
県
と
、
青
森
県
・
宮
城
県
・
千
葉
県
・
東
京
都
・
富
山
県
・
大
阪
府
・
和
歌
山
県
・
鳥
取
県
・
島
根
県
・
福
岡
県
・
大
分
県
を
除
い

た
二
三
府
県
の
四
九
村
（
一
八
三
村
の
三
九
・
九
％
）
に
七
三
拠
点
設
置
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
に
予
定
数
を
加
え
る
と
、
二
七
道
県
の
三
六

（
一
三
〇
四
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

三
五

表
3　
小
さ
な
拠
点
の
実
態

既
存

の
小

さ
な

拠
点

設
置

予
定

の
小

さ
な

拠
点

都
道

府
県

小
さ

な
拠

点
実

数
市

の
小

さ
な

拠
点

数
町

の
小

さ
な

拠
点

数
村

の
小

さ
な

拠
点

数
備

　
　

考
小

さ
な

拠
点

予
定

数
市

の
予

定
数

町
の

予
定

数
村

の
予

定
数

備
　

　
考

小
さ

な
拠

点
総

数

北
海

道
83

9
市

：
31

35
町

：
48

3
村

：
4

小
学

校
区

：
36

中
学

校
区

：
37

4
1
市

：
未

定
3
町

：
3

小
学

校
区

：
2

中
学

校
区

：
2

87

青
森

県
16

8
市

：
13

3
町

：
3

小
学

校
区

：
2

中
学

校
区

：
10

16

岩
手

県
40

7
市

：
29

3
町

：
9

2
村

：
2

小
学

校
区

：
31

中
学

校
区

：
7

4
1
町

：
4

（
雫

石
町

）
44

宮
城

県
56

4
市

：
35

6
町

：
21

小
学

校
区

：
3

中
学

校
区

：
15

12
2
市

：
11

1
町

：
1

（
加

美
・

小
）

小
学

校
区

：
9

中
学

校
区

：
3

68

秋
田

県
14

5
市

：
11

2
町

：
2

1
村

：
1

（
大

潟
・

中
）

小
学

校
区

：
8

中
学

校
区

：
6

14

山
形

県
35

3
市

：
7

8
町

：
25

1
村

：
3

小
学

校
区

：
29

中
学

校
区

：
3

6
2
町

：
6

小
学

校
区

：
1

中
学

校
区

：
4

41

福
島

県
38

4
市

：
6

6
町

：
25

3
村

：
7

小
学

校
区

：
26

中
学

校
区

：
10

4
1
市

：
1

（
伊

達
・

小
）

1
町

：
1

（
双

葉
町

）
2
村

：
2

小
学

校
区

：
2

中
学

校
区

：
1

42

茨
城

県
11

3
市

：
7

1
村

：
1

（
美

浦
・

中
）

小
学

校
区

：
7

中
学

校
区

：
4

11

栃
木

県
21

3
市

：
18

2
町

：
3

小
学

校
区

：
13

中
学

校
区

：
7

11
3
市

：
10

1
町

：
1

（
市

貝
・

小
）

小
学

校
区

：
9

32

群
馬

県
26

3
市

：
14

3
町

：
11

1
村

：
1

（
高

山
・

中
）

小
学

校
区

：
24

中
学

校
区

：
2

2
2
村

：
2

小
学

校
区

：
1

28

埼
玉

県
10

2
市

：
5

4
町

：
4

1
村

：
1

（
東

秩
父

村
）

小
学

校
区

：
5

中
学

校
区

：
5

4
1
市

：
1

（
熊

谷
・

小
）

3
町

：
3

小
学

校
区

：
2

中
学

校
区

：
1

14

千
葉

県
29

5
市

：
21

4
町

：
8

小
学

校
区

：
19

中
学

校
区

：
8

1
1
村

：
1

（
長

生
村

）
小

学
校

区
：

1
30

東
京

都
1

1
町

1
（

八
丈

町
）

小
学

校
区

：
1

1

神
奈

川
県

2
1
町

：
1

（
山

北
・

小
）

1
村

：
1

（
清

川
・

中
）

小
学

校
区

：
1

中
学

校
区

：
1

1
1
市

：
1

（
相

模
原

市
）

中
学

校
区

：
1

3

新
潟

県
33

7
市

：
30

1
町

：
1

（
出

雲
崎

町
）

2
村

：
2

小
学

校
区

：
15

中
学

校
区

：
17

1
1
市

：
1

（
小

千
谷

市
）

中
学

校
区

：
1

34

富
山

県
2

2
市

：
2

小
学

校
区

：
2

21
1
市

：
21

（
氷

見
市

）
23

石
川

県
18

3
市

：
15

1
町

：
3

（
中

能
登

町
）

小
学

校
区

：
14

中
学

校
区

：
4

1
1
市

：
1

（
羽

昨
市

）
19

福
井

県
9

4
市

：
6

1
町

：
3

（
越

前
町

）
小

学
校

区
：

5
中

学
校

区
：

4
4

1
市

：
1

（
坂

井
市

）
2
町

：
3

小
学

校
区

：
1

中
学

校
区

：
3

13

山
梨

県
26

6
市

：
20

2
町

：
5

1
村

：
1

（
丹

波
山

村
）

小
学

校
区

：
21

中
学

校
区

：
5

2
2
市

：
2

小
学

校
区

：
1

中
学

校
区

：
1

28

（
一
三
〇
五
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

三
五

表
3　
小
さ
な
拠
点
の
実
態

既
存

の
小

さ
な

拠
点

設
置

予
定

の
小

さ
な

拠
点

都
道

府
県

小
さ

な
拠

点
実

数
市

の
小

さ
な

拠
点

数
町

の
小

さ
な

拠
点

数
村

の
小

さ
な

拠
点

数
備

　
　

考
小

さ
な

拠
点

予
定

数
市

の
予

定
数

町
の

予
定

数
村

の
予

定
数

備
　

　
考

小
さ

な
拠

点
総

数

北
海

道
83

9
市

：
31

35
町

：
48

3
村

：
4

小
学

校
区

：
36

中
学

校
区

：
37

4
1
市

：
未

定
3
町

：
3

小
学

校
区

：
2

中
学

校
区

：
2

87

青
森

県
16

8
市

：
13

3
町

：
3

小
学

校
区

：
2

中
学

校
区

：
10

16

岩
手

県
40

7
市

：
29

3
町

：
9

2
村

：
2

小
学

校
区

：
31

中
学

校
区

：
7

4
1
町

：
4

（
雫

石
町

）
44

宮
城

県
56

4
市

：
35

6
町

：
21

小
学

校
区

：
3

中
学

校
区

：
15

12
2
市

：
11

1
町

：
1

（
加

美
・

小
）

小
学

校
区

：
9

中
学

校
区

：
3

68

秋
田

県
14

5
市

：
11

2
町

：
2

1
村

：
1

（
大

潟
・

中
）

小
学

校
区

：
8

中
学

校
区

：
6

14

山
形

県
35

3
市

：
7

8
町

：
25

1
村

：
3

小
学

校
区

：
29

中
学

校
区

：
3

6
2
町

：
6

小
学

校
区

：
1

中
学

校
区

：
4

41

福
島

県
38

4
市

：
6

6
町

：
25

3
村

：
7

小
学

校
区

：
26

中
学

校
区

：
10

4
1
市

：
1

（
伊

達
・

小
）

1
町

：
1

（
双

葉
町

）
2
村

：
2

小
学

校
区

：
2

中
学

校
区

：
1

42

茨
城

県
11

3
市

：
7

1
村

：
1

（
美

浦
・

中
）

小
学

校
区

：
7

中
学

校
区

：
4

11

栃
木

県
21

3
市

：
18

2
町

：
3

小
学

校
区

：
13

中
学

校
区

：
7

11
3
市

：
10

1
町

：
1

（
市

貝
・

小
）

小
学

校
区

：
9

32

群
馬

県
26

3
市

：
14

3
町

：
11

1
村

：
1

（
高

山
・

中
）

小
学

校
区

：
24

中
学

校
区

：
2

2
2
村

：
2

小
学

校
区

：
1

28

埼
玉

県
10

2
市

：
5

4
町

：
4

1
村

：
1

（
東

秩
父

村
）

小
学

校
区

：
5

中
学

校
区

：
5

4
1
市

：
1

（
熊

谷
・

小
）

3
町

：
3

小
学

校
区

：
2

中
学

校
区

：
1

14

千
葉

県
29

5
市

：
21

4
町

：
8

小
学

校
区

：
19

中
学

校
区

：
8

1
1
村

：
1

（
長

生
村

）
小

学
校

区
：

1
30

東
京

都
1

1
町

1
（

八
丈

町
）

小
学

校
区

：
1

1

神
奈

川
県

2
1
町

：
1

（
山

北
・

小
）

1
村

：
1

（
清

川
・

中
）

小
学

校
区

：
1

中
学

校
区

：
1

1
1
市

：
1

（
相

模
原

市
）

中
学

校
区

：
1

3

新
潟

県
33

7
市

：
30

1
町

：
1

（
出

雲
崎

町
）

2
村

：
2

小
学

校
区

：
15

中
学

校
区

：
17

1
1
市

：
1

（
小

千
谷

市
）

中
学

校
区

：
1

34

富
山

県
2

2
市

：
2

小
学

校
区

：
2

21
1
市

：
21

（
氷

見
市

）
23

石
川

県
18

3
市

：
15

1
町

：
3

（
中

能
登

町
）

小
学

校
区

：
14

中
学

校
区

：
4

1
1
市

：
1

（
羽

昨
市

）
19

福
井

県
9

4
市

：
6

1
町

：
3

（
越

前
町

）
小

学
校

区
：

5
中

学
校

区
：

4
4

1
市

：
1

（
坂

井
市

）
2
町

：
3

小
学

校
区

：
1

中
学

校
区

：
3

13

山
梨

県
26

6
市

：
20

2
町

：
5

1
村

：
1

（
丹

波
山

村
）

小
学

校
区

：
21

中
学

校
区

：
5

2
2
市

：
2

小
学

校
区

：
1

中
学

校
区

：
1

28

（
一
三
〇
五
）
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　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

三
六

長
野

県
24

2
市

：
3

5
町

：
8

11
村

：
13

小
学

校
区

：
16

中
学

校
区

：
7

10
3
市

：
7

1
町

：
1

（
池

田
・

小
）

2
村

：
2

小
学

校
区

：
5

中
学

校
区

：
1

34

岐
阜

県
53

9
市

：
47

1
町

：
5

（
揖

斐
川

町
）

1
村

：
1

（
白

川
・

小
）

小
学

校
区

：
26

中
学

校
区

：
20

2
1
町

：
2

（
白

川
町

）
中

学
校

区
：

2
55

静
岡

県
25

8
市

：
15

3
町

：
10

小
学

校
区

：
17

中
学

校
区

：
8

3
1
市

：
3

（
伊

豆
市

）
小

学
校

区
：

1
中

学
校

区
：

2
28

愛
知

県
10

2
市

：
7

1
町

：
1

（
設

楽
町

）
2
村

：
2

小
学

校
区

：
1

中
学

校
区

：
9

10

三
重

県
20

2
市

：
16

2
町

：
4

小
学

校
区

：
16

中
学

校
区

：
4

1
1
町

：
1

（
南

伊
勢

町
）

小
学

校
区

：
1

21

滋
賀

県
8

1
市

：
4

（
東

近
江

市
）

1
町

：
4

（
甲

良
町

）
中

学
校

区
：

4
13

2
市

：
9

1
町

：
4

（
甲

良
町

）
小

学
校

区
：

9
21

京
都

府
13

4
市

：
11

1
町

：
1

（
笠

置
町

）
1
村

：
1

（
南

山
城

村
）

小
学

校
区

：
10

中
学

校
区

：
3

13

大
阪

府
1

1
市

：
18

（
河

内
長

野
）

1

兵
庫

県
97

7
市

：
94

3
町

：
3

小
学

校
区

：
86

中
学

校
区

：
9

4
1
市

：
3

（
宍

栗
市

）
1
町

：
1

（
稲

見
町

）
小

学
校

区
：

1
中

学
校

区
：

3
101

奈
良

県
17

2
市

：
4

2
町

：
5

6
村

：
8

小
学

校
区

：
16

中
学

校
区

：
1

1
1
村

：
1

（
上

北
山

村
）

小
学

校
区

：
1

18

和
歌

山
県

17
1
市

：
2

（
有

田
市

）
6
町

：
15

小
学

校
区

：
15

中
学

校
区

：
1

17

鳥
取

県
32

6
町

：
32

小
学

校
区

：
18

中
学

校
区

：
1

2
1
町

：
2

（
大

山
町

）
小

学
校

区
：

2
34

島
根

県
88

7
市

：
77

5
町

：
11

小
学

校
区

：
70

中
学

校
区

：
17

6
2
町

：
6

小
学

校
区

：
6

94

岡
山

県
32

7
市

：
20

6
町

：
10

2
村

：
2

小
学

校
区

：
18

中
学

校
区

：
11

1
1
町

：
1

（
吉

備
中

央
町

）
小

学
校

区
：

1
33

広
島

県
47

7
市

：
36

3
町

：
11

小
学

校
区

：
28

中
学

校
区

：
18

1
1
町

：
1

（
安

芸
太

田
町

）
小

学
校

区
：

1
48

山
口

県
28

6
市

：
25

2
市

：
3

小
学

校
区

：
11

中
学

校
区

：
9

2
2
市

：
2

小
学

校
区

：
1

中
学

校
区

：
1

30

徳
島

県
14

1
市

：
6

（
美

馬
市

）
2
町

：
7

1
村

：
1

（
佐

那
河

内
村

）
小

学
校

区
：

11
中

学
校

区
：

2
1

1
市

：
1

（
美

馬
市

）
小

学
校

区
：

1
15

香
川

県
9

3
市

：
6

2
町

：
3

小
学

校
区

：
8

中
学

校
区

：
1

1
1
市

：
1

（
丸

亀
市

）
中

学
校

区
：

1
10

愛
媛

県
41

4
市

：
32

3
町

：
9

小
学

校
区

：
40

41

高
知

県
53

9
市

：
12

15
町

：
38

3
村

：
3

小
学

校
区

：
43

中
学

校
区

：
6

6
1
市

：
3

（
土

佐
清

水
市

）
3
町

：
3

小
学

校
区

：
2

中
学

校
区

：
4

59

福
岡

県
19

3
市

：
14

3
町

：
5

小
学

校
区

：
8

中
学

校
区

：
10

6
2
市

：
3

2
町

：
2

1
村

：
1

（
東

峰
村

）
小

学
校

区
：

5
25

（
一
三
〇
六
）
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成
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大
合
併
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身
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な
行
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の
展
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（
山
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三
七

市
に
一
〇
六
箇
所
と
未
定
一
市
二
一
道
県
の
三
三
町
に
五
一
箇
所
、
八
県
の
一
三
村
に
一
八
箇
所
が
予
定
さ
れ
て
お
り
、
小
さ
な
拠
点
は

一
六
八
八
箇
所
と
な
る
。
予
定
を
含
め
た
小
さ
な
拠
点
一
六
八
八
の
内
、
概
ね
小
学
校
区
が
対
象
と
な
っ
て
い
る
も
の
は
一
一
四
八
箇
所

（
六
八
・
一
％
）、
中
学
校
区
が
対
象
と
な
っ
て
い
る
も
の
は
三
七
七
箇
所
（
二
二
・
三
％
）、
そ
の
他
が
一
六
三
箇
所
（
九
・
七
％
）
と
な
っ
て

い
る

（
32
）

。
小
さ
な
拠
点
を
こ
れ
ま
で
調
査
し
た
地
域
で
み
る
と
、
群
馬
県
で
は
二
三
の
拠
点
の
う
ち
二
二
箇
所
は
小
学
校
区
か
旧
小
学
校
区
で
あ

り
、
中
学
校
区
は
わ
ず
か
一
箇
所
に
過
ぎ
な
い

（
33
）

。
徳
島
県
で
は
九
拠
点
の
う
ち
小
学
校
区
や
旧
小
学
校
区
が
三
か
所
、
中
学
校
区
が
二
か

所
、
そ
の
他
が
四
か
所
、
香
川
県
で
は
五
拠
点
の
う
ち
小
学
校
区
や
旧
小
学
校
区
が
四
か
所
、
中
学
校
区
が
一
か
所
、
愛
媛
県
で
は
四
〇

佐
賀

県
7

3
市

：
7

小
学

校
区

：
1

中
学

校
区

：
5

9
1
市

：
9

（
伊

万
里

市
）

小
学

校
区

：
9

16

長
崎

県
41

7
市

：
40

1
町

：
1

（
東

彼
杵

町
）

小
学

校
区

：
9
＋

8
中

学
校

区
：

5
3

1
市

：
3

（
南

島
原

市
）

小
学

校
区

：
3

44

熊
本

県
97

3
市

：
54

6
町

：
40

1
村

：
3

（
水

上
村

）
小

学
校

区
：

85
中

学
校

区
：

5
9

1
町

：
2

（
美

里
町

）
3
村

：
7

小
学

校
区

：
8

106

大
分

県
59

8
市

：
52

2
町

：
7

小
学

校
区

：
51

中
学

校
区

：
8

8
3
市

：
8

小
学

校
区

：
5

中
学

校
区

：
3

67

宮
崎

県
35

6
市

：
19

3
町

：
12

1
村

：
4

小
学

校
区

：
15

中
学

校
区

：
19

4
1
市

：
2

（
小

林
市

）
1
村

：
2
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区
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中
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県
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町
（
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村
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4.75
4.17

2.13
小

学
校

区
：

22.4
中

学
校

区
：

7.19
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註
1.　

内
閣

府
「

小
さ

な
拠

点
情

報
サ

イ
ト

：
令

和
元

年
度

小
さ

な
拠

点
の

形
成

に
関

す
る

実
態

調
査

」（
w
w
w
.cao.go.jp/regional_m

anagem
ent）

を
参

照
し

て
作

成
し

た
。

　
2.　

小
さ

な
拠

点
は

予
定

も
入

れ
て

1,688
ヶ

所
で

あ
る

。
そ

の
内

訳
は

小
学

校
区

が
1,148

ヶ
所

(68.1％
)、

中
学

校
区

が
377

ヶ
所

(22.3％
)、

そ
の

他
が

163
ヶ

所
(9.7％

)で
あ

る
。

　
3.�　「

小
学

校
区

」
と

「
中

学
校

区
」

は
、「

小
学

校
区

」「
中

学
校

区
」

以
外

に
、「

旧
小

学
校

区
(平

成
の

大
合

併
以

後
の

統
廃

合
の

直
前

ま
で

小
学

校
区

が
あ

っ
た

エ
リ

ア
)」「

旧
中

学
校

区
(平

成
の

大
合

併
以

後
の

統
廃

合
の

直
前

ま
で

中
学

校
区

が
あ

っ
た

エ
リ

ア
)」

や
、

「
小

学
校

区
よ

り
狭

い
」「

中
学

校
区

よ
り

広
い

」
な

ど
記

載
項

目
の

中
に

「
小

学
校

」
や

「
中

学
校

」
が

入
っ

て
い

る
も

の
は

全
て

、
そ

れ
ぞ

れ
の

カ
テ

ゴ
リ

ー
に

入
れ

た
。

（
一
三
〇
七
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

三
七

市
に
一
〇
六
箇
所
と
未
定
一
市
二
一
道
県
の
三
三
町
に
五
一
箇
所
、
八
県
の
一
三
村
に
一
八
箇
所
が
予
定
さ
れ
て
お
り
、
小
さ
な
拠
点
は

一
六
八
八
箇
所
と
な
る
。
予
定
を
含
め
た
小
さ
な
拠
点
一
六
八
八
の
内
、
概
ね
小
学
校
区
が
対
象
と
な
っ
て
い
る
も
の
は
一
一
四
八
箇
所

（
六
八
・
一
％
）、
中
学
校
区
が
対
象
と
な
っ
て
い
る
も
の
は
三
七
七
箇
所
（
二
二
・
三
％
）、
そ
の
他
が
一
六
三
箇
所
（
九
・
七
％
）
と
な
っ
て

い
る

（
32
）

。
小
さ
な
拠
点
を
こ
れ
ま
で
調
査
し
た
地
域
で
み
る
と
、
群
馬
県
で
は
二
三
の
拠
点
の
う
ち
二
二
箇
所
は
小
学
校
区
か
旧
小
学
校
区
で
あ

り
、
中
学
校
区
は
わ
ず
か
一
箇
所
に
過
ぎ
な
い

（
33
）

。
徳
島
県
で
は
九
拠
点
の
う
ち
小
学
校
区
や
旧
小
学
校
区
が
三
か
所
、
中
学
校
区
が
二
か

所
、
そ
の
他
が
四
か
所
、
香
川
県
で
は
五
拠
点
の
う
ち
小
学
校
区
や
旧
小
学
校
区
が
四
か
所
、
中
学
校
区
が
一
か
所
、
愛
媛
県
で
は
四
〇

佐
賀

県
7

3
市

：
7

小
学

校
区

：
1

中
学

校
区

：
5

9
1
市

：
9

（
伊

万
里

市
）

小
学

校
区

：
9

16

長
崎

県
41

7
市

：
40

1
町

：
1

（
東

彼
杵

町
）

小
学

校
区

：
9
＋

8
中

学
校

区
：

5
3

1
市

：
3

（
南

島
原

市
）

小
学

校
区

：
3

44

熊
本

県
97

3
市

：
54
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町
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40

1
村

：
3

（
水

上
村
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小

学
校

区
：
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中

学
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：

5
9
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町
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区
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政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

三
八

拠
点
の
す
べ
て
が
小
学
校
区
や
旧
小
学
校
区
に
、
高
知
県
で
は
四
〇
七
拠
点
の
う
ち
小
学
校
区
や
旧
小
学
校
区
が
三
〇
箇
所
、
中
学
校
区

が
五
箇
所
、
そ
の
他
が
五
箇
所
と
な
っ
て
い
る

（
34
）

。
こ
の
こ
と
か
ら
も
わ
か
る
よ
う
に
、
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
や
小
さ
な
拠
点
は
、

基
本
的
に
は
小
学
校
区
や
中
学
校
区
を
標
準
と
す
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
単
位
と
し
て
設
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
多
い
。

そ
れ
ゆ
え
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
と
小
さ
な
拠
点
を
比
較
し
た
場
合
、
表
２
の
地
域
自
治
区
で
は
、
む
か
わ
町
で
は
穂
別
地
域
自

治
区
が
、
宮
古
市
で
は
田
老
地
域
自
治
区
・
新
里
地
域
自
治
区
・
川
井
地
域
自
治
区
が
小
さ
な
拠
点
と
な
っ
て
い
る
。
上
越
市
で
は
旧
上

越
市
内
で
は
一
五
区
の
う
ち
諏
訪
区
と
浜
谷
・
桑
取
区
の
み
が
小
さ
な
拠
点
で
あ
る
が
、
編
入
さ
れ
た
一
三
町
村
の
う
ち
大
潟
区
を
除
く

一
二
区
が
小
さ
な
拠
点
と
な
っ
て
い
る
。
伊
那
市
で
は
長
谷
地
域
自
治
区
が
小
さ
な
拠
点
と
な
っ
て
い
る
。
豊
田
市
で
は
編
入
さ
れ
た
六

町
村
の
地
域
自
治
区
が
小
さ
な
拠
点
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
二
五
の
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
の
う
ち
一
五
の
地
域
自
治
区
内
に
は

一
つ
の
小
学
校
と
一
つ
の
中
学
校
が
存
在
し
て
い
る
。
九
の
地
域
自
治
区
に
は
複
数
の
小
学
校
と
一
つ
の
中
学
校
が
存
在
し
て
い
る
。
残

り
一
つ
は
一
つ
の
小
学
校
が
あ
り
中
学
校
は
複
数
の
小
学
校
か
ら
進
学
す
る
形
と
な
っ
て
い
る
。
す
べ
て
が
小
学
校
区
か
中
学
校
区
を
単

位
に
地
域
自
治
区
が
設
定
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

こ
の
こ
と
か
ら
も
わ
か
る
よ
う
に
、
日
本
の
身
近
な
行
政
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
行
政
）
の
単
位
は
、
地
域
自
治
区
（
一
般
制
度
）
か
小
さ
な

拠
点
、
あ
る
い
は
こ
の
二
つ
の
制
度
が
重
な
り
合
っ
て
い
る
も
の
と
な
っ
て
い
く
可
能
性
が
高
い
と
い
え
る
。
そ
う
し
た
場
合
、
日
本
の

身
近
な
行
政
の
活
動
機
関
は
「
協
議
会
」
等
を
設
置
し
、
そ
の
下
部
組
織
に
各
種
「
部
会
」
等
を
配
置
し
、
地
域
の
各
種
団
体
の
代
表
者

等
を
委
員
に
任
命
し
て
運
営
し
て
い
る
場
合
が
多
い
。
し
か
し
民
主
的
な
地
域
行
政
の
推
進
の
た
め
に
は
、
当
該
地
域
住
民
の
選
挙
や
住

民
総
会
等
の
活
用
が
必
要
と
い
え
る
。
日
本
国
憲
法
第
九
三
条
が
求
め
る
「
法
律
の
定
め
る
そ
の
他
の
吏
員
」
を
関
連
法
の
制
定
を
通
じ

て
拡
大
し
、
可
能
な
限
り
住
民
の
直
接
参
加
が
可
能
と
な
る
自
治
制
度
の
拡
充
こ
そ
、
今
後
の
身
近
な
行
政
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
行
政
）
に

（
一
三
〇
八
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

三
九

と
っ
て
必
要
な
も
の
と
い
え
る
。
そ
の
た
め
に
も
、
選
挙
に
よ
る
カ
ウ
ン
シ
ル
の
設
置
か
住
民
総
会
制
度
を
活
用
し
て
い
る
、
イ
ギ
リ
ス

の
パ
リ
ッ
シ
ュ
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
制
度
に
準
じ
た
日
本
型
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
行
政
制
度
の
導
入
を
考
え
る
べ
き
で
あ
る
。

註註
：
本
文
な
ら
び
に
註
の
数
字
は
縦
書
き
の
た
め
に
、
必
要
に
応
じ
て
筆
者
が
漢
数
字
に
変
換
し
た
。

（
1
）�

日
本
の
市
町
村
の
変
遷
は
、「
市
町
村
数
の
変
遷
と
明
治
・
昭
和
の
大
合
併
の
特
徴
」
総
務
省
『
市
町
村
合
併
資
料
集
』（http://w

w
w
.

soum
u.go.jp/gapei/gapei2.htm

l

）
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。
人
口
は
総
務
省
統
計
局
「
人
口
推
計
の
結
果
の
概
要
」（https://w

w
w
.stat.

go.jp/data/jinsui/2.htm
l#annual

）
を
参
照
し
た
。

（
2
）�

現
在
の
人
口
は
、
総
務
省
「
人
口
推
計
（
令
和
元
年
（
二
〇
一
九
年
）
五
月
確
定
値
、
令
和
元
年
（
二
〇
一
九
年
）
一
〇
月
概
算
値
）

（
二
〇
一
九
年
一
〇
月
二
一
日
公
表
）」（https://w

w
w
.stat.go.jp/data/jinsui/new

.htm
l

）
を
参
照
し
た
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
令
和
元
年
一
〇
月
一

日
の
総
人
口
の
概
算
値
は
一
億
二
六
一
四
万
人
で
あ
る
。

（
3
）�

総
務
省
「
住
民
基
本
台
帳
に
基
づ
く
人
口
、
人
口
動
態
及
び
世
帯
数
（
平
成
31
年
１
月
１
日
現
在
）」『
住
民
基
本
台
帳
等
─
住
民
基
本
台
帳
に

基
づ
く
人
口
、
人
口
動
態
（
総
務
省
ト
ッ
プ＞

政
策＞

地
方
行
財
政＞

住
民
基
本
台
帳
等
』（w

w
w
.soum

u.go.jp

）

（
4
）�

総
務
省
「
定
住
自
立
圏
構
想
」（http://w

w
w
.soum

u.go.jp/m
ain_sosiki/kenkyu/teizyu/

）

（
5
）�

総
務
省
「
連
携
中
枢
都
市
圏
構
想
」（http://w

w
w
.soum

u.go.jp/m
ain_sosiki/jichi_gyousei/renkeichusutoshiken/index.htm

l

）

（
6
）�

「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
法
」
第
１
条
（
目
的
）
参
照

（
7
）�

官
邸
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
（
二
〇
一
八
改
訂
版
）
全
体
像
」（w

w
w
.kantei.go.jp/.../h30-12-21-sougousenryaku2018z

）

を
参
照
し
て
整
理
し
た
。
な
お
、
小
さ
な
拠
点
の
実
際
の
数
に
つ
い
て
、
内
閣
府
の
「
既
に
形
成
さ
れ
て
い
る
小
さ
な
拠
点
一
覧
」
で
は
、「
市
町

村
版
総
合
戦
略
に
位
置
付
け
の
あ
る
小
さ
な
拠
点
の
形
成
数
は
、
全
国
で
１
０
６
９
箇
所
」
と
断
っ
た
う
え
で
、
本
調
査
に
お
い
て
市
町
村
よ
り

「
公
表
可
」
と
回
答
が
あ
っ
た
箇
所
を
掲
載
し
た
と
す
る
数
字
は
、
総
合
戦
略
あ
り
八
六
九
箇
所
、
総
合
戦
略
な
し
五
〇
五
箇
所
の
合
計
一
五
七
四

（
一
三
〇
九
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

三
九

と
っ
て
必
要
な
も
の
と
い
え
る
。
そ
の
た
め
に
も
、
選
挙
に
よ
る
カ
ウ
ン
シ
ル
の
設
置
か
住
民
総
会
制
度
を
活
用
し
て
い
る
、
イ
ギ
リ
ス

の
パ
リ
ッ
シ
ュ
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
制
度
に
準
じ
た
日
本
型
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
行
政
制
度
の
導
入
を
考
え
る
べ
き
で
あ
る
。

註註
：
本
文
な
ら
び
に
註
の
数
字
は
縦
書
き
の
た
め
に
、
必
要
に
応
じ
て
筆
者
が
漢
数
字
に
変
換
し
た
。

（
1
）�

日
本
の
市
町
村
の
変
遷
は
、「
市
町
村
数
の
変
遷
と
明
治
・
昭
和
の
大
合
併
の
特
徴
」
総
務
省
『
市
町
村
合
併
資
料
集
』（http://w

w
w
.

soum
u.go.jp/gapei/gapei2.htm

l

）
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。
人
口
は
総
務
省
統
計
局
「
人
口
推
計
の
結
果
の
概
要
」（https://w

w
w
.stat.

go.jp/data/jinsui/2.htm
l#annual

）
を
参
照
し
た
。

（
2
）�

現
在
の
人
口
は
、
総
務
省
「
人
口
推
計
（
令
和
元
年
（
二
〇
一
九
年
）
五
月
確
定
値
、
令
和
元
年
（
二
〇
一
九
年
）
一
〇
月
概
算
値
）

（
二
〇
一
九
年
一
〇
月
二
一
日
公
表
）」（https://w

w
w
.stat.go.jp/data/jinsui/new

.htm
l

）
を
参
照
し
た
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
令
和
元
年
一
〇
月
一

日
の
総
人
口
の
概
算
値
は
一
億
二
六
一
四
万
人
で
あ
る
。

（
3
）�

総
務
省
「
住
民
基
本
台
帳
に
基
づ
く
人
口
、
人
口
動
態
及
び
世
帯
数
（
平
成
31
年
１
月
１
日
現
在
）」『
住
民
基
本
台
帳
等
─
住
民
基
本
台
帳
に

基
づ
く
人
口
、
人
口
動
態
（
総
務
省
ト
ッ
プ＞

政
策＞
地
方
行
財
政＞

住
民
基
本
台
帳
等
』（w

w
w
.soum

u.go.jp

）

（
4
）�

総
務
省
「
定
住
自
立
圏
構
想
」（http://w

w
w
.soum

u.go.jp/m
ain_sosiki/kenkyu/teizyu/

）

（
5
）�

総
務
省
「
連
携
中
枢
都
市
圏
構
想
」（http://w

w
w
.soum

u.go.jp/m
ain_sosiki/jichi_gyousei/renkeichusutoshiken/index.htm

l

）

（
6
）�

「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
法
」
第
１
条
（
目
的
）
参
照

（
7
）�

官
邸
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
（
二
〇
一
八
改
訂
版
）
全
体
像
」（w

w
w
.kantei.go.jp/.../h30-12-21-sougousenryaku2018z

）

を
参
照
し
て
整
理
し
た
。
な
お
、
小
さ
な
拠
点
の
実
際
の
数
に
つ
い
て
、
内
閣
府
の
「
既
に
形
成
さ
れ
て
い
る
小
さ
な
拠
点
一
覧
」
で
は
、「
市
町

村
版
総
合
戦
略
に
位
置
付
け
の
あ
る
小
さ
な
拠
点
の
形
成
数
は
、
全
国
で
１
０
６
９
箇
所
」
と
断
っ
た
う
え
で
、
本
調
査
に
お
い
て
市
町
村
よ
り

「
公
表
可
」
と
回
答
が
あ
っ
た
箇
所
を
掲
載
し
た
と
す
る
数
字
は
、
総
合
戦
略
あ
り
八
六
九
箇
所
、
総
合
戦
略
な
し
五
〇
五
箇
所
の
合
計
一
五
七
四

（
一
三
〇
九
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

四
〇

箇
所
で
あ
り
、
ま
た
今
後
形
成
が
予
定
さ
れ
て
い
る
小
さ
な
拠
点
は
、
総
合
戦
略
あ
り
一
九
八
箇
所
、
総
合
戦
略
な
し
一
一
箇
所
の
合
計
二
〇
九
箇

所
と
な
っ
て
い
る
（
内
閣
府
「
小
さ
な
拠
点
情
報
サ
イ
ト
」：w

w
w
.cao.go.jp/regional_m

anagem
ent

）。
ま
た
地
域
運
営
組
織
は
六
〇
九
市
町
村

に
三
〇
七
一
存
在
す
る
と
さ
れ
て
い
る
（
総
務
省
「
地
域
運
営
組
織
の
実
態
」w

w
w
.soum

u.go.jp/m
ain_content/000475608.pdf

）。

（
8
）�
総
務
省
「
平
成
の
大
合
併
」『
広
域
行
政
・
市
町
村
合
併
─
市
町
村
合
併
資
料
集
』（w

w
w
.soum

u.go.jp

）
参
照

（
9
）�

滋
賀
県
愛
荘
町
「
合
併
特
例
法
」（w

w
w
.tow

n.aisho.shiga.jp/gappei/m
ainfram

e/.../04_m
ain.htm

l

）
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
10
）�

総
務
省
「
地
域
自
治
区
制
度
に
つ
い
て
」（w

w
w
.soum

u.go.jp/m
ain_sosiki/.../N

o29_senm
on_12_si3.pdf

）

（
11
）�

松
本
英
明
著
『
新
版

　
逐
条
地
方
自
治
法
』（
第
七
次
改
訂
版
）
学
陽
書
房
、
平
成
二
五
年
、
第
四
節
地
域
自
治
区
、
六
八
九
頁

（
12
）�

愛
荘
町
・
合
併
特
例
法
参
照

（
13
）�

二
〇
〇
七
年
の
数
字
は
、
総
務
省
「
地
域
自
治
組
織
と
合
併
特
例
の
概
要
」（w

w
w
.soum

u.go.jp/m
ain_content/000021700.pd

）、

二
〇
一
九
年
の
数
字
は
、
総
務
省
「
市
町
村
合
併
資
料
集

　
地
域
自
治
区
・
合
併
特
例
区
制
度
」（w

w
w
.soum

u.go.jp

）
参
照
。
地
域
自
治
組
織
の

創
設
初
期
に
つ
い
て
は
、
生
沼
裕
著
「
合
併
特
例
区
の
現
状
と
課
題
（
一
）
─
主
と
し
て
岡
山
市
・
宮
崎
市
の
事
例
を
参
考
に
─
」
高
崎
経
済
大
学

地
域
政
策
学
会
編
『
地
域
政
策
研
究
』
高
崎
経
済
大
学
第
一
〇
巻
第
三
号
、
二
〇
〇
八
年
二
月
１
～
２
頁
参
照
。

（
14
）�

総
務
省
「
地
域
自
治
組
織
と
合
併
特
例
の
概
要
」
と
関
係
市
町
村
の
Ｈ
Ｐ
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。
各
市
町
村
の
地
域
自
治
組
織
等
の
特
徴
に

つ
い
て
は
、
大
仙
市
Ｈ
Ｐ
「
大
仙
市
地
域
自
治
区
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
」（w

w
w
.city.daisen.�akita.jp/content/.../r154R

G
00001179.htm

l

）、

農
林
水
産
省
Ｈ
Ｐ
「
第
８
章�

飯
田
市
に
お
け
る
広
域
地
域
組
織
化
の
取
組
」（w

w
w
.m

aff.go.jp/prim
aff/kanko/.../171113_28kozo1_08.pdf

）、

伊
那
市
Ｈ
Ｐ
「
新
市
ま
ち
づ
く
り
計
画
」「
長
野
県
『
伊
那
市
・
高
遠
町
・
長
谷
村
合
併
協
議
会
』」（w

w
w
.inacity.jp/gappei/new

city

）、
愛
知
県

「
Ⅱ
．
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
歴
史
的
経
緯
」（w

w
w
.pref.aichi.jp/uploaded/attachm

ent/14304.pdf

）、
豊
田
市
「
地
域
自
治
区
・
地
域
会
議
に

つ
い
て
」「
地
域
自
治
シ
ス
テ
ム
『
都
市
内
分
権
の
推
進
』」（w

w
w
.city.toyota.aichi.jp/shisei/jichiku/1004968.htm

l

）、
愛
知
県
「
愛
知
県
に

お
け
る
平
成
の
合
併
の
効
果
と
課
題
（
平
成
二
三
年
三
月
）」『
愛
知
県
の
市
町
村
合
併
』（w

w
w
.pref.aichi.jp/.../0000005246shichoson-gappei.

htm

）
を
参
照
し
て
整
理
し
た
。

（
15
）�

地
域
自
治
区
の
現
状
は
、
総
務
省
「
市
町
村
合
併
資
料
」「
市
町
村
合
併
と
は
」「
地
域
自
治
組
織
（
地
域
自
治
区
・
合
併
特
例
区
）•

制
度
の

（
一
三
一
〇
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

四
一

概
要•

全
国
の
設
置
状
況
（
平
成
31
年
４
月
１
日
現
在
）」（http://w

w
w
.�soum

u.go.jp/gapei/gapei.htm
l

）
を
参
照
し
て
整
理
し
た

（
16
）�

せ
た
な
町
Ｈ
Ｐ
（w

w
w
.tow

n.setana.lg.jp

）

（
17
）�

ホ
ー
ム
／
む
か
わ
町
「
北
海
道
む
か
わ
町
公
式
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
」（w

w
w
.tow

n.m
ukaw

a.lg.jp

）

（
18
）�

岩
手
県
宮
古
市
「
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ�M

iyako�C
ity

」（w
w
w
.city.m

iyako.iw
ate.jp

）

（
19
）�

花
巻
市
「
公
式
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
」（w

w
w
.city.hanam

aki.iw
ate.jp

）

（
20
）�

大
仙
市
「
秋
田
県
大
仙
市
」（http://search.yahoo.co.jp

）

（
21
）�

南
相
馬
市
「
ホ
ー
ム
／
南
相
馬
市
公
式
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト�-M

inam
isom

a�C
ity-

」（http://search.yahoo.co.jp

）

（
22
）�

南
会
津
町
「
南
会
津
町
役
場
」（w

w
w
.m

inam
iaizu.org/yakuba

）

（
23
）�

上
越
市
「
上
越
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ�

ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
」（w

w
w
.city.joetsu.niigata.jp

）

（
24
）�

飯
田
市
「
飯
田
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ�

ホ
ー
ム
」（w

w
w
.city.iida.lg.jp

）

（
25
）�

伊
那
市
「
伊
那
市
公
式
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
」（w

w
w
.inacity.jp

）

（
26
）�

豊
田
市
「
豊
田
市
公
式
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
」（w

w
w
.city.toyota.aichi.jp

）

（
27
）�

新
城
市
「
新
城
市
：
ホ
ー
ム
」（w

w
w
.city.shinshiro.lg.jp

）

（
28
）�

宮
崎
市
「
宮
崎
市
」（w

w
w
.city.m

iyazaki.m
iyazaki.jp

）

（
29
）�

総
務
省
「
地
域
自
治
組
織
と
合
併
特
例
の
概
要
」
お
よ
び
こ
の
論
文
の
表
２
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
30
）�

官
邸
「
小
さ
な
拠
点
・
地
域
運
営
組
織
の
形
成
に
つ
い
て
」（A

dobe�P
D
F

）w
w
w
.kantei.go.jp/.../chiisana_todofukensetum

ei0601_si

）

（
31
）�

官
邸
「
小
さ
な
拠
点
の
形
成
─
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部
」（w

w
w
.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/�chiisanakyoten

）

（
32
）�

本
論
文
の
表
３
を
参
照
さ
れ
た
い
。
な
お
、
こ
こ
で
い
う
「
小
学
校
区
」
に
は
「
旧
小
学
校
区
（
平
成
の
大
合
併
以
後
の
統
廃
合
の
直
前
ま
で

小
学
校
区
が
あ
っ
た
エ
リ
ア
）」
や
「
小
学
校
区
よ
り
狭
い
」
や
「
小
学
校
区
よ
り
広
い
」
を
、「
中
学
校
区
」
に
は
「
旧
中
学
校
区
（
平
成
の
大
合

併
以
後
の
統
廃
合
の
直
前
ま
で
中
学
校
区
が
あ
っ
た
エ
リ
ア
）」
や
「
中
学
校
区
よ
り
狭
い
」
や
「
中
学
校
区
よ
り
広
い
」
な
ど
、「
小
学
校
区
」

「
中
学
校
区
」
以
外
に
、
記
載
項
目
の
中
に
「
小
学
校
」
や
「
中
学
校
」
が
入
っ
て
い
る
も
の
は
全
て
そ
れ
ぞ
れ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
入
れ
た
の
で
、

（
一
三
一
一
）



平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開
（
山
田
）

四
一

概
要•

全
国
の
設
置
状
況
（
平
成
31
年
４
月
１
日
現
在
）」（http://w

w
w
.�soum

u.go.jp/gapei/gapei.htm
l

）
を
参
照
し
て
整
理
し
た

（
16
）�

せ
た
な
町
Ｈ
Ｐ
（w

w
w
.tow

n.setana.lg.jp

）

（
17
）�
ホ
ー
ム
／
む
か
わ
町
「
北
海
道
む
か
わ
町
公
式
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
」（w

w
w
.tow

n.m
ukaw

a.lg.jp

）

（
18
）�
岩
手
県
宮
古
市
「
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ�M

iyako�C
ity

」（w
w
w
.city.m

iyako.iw
ate.jp

）

（
19
）�

花
巻
市
「
公
式
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
」（w

w
w
.city.hanam

aki.iw
ate.jp

）

（
20
）�

大
仙
市
「
秋
田
県
大
仙
市
」（http://search.yahoo.co.jp

）

（
21
）�

南
相
馬
市
「
ホ
ー
ム
／
南
相
馬
市
公
式
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト�-M

inam
isom

a�C
ity-

」（http://search.yahoo.co.jp

）

（
22
）�

南
会
津
町
「
南
会
津
町
役
場
」（w

w
w
.m

inam
iaizu.org/yakuba

）

（
23
）�

上
越
市
「
上
越
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ�

ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
」（w

w
w
.city.joetsu.niigata.jp

）

（
24
）�

飯
田
市
「
飯
田
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ�

ホ
ー
ム
」（w

w
w
.city.iida.lg.jp

）

（
25
）�

伊
那
市
「
伊
那
市
公
式
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
」（w

w
w
.inacity.jp

）

（
26
）�

豊
田
市
「
豊
田
市
公
式
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
」（w

w
w
.city.toyota.aichi.jp

）

（
27
）�

新
城
市
「
新
城
市
：
ホ
ー
ム
」（w

w
w
.city.shinshiro.lg.jp

）

（
28
）�

宮
崎
市
「
宮
崎
市
」（w

w
w
.city.m

iyazaki.m
iyazaki.jp

）

（
29
）�

総
務
省
「
地
域
自
治
組
織
と
合
併
特
例
の
概
要
」
お
よ
び
こ
の
論
文
の
表
２
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
30
）�

官
邸
「
小
さ
な
拠
点
・
地
域
運
営
組
織
の
形
成
に
つ
い
て
」（A

dobe�P
D
F

）w
w
w
.kantei.go.jp/.../chiisana_todofukensetum

ei0601_si

）

（
31
）�

官
邸
「
小
さ
な
拠
点
の
形
成
─
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部
」（w

w
w
.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/�chiisanakyoten

）

（
32
）�

本
論
文
の
表
３
を
参
照
さ
れ
た
い
。
な
お
、
こ
こ
で
い
う
「
小
学
校
区
」
に
は
「
旧
小
学
校
区
（
平
成
の
大
合
併
以
後
の
統
廃
合
の
直
前
ま
で

小
学
校
区
が
あ
っ
た
エ
リ
ア
）」
や
「
小
学
校
区
よ
り
狭
い
」
や
「
小
学
校
区
よ
り
広
い
」
を
、「
中
学
校
区
」
に
は
「
旧
中
学
校
区
（
平
成
の
大
合

併
以
後
の
統
廃
合
の
直
前
ま
で
中
学
校
区
が
あ
っ
た
エ
リ
ア
）」
や
「
中
学
校
区
よ
り
狭
い
」
や
「
中
学
校
区
よ
り
広
い
」
な
ど
、「
小
学
校
区
」

「
中
学
校
区
」
以
外
に
、
記
載
項
目
の
中
に
「
小
学
校
」
や
「
中
学
校
」
が
入
っ
て
い
る
も
の
は
全
て
そ
れ
ぞ
れ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
入
れ
た
の
で
、

（
一
三
一
一
）
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四
二

正
確
な
も
の
と
は
い
え
な
い
が
、
概
ね
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
は
、
小
学
校
区
や
中
学
校
区
が
対
象
と
な
っ
て
い
る
こ
と
は
理
解
で
き
る
。

（
33
）�

拙
論
文
「
群
馬
県
の
地
方
創
生
」『
櫻
文
論
叢
』
第
九
十
六
巻
・
一
〇
八
─
九
頁
・
平
成
三
十
年
二
月
二
十
八
日
発
行

（
34
）�
拙
論
文
「
四
国
四
県
の
地
方
創
生
」『
法
学
紀
要
』
第
五
十
九
巻
・
二
五
〇
頁
・
二
五
三
頁
・
二
五
五
頁
・
二
五
八
─
九
頁
・
平
成
三
十
年
三

月
一
日
発
行

（
一
三
一
二
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

四
三

一
　
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
問
題
点

な
ぜ
米
比
軍
事
基
地
協
定
を
問
題
と
す
る
の
か

一
九
四
七
年
の
米
比
軍
事
基
地
協
定
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
米
軍

の
駐
留
を
認
め
て
い
た
。
し
か
し
、
同
協
定
は
一
九
六
五
年
に
大

幅
に
改
正
さ
れ
、
一
九
九
一
年
に
失
効
し
た
。
な
ぜ
失
効
し
た
米

比
軍
事
基
地
協
定
を
論
じ
る
の
か
か
ら
本
稿
を
説
き
起
こ
し
た
い
。

同
協
定
は
有
効
期
間
が
九
九
年
と
い
う
き
わ
め
て
長
期
間
に
わ

た
る
も
の
で
あ
っ
た
。
イ
ギ
リ
ス
が
香
港
を
租
借
し
た
期
間
と
同

じ
で
あ
る
。
一
九
六
五
年
の
改
正
で
、
米
軍
が
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
基

地
を
使
用
で
き
る
期
間
が
二
五
年
に
短
縮
さ
れ
た
。
そ
の
基
地
使

用
の
期
限
が
到
来
す
る
の
が
一
九
九
一
年
で
あ
っ
た
。

一
九
九
一
年
に
、
ア
メ
リ
カ
に
よ
る
基
地
使
用
を
一
〇
年
延
長

す
る
条
約
が
、
米
比
間
で
締
結
さ
れ
た
も
の
の
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
上

院
が
同
条
約
の
批
准
を
拒
否
し
た
。
背
景
に
、
一
九
八
六
年
一
〇

月
に
制
定
さ
れ
た
フ
ィ
リ
ピ
ン
憲
法
が
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
と
の
基

地
協
定
が
失
効
し
た
後
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
上
院
お
よ
び
国
民
投
票

に
よ
る
承
認
が
な
け
れ
ば
、
外
国
の
基
地
は
認
め
ら
れ
な
い
と
さ

れ
た
か
ら
だ
（
フ
ィ
リ
ピ
ン
憲
法
第
一
八
条
第
二
五
節
）。
フ
ィ

リ
ピ
ン
上
院
は
、
憲
法
の
規
定
に
し
た
が
い
、
延
長
を
承
認
せ
ず
、

同
協
定
は
失
効
し
た
の
で
あ
る

（
１
）

。

米
比
軍
事
基
地
協
定
改
正
の
歴
史
の
な
か
で
、
も
っ
と
も
お
お

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権

信

　
　夫

　
　隆

　
　司

研
究
ノ
ー
ト

（
一
三
一
三
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

四
三

一
　
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
問
題
点

な
ぜ
米
比
軍
事
基
地
協
定
を
問
題
と
す
る
の
か

一
九
四
七
年
の
米
比
軍
事
基
地
協
定
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
米
軍

の
駐
留
を
認
め
て
い
た
。
し
か
し
、
同
協
定
は
一
九
六
五
年
に
大

幅
に
改
正
さ
れ
、
一
九
九
一
年
に
失
効
し
た
。
な
ぜ
失
効
し
た
米

比
軍
事
基
地
協
定
を
論
じ
る
の
か
か
ら
本
稿
を
説
き
起
こ
し
た
い
。

同
協
定
は
有
効
期
間
が
九
九
年
と
い
う
き
わ
め
て
長
期
間
に
わ

た
る
も
の
で
あ
っ
た
。
イ
ギ
リ
ス
が
香
港
を
租
借
し
た
期
間
と
同

じ
で
あ
る
。
一
九
六
五
年
の
改
正
で
、
米
軍
が
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
基

地
を
使
用
で
き
る
期
間
が
二
五
年
に
短
縮
さ
れ
た
。
そ
の
基
地
使

用
の
期
限
が
到
来
す
る
の
が
一
九
九
一
年
で
あ
っ
た
。

一
九
九
一
年
に
、
ア
メ
リ
カ
に
よ
る
基
地
使
用
を
一
〇
年
延
長

す
る
条
約
が
、
米
比
間
で
締
結
さ
れ
た
も
の
の
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
上

院
が
同
条
約
の
批
准
を
拒
否
し
た
。
背
景
に
、
一
九
八
六
年
一
〇

月
に
制
定
さ
れ
た
フ
ィ
リ
ピ
ン
憲
法
が
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
と
の
基

地
協
定
が
失
効
し
た
後
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
上
院
お
よ
び
国
民
投
票

に
よ
る
承
認
が
な
け
れ
ば
、
外
国
の
基
地
は
認
め
ら
れ
な
い
と
さ

れ
た
か
ら
だ
（
フ
ィ
リ
ピ
ン
憲
法
第
一
八
条
第
二
五
節
）。
フ
ィ

リ
ピ
ン
上
院
は
、
憲
法
の
規
定
に
し
た
が
い
、
延
長
を
承
認
せ
ず
、

同
協
定
は
失
効
し
た
の
で
あ
る

（
１
）

。

米
比
軍
事
基
地
協
定
改
正
の
歴
史
の
な
か
で
、
も
っ
と
も
お
お

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権

信

　
　夫

　
　隆

　
　司

研
究
ノ
ー
ト

（
一
三
一
三
）
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四
四

フ
ィ
リ
ピ
ン
は
独
立
を
果
た
し
、
翌
四
七
年
に
同
協
定
が
締
結
さ

れ
た
。
こ
う
し
た
状
況
か
ら
、
同
協
定
に
は
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
と
っ

て
不
利
な
条
項
が
置
か
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
が
ち
で
あ
る
。
確
か

に
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
に
比
べ
、
米
軍
基
地
内
で
フ
ィ
リ
ピ

ン
人
が
犯
し
た
罪
も
、
米
軍
側
が
裁
判
権
を
行
使
す
る
と
い
っ
た

よ
う
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
と
っ
て
明
ら
か
に
不
利
な
条
項
が
含
ま

れ
て
い
た
。
し
か
し
、
一
方
で
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
に
比
べ
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
に
と
っ
て
有
利
な
条
項
も
あ
っ
た
。
た
と
え
ば
、
米

軍
基
地
外
で
米
兵
が
犯
し
た
罪
に
対
す
る
裁
判
権
は
フ
ィ
リ
ピ
ン

側
に
あ
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、
そ
の
後
の
刑
事
裁
判
権
条
項
の
改

正
に
あ
た
っ
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
そ
れ
を
武
器
に
、
交
渉
を
優

位
に
進
め
る
余
地
も
残
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。
そ
れ
で
は
、
米

比
軍
事
基
地
協
定
の
刑
事
裁
判
権
条
項
と
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で

あ
っ
た
の
か
。
ま
ず
、
こ
の
点
か
ら
明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
し
よ

う
。米

比
軍
事
基
地
協
定
の
刑
事
裁
判
権

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
特
徴
は
、
米
兵
の
犯
し
た
罪
の
裁
判
権

が
米
軍
基
地
の
内
と
外
に
振
り
分
け
ら
れ
て
い
る
点
に
あ
る
。

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
で
は
基
地
の
内
外
に
よ
る
区
別
は
な
く
、

き
な
問
題
と
な
っ
た
の
は
、
米
兵
の
刑
事
裁
判
権
で
あ
る
。
フ
ィ

リ
ピ
ン
国
内
で
米
兵
が
罪
を
犯
し
た
場
合
、
そ
の
裁
判
権
が
派
遣

国
の
ア
メ
リ
カ
に
あ
る
の
か
、
そ
れ
と
も
、
受
入
国
の
フ
ィ
リ
ピ

ン
に
あ
る
の
か
と
い
う
問
題
だ
。
実
務
的
に
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の

検
察
官
が
米
兵
を
起
訴
で
き
る
か
否
か
で
あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
に

か
ぎ
ら
ず
、
米
軍
が
駐
留
す
る
国
で
は
ど
こ
で
も
、
お
お
き
な
問

題
と
な
っ
て
き
て
い
る
。

米
比
軍
事
基
地
協
定
は
、
一
九
九
一
年
に
失
効
し
た
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
そ
の
後
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
を
取
り
巻
く
国
際
情
勢
の
変
化

に
よ
っ
て
、
一
九
九
八
年
に
ア
メ
リ
カ
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
と
の
間
で

訪
問
軍
協
定
が
結
ば
れ
て
い
る
。
失
効
し
た
米
比
軍
事
基
地
協
定

の
刑
事
裁
判
権
条
項
が
復
活
し
た
の
で
あ
っ
た

（
２
）

。
こ
の
よ
う
な
経

緯
を
考
え
る
と
、
刑
事
裁
判
権
条
項
の
改
正
を
め
ぐ
る
議
論
を
た

ど
っ
て
み
る
こ
と
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
が
か
か
え
る
刑
事
裁
判
権
の

問
題
を
よ
り
深
く
理
解
す
る
の
に
役
立
つ
。
さ
ら
に
、
同
協
定
の

改
正
交
渉
で
は
、
日
米
間
の
刑
事
裁
判
権
条
項
に
も
し
ば
し
ば
言

及
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
日
本
の
刑
事
裁
判
権
問
題
を

考
え
る
う
え
で
参
考
に
な
る
。

も
う
ひ
と
つ
興
味
深
い
の
は
、
同
協
定
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位

協
定
以
前
に
締
結
さ
れ
て
い
る
点
で
あ
る
。
一
九
四
六
年
七
月
に

（
一
三
一
四
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

四
五

内
の
犯
罪
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
も
う
ひ
と
つ
が
、
ア
メ
リ
カ
の

安
全
に
反
す
る
罪
で
あ
る
（
同
項
⒞
）。
さ
ら
に
、「
現
に
特
定
の

軍
務
の
実
施
に
従
事
し
て
い
る
間
に
犯
さ
れ
」
た
罪
で
あ
る
（
協

定
第
一
三
条
第
四
項
⒜

（
４
）

）。

ま
た
、
基
地
外
で
米
兵
が
罪
を
犯
し
た
場
合
、
米
兵
の
行
為
が

公
務
に
も
と
づ
く
も
の
で
あ
る
か
の
決
定
権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の

検
察
官
、
つ
ま
り
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
あ
っ
た
。
こ
の
結
果
、
検

察
官
が
公
務
外
の
犯
罪
で
あ
る
と
認
定
し
た
場
合
、
犯
人
が
所
属

す
る
部
隊
の
司
令
官
は
、
検
察
官
の
決
定
を
受
領
し
た
日
か
ら
十

日
以
内
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
に
対
し
て
こ
の
認
定
に
異

議
を
申
し
立
て
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、

法
務
大
臣
の
決
定
は
最
終
的
な
も
の
と
さ
れ
て
い
た
（
協
定
第

一
三
条
第
四
項
⒝
）。

以
上
か
ら
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
刑
事
裁
判
権
条
項
は
つ
ぎ

の
よ
う
に
要
約
で
き
る
。
基
地
内
は
、
米
兵
に
か
ぎ
ら
ず
、
フ
ィ

リ
ピ
ン
人
を
含
め
、
何
人
が
犯
し
た
罪
に
対
し
て
も
、
ア
メ
リ
カ

側
が
裁
判
権
を
有
し
て
い
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
基
地
外
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
裁
判
権
を
有
し
て
い
る
。
例
外
は
、
米
兵
同
士

の
犯
罪
、
ア
メ
リ
カ
の
安
全
に
反
す
る
犯
罪
、
そ
れ
に
、
公
務
犯

罪
で
あ
る
。
た
だ
し
、
公
務
犯
罪
で
あ
る
か
否
か
の
最
終
的
な
決

犯
罪
の
性
質
に
よ
っ
て
裁
判
権
が
振
り
分
け
ら
れ
て
い
た

（
３
）

。

具
体
的
に
は
、
基
地
内
で
の
犯
罪
の
場
合
、
米
兵
に
か
ぎ
ら
ず
、

「
何
人
」
も
米
軍
の
裁
判
権
下
に
置
か
れ
る
こ
と
が
原
則
と
な
っ

て
い
る
（
米
比
軍
事
基
地
協
定
第
一
三
条
第
一
項
⒜
）。
例
外
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
人
同
士
の
犯
罪
、
そ
れ
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
安
全
に

関
わ
る
犯
罪
の
み
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
が
米

兵
に
対
し
て
犯
し
た
罪
、
あ
る
い
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
が
ア
メ
リ

カ
の
財
産
を
窃
取
し
た
罪
と
い
っ
た
も
の
も
、
す
べ
て
ア
メ
リ
カ

側
が
裁
判
権
を
行
使
す
る
前
提
と
な
っ
て
い
る
。
こ
こ
で
、「
前

提
」
と
記
し
た
の
は
、
実
際
に
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
が
基
地
内
で

罪
を
犯
し
た
場
合
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
裁
判
に
委
ね
る
と
い
う
の

が
ア
メ
リ
カ
側
の
方
針
で
あ
っ
た
か
ら
だ
。
し
か
し
、
協
定
上
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
人
の
裁
判
権
は
ア
メ
リ
カ
側
が
行
使
す
る
と
な
っ
て

い
る
。
基
地
が
治
外
法
権
下
に
置
か
れ
て
い
る
、
と
フ
ィ
リ
ピ
ン

側
か
ら
受
け
取
ら
れ
て
も
致
し
方
な
い
状
況
に
あ
っ
た
。
こ
の
よ

う
に
、
基
地
内
で
は
、
ア
メ
リ
カ
側
が
広
範
な
裁
判
権
を
有
し
て

い
た
の
で
あ
る
。

こ
れ
に
対
し
、
基
地
外
で
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
米
兵
に
対
す

る
裁
判
権
を
有
し
て
い
た
。
例
外
が
三
つ
あ
る
。
ひ
と
つ
は
、
被

害
者
も
米
兵
の
場
合
で
あ
る
（
協
定
第
一
三
条
第
一
項
⒝
）。
身

（
一
三
一
五
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

四
五

内
の
犯
罪
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
も
う
ひ
と
つ
が
、
ア
メ
リ
カ
の

安
全
に
反
す
る
罪
で
あ
る
（
同
項
⒞
）。
さ
ら
に
、「
現
に
特
定
の

軍
務
の
実
施
に
従
事
し
て
い
る
間
に
犯
さ
れ
」
た
罪
で
あ
る
（
協

定
第
一
三
条
第
四
項
⒜

（
４
）

）。

ま
た
、
基
地
外
で
米
兵
が
罪
を
犯
し
た
場
合
、
米
兵
の
行
為
が

公
務
に
も
と
づ
く
も
の
で
あ
る
か
の
決
定
権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の

検
察
官
、
つ
ま
り
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
あ
っ
た
。
こ
の
結
果
、
検

察
官
が
公
務
外
の
犯
罪
で
あ
る
と
認
定
し
た
場
合
、
犯
人
が
所
属

す
る
部
隊
の
司
令
官
は
、
検
察
官
の
決
定
を
受
領
し
た
日
か
ら
十

日
以
内
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
に
対
し
て
こ
の
認
定
に
異

議
を
申
し
立
て
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、

法
務
大
臣
の
決
定
は
最
終
的
な
も
の
と
さ
れ
て
い
た
（
協
定
第

一
三
条
第
四
項
⒝
）。

以
上
か
ら
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
刑
事
裁
判
権
条
項
は
つ
ぎ

の
よ
う
に
要
約
で
き
る
。
基
地
内
は
、
米
兵
に
か
ぎ
ら
ず
、
フ
ィ

リ
ピ
ン
人
を
含
め
、
何
人
が
犯
し
た
罪
に
対
し
て
も
、
ア
メ
リ
カ

側
が
裁
判
権
を
有
し
て
い
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
基
地
外
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
裁
判
権
を
有
し
て
い
る
。
例
外
は
、
米
兵
同
士

の
犯
罪
、
ア
メ
リ
カ
の
安
全
に
反
す
る
犯
罪
、
そ
れ
に
、
公
務
犯

罪
で
あ
る
。
た
だ
し
、
公
務
犯
罪
で
あ
る
か
否
か
の
最
終
的
な
決

犯
罪
の
性
質
に
よ
っ
て
裁
判
権
が
振
り
分
け
ら
れ
て
い
た

（
３
）

。

具
体
的
に
は
、
基
地
内
で
の
犯
罪
の
場
合
、
米
兵
に
か
ぎ
ら
ず
、

「
何
人
」
も
米
軍
の
裁
判
権
下
に
置
か
れ
る
こ
と
が
原
則
と
な
っ

て
い
る
（
米
比
軍
事
基
地
協
定
第
一
三
条
第
一
項
⒜
）。
例
外
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
人
同
士
の
犯
罪
、
そ
れ
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
安
全
に

関
わ
る
犯
罪
の
み
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
が
米

兵
に
対
し
て
犯
し
た
罪
、
あ
る
い
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
が
ア
メ
リ

カ
の
財
産
を
窃
取
し
た
罪
と
い
っ
た
も
の
も
、
す
べ
て
ア
メ
リ
カ

側
が
裁
判
権
を
行
使
す
る
前
提
と
な
っ
て
い
る
。
こ
こ
で
、「
前

提
」
と
記
し
た
の
は
、
実
際
に
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
が
基
地
内
で

罪
を
犯
し
た
場
合
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
裁
判
に
委
ね
る
と
い
う
の

が
ア
メ
リ
カ
側
の
方
針
で
あ
っ
た
か
ら
だ
。
し
か
し
、
協
定
上
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
人
の
裁
判
権
は
ア
メ
リ
カ
側
が
行
使
す
る
と
な
っ
て

い
る
。
基
地
が
治
外
法
権
下
に
置
か
れ
て
い
る
、
と
フ
ィ
リ
ピ
ン

側
か
ら
受
け
取
ら
れ
て
も
致
し
方
な
い
状
況
に
あ
っ
た
。
こ
の
よ

う
に
、
基
地
内
で
は
、
ア
メ
リ
カ
側
が
広
範
な
裁
判
権
を
有
し
て

い
た
の
で
あ
る
。

こ
れ
に
対
し
、
基
地
外
で
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
米
兵
に
対
す

る
裁
判
権
を
有
し
て
い
た
。
例
外
が
三
つ
あ
る
。
ひ
と
つ
は
、
被

害
者
も
米
兵
の
場
合
で
あ
る
（
協
定
第
一
三
条
第
一
項
⒝
）。
身

（
一
三
一
五
）
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Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
場
合
、
米
兵
が
罪
を
犯
し
た
と
こ
ろ

が
基
地
の
内
か
外
か
に
よ
っ
て
、
派
遣
国
と
受
入
国
の
ど
ち
ら
が

裁
判
権
を
行
使
す
る
の
か
と
い
う
仕
組
み
に
は
な
っ
て
い
な
い
。

あ
く
ま
で
も
犯
罪
の
性
質
に
応
じ
て
派
遣
国
・
受
入
国
の
い
ず
れ

に
裁
判
権
が
あ
る
の
か
が
決
め
ら
れ
て
い
る

（
５
）

。

な
お
、
派
遣
国
あ
る
い
は
受
入
国
だ
け
で
し
か
罰
せ
ら
れ
な
い

犯
罪
は
、
罰
す
る
こ
と
が
で
き
る
国
が
裁
判
権
を
行
使
す
る
。
こ

れ
を
専
属
的
裁
判
権
と
い
う
。
た
だ
、
多
く
の
犯
罪
は
、
派
遣
国

で
も
受
入
国
で
も
罰
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
裁

判
権
の
競
合
と
い
う
問
題
が
生
じ
る
。
ど
ち
ら
が
裁
判
権
を
有
す

る
の
か
を
調
整
す
る
た
め
、
裁
判
権
が
振
り
分
け
ら
れ
る
。
以
下

が
そ
の
基
準
で
あ
る
。

ま
ず
、
派
遣
国
側
に
裁
判
権
が
あ
る
場
合
は
、
以
下
の
三
つ
に

限
定
さ
れ
て
い
る
。
ひ
と
つ
は
、
派
遣
国
兵
士
等
の
身
内
の
犯
罪

で
あ
る
。
つ
ま
り
、
加
害
者
も
被
害
者
も
派
遣
国
兵
士
等
の
場
合

だ
。
二
つ
目
が
、
派
遣
国
の
財
産
お
よ
び
安
全
に
対
す
る
犯
罪
で

あ
る
。
三
つ
目
が
、「
公
務
執
行
中
の
作
為
又
は
不
作
為
か
ら
生

ず
る
犯
罪
」
で
あ
る
（
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
第
七
条
第
三
項

⒜
）。
こ
れ
以
外
の
犯
罪
は
、
受
入
国
側
が
優
先
し
て
裁
判
権
を

定
権
は
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
あ
っ
た
。
以
上
を
表
に
し
た
の
が
「
表

１
　
米
比
軍
事
基
地
協
定
に
お
け
る
米
兵
の
裁
判
権
」
で
あ
る
。

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
交
渉
で
、
ア
メ
リ
カ
側
は

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
に
も
と
づ
く
刑
事
裁
判
権
の
仕
組
み
に
準

拠
す
る
よ
う
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
求
め
た
。
そ
こ
で
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍

地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権
の
仕
組
み
も
明
ら
か
に
し
て
お
き
た
い
。

表 1　米比軍事基地協定における米兵の裁判権
米兵の公務

公務中 公務外

基
地
の
内
外

内 アメリカ側 アメリカ側

外

アメリカ側

（ただし、公務犯罪
であるかの決定権
はフィリピン側に
ある。）

フィリピン側

（
一
三
一
六
）
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七

と
を
理
由
に
、
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る
国
に
裁
判
権
の
放
棄
を

要
請
す
る
場
合
で
あ
る
。
こ
の
要
請
に
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る

国
は
、
好
意
的
考
慮
を
払
う
必
要
が
あ
る
。
た
だ
し
、
あ
く
ま
で

も
好
意
的
考
慮
な
の
で
、
最
終
的
な
決
定
権
は
第
一
次
裁
判
権
を

有
す
る
国
に
あ
る
。
以
下
で
は
、
こ
の
裁
判
権
放
棄
の
仕
組
み
を

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
と
呼
ぶ
こ
と
と
す
る
。

米
比
軍
事
基
地
協
定
改
正
の
争
点

米
比
軍
事
基
地
協
定
と
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権

条
項
と
を
比
較
す
る
と
、
つ
ぎ
の
よ
う
な
ふ
た
つ
の
争
点
が
浮
か

び
上
が
っ
て
く
る
。

ひ
と
つ
は
、
米
兵
に
よ
る
行
為
が
公
務
犯
罪
で
あ
る
か
を
、
派

遣
国
あ
る
い
は
受
入
国
の
い
ず
れ
が
決
定
す
る
の
か
で
あ
る
。
米

比
軍
事
基
地
協
定
で
は
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権
は

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
あ
っ
た
。
こ
の
点
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
で

は
と
く
に
規
定
さ
れ
て
い
な
い
。
た
だ
、
ア
メ
リ
カ
側
は
、
前
述

の
よ
う
に
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
交
渉
過
程
か
ら
、
公
務
犯

罪
の
決
定
権
は
派
遣
国
側
（
ア
メ
リ
カ
）
に
あ
る
と
考
え
て
い
た
。

ア
メ
リ
カ
側
と
し
て
は
、
受
入
国
側
（
フ
ィ
リ
ピ
ン
）
が
公
務
犯

罪
を
決
定
で
き
る
と
す
る
方
式
を
受
け
入
れ
ら
れ
な
か
っ
た
の
で

行
使
で
き
る
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る
。
も
し
受
入
国
が
裁
判
権

を
行
使
し
な
け
れ
ば
、
派
遣
国
側
に
よ
る
第
二
次
裁
判
権
の
行
使

が
可
能
と
な
る
。

こ
の
な
か
で
、
ひ
と
つ
問
題
な
の
は
、
三
つ
目
の
公
務
犯
罪
で

あ
る
。
派
遣
国
あ
る
い
は
受
入
国
の
い
ず
れ
が
公
務
犯
罪
と
決
定

す
る
の
か
で
あ
る
。
こ
の
点
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
で
は
定
め

ら
れ
て
い
な
い
。
た
だ
、
ア
メ
リ
カ
側
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協

定
の
交
渉
過
程
で
、
派
遣
国
側
が
公
務
犯
罪
の
決
定
権
を
有
す
る
、

と
交
渉
当
事
国
に
よ
っ
て
了
解
さ
れ
て
い
た
と
主
張
し
て
い
る
。

派
遣
国
側
に
こ
の
決
定
権
が
与
え
ら
れ
る
と
、
公
務
犯
罪
が
幅
広

く
認
定
さ
れ
る
、
あ
る
い
は
、
公
務
犯
罪
の
認
定
の
乱
用
が
問
題

と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

も
う
ひ
と
つ
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権
に
つ
い

て
紹
介
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
そ
れ
は
、
同
協
定
に
は
、
裁
判

権
の
放
棄
に
関
す
る
規
定
が
置
か
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
同
協

定
第
七
条
第
三
項
⒞
の
後
段
に
、「
第
一
次
の
権
利
を
有
す
る
国

の
当
局
は
、
そ
の
権
利
の
放
棄
が
特
に
重
要
で
あ
る
と
他
方
の
国

が
認
め
た
場
合
に
は
、
そ
の
権
利
の
放
棄
を
求
め
る
他
方
の
国
か

ら
の
要
請
に
対
し
て
好
意
的
考
慮
を
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」

と
あ
る

（
６
）

。
第
二
次
裁
判
権
を
有
す
る
国
が
、
特
に
重
要
で
あ
る
こ

（
一
三
一
七
）
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と
を
理
由
に
、
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る
国
に
裁
判
権
の
放
棄
を

要
請
す
る
場
合
で
あ
る
。
こ
の
要
請
に
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る

国
は
、
好
意
的
考
慮
を
払
う
必
要
が
あ
る
。
た
だ
し
、
あ
く
ま
で

も
好
意
的
考
慮
な
の
で
、
最
終
的
な
決
定
権
は
第
一
次
裁
判
権
を

有
す
る
国
に
あ
る
。
以
下
で
は
、
こ
の
裁
判
権
放
棄
の
仕
組
み
を

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
と
呼
ぶ
こ
と
と
す
る
。

米
比
軍
事
基
地
協
定
改
正
の
争
点

米
比
軍
事
基
地
協
定
と
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権

条
項
と
を
比
較
す
る
と
、
つ
ぎ
の
よ
う
な
ふ
た
つ
の
争
点
が
浮
か

び
上
が
っ
て
く
る
。

ひ
と
つ
は
、
米
兵
に
よ
る
行
為
が
公
務
犯
罪
で
あ
る
か
を
、
派

遣
国
あ
る
い
は
受
入
国
の
い
ず
れ
が
決
定
す
る
の
か
で
あ
る
。
米

比
軍
事
基
地
協
定
で
は
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権
は

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
あ
っ
た
。
こ
の
点
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
で

は
と
く
に
規
定
さ
れ
て
い
な
い
。
た
だ
、
ア
メ
リ
カ
側
は
、
前
述

の
よ
う
に
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
交
渉
過
程
か
ら
、
公
務
犯

罪
の
決
定
権
は
派
遣
国
側
（
ア
メ
リ
カ
）
に
あ
る
と
考
え
て
い
た
。

ア
メ
リ
カ
側
と
し
て
は
、
受
入
国
側
（
フ
ィ
リ
ピ
ン
）
が
公
務
犯

罪
を
決
定
で
き
る
と
す
る
方
式
を
受
け
入
れ
ら
れ
な
か
っ
た
の
で

行
使
で
き
る
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る
。
も
し
受
入
国
が
裁
判
権

を
行
使
し
な
け
れ
ば
、
派
遣
国
側
に
よ
る
第
二
次
裁
判
権
の
行
使

が
可
能
と
な
る
。

こ
の
な
か
で
、
ひ
と
つ
問
題
な
の
は
、
三
つ
目
の
公
務
犯
罪
で

あ
る
。
派
遣
国
あ
る
い
は
受
入
国
の
い
ず
れ
が
公
務
犯
罪
と
決
定

す
る
の
か
で
あ
る
。
こ
の
点
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
で
は
定
め

ら
れ
て
い
な
い
。
た
だ
、
ア
メ
リ
カ
側
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協

定
の
交
渉
過
程
で
、
派
遣
国
側
が
公
務
犯
罪
の
決
定
権
を
有
す
る
、

と
交
渉
当
事
国
に
よ
っ
て
了
解
さ
れ
て
い
た
と
主
張
し
て
い
る
。

派
遣
国
側
に
こ
の
決
定
権
が
与
え
ら
れ
る
と
、
公
務
犯
罪
が
幅
広

く
認
定
さ
れ
る
、
あ
る
い
は
、
公
務
犯
罪
の
認
定
の
乱
用
が
問
題

と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

も
う
ひ
と
つ
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権
に
つ
い

て
紹
介
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
そ
れ
は
、
同
協
定
に
は
、
裁
判

権
の
放
棄
に
関
す
る
規
定
が
置
か
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
同
協

定
第
七
条
第
三
項
⒞
の
後
段
に
、「
第
一
次
の
権
利
を
有
す
る
国

の
当
局
は
、
そ
の
権
利
の
放
棄
が
特
に
重
要
で
あ
る
と
他
方
の
国

が
認
め
た
場
合
に
は
、
そ
の
権
利
の
放
棄
を
求
め
る
他
方
の
国
か

ら
の
要
請
に
対
し
て
好
意
的
考
慮
を
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」

と
あ
る

（
６
）

。
第
二
次
裁
判
権
を
有
す
る
国
が
、
特
に
重
要
で
あ
る
こ

（
一
三
一
七
）
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四
八

い
な
い
。
こ
れ
に
対
し
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
で
は
、
第
一
次
裁
判
権

を
有
す
る
国
（
オ
ラ
ン
ダ
）
は
、
第
二
次
裁
判
権
を
有
す
る
国

（
ア
メ
リ
カ
）
に
裁
判
権
を
放
棄
す
る
。
つ
ま
り
、
裁
判
権
と
い

う
主
権
の
一
部
を
放
棄
す
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方

式
に
お
け
る
裁
判
権
の
放
棄
の
要
請
は
、
派
遣
国
か
ら
も
受
入
国

か
ら
も
可
能
な
の
に
対
し
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
で
は
、
受
入
国
の
み

が
裁
判
権
を
放
棄
す
る
。
い
わ
ば
一
方
通
行
で
あ
っ
た

（
７
）

。

以
下
で
は
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
裁
判
権
の
放
棄

と
い
う
ふ
た
つ
の
争
点
を
中
心
と
し
て
、
米
比
間
に
お
け
る

一
九
五
五
年
か
ら
一
九
六
五
年
に
か
け
て
の
交
渉
過
程
を
明
ら
か

に
す
る
。
主
要
な
交
渉
が
お
こ
な
わ
れ
た
一
九
五
六
年
、

一
九
五
八
─
五
九
年
、
一
九
六
五
年
の
三
つ
の
時
期
に
区
分
し
、

検
討
す
る
こ
と
と
し
た
い

（
８
）

。

二�

　
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
・
ペ
ラ
エ
ス
交
渉
（
一
九
五
六

年
）

交
渉
の
開
始

一
九
四
六
年
七
月
四
日
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
は
主
権
を
獲
得
し
た
。

第
三
共
和
国
の
誕
生
で
あ
る
。
十
年
後
の
一
九
五
六
年
七
月
四
日
、

主
権
獲
得
十
周
年
の
記
念
式
典
が
開
か
れ
、
ア
メ
リ
カ
の
副
大
統

あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
以
外
の
国
と
の
地
位
協
定
で
も
、
受
入
国
に

公
務
犯
罪
の
決
定
権
が
認
め
ら
れ
る
例
は
皆
無
だ
っ
た
か
ら
だ
。

も
う
ひ
と
つ
は
、
裁
判
権
の
放
棄
に
関
し
て
で
あ
る
。
す
で
に
、

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
裁
判
権
放
棄
条
項
を
紹
介
し
た
。
ア
メ

リ
カ
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
を
締
結
し
た
後
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
諸

国
と
個
別
に
交
渉
し
た
結
果
、
ア
メ
リ
カ
に
有
利
な
裁
判
権
放
棄

の
仕
組
み
を
勝
ち
取
っ
て
い
る
。
そ
の
典
型
的
な
例
が
、

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
オ
ラ
ン
ダ
方
式
、
あ
る
い
は
、
簡
単
に
、
オ
ラ
ン
ダ
方

式
と
い
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
方
式
に
よ
れ
ば
、
オ
ラ
ン
ダ

に
駐
留
す
る
米
兵
が
罪
を
犯
し
た
場
合
、
ア
メ
リ
カ
の
要
請
が
あ

れ
ば
、
オ
ラ
ン
ダ
は
そ
の
米
兵
の
裁
判
権
を
放
棄
す
る
。
た
だ
し
、

オ
ラ
ン
ダ
が
「
特
に
重
要
」
と
決
定
す
る
場
合
、
オ
ラ
ン
ダ
は
裁

判
権
を
放
棄
せ
ず
、
行
使
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ

り
、
オ
ラ
ン
ダ
は
米
兵
に
対
す
る
裁
判
権
を
放
棄
す
る
も
の
の
、

オ
ラ
ン
ダ
に
と
っ
て
「
特
に
重
要
」
な
場
合
は
例
外
と
な
る
。
オ

ラ
ン
ダ
方
式
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
に
比
べ
、
派
遣
国
に
と
っ
て
明

ら
か
に
有
利
で
あ
る
。

こ
の
違
い
は
重
要
で
あ
る
。
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
で
は
、
裁
判
権
放

棄
の
要
請
が
あ
っ
て
も
、
そ
れ
に
「
好
意
的
考
慮
」
を
払
う
に
す

ぎ
な
い
。
そ
の
意
味
で
、
要
請
さ
れ
た
国
の
主
権
は
侵
害
さ
れ
て

（
一
三
一
八
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

四
九

ン
の
安
全
に
対
す
る
罪
の
み
だ
。
こ
の
よ
う
に
、
米
軍
基
地
は

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
律
が
適
用
さ
れ
な
い
治
外
法
権
の
観
を
呈
し
て

い
た
の
で
あ
る
。

米
比
間
の
交
渉
が
開
始
さ
れ
る
の
は
、
一
九
五
六
年
八
月
で
あ

る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
交
渉
団
の
代
表
は
、
エ
マ
ヌ
エ
ル
・
ペ
ラ
エ

ス
（E

m
m

anuel P
elaez

）
上
院
議
員
で
あ
っ
た
。
ア
メ
リ
カ
側

交
渉
団
は
、
カ
ー
ル
・
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
（K

arl B
endetsen

）
前

陸
軍
次
官
補
が
代
表
を
務
め
た
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
代
表
団
は
行
政

府
の
担
当
者
お
よ
び
議
会
の
議
員
（
政
治
家
）
か
ら
構
成
さ
れ
て

い
る
。
こ
れ
に
対
し
、
ア
メ
リ
カ
側
代
表
団
は
軍
人
か
ら
構
成
さ

れ
て
い
た
。

こ
の
顔
ぶ
れ
か
ら
も
、
両
交
渉
団
の
関
心
の
違
い
を
見
て
取
る

こ
と
が
で
き
る
。
ア
メ
リ
カ
側
の
関
心
は
、
軍
事
的
な
も
の
、
つ

ま
り
、
共
同
声
明
に
あ
っ
た
現
行
の
軍
事
施
設
の
改
善
や
基
地
の

拡
張
に
あ
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
関
心
は
そ
れ

よ
り
広
く
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
再
検
討
に
よ
っ
て
、
フ
ィ
リ

ピ
ン
の
主
権
を
拡
大
す
る
こ
と
を
望
ん
で
い
た
の
で
あ
る

（
11
）

。
こ
う

し
て
、
両
代
表
団
の
思
惑
は
、
最
初
か
ら
違
っ
て
い
た
と
い
え
よ

う
。以

下
で
は
、
一
九
五
六
年
の
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
・
ペ
ラ
エ
ス
交
渉

領
リ
チ
ャ
ー
ド
・
ニ
ク
ソ
ン
（R

ichard N
ixon

）
が
出
席
し
た
。

そ
の
機
会
に
、
ニ
ク
ソ
ン
は
、
ラ
モ
ン
・
マ
グ
サ
イ
サ
イ

（R
am

on M
agsaysay

）
大
統
領
と
会
談
し
、
共
同
声
明
が
発
表

さ
れ
る
。
こ
れ
を
受
け
、
米
軍
基
地
の
問
題
に
つ
い
て
、
近
い
将

来
、
米
比
間
で
正
式
会
談
が
開
か
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

共
同
声
明
に
は
、
い
く
つ
か
の
原
則
が
記
さ
れ
て
い
る
。
そ
の

な
か
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
規
定
を
遵

守
す
る
と
と
も
に
、
基
地
建
設
の
た
め
の
追
加
の
土
地
を
使
用
で

き
る
よ
う
に
す
る
と
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
、
ア
メ
リ
カ
側
は
、
未

使
用
の
基
地
を
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
返
還
す
る
こ
と
、
両
国
の
相
互

防
衛
に
と
っ
て
必
要
な
要
件
を
充
た
す
た
め
、
現
行
の
施
設
を
改

善
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
米
軍
基
地
に
対
す
る
フ
ィ
リ

ピ
ン
の
主
権
を
ア
メ
リ
カ
側
が
十
分
に
尊
重
す
る
こ
と
が
う
た
わ

れ
て
い
る

（
９
）

。

し
か
し
、
多
く
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
の
目
に
は
、
共
同
声
明
の
文

言
は
不
可
解
に
感
じ
ら
れ
た
。
な
ぜ
な
ら
、
ア
メ
リ
カ
は
米
軍
基

地
に
対
す
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
主
権
を
尊
重
す
る
と
言
い
な
が
ら
、

米
軍
基
地
内
で
生
じ
た
犯
罪
に
対
す
る
裁
判
権
は
、
ア
メ
リ
カ
側

が
行
使
し
て
き
た
か
ら
で
あ
る

（
10
）

。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
裁
判
権
を
有

す
る
の
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
同
士
の
犯
罪
、
お
よ
び
、
フ
ィ
リ
ピ

（
一
三
一
九
）
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五
〇

と
も
に
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
の
場
合
、
お
よ
び
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
安
全

に
関
す
る
罪
だ
け
だ
。
こ
の
例
外
の
場
合
の
み
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

が
裁
判
権
を
行
使
で
き
る
。

以
上
は
、
裁
判
権
行
使
の
運
用
実
態
に
も
と
づ
く
不
満
で
は
な

い
。
た
と
え
ば
、
ク
ラ
ー
ク
空
軍
基
地
に
駐
留
す
る
米
第
一
三
空

軍
に
よ
れ
ば
、
同
空
軍
は
、
基
地
内
で
罪
を
犯
し
た
フ
ィ
リ
ピ
ン

人
に
裁
判
権
を
行
使
し
た
こ
と
は
な
い
と
い
う
。
こ
の
場
合
、
同

協
定
第
一
三
条
第
三
項
（
ア
メ
リ
カ
が
裁
判
権
を
行
使
し
な
い
こ

と
を
希
望
す
る
場
合
）
に
も
と
づ
き
、
犯
人
た
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
人

は
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
当
局
に
引
き
渡
さ
れ
る
の
が
通
例
で
あ
る

（
13
）

。

フ
ィ
リ
ピ
ン
人
に
対
し
ア
メ
リ
カ
側
が
裁
判
権
を
行
使
で
き
る
と

の
規
定
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
か
ら
は
国
家
と
し
て
の
威
信
お
よ
び

自
尊
心
が
傷
つ
け
ら
れ
る
問
題
だ
と
受
け
止
め
ら
れ
た
の
で
あ
る
。

運
用
上
の
問
題
で
は
な
く
、
こ
う
し
た
規
定
の
存
在
自
体
が
問
わ

れ
た
。

つ
ぎ
に
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
（
日
米
行
政
協
定
も
同
じ
）

の
刑
事
裁
判
権
条
項
に
比
べ
、
そ
の
文
言
に
お
お
き
な
違
い
が
あ

る
こ
と
に
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
不
満
で
あ
っ
た
。
米
軍
基
地
内
で
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
国
民
が
米
兵
の
犠
牲
と
な
っ
た
場
合
で
も
、
フ
ィ
リ

ピ
ン
側
に
裁
判
権
が
な
か
っ
た
か
ら
だ
。
こ
の
点
が
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ

か
ら
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
裁
判
権
放
棄
の
問
題
の

経
緯
を
た
ど
っ
て
み
る
こ
と
と
す
る
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
望
ん
だ
こ
と

フ
ィ
リ
ピ
ン
国
内
で
米
兵
に
よ
る
犯
罪
が
頻
発
し
た
こ
と
を
踏

ま
え
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
か
ね
が
ね
米
比
軍
事
基
地
協
定
に
不
満

を
い
だ
い
て
い
た
。
と
く
に
、
一
九
五
三
年
に
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位

協
定
が
発
効
し
た
こ
と
か
ら
、
同
協
定
に
比
べ
、
米
比
軍
事
基
地

協
定
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
点
で
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
不
利
で
あ
る
と
受

け
取
ら
れ
た
。
ア
メ
リ
カ
側
代
表
の
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
は
、
フ
ィ
リ

ピ
ン
側
の
不
満
を
本
省
に
報
告
し
て
い
る
。
具
体
的
な
問
題
点
に

入
る
前
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
ど
の
よ
う
な
不
満
を
い
だ
い
て
い

た
の
か
、
こ
の
報
告
を
も
と
に
整
理
し
て
お
こ
う

（
12
）

。

前
述
の
よ
う
に
、
一
九
四
七
年
の
米
比
軍
事
基
地
協
定
に
よ
れ

ば
、
基
地
内
で
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
が
米
兵
等
に
対
す
る
罪
を
犯
し

た
場
合
、
裁
判
権
は
ア
メ
リ
カ
側
に
あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
こ

の
点
に
不
満
を
つ
の
ら
せ
て
い
た
。
同
協
定
第
一
三
条
第
一
項
⒜

に
よ
れ
ば
、
基
地
内
で
は
、
罪
を
犯
し
た
者
が
何
人
で
あ
れ
、
ア

メ
リ
カ
側
が
裁
判
権
を
行
使
す
る
。
つ
ま
り
、
国
籍
を
問
わ
ず
、

ア
メ
リ
カ
側
に
裁
判
権
が
あ
る
。
例
外
は
、
被
害
者
・
加
害
者
が

（
一
三
二
〇
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

五
一

よ
び
ア
メ
リ
カ
の
裁
判
権
が
競
合
す
る
。
そ
れ
を
調
整
す
る
た
め
、

以
下
の
法
則
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

ア
メ
リ
カ
が
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る
場
合
は
以
下
で
あ
る
。

⑴
米
軍
の
他
の
所
属
員
の
身
体
あ
る
い
は
財
産
の
み
に
対
す
る
罪

の
場
合
、
⑵
ア
メ
リ
カ
の
財
産
の
み
に
対
す
る
罪
の
場
合
、
⑶

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
の
決
定
に
し
た
が
い
、
現
に
特
定
の
軍

務
に
従
事
し
て
い
る
間
に
犯
さ
れ
た
罪
の
場
合
で
あ
る
。
以
上
を

除
き
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
第
一
次
裁
判
権
を
行
使
す
る
権
利
が
あ

る
。さ

ら
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
裁
判
権
放
棄
に
関
す
る
以
下
の
文

言
の
追
加
が
可
能
で
あ
る
と
し
た
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
が
第
一
次
裁
判

権
を
有
す
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
ア
メ
リ
カ
に
と
っ
て
重
大
か
つ

特
別
な
関
心
が
あ
る
場
合
、
あ
る
い
は
、
ア
メ
リ
カ
の
利
益
が

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
裁
判
権
行
使
の
利
益
を
上
回
る
場
合
、
ア
メ
リ
カ

が
裁
判
権
の
放
棄
を
要
請
す
れ
ば
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
そ
れ
に
好

意
的
考
慮
を
払
う
、
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

基
地
外
に
つ
い
て
は
、
被
害
者
・
加
害
者
の
い
ず
れ
も
米
軍
構

成
員
で
あ
る
場
合
、
あ
る
い
は
、
特
定
の
軍
務
の
実
施
に
従
事
し

て
い
る
間
に
犯
さ
れ
た
罪
の
場
合
の
み
、
米
軍
側
が
裁
判
権
を
行

使
で
き
る

（
15
）

。

軍
地
位
協
定
、
お
よ
び
、
日
米
行
政
協
定
と
明
確
な
対
照
を
な
し

て
い
る
。
こ
れ
ら
の
協
定
で
は
、
場
所
（
基
地
の
内
外
）
に
よ
り

裁
判
権
が
振
り
分
け
ら
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
公
務
犯
罪
を

除
き
、
受
入
国
民
が
米
兵
の
犠
牲
に
な
っ
た
場
合
、
受
入
国
側
に

裁
判
権
が
あ
る
。
こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
諸
国
や
日
本

に
比
べ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
は
差
別
さ
れ
て
い
る
、
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

は
受
け
止
め
た
の
で
あ
る
。

以
上
を
要
約
す
る
と
、
刑
事
裁
判
権
に
関
し
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン

の
主
権
は
侵
害
さ
れ
、
他
国
に
比
べ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
が
差
別
さ
れ

て
い
る
と
い
う
の
が
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
不
満
で
あ
っ
た
。
こ
れ
が
、

米
比
軍
事
基
地
協
定
第
一
三
条
を
改
正
し
た
い
と
す
る
フ
ィ
リ
ピ

ン
側
の
根
本
的
な
動
機
と
い
え
よ
う
。

そ
れ
で
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
同
協
定
第
一
三
条
を
ど
の
よ

う
に
改
正
し
た
か
っ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
案

一
九
五
六
年
八
月
二
七
日
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
が
提
示
さ
れ
た
。

以
下
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
の
全
容
で
は
な
い
も
の
の
、
中
心
的
な
論

点
を
見
て
い
く
こ
と
に
し
よ
う

（
14
）

。

ま
ず
、
基
地
内
で
米
兵
が
罪
を
犯
し
た
場
合
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
お

（
一
三
二
一
）
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の
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以
上
を
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る
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の
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ピ
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の
裁
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行
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の
利
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を
上
回
る
場
合
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が
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ば
、
フ
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側
は
そ
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に
好
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的
考
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を
払
う
、
と
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も
の
で
あ
る
。
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は
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被
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の
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も
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構

成
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る
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、
あ
る
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は
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特
定
の
軍
務
の
実
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に
従
事
し

て
い
る
間
に
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さ
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た
罪
の
場
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の
み
、
米
軍
側
が
裁
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権
を
行

使
で
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る
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軍
地
位
協
定
、
お
よ
び
、
日
米
行
政
協
定
と
明
確
な
対
照
を
な
し

て
い
る
。
こ
れ
ら
の
協
定
で
は
、
場
所
（
基
地
の
内
外
）
に
よ
り

裁
判
権
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振
り
分
け
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い
る
わ
け
で
は
な
い
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犯
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を
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受
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犠
牲
に
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た
場
合
、
受
入
国
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に

裁
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が
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る
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ら
、
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や
日
本

に
比
べ
、
フ
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リ
ピ
ン
は
差
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さ
れ
て
い
る
、
と
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ピ
ン
側

は
受
け
止
め
た
の
で
あ
る
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以
上
を
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約
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る
と
、
刑
事
裁
判
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に
関
し
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン

の
主
権
は
侵
害
さ
れ
、
他
国
に
比
べ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
が
差
別
さ
れ

て
い
る
と
い
う
の
が
フ
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ピ
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側
の
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で
あ
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た
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こ
れ
が
、
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比
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事
基
地
協
定
第
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三
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を
改
正
し
た
い
と
す
る
フ
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リ
ピ

ン
側
の
根
本
的
な
動
機
と
い
え
よ
う
。

そ
れ
で
は
、
フ
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ピ
ン
側
は
、
同
協
定
第
一
三
条
を
ど
の
よ

う
に
改
正
し
た
か
っ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
案

一
九
五
六
年
八
月
二
七
日
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
が
提
示
さ
れ
た
。

以
下
、
フ
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リ
ピ
ン
案
の
全
容
で
は
な
い
も
の
の
、
中
心
的
な
論

点
を
見
て
い
く
こ
と
に
し
よ
う
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）
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ず
、
基
地
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で
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が
罪
を
犯
し
た
場
合
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
お
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一
三
二
一
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

五
二

そ
れ
で
は
、
ア
メ
リ
カ
案
は
ど
う
な
っ
て
い
た
の
で
あ
ろ
う
か
。

ア
メ
リ
カ
案

ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
は
一
一
月
前
半
に
一
時
帰
任
し
て
、
国
務
・
国

防
両
省
の
関
係
者
と
協
議
し
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
フ
ィ
リ
ピ
ン

側
に
提
示
す
る
た
め
の
包
括
案
（
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
補
足
協

定
案
）
が
作
成
さ
れ
た
。
同
案
は
、
刑
事
裁
判
権
に
限
ら
ず
、
土

地
問
題
を
含
め
、
す
べ
て
の
懸
案
事
項
を
盛
り
こ
ん
だ
こ
と
か
ら

「
包
括
」
と
呼
ば
れ
て
い
る
。
こ
の
案
で
、
一
番
の
問
題
と
な
っ

た
の
が
刑
事
裁
判
権
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
同
案
の
刑
事
裁
判
権
、

と
り
わ
け
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
刑
事
裁
判
権
の
放

棄
の
問
題
を
中
心
に
、
そ
の
内
容
を
見
て
い
く
こ
と
に
し
よ
う

（
16
）

。

同
補
足
協
定
案
の
第
五
条
が
刑
事
裁
判
権
条
項
で
あ
る
。
同
条

自
体
は
き
わ
め
て
簡
潔
で
、
全
部
で
三
項
か
ら
な
っ
て
い
る
。
第

一
項
で
、
ア
メ
リ
カ
は
フ
ィ
リ
ピ
ン
全
土
に
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
主
権

が
及
ぶ
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
米
軍
基
地
に
も

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
が
適
用
さ
れ
る
。
ア
メ
リ
カ
は
そ
れ
ら
の
法
を

遵
守
す
る
責
任
を
負
う
。
第
二
項
で
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
、
ま
た
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
に
通
常
居
住
す
る
者
に
対
し
（
米
軍
所
属
員
で
公
務

中
の
者
を
除
く
）、
ア
メ
リ
カ
は
裁
判
権
を
行
使
し
な
い
と
あ
る
。

こ
の
案
に
よ
っ
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
不
満
が
解
消
さ
れ
る
の

か
を
検
証
し
て
お
き
た
い
。
基
地
内
で
、
ア
メ
リ
カ
側
が
裁
判
権

を
行
使
で
き
る
の
は
、
右
の
⑴
⑵
⑶
に
限
定
さ
れ
る
。
し
た
が
っ

て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
が
加
害
者
あ
る
い
は
被
害
者
の
場
合
、
フ
ィ

リ
ピ
ン
側
が
裁
判
権
を
行
使
で
き
る
こ
と
と
な
る
。
例
外
は
、
⑶

の
米
兵
が
現
に
特
定
の
軍
務
に
従
事
し
て
い
る
間
に
犯
し
た
罪
で
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
人
が
被
害
者
の
場
合
で
あ
る
。
た
だ
し
、
公
務
犯
罪

の
決
定
権
は
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
に
あ
る
。

以
上
を
総
合
す
る
と
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
は
、
基
地
の
内
外
と
い

う
区
別
は
あ
る
も
の
の
、
実
質
的
に
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定

並
み
と
い
っ
て
よ
い
。
裁
判
権
の
競
合
に
関
す
る
規
定
も

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
と
同
じ
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
同
協
定
よ
り

も
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
有
利
な
点
が
あ
る
。
先
に
述
べ
た
よ
う
に
、

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
は
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
に
触
れ
て
い
な

い
。
こ
れ
に
対
し
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
で
は
、
基
地
外
で
の
公

務
犯
罪
の
決
定
権
は
、
も
と
も
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
あ
っ
た
。
そ

れ
を
受
け
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
で
は
、
基
地
内
で
の
公
務
犯
罪
の
決

定
権
も
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
に
与
え
ら
れ
る
と
な
っ
て
い
る
。

そ
う
な
る
と
、
公
務
犯
罪
の
決
定
は
、
基
地
の
内
外
を
問
わ
ず

フ
ィ
リ
ピ
ン
に
有
利
と
な
る
。

（
一
三
二
二
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

五
三

公
務
証
明
書
が
発
給
さ
れ
れ
ば
、
米
比
間
で
協
議
が
お
こ
な
わ
れ

た
と
し
て
も
、
最
終
的
に
は
、
公
務
証
明
書
に
よ
っ
て
公
務
犯
罪

が
決
定
さ
れ
る
の
で
あ
る

（
17
）

。

つ
ぎ
は
、
裁
判
権
放
棄
で
あ
る
。
米
比
軍
事
基
地
協
定
第
一
三

条
第
四
項
（
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
裁
判
権
を
行
使
し
な
い
こ
と
を
希

望
す
る
場
合
）
の
実
施
に
関
し
て
、
ア
メ
リ
カ
側
が
裁
判
権
を
行

使
し
た
い
と
要
請
し
た
場
合
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
引
き
続
き
好
意

的
に
対
応
す
る
と
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
こ
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

の
裁
判
権
放
棄
に
つ
い
て
も
、
別
途
、
以
下
の
公
式
合
意
議
事
録

案
が
用
意
さ
れ
て
い
る
。

そ
れ
に
よ
る
と
、
ま
ず
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
当
局
は
、
ア
メ
リ
カ
当

局
が
米
軍
の
軍
法
に
服
す
る
者
に
つ
い
て
、
秩
序
お
よ
び
規
律
の

維
持
に
第
一
義
的
な
責
任
を
有
す
る
こ
と
を
認
め
る
。
ア
メ
リ
カ

当
局
が
要
請
す
れ
ば
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
当
局
は
、
裁
判
権
を
行
使
す

る
第
一
次
の
権
利
を
放
棄
す
る
。
た
だ
し
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
当
局
が
、

み
ず
か
ら
の
裁
判
権
の
行
使
を
特
に
重
要
と
決
定
す
る
場
合
は
放

棄
し
な
い
。
そ
の
場
合
に
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
裁
判
権
を
行
使

で
き
る
。
以
上
は
オ
ラ
ン
ダ
方
式
と
同
じ
で
あ
る
。

第
三
項
で
は
、
附
属
書
一
〇
に
軍
事
基
地
協
定
第
一
三
条
の
具
体

的
な
実
施
規
定
が
設
け
ら
れ
る
と
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
附
属
書

一
〇
の
内
容
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

附
属
書
一
〇
で
は
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
第
一
三
条
第
三
項

（
ア
メ
リ
カ
が
裁
判
権
を
行
使
し
な
い
こ
と
を
希
望
す
る
場
合
の

規
定
）
を
実
施
す
る
に
あ
た
っ
て
、
基
地
内
で
、
米
兵
等
が
公
務

外
で
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
等
に
罪
を
犯
し
た
場
合
の
取
り
扱
い
が
、
つ

ぎ
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
共
通
の
防
衛
と
い
う
両
国
間
の
相
互

の
利
益
と
い
う
点
か
ら
、
米
比
の
ど
ち
ら
が
裁
判
権
を
有
す
る
か

は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
駐
留
す
る
ア
メ
リ
カ
の
上
級
司
令
官
と
フ
ィ

リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
が
、
事
件
の
対
処
に
共
同
で
決
定
す
る
と
い

う
観
点
か
ら
協
議
す
る
。
前
述
の
よ
う
に
、
同
協
定
第
一
三
条
で

は
、
基
地
内
で
の
裁
判
権
は
米
軍
側
が
全
面
的
に
有
し
て
い
た
の

で
、
ア
メ
リ
カ
側
が
譲
歩
す
る
内
容
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
付

属
書
一
〇
は
、
基
地
外
の
裁
判
権
に
は
触
れ
て
い
な
い
。

そ
れ
で
は
、
ア
メ
リ
カ
の
上
級
司
令
官
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務

大
臣
と
の
間
で
協
議
が
整
わ
な
い
場
合
は
ど
う
な
る
の
で
あ
ろ
う

か
。
こ
の
点
、
つ
ぎ
の
よ
う
に
補
足
さ
れ
て
い
る
。
交
渉
の
記
録

に
よ
れ
ば
、
両
者
の
間
で
合
意
に
い
た
ら
な
い
場
合
に
は
、
ア
メ

リ
カ
の
基
地
司
令
官
の
決
定
を
有
効
な
も
の
と
す
る
。
こ
の
結
果
、

（
一
三
二
三
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

五
三

公
務
証
明
書
が
発
給
さ
れ
れ
ば
、
米
比
間
で
協
議
が
お
こ
な
わ
れ

た
と
し
て
も
、
最
終
的
に
は
、
公
務
証
明
書
に
よ
っ
て
公
務
犯
罪

が
決
定
さ
れ
る
の
で
あ
る

（
17
）

。

つ
ぎ
は
、
裁
判
権
放
棄
で
あ
る
。
米
比
軍
事
基
地
協
定
第
一
三

条
第
四
項
（
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
裁
判
権
を
行
使
し
な
い
こ
と
を
希

望
す
る
場
合
）
の
実
施
に
関
し
て
、
ア
メ
リ
カ
側
が
裁
判
権
を
行

使
し
た
い
と
要
請
し
た
場
合
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
引
き
続
き
好
意

的
に
対
応
す
る
と
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
こ
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

の
裁
判
権
放
棄
に
つ
い
て
も
、
別
途
、
以
下
の
公
式
合
意
議
事
録

案
が
用
意
さ
れ
て
い
る
。

そ
れ
に
よ
る
と
、
ま
ず
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
当
局
は
、
ア
メ
リ
カ
当

局
が
米
軍
の
軍
法
に
服
す
る
者
に
つ
い
て
、
秩
序
お
よ
び
規
律
の

維
持
に
第
一
義
的
な
責
任
を
有
す
る
こ
と
を
認
め
る
。
ア
メ
リ
カ

当
局
が
要
請
す
れ
ば
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
当
局
は
、
裁
判
権
を
行
使
す

る
第
一
次
の
権
利
を
放
棄
す
る
。
た
だ
し
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
当
局
が
、

み
ず
か
ら
の
裁
判
権
の
行
使
を
特
に
重
要
と
決
定
す
る
場
合
は
放

棄
し
な
い
。
そ
の
場
合
に
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
裁
判
権
を
行
使

で
き
る
。
以
上
は
オ
ラ
ン
ダ
方
式
と
同
じ
で
あ
る
。

第
三
項
で
は
、
附
属
書
一
〇
に
軍
事
基
地
協
定
第
一
三
条
の
具
体

的
な
実
施
規
定
が
設
け
ら
れ
る
と
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
附
属
書

一
〇
の
内
容
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

附
属
書
一
〇
で
は
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
第
一
三
条
第
三
項

（
ア
メ
リ
カ
が
裁
判
権
を
行
使
し
な
い
こ
と
を
希
望
す
る
場
合
の

規
定
）
を
実
施
す
る
に
あ
た
っ
て
、
基
地
内
で
、
米
兵
等
が
公
務

外
で
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
等
に
罪
を
犯
し
た
場
合
の
取
り
扱
い
が
、
つ

ぎ
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
共
通
の
防
衛
と
い
う
両
国
間
の
相
互

の
利
益
と
い
う
点
か
ら
、
米
比
の
ど
ち
ら
が
裁
判
権
を
有
す
る
か

は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
駐
留
す
る
ア
メ
リ
カ
の
上
級
司
令
官
と
フ
ィ

リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
が
、
事
件
の
対
処
に
共
同
で
決
定
す
る
と
い

う
観
点
か
ら
協
議
す
る
。
前
述
の
よ
う
に
、
同
協
定
第
一
三
条
で

は
、
基
地
内
で
の
裁
判
権
は
米
軍
側
が
全
面
的
に
有
し
て
い
た
の

で
、
ア
メ
リ
カ
側
が
譲
歩
す
る
内
容
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
付

属
書
一
〇
は
、
基
地
外
の
裁
判
権
に
は
触
れ
て
い
な
い
。

そ
れ
で
は
、
ア
メ
リ
カ
の
上
級
司
令
官
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務

大
臣
と
の
間
で
協
議
が
整
わ
な
い
場
合
は
ど
う
な
る
の
で
あ
ろ
う

か
。
こ
の
点
、
つ
ぎ
の
よ
う
に
補
足
さ
れ
て
い
る
。
交
渉
の
記
録

に
よ
れ
ば
、
両
者
の
間
で
合
意
に
い
た
ら
な
い
場
合
に
は
、
ア
メ

リ
カ
の
基
地
司
令
官
の
決
定
を
有
効
な
も
の
と
す
る
。
こ
の
結
果
、

（
一
三
二
三
）



政
経
研
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　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

五
四

の
決
定
権
を
、
米
軍
の
上
級
司
令
官
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣

の
共
同
決
定
に
委
ね
る
と
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
共
同
決
定
に

あ
た
っ
て
は
、
前
提
が
置
か
れ
て
い
る
。
共
通
の
防
衛
と
い
う
両

国
間
の
相
互
の
利
益
と
い
う
観
点
か
ら
決
定
さ
れ
る
と
あ
る
か
ら

だ
。
し
た
が
っ
て
、
共
通
の
防
衛
を
重
視
す
れ
ば
、
米
兵
の
公
務

の
範
囲
が
広
く
認
定
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。
ま
た
、
最
終
的
な

決
定
権
は
米
軍
の
上
級
司
令
官
に
あ
る
、
と
ア
メ
リ
カ
側
は
解
釈

し
て
い
た
。

つ
ぎ
に
、
裁
判
権
放
棄
の
問
題
で
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
側
は
、

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
よ
り
有
利
な
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
求
め
た
。
な
ぜ
だ

ろ
う
か
。
こ
れ
を
、
ま
ず
、
確
認
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
こ
の

問
題
は
、
一
九
五
三
年
八
月
、
ア
メ
リ
カ
上
院
で
同
協
定
が
批
准

さ
れ
た
際
に
さ
か
の
ぼ
る
。
同
協
定
の
批
准
に
あ
た
っ
て
、
ア
メ

リ
カ
上
院
は
そ
の
意
向
を
示
し
て
い
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
は
、
か
な
ら
ず
し
も
ア
メ
リ
カ
に
と
っ
て

満
足
の
い
く
も
の
で
は
な
い
。
同
協
定
と
同
様
の
協
定
を
他
国
と

結
ぶ
場
合
、
ア
メ
リ
カ
に
と
っ
て
「
よ
り
有
利
な
」
内
容
を
含
む

必
要
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る

（
18
）

。

「
よ
り
有
利
な
」
を
具
体
的
に
述
べ
れ
ば
、
米
兵
が
他
国
で
罪

を
犯
し
た
場
合
、
受
入
国
が
そ
の
裁
判
権
を
可
能
な
か
ぎ
り
放
棄

米
比
案
の
比
較

す
で
に
第
一
節
で
明
ら
か
に
し
た
よ
う
に
、
公
務
犯
罪
の
決
定

権
の
問
題
は
、
つ
ぎ
の
裁
判
権
放
棄
の
問
題
と
と
も
に
、
米
比
間

の
刑
事
裁
判
権
交
渉
の
最
大
の
課
題
と
な
る
。
順
番
と
し
て
は
、

ま
ず
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
に
つ
い
て
、
米
比
の
違
い
を
論
じ
る

こ
と
に
す
る
。
な
ぜ
な
ら
、
公
務
犯
罪
で
は
な
い
と
確
定
し
た
後

に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
第
一
次
裁
判
権
を
行
使
す
る
の
か
、
あ
る

い
は
、
放
棄
す
る
の
か
と
い
う
問
題
が
生
じ
る
か
ら
だ
。

ま
ず
、
公
務
犯
罪
で
あ
る
か
否
か
を
、
誰
が
ど
の
よ
う
に
決
定

す
る
の
か
で
あ
る
。
基
地
外
で
米
兵
が
犯
し
た
罪
が
公
務
の
執
行

に
よ
る
も
の
で
あ
る
か
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
に
よ
れ
ば
、
フ
ィ

リ
ピ
ン
側
が
決
定
で
き
る
こ
と
と
な
っ
て
い
た
。
同
協
定
で
は
、

基
地
内
は
ア
メ
リ
カ
、
基
地
外
は
フ
ィ
リ
ピ
ン
が
裁
判
権
を
行
使

す
る
の
が
原
則
で
あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
基
地
外
で
の
公
務

犯
罪
の
決
定
権
を
、
基
地
内
で
の
犯
罪
に
も
及
ぼ
そ
う
と
し
た
の

で
あ
る
。
つ
ま
り
、
基
地
内
で
も
、
公
務
犯
罪
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン

の
法
務
大
臣
が
決
定
す
る
。
こ
う
す
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
側
が
恣
意

的
に
公
務
犯
罪
で
あ
る
と
判
断
し
て
、
米
兵
が
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の

裁
判
か
ら
逃
れ
る
途
を
と
ざ
す
こ
と
が
で
き
る
。

こ
れ
に
対
し
て
、
ア
メ
リ
カ
案
で
は
、
基
地
内
で
の
公
務
犯
罪

（
一
三
二
四
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

五
五

力
を
払
う
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
⑸
裁
判
権
放
棄
の
要
請
を
許
与

す
る
こ
と
は
、
義
務
で
は
な
く
、
ま
っ
た
く
の
自
由
裁
量
で
あ
る
。

⑹
以
上
は
、
相
互
的
に
適
用
さ
れ
る
。

こ
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
第
七
条
第
三

項
⒞
を
も
と
に
し
て
い
る
。
同
項
に
よ
れ
ば
、
第
一
次
裁
判
権
を

有
す
る
国
の
裁
判
権
の
放
棄
が
、
第
二
次
裁
判
権
を
有
す
る
国
に

と
り
特
に
重
要
と
考
え
ら
れ
る
場
合
、
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る

国
の
当
局
に
裁
判
権
の
放
棄
を
要
請
で
き
る
。
第
一
次
裁
判
権
を

有
す
る
国
は
、
そ
の
要
請
に
好
意
的
考
慮
を
払
う
、
と
な
っ
て
い

る
か
ら
だ
。

こ
こ
で
注
目
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
裁
判
権
の
放
棄
が

特
に
重
要
と
考
え
る
の
が
、
第
一
次
裁
判
権
あ
る
い
は
第
二
次
裁

判
権
を
有
す
る
国
の
い
ず
れ
な
の
か
で
あ
る
。
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位

協
定
で
は
、
第
二
次
裁
判
権
を
有
す
る
国
、
つ
ま
り
、
要
請
す
る

側
が
特
に
重
要
と
考
え
る
必
要
が
あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
は
、
こ

れ
を
踏
襲
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
で
は
、
裁
判
権

放
棄
の
要
請
は
、
派
遣
国
側
（
ア
メ
リ
カ
）
だ
け
で
は
な
く
、
受

入
国
で
あ
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
も
可
能
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
事
案
ご

と
に
、
ア
メ
リ
カ
側
が
「
特
に
重
要
」
で
あ
る
と
し
て
裁
判
権
の

放
棄
を
要
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
こ
の

す
る
、
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
放
棄
の
典
型
的
な
例
が
、

日
本
お
よ
び
オ
ラ
ン
ダ
の
場
合
で
あ
る
。
日
本
と
の
場
合
に
は
、

行
政
協
定
第
一
七
条
の
改
正
の
際
、
米
兵
に
よ
る
犯
罪
が
「
実
質

的
に
重
要
」
な
場
合
を
除
き
、
日
本
側
は
そ
の
政
策
と
し
て
裁
判

権
を
行
使
し
な
い
旨
を
明
ら
か
に
し
た
。
日
米
合
同
委
員
会
の
刑

事
裁
判
権
分
科
委
員
会
で
、
日
本
側
代
表
の
津
田
實
法
務
省
総
務

課
長
が
一
方
的
に
陳
述
し
た
も
の
で
あ
る
。
い
わ
ゆ
る
裁
判
権
放

棄
密
約
だ
。
ま
た
、
オ
ラ
ン
ダ
と
は
、「
特
に
重
要
」
と
決
定
す

る
場
合
を
除
き
、
オ
ラ
ン
ダ
は
裁
判
権
を
放
棄
す
る
旨
を
公
に
約

束
し
て
い
る
。
ア
メ
リ
カ
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
対
し
て
も
、
オ
ラ

ン
ダ
方
式
に
な
ら
い
、
同
様
の
措
置
を
求
め
た
の
で
あ
る

（
19
）

。

こ
れ
に
対
し
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
裁
判
権
放
棄
に
関
し
て
、

つ
ぎ
の
よ
う
な
案
を
提
示
し
て
い
る

（
20
）

。

⑴
裁
判
権
放
棄
の
条
項
は
、
相
互
理
解
お
よ
び
公
正
の
精
神
で

考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
⑵
裁
判
権
放
棄
の
要
請
は
、
事
件
ご

と
に
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
⑶
裁
判
権
放
棄
を
要
請
す
る

当
事
国
は
、
事
件
ご
と
に
、
な
ぜ
特
に
重
要
な
の
か
、
そ
の
理
由

を
明
確
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
⑷
他
方
の
当
事
国
は
、
そ
の

要
請
に
好
意
的
考
慮
を
払
う
も
の
と
す
る
。
そ
の
意
味
は
、
自
国

の
利
益
に
合
致
す
る
場
合
、
い
つ
で
も
そ
の
要
請
を
許
与
す
る
努

（
一
三
二
五
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

五
五

力
を
払
う
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
⑸
裁
判
権
放
棄
の
要
請
を
許
与

す
る
こ
と
は
、
義
務
で
は
な
く
、
ま
っ
た
く
の
自
由
裁
量
で
あ
る
。

⑹
以
上
は
、
相
互
的
に
適
用
さ
れ
る
。

こ
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
第
七
条
第
三

項
⒞
を
も
と
に
し
て
い
る
。
同
項
に
よ
れ
ば
、
第
一
次
裁
判
権
を

有
す
る
国
の
裁
判
権
の
放
棄
が
、
第
二
次
裁
判
権
を
有
す
る
国
に

と
り
特
に
重
要
と
考
え
ら
れ
る
場
合
、
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る

国
の
当
局
に
裁
判
権
の
放
棄
を
要
請
で
き
る
。
第
一
次
裁
判
権
を

有
す
る
国
は
、
そ
の
要
請
に
好
意
的
考
慮
を
払
う
、
と
な
っ
て
い

る
か
ら
だ
。

こ
こ
で
注
目
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
裁
判
権
の
放
棄
が

特
に
重
要
と
考
え
る
の
が
、
第
一
次
裁
判
権
あ
る
い
は
第
二
次
裁

判
権
を
有
す
る
国
の
い
ず
れ
な
の
か
で
あ
る
。
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位

協
定
で
は
、
第
二
次
裁
判
権
を
有
す
る
国
、
つ
ま
り
、
要
請
す
る

側
が
特
に
重
要
と
考
え
る
必
要
が
あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
は
、
こ

れ
を
踏
襲
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
で
は
、
裁
判
権

放
棄
の
要
請
は
、
派
遣
国
側
（
ア
メ
リ
カ
）
だ
け
で
は
な
く
、
受

入
国
で
あ
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
も
可
能
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
事
案
ご

と
に
、
ア
メ
リ
カ
側
が
「
特
に
重
要
」
で
あ
る
と
し
て
裁
判
権
の

放
棄
を
要
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
こ
の

す
る
、
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
放
棄
の
典
型
的
な
例
が
、

日
本
お
よ
び
オ
ラ
ン
ダ
の
場
合
で
あ
る
。
日
本
と
の
場
合
に
は
、

行
政
協
定
第
一
七
条
の
改
正
の
際
、
米
兵
に
よ
る
犯
罪
が
「
実
質

的
に
重
要
」
な
場
合
を
除
き
、
日
本
側
は
そ
の
政
策
と
し
て
裁
判

権
を
行
使
し
な
い
旨
を
明
ら
か
に
し
た
。
日
米
合
同
委
員
会
の
刑

事
裁
判
権
分
科
委
員
会
で
、
日
本
側
代
表
の
津
田
實
法
務
省
総
務

課
長
が
一
方
的
に
陳
述
し
た
も
の
で
あ
る
。
い
わ
ゆ
る
裁
判
権
放

棄
密
約
だ
。
ま
た
、
オ
ラ
ン
ダ
と
は
、「
特
に
重
要
」
と
決
定
す

る
場
合
を
除
き
、
オ
ラ
ン
ダ
は
裁
判
権
を
放
棄
す
る
旨
を
公
に
約

束
し
て
い
る
。
ア
メ
リ
カ
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
対
し
て
も
、
オ
ラ

ン
ダ
方
式
に
な
ら
い
、
同
様
の
措
置
を
求
め
た
の
で
あ
る

（
19
）

。

こ
れ
に
対
し
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
裁
判
権
放
棄
に
関
し
て
、

つ
ぎ
の
よ
う
な
案
を
提
示
し
て
い
る

（
20
）

。

⑴
裁
判
権
放
棄
の
条
項
は
、
相
互
理
解
お
よ
び
公
正
の
精
神
で

考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
⑵
裁
判
権
放
棄
の
要
請
は
、
事
件
ご

と
に
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
⑶
裁
判
権
放
棄
を
要
請
す
る

当
事
国
は
、
事
件
ご
と
に
、
な
ぜ
特
に
重
要
な
の
か
、
そ
の
理
由

を
明
確
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
⑷
他
方
の
当
事
国
は
、
そ
の

要
請
に
好
意
的
考
慮
を
払
う
も
の
と
す
る
。
そ
の
意
味
は
、
自
国

の
利
益
に
合
致
す
る
場
合
、
い
つ
で
も
そ
の
要
請
を
許
与
す
る
努

（
一
三
二
五
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

五
六

側
に
と
っ
て
も
、
刑
事
裁
判
権
に
関
し
て
、
他
の
同
盟
国
よ
り

フ
ィ
リ
ピ
ン
を
優
遇
す
る
こ
と
は
考
え
ら
れ
な
か
っ
た
。

こ
れ
に
拍
車
を
か
け
る
こ
と
に
な
っ
た
の
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
交

渉
団
の
あ
り
方
で
あ
る
。
前
述
の
よ
う
に
、
こ
の
交
渉
団
は
、
政

府
関
係
者
と
政
治
家
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
た
。
政
治
的
判
断
が
優

先
さ
れ
、
妥
協
の
余
地
を
な
く
し
て
し
ま
っ
た
と
い
え
る
。
ま
た
、

交
渉
の
機
密
が
保
た
れ
ず
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
か
ら
は
マ
ス
コ
ミ
へ

の
リ
ー
ク
が
繰
り
返
さ
れ
た

（
23
）

。
そ
の
結
果
、
米
比
交
渉
団
の
間
に

信
頼
を
築
く
こ
と
も
で
き
な
か
っ
た
。

そ
れ
で
は
、
妥
結
に
い
た
ら
な
か
っ
た
最
大
の
要
因
は
何
だ
っ

た
の
だ
ろ
う
か
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
は
、
日
本
を
意
識
し
て
い
た
こ
と

が
挙
げ
ら
れ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
は
、
日
米
間
の
刑
事
裁
判
権
条
項

に
比
べ
、
不
利
な
内
容
を
の
む
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
。
な
ぜ
な

ら
、
日
本
は
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
と
っ
て
旧
敵
国
だ
っ
た
か
ら
だ
。
こ

の
点
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
交
渉
団
に
と
っ
て
も
マ
グ
サ
イ
サ
イ
大
統
領

に
と
っ
て
も
同
様
で
あ
る
。
大
統
領
の
場
合
、
翌
年
（
一
九
五
七

年
）
一
一
月
に
大
統
領
選
挙
を
ひ
か
え
て
い
た
。
再
選
を
め
ざ
す

う
え
で
、
妥
協
は
マ
イ
ナ
ス
と
考
え
ら
れ
た
（
た
だ
し
、
同
大
統

領
は
、
一
九
五
七
年
三
月
、
遊
説
先
か
ら
マ
ニ
ラ
に
帰
る
途
中
の

飛
行
機
事
故
で
死
去
し
た
）。
こ
の
こ
と
は
、
マ
グ
サ
イ
サ
イ
大

要
請
に
好
意
的
な
考
慮
を
払
う
に
し
か
す
ぎ
な
い
。
ア
メ
リ
カ
側

か
ら
み
れ
ば
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
が
明
確
に
裁
判
権
を
放
棄
し
た
と
は

い
え
な
い
こ
と
と
な
る
。

以
上
を
概
括
す
る
と
、
刑
事
裁
判
権
の
放
棄
に
関
し
て
、
ア
メ

リ
カ
側
は
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
求
め
て
い
た
の
に
対
し
、
フ
ィ
リ
ピ

ン
側
は
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
を
望
ん
で
い
た
こ
と
に
な
る
。
公
務
犯
罪

の
決
定
権
に
つ
い
て
も
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
有
利
な
方
式
を
望
ん

で
い
た
。
基
地
外
で
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
裁
判
権
は
そ
の
ま
ま
に

し
、
基
地
内
で
も
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
公
務
犯
罪
の
決
定
権
を
有

す
る
と
い
う
よ
う
に
で
あ
る

（
21
）

。

な
ぜ
交
渉
は
妥
結
し
な
か
っ
た
の
か

以
上
、
一
九
五
六
年
交
渉
を
概
観
し
て
き
た
。
結
局
、
公
務
犯

罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
裁
判
権
放
棄
の
問
題
を
め
ぐ
っ
て
、
ア

メ
リ
カ
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
と
の
意
見
が
一
致
す
る
こ
と
は
な
か
っ

た
（
22
）

。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
と
っ
て
、
刑
事
裁
判
権
の
問
題
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
が
本
当
に
主
権
を
有
す
る
と
い
え
る
の
か
、
ま
た
、

他
の
同
盟
国
と
同
等
に
扱
わ
れ
る
の
か
と
い
う
国
家
の
威
信
に
か

か
わ
る
も
の
と
受
け
取
ら
れ
た
。
し
た
が
っ
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

が
譲
歩
す
る
余
地
は
ほ
と
ん
ど
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
ア
メ
リ
カ

（
一
三
二
六
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

五
七

を
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
申
し
入
れ
る
権
限
が
与
え
ら
れ
た
。
一
二
月

五
日
に
開
か
れ
た
交
渉
本
会
議
で
交
渉
中
断
が
決
ま
る

（
26
）

。
ベ
ン
デ

ツ
ェ
ン
は
、
一
二
月
一
九
日
を
も
っ
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
へ
の
ア
メ

リ
カ
特
別
代
表
、
な
ら
び
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
問
題
担
当
の
国
防
長

官
特
別
補
佐
官
を
辞
任
し
た

（
27
）

。

三�

　
ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ
ノ
交
渉
（
一
九
五
八
─

五
九
年
）

一
九
五
六
年
交
渉
を
振
り
返
る

ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ
ノ
交
渉
を
検
討
す
る
前
に
、
一
九
五
六
年
の

ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
・
ペ
ラ
エ
ス
交
渉
を
振
り
返
っ
て
お
き
た
い
。
公

務
犯
罪
の
決
定
権
お
よ
び
裁
判
権
の
放
棄
を
中
心
に
み
て
い
く
こ

と
に
す
る
。

ま
ず
、
一
九
五
六
年
交
渉
で
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
主
に
、
以

下
の
ふ
た
つ
の
要
求
を
お
こ
な
っ
た
。
ひ
と
つ
は
、
基
地
内
で
、

何
人
に
対
し
て
も
ア
メ
リ
カ
が
裁
判
権
を
行
使
し
て
き
た
こ
と
の

撤
廃
で
あ
る
。
も
う
ひ
と
つ
は
、
基
地
内
で
、
米
軍
構
成
員
が

フ
ィ
リ
ピ
ン
人
に
対
し
、
公
務
外
で
罪
を
犯
し
た
場
合
、
そ
の
裁

判
権
を
獲
得
す
る
こ
と
で
あ
っ
た

（
28
）

。

こ
れ
に
対
し
て
、
ア
メ
リ
カ
側
の
主
要
な
要
求
は
つ
ぎ
の
よ
う

統
領
が
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
大
司
教
の
フ
ラ
ン
シ
ス
・
Ｊ
・
ス
ペ
ル
マ

ン
（F

rancis J. S
pellm

an

）
枢
機
卿
に
語
っ
た
つ
ぎ
の
言
葉
に

端
的
に
表
れ
て
い
る
。「
わ
れ
わ
れ
の
旧
敵
国
で
あ
る
日
本
へ
の

要
求
以
上
の
こ
と
に
同
意
す
る
よ
う
、
な
ぜ
ア
メ
リ
カ
は
主
張
す

る
の
か

（
24
）

。」

さ
ら
に
、
日
米
間
の
刑
事
裁
判
権
放
棄
密
約
が
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

に
知
ら
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
こ
と
も
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
態
度
を

硬
化
さ
せ
る
要
因
と
な
っ
て
い
る
。
一
九
五
三
年
に
改
正
さ
れ
た

日
米
行
政
協
定
の
刑
事
裁
判
権
条
項
（
第
一
七
条
）
の
規
定
は
、

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
と
ま
っ
た
く
同
じ
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
し
て
み
れ
ば
、
日
米
行
政
協
定
の
刑
事
裁
判
権

条
項
が
妥
協
で
き
る
最
低
線
と
考
え
ら
れ
た
の
で
あ
る
。

交
渉
挫
折
の
さ
ら
な
る
要
因
と
し
て
、
一
一
月
六
日
、
在
比
米

大
使
の
ア
ル
バ
ー
ト
・
Ｆ
・
ヌ
フ
ァ
ー
（A

lbert F
. N

ufer

）

が
心
臓
発
作
で
、
突
然
、
死
去
し
た
こ
と
も
挙
げ
ら
れ
る
。
ヌ

フ
ァ
ー
は
、
直
接
、
交
渉
に
携
わ
っ
て
い
た
わ
け
で
は
な
か
っ
た

も
の
の
、
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
を
側
面
か
ら
支
え
て
い
た
。
ま
た
、
交

渉
の
様
子
を
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
と
は
違
っ
た
視
点
か
ら
本
省
に
報
告

し
て
い
る

（
25
）

。

一
一
月
三
〇
日
、
本
省
か
ら
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
に
、
交
渉
の
中
断

（
一
三
二
七
）
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五
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。
一
二
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五
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に
開
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交
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本
会
議
で
交
渉
中
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が
決
ま
る

（
26
）

。
ベ
ン
デ

ツ
ェ
ン
は
、
一
二
月
一
九
日
を
も
っ
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
へ
の
ア
メ

リ
カ
特
別
代
表
、
な
ら
び
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
問
題
担
当
の
国
防
長

官
特
別
補
佐
官
を
辞
任
し
た

（
27
）

。
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渉
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一
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五
八
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五
九
年
）

一
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五
六
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交
渉
を
振
り
返
る

ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ
ノ
交
渉
を
検
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す
る
前
に
、
一
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五
六
年
の

ベ
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デ
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ェ
ン
・
ペ
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交
渉
を
振
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返
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て
お
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た
い
。
公
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犯
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の
決
定
権
お
よ
び
裁
判
権
の
放
棄
を
中
心
に
み
て
い
く
こ

と
に
す
る
。

ま
ず
、
一
九
五
六
年
交
渉
で
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
主
に
、
以

下
の
ふ
た
つ
の
要
求
を
お
こ
な
っ
た
。
ひ
と
つ
は
、
基
地
内
で
、

何
人
に
対
し
て
も
ア
メ
リ
カ
が
裁
判
権
を
行
使
し
て
き
た
こ
と
の

撤
廃
で
あ
る
。
も
う
ひ
と
つ
は
、
基
地
内
で
、
米
軍
構
成
員
が

フ
ィ
リ
ピ
ン
人
に
対
し
、
公
務
外
で
罪
を
犯
し
た
場
合
、
そ
の
裁

判
権
を
獲
得
す
る
こ
と
で
あ
っ
た

（
28
）

。

こ
れ
に
対
し
て
、
ア
メ
リ
カ
側
の
主
要
な
要
求
は
つ
ぎ
の
よ
う

統
領
が
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
大
司
教
の
フ
ラ
ン
シ
ス
・
Ｊ
・
ス
ペ
ル
マ
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（F
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pellm
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枢
機
卿
に
語
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つ
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の
言
葉
に

端
的
に
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る
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わ
れ
わ
れ
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旧
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国
で
あ
る
日
本
へ
の

要
求
以
上
の
こ
と
に
同
意
す
る
よ
う
、
な
ぜ
ア
メ
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カ
は
主
張
す

る
の
か

（
24
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ら
に
、
日
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間
の
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放
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に
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た
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、
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態
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を
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と
な
っ
て
い
る
。
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三
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に
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正
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た

日
米
行
政
協
定
の
刑
事
裁
判
権
条
項
（
第
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）
の
規
定
は
、

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
と
ま
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く
同
じ
で
あ
る
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し
た
が
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て
、
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ピ
ン
側
に
し
て
み
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ば
、
日
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定
の
刑
事
裁
判
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が
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で
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る
最
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線
と
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た
の
で
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る
。

交
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の
さ
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な
る
要
因
と
し
て
、
一
一
月
六
日
、
在
比
米

大
使
の
ア
ル
バ
ー
ト
・
Ｆ
・
ヌ
フ
ァ
ー
（A

lbert F
. N

ufer

）

が
心
臓
発
作
で
、
突
然
、
死
去
し
た
こ
と
も
挙
げ
ら
れ
る
。
ヌ

フ
ァ
ー
は
、
直
接
、
交
渉
に
携
わ
っ
て
い
た
わ
け
で
は
な
か
っ
た

も
の
の
、
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
を
側
面
か
ら
支
え
て
い
た
。
ま
た
、
交

渉
の
様
子
を
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
と
は
違
っ
た
視
点
か
ら
本
省
に
報
告

し
て
い
る

（
25
）

。

一
一
月
三
〇
日
、
本
省
か
ら
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
に
、
交
渉
の
中
断

（
一
三
二
七
）
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五
十
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二
〇
二
〇
年
三
月
）

五
八

一
方
、
ア
メ
リ
カ
側
で
は
、
一
九
五
六
年
一
一
月
に
ヌ
フ
ァ
ー

大
使
が
突
然
死
去
し
た
こ
と
は
す
で
に
述
べ
た
。
そ
の
後
任
と
し

て
駐
比
大
使
に
就
任
し
た
の
が
、
チ
ャ
ー
ル
ズ
・
Ｅ
・
ボ
ー
レ
ン

（C
harles E

. B
ohlen

）
で
あ
る
。
ボ
ー
レ
ン
は
、
ソ
連
封
じ
込

め
政
策
の
立
案
者
と
し
て
知
ら
れ
る
ジ
ョ
ー
ジ
・
Ｆ
・
ケ
ナ
ン

（G
eorge F

. K
ennan

）
の
後
任
と
し
て
駐
ソ
大
使
（
一
九
五
三

─
一
九
五
七
年
）
を
務
め
た
経
歴
を
有
す
る
。
大
物
外
交
官
と

い
っ
て
よ
い
。
ボ
ー
レ
ン
が
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
赴
任
し
た
の
は
、

一
九
五
七
年
六
月
で
あ
っ
た
。

ボ
ー
レ
ン
大
使
と
セ
ラ
ノ
外
務
大
臣
と
の
交
渉
は
、
一
九
五
八

年
一
一
月
に
開
始
さ
れ
る
。
刑
事
裁
判
権
を
め
ぐ
る
交
渉
は
、

一
九
五
九
年
六
月
ま
で
続
け
ら
れ
た
。
し
か
し
、
刑
事
裁
判
権
問

題
の
決
着
は
つ
か
ず
、
そ
の
後
の
交
渉
は
、
他
の
議
題
に
移
る
こ

と
と
な
る
。
以
下
で
は
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
裁
判

権
の
放
棄
を
中
心
と
し
て
、
ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ
ノ
交
渉
の
主
要
な

争
点
を
あ
と
づ
け
て
み
た
い
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
案

一
九
五
八
年
一
一
月
か
ら
一
二
月
に
か
け
、
ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ

ノ
会
談
は
四
回
開
か
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
会
談
で
フ
ィ
リ
ピ
ン

に
な
る

（
29
）

。
ひ
と
つ
は
、
公
務
執
行
中
の
罪
で
あ
る
か
否
か
の
決
定

権
を
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
手
に
委
ね
て
は
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と

で
あ
る
。
米
比
軍
事
基
地
協
定
で
は
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の

決
定
権
が
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
あ
っ
た
か
ら
だ
。
も
う
ひ
と
つ
は
、

米
兵
に
対
す
る
裁
判
権
を
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
放
棄
す
る
こ
と
に
、

な
ん
ら
か
の
保
証
を
得
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
オ
ラ
ン
ダ
方
式
に
し

た
が
い
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
特
に
重
要
と
決
定
す
る
場
合
を
除
き
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
す
べ
て
の
事
件
で
裁
判
権
を
放
棄
す
る
と
い
う

よ
う
に
で
あ
る
。

一
九
五
六
年
交
渉
は
、
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
の
帰
任
を
も
っ
て
終
了

し
た
わ
け
で
は
な
い
。
一
九
五
七
年
に
入
っ
て
も
米
比
間
で
の
交

渉
は
続
け
ら
れ
て
い
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
マ
グ
サ
イ
サ
イ
大

統
領
み
ず
か
ら
交
渉
に
の
り
だ
す
。
と
こ
ろ
が
、
マ
グ
サ
イ
サ
イ

大
統
領
は
、
前
述
の
よ
う
に
、
一
九
五
七
年
三
月
、
不
慮
の
飛
行

機
事
故
で
亡
く
な
っ
た
。
そ
の
後
、
大
統
領
に
就
任
し
た
の
が
、

副
大
統
領
の
カ
ル
ロ
ス
・
Ｐ
・
ガ
ル
シ
ア
（C

arlos P
. G

arcia
）

で
あ
る
。
ガ
ル
シ
ア
は
、
同
年
一
一
月
の
大
統
領
選
挙
で
当
選
す

る
。
ガ
ル
シ
ア
大
統
領
の
下
で
外
務
大
臣
を
務
め
た
の
が
、
フ
ェ

リ
ス
ベ
ル
ト
・
Ｍ
・
セ
ラ
ノ 

（F
elisberto M

. S
errano

）
で

あ
っ
た
。

（
一
三
二
八
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

五
九

カ
の
上
級
司
令
官
か
ら
構
成
さ
れ
る
合
同
委
員
会
に
付
託
さ
れ
る
。

合
同
委
員
会
で
も
意
見
が
一
致
し
な
い
場
合
、
最
終
的
に
フ
ィ
リ

ピ
ン
の
裁
判
所
が
決
定
す
る
。
こ
れ
に
対
し
、
基
地
内
で
の
米
兵

に
よ
る
犯
罪
は
、
基
地
の
司
令
官
が
公
務
外
だ
と
認
定
し
な
い
か

ぎ
り
、
違
反
者
は
公
務
の
執
行
中
で
あ
る
と
仮
定
さ
れ
る
。
両
者

の
見
解
が
異
な
る
場
合
、
こ
の
件
は
、
ア
メ
リ
カ
の
上
級
指
令
官

と
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
と
の
間
で
協
議
さ
れ
る
。
そ
こ
で
意

見
が
一
致
し
な
い
場
合
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
裁
判
所
が
公
務
犯
罪
で

あ
る
か
否
か
を
決
定
す
る
。

裁
判
権
の
放
棄
に
つ
い
て
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
で
は
、

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
が
用
い
ら
れ
て
い
た
。
つ
ま
り
、
ア
メ
リ
カ
が
、

特
に
重
要
で
あ
る
と
の
理
由
で
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
裁
判
権
の
放
棄

を
要
請
し
た
場
合
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
は
、
ア
メ
リ
カ
の
要
請
に
好
意

的
考
慮
を
払
う
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
が
特
に
重
要
と
考
え
る
場
合
も
同

様
の
扱
い
と
な
る
。

以
上
が
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
ア
メ
リ
カ

案
と
は
い
か
な
る
も
の
で
あ
っ
た
の
だ
ろ
う
か
。

ア
メ
リ
カ
案

フ
ィ
リ
ピ
ン
案
が
提
示
さ
れ
た
同
じ
一
一
月
二
八
日
、
ア
メ
リ

お
よ
び
ア
メ
リ
カ
の
考
え
は
出
尽
く
し
た
感
が
あ
る
。
そ
の
後
は
、

そ
れ
を
少
し
修
正
し
た
案
が
提
示
さ
れ
る
に
す
ぎ
な
い
。
そ
こ
で
、

ま
ず
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
考
え
と
は
い
か
な
る
も
の
で
あ
っ
た
の

か
を
明
ら
か
に
し
て
お
き
た
い
。

一
一
月
二
八
日
に
開
催
さ
れ
た
第
二
回
ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ
ノ
会

談
で
、
セ
ラ
ノ
は
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
に
つ
い
て
、
Ａ
・
Ｂ
と

い
う
ふ
た
つ
の
代
替
案
を
提
示
し
て
い
る
。
ま
ず
、
こ
れ
ら
の
案

の
内
容
を
み
て
い
く
こ
と
に
し
よ
う

（
30
）

。

代
替
案
Ａ
で
は
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権
は
現
行
の

ま
ま
と
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
検
察
官
が
公
務
犯

罪
の
決
定
権
を
有
す
る
。
基
地
内
で
は
、
基
地
の
司
令
官
が
公
務

内
で
あ
る
と
認
定
し
、
検
察
官
が
こ
れ
に
異
議
を
唱
え
た
場
合
、

決
定
権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
と
ア
メ
リ
カ
の
上
級
司
令

官
か
ら
な
る
合
同
委
員
会
に
委
ね
ら
れ
る
。
合
同
委
員
会
で
意
見

が
一
致
し
な
い
場
合
、
司
令
官
が
発
給
し
た
公
務
証
明
書
が
優
先

さ
れ
る
。

代
替
案
Ｂ
で
は
、
基
地
外
で
の
米
兵
に
よ
る
犯
罪
は
、
検
察
官

が
公
務
内
と
認
定
し
な
い
か
ぎ
り
、
違
反
者
は
公
務
外
と
仮
定
さ

れ
る
。
司
令
官
が
公
務
内
と
主
張
し
、
検
察
官
が
こ
れ
を
受
け
入

れ
な
い
場
合
、
こ
の
件
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
と
ア
メ
リ

（
一
三
二
九
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

五
九

カ
の
上
級
司
令
官
か
ら
構
成
さ
れ
る
合
同
委
員
会
に
付
託
さ
れ
る
。

合
同
委
員
会
で
も
意
見
が
一
致
し
な
い
場
合
、
最
終
的
に
フ
ィ
リ

ピ
ン
の
裁
判
所
が
決
定
す
る
。
こ
れ
に
対
し
、
基
地
内
で
の
米
兵

に
よ
る
犯
罪
は
、
基
地
の
司
令
官
が
公
務
外
だ
と
認
定
し
な
い
か

ぎ
り
、
違
反
者
は
公
務
の
執
行
中
で
あ
る
と
仮
定
さ
れ
る
。
両
者

の
見
解
が
異
な
る
場
合
、
こ
の
件
は
、
ア
メ
リ
カ
の
上
級
指
令
官

と
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
と
の
間
で
協
議
さ
れ
る
。
そ
こ
で
意

見
が
一
致
し
な
い
場
合
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
裁
判
所
が
公
務
犯
罪
で

あ
る
か
否
か
を
決
定
す
る
。

裁
判
権
の
放
棄
に
つ
い
て
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
で
は
、

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
が
用
い
ら
れ
て
い
た
。
つ
ま
り
、
ア
メ
リ
カ
が
、

特
に
重
要
で
あ
る
と
の
理
由
で
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
裁
判
権
の
放
棄

を
要
請
し
た
場
合
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
は
、
ア
メ
リ
カ
の
要
請
に
好
意

的
考
慮
を
払
う
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
が
特
に
重
要
と
考
え
る
場
合
も
同

様
の
扱
い
と
な
る
。

以
上
が
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
ア
メ
リ
カ

案
と
は
い
か
な
る
も
の
で
あ
っ
た
の
だ
ろ
う
か
。

ア
メ
リ
カ
案

フ
ィ
リ
ピ
ン
案
が
提
示
さ
れ
た
同
じ
一
一
月
二
八
日
、
ア
メ
リ

お
よ
び
ア
メ
リ
カ
の
考
え
は
出
尽
く
し
た
感
が
あ
る
。
そ
の
後
は
、

そ
れ
を
少
し
修
正
し
た
案
が
提
示
さ
れ
る
に
す
ぎ
な
い
。
そ
こ
で
、

ま
ず
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
考
え
と
は
い
か
な
る
も
の
で
あ
っ
た
の

か
を
明
ら
か
に
し
て
お
き
た
い
。

一
一
月
二
八
日
に
開
催
さ
れ
た
第
二
回
ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ
ノ
会

談
で
、
セ
ラ
ノ
は
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
に
つ
い
て
、
Ａ
・
Ｂ
と

い
う
ふ
た
つ
の
代
替
案
を
提
示
し
て
い
る
。
ま
ず
、
こ
れ
ら
の
案

の
内
容
を
み
て
い
く
こ
と
に
し
よ
う

（
30
）

。

代
替
案
Ａ
で
は
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権
は
現
行
の

ま
ま
と
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
検
察
官
が
公
務
犯

罪
の
決
定
権
を
有
す
る
。
基
地
内
で
は
、
基
地
の
司
令
官
が
公
務

内
で
あ
る
と
認
定
し
、
検
察
官
が
こ
れ
に
異
議
を
唱
え
た
場
合
、

決
定
権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
と
ア
メ
リ
カ
の
上
級
司
令

官
か
ら
な
る
合
同
委
員
会
に
委
ね
ら
れ
る
。
合
同
委
員
会
で
意
見

が
一
致
し
な
い
場
合
、
司
令
官
が
発
給
し
た
公
務
証
明
書
が
優
先

さ
れ
る
。

代
替
案
Ｂ
で
は
、
基
地
外
で
の
米
兵
に
よ
る
犯
罪
は
、
検
察
官

が
公
務
内
と
認
定
し
な
い
か
ぎ
り
、
違
反
者
は
公
務
外
と
仮
定
さ

れ
る
。
司
令
官
が
公
務
内
と
主
張
し
、
検
察
官
が
こ
れ
を
受
け
入

れ
な
い
場
合
、
こ
の
件
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
と
ア
メ
リ

（
一
三
二
九
）
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六
〇

替
案
は
、
日
米
間
の
公
務
犯
罪
の
決
定
方
式
に
な
ら
っ
た
も
の
で

あ
っ
た
。

裁
判
権
放
棄
に
関
し
て
は
つ
ぎ
の
よ
う
に
な
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン

側
は
、
ま
ず
、
米
軍
当
局
が
そ
の
軍
隊
に
お
け
る
秩
序
お
よ
び
規

律
を
維
持
す
る
責
任
を
有
す
る
こ
と
を
認
め
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

が
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る
場
合
、
米
軍
当
局
が
裁
判
権
の
放
棄

を
要
請
す
れ
ば
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
そ
れ
を
許
与
す
る
。
た
だ
し
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
、
裁
判
権
の
行
使
を
特
に
重
要
と
決
定
す
る
場

合
は
除
か
れ
る
。
こ
れ
は
オ
ラ
ン
ダ
方
式
に
な
ら
っ
た
も
の
で
あ

る
。公

務
犯
罪
の
決
定
権

公
務
犯
罪
の
決
定
権
に
つ
い
て
、
ア
メ
リ
カ
案
と
フ
ィ
リ
ピ
ン

案
で
は
お
お
き
な
違
い
が
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
案
で
は
、
公
務
犯
罪

の
決
定
権
は
軍
の
司
令
官
に
あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
で
は
、
代
替

案
Ａ
に
し
ろ
Ｂ
に
し
ろ
、
最
終
的
な
決
定
権
は
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に

あ
る
。
例
外
は
、
代
替
案
Ａ
の
基
地
内
に
お
け
る
公
務
犯
罪
の
決

定
権
の
場
合
で
あ
る
。
基
地
司
令
官
の
公
務
証
明
書
で
最
終
的
に

決
定
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
か
ら
だ
。
た
だ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン

の
議
会
指
導
者
の
多
く
は
こ
の
案
に
不
満
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、

カ
案
も
提
示
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
主
要
な
部
分
は
以
下
で
あ
る

（
31
）

。

ま
ず
、
ア
メ
リ
カ
案
で
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
に
な
ら
っ

て
、
つ
ぎ
の
よ
う
な
裁
判
権
の
競
合
に
関
す
る
規
定
が
置
か
れ
て

い
る
。
ア
メ
リ
カ
側
が
米
軍
構
成
員
に
対
し
第
一
次
裁
判
権
を
有

す
る
場
合
と
は
、
⑴
ア
メ
リ
カ
の
財
産
ま
た
は
安
全
に
対
す
る
犯

罪
、
⑵
ア
メ
リ
カ
軍
の
他
の
構
成
員
の
身
体
ま
た
は
財
産
に
対
す

る
犯
罪
、
⑶
公
務
の
執
行
に
よ
り
生
じ
た
故
意
ま
た
は
過
失
に
よ

る
犯
罪
で
あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
右
以
外
の
す
べ
て
の
犯
罪

に
対
し
て
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る
。

問
題
は
、
⑶
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権
で
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
案
に

よ
れ
ば
、
公
務
の
執
行
に
よ
り
生
じ
た
故
意
ま
た
は
過
失
に
よ
る

犯
罪
で
あ
る
か
否
か
は
、
米
軍
の
適
切
な
司
令
官
に
よ
り
決
定
さ

れ
る
、
と
あ
る
。
ま
た
、
以
下
の
代
替
案
も
提
示
さ
れ
て
い
る
。

米
軍
の
適
切
な
司
令
官
が
、
当
該
犯
罪
は
公
務
の
執
行
に
よ
る
故

意
ま
た
は
過
失
に
よ
り
生
じ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
を
陳
述
す
る
証

明
書
は
、
反
証
の
な
い
か
ぎ
り
、
そ
の
事
実
の
十
分
な
証
拠
と
な

る
。
反
対
の
証
拠
は
、
証
明
書
の
発
給
か
ら
十
日
以
内
に
、
米
軍

当
局
に
送
付
さ
れ
る
。
米
軍
当
局
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
関
連
当
局
と

の
間
で
問
題
を
解
決
で
き
な
い
場
合
、
当
該
問
題
は
、
最
終
的
な

解
決
の
た
め
、
米
比
の
外
交
チ
ャ
ネ
ル
に
委
ね
ら
れ
る
。
こ
の
代

（
一
三
三
〇
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

六
一

項
の
陳
述
は
、
い
か
な
る
意
味
に
お
い
て
も
、
日
本
国
の
刑
事
訴

訟
法
第
三
百
十
八
条
を
害
す
る
も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。」

と
あ
る

（
36
）

。
刑
事
訴
訟
法
第
三
百
十
八
条
は
、
裁
判
官
の
自
由
心
証

主
義
を
規
定
し
て
い
る
。
合
意
議
事
録
は
、
公
判
段
階
の
公
務
証

明
書
に
言
及
し
て
お
り
、
起
訴
後
の
問
題
で
あ
る
。
刑
事
裁
判
権

が
日
本
に
あ
る
こ
と
が
確
定
し
た
後
と
な
る
。

そ
れ
で
は
、
公
務
証
明
書
は
、
裁
判
権
の
決
定
に
あ
た
っ
て
、

ど
の
よ
う
な
意
味
を
有
し
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
こ
と
は
、

「
日
米
合
同
委
員
会
刑
事
裁
判
管
轄
権
分
科
委
員
会
に
お
い
て
合

意
さ
れ
た
事
項
」
第
四
三
項
で
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る

（
37
）

。
そ
れ
に

よ
る
と
、
公
務
証
明
書
は
、
当
該
被
疑
者
が
所
属
す
る
部
隊
の
指

揮
官
か
ら
、
犯
罪
が
発
生
し
た
地
の
検
事
正
に
対
し
て
提
出
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
証
明
書
の
効
力
は
、
つ
ぎ
の
よ
う
に
記

さ
れ
て
い
る
。「
こ
の
証
明
書
は
、
反
証
の
な
い
限
り
、
公
務
中

に
属
す
る
も
の
で
あ
る
と
い
う
事
実
の
充
分
な
証
拠
資
料
と
な
る
。

反
対
の
証
拠
は
、
す
べ
て
合
同
委
員
会
に
お
け
る
考
慮
の
た
め
に

提
出
さ
れ
る

（
38
）

。」
し
た
が
っ
て
、
日
米
間
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権

は
、
合
同
委
員
会
に
委
ね
ら
れ
る
の
で
あ
る
。

先
の
公
式
議
事
録
の
文
言
は
、
刑
事
裁
判
権
が
日
米
ど
ち
ら
に

あ
る
の
か
と
い
う
決
定
の
段
階
で
、
裁
判
所
が
関
与
す
る
か
の
よ

代
替
案
Ａ
は
フ
ィ
リ
ピ
ン
上
院
に
は
受
け
入
れ
ら
れ
な
い
、
と

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
考
え
て
い
た

（
32
）

。
こ
れ
に
対
し
、
代
替
案
Ａ
は
ア

メ
リ
カ
に
と
っ
て
望
ま
し
い
も
の
で
あ
っ
た

（
33
）

。
結
局
、
公
務
犯
罪

の
決
定
権
に
つ
い
て
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
（
代
替
案
Ｂ
）
は
、
ベ
ン

デ
ツ
ェ
ン
・
ペ
ラ
エ
ス
交
渉
の
際
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
と
変
わ
る
と

こ
ろ
が
な
か
っ
た
。
公
務
犯
罪
の
最
終
的
な
決
定
権
が
フ
ィ
リ
ピ

ン
の
裁
判
所
に
委
ね
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
か
ら
だ

（
34
）

。

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
な
ぜ
公
務
犯
罪
の
最
終
的
な
決
定
権
を
裁

判
所
に
委
ね
る
方
式
を
望
ん
だ
の
で
あ
ろ
う
か
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

は
、
日
米
間
に
お
け
る
公
務
犯
罪
の
決
定
権
の
方
式
に
な
ら
っ
た
、

と
主
張
し
て
い
る

（
35
）

。
そ
こ
で
、
日
米
間
の
方
式
と
は
い
か
な
る
も

の
か
を
明
ら
か
に
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。

公
務
犯
罪
の
決
定
に
つ
い
て
、
日
米
行
政
協
定
第
一
七
条
第
三

項
⒜
ⅱ
［
公
務
犯
罪
］
の
公
式
議
事
録
は
、「
合
衆
国
軍
隊
の
構

成
員
又
は
軍
属
が
起
訴
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
起
訴
さ
れ

た
罪
が
も
し
被
告
人
に
よ
り
犯
さ
れ
た
と
す
る
な
ら
ば
、
そ
の
罪

が
公
務
執
行
中
の
作
為
又
は
不
作
為
か
ら
生
じ
た
も
の
で
あ
る
旨

を
記
載
し
た
証
明
書
で
そ
の
指
揮
官
又
は
指
揮
官
に
代
る
べ
き
者

が
発
行
し
た
も
の
は
、
反
証
の
な
い
限
り
、
刑
事
手
続
の
い
か
な

る
段
階
に
お
い
て
も
そ
の
事
実
の
充
分
な
証
拠
資
料
と
な
る
。
前

（
一
三
三
一
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

六
一

項
の
陳
述
は
、
い
か
な
る
意
味
に
お
い
て
も
、
日
本
国
の
刑
事
訴

訟
法
第
三
百
十
八
条
を
害
す
る
も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。」

と
あ
る

（
36
）

。
刑
事
訴
訟
法
第
三
百
十
八
条
は
、
裁
判
官
の
自
由
心
証

主
義
を
規
定
し
て
い
る
。
合
意
議
事
録
は
、
公
判
段
階
の
公
務
証

明
書
に
言
及
し
て
お
り
、
起
訴
後
の
問
題
で
あ
る
。
刑
事
裁
判
権

が
日
本
に
あ
る
こ
と
が
確
定
し
た
後
と
な
る
。

そ
れ
で
は
、
公
務
証
明
書
は
、
裁
判
権
の
決
定
に
あ
た
っ
て
、

ど
の
よ
う
な
意
味
を
有
し
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
こ
と
は
、

「
日
米
合
同
委
員
会
刑
事
裁
判
管
轄
権
分
科
委
員
会
に
お
い
て
合

意
さ
れ
た
事
項
」
第
四
三
項
で
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る

（
37
）

。
そ
れ
に

よ
る
と
、
公
務
証
明
書
は
、
当
該
被
疑
者
が
所
属
す
る
部
隊
の
指

揮
官
か
ら
、
犯
罪
が
発
生
し
た
地
の
検
事
正
に
対
し
て
提
出
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
証
明
書
の
効
力
は
、
つ
ぎ
の
よ
う
に
記

さ
れ
て
い
る
。「
こ
の
証
明
書
は
、
反
証
の
な
い
限
り
、
公
務
中

に
属
す
る
も
の
で
あ
る
と
い
う
事
実
の
充
分
な
証
拠
資
料
と
な
る
。

反
対
の
証
拠
は
、
す
べ
て
合
同
委
員
会
に
お
け
る
考
慮
の
た
め
に

提
出
さ
れ
る

（
38
）

。」
し
た
が
っ
て
、
日
米
間
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権

は
、
合
同
委
員
会
に
委
ね
ら
れ
る
の
で
あ
る
。

先
の
公
式
議
事
録
の
文
言
は
、
刑
事
裁
判
権
が
日
米
ど
ち
ら
に

あ
る
の
か
と
い
う
決
定
の
段
階
で
、
裁
判
所
が
関
与
す
る
か
の
よ

代
替
案
Ａ
は
フ
ィ
リ
ピ
ン
上
院
に
は
受
け
入
れ
ら
れ
な
い
、
と

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
考
え
て
い
た

（
32
）

。
こ
れ
に
対
し
、
代
替
案
Ａ
は
ア

メ
リ
カ
に
と
っ
て
望
ま
し
い
も
の
で
あ
っ
た

（
33
）

。
結
局
、
公
務
犯
罪

の
決
定
権
に
つ
い
て
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
（
代
替
案
Ｂ
）
は
、
ベ
ン

デ
ツ
ェ
ン
・
ペ
ラ
エ
ス
交
渉
の
際
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
と
変
わ
る
と

こ
ろ
が
な
か
っ
た
。
公
務
犯
罪
の
最
終
的
な
決
定
権
が
フ
ィ
リ
ピ

ン
の
裁
判
所
に
委
ね
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
か
ら
だ

（
34
）

。

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
な
ぜ
公
務
犯
罪
の
最
終
的
な
決
定
権
を
裁

判
所
に
委
ね
る
方
式
を
望
ん
だ
の
で
あ
ろ
う
か
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

は
、
日
米
間
に
お
け
る
公
務
犯
罪
の
決
定
権
の
方
式
に
な
ら
っ
た
、

と
主
張
し
て
い
る

（
35
）

。
そ
こ
で
、
日
米
間
の
方
式
と
は
い
か
な
る
も

の
か
を
明
ら
か
に
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。

公
務
犯
罪
の
決
定
に
つ
い
て
、
日
米
行
政
協
定
第
一
七
条
第
三

項
⒜
ⅱ
［
公
務
犯
罪
］
の
公
式
議
事
録
は
、「
合
衆
国
軍
隊
の
構

成
員
又
は
軍
属
が
起
訴
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
起
訴
さ
れ

た
罪
が
も
し
被
告
人
に
よ
り
犯
さ
れ
た
と
す
る
な
ら
ば
、
そ
の
罪

が
公
務
執
行
中
の
作
為
又
は
不
作
為
か
ら
生
じ
た
も
の
で
あ
る
旨

を
記
載
し
た
証
明
書
で
そ
の
指
揮
官
又
は
指
揮
官
に
代
る
べ
き
者

が
発
行
し
た
も
の
は
、
反
証
の
な
い
限
り
、
刑
事
手
続
の
い
か
な

る
段
階
に
お
い
て
も
そ
の
事
実
の
充
分
な
証
拠
資
料
と
な
る
。
前

（
一
三
三
一
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

六
二

権
に
関
す
る
規
定
は
置
か
れ
て
い
な
い
。
同
協
定
の
交
渉
過
程
で
、

公
務
犯
罪
の
決
定
権
は
派
遣
国
側
に
あ
る
と
い
う
了
解
が
交
渉
国

間
に
あ
っ
た
こ
と
を
ア
メ
リ
カ
側
は
根
拠
に
挙
げ
て
い
る
。
さ
ら

に
、
実
際
上
、
ア
メ
リ
カ
が
「
公
務
」
に
つ
い
て
独
占
的
に
決
定

す
る
こ
と
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
を
締
結
し
て
い
る
国
々
で

は
、
一
般
的
に
受
け
入
れ
ら
れ
た
手
続
で
あ
る
と
い
う
。
た
だ
し
、

イ
ギ
リ
ス
は
例
外
で
あ
る
。
イ
ギ
リ
ス
で
は
訪
問
軍
法
が
制
定
さ

れ
、「
公
務
」
の
性
格
を
有
す
る
犯
罪
か
ど
う
か
を
最
終
的
に
決

定
す
る
の
は
、
イ
ギ
リ
ス
の
裁
判
所
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。
し

か
し
、
そ
の
イ
ギ
リ
ス
も
、
米
軍
司
令
官
が
発
給
し
た
証
明
書
に

異
議
を
唱
え
る
こ
と
は
な
く
、
そ
の
結
果
、
同
法
が
あ
る
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
イ
ギ
リ
ス
は
ア
メ
リ
カ
の
証
明
書
を
最
終
的
な
も
の

と
み
な
し
て
い
た

（
40
）

。
こ
の
よ
う
に
、
ア
メ
リ
カ
側
は
、
公
務
犯
罪

の
決
定
権
に
つ
い
て
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
に
お
け
る
事
実
上

の
取
り
扱
い
に
同
調
す
る
よ
う
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
要
求
し
た
の
で
あ

る
。

う
な
誤
解
を
生
み
や
す
い
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
公
務
証
明

書
が
発
給
さ
れ
、
公
務
犯
罪
で
あ
る
の
か
否
か
疑
義
が
提
起
さ
れ

た
場
合
、
こ
の
問
題
は
合
同
委
員
会
に
委
ね
ら
れ
る
の
で
あ
る
。

さ
ら
に
、
合
同
委
員
会
で
も
解
決
に
い
た
ら
な
い
場
合
、
行
政
協

定
第
二
六
条
第
三
項
に
し
た
が
い
、
政
府
間
の
交
渉
に
委
ね
ら
れ

る
。
ち
な
み
に
、
一
九
六
〇
年
に
改
正
さ
れ
た
日
米
地
位
協
定
で

は
、
同
項
は
、
第
二
五
条
第
三
項
と
な
っ
て
い
る
。

以
上
か
ら
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
、
公
務
犯
罪
の
決
定
は
日
米
の

方
式
に
な
ら
っ
た
、
つ
ま
り
、
裁
判
所
に
委
ね
る
と
い
う
点
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
誤
解
に
も
と
づ
く
も
の
で
あ
っ
た
。
後
に
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
も
誤
解
に
気
づ
い
て
い
る
。
し
か
し
、
フ
ィ
リ
ピ

ン
側
は
、
右
に
説
明
し
た
日
米
間
の
公
務
犯
罪
の
決
定
方
式
を
受

け
入
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
な
ぜ
な
ら
、
合
同
委
員
会
で
解
決

で
き
な
い
場
合
、
両
政
府
間
の
解
決
に
委
ね
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ

て
い
た
か
ら
だ
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
公
務
犯
罪
の
決
定
は
、
最

終
的
に
は
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
裁
判
所
に
委
ね
る
と
い
う
案
を
取
り
下

げ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
の
で
あ
る

（
39
）

。

そ
れ
で
は
、
ア
メ
リ
カ
側
は
、
な
ぜ
公
務
犯
罪
の
決
定
権
は
米

軍
の
適
切
な
司
令
官
に
あ
る
、
と
主
張
し
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
前

述
の
よ
う
に
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
に
は
、
公
務
犯
罪
の
決
定

（
一
三
三
二
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

六
三

れ
る
、
と
い
う
の
で
あ
る

（
41
）

。

オ
ラ
ン
ダ
に
お
け
る
刑
事
裁
判
権
行
使
の
実
態
に
も
触
れ
て
お

こ
う
。
オ
ラ
ン
ダ
に
駐
留
す
る
米
軍
に
関
す
る
取
り
決
め
は
、

一
九
五
四
年
八
月
に
交
わ
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
取
り
決
め
が
発
効

し
た
の
は
同
年
一
一
月
で
あ
る

（
42
）

。
一
九
五
六
年
八
月
の
在
比
米
大

使
館
か
ら
本
省
に
宛
て
た
電
報
に
よ
る
と
、
こ
の
取
り
決
め
が
発

効
し
て
以
降
、
オ
ラ
ン
ダ
当
局
が
裁
判
権
を
行
使
し
た
事
例
は
な

い
と
い
う

（
43
）

。
ま
た
、
一
九
六
二
─
六
四
年
の
デ
ー
タ
を
「
表
２

　

オ
ラ
ン
ダ
の
裁
判
権
放
棄
の
状
況
」
に
示
し
た
。
こ
の
期
間
も
オ

ラ
ン
ダ
は
裁
判
権
を
ほ
と
ん
ど
行
使
し
て
い
な
い
。
オ
ラ
ン
ダ
当

局
は
、
刑
事
裁
判
権
の
行
使
に
き
わ
め
て
慎
重
だ
っ
た
こ
と
が
う

か
が
え
る
。

ア
メ
リ
カ
側
が
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
主
張
し
た
の
に
対
し
、
フ
ィ

リ
ピ
ン
側
は
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
を
主
張
し
た
。
こ
の
主
張
に
は
、
刑

事
裁
判
権
と
い
う
主
権
を
考
え
る
う
え
で
重
要
な
論
点
が
含
ま
れ

て
い
る
。
セ
ラ
ノ
は
、
一
一
月
二
一
日
の
第
二
回
会
談
で
、
大
統

領
お
よ
び
議
会
の
指
導
者
と
こ
の
問
題
を
協
議
し
た
旨
を
ボ
ー
レ

ン
に
伝
え
て
い
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
は
受
け
入

れ
ら
れ
な
い
と
い
う
こ
と
で
意
見
が
一
致
し
た
と
あ
る
。
特
に
重

要
か
ど
う
か
を
決
定
す
る
負
担
は
、
裁
判
権
の
放
棄
を
要
請
す
る

刑
事
裁
判
権
の
放
棄

刑
事
裁
判
権
の
放
棄
に
つ
い
て
、

ボ
ー
レ
ン
は
セ
ラ
ノ
に
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ

方
式
で
は
な
く
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を

提
案
し
た
。
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
に
比
べ
、

オ
ラ
ン
ダ
方
式
の
方
が
よ
り
現
実
的

で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
挙
げ
て
い
る
。

ボ
ー
レ
ン
に
よ
れ
ば
、
米
兵
が
犯
す

罪
の
ほ
と
ん
ど
は
軽
微
な
も
の
で
あ

る
。
こ
う
し
た
軽
微
な
事
件
の
場
合
、

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
に
し
た
が
い
、

ア
メ
リ
カ
側
が
特
に
重
要
で
あ
る
と

し
て
、
裁
判
権
の
放
棄
を
要
請
す
る

の
は
困
難
で
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
、
軽

微
な
犯
罪
は
特
に
重
要
と
は
い
え
な

い
か
ら
だ
。
し
た
が
っ
て
、
フ
ィ
リ

ピ
ン
側
が
裁
判
権
を
放
棄
す
る
方
が

合
理
的
だ
と
い
う
。
こ
の
方
式
が
用

い
ら
れ
て
も
、
重
要
な
犯
罪
の
裁
判

権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
手
に
残
さ

表 2　オランダの裁判権放棄の状況
年 アメリカが裁判権の放棄を要請した件数 オランダが裁判権を放棄した件数 裁判権を放棄した割合

（出典）Korean Ministry of Foreign Affaris, Agreement Under Article IV of the Mutual Defense Treaty Between the Republic
of Korea and the United States of America, Regarding Facilities and Areas and the Status of United States Armed Forces in
the Republic of Korea--Explanation and Text--, Seoul, 1966, pp. 92-93, RG59[Entry A1 5419] Subject Files of the Office of
Korean Affairs, 1966-1974, Box 4, National Archives at College Park, MD.
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米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

六
三

れ
る
、
と
い
う
の
で
あ
る

（
41
）

。

オ
ラ
ン
ダ
に
お
け
る
刑
事
裁
判
権
行
使
の
実
態
に
も
触
れ
て
お

こ
う
。
オ
ラ
ン
ダ
に
駐
留
す
る
米
軍
に
関
す
る
取
り
決
め
は
、

一
九
五
四
年
八
月
に
交
わ
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
取
り
決
め
が
発
効

し
た
の
は
同
年
一
一
月
で
あ
る

（
42
）

。
一
九
五
六
年
八
月
の
在
比
米
大

使
館
か
ら
本
省
に
宛
て
た
電
報
に
よ
る
と
、
こ
の
取
り
決
め
が
発

効
し
て
以
降
、
オ
ラ
ン
ダ
当
局
が
裁
判
権
を
行
使
し
た
事
例
は
な

い
と
い
う

（
43
）

。
ま
た
、
一
九
六
二
─
六
四
年
の
デ
ー
タ
を
「
表
２

　

オ
ラ
ン
ダ
の
裁
判
権
放
棄
の
状
況
」
に
示
し
た
。
こ
の
期
間
も
オ

ラ
ン
ダ
は
裁
判
権
を
ほ
と
ん
ど
行
使
し
て
い
な
い
。
オ
ラ
ン
ダ
当

局
は
、
刑
事
裁
判
権
の
行
使
に
き
わ
め
て
慎
重
だ
っ
た
こ
と
が
う

か
が
え
る
。

ア
メ
リ
カ
側
が
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
主
張
し
た
の
に
対
し
、
フ
ィ

リ
ピ
ン
側
は
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
を
主
張
し
た
。
こ
の
主
張
に
は
、
刑

事
裁
判
権
と
い
う
主
権
を
考
え
る
う
え
で
重
要
な
論
点
が
含
ま
れ

て
い
る
。
セ
ラ
ノ
は
、
一
一
月
二
一
日
の
第
二
回
会
談
で
、
大
統

領
お
よ
び
議
会
の
指
導
者
と
こ
の
問
題
を
協
議
し
た
旨
を
ボ
ー
レ

ン
に
伝
え
て
い
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
は
受
け
入

れ
ら
れ
な
い
と
い
う
こ
と
で
意
見
が
一
致
し
た
と
あ
る
。
特
に
重

要
か
ど
う
か
を
決
定
す
る
負
担
は
、
裁
判
権
の
放
棄
を
要
請
す
る

刑
事
裁
判
権
の
放
棄

刑
事
裁
判
権
の
放
棄
に
つ
い
て
、

ボ
ー
レ
ン
は
セ
ラ
ノ
に
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ

方
式
で
は
な
く
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を

提
案
し
た
。
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
に
比
べ
、

オ
ラ
ン
ダ
方
式
の
方
が
よ
り
現
実
的

で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
挙
げ
て
い
る
。

ボ
ー
レ
ン
に
よ
れ
ば
、
米
兵
が
犯
す

罪
の
ほ
と
ん
ど
は
軽
微
な
も
の
で
あ

る
。
こ
う
し
た
軽
微
な
事
件
の
場
合
、

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
に
し
た
が
い
、

ア
メ
リ
カ
側
が
特
に
重
要
で
あ
る
と

し
て
、
裁
判
権
の
放
棄
を
要
請
す
る

の
は
困
難
で
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
、
軽

微
な
犯
罪
は
特
に
重
要
と
は
い
え
な

い
か
ら
だ
。
し
た
が
っ
て
、
フ
ィ
リ

ピ
ン
側
が
裁
判
権
を
放
棄
す
る
方
が

合
理
的
だ
と
い
う
。
こ
の
方
式
が
用

い
ら
れ
て
も
、
重
要
な
犯
罪
の
裁
判

権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
手
に
残
さ

表 2　オランダの裁判権放棄の状況
年 アメリカが裁判権の放棄を要請した件数 オランダが裁判権を放棄した件数 裁判権を放棄した割合

（出典）Korean Ministry of Foreign Affaris, Agreement Under Article IV of the Mutual Defense Treaty Between the Republic
of Korea and the United States of America, Regarding Facilities and Areas and the Status of United States Armed Forces in
the Republic of Korea--Explanation and Text--, Seoul, 1966, pp. 92-93, RG59[Entry A1 5419] Subject Files of the Office of
Korean Affairs, 1966-1974, Box 4, National Archives at College Park, MD.
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政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

六
四

と
も
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
に
拘
泥
せ
ず
、
法
務
大
臣
、
ア
メ
リ
カ
の

上
級
司
令
官
、
お
よ
び
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
最
高
裁
判
所
の
裁
判
官
か

ら
な
る
合
同
委
員
会
で
こ
の
問
題
を
検
討
す
る
。
同
委
員
会
が
最

終
的
な
決
定
権
を
有
す
る
。

セ
ラ
ノ
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
最
高
裁
判
所
の
裁
判
官
の
評
価
が
い

か
に
高
い
か
を
説
明
し
て
い
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
に
あ
っ
た
フ
ィ

リ
ピ
ン
の
裁
判
所
が
一
方
的
に
公
務
犯
罪
を
決
定
す
る
の
で
は
な

く
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
最
高
裁
判
所
の
裁
判
官
を
加
え
た
三
者
で
決

定
す
る
と
の
案
で
あ
る
。
し
か
し
、
ボ
ー
レ
ン
は
こ
の
案
も
受
け

入
れ
な
か
っ
た
。
理
由
と
し
て
、
ア
メ
リ
カ
政
府
、
議
会
、
お
よ

び
世
論
は
、
受
入
国
の
手
だ
け
で
公
務
犯
罪
が
決
定
さ
れ
る
べ
き

で
は
な
い
、
と
考
え
て
い
る
こ
と
を
挙
げ
て
い
る

（
45
）

。
確
か
に

フ
ィ
リ
ピ
ン
最
高
裁
判
所
の
裁
判
官
が
い
か
に
公
平
で
あ
る
と
し

て
も
、
合
同
委
員
会
の
構
成
が
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
二
名
、
ア
メ
リ

カ
側
一
名
と
な
る
と
、
ア
メ
リ
カ
側
の
理
解
を
得
る
の
は
む
ず
か

し
か
っ
た
で
あ
ろ
う
。

セ
ラ
ノ
案
に
関
連
し
て
、
セ
ラ
ノ
は
、
公
務
犯
罪
の
決
定
に
お

い
て
、
ア
メ
リ
カ
案
に
あ
る
外
交
レ
ベ
ル
で
の
協
議
を
フ
ィ
リ
ピ

ン
側
が
な
ぜ
受
け
入
れ
ら
れ
な
い
の
か
を
説
明
し
て
い
る
。
協
議

と
な
る
と
、「
大
国
─
小
国
」
の
関
係
が
影
響
を
及
ぼ
す
か
ら
と

側
が
負
う
べ
き
で
、
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る
側
が
負
う
べ
き
で

は
な
い
、
と
い
う
の
が
そ
の
理
由
で
あ
っ
た
。
セ
ラ
ノ
の
考
え
で

は
、
主
権
の
喪
失
は
、
最
小
限
に
抑
え
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
政
府
に
と
っ
て
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
は
論
理
的
な
も
の

と
と
ら
え
ら
れ
た
。
な
ぜ
な
ら
、
裁
判
権
放
棄
の
仕
組
み
は
相
互

的
な
も
の
で
、
か
つ
、
特
に
重
要
か
を
決
定
す
る
負
担
は
裁
判
権

の
放
棄
を
要
請
す
る
国
が
負
う
こ
と
に
な
っ
て
い
た
か
ら
だ

（
44
）

。

セ
ラ
ノ
方
式
の
提
示

公
務
犯
罪
の
決
定
権
に
つ
い
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
フ
ィ
リ
ピ

ン
の
裁
判
所
が
最
終
的
に
決
定
す
る
と
の
案
を
提
示
し
た
。
こ
れ

に
対
し
、
ア
メ
リ
カ
側
は
適
切
な
司
令
官
が
決
定
す
る
と
な
っ
て

い
る
。
裁
判
権
の
放
棄
に
関
し
て
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
を
、
ア
メ
リ
カ
側
は
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
主
張
し
て

い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
両
者
の
主
張
は
真
っ
向
か
ら
対
立
し
た
。

こ
れ
を
打
開
す
べ
く
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
か
ら
い
く
つ
か
の
修
正
案

が
提
示
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
代
表
的
な
も
の
に
以
下
の
セ
ラ
ノ
方

式
が
あ
る
。

ア
メ
リ
カ
側
は
公
務
犯
罪
の
決
定
を
政
府
間
の
協
議
に
委
ね
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
裁
判
所
に
委
ね
た
い
と
主
張
し
て
い
る
。
双
方

（
一
三
三
四
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

六
五

こ
の
案
に
よ
っ
て
も
、
米
比
間
の
見
解
の
相
違
を
埋
め
る
こ
と
は

で
き
な
か
っ
た
。
六
月
一
六
日
、
セ
ラ
ノ
は
ボ
ー
レ
ン
に
、
ガ
ル

シ
ア
大
統
領
と
の
会
談
の
結
果
、
刑
事
裁
判
権
問
題
は
未
解
決
の

ま
ま
と
し
、
他
の
議
題
に
移
る
の
が
最
善
で
あ
る
と
思
う
、
と
述

べ
て
い
る
。
六
月
二
〇
日
、
国
務
省
は
ボ
ー
レ
ン
に
、
後
日
、
刑

事
裁
判
権
の
議
題
に
戻
る
こ
と
を
条
件
に
、
他
の
議
題
に
移
る
こ

と
を
許
可
し
た

（
48
）

。
こ
う
し
て
、
ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ
ノ
間
の
刑
事
裁

判
権
を
め
ぐ
る
交
渉
は
終
了
し
た
の
で
あ
っ
た

（
49
）

。

四
　
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
交
渉
（
一
九
六
五
年
）

一
九
六
五
年
に
な
ぜ
交
渉
は
妥
結
し
た
の
か

一
九
六
五
年
に
入
っ
て
早
々
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
交

渉
が
再
開
さ
れ
る
。
こ
の
時
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
大
統
領
は
、
デ
ィ

オ
ス
ダ
ド
・
マ
カ
パ
ガ
ル
（D

iosdado M
acapagal

）
で
あ
っ
た
。

マ
カ
パ
ガ
ル
は
、
一
九
六
一
年
一
一
月
の
大
統
領
選
挙
で
、
ガ
ル

シ
ア
大
統
領
を
破
っ
て
当
選
し
た
。
マ
カ
パ
ガ
ル
の
下
、
外
務
大

臣
を
務
め
て
い
た
の
が
、
マ
ウ
ロ
・
メ
ン
デ
ス
（M

auro 
M

endez

）
で
あ
る
。
一
方
、
ア
メ
リ
カ
側
で
は
、
一
九
六
四
年

八
月
か
ら
、
ウ
ィ
リ
ア
ム
・
Ｍ
・
ブ
レ
ア
（W

illiam
 M

. B
lair, 

Jr.

）
が
駐
比
大
使
を
務
め
て
い
た
。
ブ
レ
ア
と
メ
ン
デ
ス
と
の

い
う
の
だ
。
ボ
ー
レ
ン
は
、
こ
の
考
え
を
全
面
的
に
拒
否
し
て
い

る
。
し
か
し
、
協
議
が
な
さ
れ
る
と
、
小
国
で
あ
る
フ
ィ
リ
ピ
ン

は
常
に
敗
北
し
て
き
た
と
い
う
の
も
事
実
で
あ
る
。
軍
事
面
で

フ
ィ
リ
ピ
ン
が
ア
メ
リ
カ
に
従
属
す
る
こ
と
を
規
定
し
た
米
比
軍

事
基
地
協
定
の
存
在
自
体
が
ま
さ
に
そ
う
で
あ
っ
た
。
さ
ら
に
、

経
済
面
で
の
従
属
関
係
を
規
定
し
た
の
が
一
九
四
六
年
の
ベ
ル
通

商
法
で
あ
る
。
ベ
ル
通
商
法
を
改
正
し
た
ラ
ウ
レ
ル
・
ラ
ン
グ

レ
ー
協
定
で
も
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
は
小
国
の
悲
哀
を
味
わ
っ
た

（
46
）

。

こ
の
ラ
ウ
レ
ル
・
ラ
ン
グ
レ
ー
協
定
と
は
、
ベ
ル
通
商
法
の
著

し
い
不
平
等
を
改
定
す
る
た
め
、
一
九
五
五
年
九
月
に
米
比
間
で

締
結
さ
れ
た
新
通
商
協
定
で
あ
る
。
交
渉
者
の
名
前
に
ち
な
ん
で

こ
う
呼
ば
れ
て
い
る
。
こ
の
協
定
に
よ
っ
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は

政
治
、
経
済
、
社
会
面
で
か
な
り
の
自
主
性
を
回
復
す
る
こ
と
に

成
功
し
た
と
い
わ
れ
る
。
し
か
し
、
ア
メ
リ
カ
国
民
に
自
然
資
源

の
開
発
お
よ
び
公
共
事
業
に
お
け
る
内
国
民
待
遇
が
与
え
ら
れ
て

い
る
こ
と
に
象
徴
さ
れ
る
よ
う
に
、
ア
メ
リ
カ
側
に
一
方
的
な
特

恵
的
地
位
が
与
え
ら
れ
て
い
た
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
か
ら
す
れ
ば
、

ア
メ
リ
カ
と
い
う
大
国
か
ら
押
し
つ
け
ら
れ
た
協
定
だ
っ
た
の
で

あ
る

（
47
）

。
以
上
の
よ
う
に
、
セ
ラ
ノ
方
式
が
提
案
さ
れ
た
も
の
の
、
結
局
、

（
一
三
三
五
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

六
五

こ
の
案
に
よ
っ
て
も
、
米
比
間
の
見
解
の
相
違
を
埋
め
る
こ
と
は

で
き
な
か
っ
た
。
六
月
一
六
日
、
セ
ラ
ノ
は
ボ
ー
レ
ン
に
、
ガ
ル

シ
ア
大
統
領
と
の
会
談
の
結
果
、
刑
事
裁
判
権
問
題
は
未
解
決
の

ま
ま
と
し
、
他
の
議
題
に
移
る
の
が
最
善
で
あ
る
と
思
う
、
と
述

べ
て
い
る
。
六
月
二
〇
日
、
国
務
省
は
ボ
ー
レ
ン
に
、
後
日
、
刑

事
裁
判
権
の
議
題
に
戻
る
こ
と
を
条
件
に
、
他
の
議
題
に
移
る
こ

と
を
許
可
し
た

（
48
）

。
こ
う
し
て
、
ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ
ノ
間
の
刑
事
裁

判
権
を
め
ぐ
る
交
渉
は
終
了
し
た
の
で
あ
っ
た

（
49
）

。

四
　
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
交
渉
（
一
九
六
五
年
）

一
九
六
五
年
に
な
ぜ
交
渉
は
妥
結
し
た
の
か

一
九
六
五
年
に
入
っ
て
早
々
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
交

渉
が
再
開
さ
れ
る
。
こ
の
時
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
大
統
領
は
、
デ
ィ

オ
ス
ダ
ド
・
マ
カ
パ
ガ
ル
（D

iosdado M
acapagal

）
で
あ
っ
た
。

マ
カ
パ
ガ
ル
は
、
一
九
六
一
年
一
一
月
の
大
統
領
選
挙
で
、
ガ
ル

シ
ア
大
統
領
を
破
っ
て
当
選
し
た
。
マ
カ
パ
ガ
ル
の
下
、
外
務
大

臣
を
務
め
て
い
た
の
が
、
マ
ウ
ロ
・
メ
ン
デ
ス
（M

auro 
M

endez

）
で
あ
る
。
一
方
、
ア
メ
リ
カ
側
で
は
、
一
九
六
四
年

八
月
か
ら
、
ウ
ィ
リ
ア
ム
・
Ｍ
・
ブ
レ
ア
（W

illiam
 M

. B
lair, 

Jr.

）
が
駐
比
大
使
を
務
め
て
い
た
。
ブ
レ
ア
と
メ
ン
デ
ス
と
の

い
う
の
だ
。
ボ
ー
レ
ン
は
、
こ
の
考
え
を
全
面
的
に
拒
否
し
て
い

る
。
し
か
し
、
協
議
が
な
さ
れ
る
と
、
小
国
で
あ
る
フ
ィ
リ
ピ
ン

は
常
に
敗
北
し
て
き
た
と
い
う
の
も
事
実
で
あ
る
。
軍
事
面
で

フ
ィ
リ
ピ
ン
が
ア
メ
リ
カ
に
従
属
す
る
こ
と
を
規
定
し
た
米
比
軍

事
基
地
協
定
の
存
在
自
体
が
ま
さ
に
そ
う
で
あ
っ
た
。
さ
ら
に
、

経
済
面
で
の
従
属
関
係
を
規
定
し
た
の
が
一
九
四
六
年
の
ベ
ル
通

商
法
で
あ
る
。
ベ
ル
通
商
法
を
改
正
し
た
ラ
ウ
レ
ル
・
ラ
ン
グ

レ
ー
協
定
で
も
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
は
小
国
の
悲
哀
を
味
わ
っ
た

（
46
）

。

こ
の
ラ
ウ
レ
ル
・
ラ
ン
グ
レ
ー
協
定
と
は
、
ベ
ル
通
商
法
の
著

し
い
不
平
等
を
改
定
す
る
た
め
、
一
九
五
五
年
九
月
に
米
比
間
で

締
結
さ
れ
た
新
通
商
協
定
で
あ
る
。
交
渉
者
の
名
前
に
ち
な
ん
で

こ
う
呼
ば
れ
て
い
る
。
こ
の
協
定
に
よ
っ
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は

政
治
、
経
済
、
社
会
面
で
か
な
り
の
自
主
性
を
回
復
す
る
こ
と
に

成
功
し
た
と
い
わ
れ
る
。
し
か
し
、
ア
メ
リ
カ
国
民
に
自
然
資
源

の
開
発
お
よ
び
公
共
事
業
に
お
け
る
内
国
民
待
遇
が
与
え
ら
れ
て

い
る
こ
と
に
象
徴
さ
れ
る
よ
う
に
、
ア
メ
リ
カ
側
に
一
方
的
な
特

恵
的
地
位
が
与
え
ら
れ
て
い
た
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
か
ら
す
れ
ば
、

ア
メ
リ
カ
と
い
う
大
国
か
ら
押
し
つ
け
ら
れ
た
協
定
だ
っ
た
の
で

あ
る

（
47
）

。
以
上
の
よ
う
に
、
セ
ラ
ノ
方
式
が
提
案
さ
れ
た
も
の
の
、
結
局
、

（
一
三
三
五
）
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二
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年
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月
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六
六

フ
ィ
リ
ピ
ン
国
民
の
怒
り
が
爆
発
す
る
。
こ
れ
ら
の
銃
撃
事
件
で

は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
が
犠
牲
に
な
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
フ
ィ

リ
ピ
ン
の
裁
判
所
で
米
兵
を
裁
け
な
い
こ
と
に
フ
ィ
リ
ピ
ン
国
民

は
憤
激
を
つ
の
ら
せ
た
。
そ
の
結
果
、
マ
ニ
ラ
の
ア
メ
リ
カ
大
使

館
前
で
は
、
大
規
模
な
抗
議
デ
モ
が
繰
り
返
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

こ
れ
ら
の
デ
モ
は
、
こ
れ
ま
で
で
も
っ
と
も
激
し
い
も
の
で
あ
っ

た
。
ア
メ
リ
カ
側
と
し
て
も
、
交
渉
を
ま
と
め
ざ
る
を
え
な
い
圧

力
を
受
け
て
い
た
こ
と
に
な
る

（
50
）

。

も
う
ひ
と
つ
は
、
一
九
六
五
年
が
大
統
領
選
挙
の
年
に
あ
た
っ

て
い
た
こ
と
で
あ
る
。
マ
カ
パ
ガ
ル
大
統
領
は
再
選
を
め
ざ
し
て

い
た
。
刑
事
裁
判
権
条
項
が
改
正
さ
れ
た
こ
と
を
「
売
り
」
に
、

選
挙
戦
に
臨
む
考
え
で
あ
っ
た
。
こ
の
こ
と
が
、
マ
カ
パ
ガ
ル
の

交
渉
戦
略
に
お
お
き
な
影
響
を
与
え
て
い
る
。
マ
カ
パ
ガ
ル
と
し

て
も
、
交
渉
の
失
敗
は
許
さ
れ
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
ア
メ
リ
カ

側
に
無
理
難
題
を
押
し
つ
け
、
交
渉
が
失
敗
す
れ
ば
、
マ
カ
パ
ガ

ル
へ
の
批
判
が
高
ま
り
、
再
選
も
あ
や
う
く
な
っ
て
し
ま
う

（
51
）

。
こ

の
結
果
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
も
、
こ
れ
ま
で
の
よ
う
に
、
そ
の
主
張

を
か
た
く
な
に
繰
り
返
す
の
で
は
な
く
、
妥
協
す
る
途
を
選
ば
ざ

る
を
え
な
い
状
況
に
置
か
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
み
て
く
る
と
、
ア
メ
リ
カ
側
も
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
も

間
で
交
渉
が
お
こ
な
わ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
交
渉
は
、
こ
れ
ま
で
の
一
九
五
六
年
、
お

よ
び
、
一
九
五
八
─
五
九
年
の
二
回
に
わ
た
る
交
渉
に
比
べ
る
と
、

議
論
ら
し
い
議
論
も
た
た
か
わ
さ
れ
ず
、
短
期
間
で
終
了
し
た
。

そ
の
要
因
と
し
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
、
裁
判
権
の
放
棄
に
関
し

て
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
ほ
ぼ
全
面
的
に
の
ん
だ
こ
と
が
ま
ず
挙
げ

ら
れ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
こ
れ
ま
で
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
方
式
を
強
く

主
張
し
て
き
た
こ
と
を
考
え
る
と
、
お
お
き
な
方
針
転
換
で
あ
っ

た
。
ま
た
、
元
々
の
米
比
軍
事
基
地
協
定
で
は
、
基
地
外
で
の
公

務
犯
罪
の
決
定
権
は
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
と
っ
て
有
利
で
あ
っ
た
。

こ
の
点
も
取
り
下
げ
る
。
一
〇
回
に
わ
た
る
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス

交
渉
は
、
淡
々
と
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。

当
然
の
こ
と
な
が
ら
、
こ
れ
ま
で
十
年
に
わ
た
っ
て
繰
り
広
げ

ら
れ
て
き
た
交
渉
が
、
な
ぜ
こ
う
も
あ
っ
さ
り
と
妥
結
し
た
の
か
、

と
い
う
疑
問
が
わ
い
て
く
る
。
そ
の
要
因
と
し
て
、
ふ
た
つ
の
こ

と
が
考
え
ら
れ
る
。

ひ
と
つ
は
、
十
年
と
い
う
期
間
が
あ
ま
り
に
も
長
す
ぎ
た
こ
と

で
あ
る
。
十
年
の
間
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
国
民
の
刑
事
裁
判
権
条
項
に

対
す
る
怒
り
は
く
す
ぶ
り
続
け
て
き
た
。
そ
れ
が
、
一
九
六
四
年

一
一
月
と
一
二
月
に
起
き
た
米
兵
に
よ
る
ふ
た
つ
の
銃
撃
事
件
で
、

（
一
三
三
六
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

六
七

い
た
。
コ
ー
ル
の
任
務
は
、「
射
撃
訓
練
中
、
立
ち
入
り
禁
止
区

域
に
侵
入
者
が
入
ら
な
い
よ
う
警
備
す
る
こ
と
」
で
あ
っ
た
。
事

件
は
、
ク
ラ
ー
ク
空
軍
基
地
内
の
ク
ロ
ウ
・
バ
レ
ー
（C

row
 

V
alley

）
と
い
う
と
こ
ろ
で
起
き
る
。
ク
ロ
ウ
・
バ
レ
ー
は
、
比

空
軍
お
よ
び
米
空
軍
が
、
射
撃
訓
練
の
た
め
に
使
用
す
る
射
撃
場

で
あ
り
、
一
般
人
の
立
ち
入
り
は
禁
止
さ
れ
て
い
た
。
そ
れ
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
住
民
は
、
生
活
の
資
に
あ
て
る
べ
く
、
く
ず
鉄
や

空
薬
莢
を
拾
い
集
め
る
た
め
立
入
禁
止
区
域
に
入
っ
て
い
た
の
で

あ
る
。

同
日
の
午
後
五
時
頃
、
コ
ー
ル
は
、
私
有
の
ラ
イ
フ
ル
を
所
持

し
て
野
鳥
狩
り
に
出
か
け
た
。
五
時
半
頃
、
立
ち
入
り
禁
止
区
域

に
数
人
が
入
っ
て
い
る
の
を
見
つ
け
る
と
、
コ
ー
ル
は
、
空
中
に

向
け
、
警
告
射
撃
を
お
こ
な
っ
た
。
す
る
と
、
侵
入
者
た
ち
は
、

雑
木
林
を
抜
け
、
近
く
の
川
の
方
に
逃
げ
て
い
っ
た
と
い
う
。

コ
ー
ル
は
さ
ら
に
三
発
発
射
し
た
。
そ
れ
か
ら
、
狩
猟
を
開
始
し

た
と
さ
れ
る
。
同
日
午
後
七
時
頃
、
川
岸
近
く
の
小
さ
な
洞
窟
で
、

ロ
ゲ
リ
オ
・
バ
ラ
グ
タ
ス
（R

ogelio B
alagtas

）
一
六
歳
の
遺

体
が
み
つ
か
っ
た
。

バ
ラ
グ
タ
ス
の
遺
体
が
発
見
さ
れ
た
翌
朝
、
検
視
が
お
こ
な
わ

れ
て
い
る
。
死
因
は
、
頭
部
に
弾
丸
が
命
中
し
た
こ
と
に
よ
る

と
も
に
妥
協
し
、
交
渉
を
ま
と
め
ざ
る
を
え
な
い
状
況
に
あ
っ
た
。

こ
れ
が
、
比
較
的
短
期
間
に
、
そ
れ
も
、
お
お
き
な
波
乱
も
な
く

交
渉
が
妥
結
し
た
要
因
で
あ
る
。
ま
ず
、
ア
メ
リ
カ
側
が
、
刑
事

裁
判
権
条
項
の
改
正
に
真
剣
に
取
り
組
ま
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た

事
件
を
取
り
上
げ
る
こ
と
と
し
よ
う
。

コ
ー
ル
事
件

一
九
六
四
年
一
一
月
、
ク
ラ
ー
ク
空
軍
基
地
で
、
ラ
リ
ー
・
Ｄ
・

コ
ー
ル
（L

arry D
. C

ole

）
一
等
空
兵
が
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
を

射
殺
す
る
と
い
う
事
件
が
起
き
た
。
こ
の
事
件
は
、
コ
ー
ル
の
名

を
と
り
、
コ
ー
ル
事
件
と
呼
ば
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
翌
一
二
月

に
は
、
ジ
ェ
シ
ー
・
Ａ
・
エ
ド
ワ
ー
ズ
（Jesse A

. E
dw

ards

）

伍
長
お
よ
び
ジ
ェ
ー
ム
ズ
・
Ｂ
・
ト
ー
マ
ス
（Jam

es B
. 

T
hom

as

）
兵
長
が
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
の
ゴ
ン
ザ
ロ
・
ヴ
ィ
レ
ド

（G
onzalo V

illedo

）
を
殺
害
す
る
事
件
が
起
こ
っ
た
。
こ
ち
ら

は
、
被
害
者
の
名
を
と
り
、
ヴ
ィ
レ
ド
事
件
と
呼
ば
れ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
一
一
月
に
起
き
た
コ
ー
ル
事
件
が
特
に
お
お
き
な
注

目
を
あ
つ
め
た
の
で
、
こ
の
事
件
を
紹
介
し
て
お
き
た
い

（
52
）

。

一
一
月
二
五
日
、
コ
ー
ル
一
等
空
兵
は
、
ク
ラ
ー
ク
空
軍
基
地

で
、
午
前
五
時
か
ら
午
後
三
時
半
ま
で
、
警
備
の
任
務
に
つ
い
て

（
一
三
三
七
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

六
七

い
た
。
コ
ー
ル
の
任
務
は
、「
射
撃
訓
練
中
、
立
ち
入
り
禁
止
区

域
に
侵
入
者
が
入
ら
な
い
よ
う
警
備
す
る
こ
と
」
で
あ
っ
た
。
事

件
は
、
ク
ラ
ー
ク
空
軍
基
地
内
の
ク
ロ
ウ
・
バ
レ
ー
（C

row
 

V
alley

）
と
い
う
と
こ
ろ
で
起
き
る
。
ク
ロ
ウ
・
バ
レ
ー
は
、
比

空
軍
お
よ
び
米
空
軍
が
、
射
撃
訓
練
の
た
め
に
使
用
す
る
射
撃
場

で
あ
り
、
一
般
人
の
立
ち
入
り
は
禁
止
さ
れ
て
い
た
。
そ
れ
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
住
民
は
、
生
活
の
資
に
あ
て
る
べ
く
、
く
ず
鉄
や

空
薬
莢
を
拾
い
集
め
る
た
め
立
入
禁
止
区
域
に
入
っ
て
い
た
の
で

あ
る
。

同
日
の
午
後
五
時
頃
、
コ
ー
ル
は
、
私
有
の
ラ
イ
フ
ル
を
所
持

し
て
野
鳥
狩
り
に
出
か
け
た
。
五
時
半
頃
、
立
ち
入
り
禁
止
区
域

に
数
人
が
入
っ
て
い
る
の
を
見
つ
け
る
と
、
コ
ー
ル
は
、
空
中
に

向
け
、
警
告
射
撃
を
お
こ
な
っ
た
。
す
る
と
、
侵
入
者
た
ち
は
、

雑
木
林
を
抜
け
、
近
く
の
川
の
方
に
逃
げ
て
い
っ
た
と
い
う
。

コ
ー
ル
は
さ
ら
に
三
発
発
射
し
た
。
そ
れ
か
ら
、
狩
猟
を
開
始
し

た
と
さ
れ
る
。
同
日
午
後
七
時
頃
、
川
岸
近
く
の
小
さ
な
洞
窟
で
、

ロ
ゲ
リ
オ
・
バ
ラ
グ
タ
ス
（R

ogelio B
alagtas

）
一
六
歳
の
遺

体
が
み
つ
か
っ
た
。

バ
ラ
グ
タ
ス
の
遺
体
が
発
見
さ
れ
た
翌
朝
、
検
視
が
お
こ
な
わ

れ
て
い
る
。
死
因
は
、
頭
部
に
弾
丸
が
命
中
し
た
こ
と
に
よ
る

と
も
に
妥
協
し
、
交
渉
を
ま
と
め
ざ
る
を
え
な
い
状
況
に
あ
っ
た
。

こ
れ
が
、
比
較
的
短
期
間
に
、
そ
れ
も
、
お
お
き
な
波
乱
も
な
く

交
渉
が
妥
結
し
た
要
因
で
あ
る
。
ま
ず
、
ア
メ
リ
カ
側
が
、
刑
事

裁
判
権
条
項
の
改
正
に
真
剣
に
取
り
組
ま
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た

事
件
を
取
り
上
げ
る
こ
と
と
し
よ
う
。

コ
ー
ル
事
件

一
九
六
四
年
一
一
月
、
ク
ラ
ー
ク
空
軍
基
地
で
、
ラ
リ
ー
・
Ｄ
・

コ
ー
ル
（L

arry D
. C

ole

）
一
等
空
兵
が
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
を

射
殺
す
る
と
い
う
事
件
が
起
き
た
。
こ
の
事
件
は
、
コ
ー
ル
の
名

を
と
り
、
コ
ー
ル
事
件
と
呼
ば
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
翌
一
二
月

に
は
、
ジ
ェ
シ
ー
・
Ａ
・
エ
ド
ワ
ー
ズ
（Jesse A

. E
dw

ards

）

伍
長
お
よ
び
ジ
ェ
ー
ム
ズ
・
Ｂ
・
ト
ー
マ
ス
（Jam

es B
. 

T
hom

as

）
兵
長
が
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
の
ゴ
ン
ザ
ロ
・
ヴ
ィ
レ
ド

（G
onzalo V

illedo

）
を
殺
害
す
る
事
件
が
起
こ
っ
た
。
こ
ち
ら

は
、
被
害
者
の
名
を
と
り
、
ヴ
ィ
レ
ド
事
件
と
呼
ば
れ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
一
一
月
に
起
き
た
コ
ー
ル
事
件
が
特
に
お
お
き
な
注

目
を
あ
つ
め
た
の
で
、
こ
の
事
件
を
紹
介
し
て
お
き
た
い

（
52
）

。

一
一
月
二
五
日
、
コ
ー
ル
一
等
空
兵
は
、
ク
ラ
ー
ク
空
軍
基
地

で
、
午
前
五
時
か
ら
午
後
三
時
半
ま
で
、
警
備
の
任
務
に
つ
い
て

（
一
三
三
七
）
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六
八

軍
法
会
議
は
、
コ
ー
ル
の
有
罪
を
認
定
し
、
懲
役
三
年
の
判
決

を
く
だ
し
た
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
国
民
は
、
軍
法
会
議
の
手
続
き
、
お

よ
び
、
そ
の
く
だ
し
た
判
決
に
満
足
し
た
と
い
う
。
そ
の
背
景
に
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
政
府
の
公
式
の
代
表
者
と
し
て
検
事
総
長
、
上
院
議

員
、
お
よ
び
、
州
知
事
が
裁
判
を
傍
聴
で
き
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ

る
。
米
軍
と
し
て
も
、
公
正
な
裁
判
を
せ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
の

で
あ
る
。

さ
て
、
コ
ー
ル
事
件
は
何
が
問
題
だ
っ
た
の
だ
ろ
う
か
。
米
比

軍
事
基
地
協
定
第
一
三
条
に
よ
れ
ば
、
米
軍
基
地
内
で
の
米
軍
兵

士
の
犯
罪
は
、
公
務
中
で
あ
る
か
否
か
に
か
か
わ
ら
ず
、
被
害
者

が
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
で
あ
っ
た
と
し
て
も
、
ア
メ
リ
カ
側
に
裁
判
権

が
あ
る
。
こ
れ
こ
そ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
国
民
が
憤
激
す
る
要
因
だ
っ

た
の
で
あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
が
犠
牲
に
な
っ
て
い
る
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
裁
判
権
が
な
い
。
こ
の
事
件
に
よ
っ
て
、

刑
事
裁
判
権
条
項
の
改
正
を
求
め
る
声
が
さ
ら
に
高
ま
っ
た
と
い

え
る

（
53
）

。
こ
れ
が
米
比
双
方
に
と
っ
て
同
条
項
の
改
正
を
う
な
が
す

圧
力
と
な
っ
て
く
る
。
つ
ぎ
に
、
一
九
六
五
年
の
米
比
交
渉
に
目

を
転
じ
る
こ
と
に
し
よ
う
。

シ
ョ
ッ
ク
死
で
あ
っ
た
。
弾
丸
は
米
軍
に
提
出
さ
れ
、
コ
ー
ル
が

使
用
し
て
い
た
銃
か
ら
発
射
さ
れ
た
も
の
と
確
認
さ
れ
て
い
る
。

事
件
か
ら
六
日
後
、
犠
牲
者
の
父
親
は
、
息
子
の
死
に
対
す
る
補

償
金
と
し
て
、
三
一
五
〇
ペ
ソ
（
七
八
七
ド
ル
）
を
受
け
取
っ
た
。

空
軍
は
、
コ
ー
ル
を
謀
殺
罪
で
起
訴
す
る
手
続
き
を
は
じ
め
る
。

と
こ
ろ
が
、
事
件
か
ら
四
五
日
経
っ
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
新
聞
が
、

コ
ー
ル
は
、
バ
ラ
グ
タ
ス
の
殺
害
時
、
公
務
中
で
は
な
く
、
私
的

な
狩
猟
中
で
あ
っ
た
と
報
じ
た
。
こ
の
結
果
、
コ
ー
ル
に
対
す
る

裁
判
権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
行
使
す
べ
き
だ
、
と
新
聞
お
よ
び

国
民
が
騒
ぎ
始
め
る
の
で
あ
る
。

一
九
六
五
年
二
月
二
三
日
、
コ
ー
ル
の
軍
法
会
議
が
始
ま
っ
た
。

コ
ー
ル
は
、
故
殺
罪
で
起
訴
さ
れ
て
い
た
。
軍
法
会
議
で
、
コ
ー

ル
は
無
罪
を
主
張
し
て
い
る
。
軍
法
会
議
の
焦
点
は
、
コ
ー
ル
が

発
砲
し
た
際
、
被
害
者
を
狙
っ
て
撃
っ
た
の
か
否
か
で
あ
っ
た
。

コ
ー
ル
は
、
侵
入
者
集
団
の
方
向
に
警
告
射
撃
を
し
た
と
主
張
し

て
い
る
。
ま
た
、
コ
ー
ル
は
、
人
を
殺
害
し
た
り
、
あ
る
い
は
、

傷
つ
け
た
り
す
る
意
図
で
銃
を
発
射
し
た
の
で
は
な
く
、
被
害
者

が
倒
れ
る
場
面
も
見
て
い
な
い
、
と
供
述
し
た
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
人

の
証
人
二
名
は
、
コ
ー
ル
の
供
述
と
は
異
な
り
、
発
砲
す
る
際
、

コ
ー
ル
は
侵
入
者
に
狙
い
を
つ
け
て
い
た
と
証
言
し
て
い
る
。

（
一
三
三
八
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

六
九

と
っ
て
不
利
な
点
が
あ
っ
た
。
そ
れ
が
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪

の
決
定
権
で
あ
る

（
55
）

。
米
比
軍
事
基
地
協
定
第
一
三
条
に
よ
れ
ば
、

基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の
最
終
的
な
決
定
権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の

法
務
大
臣
の
手
に
委
ね
ら
れ
て
い
た
か
ら
だ
。
こ
の
点
、
ア
メ
リ

カ
側
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
諸
国
の
実
践
例
に
し
た
が
い
、
米
軍
が
発
給

す
る
公
務
証
明
書
に
よ
っ
て
公
務
犯
罪
が
決
定
さ
れ
る
方
式
を
望

ん
だ
の
で
あ
る

（
56
）

。

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
と
っ
て
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権

が
、
ア
メ
リ
カ
と
の
交
渉
に
お
け
る
最
大
の
武
器
と
考
え
ら
れ
た
。

そ
の
た
め
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
外
務
省
は
、
交
渉
を
再
開
し
て
以
来
、

一
九
五
六
年
交
渉
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
代
表
の
ペ
ラ
エ
ス
、
お
よ
び
、

一
九
五
八
─
五
九
年
交
渉
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
代
表
の
セ
ラ
ノ
か
ら

つ
ぎ
の
よ
う
な
助
言
を
受
け
て
い
る
。
現
行
の
取
り
決
め
で
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
最
終
的
な
公
務
犯
罪
の
決
定
権
が
与
え
ら
れ
て

お
り
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
政
府
は
こ
の
点
を
断
念
し
て
は
な
ら
な
い

（
57
）

。

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
と
し
て
も
、
こ
こ
が
勝
負
の
し
ど
こ
ろ
だ
っ
た
の

で
あ
る
。

二
月
四
日
の
第
三
回
会
談
で
、
本
省
か
ら
ブ
レ
ア
に
、「
ド
イ

ツ
に
駐
留
す
る
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
の
地
位
に
関
す
る
諸
協
定
」（
ド
イ

ツ
補
足
協
定
）
第
一
八
条
に
な
ら
っ
た
合
意
議
事
録
案
を
フ
ィ
リ

公
務
犯
罪
の
決
定
権

第
一
回
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
会
談
が
開
か
れ
た
の
は
、

一
九
六
五
年
一
月
五
日
で
あ
る
。
ま
ず
、
両
者
は
、
交
渉
に
お
け

る
最
大
の
問
題
が
刑
事
裁
判
権
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
こ
の

会
談
を
本
省
に
報
告
し
た
ブ
レ
ア
の
電
報
に
よ
れ
ば
、
フ
ィ
リ
ピ

ン
側
は
早
期
に
合
意
に
達
す
る
こ
と
を
望
ん
で
い
る
よ
う
で
あ
っ

た
と
い
う
。
ま
た
、
裁
判
権
の
放
棄
に
関
し
て
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式

に
沿
っ
て
交
渉
が
ま
と
ま
る
可
能
性
が
高
い
こ
と
も
報
告
し
て
い

る
。
前
述
の
よ
う
に
、
一
九
六
五
年
は
大
統
領
選
挙
の
年
に
あ
た

り
、
新
た
な
基
地
協
定
が
締
結
さ
れ
れ
ば
、
大
統
領
選
に
と
っ
て

有
利
に
働
く
と
大
統
領
は
踏
ん
で
い
る
、
と
い
う
の
が
ブ
レ
ア
の

見
方
で
あ
っ
た

（
54
）

。

本
省
か
ら
ブ
レ
ア
へ
の
訓
令
に
よ
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
側
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
の
刑
事
裁
判
権
の
仕
組
み
、
お
よ
び
、

オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
受
け
入
れ
る
こ
と
を
望
む
、
と
あ
っ
た
。
前
者

は
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
よ
う
に
基
地
の
内
か
外
か
を
も
と
に

刑
事
裁
判
権
を
振
り
分
け
る
の
で
は
な
く
、
犯
罪
の
状
況
に
応
じ

て
刑
事
裁
判
権
の
帰
属
を
決
め
る
も
の
で
あ
る
。
後
者
は
、
フ
ィ

リ
ピ
ン
側
が
米
兵
に
対
す
る
裁
判
権
を
放
棄
す
る
も
の
で
あ
る
。

た
だ
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
が
採
用
さ
れ
た
と
し
て
も
、
ア
メ
リ
カ
に

（
一
三
三
九
）
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六
九

と
っ
て
不
利
な
点
が
あ
っ
た
。
そ
れ
が
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪

の
決
定
権
で
あ
る

（
55
）

。
米
比
軍
事
基
地
協
定
第
一
三
条
に
よ
れ
ば
、

基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の
最
終
的
な
決
定
権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の

法
務
大
臣
の
手
に
委
ね
ら
れ
て
い
た
か
ら
だ
。
こ
の
点
、
ア
メ
リ

カ
側
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
諸
国
の
実
践
例
に
し
た
が
い
、
米
軍
が
発
給

す
る
公
務
証
明
書
に
よ
っ
て
公
務
犯
罪
が
決
定
さ
れ
る
方
式
を
望

ん
だ
の
で
あ
る

（
56
）

。

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
と
っ
て
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権

が
、
ア
メ
リ
カ
と
の
交
渉
に
お
け
る
最
大
の
武
器
と
考
え
ら
れ
た
。

そ
の
た
め
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
外
務
省
は
、
交
渉
を
再
開
し
て
以
来
、

一
九
五
六
年
交
渉
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
代
表
の
ペ
ラ
エ
ス
、
お
よ
び
、

一
九
五
八
─
五
九
年
交
渉
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
代
表
の
セ
ラ
ノ
か
ら

つ
ぎ
の
よ
う
な
助
言
を
受
け
て
い
る
。
現
行
の
取
り
決
め
で
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
最
終
的
な
公
務
犯
罪
の
決
定
権
が
与
え
ら
れ
て

お
り
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
政
府
は
こ
の
点
を
断
念
し
て
は
な
ら
な
い

（
57
）

。

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
と
し
て
も
、
こ
こ
が
勝
負
の
し
ど
こ
ろ
だ
っ
た
の

で
あ
る
。

二
月
四
日
の
第
三
回
会
談
で
、
本
省
か
ら
ブ
レ
ア
に
、「
ド
イ

ツ
に
駐
留
す
る
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
の
地
位
に
関
す
る
諸
協
定
」（
ド
イ

ツ
補
足
協
定
）
第
一
八
条
に
な
ら
っ
た
合
意
議
事
録
案
を
フ
ィ
リ

公
務
犯
罪
の
決
定
権

第
一
回
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
会
談
が
開
か
れ
た
の
は
、

一
九
六
五
年
一
月
五
日
で
あ
る
。
ま
ず
、
両
者
は
、
交
渉
に
お
け

る
最
大
の
問
題
が
刑
事
裁
判
権
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
こ
の

会
談
を
本
省
に
報
告
し
た
ブ
レ
ア
の
電
報
に
よ
れ
ば
、
フ
ィ
リ
ピ

ン
側
は
早
期
に
合
意
に
達
す
る
こ
と
を
望
ん
で
い
る
よ
う
で
あ
っ

た
と
い
う
。
ま
た
、
裁
判
権
の
放
棄
に
関
し
て
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式

に
沿
っ
て
交
渉
が
ま
と
ま
る
可
能
性
が
高
い
こ
と
も
報
告
し
て
い

る
。
前
述
の
よ
う
に
、
一
九
六
五
年
は
大
統
領
選
挙
の
年
に
あ
た

り
、
新
た
な
基
地
協
定
が
締
結
さ
れ
れ
ば
、
大
統
領
選
に
と
っ
て

有
利
に
働
く
と
大
統
領
は
踏
ん
で
い
る
、
と
い
う
の
が
ブ
レ
ア
の

見
方
で
あ
っ
た

（
54
）

。

本
省
か
ら
ブ
レ
ア
へ
の
訓
令
に
よ
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
側
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
の
刑
事
裁
判
権
の
仕
組
み
、
お
よ
び
、

オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
受
け
入
れ
る
こ
と
を
望
む
、
と
あ
っ
た
。
前
者

は
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
よ
う
に
基
地
の
内
か
外
か
を
も
と
に

刑
事
裁
判
権
を
振
り
分
け
る
の
で
は
な
く
、
犯
罪
の
状
況
に
応
じ

て
刑
事
裁
判
権
の
帰
属
を
決
め
る
も
の
で
あ
る
。
後
者
は
、
フ
ィ

リ
ピ
ン
側
が
米
兵
に
対
す
る
裁
判
権
を
放
棄
す
る
も
の
で
あ
る
。

た
だ
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
が
採
用
さ
れ
た
と
し
て
も
、
ア
メ
リ
カ
に

（
一
三
三
九
）
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七
〇

証
明
書
の
効
力
が
若
干
弱
め
ら
れ
て
い
る
。
代
替
案
で
は
、
フ
ィ

リ
ピ
ン
当
局
は
、
ア
メ
リ
カ
当
局
の
公
務
証
明
書
を
「
尊
重
す

る
」
と
な
っ
て
い
る
か
ら
だ
。
た
だ
し
、
公
務
証
明
書
を
再
審
査

の
対
象
に
で
き
る
点
に
変
わ
り
は
な
い

（
60
）

。

三
月
五
日
の
第
六
回
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
会
談
で
、
フ
ィ
リ
ピ

ン
側
は
、
ア
メ
リ
カ
案
に
対
し
て
、
つ
ぎ
の
よ
う
な
対
案
を
提
示

し
た
。
公
務
証
明
書
の
問
題
を
再
検
討
す
る
た
め
、
あ
ら
た
に

「
合
同
委
員
会
」
を
も
う
け
る
、
あ
る
い
は
、
一
九
五
八
年
五
月

に
設
置
さ
れ
た
「
相
互
防
衛
委
員
会
」
の
機
能
を
拡
大
す
る
と
の

案
で
あ
る
。
こ
の
案
は
、
両
国
間
で
、
今
後
、
検
討
さ
れ
る
こ
と

と
な
っ
た

（
61
）

。

公
務
犯
罪
の
決
定
権
、
と
り
わ
け
、
公
務
証
明
書
の
効
力
に
つ

い
て
、
三
月
一
七
日
の
第
七
回
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
会
談
で
決
着

が
つ
く
こ
と
に
な
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
公
務
犯
罪
の
決
定
に

つ
い
て
米
比
間
で
意
見
が
一
致
し
な
い
場
合
、
相
互
防
衛
委
員
会

に
そ
の
件
を
付
託
す
る
案
を
す
で
に
提
示
し
て
い
た
。
こ
れ
に
、

「
こ
の
点
に
関
す
る
相
互
防
衛
委
員
会
の
決
定
は
、
最
終
的
か
つ

終
局
的
な
も
の
と
す
る
。」
と
の
文
言
を
追
加
し
た
の
で
あ
る
。

こ
れ
に
対
し
て
、
ア
メ
リ
カ
側
は
、「
フ
ィ
リ
ピ
ン
共
和
国
の

法
務
大
臣
が
、
状
況
に
応
じ
て
、
公
務
証
明
書
を
議
論
す
る
必
要

ピ
ン
側
に
提
示
す
る
権
限
が
与
え
ら
れ
た

（
58
）

。
同
第
一
八
条
と
は
以

下
で
あ
る
。

１
　
軍
隊
の
構
成
員
又
は
軍
属
に
対
す
る
刑
事
訴
訟
手
続
で
、

犯
行
が
公
務
遂
行
中
の
作
為
又
は
不
作
為
に
よ
っ
て
生
じ
た

も
の
か
ど
う
か
を
決
定
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
、
そ
の
決
定

は
当
該
派
遣
国
の
法
律
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
。
派
遣
国
の
所

轄
最
高
当
局
は
、
事
件
を
扱
う
ド
イ
ツ
裁
判
所
又
は
当
局
に

対
し
、
そ
れ
に
つ
い
て
の
証
明
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

２
　
ド
イ
ツ
の
裁
判
所
又
は
当
局
は
、
そ
の
証
明
書
に
も
と

づ
い
て
決
定
を
行
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
同
証
明
書
は
、

例
外
的
な
場
合
に
は
、
ド
イ
ツ
の
裁
判
所
又
は
当
局
の
要
請

に
よ
り
、
連
邦
政
府
と
連
邦
共
和
国
に
駐
在
す
る
派
遣
国
の

外
交
使
節
の
間
で
の
討
議
を
通
し
て
再
審
査
の
対
象
と
す
る

こ
と
が
で
き
る

（
59
）

。

合
意
議
事
録
案
は
、
右
の
ド
イ
ツ
を
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
置
き
換
え

た
だ
け
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
案
に
よ
れ
ば
、
公
務
証
明

書
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
裁
判
所
を
拘
束
す
る
こ
と
と
な
る
。
た
だ

し
、
公
務
証
明
書
は
最
終
的
な
も
の
で
は
な
く
、
再
審
査
の
対
象

に
で
き
る
。
こ
れ
に
は
代
替
案
が
あ
っ
て
、
そ
れ
に
よ
る
と
公
務

（
一
三
四
〇
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

七
一

刑
事
裁
判
権
の
放
棄

刑
事
裁
判
権
の
放
棄
に
つ
い
て
、
ア

メ
リ
カ
側
は
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
提
案

し
て
い
た
。
問
題
は
、
日
米
間
の
刑
事

裁
判
権
放
棄
密
約
の
存
在
で
あ
る
。
す

で
に
明
ら
か
に
し
た
よ
う
に
、
刑
事
裁

判
権
の
条
項
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協

定
の
そ
れ
を
踏
襲
し
て
い
た
か
ら
だ
。

ア
メ
リ
カ
に
と
っ
て
、
公
表
さ
れ
て
い

る
日
米
間
の
取
り
決
め
よ
り
も
、
オ
ラ

ン
ダ
方
式
の
方
が
有
利
で
あ
る
。
そ
こ

で
、
日
米
間
で
オ
ラ
ン
ダ
方
式
は
公
に

は
用
い
ら
れ
て
い
な
い
も
の
の
、
お
お

く
の
犯
罪
で
日
本
が
裁
判
権
を
放
棄
し

て
い
る
デ
ー
タ
を
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
提

示
で
き
れ
ば
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
用
い

る
こ
と
の
説
得
力
が
増
す
と
考
え
ら
れ

た
（
65
）

。一
月
一
二
日
に
開
か
れ
た
第
二
回
ブ

レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
会
談
で
、
フ
ィ
リ
ピ

が
あ
る
と
考
え
る
事
件
で
は
、
適
切
な
フ
ィ
リ
ピ
ン
政
府
当
局
と

ア
メ
リ
カ
の
外
交
使
節
と
の
間
で
の
討
議
を
通
じ
て
、
再
検
討
の

主
題
と
す
る
も
の
と
す
る
。」
と
い
う
対
案
を
提
示
し
て
い
る
。

前
案
と
の
違
い
は
、
公
務
証
明
書
を
議
論
す
る
必
要
が
あ
る
と
判

断
す
る
の
は
だ
れ
か
と
い
う
点
に
あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
で
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
裁
判
所
と
な
っ
て
い
た
。
こ
れ
に
対
し
、
こ
の
案

で
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
と
な
っ
て
い
る
。
米
比
軍
事
基

地
協
定
で
は
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権
が
フ
ィ
リ
ピ
ン

の
法
務
大
臣
に
あ
っ
た
。
そ
の
役
割
を
変
更
す
る
と
の
案
に
し
た

の
で
あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
も
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
に
関
す
る

規
定
の
大
幅
な
変
更
で
は
な
く
、
法
務
大
臣
の
役
割
の
変
更
に
し

か
す
ぎ
な
い
と
し
て
、
ア
メ
リ
カ
案
に
同
意
し
た

（
62
）

。

こ
う
し
て
、
公
務
証
明
書
の
効
力
は
、
ア
メ
リ
カ
の
同
意
な
く

し
て
、
外
国
の
当
局
に
よ
っ
て
覆
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
と
の
ア
メ

リ
カ
側
の
原
則
が
貫
か
れ
た
の
で
あ
る

（
63
）

。
公
務
証
明
書
の
効
力
に

つ
い
て
は
、
四
月
二
九
日
の
第
一
〇
回
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
会
談

で
、
代
替
案
に
あ
っ
た
「
同
証
明
書
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
当
局
に

よ
っ
て
尊
重
さ
れ
る
」
と
の
文
言
で
決
着
し
た

（
64
）

。

表 3　日本の裁判権放棄の状況

期間
アメリカが裁判権の放棄を要請
した件数

日本が裁判権を放棄した件数 裁判権を放棄した割合

1960年12月1日～1961年11月30日
1961年12月1日～1962年11月30日
1962年12月1日～1963年11月30日

（出典）"Telegram From the Department of State to the Embassy in the Philippines, No. 1050, January 13, 1965"(Confidential), RG59
Subject-Numeric File, 1964-1966, Box 1689, National Archives at College Park, MD.

2352
2596
2747

2188
2339
2448

93.02
90.10
89.11

（
一
三
四
一
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

七
一

刑
事
裁
判
権
の
放
棄

刑
事
裁
判
権
の
放
棄
に
つ
い
て
、
ア

メ
リ
カ
側
は
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
提
案

し
て
い
た
。
問
題
は
、
日
米
間
の
刑
事

裁
判
権
放
棄
密
約
の
存
在
で
あ
る
。
す

で
に
明
ら
か
に
し
た
よ
う
に
、
刑
事
裁

判
権
の
条
項
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協

定
の
そ
れ
を
踏
襲
し
て
い
た
か
ら
だ
。

ア
メ
リ
カ
に
と
っ
て
、
公
表
さ
れ
て
い

る
日
米
間
の
取
り
決
め
よ
り
も
、
オ
ラ

ン
ダ
方
式
の
方
が
有
利
で
あ
る
。
そ
こ

で
、
日
米
間
で
オ
ラ
ン
ダ
方
式
は
公
に

は
用
い
ら
れ
て
い
な
い
も
の
の
、
お
お

く
の
犯
罪
で
日
本
が
裁
判
権
を
放
棄
し

て
い
る
デ
ー
タ
を
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
提

示
で
き
れ
ば
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
用
い

る
こ
と
の
説
得
力
が
増
す
と
考
え
ら
れ

た
（
65
）

。一
月
一
二
日
に
開
か
れ
た
第
二
回
ブ

レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
会
談
で
、
フ
ィ
リ
ピ

が
あ
る
と
考
え
る
事
件
で
は
、
適
切
な
フ
ィ
リ
ピ
ン
政
府
当
局
と

ア
メ
リ
カ
の
外
交
使
節
と
の
間
で
の
討
議
を
通
じ
て
、
再
検
討
の

主
題
と
す
る
も
の
と
す
る
。」
と
い
う
対
案
を
提
示
し
て
い
る
。

前
案
と
の
違
い
は
、
公
務
証
明
書
を
議
論
す
る
必
要
が
あ
る
と
判

断
す
る
の
は
だ
れ
か
と
い
う
点
に
あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
で
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
裁
判
所
と
な
っ
て
い
た
。
こ
れ
に
対
し
、
こ
の
案

で
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
と
な
っ
て
い
る
。
米
比
軍
事
基

地
協
定
で
は
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権
が
フ
ィ
リ
ピ
ン

の
法
務
大
臣
に
あ
っ
た
。
そ
の
役
割
を
変
更
す
る
と
の
案
に
し
た

の
で
あ
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
も
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
に
関
す
る

規
定
の
大
幅
な
変
更
で
は
な
く
、
法
務
大
臣
の
役
割
の
変
更
に
し

か
す
ぎ
な
い
と
し
て
、
ア
メ
リ
カ
案
に
同
意
し
た

（
62
）

。

こ
う
し
て
、
公
務
証
明
書
の
効
力
は
、
ア
メ
リ
カ
の
同
意
な
く

し
て
、
外
国
の
当
局
に
よ
っ
て
覆
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
と
の
ア
メ

リ
カ
側
の
原
則
が
貫
か
れ
た
の
で
あ
る

（
63
）

。
公
務
証
明
書
の
効
力
に

つ
い
て
は
、
四
月
二
九
日
の
第
一
〇
回
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
会
談

で
、
代
替
案
に
あ
っ
た
「
同
証
明
書
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
当
局
に

よ
っ
て
尊
重
さ
れ
る
」
と
の
文
言
で
決
着
し
た

（
64
）

。

表 3　日本の裁判権放棄の状況

期間
アメリカが裁判権の放棄を要請
した件数

日本が裁判権を放棄した件数 裁判権を放棄した割合

1960年12月1日～1961年11月30日
1961年12月1日～1962年11月30日
1962年12月1日～1963年11月30日

（出典）"Telegram From the Department of State to the Embassy in the Philippines, No. 1050, January 13, 1965"(Confidential), RG59
Subject-Numeric File, 1964-1966, Box 1689, National Archives at College Park, MD.

2352
2596
2747

2188
2339
2448

93.02
90.10
89.11

（
一
三
四
一
）



政
経
研
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　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

七
二

こ
の
会
談
で
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
だ
け
が
裁
判

権
を
放
棄
す
る
の
で
は
な
く
、
特
に
重
要
と
決
定
す
る
場
合
に
は
、

相
互
に
裁
判
権
を
放
棄
す
る
方
式
が
望
ま
し
い
と
し
て
い
る
。
こ

う
す
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
側
が
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る
事
件
の
場

合
、
今
度
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
ア
メ
リ
カ
側
に
裁
判
権
の
放
棄

を
要
請
で
き
る
か
ら
だ

（
69
）

。

こ
れ
以
降
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
裁
判
権
放
棄
の
問
題
に
積
極

的
に
切
り
込
ん
で
く
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
ブ
レ
ア
は
、
三
月
七

日
の
第
六
回
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
会
談
に
つ
い
て
の
電
報
で
、
こ

う
し
た
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
対
応
を
訝
し
く
感
じ
て
い
る
と
本
省
に

報
告
し
て
い
る

（
70
）

。

裁
判
権
の
放
棄
を
め
ぐ
る
交
渉
の
経
緯
は
、
公
開
さ
れ
て
い
る

交
渉
の
記
録
か
ら
は
、
か
な
ら
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
。
た
だ
、

最
終
的
な
合
意
は
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
と
な
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
、

つ
ぎ
に
、
刑
事
裁
判
権
に
関
す
る
合
意
内
容
を
概
観
し
よ
う
。

合
意
内
容

米
比
軍
事
基
地
協
定
第
一
三
条
を
改
正
す
る
合
意
は
、

一
九
六
五
年
八
月
一
〇
日
に
調
印
さ
れ
、
即
日
、
発
効
し
た
。
合

意
は
、
改
正
本
文
に
加
え
、
公
式
合
意
議
事
録
（A

greed 

ン
側
は
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
と
日
米
間
の
取
り
決
め
に
違
い
が
あ
る

の
か
を
訊
ね
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
ア
メ
リ
カ
側
は
、
文
言

は
異
な
る
も
の
の
、
実
質
的
に
は
同
じ
だ
と
答
え
て
い
る

（
66
）

。
そ
の

後
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
示
さ
れ
た
と
思
わ
れ
る
の
が
、「
表
３

　

日
本
の
裁
判
権
放
棄
の
状
況
」
に
示
し
た
数
値
で
あ
る

（
67
）

。
こ
の
表

に
よ
れ
ば
、
一
九
六
一
年
か
ら
六
三
年
の
三
年
間
で
、
日
本
の
裁

判
権
放
棄
率
は
約
九
〇
％
に
の
ぼ
っ
て
い
る
。
刑
事
裁
判
権
放
棄

密
約
で
あ
る
日
本
側
の
一
方
的
陳
述
に
は
、「
実
質
的
に
重
要
」

（
オ
ラ
ン
ダ
方
式
の
文
言
は
、「
特
に
重
要
」）
な
事
件
を
除
き
、

裁
判
権
を
行
使
す
る
つ
も
り
は
な
い
と
あ
っ
た
。
こ
の
表
３
か
ら
、

日
本
が
「
実
質
的
に
重
要
」
だ
と
し
て
裁
判
権
を
行
使
し
た
例
は
、

わ
ず
か
一
〇
％
程
度
に
す
ぎ
な
い
こ
と
が
わ
か
る
。
こ
れ
で
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
も
、
日
本
が
裁
判
権
を
ほ
と
ん
ど
行
使
し
て
い
な

い
実
態
を
知
る
の
で
あ
る
。

二
月
四
日
の
第
三
回
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
会
談
で
、
ア
メ
リ
カ

案
が
提
示
さ
れ
た
。
同
案
に
よ
る
と
、
裁
判
権
放
棄
に
関
す
る
協

定
案
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
に
沿
っ
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

合
意
議
事
録
案
の
方
で
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
が
用
い
ら
れ
て
い
る

（
68
）

。

つ
ま
り
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
が
特
に
重
要
と
決
定
す
る
場
合
を
除
き
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
米
兵
に
対
す
る
裁
判
権
を
放
棄
す
る
。
た
だ
し
、

（
一
三
四
二
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

七
三

リ
ピ
ン
共
和
国
政
府
の
適
切
な
官
権
と
ア
メ
リ
カ
の
外
交
使
節

と
の
間
で
の
協
議
を
通
し
て
、
公
務
証
明
書
を
再
検
討
の
主
題

と
す
る
も
の
と
す
る

（
71
）

。

交
渉
の
経
緯
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
米
軍
側
が
発
給
し
た
公

務
証
明
書
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
当
局
に
よ
っ
て
「
尊
重
さ
れ
る
」
こ

と
が
う
た
わ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
同
証
明
書
に
疑
義
が
あ
る
場
合
、

再
検
討
の
主
題
と
さ
れ
る
。
再
検
討
で
も
決
着
し
な
い
場
合
は
ど

う
な
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
点
は
、
新
協
定
に
署
名
さ
れ
た
八

月
一
〇
日
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
外
務
省
が
発
表
し
た
プ
レ
ス
・
リ

リ
ー
ス
で
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
に
は
、「
ア
メ
リ
カ
は
、

要
請
が
あ
れ
ば
い
つ
で
も
証
明
書
を
再
検
討
す
る
こ
と
を
フ
ィ
リ

ピ
ン
に
保
証
す
る
。
た
だ
、
当
該
問
題
に
は
、
ア
メ
リ
カ
の
法
お

よ
び
規
則
の
解
釈
が
含
ま
れ
る
た
め
、
ア
メ
リ
カ
の
同
意
な
し
に

証
明
書
は
変
更
さ
れ
な
い
」
と
の
ア
メ
リ
カ
側
の
考
え
が
記
さ
れ

て
い
る

（
72
）

。
結
局
、
運
用
上
は
、
公
務
証
明
書
は
最
終
的
な
も
の
と

な
る
の
で
あ
る
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
裁
判
権
放
棄
に
関
し
て
は
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式

が
採
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
す
で
に
述
べ
た
。
念
の
た
め
、
以
下

に
、
公
式
合
意
議
事
録
第
三
項
を
記
し
て
お
く
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
共
和
国
の
当
局
は
、
米
軍
法
に
服
す
る
構
成
員

O
ffi

cial M
inutes

）
お
よ
び
合
意
さ
れ
た
実
施
取
極
（A

greed 
Im

plem
enting A

rrangem
ents

）
か
ら
な
っ
て
い
る
。

ま
ず
、
改
正
本
文
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権

の
仕
組
み
を
踏
襲
し
て
い
る
。
専
属
的
裁
判
権
、
裁
判
権
が
競
合

す
る
場
合
の
基
準
、
裁
判
権
放
棄
の
規
定
、
い
ず
れ
も
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ

軍
地
位
協
定
に
な
ら
っ
て
い
る
。

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
は
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
は
だ
れ
に
あ

る
の
か
、
と
り
わ
け
、
公
務
証
明
書
の
扱
い
に
触
れ
て
い
な
い
こ

と
は
す
で
に
述
べ
た
。
こ
の
点
、
公
式
合
意
議
事
録
第
三
項
は
、

つ
ぎ
の
よ
う
に
規
定
し
て
い
る
。

申
し
立
て
ら
れ
た
犯
罪
が
、
公
務
の
執
行
に
よ
る
故
意
ま
た

は
過
失
か
ら
生
じ
た
か
を
決
定
す
る
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
法

務
責
任
将
校
（S

taff L
egal O

ffi
cer

）
ま
た
は
上
級
法
務
官

（S
taff Judge A

dvocate

）
の
助
言
の
も
と
、
被
疑
者
の
司
令

官
ま
た
は
そ
の
代
理
者
に
よ
っ
て
発
給
さ
れ
た
証
明
書
は
、
関

連
の
市
ま
た
は
州
の
検
察
官
に
迅
速
に
通
知
さ
れ
、
同
証
明
書

は
フ
ィ
リ
ピ
ン
当
局
に
よ
っ
て
尊
重
さ
れ
る
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
共
和
国
の
法
務
大
臣
が
、
一
定
の
状
況
下
で
、

公
務
証
明
書
に
つ
い
て
協
議
が
必
要
と
考
え
る
事
件
の
場
合
に

は
、
検
察
官
が
証
明
書
を
受
領
し
て
か
ら
十
日
以
内
に
、
フ
ィ

（
一
三
四
三
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

七
三

リ
ピ
ン
共
和
国
政
府
の
適
切
な
官
権
と
ア
メ
リ
カ
の
外
交
使
節

と
の
間
で
の
協
議
を
通
し
て
、
公
務
証
明
書
を
再
検
討
の
主
題

と
す
る
も
の
と
す
る

（
71
）

。

交
渉
の
経
緯
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
米
軍
側
が
発
給
し
た
公

務
証
明
書
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
当
局
に
よ
っ
て
「
尊
重
さ
れ
る
」
こ

と
が
う
た
わ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
同
証
明
書
に
疑
義
が
あ
る
場
合
、

再
検
討
の
主
題
と
さ
れ
る
。
再
検
討
で
も
決
着
し
な
い
場
合
は
ど

う
な
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
点
は
、
新
協
定
に
署
名
さ
れ
た
八

月
一
〇
日
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
外
務
省
が
発
表
し
た
プ
レ
ス
・
リ

リ
ー
ス
で
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
に
は
、「
ア
メ
リ
カ
は
、

要
請
が
あ
れ
ば
い
つ
で
も
証
明
書
を
再
検
討
す
る
こ
と
を
フ
ィ
リ

ピ
ン
に
保
証
す
る
。
た
だ
、
当
該
問
題
に
は
、
ア
メ
リ
カ
の
法
お

よ
び
規
則
の
解
釈
が
含
ま
れ
る
た
め
、
ア
メ
リ
カ
の
同
意
な
し
に

証
明
書
は
変
更
さ
れ
な
い
」
と
の
ア
メ
リ
カ
側
の
考
え
が
記
さ
れ

て
い
る

（
72
）

。
結
局
、
運
用
上
は
、
公
務
証
明
書
は
最
終
的
な
も
の
と

な
る
の
で
あ
る
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
裁
判
権
放
棄
に
関
し
て
は
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式

が
採
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
す
で
に
述
べ
た
。
念
の
た
め
、
以
下

に
、
公
式
合
意
議
事
録
第
三
項
を
記
し
て
お
く
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
共
和
国
の
当
局
は
、
米
軍
法
に
服
す
る
構
成
員

O
ffi

cial M
inutes

）
お
よ
び
合
意
さ
れ
た
実
施
取
極
（A

greed 
Im

plem
enting A

rrangem
ents

）
か
ら
な
っ
て
い
る
。

ま
ず
、
改
正
本
文
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権

の
仕
組
み
を
踏
襲
し
て
い
る
。
専
属
的
裁
判
権
、
裁
判
権
が
競
合

す
る
場
合
の
基
準
、
裁
判
権
放
棄
の
規
定
、
い
ず
れ
も
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ

軍
地
位
協
定
に
な
ら
っ
て
い
る
。

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
は
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
は
だ
れ
に
あ

る
の
か
、
と
り
わ
け
、
公
務
証
明
書
の
扱
い
に
触
れ
て
い
な
い
こ

と
は
す
で
に
述
べ
た
。
こ
の
点
、
公
式
合
意
議
事
録
第
三
項
は
、

つ
ぎ
の
よ
う
に
規
定
し
て
い
る
。

申
し
立
て
ら
れ
た
犯
罪
が
、
公
務
の
執
行
に
よ
る
故
意
ま
た

は
過
失
か
ら
生
じ
た
か
を
決
定
す
る
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
法

務
責
任
将
校
（S

taff L
egal O

ffi
cer

）
ま
た
は
上
級
法
務
官

（S
taff Judge A

dvocate

）
の
助
言
の
も
と
、
被
疑
者
の
司
令

官
ま
た
は
そ
の
代
理
者
に
よ
っ
て
発
給
さ
れ
た
証
明
書
は
、
関

連
の
市
ま
た
は
州
の
検
察
官
に
迅
速
に
通
知
さ
れ
、
同
証
明
書

は
フ
ィ
リ
ピ
ン
当
局
に
よ
っ
て
尊
重
さ
れ
る
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
共
和
国
の
法
務
大
臣
が
、
一
定
の
状
況
下
で
、

公
務
証
明
書
に
つ
い
て
協
議
が
必
要
と
考
え
る
事
件
の
場
合
に

は
、
検
察
官
が
証
明
書
を
受
領
し
て
か
ら
十
日
以
内
に
、
フ
ィ

（
一
三
四
三
）



政
経
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　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

七
四

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
米
軍
構
成
員
に
対
す
る
秩
序
・
規
律
の
維

持
は
、
米
軍
が
担
っ
て
い
る
こ
と
を
ま
ず
認
め
て
い
る
。
フ
ィ
リ

ピ
ン
の
裁
判
所
の
負
担
軽
減
と
い
う
点
か
ら
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が

第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る
事
件
に
関
し
て
の
み
、
裁
判
権
を
放
棄

す
る
こ
と
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。
た
だ
し
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
と
っ

て
特
に
重
要
と
決
定
す
る
場
合
は
除
か
れ
る
。

五
　
米
比
間
の
相
克

ア
メ
リ
カ
側
交
渉
方
針
と
結
果

最
後
に
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
裁
判
権
の
放
棄
に

関
し
て
、
交
渉
全
体
を
振
り
返
る
こ
と
と
し
た
い
。
ま
ず
、
ア
メ

リ
カ
側
交
渉
方
針
と
結
果
で
あ
る
。

ア
メ
リ
カ
側
交
渉
方
針
は
、
終
始
、
一
貫
し
て
い
た
と
い
っ
て

よ
い
。
そ
れ
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
仕
組
み
を
前
提
と
す

る
こ
と
で
あ
る
。
米
比
軍
事
基
地
協
定
は
、
す
で
に
何
度
も
触
れ

た
よ
う
に
、
基
地
の
内
外
に
よ
っ
て
派
遣
国
と
受
入
国
に
裁
判
権

を
振
り
分
け
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
仕
組
み
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍

地
位
協
定
が
締
結
さ
れ
る
前
に
採
用
さ
れ
て
い
る
。
一
九
四
七
年

の
時
点
で
、
刑
事
裁
判
権
に
関
す
る
十
分
な
国
際
慣
行
が
蓄
積
さ

れ
て
い
な
か
っ
た
こ
と
に
よ
る
。
米
比
軍
事
基
地
協
定
で
は
、
基

に
関
す
る
か
ぎ
り
、
ア
メ
リ
カ
当
局
に
秩
序
お
よ
び
規
律
を
維

持
す
る
第
一
次
の
責
任
が
あ
る
こ
と
を
認
め
、
ア
メ
リ
カ
当
局
の

要
請
が
あ
れ
ば
、
本
条
第
三
項
⒜
の
下
で
の
裁
判
権
を
行
使
す

る
第
一
次
の
権
利
を
放
棄
す
る
。
た
だ
し
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
当
局
が
、

そ
の
裁
判
権
の
行
使
を
特
に
重
要
と
決
定
す
る
場
合
を
除
く

（
73
）

。

こ
れ
に
よ
る
と
、
受
入
国
で
あ
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
米
兵
の
裁

判
権
を
放
棄
す
る
旨
が
ま
ず
記
さ
れ
て
い
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は

相
互
的
な
放
棄
、
つ
ま
り
、
派
遣
国
で
あ
る
ア
メ
リ
カ
も
裁
判
権

を
放
棄
す
る
案
を
提
示
し
て
い
た
も
の
の
、
そ
の
案
は
撤
回
し
た

の
で
あ
る
。
そ
の
理
由
と
し
て
、
先
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
外
務
省
の
プ

レ
ス
・
リ
リ
ー
ス
は
、
つ
ぎ
の
よ
う
に
説
明
し
て
い
る
。

新
協
定
で
は
、
ア
メ
リ
カ
の
軍
法
に
服
す
る
者
に
対
す
る
秩
序

お
よ
び
規
律
を
維
持
す
る
こ
と
は
米
軍
当
局
の
主
た
る
責
任
と
さ

れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
当
局
が
、
裁
判
権
の
行
使

を
特
に
重
要
と
認
め
な
い
か
ぎ
り
、
ア
メ
リ
カ
側
か
ら
要
請
が
あ

れ
ば
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
は
第
一
次
裁
判
権
を
放
棄
す
る
こ
と
に
同
意

し
た
の
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
米
軍
が
秩
序
お
よ
び
規
律
を
維
持
す

る
こ
と
の
責
任
を
フ
ィ
リ
ピ
ン
政
府
に
果
た
す
た
め
で
あ
る
。
同

時
に
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
重
要
な
利
益
が
含
ま
れ
な
い
事
件
の
場
合
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
に
よ
る
裁
判
の
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
で
あ
る
。

（
一
三
四
四
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

七
五

明
書
に
異
議
を
申
し
立
て
た
場
合
、
同
証
明
書
は
再
検
討
の
主
題

と
さ
れ
る
。
た
だ
、
実
際
の
運
用
で
は
、
ア
メ
リ
カ
側
が
同
意
し

な
い
か
ぎ
り
、
公
務
証
明
書
の
効
力
は
失
わ
れ
な
い
。
そ
の
結
果
、

公
務
証
明
書
は
、
事
実
上
、
公
務
を
判
断
す
る
う
え
で
、
最
終
的

な
も
の
と
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
も
う
ひ
と
つ
は
、
裁
判
権
の
放
棄

で
あ
る
。
公
式
合
意
議
事
録
で
は
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
が
そ
の
ま
ま

採
用
さ
れ
て
い
る
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
交
渉
方
針
と
結
果

ア
メ
リ
カ
側
交
渉
方
針
が
終
始
一
貫
し
て
い
た
の
に
対
し
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
交
渉
方
針
は
紆
余
曲
折
を
経
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

に
つ
い
て
も
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
刑
事
裁
判
権
の

放
棄
と
い
う
点
か
ら
み
て
い
く
こ
と
に
す
る
。

ま
ず
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
で
あ
る
。
こ
の
問
題
の
場
合
、
米

比
軍
事
基
地
協
定
で
は
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権
が
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
の
手
に
委
ね
ら
れ
て
い
た
こ
と
は
す
で

に
何
度
も
述
べ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
の
点
が
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

に
と
っ
て
、
交
渉
上
、
有
利
に
働
く
こ
と
が
考
え
ら
れ
た
。

一
九
五
六
年
の
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
・
ペ
ラ
エ
ス
交
渉
で
、
フ
ィ
リ

ピ
ン
側
は
、
公
務
犯
罪
の
最
終
的
な
決
定
権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の

地
内
で
米
兵
が
罪
を
犯
し
た
場
合
は
も
ち
ろ
ん
、
何
人
が
罪
を
犯

し
た
場
合
も
、
ア
メ
リ
カ
側
が
裁
判
権
を
行
使
で
き
る
。
基
地
は

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
治
外
法
権
下
に
あ
る
か
の
よ
う
で
あ
っ
た
。
こ
れ

に
対
し
て
、
基
地
外
で
の
米
兵
の
犯
罪
に
関
し
て
は
、
フ
ィ
リ
ピ

ン
側
に
裁
判
権
が
あ
っ
た
。
例
外
は
、
米
軍
兵
士
同
士
の
罪
、
な

ら
び
に
、
公
務
犯
罪
で
あ
る
。
た
だ
し
、
公
務
犯
罪
の
最
終
的
な

決
定
権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
に
委
ね
ら
れ
て
い
た
。

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権
の
仕
組
み
を
も
と
に
、

ア
メ
リ
カ
側
は
交
渉
で
つ
ぎ
の
二
点
を
重
視
し
た
。
ひ
と
つ
は
、

公
務
犯
罪
の
最
終
的
な
決
定
権
を
、
受
入
国
た
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
の

手
に
委
ね
て
は
な
ら
ず
、
決
定
に
は
か
な
ら
ず
ア
メ
リ
カ
側
も
関

与
す
る
必
要
が
あ
る
と
い
う
の
だ
。
も
う
ひ
と
つ
は
、
裁
判
権
の

放
棄
に
関
し
て
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
導
入
す
る
こ
と
で
あ
っ
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
米
兵
の
裁
判
権
を
放
棄
す
る
こ

と
に
な
る
。
た
だ
し
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
「
特
に
重
要
」
と
決
定

す
れ
ば
、
裁
判
権
を
行
使
で
き
る
。

こ
の
二
点
を
み
る
か
ぎ
り
、
ア
メ
リ
カ
側
の
主
張
は
受
け
入
れ

ら
れ
て
い
る
。
公
務
犯
罪
で
は
、
ア
メ
リ
カ
側
が
公
務
証
明
書
を

発
給
し
た
場
合
、
そ
の
効
力
は
い
か
な
る
も
の
か
が
最
大
の
問
題

で
あ
っ
た
。
公
式
合
意
議
事
録
で
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
公
務
証

（
一
三
四
五
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

七
五

明
書
に
異
議
を
申
し
立
て
た
場
合
、
同
証
明
書
は
再
検
討
の
主
題

と
さ
れ
る
。
た
だ
、
実
際
の
運
用
で
は
、
ア
メ
リ
カ
側
が
同
意
し

な
い
か
ぎ
り
、
公
務
証
明
書
の
効
力
は
失
わ
れ
な
い
。
そ
の
結
果
、

公
務
証
明
書
は
、
事
実
上
、
公
務
を
判
断
す
る
う
え
で
、
最
終
的

な
も
の
と
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
も
う
ひ
と
つ
は
、
裁
判
権
の
放
棄

で
あ
る
。
公
式
合
意
議
事
録
で
は
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
が
そ
の
ま
ま

採
用
さ
れ
て
い
る
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
交
渉
方
針
と
結
果

ア
メ
リ
カ
側
交
渉
方
針
が
終
始
一
貫
し
て
い
た
の
に
対
し
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
交
渉
方
針
は
紆
余
曲
折
を
経
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

に
つ
い
て
も
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
刑
事
裁
判
権
の

放
棄
と
い
う
点
か
ら
み
て
い
く
こ
と
に
す
る
。

ま
ず
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
で
あ
る
。
こ
の
問
題
の
場
合
、
米

比
軍
事
基
地
協
定
で
は
、
基
地
外
で
の
公
務
犯
罪
の
決
定
権
が
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
の
手
に
委
ね
ら
れ
て
い
た
こ
と
は
す
で

に
何
度
も
述
べ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
の
点
が
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

に
と
っ
て
、
交
渉
上
、
有
利
に
働
く
こ
と
が
考
え
ら
れ
た
。

一
九
五
六
年
の
ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
・
ペ
ラ
エ
ス
交
渉
で
、
フ
ィ
リ

ピ
ン
側
は
、
公
務
犯
罪
の
最
終
的
な
決
定
権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の

地
内
で
米
兵
が
罪
を
犯
し
た
場
合
は
も
ち
ろ
ん
、
何
人
が
罪
を
犯

し
た
場
合
も
、
ア
メ
リ
カ
側
が
裁
判
権
を
行
使
で
き
る
。
基
地
は

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
治
外
法
権
下
に
あ
る
か
の
よ
う
で
あ
っ
た
。
こ
れ

に
対
し
て
、
基
地
外
で
の
米
兵
の
犯
罪
に
関
し
て
は
、
フ
ィ
リ
ピ

ン
側
に
裁
判
権
が
あ
っ
た
。
例
外
は
、
米
軍
兵
士
同
士
の
罪
、
な

ら
び
に
、
公
務
犯
罪
で
あ
る
。
た
だ
し
、
公
務
犯
罪
の
最
終
的
な

決
定
権
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
法
務
大
臣
に
委
ね
ら
れ
て
い
た
。

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権
の
仕
組
み
を
も
と
に
、

ア
メ
リ
カ
側
は
交
渉
で
つ
ぎ
の
二
点
を
重
視
し
た
。
ひ
と
つ
は
、

公
務
犯
罪
の
最
終
的
な
決
定
権
を
、
受
入
国
た
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
の

手
に
委
ね
て
は
な
ら
ず
、
決
定
に
は
か
な
ら
ず
ア
メ
リ
カ
側
も
関

与
す
る
必
要
が
あ
る
と
い
う
の
だ
。
も
う
ひ
と
つ
は
、
裁
判
権
の

放
棄
に
関
し
て
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
導
入
す
る
こ
と
で
あ
っ
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
米
兵
の
裁
判
権
を
放
棄
す
る
こ

と
に
な
る
。
た
だ
し
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
「
特
に
重
要
」
と
決
定

す
れ
ば
、
裁
判
権
を
行
使
で
き
る
。

こ
の
二
点
を
み
る
か
ぎ
り
、
ア
メ
リ
カ
側
の
主
張
は
受
け
入
れ

ら
れ
て
い
る
。
公
務
犯
罪
で
は
、
ア
メ
リ
カ
側
が
公
務
証
明
書
を

発
給
し
た
場
合
、
そ
の
効
力
は
い
か
な
る
も
の
か
が
最
大
の
問
題

で
あ
っ
た
。
公
式
合
意
議
事
録
で
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
公
務
証

（
一
三
四
五
）
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六

を
要
請
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
要
請
に
、
第
一
次
裁
判
権
を
有

す
る
国
は
、
好
意
的
考
慮
を
払
う
。
こ
の
方
式
は
派
遣
国
に
も
受

入
国
に
も
適
用
さ
れ
る
。

こ
れ
に
対
し
て
、
一
九
六
五
年
の
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
交
渉
で

は
、
ア
メ
リ
カ
側
提
案
の
オ
ラ
ン
ダ
方
式
を
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
そ

の
ま
ま
受
け
入
れ
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
米

兵
の
裁
判
権
を
放
棄
す
る
こ
と
に
な
る
。
た
だ
し
、
フ
ィ
リ
ピ
ン

が
特
に
重
要
と
決
定
す
る
場
合
に
は
、
裁
判
権
を
行
使
で
き
る
。

以
上
、
公
務
犯
罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
刑
事
裁
判
権
の
放
棄

に
関
す
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
対
応
を
み
て
き
た
。
刑
事
裁
判
権
を

め
ぐ
る
十
年
に
お
よ
ぶ
交
渉
は
、
一
九
六
五
年
に
フ
ィ
リ
ピ
ン
が

ア
メ
リ
カ
の
主
張
を
の
む
形
で
決
着
し
て
い
る
。
な
ぜ
フ
ィ
リ
ピ

ン
は
大
幅
に
譲
歩
し
た
の
で
あ
ろ
う
か
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
は
な
ぜ
譲
歩
し
た
の
か

こ
の
点
、
す
で
に
第
一
節
で
、
一
般
論
と
し
て
そ
の
理
由
を
述

べ
た
。
つ
ま
り
、
コ
ー
ル
事
件
で
、
刑
事
裁
判
権
問
題
を
め
ぐ
り

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
世
論
が
沸
騰
し
た
こ
と
か
ら
、
米
比
軍
事
基
地
協

定
の
刑
事
裁
判
権
条
項
、
と
り
わ
け
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
が
基
地
内

で
犠
牲
に
な
っ
た
場
合
に
対
処
す
る
必
要
が
あ
っ
た
こ
と
が
ひ
と

裁
判
所
に
あ
る
と
の
案
を
提
示
し
て
い
る
。
日
米
間
の
公
務
犯
罪

の
決
定
権
に
つ
い
て
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
が
誤
解
し
た
こ
と
に
よ
る
。

起
訴
後
の
裁
判
で
、
裁
判
所
が
公
務
証
明
書
を
証
拠
の
ひ
と
つ
と

し
て
判
断
す
る
と
い
う
点
を
、
起
訴
前
に
も
及
ぶ
と
解
釈
し
た
の

で
あ
る
。
公
務
犯
罪
の
決
定
権
を
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
に
委
ね
る
案
を

ア
メ
リ
カ
側
は
受
け
入
れ
な
か
っ
た
。
一
九
五
八
─
五
九
年
の

ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ
ノ
交
渉
に
お
け
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
案
も
、

一
九
五
六
年
の
案
を
踏
襲
し
て
い
る
。

こ
れ
に
対
し
、
一
九
六
五
年
の
ブ
レ
ア
・
メ
ン
デ
ス
交
渉
で
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
大
幅
に
譲
歩
し
て
い
る
。
公
務
犯
罪
の
決
定
を

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
裁
判
所
に
委
ね
る
の
で
は
な
く
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

は
公
務
証
明
書
を
尊
重
す
る
こ
と
と
な
っ
た
か
ら
だ
。
公
務
証
明

書
に
疑
義
が
あ
る
場
合
、
両
国
間
に
お
け
る
再
検
討
の
主
題
と
さ

れ
る
。
実
際
の
運
用
上
、
公
務
証
明
書
が
最
終
的
な
も
の
で
あ
る

こ
と
を
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
受
け
入
れ
て
い
る
。

つ
ぎ
に
、
裁
判
権
の
放
棄
に
関
し
て
で
あ
る
。
一
九
五
六
年
の

ベ
ン
デ
ツ
ェ
ン
・
ペ
ラ
エ
ス
交
渉
で
も
一
九
五
八
─
五
九
年
の

ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ
ノ
交
渉
で
も
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ

方
式
を
提
案
し
た
。
第
二
次
裁
判
権
を
有
す
る
国
が
、
特
に
重
要

と
の
理
由
で
、
第
一
次
裁
判
権
を
有
す
る
国
に
、
裁
判
権
の
放
棄

（
一
三
四
六
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

七
七

刑
事
裁
判
権
の
放
棄
方
式
に
関
し
て
、
米
華
地
位
協
定
で
も
、

ド
イ
ツ
補
足
協
定
と
ほ
ぼ
同
じ
文
言
が
用
い
ら
れ
て
い
る

（
75
）

。
ド
イ

ツ
補
足
協
定
の
刑
事
裁
判
権
の
放
棄
条
項
は
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
と

類
似
し
て
い
る
。
ド
イ
ツ
方
式
の
場
合
、
ド
イ
ツ
は
ま
ず
は
米
兵

の
裁
判
権
を
放
棄
す
る
。
た
だ
し
、
ド
イ
ツ
司
法
の
重
大
な
利
益

に
か
か
わ
る
も
の
と
ド
イ
ツ
側
が
判
断
す
れ
ば
、
ド
イ
ツ
は
裁
判

権
の
放
棄
を
撤
回
で
き
る
。

さ
ら
に
、
時
期
と
し
て
は
少
し
先
に
な
る
が
、
一
九
六
六
年
七

月
に
米
韓
地
位
協
定
に
署
名
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
協
定
の
公
務
犯

罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
裁
判
権
放
棄
の
条
項
も
、
改
正
さ
れ
た

米
比
軍
事
基
地
協
定
、
お
よ
び
、
米
華
地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権

条
項
と
ほ
ぼ
同
じ
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
み
て
く
る
と
、

一
九
六
五
年
か
ら
六
六
年
に
か
け
て
、
刑
事
裁
判
権
条
項
の
標
準

化
と
で
も
い
う
べ
き
事
態
が
進
行
し
て
い
た
の
で
は
な
い
か
と
考

え
ら
れ
る
。
ア
メ
リ
カ
側
か
ら
み
れ
ば
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
の

改
正
も
、
標
準
化
の
一
環
だ
っ
た
の
で
あ
ろ
う
。
た
だ
し
、
こ
れ

ら
の
点
は
交
渉
過
程
を
さ
ら
に
検
討
す
る
必
要
が
あ
り
、
今
後
の

課
題
と
し
た
い
。

（
1
） 

藤
倉
哲
郎
「［
フ
ィ
リ
ピ
ン
］
米
国
と
の
新
た
な
軍
事
協
定
の

つ
挙
げ
ら
れ
る
。
も
う
ひ
と
つ
は
、
マ
カ
パ
ガ
ル
大
統
領
が
大
統

領
選
を
有
利
に
た
た
か
う
た
め
、
同
協
定
の
改
正
を
利
用
し
よ
う

と
し
た
こ
と
で
あ
る
。
た
だ
し
、
こ
れ
ら
の
要
因
は
、
具
体
的
な

公
務
犯
罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
刑
事
裁
判
権
の
放
棄
に
つ
い
て
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
が
な
ぜ
譲
歩
し
た
の
か
を
説
明
す
る
に
は
、
い
さ
さ

か
根
拠
が
薄
弱
で
あ
る
。

そ
こ
で
、
ア
メ
リ
カ
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
近
隣
諸
国
と
の
地
位
協

定
の
交
渉
の
様
子
に
も
注
目
し
て
み
た
い
。
ま
ず
、
一
九
六
五
年

八
月
、
ア
メ
リ
カ
と
中
華
民
国
（
台
湾
）
は
、
米
華
地
位
協
定
に

署
名
し
て
い
る
。
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
時
を
同
じ
く
し

て
い
る
。

米
華
地
位
協
定
第
一
四
条
（
刑
事
裁
判
権
条
項
）
の
合
意
議
事

録
に
よ
れ
ば
、
台
湾
の
裁
判
所
又
は
当
局
は
、
米
軍
の
最
高
当
局

が
発
給
し
た
公
務
証
明
書
に
し
た
が
っ
て
公
務
犯
罪
を
決
定
す
る

も
の
と
す
る
、
と
あ
る

（
74
）

。
こ
の
点
、
改
正
さ
れ
た
米
比
軍
事
基
地

協
定
の
場
合
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
公
務
証
明
書
を
尊
重
す
る
だ

け
で
あ
る
。
米
華
地
位
協
定
の
方
が
、
公
務
証
明
書
の
最
終
的
な

効
力
を
明
確
に
認
め
て
い
る
。
た
だ
、
両
協
定
と
も
、
公
務
証
明

書
に
疑
義
が
あ
る
場
合
、
再
検
討
の
主
題
と
さ
れ
る
点
は
同
じ
で

あ
る
。

（
一
三
四
七
）
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刑
事
裁
判
権
の
放
棄
方
式
に
関
し
て
、
米
華
地
位
協
定
で
も
、

ド
イ
ツ
補
足
協
定
と
ほ
ぼ
同
じ
文
言
が
用
い
ら
れ
て
い
る

（
75
）

。
ド
イ

ツ
補
足
協
定
の
刑
事
裁
判
権
の
放
棄
条
項
は
、
オ
ラ
ン
ダ
方
式
と

類
似
し
て
い
る
。
ド
イ
ツ
方
式
の
場
合
、
ド
イ
ツ
は
ま
ず
は
米
兵

の
裁
判
権
を
放
棄
す
る
。
た
だ
し
、
ド
イ
ツ
司
法
の
重
大
な
利
益

に
か
か
わ
る
も
の
と
ド
イ
ツ
側
が
判
断
す
れ
ば
、
ド
イ
ツ
は
裁
判

権
の
放
棄
を
撤
回
で
き
る
。

さ
ら
に
、
時
期
と
し
て
は
少
し
先
に
な
る
が
、
一
九
六
六
年
七

月
に
米
韓
地
位
協
定
に
署
名
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
協
定
の
公
務
犯

罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
裁
判
権
放
棄
の
条
項
も
、
改
正
さ
れ
た

米
比
軍
事
基
地
協
定
、
お
よ
び
、
米
華
地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権

条
項
と
ほ
ぼ
同
じ
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
み
て
く
る
と
、

一
九
六
五
年
か
ら
六
六
年
に
か
け
て
、
刑
事
裁
判
権
条
項
の
標
準

化
と
で
も
い
う
べ
き
事
態
が
進
行
し
て
い
た
の
で
は
な
い
か
と
考

え
ら
れ
る
。
ア
メ
リ
カ
側
か
ら
み
れ
ば
、
米
比
軍
事
基
地
協
定
の

改
正
も
、
標
準
化
の
一
環
だ
っ
た
の
で
あ
ろ
う
。
た
だ
し
、
こ
れ

ら
の
点
は
交
渉
過
程
を
さ
ら
に
検
討
す
る
必
要
が
あ
り
、
今
後
の

課
題
と
し
た
い
。
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1
） 
藤
倉
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郎
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ィ
リ
ピ
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］
米
国
と
の
新
た
な
軍
事
協
定
の

つ
挙
げ
ら
れ
る
。
も
う
ひ
と
つ
は
、
マ
カ
パ
ガ
ル
大
統
領
が
大
統

領
選
を
有
利
に
た
た
か
う
た
め
、
同
協
定
の
改
正
を
利
用
し
よ
う

と
し
た
こ
と
で
あ
る
。
た
だ
し
、
こ
れ
ら
の
要
因
は
、
具
体
的
な

公
務
犯
罪
の
決
定
権
、
お
よ
び
、
刑
事
裁
判
権
の
放
棄
に
つ
い
て
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
が
な
ぜ
譲
歩
し
た
の
か
を
説
明
す
る
に
は
、
い
さ
さ

か
根
拠
が
薄
弱
で
あ
る
。

そ
こ
で
、
ア
メ
リ
カ
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
近
隣
諸
国
と
の
地
位
協

定
の
交
渉
の
様
子
に
も
注
目
し
て
み
た
い
。
ま
ず
、
一
九
六
五
年

八
月
、
ア
メ
リ
カ
と
中
華
民
国
（
台
湾
）
は
、
米
華
地
位
協
定
に

署
名
し
て
い
る
。
米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
時
を
同
じ
く
し

て
い
る
。

米
華
地
位
協
定
第
一
四
条
（
刑
事
裁
判
権
条
項
）
の
合
意
議
事

録
に
よ
れ
ば
、
台
湾
の
裁
判
所
又
は
当
局
は
、
米
軍
の
最
高
当
局

が
発
給
し
た
公
務
証
明
書
に
し
た
が
っ
て
公
務
犯
罪
を
決
定
す
る

も
の
と
す
る
、
と
あ
る

（
74
）

。
こ
の
点
、
改
正
さ
れ
た
米
比
軍
事
基
地

協
定
の
場
合
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
、
公
務
証
明
書
を
尊
重
す
る
だ

け
で
あ
る
。
米
華
地
位
協
定
の
方
が
、
公
務
証
明
書
の
最
終
的
な

効
力
を
明
確
に
認
め
て
い
る
。
た
だ
、
両
協
定
と
も
、
公
務
証
明

書
に
疑
義
が
あ
る
場
合
、
再
検
討
の
主
題
と
さ
れ
る
点
は
同
じ
で

あ
る
。

（
一
三
四
七
）



政
経
研
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　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

七
八

2920, N
ational A

rchives at C
ollege P

ark, M
D

. 

本
稿
で
引

用
す
る
米
公
文
書
は
、F

oreign
 R

elation
s of th

e U
n

ited
 

S
tates

に
所
蔵
さ
れ
て
い
る
も
の
を
除
き
、
メ
リ
ー
ラ
ン
ド
州
カ

レ
ッ
ジ
パ
ー
ク
に
あ
る
ア
メ
リ
カ
国
立
公
文
書
館
所
蔵
の
も
の
で

あ
る
。
以
下
、
こ
の
点
の
記
述
は
省
略
す
る
。

（
8
） 

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
締
結
、
お
よ
び
、
そ
の
改
正
に
関
し

て
は
以
下
の
文
献
が
参
考
に
な
る
。
伊
藤
裕
子
「
フ
ィ
リ
ピ
ン
の

軍
事
戦
略
的
重
要
性
の
変
化
と
一
九
四
七
年
米
比
軍
事
基
地
協
定

の
成
立
過
程
」『
国
際
政
治
』
第
一
一
七
号
、
一
九
九
八
年
三
月
、

二
〇
九
─
二
二
四
頁
。
木
村
卓
司
「
米
比
軍
事
基
地
交
渉
の
史
的

展
開

　
一
九
四
五
年
─
一
九
九
二
年
」『
筑
波
学
院
大
学
紀
要
』
第

一
一
集
、
二
〇
一
六
年
、
二
五
─
三
八
頁
。Joseph W

. D
odd, 

C
rim

in
a

l J
u

risd
iction

 u
n

d
er th

e U
n

ited
 S

ta
tes-

P
h

ilip
p

in
e M

ilita
ry B

a
ses A

greem
en

t: A
 S

tu
d

y in
 

C
on

ju
risd

iction
al L

aw
, T

he H
ague: M

artinus N
ijhoff, 

1968; W
illiam

 E
. B

erry, Jr., U
.S

. B
ases in th

e P
hilippin

es: 
T

h
e E

volu
tion

 of th
e S

p
ecia

l R
elation

sh
ip, B

oulder: 
W

estview
 P

ress, 1989.

（
9
） 

“S
trengthening M

ilitary B
ases in the P

hilippines, ”  
T

h
e D

epartm
en

t of S
tate B

u
lletin, V

ol. 35, N
o. 890, July 

16, 1956, pp. 95-96; B
erry, U

.S
. B

ases in
 th

e P
h

ilippin
es, 

pp. 87-88.
（
10
） Ibid., p. 88.

（
11
） Ibid., p. 89.

締
結
」『
外
国
の
立
法
』N

o. 260-1

、
二
〇
一
四
年
七
月
、
二
二

─
二
三
頁
。

（
2
） 
米
比
訪
問
軍
協
定
（A

greem
ent of the G

overnm
ent of 

the R
epublic of the P

hilippines and the G
overnm

ent of 
the U

nited S
tates of A

m
erica regarding the T

reatm
ent of 

the U
nited S

tates A
rm

ed F
orces V

isiting the P
hilippines

）

は
、http://w

w
w

.chanrobles.com
/visitingforcesagreem

ent1.
htm

を
参
照
。

（
3
） 

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
刑
事
裁
判
権
条
項
第
一
三
条
の
邦
訳

は
、
国
立
国
会
図
書
館
調
査
立
法
考
査
局
『
日
米
安
全
保
障
条
約

改
定
問
題
資
料
集
』
国
図
調
立
資
料
Ａ
九
四
、一
九
五
九
年
一
一
月
、

一
二
四
─
一
二
六
頁
を
参
照
。

（
4
） 

こ
の
「
現
に
特
定
の
軍
務
の
実
施
に
従
事
し
て
い
る
」
と
い

う
表
現
は
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
に
あ
る
「
公
務
執
行
中
」
に

比
べ
る
と
、
公
務
の
範
囲
が
よ
り
限
定
的
で
あ
る
。
米
比
間
で
は
、

こ
の
文
言
も
ひ
と
つ
の
お
お
き
な
争
点
と
な
っ
た
。

（
5
） 

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
協
定
の
刑
事
裁
判
権
条
項
で
あ
る
第
七
条

の
邦
訳
は
、
国
立
国
会
図
書
館
調
査
立
法
考
査
局
『
西
ド
イ
ツ
に

駐
留
す
る
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
の
地
位
に
関
す
る
諸
協
定
』
調
査
資
料

七
五
─
三
、一
九
七
六
年
三
月
、
三
─
七
頁
を
参
照
。

（
6
） 

同
上
、
四
頁
。

（
7
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 679, A
ugust 30, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

（
一
三
四
八
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

七
九

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1411, N
ovem

ber 21, 1956 ” 

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2921.

（
18
） 

信
夫
隆
司
『
米
軍
基
地
権
と
日
米
密
約
─
奄
美
・
小
笠
原
・

沖
縄
返
還
を
通
し
て
』
岩
波
書
店
、
二
〇
一
九
年
、
四
七
頁
。

（
19
） 

“S
um

m
ary of M

eeting betw
een M

r. B
endetsen and 

S
enator P

elaez, O
ctober 18, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59

［E
ntry 

A
1 1262

］ W
orking F

iles of the U
.S. D

elegation to N
egotiate 

a M
ilitary B

ases A
greem

ent w
ith the P

hilippines, 1955-
1956, B

ox 45.

（
20
） 

“M
eeting betw

een M
r. B

endetsen and S
enator P

elaez 
at the M

anila H
otel, O

ctober 18, 1956, ” R
G

59

［E
ntry A

1 
1262

］ W
orking F

iles of the U
.S

. D
elegation to N

egotiate 
a M

ilitary B
ases A

greem
ent w

ith the P
hilippines, 1955-

1956, B
ox 45.

（
21
） 

“S
um

m
ary of B

endetsen M
ission and H

istorical 
B

ackground ”

（Secret

）, pp. 20-21 in D
epartm

ent of D
efense, 

R
eport of the B

endetsen M
ission: P

hilippine M
ilitary 

B
ases N

egotiations of 1956, V
olum

e I, R
G

59

［E
ntry A

1 
5387

］ C
ountry F

iles of the A
ssistant L

egal A
dvisor for 

F
ar E

astern A
ffairs, 1945-1966, B

ox 14.

（
22
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 697, S
eptem

ber 11, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

（
12
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 596, A
ugust 31, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2920.

（
13
） Ibid. 

（
14
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 533, A
ugust 27, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2920; “T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 596, A
ugust 31, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2920.

（
15
） Ibid. 

（
16
） 

こ
の
案
の
正
式
名
称
は
、Agreem

ent between the G
overnm

ent 
of the R

epublic of the P
hilippines and the G

overnm
ent of 

the U
nited S

tates of A
m

erica supplem
ental to the 

A
greem

ent on M
arch 14, 1947 betw

een said G
overnm

ents 
concerning M

ilitary B
ases

で
あ
る
。
同
案
は
、D

epartm
ent of 

D
efense, P

hilippine B
ases: R

eport of the B
endetsen 

M
ission: P

hilippine M
ilitary B

ases N
egotiations of 1956, 

V
olum

e II, R
G

59

［E
ntry A

1 5387

］ C
ountry F

iles of the 
A

ssistant L
egal A

dvisor for F
ar E

astern A
ffairs, 1945-

1966, B
ox 14

に
収
め
ら
れ
て
い
る
。

（
17
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

（
一
三
四
九
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

七
九

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1411, N
ovem

ber 21, 1956 ” 

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2921.

（
18
） 

信
夫
隆
司
『
米
軍
基
地
権
と
日
米
密
約
─
奄
美
・
小
笠
原
・

沖
縄
返
還
を
通
し
て
』
岩
波
書
店
、
二
〇
一
九
年
、
四
七
頁
。

（
19
） 

“S
um

m
ary of M

eeting betw
een M

r. B
endetsen and 

S
enator P

elaez, O
ctober 18, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59

［E
ntry 

A
1 1262

］ W
orking F

iles of the U
.S. D

elegation to N
egotiate 

a M
ilitary B

ases A
greem

ent w
ith the P

hilippines, 1955-
1956, B

ox 45.

（
20
） 

“M
eeting betw

een M
r. B

endetsen and S
enator P

elaez 
at the M

anila H
otel, O

ctober 18, 1956, ” R
G

59

［E
ntry A

1 
1262

］ W
orking F

iles of the U
.S

. D
elegation to N

egotiate 
a M

ilitary B
ases A

greem
ent w

ith the P
hilippines, 1955-

1956, B
ox 45.

（
21
） 

“S
um

m
ary of B

endetsen M
ission and H

istorical 
B

ackground ”

（Secret

）, pp. 20-21 in D
epartm

ent of D
efense, 

R
eport of the B

endetsen M
ission: P

hilippine M
ilitary 

B
ases N

egotiations of 1956, V
olum

e I, R
G

59

［E
ntry A

1 
5387

］ C
ountry F

iles of the A
ssistant L

egal A
dvisor for 

F
ar E

astern A
ffairs, 1945-1966, B

ox 14.
（
22
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 697, S
eptem

ber 11, 1956 ”
（S

ecret
）, R

G
59 C

entral D
ecim

al F
ile, 1955-1959, B

ox 

（
12
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 596, A
ugust 31, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2920.

（
13
） Ibid. 

（
14
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 533, A
ugust 27, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2920; “T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 596, A
ugust 31, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2920.

（
15
） Ibid. 

（
16
） 

こ
の
案
の
正
式
名
称
は
、Agreem

ent between the G
overnm

ent 
of the R

epublic of the P
hilippines and the G

overnm
ent of 

the U
nited S

tates of A
m

erica supplem
ental to the 

A
greem

ent on M
arch 14, 1947 betw

een said G
overnm

ents 
concerning M

ilitary B
ases

で
あ
る
。
同
案
は
、D

epartm
ent of 

D
efense, P

hilippine B
ases: R

eport of the B
endetsen 

M
ission: P

hilippine M
ilitary B

ases N
egotiations of 1956, 

V
olum

e II, R
G

59

［E
ntry A

1 5387

］ C
ountry F

iles of the 
A

ssistant L
egal A

dvisor for F
ar E

astern A
ffairs, 1945-

1966, B
ox 14

に
収
め
ら
れ
て
い
る
。

（
17
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

（
一
三
四
九
）



政
経
研
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五
十
六
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第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

八
〇

（
27
） 
“M

em
orandum

 F
rom

 the S
pecial R

epresentative to 
the P

hilippines 

（B
endetsen

） to the S
ecretary of S

tate 
and the S

ecretary of D
efense 

（W
ilson

）, S
ubject: T

he 
P

hilippine M
ilitary B

ases N
egotiations of 1956, D

ecem
ber 

19, 1956 ”

（S
ecret

）, F
oreign

 R
ela

tion
s of th

e U
n

ited
 

S
tates, 1955-1957, S

outheast A
sia, V

ol. X
X

II, N
o. 420.

（
28
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 2377, January 21, 1958 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, 
B

ox 2922.

（
29
） Ibid.

（
30
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1644, N
ovem

ber 21, 1958 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2923.

（
31
） 

“D
raft T

elegram
 F

rom
 the D

epartm
ent of S

tate to 
the E

m
bassy in the P

hilippines, N
ovem

ber 21, 1958 ”

（C
onfidential

）, R
G

59

［E
ntry A

1 5387

］ O
ffice of the 

A
ssistant L

egal A
dvisor for F

ar E
astern A

ffairs, B
ox 14.

（
32
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1897, D
ecem

ber 19, 1958 ”

（S
ecret

）, R
G

341

［E
ntry P

 26

］ O
ffice of the Judge 

A
dvocate G

eneral, S
ubject F

iles, 1/11/1952 – 11/30/1980, 
B

ox 11.

2921.
（
23
） 

“B
rief Sum

m
ary of N

egotiations ” 

（Secret

）, D
epartm

ent 
of S

tate, R
eport of the B

endesten M
ission: P

hilippine 
M

ilitary B
ases N

egotiations of 1956, R
G

59

［E
ntry A

1 
5387

］ C
ountry F

iles of the A
ssistant L

egal A
dvisor for 

F
ar E

astern A
ffairs, 1945-1966, B

ox 14.

（
24
） 

“M
r. K

arl R
. B

endetsen ’s S
um

m
ary of the P

hilippine 
B

ase N
egotiations, R

oom
 1E

929-P
entagon, 1030-13 

D
ecem

ber 1956 ”

（C
onfidential

）, p. 11 in D
epartm

ent of 
D

efense, R
eport of the B

endetsen M
ission: P

hilippine 
M

ilitary B
ases N

egotiations of 1956, V
olum

e I, R
G

59

［E
ntry A

1 5387

］ C
ountry F

iles of the A
ssistant L

egal 
A

dvisor for F
ar E

astern A
ffairs, 1945-1966, B

ox 14.

（
25
） 

“M
em

orandum
 F

rom
 F

E
-W

illiam
 J. S

ebald to S
-T

he 
A

cting S
ecretary, S

ubject: P
hilippine M

ilitary B
ases 

N
egotiation, N

ovem
ber 22, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59
［E

ntry 
A

1 1217

］ P
hilippine D

esk, S
ubject F

iles, 1946-1957, B
ox 

14.

（
26
） 

“M
em

orandum
 F

rom
 the D

eputy A
ssistant S

ecretary 
of S

tate for F
ar E

astern A
ffairs 

（S
ebald

） to the 
S

ecretary of S
tate, S

ubject: S
tatus of P

hilippine B
ase 

N
egotiations, N

ovem
ber 30, 1956 ”

（S
ecret

）, F
oreign

 
R

elation
s of th

e U
n

ited
 S

tates, 1955-1957, S
outheast 

A
sia, V

ol. X
X

II, N
o. 419.

（
一
三
五
〇
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

八
一

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1814, D
ecem

ber 11, 1958 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2923.

（
42
） 

“N
etherlands: N

orth A
tlantic T

reaty S
tationing of 

U
nited S

tates A
rm

ed F
orces in the N

etherlands, ”  
D

epartm
ent of S

tate, U
n

ited
 S

tates T
reaties an

d
 O

th
er 

In
tern

ation
al A

greem
en

ts, V
olum

e 6 in F
ive P

arts, P
art 

1, 1955, W
ashington D

.C
.: U

nited S
tates G

overnm
ent 

P
rinting O

ffi
ce, 1956, pp. 103-112.

（
43
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 679, A
ugust 30, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2920.

（
44
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1644, N
ovem

ber 21, 1958 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2923.

（
45
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 2827, M
arch 10, 1959 ”

（S
ecret

）, R
G

341

［E
ntry P

 26

］ O
ffice of the Judge 

A
dvocate G

eneral, S
ubject F

iles, 1/11/1952 – 11/30/1980, 
B

ox 11.

（
46
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 2696, A
pril 16, 1959 ”

（
33
） 

“D
raft T

elegram
 F

rom
 the D

epartm
ent of S

tate to 
the E

m
bassy in the P

hilippines, N
ovem

ber 21, 1958 ”

（C
onfidential

）, R
G

59

［E
ntry A

1 5387

］ O
ffice of the 

A
ssistant L

egal A
dvisor for F

ar E
astern A

ffairs, B
ox 14.

（
34
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1548, N
ovem

ber 12, 1958 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2923.

（
35
） Ibid.

（
36
） 

法
務
省
刑
事
局
『
合
衆
国
軍
隊
構
成
員
等
に
対
す
る
刑
事
裁

判
権
関
係
実
務
資
料
［
検
察
提
要
六
］』
検
察
資
料
［
一
五
八
］、

一
九
七
二
年
三
月
、
一
二
一
頁
。

（
37
） 

同
上
、
一
四
二
─
一
四
三
頁
。

（
38
） 

同
上
、
一
四
三
頁
。

（
39
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 2143, January 17, 1959 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2923.

（
40
） 

“M
em

orandum
 for: D

irector P
ersonnel, Joint S

taff, 
S

ubject: C
rim

inal Jurisdiction in the P
hilippines 

（U

）, 
A

rm
y S

taff M
em

orandum
 N

o. 8-58, 1958 ”

（C
onfidential

）, 
R

G
341

［E
ntry P

 26

］ O
ffice of the Judge A

dvocate 
G

eneral, S
ubject F

iles, 1/11/1952 – 11/30/1980, B
ox 11.

（
41
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

（
一
三
五
一
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

八
一

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1814, D
ecem

ber 11, 1958 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2923.

（
42
） 

“N
etherlands: N

orth A
tlantic T

reaty S
tationing of 

U
nited S

tates A
rm

ed F
orces in the N

etherlands, ”  
D

epartm
ent of S

tate, U
n

ited
 S

tates T
reaties an

d
 O

th
er 

In
tern

ation
al A

greem
en

ts, V
olum

e 6 in F
ive P

arts, P
art 

1, 1955, W
ashington D

.C
.: U

nited S
tates G

overnm
ent 

P
rinting O

ffi
ce, 1956, pp. 103-112.

（
43
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 679, A
ugust 30, 1956 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2920.

（
44
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1644, N
ovem

ber 21, 1958 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2923.

（
45
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 2827, M
arch 10, 1959 ”

（S
ecret

）, R
G

341

［E
ntry P

 26

］ O
ffice of the Judge 

A
dvocate G

eneral, S
ubject F

iles, 1/11/1952 – 11/30/1980, 
B

ox 11.
（
46
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 2696, A
pril 16, 1959 ”

（
33
） 

“D
raft T

elegram
 F

rom
 the D

epartm
ent of S

tate to 
the E

m
bassy in the P

hilippines, N
ovem

ber 21, 1958 ”
（C

onfidential

）, R
G

59

［E
ntry A

1 5387

］ O
ffice of the 

A
ssistant L

egal A
dvisor for F

ar E
astern A

ffairs, B
ox 14.

（
34
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1548, N
ovem

ber 12, 1958 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2923.

（
35
） Ibid.

（
36
） 

法
務
省
刑
事
局
『
合
衆
国
軍
隊
構
成
員
等
に
対
す
る
刑
事
裁

判
権
関
係
実
務
資
料
［
検
察
提
要
六
］』
検
察
資
料
［
一
五
八
］、

一
九
七
二
年
三
月
、
一
二
一
頁
。

（
37
） 

同
上
、
一
四
二
─
一
四
三
頁
。

（
38
） 

同
上
、
一
四
三
頁
。

（
39
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 2143, January 17, 1959 ”

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2923.

（
40
） 

“M
em

orandum
 for: D

irector P
ersonnel, Joint S

taff, 
S

ubject: C
rim

inal Jurisdiction in the P
hilippines 

（U

）, 
A

rm
y S

taff M
em

orandum
 N

o. 8-58, 1958 ”

（C
onfidential

）, 
R

G
341

［E
ntry P

 26

］ O
ffice of the Judge A

dvocate 
G

eneral, S
ubject F

iles, 1/11/1952 – 11/30/1980, B
ox 11.

（
41
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

（
一
三
五
一
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

八
二

B
ox 1689.

（
51
） Ibid.

（
52
） 

コ
ー
ル
事
件
に
つ
い
て
は
、
主
に
、Dodd, C

rim
inal Jurisdiction 

u
n

d
er th

e U
n

ited
 S

ta
tes-P

h
ilip

p
in

e M
ilita

ry B
a

ses 

A
greem

en
t, pp. 76-79

に
よ
っ
て
い
る
。

（
53
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1369, F
ebruary 1, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
54
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1171, January 6, 1965 ”

（U
nclassified

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
55
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 1008, January 9, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
56
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in Japan, N
o. 1148, January 30, 1965

”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.
（
57
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1388, F
ebruary 3, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 

（S
ecret

）, R
G

59 C
entral D

ecim
al F

ile, 1955-1959, B
ox 

2923.
（
47
） 
ベ
ル
通
商
法
、
お
よ
び
、
ラ
ウ
レ
ル
・
ラ
ン
グ
レ
ー
協
定
に

つ
い
て
は
、
以
下
の
文
献
を
参
照
。
レ
ナ
ト
・
コ
ン
ス
タ
ン

テ
ィ
ー
ノ
／
レ
テ
ィ
シ
ア
・
Ｒ
・
コ
ン
ス
タ
ン
テ
ィ
ー
ノ
（
鶴
見

良
行
・
吉
川
勇
一
訳
）『
フ
ィ
リ
ピ
ン
民
衆
の
歴
史

　
Ⅳ

　
第
二
巻

　

ひ
き
つ
づ
く
過
去

　
２
』
勁
草
書
房
、
一
九
八
〇
年
、
九
〇
七
─

九
一
二
頁
、
一
〇
二
八
─
一
〇
三
一
頁
。
滝
川
勉
「
ベ
ル
通
商
法

の
フ
ィ
リ
ッ
ピ
ン
経
済
に
及
ぼ
す
影
響
」『
農
業
総
合
研
究
』
第

八
一
号
、
一
九
五
四
年
一
月
、
二
〇
三
─
二
二
〇
頁
。
伊
藤
裕
子

「
フ
ィ
リ
ピ
ン
通
商
法
の
成
立
過
程
─
米
国
の
フ
ィ
リ
ピ
ン
非
植
民

地
化
政
策
の
経
済
的
枠
組
み
」『
ア
メ
リ
カ
研
究
』
第
三
〇
号
、

一
九
九
六
年
、
一
〇
一
─
一
二
〇
頁
。

（
48
） 

“O
ffi

ce M
em

orandum
, F

rom
: S

P
A

-John G
ordon M

ein, 
T

o: P
E

-M
r. P

arsons, S
ubject: B

ases T
alks-P

hilippines, 
July 9, 1959 ”

（S
ecret

）, R
G

59

［E
ntry A

1 5387
］ C

ountry 
F

iles of the A
ssistant L

egal A
dvisor for F

ar E
astern 

A
ffairs, 1945-1966, B

ox 4.

（
49
） 

そ
の
後
の
ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ
ノ
交
渉
に
つ
い
て
は
、
信
夫
隆

司
「
ボ
ー
レ
ン
・
セ
ラ
ノ
協
定
と
事
前
協
議
制
度
」『
法
学
紀
要
』

第
五
五
巻
、
二
〇
一
四
年
三
月
、
一
九
一
─
二
一
三
頁
を
参
照
。

（
50
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1358, January 31, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 

（
一
三
五
二
）

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

八
三

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. A
-916, M

ay 14, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
65
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1207, January 11, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
66
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1220, January 13, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
67
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 1050, January 13, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
68
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in Japan, N
o. 1148, January 30, 1965

”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

な
お
、
こ
の
電
報
に
は
、
二
月
四
日
に
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

に
提
示
さ
れ
る
予
定
の
ア
メ
リ
カ
案
が
記
さ
れ
て
い
る
。

（
69
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1399, F
ebruary 4, 1965 ”

（U
nclassified

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

B
ox 1689.

（
58
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 1229, F
ebruary 9, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
59
） 

国
立
国
会
図
書
館
調
査
立
法
考
査
局
『
西
ド
イ
ツ
に
駐
留
す

る
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
の
地
位
に
関
す
る
諸
協
定
』、
二
六
頁
。

（
60
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 1229, F
ebruary 9, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
61
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1629, M
arch 6, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
62
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1729, M
arch 18, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
63
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 1488, M
arch 13, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
64
） 

“A
irgram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

（
一
三
五
三
）



米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
（
信
夫
）

八
三

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. A
-916, M

ay 14, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
65
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1207, January 11, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
66
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1220, January 13, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
67
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 1050, January 13, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
68
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in Japan, N
o. 1148, January 30, 1965

”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

な
お
、
こ
の
電
報
に
は
、
二
月
四
日
に
フ
ィ
リ
ピ
ン
側

に
提
示
さ
れ
る
予
定
の
ア
メ
リ
カ
案
が
記
さ
れ
て
い
る
。

（
69
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1399, F
ebruary 4, 1965 ”

（U
nclassified

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

B
ox 1689.

（
58
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 1229, F
ebruary 9, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
59
） 

国
立
国
会
図
書
館
調
査
立
法
考
査
局
『
西
ド
イ
ツ
に
駐
留
す

る
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
の
地
位
に
関
す
る
諸
協
定
』、
二
六
頁
。

（
60
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 1229, F
ebruary 9, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
61
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1629, M
arch 6, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
62
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1729, M
arch 18, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
63
） 

“T
elegram

 F
rom

 the D
epartm

ent of S
tate to the 

E
m

bassy in the P
hilippines, N

o. 1488, M
arch 13, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G

59 S
ubject-N

um
eric F

ile, 1964-1966, 
B

ox 1689.

（
64
） 

“A
irgram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

（
一
三
五
三
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

八
四

O
th

er In
tern

a
tion

a
l A

greem
en

ts, V
olum

e 17 in T
w

o 
P

arts, P
art 1, 1966, W

ashington D
.C

.: U
.S

. G
overnm

ent 
P

rinting O
ffi

ce, 1967, pp. 373-456

を
参
照
。

（
75
） 

ド
イ
ツ
補
足
協
定
の
詳
細
は
、
信
夫
隆
司
「
ド
イ
ツ
駐
留

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
補
足
協
定
と
刑
事
裁
判
権
」『
政
経
研
究
』
第

五
六
巻
第
三
号
、
二
〇
一
九
年
九
月
、
一
五
三
─
一
九
三
頁
を
参

照
。

（
70
） 

“T
elegram

 F
rom

 the E
m

bassy in the P
hilippines to 

the D
epartm

ent of S
tate, N

o. 1636, M
arch 7, 1965 ”

（C
onfidential

）, R
G
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注
（ 1 ）	 筆者たちが翻刻できなかったものを画像で示す。以下同じ。

（ 2 ）	

（ 3 ）	

（ 4 ）	

（ 5 ）	

（ 6 ）	

（ 7 ）	

（ 8 ）	

be	proof［?］
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ジョン・ステュアート・ミル
『代議制統治論』自筆草稿

─第 2 章と第 3 章（翻刻）─

川　又　　　祐
吉　野　　　篤
荒　井　祐　介

トーマス・ロックリー

日本大学図書館法学部分館（法学部図書館）は、ジョン・ステュアー

ト・ミル（John	Stuart	Mill.	1806-1873）の『代議制統治論＊』自筆草稿を

所蔵している。私たち著者は、前稿に引き続き、本草稿の翻刻に取り

組んでいる。本稿で翻刻されるのは、『代議制統治論』第 2 章と第 3 章

である。

前稿（序言と第 1 章）は、『法学紀要』60 巻に掲載された。翻刻は、

政経研究所における共同研究の成果である。本来であれば、その成果

は『法学紀要』に掲載すべきである。しかしながら、『法学紀要』の刊

行は年 1 回である。私たちは、翻刻作業を迅速かつ着実に進めるため、

掲載誌が複数になっても、『法学紀要』と『政経研究』において翻刻を

掲載することとした。

翻刻に際して、翻刻文に下線が引かれているものは、ミル本人よっ

て下線が引かれていることを表している。翻刻文に二重の下線が引か

れているものは、私たちが翻刻できなかったものを、灰色に着色され

ているものは、いまだその翻刻に確信が持てないものを表している。

（　）で示された部分はミルによるもの、［　］で示された部分は、筆者

資　料

（
一
四
〇
四
）
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たちが補ったものである。

＊前稿においてミルの表題を『代議政治論』と表記してきた。この度、関口
正司訳『代議制統治論』岩波書店、2019 年が公刊された。従って、今後
は『代議制統治論』と表記する。

凡例
下　　線：ミル本人によって引かれた線
二重下線：筆者たちが翻刻できなかった単語
灰色部分：翻刻に確信が持てない単語
（　　）	：ミル本人が記したもの
［　　］	：筆者たちが補ったもの

Bibliography：［Considerations	on	Representative	Government］.	［s.l.］：［s.n.］.	
［1860］.	Untitled	autograph	manuscript.	228	leaves	in	11	［A	to	K］	quires.	A	
quire:	24	leaves,	B	quire:	24	leaves,	C	to	J	quire:	each	20	leaves,	K	quire:	
20	leaves	(7	leaves	blank).

掲載誌／ Jounals

Preface 「ジョン・ステュアート・ミル『代議政治論』自筆草稿─	
序言と第 1 章（翻刻）─」『法学紀要』60 巻、2019 年
John	 Stuart 	 Mi l l ’s 	 Autographed	 Draft 	 Manuscr ipt	
“Considerations	on	Representative	Government.”	Transcription	
of	Preface	and	Chapter	1.	HOGAKU KIYO.	Vol.	60.	2019.
https://www.law.nihon-u.ac.jp/publication/doc/bulletin60.pdf

［Ch.	1］ To	what	 extent	 forms	
of	government	are	a	matter	of	
choice

［Ch.	2］ The	 Criterion	 of 	 a	
good	Form	of	Government

「ジョン・ステュアート・ミル『代議制統治論』自筆草稿─	
第 2 章と第 3 章（翻刻）─」『政経研究』56 巻 4 号、2020 年
John	 Stuart 	 Mi l l ’s 	 Autographed	 Draft 	 Manuscr ipt	
“Considerations	on	Representative	Government.”		Transcription	
of	Chapter	2	and	3.	SEIKEI KENKYU.	Vol.	56(4).	2020.

［Ch.	3］ That	 the	 ideally	 best	
f o r m 	 o f 	 g o v e r n m e n t 	 i s	
representative	government

［Ch.	16］ Of	 Nationality,	 as	
connected	with	Representative	
Government

「ジョン・ステュアート・ミル『代議制統治論』自筆草稿─
第 16、17、18 章（翻刻）─」『法学紀要』61 巻、2020 年
John	 Stuart 	 Mi l l ’s 	 Autographed	 Draft 	 Manuscr ipt	
“Considerations	on	Representative	Government.”	Transcription	
of	Chapter	16,	17	and	18.	HOGAKU KIYO.	Vol.	61.	2020.

［Ch.	17］ Of	the	government	of	
dependencies	by	a	free	state

［Ch.	18］ O f 	 F e d e r a l	
Representative	Governments

川又祐「ジョン・ステュアート・ミル『代議政治論』自筆草稿（日本大学法学部図書館所蔵）
について」『政経研究』52 巻 2 号、2015 年

Kawamata,	 H.	 “John	 Stuart	Mill’s	 Autographed	Draft	Manuscript	 Considerations	 on	
Representative	Government	 in	 the	Nihon	University	College	of	Law	Library.”	SEIKEI 
KENKYU.	Vol.	52(2).	2015.

https://www.law.nihon-u.ac.jp/publication/doc/political52_2.pdf
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John Stuart Mill’s Autographed Draft 
Manuscript “Considerations on 
Representative Government.” 

Transcription of Chapter 2 and 3.

Hiroshi Kawamata
Atsushi Yoshino

Yusuke Arai
Thomas Lockley

Nihon	University	College	of	Law	 (NUCL)	Library	houses	a	John	

Stuart	Mill’s	 autographed	 draft	manuscript	 of	 “Considerations	 on	

Representative	Government”	 ca.	 1860.	This	 time,	we	 transcribe	 the	

chapter	2	and	3	from	it.	In	order	to	transcribe	them	rapidly	and	surely,	

we	will	 issue	 the	 transcription	of	Considerations	 to	 the	Journals	of	

NUCL,	HOGAKU KIYO	and	SEIKEI KENKYU.	

The	underline	 is	written	by	Mill	himself.	Regrettably,	 the	double	

underlined	parts	are	 the	words	which	we	couldn’t	 transcribe.	Word	

about	which	we	 are	unsure	 are	 gray	 colored.	Parentheses	 (	 	 )	 are	

complemented	by	Mill.	Brackets	［		］	are	by	us.
（
一
四
〇
二
）
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たちが補ったものである。

＊前稿においてミルの表題を『代議政治論』と表記してきた。この度、関口
正司訳『代議制統治論』岩波書店、2019 年が公刊された。従って、今後
は『代議制統治論』と表記する。

凡例
下　　線：ミル本人によって引かれた線
二重下線：筆者たちが翻刻できなかった単語
灰色部分：翻刻に確信が持てない単語
（　　）	：ミル本人が記したもの
［　　］	：筆者たちが補ったもの

Bibliography：［Considerations	on	Representative	Government］.	［s.l.］：［s.n.］.	
［1860］.	Untitled	autograph	manuscript.	228	leaves	in	11	［A	to	K］	quires.	A	
quire:	24	leaves,	B	quire:	24	leaves,	C	to	J	quire:	each	20	leaves,	K	quire:	
20	leaves	(7	leaves	blank).

掲載誌／ Jounals

Preface 「ジョン・ステュアート・ミル『代議政治論』自筆草稿─	
序言と第 1 章（翻刻）─」『法学紀要』60 巻、2019 年
John	 Stuart 	 Mi l l ’s 	 Autographed	 Draft 	 Manuscr ipt	
“Considerations	on	Representative	Government.”	Transcription	
of	Preface	and	Chapter	1.	HOGAKU KIYO.	Vol.	60.	2019.
https://www.law.nihon-u.ac.jp/publication/doc/bulletin60.pdf

［Ch.	1］ To	what	 extent	 forms	
of	government	are	a	matter	of	
choice

［Ch.	2］ The	 Criterion	 of 	 a	
good	Form	of	Government

「ジョン・ステュアート・ミル『代議制統治論』自筆草稿─	
第 2 章と第 3 章（翻刻）─」『政経研究』56 巻 4 号、2020 年
John	 Stuart 	 Mi l l ’s 	 Autographed	 Draft 	 Manuscr ipt	
“Considerations	on	Representative	Government.”		Transcription	
of	Chapter	2	and	3.	SEIKEI KENKYU.	Vol.	56(4).	2020.

［Ch.	3］ That	 the	 ideally	 best	
f o r m 	 o f 	 g o v e r n m e n t 	 i s	
representative	government

［Ch.	16］ Of	 Nationality,	 as	
connected	with	Representative	
Government

「ジョン・ステュアート・ミル『代議制統治論』自筆草稿─
第 16、17、18 章（翻刻）─」『法学紀要』61 巻、2020 年
John	 Stuart 	 Mi l l ’s 	 Autographed	 Draft 	 Manuscr ipt	
“Considerations	on	Representative	Government.”	Transcription	
of	Chapter	16,	17	and	18.	HOGAKU KIYO.	Vol.	61.	2020.

［Ch.	17］ Of	the	government	of	
dependencies	by	a	free	state

［Ch.	18］ O f 	 F e d e r a l	
Representative	Governments

川又祐「ジョン・ステュアート・ミル『代議政治論』自筆草稿（日本大学法学部図書館所蔵）
について」『政経研究』52 巻 2 号、2015 年

Kawamata,	 H.	 “John	 Stuart	Mill’s	 Autographed	Draft	Manuscript	 Considerations	 on	
Representative	Government	 in	 the	Nihon	University	College	of	Law	Library.”	SEIKEI 
KENKYU.	Vol.	52(2).	2015.

https://www.law.nihon-u.ac.jp/publication/doc/political52_2.pdf
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A_014	to	B_008.	［Chapter	2］

A_014

The	Criterion	of	a	good	Form	of	Government.

The	form	of	government	for	any	given	country	being	

then,	subject	to	certain	definite	conditions,	a	matter	of	choice,	it	is	now	

to	be	considered	by	what	test	the	choice	should	be	directed	;	in	other	

words,	what	

are	the	distinguishing	characteristics	of	the	form	of	government	best	

fitted	to	promote	the	interests	of	any	given	society.	

It	may	seem	that	we	ought	to	begin	by	answering	the	preliminary	

question,	what	are	the	proper	functions	of	a	government	?	for［sic］	since	

government	altogether	is	a	means	to	an	end,	the	eligibility	of	the	

means	must	necessarily	depend	on	the	degree	of	their	adaptation	

to	the	end.	But	this	mode	of	stating	the	question	is	not,	in	the	present	

stage	at	least	

so	appropriate	as	it	might,	at	first	sight,	appear.	For	in	the	first	place	

the	proper	functions	of	government	are	different	in	different	states	

of	society	 ;	much	more	 intensive	 in	a	backward,	 than	 in	an	advanced	

state.

And	secondly,	the	character	of	a	government	or	set	of	political	

institutions	cannot	by	any	means	be	 judged	of	while	we	confine	 the	

discussion	

to	the	legitimate	functions	of	government	;	for	though	the	goodness	of	

a	government	is	necessarily	circumscribed	within	limits	of	functions	

its	badness	unhappily	is	not.	The	influence	of	the	government	on	the	

wellbeing	of	society	has	no	bounds	except	those	of	human	life	itself.	It	

can	

（
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be	considered	or	estimated	in	reference	to	nothing	less	than	the	

whole	of	 the	 interests	 of	humanity.	The	utmost	 evil	 that	 society	 is	

susceptible	

of,	may	be	inflicted	by	a	government,	&	the	whole	of	the	good	which	

it	is	capable	of,	can	only	be	realized	in	so	far	as	the	constitution	of	the	

government	is	consistent	with	its	pursuit.	

Being	thus	obliged	to	place	before	us,	in	the	outset	of	one	

enquiry,	as	the	test	of	good	or	bad	government,	so	large	&	complex	an	

object	as	the	aggregate	interests	of	society,	it	is	an	obvious	

idea	to	begin	by	some	kind	of	classification	of	these	interests,	which	by	

bringing	them	before	the	mind	in	large	&	definite	groups,	may	suggest	

what

A_015

qualities	in	the	form	of	government	are	fitted	to	promote	those	

various	interests	respectively.	

Unfortunately,	as	we	shall	see,	a	classification	of	the	interests	

of	society	is	much	easier	to	conceive,	than	to	execute.	Nearly	all	who	

in	 the	 last	or	present	generation	have	applied	themselves	to	political	

philosophy	

with	 any	 largeness	 of	 view,	 have	 felt	 the	 necessity	 of	 such	 a	

classification	;	

but	I	am	not	aware	that	any	of	them	has	made	more	than	one	

step	towards	the	realization	of	the	desired	object.	Their	classification	

begins	and	ends	with	 the	partition	of	 the	exigencies	of	society	under	

the	

two	 heads	 of	Order	 and	Progress,	 as	 it	 is	 expressed	 by	French	

thinkers	:	

Permanence	and	Progression,	in	the	words	of	Coleridge.	This	division	

（
一
三
九
九
）
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is	rendered	

very	 plausible	&	 seductive	 by	 the	 apparently	 clean-cut	 opposition	

between	its	two	members,	

&	the	remarkable	difference	between	sentiments	to	which	they	

severally	appeal	;	but	I	

apprehend,	that	however	admissible	in	popular	discourse,	

the	distinction	between	Order,	or	Permanence,	&	Progress,	

if	used	to	define	the	qualities	

necessary	in	a	government,	is	altogether	unscientific	&	unphilosophical.

For,	 first,	what	 are	Order	&	Progress	 ?	Concerning	Progress	

there	is	at	least	no	apparent

difficulty.	When	Progress	is	spoken	of	as	one	of	the	true	great	wants	of	

human	society,	 it	may	be	 supposed	 to	mean	 Improvement.	That	 is	 a	

tolerably	distinct	

idea.	But	what	is	Order	?	Sometimes	it	means	more,	&	sometimes	less	;	

but	it	never,	or	hardly	ever	means	the	whole	of	what	human	society	

needs	except	improvement.

In	its	narrowest	sense,	Order	means	Obedience.	A	government	

is	said	to	preserve	order	if	it	makes	itself	obeyed.	In	this	sense	

Order	expresses,	doubtless,	an	indispensable	attribute	of	government	:	

that	

which	does	not	make	itself	obeyed,	is	not	a	government.	But	

though	a	necessary	condition,	 this	 certainly	 is	not	 the	purpose	of	a	

government.	

That	it	should	make	itself	obeyed	is	requisite	in	order	that	it	may	

accomplish	some	other	purpose.	We	are	still	therefore	to	

A_016

find	what	is	the	purpose,	common	to	all	society,	which	government	ought	

（
一
三
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be	considered	or	estimated	in	reference	to	nothing	less	than	the	

whole	of	 the	 interests	 of	humanity.	The	utmost	 evil	 that	 society	 is	

susceptible	

of,	may	be	inflicted	by	a	government,	&	the	whole	of	the	good	which	

it	is	capable	of,	can	only	be	realized	in	so	far	as	the	constitution	of	the	

government	is	consistent	with	its	pursuit.	

Being	thus	obliged	to	place	before	us,	in	the	outset	of	one	

enquiry,	as	the	test	of	good	or	bad	government,	so	large	&	complex	an	

object	as	the	aggregate	interests	of	society,	it	is	an	obvious	

idea	to	begin	by	some	kind	of	classification	of	these	interests,	which	by	

bringing	them	before	the	mind	in	large	&	definite	groups,	may	suggest	

what

A_015

qualities	in	the	form	of	government	are	fitted	to	promote	those	

various	interests	respectively.	

Unfortunately,	as	we	shall	see,	a	classification	of	the	interests	

of	society	is	much	easier	to	conceive,	than	to	execute.	Nearly	all	who	

in	 the	 last	or	present	generation	have	applied	themselves	to	political	

philosophy	

with	 any	 largeness	 of	 view,	 have	 felt	 the	 necessity	 of	 such	 a	

classification	;	

but	I	am	not	aware	that	any	of	them	has	made	more	than	one	

step	towards	the	realization	of	the	desired	object.	Their	classification	

begins	and	ends	with	 the	partition	of	 the	exigencies	of	society	under	

the	

two	 heads	 of	Order	 and	Progress,	 as	 it	 is	 expressed	 by	French	

thinkers	:	

Permanence	and	Progression,	in	the	words	of	Coleridge.	This	division	
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to	 fulfil,	 abstractedly	 from	 the	 idea	of	 improvement,	 in	 any	 society	

whatever	

stationary,	as	well	as	progressive.

In	a	sense	somewhat	more	enlarged,	Order	means	the	preservation	

of	peaces	by	the	cessation	

of	private	violence.	Order	is	said	to	exist,	where	

the	people	of	a	country	have,	generally	speaking	

relinquished	the	practice	of	prosecuting	their	quarrels	by	

private	force,	&	acquired	the	habit	of	referring	the	decision	of	

their	disputes,	&	the	

punishment	of	their	injuries	to	the	public	

authorities.	This	 is	a	 larger	use	of	the	term	than	the	foregoing	 :	but,	

even	

in	this	sense,	Order	still	expresses	rather	one	of	the	conditions	of	

government,	than	either	its	purpose	or	its	test.	For	

the	habit	may	be	completely	established	of	submitting	to	government	

&	referring	all	disputed	matters	to	its	authority,	&	yet	the	manner	in	

which	

the	government	deals	with	 those	disputed	matters,	&	with	all	 other	

matters	

with	which	it	meddles,	may	differ	by	all	the	distance	which	exists	

between	the	best	&	the	worst	possible.

To	make	the	idea	of	Order	include	all	these	requirements	

of	society	from	its	government	which	are	not	comprehended	in	the	idea	

of	

Progress,	 it	 is	 necessary	 to	 consider	Order	 as	 equivalent	 to	 the	

preservation	of	

every	kind	&	amount	of	good	which	already	exists,	

and	Progress	as	consisting	in	the	increase	of	it.	
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The	distinction,	thus	understood,	does	include	in	one	section	or	the	

other,	everything	which	a	government	can	be	required	

to	promote.	But	thus	understood,	it	affords	no	basis	for	a	

philosophy	of	government.	It	cannot	be	said	that	

in	constituting	a	government,	certain	provisions	must	be	made	for	

Order,	&	certain	others	for	Progress	;	Since	the	conditions	of	Order,	

as	thus	

interpreted,	&	those	of	Progress,	are	not	opposites,	but	precisely	the	

same.

A_017

The	agencies	which	tend	to	preserve	the	social	good	

which	already	exists,	are	the	same	agencies	which	tend	to	increase	it	

&	vice	versa	;	the	sole	differences	being,	that	a	greater	degree	of	those	

agencies	

is	required	for	the	latter	purpose	than	for	the	former.

For	example,	what	are	the	qualities	in	the	individual	citizen	

which	most	conduce	to	maintaining	the	amount	of	good	conduct,	of	

good	management,	 of	 success	&	prosperity,	which	 already	 exist	 in	

society	?	

Everybody	will	agree	that	those	qualities	are,	industry,	integrity,	

justice,	&	prudence.	But	are	not	these,	of	all	qualities	

the	most	conducive	to	Improvement	?	&［sic］	is	not	any	increase	of	these	

virtues	

an	improvement	in	itself	greater,	than	almost	any	

other	?	Therefore,	whatever	qualities	in	the	

government	are	promotive	of	industry,	integrity,	justice,	&	

prudence,	are	conducive	both	to	Permanence	&	to	Progression	;	

only	there	is	needed	rather	more	of	those	qualities	to	make	the	society	

（
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to	 fulfil,	 abstractedly	 from	 the	 idea	of	 improvement,	 in	 any	 society	

whatever	

stationary,	as	well	as	progressive.

In	a	sense	somewhat	more	enlarged,	Order	means	the	preservation	

of	peaces	by	the	cessation	

of	private	violence.	Order	is	said	to	exist,	where	

the	people	of	a	country	have,	generally	speaking	

relinquished	the	practice	of	prosecuting	their	quarrels	by	

private	force,	&	acquired	the	habit	of	referring	the	decision	of	

their	disputes,	&	the	

punishment	of	their	injuries	to	the	public	

authorities.	This	 is	a	 larger	use	of	the	term	than	the	foregoing	 :	but,	

even	

in	this	sense,	Order	still	expresses	rather	one	of	the	conditions	of	

government,	than	either	its	purpose	or	its	test.	For	

the	habit	may	be	completely	established	of	submitting	to	government	

&	referring	all	disputed	matters	to	its	authority,	&	yet	the	manner	in	

which	

the	government	deals	with	 those	disputed	matters,	&	with	all	 other	

matters	

with	which	it	meddles,	may	differ	by	all	the	distance	which	exists	

between	the	best	&	the	worst	possible.

To	make	the	idea	of	Order	include	all	these	requirements	

of	society	from	its	government	which	are	not	comprehended	in	the	idea	

of	

Progress,	 it	 is	 necessary	 to	 consider	Order	 as	 equivalent	 to	 the	

preservation	of	

every	kind	&	amount	of	good	which	already	exists,	

and	Progress	as	consisting	in	the	increase	of	it.	
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decidedly	progressive,	than	merely	to	keep	it	permanent.	

Again,	what	are	the	particular	qualities	in	human	beings	which	

seem	to	have	a	more	especial	reference	to	Progress,	&	do	not	so

directly	suggest	the	ideas	of	Order	&	Preservation	?	They	are,	chiefly,	

the	qualities	of	mental	activity,	enterprise,	&	courage.	But	

are	not	all	these	qualities	fully	as	necessary	for	preserving	the	good	

we	have,	 as	 for	adding	other	good	 to	 it	 ?	 If	 there	 is	 any	one	 thing	

certain	

in	 human	 affairs,	 it	 is,	 that	 valuable	 acquisitions	 are	 only	 to	 be	

preserved	by	the	

continuation	of	the	same	energies	which	gained	them	;	that	things	left	

to	take	care	of	themselves	inevitably	decay	;	that	those	whom	success	

induces	to	relax	their	habits	of	carefulness	&	thoughtfulness	&	their	

willingness	

to	encounter	disagreeables,	seldom	long	retain	their	good	fortune	at	its	

height.	

Even	the	culmination	of	the	qualities	which	tend	to	Progress,	namely,	

originality	or	invention,	is	no	less	necessary	for	Permanence	;	since	in	

the	 inevitable	 changes	of	human	affairs,	 new	 inconveniences	&	new	

dangers

A_018

continually	opening	up,	which	must	be	encountered	by	new	resources	

and	

contrivances	in	order	to	keep	things	going	even	only	as	well	as	they	did	

before.	

Whatever	 qualities	 therefore	 in	 a	 government	 tend	 to	 encourage	

activity,	

energy,	courage,	originality,	are	requisite	 for	Permanence	as	well	as	
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for	

Progression	;	only	a	somewhat	less	degree	of	them	will	on	the	

average	suffice	for	the	former	purpose,	than	for	the	latter.	

To	pass	from	the	mental	to	the	outward	&	objective	requisites		

of	society,	it	is	impossible	to	point	out	any	arrangement	of	social	affairs	

which	

conduces	to	Order	only	or	Progress	only	 ;	whatever	promotes	either	

promotes	

both.	Thus	take	the	case	of	a	police.	Order	is	the	

object	which	most	 obviously	 presents	 itself	 as	 interested	 in	 the	

efficiency	

of	this	part	of	the	social	organization.	Yet	if	it	is	effectual	to	

promote	order,	that	is,	if	it	represses	crime,	&	enables	everyone	one	to	

feel	

his	life	&	property	secure,	can	any	state	of	things	be	more	

conducive	to	progress	?	does［sic］	not	the	better	repression	of	crime	

repress	also	the	disposition	which	tend	to	crime,	&	so	improve	the	

general	morality	?	Is	not	the	greater	security	of	property	one	of	

the	main	conditions	and	causes	of	greater	production,	that	is	

of	Progress	in	the	most	familiar	form	?	Does	not	the	release	of	the	

individual	from	the	cares	&	anxieties	incident	to	

a	state	of	imperfect	protection,	set	his	faculties	at	liberty	to	be	

employed	in	every	kind	of	effort	for	improving	his	own	state	&	that	

of	others	?	And	does	not	the	same	cause,	by	attaching	him	to	

society,	&	making	him	no	longer	see	in	his	fellow	creatures	enemies	

against	whom	he	must	be	ever	on	his	guard,	tend	to	promote	all	these	

feelings	of	kindness	&	fellowship	towards	others,	&	of	interest	in	

the	general	well	 being	of	 the	 community,	which	are	 such	 important	

parts	of	social	
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decidedly	progressive,	than	merely	to	keep	it	permanent.	

Again,	what	are	the	particular	qualities	in	human	beings	which	

seem	to	have	a	more	especial	reference	to	Progress,	&	do	not	so

directly	suggest	the	ideas	of	Order	&	Preservation	?	They	are,	chiefly,	

the	qualities	of	mental	activity,	enterprise,	&	courage.	But	

are	not	all	these	qualities	fully	as	necessary	for	preserving	the	good	

we	have,	 as	 for	adding	other	good	 to	 it	 ?	 If	 there	 is	 any	one	 thing	

certain	

in	 human	 affairs,	 it	 is,	 that	 valuable	 acquisitions	 are	 only	 to	 be	

preserved	by	the	

continuation	of	the	same	energies	which	gained	them	;	that	things	left	

to	take	care	of	themselves	inevitably	decay	;	that	those	whom	success	

induces	to	relax	their	habits	of	carefulness	&	thoughtfulness	&	their	

willingness	

to	encounter	disagreeables,	seldom	long	retain	their	good	fortune	at	its	

height.	

Even	the	culmination	of	the	qualities	which	tend	to	Progress,	namely,	

originality	or	invention,	is	no	less	necessary	for	Permanence	;	since	in	

the	 inevitable	 changes	of	human	affairs,	 new	 inconveniences	&	new	

dangers

A_018

continually	opening	up,	which	must	be	encountered	by	new	resources	

and	

contrivances	in	order	to	keep	things	going	even	only	as	well	as	they	did	

before.	

Whatever	 qualities	 therefore	 in	 a	 government	 tend	 to	 encourage	

activity,	

energy,	courage,	originality,	are	requisite	 for	Permanence	as	well	as	
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improvement	?

Take	again	so	familiar	a	case	as	that	of	a	good	system	of	taxation

A_019

&	finance.	This	is	usually	suffered	to	be	in	the	province	of	Order.	Yet	

can	anything	be	more	conducive	to	Progress	?	A	financial	

system	which	tends	to	the	one	conduces	by	the	very	same	qualities	

to	the	other.	Economy,	for	example:	does	not	that	equally	

preserve	 the	 existing	 stock	 of	wealth,	&	 favour	 the	 acquisition	 of	

more	?	

A	just	distribution	of	burthens	;	does	not	this	strengthen	the	sentiment	

of	justice	in	a	people	as	well	as	satisfy	that	sentiment	?	Such	a	

mode	 of	 levying	 the	 taxes	 as	 does	 not	 impede	 the	 industry,	 or	

unnecessarily	

interfere	with	the	liberty	of	the	citizen	;	this	promotes	

not	the	preservation	only	but	the	increase	of	the	national	wealth	&	the	

more	active	use	of	the

individual	faculties.	And	vice	versa,	all	those	

errors	in	taxation	which	obstruct	the	improvement	of	a	people	

in	wealth	&	morals,	tend	also	to	impoverish	&	demoralize	them	with

further.	It	holds,	in	short,	universally,	that	

when	Order	&	Permanence	understood	 in	 their	widest	 sense,	as	 the	

permanence	of	

existing	advantages,	

the	requisites	of	Progress	are	but	the	requisites	of	Order	

in	a	greater	degree	;	those	of	Permanence,	merely	those	of	Progress	

in	a	somewhat	smaller	measure.

Or	if	we	prefer	to	describe	Order	as	the	good	management	of	

public	 affairs	 in	 the	 existing	 state	 of	 society,	 apart	 from	 any	

（
一
三
九
三
）

148



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

一
二
二

improvement	

in	 the	 state	 of	 society	 itself	 ;	&	 to	 say,	 that	 it	 is	 the	business	 of	

government

on	the	one	hand	to	improve	society,	&	on	the	other	to	carry	on	its	

present	affairs	as	well	as	is	consistent	with	its	present	state	:	This	is	

only	

stating	over	again	the	same	question	in	a	different	form	of	words.	

Managing	the	affairs	of	society	as	well	as	its	existing	condition	admits	

of,	means

what	 	 	 	 	 	（ 1 ）	as	 first	 laws,	as	good	arrangements	 for	administrating	

justice,	

as	perfect	security,	as	much	freedom	both	of	

thought	&	of	action,	as	ample	reward	&	encouragement	to	every	useful

A_020

［Left	side	of	page.	A	quire	019	verso.］

(a)	If	it	be	said	that	Preservation	of	existing	&	Acquisition	

of	additional	good	acquire	to	be	distinguished	because	while	we	

are	acquiring,	or	striving	to	acquire,	good	of	one	kind	we	may	

be	losing	ground	in	respect	to	another	;	I	shall	then	observe,	that	

the	reconciliation	of	Order	&	Progress	presents	only	

the	same	problem	as	the	reconciliation	of	one	kind	of	Progress	

with	another.	The	question	of	Progress	thus	embraces	the	entire	

question	of	government	;	for	if	one	knows	how	to	combine	improvement	

in	one	thing	

with	improvement	in	every	other,	by	the	same	means	

it	will	à	fortiori	be	combined	with	the	preservation	of	all	our	existing	

acquisitions.

（
一
三
九
二
）

149

ジ
ョ
ン
・
ス
テ
ュ
ア
ー
ト
・
ミ
ル
『
代
議
制
統
治
論
』
自
筆
草
稿
（
川
又
・
吉
野
・
荒
井
・
ロ
ッ
ク
リ
ー
）

一
二
三

improvement	?

Take	again	so	familiar	a	case	as	that	of	a	good	system	of	taxation

A_019

&	finance.	This	is	usually	suffered	to	be	in	the	province	of	Order.	Yet	

can	anything	be	more	conducive	to	Progress	?	A	financial	

system	which	tends	to	the	one	conduces	by	the	very	same	qualities	

to	the	other.	Economy,	for	example:	does	not	that	equally	

preserve	 the	 existing	 stock	 of	wealth,	&	 favour	 the	 acquisition	 of	

more	?	

A	just	distribution	of	burthens	;	does	not	this	strengthen	the	sentiment	

of	justice	in	a	people	as	well	as	satisfy	that	sentiment	?	Such	a	

mode	 of	 levying	 the	 taxes	 as	 does	 not	 impede	 the	 industry,	 or	

unnecessarily	

interfere	with	the	liberty	of	the	citizen	;	this	promotes	

not	the	preservation	only	but	the	increase	of	the	national	wealth	&	the	

more	active	use	of	the

individual	faculties.	And	vice	versa,	all	those	

errors	in	taxation	which	obstruct	the	improvement	of	a	people	

in	wealth	&	morals,	tend	also	to	impoverish	&	demoralize	them	with

further.	It	holds,	in	short,	universally,	that	

when	Order	&	Permanence	understood	 in	 their	widest	 sense,	as	 the	

permanence	of	

existing	advantages,	

the	requisites	of	Progress	are	but	the	requisites	of	Order	

in	a	greater	degree	;	those	of	Permanence,	merely	those	of	Progress	

in	a	somewhat	smaller	measure.

Or	if	we	prefer	to	describe	Order	as	the	good	management	of	

public	 affairs	 in	 the	 existing	 state	 of	 society,	 apart	 from	 any	
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［Right	side	of	page.	A	quire	020	recto.］	

action	or	disposition,	as	can	be	given	in	the	existing	state	of	human	

improvement.	And	can	there	be	conceived	a	more	complete	expression	

of	the	most	perfect	possible	arrangement	for	precisely	

further	progress	?	A	government	which	if	it	did	nothing	else	does	this	

for	the	furtherance	

of	Progression,	would	yet	be	a	government	of	Progress.	

If	the	terms	Order	&	Progress	are	to	be	used	at	all	in	the	attempt	

to	give	a	first	

commencement	of	scientific	precision	to	the	idea	of	good	government,	it	

would	seem	proper	to	leave	out	of	the	definition	the	word	Order,	&	to	

say,	 that	 the	 best	 government	 is	 that	which	 is	most	 conducive	 to	

Progress.	

For	Progress	includes	Order,	but	Order	does	not	include	Progress.	

Progress	is	a	greater	degree	of	that	of	which	Order	is	a	less.	At	least	

if	Order	is	understood	in	any	other	sense,	it	stands	only	

for	a	portion	of	the	prerequisites	of	good	government,	not	for	its	

idea	&	essence.	The	 idea	 of	Order	would	be	more	properly	 taught	

under	

notice	as	one	of	the	conditions	of	Progress	;	to	the	intent	that	

in	endeavouring	after	more	good,	we	should	take	due	care	not	

to	sacrifice	that	which	we	already	have.	If	we	make	this	sacrifice	unless	

necessarily	

&	as	the	price	of	a	good	more	than	equivalent,	there	is	not	

Progress.	Conduciveness	 to	progress,	 therefore,	properly	understood,	

contains	

the	whole	excellence	of	a	government.	(a)

But,	though	perhaps	metaphysically	defensible,	this	definition	of	

the	criterion	of	good	government	is	not	appropriate,	because	
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though	 it	comprehends	the	whole	of	 the	truth	 it	suggests	only	a	part.	

What	is	

suggested	by	the	term	Progress	is	the	idea	of	moving	onward,	whereas	

the	meaning	of	it	here	is	quite	as	much	the	prevention	of	falling	back.	

The	

very	same	social	causes,	the	same	habits	&	institutions	are	

as	much	required	to	prevent	society	from	deteriorating	as	to	impel	it	to	

an	

advance.	Were	there	no	improvement	to	be	hoped	for,	

human	life	in	all	its						（ 2 ）	would	be	no	less	a	perennial

A_021

struggle	against	deterioration	:	as	it	is	even	now	is.		

In	the	

ideas	of	 the	ancients,	politics	 consisted	wholly	 in	 this.	The	natural	

tendency	

of	men	&	their	works	was	to	degenerate,	which	tendency,	by	

good	institutions	virtuously	administered,	it	

might	be	possible	for	an	indefinite	length	of	time	to	counteract.	Though	

we	no	longer	hold	this	opinion	;	though,	most	men	in	the	

present	age	believe	that	the	natural	tendency	of	things	on	the	whole

is	towards	improvement,	it	is	a	truth	which	should	never	be	

unheeded	 that	 there	 is	an	 incessant	&	ever	flowing	current	of	human	

affairs	

towards	the	worse,	consisting	of	all	the	follies,	all	the	vices,	all	the	

negligences,	indolences	&	supinenesses	of	mankind	;	which	is	only	

controlled	&	kept	 from	sweeping	all	before	 it	by	the	exertions	which	

some	

constantly	&	others	by	fits	put	forth	in	the	direction	of	
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action	or	disposition,	as	can	be	given	in	the	existing	state	of	human	

improvement.	And	can	there	be	conceived	a	more	complete	expression	

of	the	most	perfect	possible	arrangement	for	precisely	

further	progress	?	A	government	which	if	it	did	nothing	else	does	this	

for	the	furtherance	

of	Progression,	would	yet	be	a	government	of	Progress.	

If	the	terms	Order	&	Progress	are	to	be	used	at	all	in	the	attempt	

to	give	a	first	

commencement	of	scientific	precision	to	the	idea	of	good	government,	it	

would	seem	proper	to	leave	out	of	the	definition	the	word	Order,	&	to	

say,	 that	 the	 best	 government	 is	 that	which	 is	most	 conducive	 to	

Progress.	

For	Progress	includes	Order,	but	Order	does	not	include	Progress.	

Progress	is	a	greater	degree	of	that	of	which	Order	is	a	less.	At	least	

if	Order	is	understood	in	any	other	sense,	it	stands	only	

for	a	portion	of	the	prerequisites	of	good	government,	not	for	its	

idea	&	essence.	The	 idea	 of	Order	would	be	more	properly	 taught	

under	

notice	as	one	of	the	conditions	of	Progress	;	to	the	intent	that	

in	endeavouring	after	more	good,	we	should	take	due	care	not	

to	sacrifice	that	which	we	already	have.	If	we	make	this	sacrifice	unless	

necessarily	

&	as	the	price	of	a	good	more	than	equivalent,	there	is	not	

Progress.	Conduciveness	 to	progress,	 therefore,	properly	understood,	

contains	

the	whole	excellence	of	a	government.	(a)

But,	though	perhaps	metaphysically	defensible,	this	definition	of	

the	criterion	of	good	government	is	not	appropriate,	because	
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good	&	worthy	objects.	It	gives	a	very	insufficient	idea	of	the	

importance	of	the	strivings	which	take	place	to	

improve	&	elevate	human	nature	&	human	life,	to	

suppose	that	their	chief	value	consists	in	the	amount	of	

actual	improvement	realized	by	their	means,	&	that	the	consequence	

of	their	cessation	would	merely	be	that	we	should	remain	as	we	are.

The	cessation	of	even	a	small	part	of	 those	exertions	would	not	only	

put	a	

stop	to	improvement	but	would	turn	the	

general	tendency	of	things	towards	deterioration	;	which,	once	begun	

would	proceed	with	increasing	rapidity,	and	become	more	

&	more	difficult	to	check,	until	it	reached	a	point,	which	some	ages

have	&	some	communities	are	even	now	large						（ 3 ）	

on	which	something	approaching	to	superhuman	power	seems	necessary	

to	turn	the	tide,	&	give	a	new	commencement	to	the	

upward	movement.	

These	reasons	render	the	word	Progress,	as	unfit	as	

A_022

the	terms	Order	&	Permanence,	to	form	the	basis	of	any	classification	

of	the	requisites	of	a	form	of	government.	The	fundamental	

antithesis	which	these	words	denote,	does	not	lie	in	the	

things	 themselves	 so	much	 as	 in	 the	 two	different	 types	 of	 human	

character	which	

answer	to	them.	There	are,	as	every	one	knows,	some	minds	in	

which	caution,	&	the	desire	to	avoid	imperilling	what	is	already	

possessed,	is	a	stronger	sentiment	than	that	which	prompts	

to	improve	the	old	&	acquire	new	advantages	;	while	there	are	other’s	

minds	 in	 which	 the	 preponderance	 is	 the	 contrary	 way.	 This	
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consideration	is	of	

importance	in	composing	the	personnel	of	any	political	body	;	it	is	

desirable	 that	 persons	 of	 both	 types	 should	 be	 included	 in	 its	

composition	

in	order	that	the	qualities	of	each	may	be	tempered	with	those	of	the	

other,	&	it	is	right	that	in	the

constitution	of	such	bodies,	attention	paid	to	this	object,	

though	the	natural	&	spontaneous	admixture	of	the	old	and	the	young,	

of	those	whose	position	and	reputation	are	made	&	those	

who	have	them	still	to	make,	will	in	general	sufficiently	

answer	the	purposes	without	any	express	provision.	

Since	we	have	not	found	the	properties	necessary	for	

the	groundwork	of	our	classification,	in	the	distinction	most	usually	

adopted	for	that	purpose,	we	have	to	seek	for	

some	other	leading	distinction,	better	adapted	to	that	use.	Such	

a	distinction	may	perhaps	be	indicated	by	the	following	considerations.

When	we	consider	what	are	the	causes	of	&	conditions	

on	which	good	government,	in	any	of	its	senses,	from	the	humblest	

to	the	most	exalted,	depends,	we	find	the	principal	of	them	to	be,	the	

qualities	of	the	human	beings	composing	the	society	

over	which	the	government	is	exercised.

For	example,	 take	the	administration	of	 justice.	The	character	of	

the	machinery	used

A_023

for	that	purpose	is	far	from	being	unimportant	;	indeed	it	is	in	some	

respects	important	in	even	a	higher	sense	than	is	commonly	supported.	

But	it	yields	in	importance	to	the	qualities	of	the	human	agents.	How	

for	example	can	there	be	a	good	administration	of	justice	if	the	moral	

（
一
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good	&	worthy	objects.	It	gives	a	very	insufficient	idea	of	the	

importance	of	the	strivings	which	take	place	to	

improve	&	elevate	human	nature	&	human	life,	to	

suppose	that	their	chief	value	consists	in	the	amount	of	

actual	improvement	realized	by	their	means,	&	that	the	consequence	

of	their	cessation	would	merely	be	that	we	should	remain	as	we	are.

The	cessation	of	even	a	small	part	of	 those	exertions	would	not	only	

put	a	

stop	to	improvement	but	would	turn	the	

general	tendency	of	things	towards	deterioration	;	which,	once	begun	

would	proceed	with	increasing	rapidity,	and	become	more	

&	more	difficult	to	check,	until	it	reached	a	point,	which	some	ages

have	&	some	communities	are	even	now	large						（ 3 ）	

on	which	something	approaching	to	superhuman	power	seems	necessary	

to	turn	the	tide,	&	give	a	new	commencement	to	the	

upward	movement.	

These	reasons	render	the	word	Progress,	as	unfit	as	

A_022

the	terms	Order	&	Permanence,	to	form	the	basis	of	any	classification	

of	the	requisites	of	a	form	of	government.	The	fundamental	

antithesis	which	these	words	denote,	does	not	lie	in	the	

things	 themselves	 so	much	 as	 in	 the	 two	different	 types	 of	 human	

character	which	

answer	to	them.	There	are,	as	every	one	knows,	some	minds	in	

which	caution,	&	the	desire	to	avoid	imperilling	what	is	already	

possessed,	is	a	stronger	sentiment	than	that	which	prompts	

to	improve	the	old	&	acquire	new	advantages	;	while	there	are	other’s	

minds	 in	 which	 the	 preponderance	 is	 the	 contrary	 way.	 This	
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condition	of	the	people	is	such	that	the	witnesses	generally	lie,	&	

the	judges	&	their	subordinates	take	bribes	?	Again,	how	is	it	possible	

to	

have	a	good	municipal	administration,	 if	 there	 is	such	 indifference	 to	

the	

subject	that	the	persons	who	would	administer	honestly	&	competently	

are	unwilling	to	serve,	&	the	duties	are	left	to	those	who	undertake	

them	from	motives	of	private	interest	?	Of	what	avail	is	the	most	

extensively	popular	representative	system,	if	those	who	have	a	right	

to	vote	do	not	 care	 to	choose	 the	 fittest	member	of	parliament,	 but	

choose	

him	 who	 will	 spend	 most	 money	 to	 be	 elected	 ?	 How	 can	 a	

representative	

assembly	work	for	good	if	its	members	are	bought	&	sold,	or	if	their

excitability	of	temperament	makes	them	incapable	of	calm	deliberation	

&	they	come	to	blows	on	the	floor	of	the	

house,	or	shoot	at	one	another	with	rifles	?	How,	again,	is	it	

possible	that	government	or	any	other	joint	concern	can	be	well	

carried	on,	among	a	people	so	envious	that	if	any	one	among	them	

seems	likely	to	succeed	in	anything,	there	is	immediately	a	confederacy	

among	those	

who	ought	to	cooperate	with	him,	to	make	him	fail	?	When	

the	general	disposition	of	the	people	is	such	as	leads	

each	to	regard	only	those	of	his	interests	which	are	selfish	&	not	

to	dwell	upon	or	concern	himself	for	his	share	of	the	general	

interest,	no	good	government	is	possible.	I	have	spoken	only	of	moral	

defects.	Defects	of	intelligence,	&	their	influence	in	

obstructing	all	the	elements	of	good	government	require	no	illustration.	

All	government	consists	of	acts	done	by	men	;	&	if	the	men	who	
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do	the	acts,	or	the	men	who	choose	those	who	do	the	acts,	or	the	men	

to	whom	those	who	do	the	acts	are	responsible,	or	the	lookers-on	whose	

opinion	ought	to	influence	&	check	those	who	do	the	acts,	if	all	or	

any	 of	 these	 are	mere	masses	 of	 ignorance,	 stupidity,	&	 baleful	

prejudice

A_024

all	the	operations	of	government	will	go	wrong	;	&	in	proportion	as	the	

men	

rise	above	this	standard,	so	will	the	government	improve	in	quality	;	

up	to	the	highest	point	of	excellence	attainable,	namely	

when	the	agents	of	government,	themselves	persons	of	superior	virtue	

&	intellect,	are	surrounded	by	the	healthy	atmosphere	of	a	virtuous	

&	enlightened	public	opinion.

The	first	element	of	good	government,	therefore	being	the	virtue	&	

intelligence	of	the	people,	it	follows	as	a	direct	corollary	that	the	most	

important	point	of	excellence	which	any	form	of	government	can	

have,	 is	 a	 tendency	 to	 promote	 virtue	&	 intelligence	 in	 the	 people	

themselves.	

The	first	question	to	be	asked	in	respect	to	political	institutions	in	

order	to	decide	on	their	relative	eligibility,	is,	how	far	do	they	tend	to	

cultivate	desirable	qualities,	moral	&	intellectual.	Let	us	

say,	moral,	intellectual,	&	active,	in	the	people.	The	government	

which	does	this	best,	has	every	chance	of	being	the	best	in	all	other	

respects	because	it	is	from	those	qualities,	in	so	far	as	they	exist	in	

the	 people,	 that	 all	 possibility	 of	 any	 goodness	 in	 the	 practical	

operations

of	the	government	must	come.	

But	 though	 the	most	 important	requisite	of	political	 institutions	
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condition	of	the	people	is	such	that	the	witnesses	generally	lie,	&	

the	judges	&	their	subordinates	take	bribes	?	Again,	how	is	it	possible	

to	

have	a	good	municipal	administration,	 if	 there	 is	such	 indifference	 to	

the	

subject	that	the	persons	who	would	administer	honestly	&	competently	

are	unwilling	to	serve,	&	the	duties	are	left	to	those	who	undertake	

them	from	motives	of	private	interest	?	Of	what	avail	is	the	most	

extensively	popular	representative	system,	if	those	who	have	a	right	

to	vote	do	not	 care	 to	choose	 the	 fittest	member	of	parliament,	 but	

choose	

him	 who	 will	 spend	 most	 money	 to	 be	 elected	 ?	 How	 can	 a	

representative	

assembly	work	for	good	if	its	members	are	bought	&	sold,	or	if	their

excitability	of	temperament	makes	them	incapable	of	calm	deliberation	

&	they	come	to	blows	on	the	floor	of	the	

house,	or	shoot	at	one	another	with	rifles	?	How,	again,	is	it	

possible	that	government	or	any	other	joint	concern	can	be	well	

carried	on,	among	a	people	so	envious	that	if	any	one	among	them	

seems	likely	to	succeed	in	anything,	there	is	immediately	a	confederacy	

among	those	

who	ought	to	cooperate	with	him,	to	make	him	fail	?	When	

the	general	disposition	of	the	people	is	such	as	leads	

each	to	regard	only	those	of	his	interests	which	are	selfish	&	not	

to	dwell	upon	or	concern	himself	for	his	share	of	the	general	

interest,	no	good	government	is	possible.	I	have	spoken	only	of	moral	

defects.	Defects	of	intelligence,	&	their	influence	in	

obstructing	all	the	elements	of	good	government	require	no	illustration.	

All	government	consists	of	acts	done	by	men	;	&	if	the	men	who	
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does	not	exhaust	all	their	excellence	

for	good	government	depends,	not	solely	on	the	amount	of	good	qualities	

in	the	people,	but	in	a	considerable	degree	also	on	the	quality	of	the	

arrangements	for	bringing	those	qualities	in	the	people	

to	bear	on	the	acts	of	government,	&	making	

them	duly	operative	on	the	result.	It	is	this	that	constitutes	the	

chief	importance	of	what	may	be	called	the	machinery	of	government.	

Take	again	for	illustration	the	administration	of	justice.	The	goodness	

of	

this	 is	 in	 the	compound	ratio	of	 the	worth	of	 the	men	composing	 the	

tribunals	&	the	worth	&	

the	public	opinion	which	controls	them.	But	all	the	

difference	between	a	good	&	a	bad	system	of	judicature	lies	in	the	

contrivances	 adopted	 for	 making	 whatever	 worth	 exists	 in	 the	

community

［A_024	verso.	blank］

B_001

B

operative	on	the	administration	of	justice.	The	arrangements,	whatever	

they	may	

be,	for	making	the	choice	of	the	judges	such	as	to	obtain	the	highest	

average	of	virtue	&	intelligence	;	the	salutary	forms	

of	procedure	:	the	publicity	which	ensures	observation	&	criticism	of	

whatever	 is	amiss	 :	 the	 liberty	of	discussion	&	censure	 through	 the	

press,	

the	mode	of	taking	evidence,	according	as	it	is	well	or	ill	adapted	to	the	
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elicity	of	 truth	 ;	 the	 facilities,	whatever	 they	may	be,	 for	obtaining	

access	

to	the	tribunals	:	the	arrangements	for	apprehending	offenders	;

all,	in	short,	which	may	be	called	the	machinery	of	judicature,	

aid	simply	the	means	taken	for	obtaining	as	good	

an	administration	of	justice	as	is	consistent	with	the	degree	of	virtue	&	

intelligence	existing	in	the	community.	Again,	a	good	system	of	

finance	&	 taxation	 is	 the	means	 taken	 for	 rendering	 the	necessary	

expenses	

of	government	as	little	means	to	the	community	as	is	consistent	with	

the	degree	of	intelligence	&	polity	which	it	is	possible	to	secure	in	

the	administrator	of	the	system.	A	representative	constitution	is	a	

means	by	which	it	is	endeavoured	to	bring	the	general	public	

opinion	of	the	community,	&	the	individual	intelligence	&	virtue	

of	its	wisest	members,	more	directly	to	bear	upon	the	government	

&	invest	them	with	greater	influence	in	it,	than	they	would	

have	under	any	other	mode	of	organization	

all	government	which	aims	at	being	good,	is	an	

organization	of	some	part	of	the	good	qualities	existing	in	the	

members	of	the	community,	for	the	conduct	of	its	collective	affairs	;	

The	greater	the	amount	of	those	good	qualities	which	it	succeeds	

in	organizing,	&	the	better	the	mode	of	organization,	the	better	will	

be	the	government.	

We	have	now,	therefore,	obtained	two	heads	between	which	

a	rational	decision	may	be	made	of	what	the	excellence	of	

B_002

a	set	of	political	institutions	consists	in.	It	consists,	first,	of	the	

degree	in	which	it	promotes	the	moral	&	intellectual	advancement	
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this

does	not	exhaust	all	their	excellence	

for	good	government	depends,	not	solely	on	the	amount	of	good	qualities	

in	the	people,	but	in	a	considerable	degree	also	on	the	quality	of	the	

arrangements	for	bringing	those	qualities	in	the	people	

to	bear	on	the	acts	of	government,	&	making	

them	duly	operative	on	the	result.	It	is	this	that	constitutes	the	

chief	importance	of	what	may	be	called	the	machinery	of	government.	

Take	again	for	illustration	the	administration	of	justice.	The	goodness	

of	

this	 is	 in	 the	compound	ratio	of	 the	worth	of	 the	men	composing	 the	

tribunals	&	the	worth	&	

the	public	opinion	which	controls	them.	But	all	the	

difference	between	a	good	&	a	bad	system	of	judicature	lies	in	the	

contrivances	 adopted	 for	 making	 whatever	 worth	 exists	 in	 the	

community

［A_024	verso.	blank］

B_001

B

operative	on	the	administration	of	justice.	The	arrangements,	whatever	

they	may	

be,	for	making	the	choice	of	the	judges	such	as	to	obtain	the	highest	

average	of	virtue	&	intelligence	;	the	salutary	forms	

of	procedure	:	the	publicity	which	ensures	observation	&	criticism	of	

whatever	 is	amiss	 :	 the	 liberty	of	discussion	&	censure	 through	 the	

press,	

the	mode	of	taking	evidence,	according	as	it	is	well	or	ill	adapted	to	the	
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of	the	community,	&	secondly,	of	the	degree	

in	which	it	succeeds	in	organizing	the	moral	

&	intellectual	worth	at	present	existing	so	as	to	exercise	the	most	

beneficial	influence	in	the	management	of	public	

affairs.	We	must	not	at	the	same	time	suppose	that	these	two	kinds	

of	effort	have	no	intimate	connexion	with	one	another.	

They	have,	on	the	contrary,	the	closest.	The	institutions	which	secure	

the	

best	practicable	management	of	public	affairs	 in	 the	existing	state	of	

moral	&	intellectual	

culture,	tend	by	that	alone	to	the	further	improvement	

of	that	state.	A	people	who	had	the	

most	just	laws,	the	purest	&	most	efficient	administration	

of	justice,	the	most	enlightened	administration,	the	fairest	

&	least	onerous	system	of	finance,	which	are	compatible	with	

its	existing	state	of	moral	&	 intellectual	advancement,	could	scarcely	

fail	

to	advance	rapidly	into	a	higher	stage	:	

nor	is	there	any	mode	in	which	political	

institutions	can	more	contribute	to	the	improvement	of	the	people	

than	by	doing	their	own	more	direct	work	well	;	though	this	is	

not	the	only	mode	in	which	they	may	contribute	to	it.	And	on	the	

other	hand	if	their	machinery	is	so	badly	constructed	that	

they	do	their	own	particular	work	ill,	the	effect	is	felt	in	a	thousand	

ways	in	deteriorating	the	morality	&	deadening	the	intelligence	

&	mental	activity	of	the	people.	

A	form	of	government,	or	set	of	political	institutions,	is	to	be	

considered,	then,	in	two	different	aspects	;	of	which	the	first	&	greatest	

is	that	of	its	operation	as	an	agency	of	national	education	;	the	other	
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(which	 is	also	one	of	 the	modes	of	 the	 first)	 is	 the	efficiency	of	 its	

arrangements	

for	conducting	the	collective	affairs	of	the	community	in	

B_003

the	state	of	education	in	which	they	already	are,	of	these	

two	parts	of	its	operation,	the	

last	evidently	varies	much	less,	from	difference	of	country	

&	of	state	of	civilization,	than	the	first.	It	has	even	much	less	to	do	

with	the	fundamental	constitution	of	the	government.	The	same	mode	

of	conducting	the	detailed	business	of	government,	which	is	good	in	

an	absolute	monarchy,	will	be	good	in	a	constitutional	government,	or	a	

democratic	republic.

The	 laws	of	property,	 for	example	 ;	 the	principles	of	evidences	&	of	

judicial	

procedure	;	the	mode	of	taxation,	&	of	financial	

administration,	need	not	necessarily	be	different	in	different	

forms	of	government.	Each	of	these	subjects	

has	principles	&	rules	of	its	own,	which	are	a	subject	of	separate	

study.	General	jurisprudence,	civil	&	

penal	legislation,	political	economy,	are	special	

sciences,	or	rather,	separate	branches	of	the	comprehensive	science	

or	art	of	government	;	&	the	most	enlightened	doctrines	on	all	these	

subjects	might	be	understood	&	acted	on	under	any	form	whatever	

of	government	;	(though	of	course,	not	equally	likely	to	be	so)	

&	if	understood	&	acted	on,	would	be	equally	beneficial	under	all

forms	 of	 government.	 It	 is	 true	 that	 these	 doctrines	 could	 not	 be	

applied	

without	some	modifications	to	all	states	of	society	&	of	the	human	
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of	the	community,	&	secondly,	of	the	degree	

in	which	it	succeeds	in	organizing	the	moral	

&	intellectual	worth	at	present	existing	so	as	to	exercise	the	most	

beneficial	influence	in	the	management	of	public	

affairs.	We	must	not	at	the	same	time	suppose	that	these	two	kinds	

of	effort	have	no	intimate	connexion	with	one	another.	

They	have,	on	the	contrary,	the	closest.	The	institutions	which	secure	

the	

best	practicable	management	of	public	affairs	 in	 the	existing	state	of	

moral	&	intellectual	

culture,	tend	by	that	alone	to	the	further	improvement	

of	that	state.	A	people	who	had	the	

most	just	laws,	the	purest	&	most	efficient	administration	

of	justice,	the	most	enlightened	administration,	the	fairest	

&	least	onerous	system	of	finance,	which	are	compatible	with	

its	existing	state	of	moral	&	 intellectual	advancement,	could	scarcely	

fail	

to	advance	rapidly	into	a	higher	stage	:	

nor	is	there	any	mode	in	which	political	

institutions	can	more	contribute	to	the	improvement	of	the	people	

than	by	doing	their	own	more	direct	work	well	;	though	this	is	

not	the	only	mode	in	which	they	may	contribute	to	it.	And	on	the	

other	hand	if	their	machinery	is	so	badly	constructed	that	

they	do	their	own	particular	work	ill,	the	effect	is	felt	in	a	thousand	

ways	in	deteriorating	the	morality	&	deadening	the	intelligence	

&	mental	activity	of	the	people.	

A	form	of	government,	or	set	of	political	institutions,	is	to	be	

considered,	then,	in	two	different	aspects	;	of	which	the	first	&	greatest	

is	that	of	its	operation	as	an	agency	of	national	education	;	the	other	
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mind	;	nevertheless,	by	far	the	greater	part	of	them	would	require	

modifications	of	detail	only,	to	adapt	them	to	any	state	of	society	

sufficiently	advanced	to	possess	rulers	capable	of	understanding	them.

B_004

It	is	otherwise	with	that	portion	of	the	interests	of	the	community	

which	have	reference	to	the	better	or	worse	training	

of	the	people	themselves.	Considered	as	instrumental	to	this,	

institutions	require	to	be	radically	

different,	 in	 different	 states	 of	 society,	 according	 to	 the	 state	 of	

advancement	

which	has	already	been	reached.	In	all	

states	of	human	improvement	except	the	very	highest,	the	nature	&	

degree	of	the	authority	which	is	exercised	over	human	beings	is	the	

most	powerful	of	all	influences,	except	their	religious	

belief,	which	unite	to	make	them	what	they	are.	

The	state	of	different	

communities,	in	point	of	culture	&	development,	ranges	downwards	to	a	

condition	 little	above	 the	highest	of	 the	beasts	 ;	which	 its	upwards	

finishes	

undoubtedly	short	of	 the	most	elevated	which	 is	consistent	with	 the	

nature	of	man	

&	the	general	conditions	of	human	existence.	A	community	can	

only	be	developed	out	of	one	of	these	states	into	a	better	&	

higher,	by	a	concourse	of	influences,	one	of	the	principal	

of	which	is	the	government	to	which	it	is	subject	;	&	the	greatest	

merit	which	a	government	can	possess,	a	merit	in	favour	of	

which	it	ought	to	be	forgiven	for	any	amount	of	other	

demerits,	is	that	its	operation	on	the	people	is	favourable,	or	not	
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unfavourable,	to	the	next	step	which	it	is	necessary	for	them	to	take	

in	order	to	raise	themselves	to	a	higher	level.

For	example,	a	people	in	a	state	of	savage	independence	

in	which	every	one	lives	for	himself,	

exempt,	unless	by	fits,	from	any	external	

control	-	such	a	people	is	practically	incapable	of	making	any	

progress	in	civilization	until	it	has	first	learnt	to	obey.	

The	one	indispensable	virtue,	therefore,	in	a	government,	

which	establishes	itself	over	a	people	of	this	sort,	is	that	it	makes	

itself	be	obeyed.	For	this	purpose	it	is	necessary	that	the	form	of

B_005

government	be	nearly,	or	quite,	despotic.	A	constitution	in	any	degree	

popular,	one	which	depends	on	voluntary	obedience,	on	the	surrender	by	

the	different	members	of	the	community,	of	their	

individual	freedom	of	action,	would	fail	to	

enforce	the	one	lesson	which	the	pupils,	in	this	

state	of	 their	progress,	require.	Accordingly	 the	civilization	of	such	

tribes	

is	always	the	work	of	an	absolute	ruler,	deriving	his	power	either	

from	religion,	from	a	personal	superiority	felt	as	equivalent	to	

superhuman,	or	from	foreign	arms.

Again,	a	people	of	slaves	are	in	a	position	one	degree	in	advance	

of	 this.	They	have	not	 this	 first	 lesson	of	 political	 society	 still	 to	

acquire.	

They	have	learnt	to	obey.	But	what	they	obey	is	only	

a	direct	command.	They	cannot	confirm	their	conduct	to	a	rule	

or	law.	They	can	only	do	what,	&	when,	they	are	ordered	

to	do.	If	a	man	whom	they	fear	is	standing	over	them	&	threatening	
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mind	;	nevertheless,	by	far	the	greater	part	of	them	would	require	

modifications	of	detail	only,	to	adapt	them	to	any	state	of	society	

sufficiently	advanced	to	possess	rulers	capable	of	understanding	them.

B_004

It	is	otherwise	with	that	portion	of	the	interests	of	the	community	

which	have	reference	to	the	better	or	worse	training	

of	the	people	themselves.	Considered	as	instrumental	to	this,	

institutions	require	to	be	radically	

different,	 in	 different	 states	 of	 society,	 according	 to	 the	 state	 of	

advancement	

which	has	already	been	reached.	In	all	

states	of	human	improvement	except	the	very	highest,	the	nature	&	

degree	of	the	authority	which	is	exercised	over	human	beings	is	the	

most	powerful	of	all	influences,	except	their	religious	

belief,	which	unite	to	make	them	what	they	are.	

The	state	of	different	

communities,	in	point	of	culture	&	development,	ranges	downwards	to	a	

condition	 little	above	 the	highest	of	 the	beasts	 ;	which	 its	upwards	

finishes	

undoubtedly	short	of	 the	most	elevated	which	 is	consistent	with	 the	

nature	of	man	

&	the	general	conditions	of	human	existence.	A	community	can	

only	be	developed	out	of	one	of	these	states	into	a	better	&	

higher,	by	a	concourse	of	influences,	one	of	the	principal	

of	which	is	the	government	to	which	it	is	subject	;	&	the	greatest	

merit	which	a	government	can	possess,	a	merit	in	favour	of	

which	it	ought	to	be	forgiven	for	any	amount	of	other	

demerits,	is	that	its	operation	on	the	people	is	favourable,	or	not	
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them	with	punishment,	they	obey.	But	if	his	back	is	turned	

the	work	remains	undone.	The	motive	determining	them	must	

be	a	direct	appeal	to	their	instincts	:	immediate	hopes	or	

immediate	terror.	It	is	not	a	despotism	which	these	people	want.	

Their	only	road	to	improvement,	is	by	being	raised	from	a	government	

of	will	to	one	of	law	:	self-government	is	what	they	have	to	learn	;	

it	must	not	be	a	government	of	force,	but	one	of	persuasion.	

But	as	they	are	in	too	low	a	state	to	yield	to	the	persuasion	of	any	

but	those	to	whom	they	look	up	as	the	possessors	of	force,	the	sort	of	

government	for	them	is	one	which	has	force	but	seldom	uses	it,	a	sort	

of	

paternal	despotism	or	aristocracy,	

something	like	the	St.	Simonian	form	of	socialism	

maintaining	a	general	superintendance［sic］	over	all	the	operations	of	

society,	 so	as	 to	keep	before	each	 the	knowledge	of	a	present	 force	

sufficient	

to	compel	his	obedience	to	the	rule	laid	down	for	him,	but	

owing	to	the	impossibility	of	descending	to	regulate	all	of	the	minutiae	

of	

B_006

industry	&	life,	necessarily	leaving	&	inducing	individuals	to	

do	much	for	&	by	themselves,	&	

since	they	are	incapable	of	doing	anything	but	obey	commands	

to	learn	at	least	to	obey	general	commands	instead	of	requiring	

particular	ones.	

This	seems	the	government	best	calculated	to	carry	

such	a	people	through	the	next	necessary	step	in	human	

progress.	Such	appears	to	have	been	the	general	idea	of	the	
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government	of	the	Incas	of	Peru	;	&	such	was	that	of	the	Jesuits	

in	Paraguay.	

I	shall	not	carry	the	illustration	further.	To	attempt	

to	point	out	what	government	is	suited	to	every	known	

state	of	society,	would	be	to	write	a	treatise	not	on	representative	

government,	but	on	political	science	at	large.	For	our	more	

limited	purpose	we	borrow	from	political	philosophy	only	its	general	

principles.	The	general	principle	which	determines	

the	form	of	government	suited	to	any	particular	people,	is	tolerably	

obvious.	It	is	necessary	to	understand,	among	all	the	defects	and	

shortcomings	which	belong	to	that	people,	what	are	those	that	

are	the	immediate	barrier	to	progress	;	what,	in	short,	it	is	which	

stops	the	way.	When	we	know	this,	then,	the	form	of	

government	which	will	most	certainly	give	them	that,	for	want	of	which	

they	

cannot	move	forward,	is	the	best	government	for	them	:	with	

the	reservation	necessary	in	all	things	which	are	done	for	the	

sake	of	improvement,	or	Progress	;	viz.	that	in	giving	them	the	good	

which	they	need,	no	damage,	or	as	little	as	possible,	be	done	to	

that	which	they	already	possess.	A	people	of	savages	must	be	taught	

to	obey,	but	they	should	not	be	taught	that	lesson	in	such	a	manner	

as	 to	 convert	 them	 into	 a	 people	 of	 slaves.	And	 (to	 give	 to	 this	

observation

B_007

a	still	higher	degree	of	generality)	 the	 form	of	government	which	 is	

most	

effectual	for	carrying	a	people	through	the	next	stage	in	the	road	of	

improvement,	will	still	be	very	unfit	for	them	if	it	does	this	in	
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them	with	punishment,	they	obey.	But	if	his	back	is	turned	

the	work	remains	undone.	The	motive	determining	them	must	

be	a	direct	appeal	to	their	instincts	:	immediate	hopes	or	

immediate	terror.	It	is	not	a	despotism	which	these	people	want.	

Their	only	road	to	improvement,	is	by	being	raised	from	a	government	

of	will	to	one	of	law	:	self-government	is	what	they	have	to	learn	;	

it	must	not	be	a	government	of	force,	but	one	of	persuasion.	

But	as	they	are	in	too	low	a	state	to	yield	to	the	persuasion	of	any	

but	those	to	whom	they	look	up	as	the	possessors	of	force,	the	sort	of	

government	for	them	is	one	which	has	force	but	seldom	uses	it,	a	sort	

of	

paternal	despotism	or	aristocracy,	

something	like	the	St.	Simonian	form	of	socialism	

maintaining	a	general	superintendance［sic］	over	all	the	operations	of	

society,	 so	as	 to	keep	before	each	 the	knowledge	of	a	present	 force	

sufficient	

to	compel	his	obedience	to	the	rule	laid	down	for	him,	but	

owing	to	the	impossibility	of	descending	to	regulate	all	of	the	minutiae	

of	

B_006

industry	&	life,	necessarily	leaving	&	inducing	individuals	to	

do	much	for	&	by	themselves,	&	

since	they	are	incapable	of	doing	anything	but	obey	commands	

to	learn	at	least	to	obey	general	commands	instead	of	requiring	

particular	ones.	

This	seems	the	government	best	calculated	to	carry	

such	a	people	through	the	next	necessary	step	in	human	

progress.	Such	appears	to	have	been	the	general	idea	of	the	
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such	a	manner	as	to	obstruct,	or	positively	unfit	them	for,	the	

step	next	in	order.	This	evil	has	often	been	felt	in	history.	The	

Egyptian	hierarchy,	the	Chinese	despotism,	were	very	fit	instruments	

for	carrying	those	nations	up	to	the	point	of	civilization	which	they	

attained.	They	were	stopped	at	

that	point	for	want	of	mental	liberty,	&	individuality	;	which	

requisites	of	improvement	the	institutions	which	had	carried	

them	thus	far,	entirely	incapacitated	them	for	acquiring	:	

&	as	the	institutions	did	not	break	down	&	give	place	to	

others,	improvement	necessarily	stopped				［In	pencil］	Jews	different	

Since	then	it	is	impossible	to	decide	on	the	

adaptation	of	forms	of	government	to	states	of	society	without	

taking	into	account	not	only	the	next	step	but	all	the	steps	which	

society	has	yet	to	make,	so	far	as	these	are	capable	of	being	

at	present	known	;	the	process	becomes	evidently	which	

might	to	govern	all	attempts	to	judge	of	the	merits	of	forms	

of	government.	It	is	necessary	to	construct	an	ideal	of	the	form	

of	government	which	is	best	in	itself,	that	is,	which	

if	the	necessary	conditions	existed	for	carrying	

out	its	beneficial	tendencies,	would	favour	&	promote	all	forms	

&	degrees	of	progress.	Having	determined	this,	we	have	next	to	

consider	what	are	the	mental	&	moral	conditions	necessary	to	

enable	this	government	to	realize	its	tendencies,	&	what	consequently	

are	all	the	various	defects	which	are	liable	to	render	any	

people	incapable	of	reaping	its	benefits.	We	shall	then	be	able	

to	construct	a	theorem	of	the	cases	in	which

B_008

that	government	may	wisely	be	introduced,	&	
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also	to	judge,	in	cases	where	it	had	better	not	be	introduced,	

what	inferior	forms	of	polity	are	best	adapted	to	carry	

those	communities	through	the	intermediate	stages	which	they	must	

traverse	in	order	to	become	fit	for	that	form	of	government.	

Of	these	inquiries	the	last	does	not	concern	us	here	;	but	

the	first	forms	an	essential	part	of	our	subject	:	for	we	may,	

without	rashness,	enunciate	above	a	proposition	

the	proofs	&	illustrations	of	which	will	present	

themselves	abundantly	in	the	ensuing	pages,	viz.	that	this	ideally	

best	form	of	government	will	certainly	be	found	in	

some	one	or	other	variety	of	the	Representative	

System.

B_009	to	B_022.	［Chapter	3］

B_009

That	the	ideally	best	form	of	government	is	
representative	government

It	has	been	long,	perhaps	throughout	the	entire	duration	of	

British	freedom,	a	common	form	of	speech,	that	if	 it	were	possible	to	

ensure	a	

good	despot,	despotic	monarchy	would	be	the	best	form	of	government.	

I	look	

upon	this	doctrine	as	implying	a	radical	misconception	of	what	good	

government	is,	which	cannot	be	too	strenuously	contended	against.	

The	idea	as	the	bottom	of	this	notion,	must	be	that	

absolute	power,	in	the	hands	of	an	eminent	individual,	would	ensure	

a	virtuous	&	intelligent	performance	of	every	one	of	the	duties	which	
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such	a	manner	as	to	obstruct,	or	positively	unfit	them	for,	the	

step	next	in	order.	This	evil	has	often	been	felt	in	history.	The	

Egyptian	hierarchy,	the	Chinese	despotism,	were	very	fit	instruments	

for	carrying	those	nations	up	to	the	point	of	civilization	which	they	

attained.	They	were	stopped	at	

that	point	for	want	of	mental	liberty,	&	individuality	;	which	

requisites	of	improvement	the	institutions	which	had	carried	

them	thus	far,	entirely	incapacitated	them	for	acquiring	:	

&	as	the	institutions	did	not	break	down	&	give	place	to	

others,	improvement	necessarily	stopped				［In	pencil］	Jews	different	

Since	then	it	is	impossible	to	decide	on	the	

adaptation	of	forms	of	government	to	states	of	society	without	

taking	into	account	not	only	the	next	step	but	all	the	steps	which	

society	has	yet	to	make,	so	far	as	these	are	capable	of	being	

at	present	known	;	the	process	becomes	evidently	which	

might	to	govern	all	attempts	to	judge	of	the	merits	of	forms	

of	government.	It	is	necessary	to	construct	an	ideal	of	the	form	

of	government	which	is	best	in	itself,	that	is,	which	

if	the	necessary	conditions	existed	for	carrying	

out	its	beneficial	tendencies,	would	favour	&	promote	all	forms	

&	degrees	of	progress.	Having	determined	this,	we	have	next	to	

consider	what	are	the	mental	&	moral	conditions	necessary	to	

enable	this	government	to	realize	its	tendencies,	&	what	consequently	

are	all	the	various	defects	which	are	liable	to	render	any	

people	incapable	of	reaping	its	benefits.	We	shall	then	be	able	

to	construct	a	theorem	of	the	cases	in	which

B_008

that	government	may	wisely	be	introduced,	&	
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devolve	on	a	government.	Good	laws	would	be	respected	&	obeyed,	bad	

laws	

would	be	reformed	;	the	best	men	would	be	placed	in	all	situations	of	

trust	;	justice,	therefore,	would	be	as	well	administered,	the	public	

burthens	would	be	as	light,	&	as	judiciously	imposed,	every	branch	

of	administration	would	be	as	purely,	&	intelligently	conducted,	as	

the	circumstances	of	the	country,	&	the	point	which	it	had	reached	

in	intellectual	&	moral	advancement	,	would	admit.	

I	am	willing	 for	 the	sake	of	 the	argument	 to	concede	all	 this	 ;	but	 I	

must	

at	 the	 same	 time	 call	 attention	 to	 the	 vast	 amount	 of	what	 I	 am	

conceding	;	

how	much	more	 is	needed	 to	produce	even	an	approximation	 to	 this	

result,	

than	is	conveyed	in	the	simple	expression,	a	good	despot.	In	fact,	what	

would	be	needed	to	realize	such	a	picture	is	not	simply	a	good	monarch,	

but	an	all	seeing	one.	He	must	be	able	to	be	correctly	informed	of	the	

conduct	&	working	of	every	branch	of	administration,	in	every	part	of	

country						（ 4 ）	to	its	minute	details	;	

he	must	be	capable,	in	the	24	hours	per	day	which	are	all	that	is						（ 5 ）	

to	a	King	as	to	the	humblest	labourer,	of	giving	a	share	of	attention	&	

superintendance［sic］	to	every	part	of	 this	vast	 field	 ;	or	he	must	be	

capable	at	

his	elevation,	of	discerning	&	selecting,	among	the	mass	of	his	subjects,	

not	only	

a	large	abundance	of	honest	&	capable	men,	fit	to	manage	

every	branch	of	the	public	service	of	a	nation	under
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supervision	&	control,	but	the	small	number	of	men	of	eminent	

virtues	&	 talents	who	 can	 be	 trusted	 not	 only	 to	 do	without	 that	

supervision	

but	 to	 exercise	 it	 themselves	 over	 others.	So	 superhuman	are	 the	

faculties	&	

energies	 required	 for	 this	 task	 that	 the	 good	despot	whom	we	are	

supposing	can	

hardly	be	imagined	as	consenting	to	undertake	it,	unless	as	a	refuge	

from	 intolerable	 evils,	&	 a	 transitional	 preparation	 for	 something	

better.	But	

my	argument	can	afford	to	wave	even	this	vast	item	in	the	account,	&	to	

suppress	the	difficulty	vanquished.	What	should	we	then	have	?	

One	man	of	superhuman	mental	activity	managing	the	entire	affairs	

of	a	mentally	passive	people.	This	is	implied	in	the	very	idea	&	absolute	

power.	The	people	collectively,	&	every	such	individual	

composing	it,	are	without	any	potential	voice	in	their	own	destiny.	They	

exercise	no	will	 in	 respect	 to	 the	collective	business	of	 life.	All	 is	

decided	

for	them	by	a	will	not	their	own,	&	which	it	is	legally	a	crime	for	them	

to	

resist	or	disobey.	What	sort	of	human	beings	can	possibly	be	formed	

under	such	

a	regimen	 ?	What	development	can	either	 the	 thinking	or	 the	active	

faculties	

attain	?	On	matters	of	pure	theory	they	might	possibly	be	allowed	to	

speculate.	

On	practical	affairs	they	could	at	most	only	be	suffered	to	suggest	;	&	

none	
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devolve	on	a	government.	Good	laws	would	be	respected	&	obeyed,	bad	

laws	

would	be	reformed	;	the	best	men	would	be	placed	in	all	situations	of	

trust	;	justice,	therefore,	would	be	as	well	administered,	the	public	

burthens	would	be	as	light,	&	as	judiciously	imposed,	every	branch	

of	administration	would	be	as	purely,	&	intelligently	conducted,	as	

the	circumstances	of	the	country,	&	the	point	which	it	had	reached	

in	intellectual	&	moral	advancement	,	would	admit.	

I	am	willing	 for	 the	sake	of	 the	argument	 to	concede	all	 this	 ;	but	 I	

must	

at	 the	 same	 time	 call	 attention	 to	 the	 vast	 amount	 of	what	 I	 am	

conceding	;	

how	much	more	 is	needed	 to	produce	even	an	approximation	 to	 this	

result,	

than	is	conveyed	in	the	simple	expression,	a	good	despot.	In	fact,	what	

would	be	needed	to	realize	such	a	picture	is	not	simply	a	good	monarch,	

but	an	all	seeing	one.	He	must	be	able	to	be	correctly	informed	of	the	

conduct	&	working	of	every	branch	of	administration,	in	every	part	of	

country						（ 4 ）	to	its	minute	details	;	

he	must	be	capable,	in	the	24	hours	per	day	which	are	all	that	is						（ 5 ）	

to	a	King	as	to	the	humblest	labourer,	of	giving	a	share	of	attention	&	

superintendance［sic］	to	every	part	of	 this	vast	 field	 ;	or	he	must	be	

capable	at	

his	elevation,	of	discerning	&	selecting,	among	the	mass	of	his	subjects,	

not	only	

a	large	abundance	of	honest	&	capable	men,	fit	to	manage	

every	branch	of	the	public	service	of	a	nation	under
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but	persons	of	real	or	reputed	superiority	of	institution	&						（ 6 ）	ever	

could	flatter	themselves	that	their	suggestions	would	be	even	known	to

much	less	attended	to	by,	those	who	had	the	management	of	affairs.	

A	person	must	have	a	very	unusual	taste	for	intellectual	exercise	in	&	

for	 itself,	who	will	put	himself	 to	 the	 trouble	of	 thought	which	 is	 to	

have	no	

effect	on	practice,	or	qualify	himself	 for	 functions	which	he	has	no	

chance	

of	even	being	allowed	 to	exercise.	The	only	sufficient	 incitement	 to	

mental	

exertion,	 in	any	but	a	few	persons	 in	a	generation,	 is	 the	prospect	of	

some	

practical	use	 to	be	made	of	 its	 results.	 It	 does	not	 follow	 that	 the	

nation	

must	be	devised	of	 intellectual	power.	The	ordinary	business	of	 life,	

that	

which	must	be	performed	by	each	individual	or	family	for	itself,	is	

sufficient	 to	 call	 forth	a	 certain	amount	of	 intelligence	&	practical	

talent.	

B_011

［Left	side	of	page.	B	quire	010	verso.	In	pencil］

Then	how	all	the	mental	power	in	the	country	may	be	organized	

in	some	special	direction	(as	that	of	conquest)	by	a	despot.

［Right	side	of	page.	B	quire	011	recto.］		

But	such	a	people	will	be	entirely	devoid	of	any	wide	range	of	 ideas.	

There	

may	be	a	select	class	of	savants	who	cultivate	science	for	its	own	sake.	
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There	

will	be	a	bureaucracy,	&	a	class	brought	up	for	the	bureaucracy,	who	

will	be	taught	at	least	some	empirical	maxims	of	government	

&	political	 administration.	The	remainder	of	 the	public	will	 remain	

without	

information	&	without	interest	in	all	the	larger	affairs	of	humanity	:	or	

if	

they	have	any	knowledge	of	them	at	all,	it	will	be	a	merely	

dilettante	knowledge,	like	that	which	people	have	of	the	mechanical	arts	

who	have	never	handled	a	tool.	From	this	inherent	necessity	of	despotic	

government	there	is	no	outlet	unless	in	so	far	as	the	despotism	consents

not	 to	be	a	despotism	 ;	 in	so	 far	as	 the	supposed	good	&	will	despot	

repairs

for	the	exercise	of	his	power,	&	though	holding	it	

in	reserve,	allows	the	general	business	of	government	to	go	on	as	if	the	

people	

really	governed	themselves.	We	may	 imagine	him	allowing	freedom	of	

the	

press	&	of	the	public	discussion,	that	a	public	opinion	might	form	itself	

freely	on	national	affairs.	He	might	allow	local	interests	to	be	managed	

without	the	control	of	government,	by	the	people	themselves.	He	might	

even	surround	himself	by	a	council	or	councils	of	government	of	

the	nature	of	a	representative	assembly,	freely	chosen	by	the	whole	or	

some	portion	of	the	people	;	still	holding	in	his	own	hands	the	

power	of	taxation,	&	the	supreme	legislative	

as	well	 as	 executive	 power.	Were	 he	 to	 do	 all	 this	&	 thus	 far	 to	

obedient	

as	a	despot,	he	would	do	away,	in	equal	degree,	with	the	characteristic	

evils	of	a	despotism.	Political	activity,	&	capacity	for	public	
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but	persons	of	real	or	reputed	superiority	of	institution	&						（ 6 ）	ever	

could	flatter	themselves	that	their	suggestions	would	be	even	known	to

much	less	attended	to	by,	those	who	had	the	management	of	affairs.	

A	person	must	have	a	very	unusual	taste	for	intellectual	exercise	in	&	

for	 itself,	who	will	put	himself	 to	 the	 trouble	of	 thought	which	 is	 to	

have	no	

effect	on	practice,	or	qualify	himself	 for	 functions	which	he	has	no	

chance	

of	even	being	allowed	 to	exercise.	The	only	sufficient	 incitement	 to	

mental	

exertion,	 in	any	but	a	few	persons	 in	a	generation,	 is	 the	prospect	of	

some	

practical	use	 to	be	made	of	 its	 results.	 It	 does	not	 follow	 that	 the	

nation	

must	be	devised	of	 intellectual	power.	The	ordinary	business	of	 life,	

that	

which	must	be	performed	by	each	individual	or	family	for	itself,	is	

sufficient	 to	 call	 forth	a	 certain	amount	of	 intelligence	&	practical	

talent.	

B_011

［Left	side	of	page.	B	quire	010	verso.	In	pencil］

Then	how	all	the	mental	power	in	the	country	may	be	organized	

in	some	special	direction	(as	that	of	conquest)	by	a	despot.

［Right	side	of	page.	B	quire	011	recto.］		

But	such	a	people	will	be	entirely	devoid	of	any	wide	range	of	 ideas.	

There	

may	be	a	select	class	of	savants	who	cultivate	science	for	its	own	sake.	
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affairs,	would	be	no	longer	prevented	from	growing	up	in	the	body	of	

the	people	;	&	a	public	opinion	would	form	itself,	not	the	

mere	echo	of	the	government.	But	with	this	begin	new	difficulties.	

This	public	opinion,	independent	of	the	monarch,	dictation	must	be	

either	with	him	or	against	him	:	if	it	is	not	the	one,	it	will	be	the	other.	

B_012

［Left	side	of	page.	B	quire	011	verso.］	

’λ	The	despotism	being	then	chiefly	nominal,	would	possess	very	few	of	

the	advantages	supposed	to	belong	to	absolute	monarchy	;	which	it	could	

only	

realize	in	an	imperfect	degree	the	benefits	of	a	free	government,	since	

however	great	an	amount	of	liberty	the	citizens	might	practically	enjoy	

they	would	never	forget	that	they	held	it	on	sufferance	&	by	a	

concession	which,	if	the	constitution	of	the	state	remained	

inviolate,	might	any	day	be	resumed.

［Right	side	of	page.	B	quire	012	recto.］	

All	governments	must	displease	many	persons,	&	those	persons	having	

now	

regular	organs	&	permission	to	express	their	sentiments	

opinions	 adverse	 to	 the	 measures	 of	 government	 will	 often	 be	

expressed.	

What	is	the	monarch	to	do	if	these	unfavourable	opinions	are	in	

the	majority	?	Is	he	to	alter	his	course	?	Is	he	to	defer	to	the	majority	?	

If	so	

he	is	no	longer	a	despot,	but	a	constitutional	king	;	

a	permanent	&	immovable	organ	or	prime	minister	of	the	people.	If	not	

he	must	either	put	down	the	opposition	by	the	arm	of	power,	or	there	
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will	arise	a	permanent	antagonism	between	a	people	&	one	man	

which	 can	 have	 but	 one	 possible	 ending.	 It	 is	 doubtful	 if	 even	 a	

religious	

principle	of	passive	obedience	“right	divine”	would						（ 7 ）	against	such	

a	position.	The	monarch	would	have	to	succumb,	&	conform	to	the	

conditions	 of	 constitutional	 royalty,	 or	give	place	 to	 some	one	who	

would.	’λ

I	 am	 far	 from	 condemning,	 in	 cases	 of	 great	 exigency,	 the	

assumptions	

of	despotic	power	in	the	form	of	a	temporary	dictatorship.	Free	nations	

have	often,	in	times	of	old,	conferred	such	power	by	their	own	choice,		

					（ 8 ）	it.	The	only	effectual	medicine	for	

diseases	of	the	body	politic	which	could	not	be	got	rid	of	by	

less	violent	means.	But	its	acceptance,	even	for	a	time	strictly	limited	

much	more	for	an	indefinite	duration,	can	only	be	justified,	or	ever	

excused,	if,	like	Solon	or	Pittacus,	the	despot	employs	the	whole	of	the	

power	he	assumes	in	removing	the	obstacles	which	exclude	the	country	

from	the	enjoyment	of	freedom.	A	good	despotism	is	an	altogether	false	

ideal,	which	practically	becomes	the	most	senseless	&	dangerous	of	

Chimeras.	Evil	for	evil,	a	good	despotism	in	a	country	at	all	advanced	

in	civilization	is	more	mischievous	than	a	bad	one,	for	it	is	far	more	

relaxing	&	enervating	 to	 the	 thoughts,	 feelings,	&	 energies	 of	 the	

people.	

It	was	the	despotism	of	Augustus	which	prepared	the	Romans	

for	Tiberius.	If	the	whole	tone	of	their	mind	&	character	had	not

B_013

been	prostrated	by	

that	mild	slavery,	they	would	have	had	spirit	enough	left	
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affairs,	would	be	no	longer	prevented	from	growing	up	in	the	body	of	

the	people	;	&	a	public	opinion	would	form	itself,	not	the	

mere	echo	of	the	government.	But	with	this	begin	new	difficulties.	

This	public	opinion,	independent	of	the	monarch,	dictation	must	be	

either	with	him	or	against	him	:	if	it	is	not	the	one,	it	will	be	the	other.	

B_012

［Left	side	of	page.	B	quire	011	verso.］	

’λ	The	despotism	being	then	chiefly	nominal,	would	possess	very	few	of	

the	advantages	supposed	to	belong	to	absolute	monarchy	;	which	it	could	

only	

realize	in	an	imperfect	degree	the	benefits	of	a	free	government,	since	

however	great	an	amount	of	liberty	the	citizens	might	practically	enjoy	

they	would	never	forget	that	they	held	it	on	sufferance	&	by	a	

concession	which,	if	the	constitution	of	the	state	remained	

inviolate,	might	any	day	be	resumed.

［Right	side	of	page.	B	quire	012	recto.］	

All	governments	must	displease	many	persons,	&	those	persons	having	

now	

regular	organs	&	permission	to	express	their	sentiments	

opinions	 adverse	 to	 the	 measures	 of	 government	 will	 often	 be	

expressed.	

What	is	the	monarch	to	do	if	these	unfavourable	opinions	are	in	

the	majority	?	Is	he	to	alter	his	course	?	Is	he	to	defer	to	the	majority	?	

If	so	

he	is	no	longer	a	despot,	but	a	constitutional	king	;	

a	permanent	&	immovable	organ	or	prime	minister	of	the	people.	If	not	

he	must	either	put	down	the	opposition	by	the	arm	of	power,	or	there	
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not	to	endure	the	more	odious	one.	

We	shall	find	that	the	ideally	best	form	of	government	is	that	in	

which	the	sovereignty,	or	supreme	controlling	power	in	the	last	resort,	

resides	

in	the	entire	aggregate	of	the	community,	&	in	which	every	individual	in	

it	has	not	only	a	voice	in	the	exercise	of	that	ultimate	sovereignty,	but	

is,	at	least	occasionally,	called	on	to	take	an	actual	part	in	the	

government,	 by	 the	 personal	 discharge	 of	 some	public	 function	 or	

functions.

To	test	this	proposition	it	must	be	examined	in	reference	to	the	

two	branches	into	which,	as	was	shown	in	the	last	chapter,	the	inquiring	

into	the	goodness	of	a	government	conveniently	divides	itself,	viz.	how	

far	

it	 promotes	 the	 good	management	 of	 the	 affairs	 of	 society	 in	 the	

existing	

states	 of	 the	 faculties,	moral,	 intellectual	&	 active	 of	 its	 various	

members	

&	what	is	its	effect	in	improving	or	deteriorating	that	state.	

It	will	be	remembered,	that	I	am	not	here	concerned	in	showing	

that	a	completely	popular	government	is	always	practicable	that	

which	will	either	secure	the	greatest	amount	of	benefit	consistent	

with	the	existing	state	of	the	general	mind,	or	will	tend	most	to	

the	improvement	of	that	state.	Neither	of	these	propositions	would	be	

universally	true.	What	I	maintain	is,	that	it	is	ideally	the	best	

that	 is	 to	 say,	 that	 in	 the	circumstances	suitable	 to	 it,	 (or	 in	other	

words	

when	it	fulfils	the	three	fundamental	conditions)	it	is	attended	with	

greater	amount	of	beneficial	consequences	of	both	kinds,	it	

is	more	favourable	to	present	good	government	
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&	promotes	a	better	&	higher	form	of	character	in	the	

community	which	partakes	of	it,	than	any	other	form	of	government	

whatever.

Its	superiority	in	regard	to	the	attainment	

of	 the	 greatest	 amount	 of	 present	wellbeing	 compatible	with	 the	

existing

B_014

［Left	side	of	page.	B	quire	013	verso.	In	pencil］

Examine	the	Bentham	doctrine	?

［Right	side	of	page.	B	quire	014	recto.］

mental	 condition	of	 the	community,	 rests	upon	 two	principles,	 of	 as	

universal

truth	&	 applicability	 as	 any	 propositions	which	 can	 be	 laid	 down	

respecting	

human	affairs.	The	first	is,	that	the	rights	&	interests	of	every	or	any	

person	

are	only	secure	from	being	overlooked,	when	the	person	interested	

is	himself	able,	&	habitually	disposed,	to	stand	up	for	them.	The	second	

is	

that	the	general	prosperity	attains	the	greatest	height,	&	is	 the	most	

widely	

diffused,	in	proportion	to	the	amount	&	variety	of	the	personal	energies	

which	

are	enlisted	in	the	promotion	of	it.		B

Putting	 these	 two	 propositions	 into	 a	 shape	more	 peculiarly	

appropriate	

to	our	present	subject	;	human	beings	are	only	secure	

（
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not	to	endure	the	more	odious	one.	

We	shall	find	that	the	ideally	best	form	of	government	is	that	in	

which	the	sovereignty,	or	supreme	controlling	power	in	the	last	resort,	

resides	

in	the	entire	aggregate	of	the	community,	&	in	which	every	individual	in	

it	has	not	only	a	voice	in	the	exercise	of	that	ultimate	sovereignty,	but	

is,	at	least	occasionally,	called	on	to	take	an	actual	part	in	the	

government,	 by	 the	 personal	 discharge	 of	 some	public	 function	 or	

functions.

To	test	this	proposition	it	must	be	examined	in	reference	to	the	

two	branches	into	which,	as	was	shown	in	the	last	chapter,	the	inquiring	

into	the	goodness	of	a	government	conveniently	divides	itself,	viz.	how	

far	

it	 promotes	 the	 good	management	 of	 the	 affairs	 of	 society	 in	 the	

existing	

states	 of	 the	 faculties,	moral,	 intellectual	&	 active	 of	 its	 various	

members	

&	what	is	its	effect	in	improving	or	deteriorating	that	state.	

It	will	be	remembered,	that	I	am	not	here	concerned	in	showing	

that	a	completely	popular	government	is	always	practicable	that	

which	will	either	secure	the	greatest	amount	of	benefit	consistent	

with	the	existing	state	of	the	general	mind,	or	will	tend	most	to	

the	improvement	of	that	state.	Neither	of	these	propositions	would	be	

universally	true.	What	I	maintain	is,	that	it	is	ideally	the	best	

that	 is	 to	 say,	 that	 in	 the	circumstances	suitable	 to	 it,	 (or	 in	other	

words	

when	it	fulfils	the	three	fundamental	conditions)	it	is	attended	with	

greater	amount	of	beneficial	consequences	of	both	kinds,	it	

is	more	favourable	to	present	good	government	
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against	evil	at	the	hands	of	others	in	proportion	as	they	have	the	

power	of	being,	&	are,	 self-	protecting	 ;	&	 they	only	achieve	a	high	

amount	

of	success	in	their	struggle	with	nature,	in	proportion	as	they	

are	self-dependent,	&	rely	on	what	they	themselves	can	do,	not	on	

what	others	do	for	them.

From	these	two	principles	it	arises	that	all	free	states,	whether	

great	or	small,	have	both	been	freer	from	social	injustice	

&	crime,	&	have	attained	far	more	brilliant	prosperity	

than	any	others,	or	than	themselves	after	they	have	lost	their	freedom.	

All	free	states,	provided	they	have	been	able	to	remain	free,	have	

been	both	better	governed	&	more	prosperous	than	the	contemporary	

subjects	of	monarchical	or	oligarchical	despotism.	

The	Greek	cities	compared	with	the	Persian	satrapies,	the	Italian	

republic	&	the	free	towns	of	Flanders	&	Germany	compared	with	

the	feudal	monarchies	of	Europe,	Switzerland,	Holland	&	England	

compared	with	Austria	or	ante-revolutionary	France,	are	cases	

too	 evident	 to	 require	 insisting	 on.	The	 superior	prosperity	 is	 too	

obvious	

to	have	ever	been	denied	;	the	superiority	in	government

B_015

&	social	condition	is	sufficiently	proved	by	the	prosperity,	&	is	manifest	

besides	 in	 every	page	of	 history.	 If	we	 compare,	 not	 one	 age	with	

another	

but	 the	governments	which	coexisted	 in	 the	same	age,	no	amount	of	

disorder	

&	insecurity	which	exaggeration	itself	can	maintain	to	have	existed	

in	the	publicity	of	the	free	states	of	former	ages	can	be	compared	for	a	
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moment	with	

the	odious	trampling	upon	the	mass	of	the	people	

which	pervaded	the	whole	life	of	the	monarchical	

states	or	with	the	terrible	&	disgusting	individual	tyranny	which	

was	of	daily	occurrence	under	their	fiscal	arrangements	&	in	the	

securing	of	their	frightful	courts	of	justice.

It	must	be	acknowledged	that	these	benefits	of	freedom,	so	far	

as	they	have	been	realized,	were	obtained	by	the	extension	of	the	

privileges	 of	 freedom	 to	 a	 part	 only	 of	 the	 community	 ;	&	 that	 a	

government	

in	which	they	are	extended	impartially	to	all,	is	a	desideratum	still	

unrealized.	But	though	every	approach	to	it	has	an	independent	

value,	&	in	many	cases	more	than	an	approach	could	not	in	

the	 existing	 state	 of	 general	 improvement,	 be	 made,	 yet	 the	

participation	

of	all	in	those	benefits	is	the	ideally	perfect	form	of	free	government.	

In	proportion	as	any	are	excluded	from	it,	the	interests	of	the	excluded	

are	without	the	degree	of	protection	accorded	to	the	rest	

&	they	themselves	have	less	scope	for,	&	less	encouragement	to	

that	individual	caution	for	the	benefit	of	themselves	&	of	the	community	

to	which	the	general	prosperity	is	always	proportioned.

Thus	stands	the	case	as	it	regards	present	well	being	:	the	good	

management	 of	 the	 affairs	 of	 the	 existing	 generation.	 If	we	 next	

consider	the	

influence	of	the	government	on	human	character,	we	shall	find	the	

superiority	of	popular	government	over	every	other	 to	be	still	more	

decided	

&	unquestionable.

In	considering	this	question	it	is	necessary	to	make	up	our	minds	

（
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against	evil	at	the	hands	of	others	in	proportion	as	they	have	the	

power	of	being,	&	are,	 self-	protecting	 ;	&	 they	only	achieve	a	high	

amount	

of	success	in	their	struggle	with	nature,	in	proportion	as	they	

are	self-dependent,	&	rely	on	what	they	themselves	can	do,	not	on	

what	others	do	for	them.

From	these	two	principles	it	arises	that	all	free	states,	whether	

great	or	small,	have	both	been	freer	from	social	injustice	

&	crime,	&	have	attained	far	more	brilliant	prosperity	

than	any	others,	or	than	themselves	after	they	have	lost	their	freedom.	

All	free	states,	provided	they	have	been	able	to	remain	free,	have	

been	both	better	governed	&	more	prosperous	than	the	contemporary	

subjects	of	monarchical	or	oligarchical	despotism.	

The	Greek	cities	compared	with	the	Persian	satrapies,	the	Italian	

republic	&	the	free	towns	of	Flanders	&	Germany	compared	with	

the	feudal	monarchies	of	Europe,	Switzerland,	Holland	&	England	

compared	with	Austria	or	ante-revolutionary	France,	are	cases	

too	 evident	 to	 require	 insisting	 on.	The	 superior	prosperity	 is	 too	

obvious	

to	have	ever	been	denied	;	the	superiority	in	government

B_015

&	social	condition	is	sufficiently	proved	by	the	prosperity,	&	is	manifest	

besides	 in	 every	page	of	 history.	 If	we	 compare,	 not	 one	 age	with	

another	

but	 the	governments	which	coexisted	 in	 the	same	age,	no	amount	of	

disorder	

&	insecurity	which	exaggeration	itself	can	maintain	to	have	existed	

in	the	publicity	of	the	free	states	of	former	ages	can	be	compared	for	a	
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which	of	two	common	types	of	character	is	that	which,	for	the	general	

B_016

good	of	humanity,	it	is	most	desirable	should	prevail	;	the	active,	or	the	

passive	type	;	that	which	struggles	against	evils,	or	that	which	endures	

them	;	

that	which	bends	to	circumstances,	or	that	which	endeavours	to	bend	

circumstances	to	itself.	

It	 is	 evident	 enough	 that	 neither	 of	 these	 types	 is	 separately	

perfect

:	 that	 the	characters	of	each	require	 to	be	more	or	 less	modified	by	

those	of	the	

other.	There	are	inevitable	evils	in	every	lot	;	&	there	are	avoidable,	&	

remediable	ones.	It	is	a	fault	to	be	impatient	under	the	former	;	&	it	

is	a	fault,	though	of	another	kind,	to	be	patient	under	the	latter.

The	 commonplaces	 of	moralists	&	 the	 general	 sympathies	 of	

mankind	

are	in	favour	of	the	passive	type.	

Energetic	characters,	may	be	admired	but	the	acquiescent	&	submissive	

are	those	which	

men	personally	prefer.	

The	passiveness	of	our	neighbours	seems	to	play	into	the	hands	

of	our	own	activity.	Passive	characters	are	less	of	an	

obstruction	in	our	own	way.	A	contented	character	is	not	a	formidable	

rival.	Yet	nothing	is	more	certain	than	that	improvement	

in	human	affairs	is	wholly	the	work	of	the	non-contented	

characters	;	&	moreover	that	it	is	much	easier	for	the	active	

mind	to	acquire	the	virtues	of	patience,	than	for	the	passive	one	to	

acquire	those	of	energy	
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Of	the	three	varieties	of	mental	excellence,	intellectual,	

active,	&	moral,	there	never	could	be	any	doubt	in	regard	

to	the	two	first	on	which	side	lay	the	preponderance［sic］.	Intellectual	

superiority	

of	all	kinds	 is	 the	 fruit	of	 the	active	exertion.	Enterprise,	 the	eager	

desire	to	

better	our	condition,	is	the	sauce	of	talent,	even	speculative	much	more	

practical.	The	intellectual	culture	which	goes	with	the	other	type,	is	of	

that	 feeble	&	vague	description	which	alone	 is	called	forth	 in	a	mind	

which

stops	at	amusement,	or	at	simple	contemplation.	There	is	no	test	of	real	

&	vigorous	thinking	of	that	which	ascertains	truths	instead	of	dreaming	

dreams	but	successful	application	to	practice	;	&	where	that	

purpose	does	not	exist	to	give	definiteness	&	precision	

to	thought,	it	produces	nothing	better	than	the	mystical	metaphysics	of

B_017

the	 Pythagoreans	 or	 the	 Veds［sic］.	With	 respect	 to	 practical	

improvement	the	case	

is	still	more	obvious.	The	character	which	improves	human	life	is	that	

which	struggles	with	natural	powers	&	tendencies,	not	that	which	gives	

way	

to	them.	The	self-benefitting	qualities	are	all	on	the	side	of	the	active	

&	

energetic	character	;	&	the	habits	&	conduct	which	promote	the	

advantage	of	each	individual	member	of	the	community,	are	

those	which	conduce	most	in	the	end	to	the	advancement	of	the	

community	as	a	whole.	

But	on	the	point	of	moral	preferability,	there	seems	at	first	sight	

（
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which	of	two	common	types	of	character	is	that	which,	for	the	general	

B_016

good	of	humanity,	it	is	most	desirable	should	prevail	;	the	active,	or	the	

passive	type	;	that	which	struggles	against	evils,	or	that	which	endures	

them	;	

that	which	bends	to	circumstances,	or	that	which	endeavours	to	bend	

circumstances	to	itself.	

It	 is	 evident	 enough	 that	 neither	 of	 these	 types	 is	 separately	

perfect

:	 that	 the	characters	of	each	require	 to	be	more	or	 less	modified	by	

those	of	the	

other.	There	are	inevitable	evils	in	every	lot	;	&	there	are	avoidable,	&	

remediable	ones.	It	is	a	fault	to	be	impatient	under	the	former	;	&	it	

is	a	fault,	though	of	another	kind,	to	be	patient	under	the	latter.

The	 commonplaces	 of	moralists	&	 the	 general	 sympathies	 of	

mankind	

are	in	favour	of	the	passive	type.	

Energetic	characters,	may	be	admired	but	the	acquiescent	&	submissive	

are	those	which	

men	personally	prefer.	

The	passiveness	of	our	neighbours	seems	to	play	into	the	hands	

of	our	own	activity.	Passive	characters	are	less	of	an	

obstruction	in	our	own	way.	A	contented	character	is	not	a	formidable	

rival.	Yet	nothing	is	more	certain	than	that	improvement	

in	human	affairs	is	wholly	the	work	of	the	non-contented	

characters	;	&	moreover	that	it	is	much	easier	for	the	active	

mind	to	acquire	the	virtues	of	patience,	than	for	the	passive	one	to	

acquire	those	of	energy	
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to	

be	 room	 for	doubt	 .	A	passive	 character,	which	yields	 to	obstacles	

instead	of	

striving	to	overcome	them,	may	not	indeed	be	very	useful	to	others,	no	

more	

than	 to	 itself,	 but	 it	might	 be	 expected	 to	 be	 at	 least	 inoffensive.	

Contentment	

is	traditionally	one	of	the	first	of	moral	virtues.	But	it	is	

entirely	an	error	to	suppose	that	contentment	is	the	natural	attendant	

on	passivity	of	character	:	&	unless	it	is,	all	the	moral	consequences	

are	mischievous.	Where	there	exists	a	desire	for	things	not	possessed	

the	mind	which	does	not	potentially	

possess	 them	by	means	of	 its	own	energies,	will	 look	with	hatred	&	

malice	

on	those	who	do.	It	is	the	person	who	is	bestirring	himself	with	hopeful	

prospects	to	gain	riches,	who	feels	good	will	towards	others	engaged	in	

or	who	have	succeeded	in	the	same	pursuit.	And	when	this	is	the	

common	case,	those	who	are	not	equally	successful	have	had	the	tone	

given	to	their	feelings	by	the	general	habit	of	the	country.	If	they	have	

not	bettered	their	condition	they	ascribe	it	to	their	not	having	tried,	or	

if	they	have	tried,	think	it	is	their	own	fault,	or	their	own	personal	

ill	lack.	But	among	a	people	who	desire	what	others	possess,	yet	do	not	

strive	for	it,	if	there	is	not	incessant	grumbling	that	

fortune	 does	 not	 do	 for	 them	what	 they	 do	 not	 attempt	 to	 do	 for	

themselves	

the	soil	is	at	least	most	productive	of	envy	&	malice	towards	those	who	

have	

what	they	have	not.	Accordingly	this	is	the	common	character	of	society	

in	a	passive	state	of	the	general	energies.	Just	in	proportion	as	success	
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in	life	habitually	attributed	to	fatality	or	accident	&	not	to	exertion,	in	

that

B_018

proportion	does	the	envious	character	prevail.	The	most	envious	of	all	

mankind	are	the	Asiatics.	In	all	Oriental	moralists,	in	

all	Oriental	tales,	the	envious	man	occupies	a	most	conspicuous	place	;

he	is	the	terror	of	all	who	possess	anything	desirable,	be	it	palace,	

a	handsome	child,	or	even	good	health	&	spirits	;	the	supposed	effect	of	

his

mere	 look	constitutes	 the	all	pervading	superstition	of	 the	evil	 eye.	

Next	to	the	

Orientals	 in	envious	disposition	came	 the	Southern	Europeans.	The	

Spaniards	

pursued	all	their	great	men	with	it,	embittered	their	lives,	&	generally	

succeeded	 in	putting	an	early	stop	to	 their	successes.	 In	 the	French,	

who	

are	essentially	a	southern	people,	the	double	education	of	despotism	&	

Catholicism	has,	in	spite	of	their	impulsive	temperament	

made	submission,	&	endurance	at	once	the	characteristic	of	

the	 people	&	 their	most	 received	 notion	 of	wisdom	&	excellence	 ;	

meanwhile	

envy	of	 one	 another,	&	of	 all	 superiority,	 though	not	 reaching	 the	

height	of	

Orientals	or	Spaniards,	 is	a	pervading	 feeling	 to	a	degree	which	 the	

self	helping	

&	 struggling	 Anglo-Saxons	 have	 no	 experience	 of.	 There	 are,	

undoubtedly	in	

all	countries,	contented	characters,	who	not	merely	do	not	seek,	
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to	

be	 room	 for	doubt	 .	A	passive	 character,	which	yields	 to	obstacles	

instead	of	

striving	to	overcome	them,	may	not	indeed	be	very	useful	to	others,	no	

more	

than	 to	 itself,	 but	 it	might	 be	 expected	 to	 be	 at	 least	 inoffensive.	

Contentment	

is	traditionally	one	of	the	first	of	moral	virtues.	But	it	is	

entirely	an	error	to	suppose	that	contentment	is	the	natural	attendant	

on	passivity	of	character	:	&	unless	it	is,	all	the	moral	consequences	

are	mischievous.	Where	there	exists	a	desire	for	things	not	possessed	

the	mind	which	does	not	potentially	

possess	 them	by	means	of	 its	own	energies,	will	 look	with	hatred	&	

malice	

on	those	who	do.	It	is	the	person	who	is	bestirring	himself	with	hopeful	

prospects	to	gain	riches,	who	feels	good	will	towards	others	engaged	in	

or	who	have	succeeded	in	the	same	pursuit.	And	when	this	is	the	

common	case,	those	who	are	not	equally	successful	have	had	the	tone	

given	to	their	feelings	by	the	general	habit	of	the	country.	If	they	have	

not	bettered	their	condition	they	ascribe	it	to	their	not	having	tried,	or	

if	they	have	tried,	think	it	is	their	own	fault,	or	their	own	personal	

ill	lack.	But	among	a	people	who	desire	what	others	possess,	yet	do	not	

strive	for	it,	if	there	is	not	incessant	grumbling	that	

fortune	 does	 not	 do	 for	 them	what	 they	 do	 not	 attempt	 to	 do	 for	

themselves	

the	soil	is	at	least	most	productive	of	envy	&	malice	towards	those	who	

have	

what	they	have	not.	Accordingly	this	is	the	common	character	of	society	

in	a	passive	state	of	the	general	energies.	Just	in	proportion	as	success	
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but	do	not	desire,	what	they	do	not	already	possess,	&	these	naturally	

do	not	feel	ill	will	towards	those	who	have	an	apparently	more	favoured	

lot.	But	

the	great	mass	of	apparent	contentment	 is	real	discontent,	 combined	

with	

indolence,	&	while	it	takes	no	legitimate	means	of	raising	itself,	

delights	 in	 bringing	 others	 down	 to	 its	 own	 level.	And	 if	we	 look	

narrowly	

even	at	the	cases	of	innocent	contentment,	we	shall	perceive	that	they	

only	 excite	 our	 admiration,	 when	 the	 indifference	 is	 solely	 to	

improvement	

in	external	circumstances,	&	is	combined	with	a	striving	for	perpetual	

advancement	in	spiritual	worth,	or	with	a	disinterested	zeal	to	benefit	

others.	

The	contented	man,	or	the	contented	family,	who	have	no	ambition	

to	make	 any	 one	 else	 happier,	 or	 to	 improve	 themselves	 in	moral	

excellence	

excites	in	us	no	admiration.	We	rightly	consider	this	sort	of	

contentment	as	mere	unmanliness	&	want	of	spirit.	The	content	which	

we	admire	is	either	the	ability	to	do	cheerfully	without	what	

cannot	be	had,	or	 the	 just	appreciation	of	 the	comparative	value	of	

different

B_019

［Left	side	of	page.	B	quire	018	verso.］

(a)	Nothing	can	be	more	remarkable	to	those	who	live	in	France,	after	

having	

lived	 in	England,	 than	 the	 passive	 endurance	 of	 the	French	under	

avoidable	only.	
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If	an	English	railway	train	stops,	or	lingers	on	the	road,	scores	of	the	

passengers	require	

to	know	the	reason	why	;	&	if	the	reason	is	not	satisfactory,	the	next	

day	some	

one	or	more	of	them	unto	to	the	Times.	

The	French,	though	a	naturally	more	impatient	people,	never	

seem	to	concern	themselves	about	the	matter.	And	this	difference	runs	

through	

most	of	the	concerns	of	life.	

［Right	side	of	page.	B	quire	019	recto.］	

objects	of	desire,	&	the	willingness	to	dispense	with	the	less	in	order	

to	pursue	

the	greater.	Now	there	are	excellencies	most	natural	to	the	character	

in	proportion	

as	it	is	actively	engaged	in	endeavouring	to	improve	its	lot.	He	who	is	

constantly	

measuring	 his	 activity	 against	 difficulties,	 learns	 what	 are	 the	

difficulties	

insuperable	to	him,	&	what	those,	the	overcoming	of	which	is	not	worth	

the	

effort.	He	whose	thoughts	&	activities	are	all	needed	for,	&	

habitually	employed	in,	practicable	&	useful	enterprises,	is	the	person	

of	all	

others	least	likely	to	let	his	mind	dwell	with	habitual	discontent	upon	

things	not	worth	obtaining,	or	not	worth	his	attaining.	Thus	the	active	

self	helping	character	is	not	only	the	best	in	itself,	but	it	is	the	surest	

mode	 of	 requiring	 all	 that	 is	 really	 desirable	 or	 excellent	 in	 the	

opposite	

（
一
三
六
〇
）

181

ジ
ョ
ン
・
ス
テ
ュ
ア
ー
ト
・
ミ
ル
『
代
議
制
統
治
論
』
自
筆
草
稿
（
川
又
・
吉
野
・
荒
井
・
ロ
ッ
ク
リ
ー
）

九
一

but	do	not	desire,	what	they	do	not	already	possess,	&	these	naturally	

do	not	feel	ill	will	towards	those	who	have	an	apparently	more	favoured	

lot.	But	

the	great	mass	of	apparent	contentment	 is	real	discontent,	 combined	

with	

indolence,	&	while	it	takes	no	legitimate	means	of	raising	itself,	

delights	 in	 bringing	 others	 down	 to	 its	 own	 level.	And	 if	we	 look	

narrowly	

even	at	the	cases	of	innocent	contentment,	we	shall	perceive	that	they	

only	 excite	 our	 admiration,	 when	 the	 indifference	 is	 solely	 to	

improvement	

in	external	circumstances,	&	is	combined	with	a	striving	for	perpetual	

advancement	in	spiritual	worth,	or	with	a	disinterested	zeal	to	benefit	

others.	

The	contented	man,	or	the	contented	family,	who	have	no	ambition	

to	make	 any	 one	 else	 happier,	 or	 to	 improve	 themselves	 in	moral	

excellence	

excites	in	us	no	admiration.	We	rightly	consider	this	sort	of	

contentment	as	mere	unmanliness	&	want	of	spirit.	The	content	which	

we	admire	is	either	the	ability	to	do	cheerfully	without	what	

cannot	be	had,	or	 the	 just	appreciation	of	 the	comparative	value	of	

different

B_019

［Left	side	of	page.	B	quire	018	verso.］

(a)	Nothing	can	be	more	remarkable	to	those	who	live	in	France,	after	

having	

lived	 in	England,	 than	 the	 passive	 endurance	 of	 the	French	under	

avoidable	only.	
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type.

The	striving,	go-ahead	character	of	England	&	the	United	States	

is	only	a	

subject	of	disapproving	criticism	on	account	of	the	very	

secondary	objects	on	which	it	commonly	expends	its	

energies.	 In	 itself	 it	 is	 the	 foundation	 of	 all	 hope	 for	 the	 general	

improvement	

of	mankind.	It	has	been	remarked	that	whenever	anything	goes	

amiss,	the	impulse	of	French	people	is	to	say,	Il	faut	de	la	patience	;	

&	of	English	people.	What	a	shame.	The	people	who	think	it	a	shame	

when	anything	goes	wrong	-	who	rush	 to	 the	conclusion	 that	 the	evil	

could	

have	been	&	ought	to	have	been	prevented,	are	those	who	 in	the	 long	

run	

do	most	to	make	the	world	better（a）.		If	the	desires	are	low	placed,	if	

they	

extend	 to	 little	beyond	physical	 comfort,	&	 the	 show	of	 riches,	 the	

results	

of	the	energy	will	be	little	more	than	the	continual	extension	of	man’s	

power	over	nature	;	but	this	in	itself	is	making	room	&	preparing	the	

mechanical	appliances	for	the	highest	intellectual	&	social	achievements	

&	while	the	energy	is	there,	it	is	sure	to	be	applied	by	some,	&	there	

are	always	

hopes	that	it	may	be	applied	largely	&	effectively,	to	the	perfecting	not	

merely	of	man’s	outward	conveniences	but	of	his	inward	nature.	

Inactivity,	unaspiringness,	absence	of	desire,	is	a	far	

more	fatal	hindrance	to	human	improvement	than	any	misdirection	of

（
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the	activities	;	&	it	is	that	which	keeps	back,	in	a	savage	or	semi	savage	

state,	 all	 that	 vast	majority	 of	 the	 human	 race	who	 have	 not	 yet	

emerged	

from	such	a	condition.

Now	 there	 can	 be	 no	 doubt	whatever	 that	 the	 passive	 type	 of	

character	

is	the	one	principally	favoured	by	the	government	of	one	or	of	a	few	&	

the	active	self	helping	type	by	that	of	the	Many.	Submissiveness	

to	the	prescriptions	of	men	as	if	they	were	necessities	of	nature,	is	the	

lesson	

practically	 inculcated	by	all	governments	upon	 those	who	are	wholly	

without	

participation	in	them.	The	law,	or	the	will	of	superiors	must	be	

passively	yielded	to.	It	is	otherwise	when	a	human	being	

feels	under	no	insuperable	external	restraint	but	that	

of	the	necessities	of	nature,	or	mandates	of	society	which	he	has	his	

share	in	imposing	&	which	it	is	open	to	him,	if	he	thinks	them	wrong	

to	make	a	public	manifestation	of	his	dissent	from,	&	exert	himself	

actively	to	get	altered.	No	doubt,	under	a	government	partially	popular,	

this	freedom	may	be	exercised	even	by	those	who	are	not	partakers,	in	

the	full	

privileges	of	citizenship.	But	it	is	a	great	additional	stimulus	to	any	one	

feelings	

of	self	help	&	self	reliance	when	he	starts	from	an	even	ground	

&	has	not	to	feel	that	his	success	depends	upon	the	impression	he	

can	make	upon	the	sentiments	&	dispositions	of	a	body	of	whom	he	is	

not	one.	The	maximum	of	the	invigorating	effect	of	freedom	upon	the	

character	is	only	obtained	when	the	person	acted	on	either	is	or	has	it	

（
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The	striving,	go-ahead	character	of	England	&	the	United	States	

is	only	a	

subject	of	disapproving	criticism	on	account	of	the	very	

secondary	objects	on	which	it	commonly	expends	its	

energies.	 In	 itself	 it	 is	 the	 foundation	 of	 all	 hope	 for	 the	 general	

improvement	

of	mankind.	It	has	been	remarked	that	whenever	anything	goes	

amiss,	the	impulse	of	French	people	is	to	say,	Il	faut	de	la	patience	;	

&	of	English	people.	What	a	shame.	The	people	who	think	it	a	shame	

when	anything	goes	wrong	-	who	rush	 to	 the	conclusion	 that	 the	evil	

could	

have	been	&	ought	to	have	been	prevented,	are	those	who	 in	the	 long	

run	

do	most	to	make	the	world	better（a）.		If	the	desires	are	low	placed,	if	

they	

extend	 to	 little	beyond	physical	 comfort,	&	 the	 show	of	 riches,	 the	

results	

of	the	energy	will	be	little	more	than	the	continual	extension	of	man’s	

power	over	nature	;	but	this	in	itself	is	making	room	&	preparing	the	

mechanical	appliances	for	the	highest	intellectual	&	social	achievements	

&	while	the	energy	is	there,	it	is	sure	to	be	applied	by	some,	&	there	

are	always	

hopes	that	it	may	be	applied	largely	&	effectively,	to	the	perfecting	not	

merely	of	man’s	outward	conveniences	but	of	his	inward	nature.	

Inactivity,	unaspiringness,	absence	of	desire,	is	a	far	

more	fatal	hindrance	to	human	improvement	than	any	misdirection	of
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in	his	

power	to	become,	a	citizen	as	fully	privileged	as	any	other.	But	

what	is	still	more	important	than	this	matter	of	feeling,	is	the	practical	

discipline	which	 the	whole	 character	 obtains	 from	 the	 occasional	

demand	

made	upon	the	citizens	to	exercise	for	a	time	&	in	their	turn	some	

public	function.	Notwithstanding	the	great	defects	of	the	social	system	

&	

moral	ideas	of	antiquity,	the	practice	of	the	dicastery	&	the	

ecclesia	raised	the	intellectual	standard	of	an	average	Athenian	

citizen	for	beyond	anything	yet	experienced	in	any	mass	of	men	

ancient	or	modern.	Among	innumerable	proofs,	manifest	in	every	

B_021

page	of	our	great	historian	of	Greece,	 it	 is	sufficient	 to	observe	the	

high	quality	of	

the	 addresses	which	 their	 great	 orators	deemed	best	 calculated	 to	

influence	

their	understanding	&	their	will.	The	same	benefit,	 though	 is	a	much	

less	

degree,	is	produced	on	English	citizens	of	the	lower	middle	class	by	the	

liability	to	serve	on	 juries	&	to	serve	parish	offices	 ;	which	though	it	

does	

not	occur	to	so	many	nor	is	so	continuous	as	to	approach	to	the	

public	education	which	every	citizen	of	Athens	obtained	from	his	

democratic	institutions,	must	have	a	sensible	effect	in	developing	

the	intelligence	&	extending	the	range	of	ideas.	More	than	all,	the	

participation	of	the	private	citizen,	if	even	rarely,	in	public	functions,	

is	one	of	the	most	salutary	kinds	of	moral	institution.	
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Where	 it	does	not	exist,	 there	 is	no	 feeling	whatever	 that	a	private	

family	

in	no	eminent	social	situation,	over	any	duties	to	society,	except	

to	obey	the	laws,	&	submit	to	the	government.	There	is	no	unselfish	

sentiment	of	 identification	with	 the	public.	All	 the	 thoughts,	all	 the	

feelings	

of	interest	&	of	duty	are	absorbed	in	the	individual	&	in	the	family.	

There	is	not	a	thought	of	any	collective	interest,	of	any	objects	to	

be	pursued	jointly	with,	but	only	at	the	expense	of,	&	in	competition	

with	others.	A	neighbour	is	not	an	ally,	or	an	associate,	however	

he	is	never	engaged	in	any	common	undertaking	for	the	good	of	both	;	

he	

is	therefore	only	a	rival.	Thus	private	morality	suffers	while	public	

is	actually	extinct.	Were	this	the	only	possible	state	of	things,	the	

utmost	aspirations	of	the	lawgiver	or	the	moralist	could	only	reach	

to	rendering	the	bulk	of	the	community	harmless	;	making	then	a	

flock	of	sheep,	innocently	nibbling	the	grass	side	by	side,	&	not	wolves	

merging	upon	one	another.

From	these	accumulated	considerations	it	is	evident	that	the	only	

government	which	can	fully	satisfy	all	the	exigencies	of	the	social	

state,	is	government	in	which	the	whole	people	participate	;	&	since	

they	cannot	in	any	community	exceeding	a	single	small	town,	participate

B_022

personally	in	any	but	some	very	minor	portions	of	the	public	business,	

it	

follows	that	the	ideal	type	of	good	government	must	be	representative.
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power	to	become,	a	citizen	as	fully	privileged	as	any	other.	But	

what	is	still	more	important	than	this	matter	of	feeling,	is	the	practical	

discipline	which	 the	whole	 character	 obtains	 from	 the	 occasional	

demand	
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public	function.	Notwithstanding	the	great	defects	of	the	social	system	
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ecclesia	raised	the	intellectual	standard	of	an	average	Athenian	

citizen	for	beyond	anything	yet	experienced	in	any	mass	of	men	

ancient	or	modern.	Among	innumerable	proofs,	manifest	in	every	
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page	of	our	great	historian	of	Greece,	 it	 is	sufficient	 to	observe	the	

high	quality	of	

the	 addresses	which	 their	 great	 orators	deemed	best	 calculated	 to	

influence	

their	understanding	&	their	will.	The	same	benefit,	 though	 is	a	much	

less	

degree,	is	produced	on	English	citizens	of	the	lower	middle	class	by	the	

liability	to	serve	on	 juries	&	to	serve	parish	offices	 ;	which	though	it	

does	

not	occur	to	so	many	nor	is	so	continuous	as	to	approach	to	the	

public	education	which	every	citizen	of	Athens	obtained	from	his	

democratic	institutions,	must	have	a	sensible	effect	in	developing	

the	intelligence	&	extending	the	range	of	ideas.	More	than	all,	the	

participation	of	the	private	citizen,	if	even	rarely,	in	public	functions,	
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第 4次産業革命時代における
ソーシャル・キャピタルの意義

─機械への信頼の醸成─

朴　　　珎　怜

目次

1 　はじめに

2 　第 4 次産業革命の時代

　 2．1　技術革新による社会の変貌

　 2．2　所有から共有へ

3 　ゲーム理論によるソーシャル・キャピタルの測定─信頼と規範─

　 3．1　公共財ゲーム

　 3．2　信頼ゲーム

　 3．3　AI に対する信頼ゲームの実験結果

4 　考察─人間と AI との関係─

5 　まとめ

キーワード

ソーシャル・キャピタル、信頼、規範、人間、AI、機械、信頼ゲーム、ゲーム理論

1　はじめに

本研究では、信頼ゲーム実験から得られた結果に基づき、第 4 次産

業革命時代におけるソーシャル・キャピタルの意義、中でもソーシャ

ル・キャピタルの構成要素である信頼と規範に注目し、信頼ゲームの

実験結果を踏まえ、第 4 次産業革命時代にソーシャル・キャピタルが

研究ノート

（
一
四
二
〇
）

121

ソ
ー
シ
ャ
ル
キ
ャ
ピ
タ
ル
の
客
観
的
計
測

　時
間
を
用
い
た
計
測
方
法
の
検
討
（
須
田
）

一
五
一

選択肢リスト

どこで 誰と 何人で 何を（そのための移動時間含む）

同上 なし 自分一人で 睡眠
自宅で 家族・配偶者と 二人で 食事
知人・親戚等の家で 親戚・血縁者などと 三人から十人で 入浴
職場・仕事現場で 職場（学校）の人と 十人以上で 休養
学校で 得意先・仕事相手と
移動中 店員・交渉相手等と 同上 身の回りのケア（整髪・化粧等トイレ等含む）
近所で 知人・友人・仲間と 家事（炊事洗濯掃除等家内の仕事）
旅行先で 恋人と（好きな人と） 家事（日用品の買物等外でするもの）
その他の場所で ご近所の人と その他の家事（育児介護含む）

知らない他人と 医療機関の受診
その他の人と 会話等のコミュニケーション
同上 スキンシップ等のコミュニケーション

通勤・通学
仕事（仕事中の移動含む）
勉強・学習・訓練等
相談・交渉事
手紙を書く・送る。
ボランティア活動
地域活動（自治会・町会等）
冠婚葬祭
おしゃべり・情報交換
その他の社会活動（NPO等）
旅行・遠足・ハイキング等
ショッピング（娯楽としての）
散歩・散策
ドライブ・バイクツーリング等
テレビ・ラジオ等の視聴
新聞雑誌書籍等の読書
ネット閲覧・購読
ネット動画ラジオ等の視聴
ネットショッピング・支払い等
ﾈｯﾄでのコミュニケーション（メール・チャット・オンラインゲーム・SNS等）
観劇・映画・音楽鑑賞
その他の娯楽・趣味・スポーツ

同上

（
一
四
二
一
）
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どのような役割を果たすのかを考察する。

IoT や AI、ロボット技術の発達により従来の「所有する社会から共

有する社会へ」時代が変化している。これら技術により、モノの共有

はもちろん場や知識を共有することが容易になり、生活や作業効率が

さらに向上されている。また、個人は手軽に、そして匿名でこれら技

術を利用できるので、利便性が高い。その反面、相手が特定できない

状態で、これら技術を利用するため、デマ流しや誹謗中傷、盗撮、共

有物の破損などの被害が出やすいなどの負の側面をも持つ。これら先

端技術を利用した社会システムが本来の目的に即して機能するために

は、負の側面を補うものとして、信頼が担保されなければならない。

そこで必要とされるのがソーシャル・キャピタルである。

ソーシャル・キャピタルは、信頼、規範（互酬性の規範）、ネットワー

クで構成される。ある集団ないし社会において個人と個人の信頼の下

で、モノや場、時間を共有し、お互い助け合う。人を助ければ、いず

れ自分も助けてもらえるという信頼があるからこそ、助ける行動に出

るし、また、助けてもらった互酬として、相手を助けてあげるという

助け合いが成立する。経済学においては、個人は合理的選択をすると

される。そのため人を助けてあげれば、助けてもらえるという信頼が

なければ、助ける行動には出ない。この信頼を維持させるものとして

規範がある。

ある集団ないし社会における社会規範は、共同体の社会システムが

うまく機能するために守らなければならない。法律のような規範は強

制力を持つため守られるが、社会規範は強制力を持たない。そのため、

経済学では便益だけを享受するフリー・ライダーが生じ、社会的ジレ

ンマ（囚人のジレンマ）に陥ると指摘する。一方で、協力規範が機能す

るため、効率性が損なわれることなく、共同体の社会システムが機能

するという実証研究もある（ 1 ）。

本研究では、第 4 次産業革命の時代におけるソーシャル・キャピタ

ルの意義について考察を行う。まずは、第 4 次産業革命時代の社会を

（
一
四
一
九
）
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展望する。次にゲーム理論を用いた信頼と規範に関する先行研究を概観

し、第 4 次産業革命時代のソーシャル・キャピタルのあり方を展望する。

2　第 4 次産業革命の時代

２．１　技術革新による社会の変貌

第 4 次産業革命時代（ 2 ）には、IoT 技術で収集されたビッグデータが

AI（artificial	 intelligence：人工知能、以下 AI）により分析され、これら分

析情報はロボットや電子機器等、高度な技術力を持つ機械を介在して

利用できる。

日本内閣府は「Society	5.0」を提唱しており、第 4 次産業革命によ

る未来社会を展望している。これは国連が提唱する「持続可能な開発

目標（Sustainable	Development	Goals:	SDGs）」をも達成できるものとして

いる。内閣府（ 3 ）によれば、これまでの情報社会、つまり人がクラウド

にアクセスし、情報を入手・分析する社会を Society	4.0 と定義してい

る。さらに Society	5.0 では、AI の登場による技術革新が注目されて

いる。AI はビッグデータを用いて分析することで高付加価値な情報を

提供する。そして、AI はこれら情報に基づき、ロボットや電子機器等

の機械に指示を行う。Society	5.0 では、AI による技術革新により、あ

らゆる産業における諸問題が解決され、生活の質が向上され、快適な

生活が営為できる。具体的事例として、まず交通手段では、ビッグ

データを用いた AI の解析情報が自動運転自動車のセンサーに送られ、

渋滞を回避でき、事故を防ぐことができる。そして、カーシェアや公

共交通を自由に乗り換えできるため、交通の利便性が向上する。また、

医療・介護の分野では、自動健康診断による生理・医療データの共有

で、病気の早期発見と治療、ロボットを利用した介護支援が受けられ

る。農業では、生育に合わせた天候予報やトレンドなど市場情報が提

供される。また、農作業が自動化され、超省力・高生産が実現される。

防災では、それぞれの個人にあった情報が発信されることで、安全に

（
一
四
一
八
）
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どのような役割を果たすのかを考察する。

IoT や AI、ロボット技術の発達により従来の「所有する社会から共

有する社会へ」時代が変化している。これら技術により、モノの共有

はもちろん場や知識を共有することが容易になり、生活や作業効率が

さらに向上されている。また、個人は手軽に、そして匿名でこれら技

術を利用できるので、利便性が高い。その反面、相手が特定できない

状態で、これら技術を利用するため、デマ流しや誹謗中傷、盗撮、共

有物の破損などの被害が出やすいなどの負の側面をも持つ。これら先

端技術を利用した社会システムが本来の目的に即して機能するために

は、負の側面を補うものとして、信頼が担保されなければならない。

そこで必要とされるのがソーシャル・キャピタルである。

ソーシャル・キャピタルは、信頼、規範（互酬性の規範）、ネットワー

クで構成される。ある集団ないし社会において個人と個人の信頼の下

で、モノや場、時間を共有し、お互い助け合う。人を助ければ、いず

れ自分も助けてもらえるという信頼があるからこそ、助ける行動に出

るし、また、助けてもらった互酬として、相手を助けてあげるという

助け合いが成立する。経済学においては、個人は合理的選択をすると

される。そのため人を助けてあげれば、助けてもらえるという信頼が

なければ、助ける行動には出ない。この信頼を維持させるものとして

規範がある。

ある集団ないし社会における社会規範は、共同体の社会システムが

うまく機能するために守らなければならない。法律のような規範は強

制力を持つため守られるが、社会規範は強制力を持たない。そのため、

経済学では便益だけを享受するフリー・ライダーが生じ、社会的ジレ

ンマ（囚人のジレンマ）に陥ると指摘する。一方で、協力規範が機能す

るため、効率性が損なわれることなく、共同体の社会システムが機能

するという実証研究もある（ 1 ）。

本研究では、第 4 次産業革命の時代におけるソーシャル・キャピタ

ルの意義について考察を行う。まずは、第 4 次産業革命時代の社会を

（
一
四
一
九
）
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避難でき、また迅速かつ適切な救助や支援物資の搬送が行える。その

他にもエネルギーやものづくり、食品関連分野においてもこれら先端

技術が活用され、リスクの回避、コスト削減などにつながる。AI 技術

の利用により持続的な経済発展が実現でき、諸問題が解決され、社会

便益が向上される。

一方で、第 4 次産業革命技術は負の側面に関する懸念もある。米国

映画「ターミネーター」でみるようにロボット（機械）が人間を征服す

るまででなくても、人間社会が機械のコントロール下におかれること

はあり得る。個人情報漏洩などのセキュリティー問題や、SNS などを

通して人間関係の範囲が拡張する反面、関係性は弱くなることに問題

があるという指摘もある。ビッグデータを用いた AI による高度な分析

情報は、ロボットや電子機器（機械）を通して利用できるが、これら技

術に頼りすぎると、いざ問題が発生した際に対応できなくなる恐れが

ある。2011 年東日本大震災の時には、実際に携帯電話の基地局が津波

により電源を損失したため、携帯電話などのモバイル電子機器が利用

できなくなり、情報入手や安否確認の連絡ができなくなった実例があ

る。第 4 次産業革命時代における固有のリスクを把握し、備えること

が肝要である。

２．２　所有から共有へ

産業革命以降は、大量生産が進み、モノを所有し、大量消費する時

代であった。第 4 次産業革命により、これからは「所有から共有」の

時代に変わりつつある。代表的な共有事例としては、ウーバー（Uber）

による自動車やヘリコプターのような乗り物、エアビーアンドビー

（Airbnb）による住まいの共有などがある。また、サイバー空間におけ

る共有は進んでおり、2000 年代初頭にはサイバー空間で誰もが場所や

時間を拘束されることなく自由に OS 開発に参加し、協力してリナッ

クス（Linux）を開発した事例は有名である。OS だけでなく、ウィキペ

ディア（Wikipedia）のような知識共有サイトでは、自由に情報を書き込

（
一
四
一
七
）
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み、情報や知識を共有する場がある。このような技術発展にともなう

共有と協力はさらに広がりつつある。

これまで地域社会において、共有と協力は、顔見知りと直接的に、

または人を介して間接的に（顔見知り、あるいは顔見知りではない人と）行

われてきた。農業や漁業などの第 1 次産業を中心とした暮らしでは、

地域社会で用水路や灌漑施設、牧草地などを共有し、農作業や魚とり

などの作業は協力が必要であった。そして、地域社会における諸問題

は構成員たちによる助け合いで解決しており、ソーシャル・キャピタ

ルの意義はとりわけ重要であった。

第 4 次産業革命時代においては、電子機器（機械）を介在して、知ら

ない人と間接的に共有と協力を行う。乗り物の共有や場所の貸し借り

は、電子機器（機械）を介在して仲介業者を通して行う。サービスを提

供する個人とサービスを享受する個人は、仲介業者側に登録された個

人情報や利用履歴による信用度に基づいて、取引をする。また、知識

や情報の共有も電子機器を介在してサイバー空間にて、自由にやりと

りする。

これまでの「地域社会」と、第 4 次産業革命以降の「サイバー空間」

での、共有と協力の大きな違いは、顔見知りと直接的にやりとりをす

る対面式か、あるいは電子機器（機械）を介在して顔の知らない誰か

（あるいは顔見知り）と間接的にやりとりをする非対面式かにある。

いずれにしてもこのような共有と協力の前提条件として、ソーシャル・

キャピタルを構成する信頼、規範（互酬性の規範）、ネットワークがある。

3　	ゲーム理論によるソーシャル・キャピタルの測定	
─信頼と規範─

ソーシャル・キャピタルの構成要素である信頼や規範（互酬性の規範）

について、ゲーム理論を用いた実験による研究が進んでいる。信頼を

計測する実験としては、Joyce	Berg らによる信頼ゲーム実験があり、

（
一
四
一
六
）
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避難でき、また迅速かつ適切な救助や支援物資の搬送が行える。その

他にもエネルギーやものづくり、食品関連分野においてもこれら先端

技術が活用され、リスクの回避、コスト削減などにつながる。AI 技術

の利用により持続的な経済発展が実現でき、諸問題が解決され、社会

便益が向上される。

一方で、第 4 次産業革命技術は負の側面に関する懸念もある。米国

映画「ターミネーター」でみるようにロボット（機械）が人間を征服す

るまででなくても、人間社会が機械のコントロール下におかれること

はあり得る。個人情報漏洩などのセキュリティー問題や、SNS などを

通して人間関係の範囲が拡張する反面、関係性は弱くなることに問題

があるという指摘もある。ビッグデータを用いた AI による高度な分析

情報は、ロボットや電子機器（機械）を通して利用できるが、これら技

術に頼りすぎると、いざ問題が発生した際に対応できなくなる恐れが

ある。2011 年東日本大震災の時には、実際に携帯電話の基地局が津波

により電源を損失したため、携帯電話などのモバイル電子機器が利用

できなくなり、情報入手や安否確認の連絡ができなくなった実例があ

る。第 4 次産業革命時代における固有のリスクを把握し、備えること

が肝要である。

２．２　所有から共有へ

産業革命以降は、大量生産が進み、モノを所有し、大量消費する時

代であった。第 4 次産業革命により、これからは「所有から共有」の

時代に変わりつつある。代表的な共有事例としては、ウーバー（Uber）

による自動車やヘリコプターのような乗り物、エアビーアンドビー

（Airbnb）による住まいの共有などがある。また、サイバー空間におけ

る共有は進んでおり、2000 年代初頭にはサイバー空間で誰もが場所や

時間を拘束されることなく自由に OS 開発に参加し、協力してリナッ

クス（Linux）を開発した事例は有名である。OS だけでなく、ウィキペ

ディア（Wikipedia）のような知識共有サイトでは、自由に情報を書き込

（
一
四
一
七
）
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協力すれば信頼が得られることを実験から明らかにした（ 4 ）。また、信

頼と規範を測定する実験として、Elinor	Ostrom らや Ernst	Fehr らに

よる公共財ゲーム実験がある。Ostrom は、社会的ジレンマ（囚人のジ

レンマ）問題を解決できるとして、協力規範の存在を主張した（ 5 ）。

Fehr らは、処罰により、信頼が保たれることを実験から明らかにした。

Berg らが行った信頼ゲームの実験では、預ける金額で信頼度を、返す

金額で互酬（互酬性の規範）を測定している。

３．１　公共財ゲーム

経済学においては、信頼と規範に関してゲーム理論を用いて明らか

にする研究が進んでいる。公共財ゲームは、複数人のプレーヤーが一

つのグループになり、繰り返しゲームを行う。実験者は被験者のプ

レーヤー全員に同額のカネを渡す。プレーヤーは自己保有額から公共

プールにいくらか自由に寄付できる。寄付金の金額は倍になり、プ

レーヤー全員の人数分に分けて再分配される。つまり、全員全額を寄

付することが最適である。しかし、個々のプレーヤーの合理的選択は、

0 円を公共プールに寄付することであり、全員がこのような合理的選択

をすれば、囚人のジレンマ・ゲームになる。合理的プレーヤーは、自

分以外のプレーヤー全員が全額を寄付し、自分だけが 0 円を寄付する

ことで、利得の最大化が得られる。こうした場合には、フリー・ライ

ダー問題が生じる。

このような囚人のジレンマ（社会的ジレンマ）やフリー・ライダー問

題を解決するには、処罰が有効であることを証明した研究がある。

Fehr らは、公共財ゲームのプレイで、処罰付与を導入することによっ

て協力率が大きく上昇したことを明らかにした。処罰を与えるために

は処罰者自身にもコストがかかるが、ゲームに参加する当事者のみな

らず、ゲームに参加せず観察のみを行う観察者においても処罰行動が

みられたという（ 6 ）。

一方で、囚人のジレンマやフリー・ライダーを排除するために、報

（
一
四
一
五
）
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酬が処罰以上に公共の場において協力を維持することに効果的である

との研究がある（Rand	 ,	et	al.	2009）。処罰を与えた場合では平均の寄付

額が減少したが、報酬を与えた場合には処罰を与えた時より協力維持

に有効であったという。寄付を維持するために必要なのは、処罰その

ものではなく、相互作用の可能性（the	possibility	of	targeted	 interacting）

であると説明する。

グループの利得最大化を達成するために、プレーヤー全員が全額を

寄付し、グループ全員に平等な利得が再分配されるように意図的に協

力行動を行う場合がある。Ostromは、社会的ジレンマ（囚人のジレンマ）

問題を解決できるとして、協力規範の存在を主張した。ゲーム理論の

公共財ゲームを用い、世界の灌漑施設の事例を取り上げ、社会的ジレ

ンマに陥ることなく、協力規範に基づいて上手に運用されることを証

明している。Ostrom（2005）は、共有された戦略（shared	strategies）、

規範（norm）を区別する。共有された戦略は合理的選択であり、規範は、

適切・義務であると説明する。

これらはグループ内のプレーヤー間、すなわち所属する集団や社会

の構成員間で信頼を維持させるためには、処罰や報酬が機能している

ことが重要であることを如実に示している。

３．２　信頼ゲーム　

ゲーム理論を用いた信頼に関する研究がある。プレーヤーがペアと

なり、繰り返しゲームを行う。まず、実験者は被験者のプレーヤー A

に金額 w（例えば $10）を渡す。プレーヤー A は x1 をプレーヤー B に

預ける。その際に、プレーヤー B は 3 倍になる金額 3 × x1 を受け取る

ことになる。プレーヤー A には w－x1 が残る。次に、プレーヤー B は、

3 × x1 から x2 をプレーヤー A に返す。最終的に、プレーヤー A は、

w－x1 ＋ x2 を受け取り、プレーヤー B は、3 × x1－x2 を受け取るこ

とになる。ここで、プレーヤー A が預けた金額はプレーヤー B に対す

る「信頼」であり、プレーヤー B が返した金額はプレーヤー A に対す

（
一
四
一
四
）
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協力すれば信頼が得られることを実験から明らかにした（ 4 ）。また、信

頼と規範を測定する実験として、Elinor	Ostrom らや Ernst	Fehr らに

よる公共財ゲーム実験がある。Ostrom は、社会的ジレンマ（囚人のジ

レンマ）問題を解決できるとして、協力規範の存在を主張した（ 5 ）。

Fehr らは、処罰により、信頼が保たれることを実験から明らかにした。

Berg らが行った信頼ゲームの実験では、預ける金額で信頼度を、返す

金額で互酬（互酬性の規範）を測定している。

３．１　公共財ゲーム

経済学においては、信頼と規範に関してゲーム理論を用いて明らか

にする研究が進んでいる。公共財ゲームは、複数人のプレーヤーが一

つのグループになり、繰り返しゲームを行う。実験者は被験者のプ

レーヤー全員に同額のカネを渡す。プレーヤーは自己保有額から公共

プールにいくらか自由に寄付できる。寄付金の金額は倍になり、プ

レーヤー全員の人数分に分けて再分配される。つまり、全員全額を寄

付することが最適である。しかし、個々のプレーヤーの合理的選択は、

0 円を公共プールに寄付することであり、全員がこのような合理的選択

をすれば、囚人のジレンマ・ゲームになる。合理的プレーヤーは、自

分以外のプレーヤー全員が全額を寄付し、自分だけが 0 円を寄付する

ことで、利得の最大化が得られる。こうした場合には、フリー・ライ

ダー問題が生じる。

このような囚人のジレンマ（社会的ジレンマ）やフリー・ライダー問

題を解決するには、処罰が有効であることを証明した研究がある。

Fehr らは、公共財ゲームのプレイで、処罰付与を導入することによっ

て協力率が大きく上昇したことを明らかにした。処罰を与えるために

は処罰者自身にもコストがかかるが、ゲームに参加する当事者のみな

らず、ゲームに参加せず観察のみを行う観察者においても処罰行動が

みられたという（ 6 ）。

一方で、囚人のジレンマやフリー・ライダーを排除するために、報

（
一
四
一
五
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る「互酬」である。（Berg,	et	al.	1995）

プレーヤー A は、全額の $10 をプレーヤー B に渡し、プレーヤー B

は受け取った $30 の半額である $15 をプレーヤー A に返すことで両者

とも平等な利得が得られる。しかし、プレーヤー A とプレーヤー B が

合理的選択に出れば、プレーヤー A は $ 0 を預け、プレーヤー B が	

$ 0 を返すことになる。

Berg ら（1995）の実験結果によれば、プレーヤーは過去のプレイで

の行動情報を知らされるかどうかによって預ける金額と返す金額が変

わるという。プレーヤーの行動情報を知らせる（social	history）時は、

行動情報を知らせない（no	history）時に比べ、預ける金額と返す金額が

増える。裏切り行為を行うプレーヤーに対しては、信頼が低下するた

め、相手のプレーヤーも裏切る可能性が高い。つまり、裏切り行為を

行った行動の情報があるプレーヤーに対しては、相手も裏切るため、

獲得金額が下がってしまうのである。一方で、協力行動を行うプレー

ヤーに対しては信頼が高まる。先手プレーヤーも高金額を預け、後手

プレーヤーも協力してもらったことへの互酬として、独り勝ちになら

ないような金額配分を行う（Berg,	et	al.	1995）。プレーヤーは自分の

「信頼」を保つために、預ける金額を多く設定するのである。

お互い協力し合う状態を「社会的最適」といい、お互いが裏切る状

態をナッシュ均衡という（Glaeser,	et	al.	2000）。

３．３　AI に対する信頼ゲームの実験結果（7）

稲葉研究室では、信頼ゲームを用いて AI（機械）と人間に対する信

頼を測定する実験を行った。実験者が被験者に一定のポイントを渡し、

被験者であるプレーヤーはペアを組み、繰り返しゲームを行う点では

上記で紹介した信頼ゲームと同様である。この実験で新しい点は、人

間対人間の他、人間対機械がペアを組んで実験を行ったことにある。

ここで機械は第 4 次産業革命時代を代表する AI を想定したものである。

人間対人間である場合と人間対機械の場合、預ける金額、返す金額の

（
一
四
一
三
）
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設定などにどのような違いが出るのかを実験で観察した。

その結果、相手が人間である場合には、自分と相手が平等になるよ

うに預ける金額を設定するが、相手が機械の場合には自己利得が多く

なるように預ける金額を設定することがわかった。実験結果の一部で

はあるが、上記結果からは、機械相手の場合に比べ、人間相手の場合

の方が、信頼が高いことが読み取れる。

4　考察─人間と AI との関係─

稲葉研究チームによる信頼ゲームの実験結果からは、人間に預ける

金額よりも機械に預ける金額の方が少ないことがわかった。これは、

機械を、人間と同じプレーヤーとして扱っていないことと解釈できる。

人間相手であれば、「良心的な行動をとらないと非難されそう」、「平

等にしないと相手に悪い」などと考えているのかもしれない。一方で、

機械が相手ならば、「少々ごまかしても良い」、「感情がないから、ぞん

ざいな扱いをしても良い」という考えを持っているのかもしれない。

このように人間と機械に対する考えや行動が異なる理由は、それぞれ

に異なる規範を当てはめようとしているためと考える。

なぜ人間と機械に異なる規範を当てはめようとするのかは、「相手に

対する期待（信頼の度合い）」が異なるためであろう。稲葉研究チームの

信頼ゲームの実験結果では、プレーヤーとして人間に対する信頼より、

機械に対する信頼が低いため、人間よりも機械に預ける金額が低い結

果となったといえよう。

なぜ人間に対する信頼より、機械に対する信頼が低いのか。人間は

相手の行動を評価できる能力を持っているが、機械はこのような評価

能力を持っていないと考えることから、機械に対する信頼は下がる実

験結果となったといえる。つまり、機械に対しては、自分が協力行動

に出た場合に、機械も協力し、ふさわしい互酬を返してくれるかどう

かに疑問を抱いていたのである。

（
一
四
一
二
）
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る「互酬」である。（Berg,	et	al.	1995）

プレーヤー A は、全額の $10 をプレーヤー B に渡し、プレーヤー B

は受け取った $30 の半額である $15 をプレーヤー A に返すことで両者

とも平等な利得が得られる。しかし、プレーヤー A とプレーヤー B が

合理的選択に出れば、プレーヤー A は $ 0 を預け、プレーヤー B が	

$ 0 を返すことになる。

Berg ら（1995）の実験結果によれば、プレーヤーは過去のプレイで

の行動情報を知らされるかどうかによって預ける金額と返す金額が変

わるという。プレーヤーの行動情報を知らせる（social	history）時は、

行動情報を知らせない（no	history）時に比べ、預ける金額と返す金額が

増える。裏切り行為を行うプレーヤーに対しては、信頼が低下するた

め、相手のプレーヤーも裏切る可能性が高い。つまり、裏切り行為を

行った行動の情報があるプレーヤーに対しては、相手も裏切るため、

獲得金額が下がってしまうのである。一方で、協力行動を行うプレー

ヤーに対しては信頼が高まる。先手プレーヤーも高金額を預け、後手

プレーヤーも協力してもらったことへの互酬として、独り勝ちになら

ないような金額配分を行う（Berg,	et	al.	1995）。プレーヤーは自分の

「信頼」を保つために、預ける金額を多く設定するのである。

お互い協力し合う状態を「社会的最適」といい、お互いが裏切る状

態をナッシュ均衡という（Glaeser,	et	al.	2000）。

３．３　AI に対する信頼ゲームの実験結果（7）

稲葉研究室では、信頼ゲームを用いて AI（機械）と人間に対する信

頼を測定する実験を行った。実験者が被験者に一定のポイントを渡し、

被験者であるプレーヤーはペアを組み、繰り返しゲームを行う点では

上記で紹介した信頼ゲームと同様である。この実験で新しい点は、人

間対人間の他、人間対機械がペアを組んで実験を行ったことにある。

ここで機械は第 4 次産業革命時代を代表する AI を想定したものである。

人間対人間である場合と人間対機械の場合、預ける金額、返す金額の

（
一
四
一
三
）
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人間は相手の行動を認識して評価できるが、機械は相手の行動を認

識して評価できないと思っていたと考える。つまり、機械は自分の行

動が良心的か不平等かなど評価できないと思ったため、自分が不平等

な行動をとってもバレない、匿名性が保たれる、と考えたことから、

機械には低い金額を設定したと解釈できる。このような状況では、モ

ラル・ハザードやフリー・ライダー問題が生じることが予想される。

従来の地域社会では対面形式の付き合いだけであったが、サイバー

空間では、従来に比べ複雑で拡張したネットワークが形成されるよう

になり、遠隔地とも非対面形式で付き合いが可能となった。顔見知り

と直接的に付き合うのではなく、モバイル機器などの機械を介在して

の付き合いには、匿名性が保たれる。匿名性を利用し、悪質な行為を

行うものも出現する。

サイバー空間でのデマや誹謗中傷の書き込みは、非倫理的で悪質で

あっても、法律上では表現の自由を妨害するとして削除を強いること

はできない。モラル・ハザード問題を解決するためには、行動情報

（social	history）の開示が有効である。Berg らの信頼ゲーム実験から明

らかになったように、行動情報（social	history）の開示が、行動情報が

開示されない（no	history）場合よりも信頼性と互酬性が向上する。した

がって、サイバー空間における取引で、信頼度を上げるために、実名

化またはこれまでの行動経歴に関する情報開示の義務付けが有効であ

ると考える。

フリー・ライダー問題は、例えば、情報発信や知識共有の場面で想

定できる。Wikipedia は誰もが自由に書き込みでき、情報・知識を共有

できるサイトである。Wikipedia では会社運営のため定期的にサイト閲

覧者に寄付を募っており、寄付有無や寄付額は閲覧者個人の意思に任

せている。ほとんどの人は情報を享受するのみで、情報・知識の書き

込みや寄付は行わない。

Ostrom の言う協力規範は、所属する集団または社会で、公共財また

はクラブ財の中で機能することが多い。ところが、第 4 次産業革命技

（
一
四
一
一
）
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術を利用したサイバー空間は、多数の個人が匿名状態で自由に利用で

きる特徴を持つ。そのため、知識や情報の共有については、利用者全

員に協力規範が働くことは難しい。しかし、知識や情報の共有には、

不特定多数の人が参加しない方が良い場合もある。知識や情報の根拠

が示されないままデマや偽知識が書き込まれ、共有される危険性が高

いためである。知識や情報の共有は、信頼できる発信元の確保が重要

である。無論、サイト運営を目的とした寄付に、サービス利用者が参

加し、フリー・ライダーが存在しない方が望ましいが、世界的に有名

なサイトの場合は、該当サイトを利用する人が多いため、利用者全員

の寄付がなくても多額の寄付が集まる。

このようなモラル・ハザード問題やフリー・ライダー問題への取り

組みの一つとして、日本総務省では有識者会議「プラットフォーム・

サービスに関する研究会」を開き、偽ニュースに関する防止対策のた

めに、google,	Yahoo!,	Facebook,	LINE などのプラットフォーマーに自

主規制を設けることを呼び掛けている。プラットフォーマーの自主規

制は、サイバー空間で社会的規範として機能するようになる。そのた

め、インターネットを通して拡張したサイバー空間の付き合い（ネット

ワーク）には、信頼が保たれ、第 4 次産業革命時代におけるソーシャ

ル・キャピタルの質が向上できると考える。欧州委員会（EC:	European	

Commission）においても、ハイレベル専門家グループ（HLEG）を組織

し、偽ニュース対策に関する政策を作成し、公表している。世界が

IoT技術でつながる中、日本国内だけではなく、世界で通用するグロー

バル・スタンダードの整備が急務である。

5　まとめ

ソーシャル・キャピタルは、地域社会の人々が主に対面の紐帯でつ

ながれていることを前提に、近隣住民と助け合うことで諸問題解決し、

地域社会の便益向上に役立つ。第4次産業革命時代には、インターネッ

（
一
四
一
〇
）
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人間は相手の行動を認識して評価できるが、機械は相手の行動を認

識して評価できないと思っていたと考える。つまり、機械は自分の行

動が良心的か不平等かなど評価できないと思ったため、自分が不平等

な行動をとってもバレない、匿名性が保たれる、と考えたことから、

機械には低い金額を設定したと解釈できる。このような状況では、モ

ラル・ハザードやフリー・ライダー問題が生じることが予想される。

従来の地域社会では対面形式の付き合いだけであったが、サイバー

空間では、従来に比べ複雑で拡張したネットワークが形成されるよう

になり、遠隔地とも非対面形式で付き合いが可能となった。顔見知り

と直接的に付き合うのではなく、モバイル機器などの機械を介在して

の付き合いには、匿名性が保たれる。匿名性を利用し、悪質な行為を

行うものも出現する。

サイバー空間でのデマや誹謗中傷の書き込みは、非倫理的で悪質で

あっても、法律上では表現の自由を妨害するとして削除を強いること

はできない。モラル・ハザード問題を解決するためには、行動情報

（social	history）の開示が有効である。Berg らの信頼ゲーム実験から明

らかになったように、行動情報（social	history）の開示が、行動情報が

開示されない（no	history）場合よりも信頼性と互酬性が向上する。した

がって、サイバー空間における取引で、信頼度を上げるために、実名

化またはこれまでの行動経歴に関する情報開示の義務付けが有効であ

ると考える。

フリー・ライダー問題は、例えば、情報発信や知識共有の場面で想

定できる。Wikipedia は誰もが自由に書き込みでき、情報・知識を共有

できるサイトである。Wikipedia では会社運営のため定期的にサイト閲

覧者に寄付を募っており、寄付有無や寄付額は閲覧者個人の意思に任

せている。ほとんどの人は情報を享受するのみで、情報・知識の書き

込みや寄付は行わない。

Ostrom の言う協力規範は、所属する集団または社会で、公共財また

はクラブ財の中で機能することが多い。ところが、第 4 次産業革命技

（
一
四
一
一
）
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トやモバイル電子機器の普及が広まり、AI によるビッグデータの分析

情報が簡単に利用できるようになった。このことから、高度な技術力

を持った機械を介して、付き合いの範囲が拡大し、同時に見ず知らず

の相手との弱い紐帯でつながるようになった。これまでに、ソーシャ

ル・キャピタルは、対面形式の付き合い、紐帯につながれていること

で機能するとされてきた。しかし、第 4 次産業革命時代においては、

機械を介した非対面形式の付き合いで、弱い紐帯でつながるように

なった中、ソーシャル・キャピタルはどのような意義を持ちうるので

あろうか。

奥山・八下田による実験結果からは、人間に対する信頼より、機械

に対する信頼の方が低いことがわかった。モバイル電子機器を利用し、

IoT や AI 技術を利用した社会では、機械（モバイル電子機器、AI など）

を介して不特定多数が匿名で取引を行う。このような現状では、機械

（モバイル電子機器、AI など）に対する信頼が、人間に対する信頼より、

低いままである。

サイバー空間における社会的規範が機能することで、機械（モバイル

電子機器、AI など）への信頼は上がる。第 4 次産業革命時代において、

ソーシャル・キャピタルが有効に機能するために、機械（モバイル電子

機器、AI など）に対する信頼を上げ、集団ないし社会の構成員として受

け入れる必要がある。

信頼を維持させるものとしては、規範があるが、欧州委員会（EC:	

European	Commission）や総務省が提示する規制の他、サイバー空間にお

いても社会的規範が自然発生的に生じると考える。個人間の相互了解

のもとで、他者が規範に従うことを期待し、自分も規範に従うことで

信頼が維持される。または、自分の利得を最大化させるよりも集団や

社会全体にとって利得になる協力規範が発生（ 8 ）し、信頼が維持される。

第4次産業革命時代の社会システムが適切に駆動するために、ソーシャ

ル・キャピタルは依然として重要な役割を果たすのである。

（
一
四
〇
九
）
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トやモバイル電子機器の普及が広まり、AI によるビッグデータの分析

情報が簡単に利用できるようになった。このことから、高度な技術力

を持った機械を介して、付き合いの範囲が拡大し、同時に見ず知らず

の相手との弱い紐帯でつながるようになった。これまでに、ソーシャ

ル・キャピタルは、対面形式の付き合い、紐帯につながれていること

で機能するとされてきた。しかし、第 4 次産業革命時代においては、

機械を介した非対面形式の付き合いで、弱い紐帯でつながるように

なった中、ソーシャル・キャピタルはどのような意義を持ちうるので

あろうか。

奥山・八下田による実験結果からは、人間に対する信頼より、機械

に対する信頼の方が低いことがわかった。モバイル電子機器を利用し、

IoT や AI 技術を利用した社会では、機械（モバイル電子機器、AI など）

を介して不特定多数が匿名で取引を行う。このような現状では、機械

（モバイル電子機器、AI など）に対する信頼が、人間に対する信頼より、

低いままである。

サイバー空間における社会的規範が機能することで、機械（モバイル

電子機器、AI など）への信頼は上がる。第 4 次産業革命時代において、

ソーシャル・キャピタルが有効に機能するために、機械（モバイル電子

機器、AI など）に対する信頼を上げ、集団ないし社会の構成員として受

け入れる必要がある。

信頼を維持させるものとしては、規範があるが、欧州委員会（EC:	

European	Commission）や総務省が提示する規制の他、サイバー空間にお

いても社会的規範が自然発生的に生じると考える。個人間の相互了解

のもとで、他者が規範に従うことを期待し、自分も規範に従うことで

信頼が維持される。または、自分の利得を最大化させるよりも集団や

社会全体にとって利得になる協力規範が発生（ 8 ）し、信頼が維持される。

第4次産業革命時代の社会システムが適切に駆動するために、ソーシャ

ル・キャピタルは依然として重要な役割を果たすのである。
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ソーシャルキャピタルの客観的計測　
時間を用いた計測方法の検討

須　田　光　郎

1　はじめに

ソーシャルキャピタルの客観的計測は未だコンセンサスのある方法

が確立されていない。ここで客観的という言葉の意味するところは計

測者の質問内容や被験者の回答内容の客観性、調査により得られた

データの統計処理について客観性を担保するという意味での相対的な

客観性ではなく、自然界に実在する物理量をスケール（尺度。本稿では

統計学上の尺度や日常的意味との混乱・誤解を排すためこの表記を用いる。）に

するという意味での絶対的な客観性である。

これまでのソーシャルキャピタルの計測方法はネットワーク分析や

被験者の主観を測定する方法が主であった。前者の場合、例えば企業

組織内システム等において各クライアントの挙動を逐一レコードする

など外部から物理的に観察が可能な場合ならある程度の客観性は保て

るが、生活全般まで含めると現実的には難しい。また後者では多くの

場合調査の度に測定者と被験者が異なり、質問内容や回答内容が異な

り、またデータの処理方法についても様々である。そしてこういった

個別の調査においては、それら調査結果をつなぐ共通の物理的スケー

ルが存在しない。この結果すべての調査が一回限りの調査となってし

まう。ソーシャルキャピタルの調査・測定において未だ厳密な科学

性・客観性を持ちにくい所以である。
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から受けたものである。ここに厚く御礼申し上げます。
（ 8 ）	 辻中（2006）の調査概要の詳細は辻中・ペッカネン・山本編（2009）

を参照。また、調査票は、Web（http://tsujinaka.net/tokusui/data.html、
2019 年 11 月 21 日アクセス）から確認することができる。

（ 9 ）	 本稿では、以下に示す二つの理由から自治会調査データを地域情報
データとして参照する。一つは、自治会・町内会という組織は、最も暮ら
しに身近なコミュニティを単位として古くより制度化された近隣住民組織
に位置づけられる。但し、意識調査であるから誤解に基づく認識であると
いう問題は避けられない。しかしながら、本稿では長きにわたって活動に
従事してきた住民の声を最優先として考え、地域情報として参照すること
にした。二つ目には、全国調査によって地域の状況を包括的に収集した
データは管見の限り見当たらず、本稿では約十数年前のデータであると把
握しながらも、補足的に分析に使用することにした。

（10）	 まず、本稿の知見は稲葉（2018）が実施した Web 調査機関に登録さ
れた住民の意識データに基づいており、必ずしも市民社会組織を対象とし
ているものではない。さらに、本稿の分析は、市民社会に与える AI の影
響を厳密に捉えられていない。しかしながら、本分析は、稲葉（2018）の
データから参照することのできる地縁的活動者（非活動者）の意識に着目
し、少なくとも、コミュニティを単位とした地域社会に参画する住民を分
析している。さらには辻中（2006）の自治会・町内会長の意識データを二
次的に利用しており、上記の分析対象の限界を補完している。本分析は、
地域社会に与える AI の影響の分析に留まる。

（11）	 稲葉（2019）と辻中（2006）データを接合するにあたり、調査方法の
違い（Web 対郵送）と時間差（2019 対 2006）の問題がありながらも、地
縁的活動に従事している参加者の認識と、地縁的活動を専らの目的として
行動する自治会長の意識データは、必ずしも、かけ離れたものではないと
考え、両データを横付けして関連付けるようにした。

（12）	 従属変数のカテゴリに割り当てられたスコアの正負から、傾向を判別
し、独立変数のスコアの大小から、従属変数に影響を与える度合いを把握
することが可能である。
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本稿においてはこういった問題点を解決するため、ソーシャルキャ

ピタルの計測において物理量の計測による方法が可能か、とくに客観

的な物理量である「時間」を用いての計測の可否について検討する。

2　物理量とは

国際単位系（SI）における物理量は、長さ、質量、時間、電流、熱力

学温度、物質量及び光度である（国際度量衡委員会、2006）。これらは基

本物理量とも呼ばれるが、すべて可能な限り科学的に厳密な質・量と

単位が設定され、国や地方・時代によって変わるものではない。様々

な事物に対する科学的な計測とはこれら基本的物理量を測定すること

で実現でき、また計測結果の比較が可能となる。

これら基本物理量は独立した次元を持つものとして設定されている。

これらは独立した量の単位であり、これらを組み立てることによって

さまざまな事物の物理量が定義できる。例えば速度は（長さ／時間）と

いうように定義でき、単位は例えば m/s（秒速）のように表現されるこ

とになる。

さらにこれら物理量は観念的なものではなく、いずれも物理的な実

体性を持つものとして厳密に定義されている。例えば時間においては、

「秒は、セシウム 133 の原子の基底状態の二つの超微細構造準位の間の

遷移に対応する放射の周期の ９ 1９2 631 ７７0 倍の継続時間である」（国際

度量衡委員会、2006）というように物理的な実体と性質により定義され

ている。そのため客観性が揺らぐ心配がない。

また物理量は一定の制限の下（質量において負の値にならない等）、加減

乗除の算術的な演算や統計処理が可能である。このことは個別のミク

ロな数値が、集団となった時これを加算や積算することができ、ある

いはその他の演算や統計処理ができることを意味している。例えば平

均値を求める等の統計処理を行う根拠が得られることになる。

（
一
四
五
一
）
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3　物理量を計測することのメリット

ところでソーシャルキャピタルの計測に際して物理量を導入するメ

リットはどこにあるか。スケールの厳密な科学性が担保されるという

点はもちろんであるが、それ以上に個々の調査を横断する統一の尺度

が得られること、これらを演算・統計処理する際の統計学上の合理

性・容易性、また物理量は人間の意識の外にある実在物であるため測

定対象を外部化し、さらにこれを人為的に操作できる可能性が生まれ

ることなどのメリットがある。

例えば世界各地の気候について調査する時、住民へのアンケートで

は単純に感覚的寒暖や快不快についての感想しか得られない。これら

をどれほど厳密にスケール化しても、各個人の感覚について共通のス

ケールとなっている担保はないし、厳密な意味でこれら測定結果を相

互に比較・演算できるという保証もない。つまりある人の暑いという

感想と別の人の寒いという感想を直接比較することはできないし、「暑

い」と「寒い」という回答を平均して「快適」とするような統計的処

理の根拠も薄い。ここで得られるデータは統計学上せいぜい順序尺度

でしかなく間隔尺度には通常なり得ないからである。

ところがここに温度という共通の物理量にもとづいたスケールを導

入するならば収集されたアンケートなどの主観的データもまた違った

意味を持ってくる。同じ温度でも地域や被験者によって感覚は必ずし

も一致しないこと、感覚そのものをスケールとするのではなく温度と

の相関からアンケート結果を再検討すると、逆に感覚をスケールとす

ることの妥当性や限界も明らかになる。そしてさらに温度を操作して

被験者の感覚をコントロールできる示唆がここに生まれてくる。つま

りスケールを人の内面ではなく外部化することによって、人の内面も

外部の物理量の操作から変化させられる可能性を検討できることにな

る。なおこの例で温度は統計学上間隔尺度とされているので、データの

乗除演算は出来ないものであるが平均などの一部統計処理は可能である。

（
一
四
五
〇
）
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ピタルの計測において物理量の計測による方法が可能か、とくに客観

的な物理量である「時間」を用いての計測の可否について検討する。

2　物理量とは

国際単位系（SI）における物理量は、長さ、質量、時間、電流、熱力

学温度、物質量及び光度である（国際度量衡委員会、2006）。これらは基

本物理量とも呼ばれるが、すべて可能な限り科学的に厳密な質・量と

単位が設定され、国や地方・時代によって変わるものではない。様々

な事物に対する科学的な計測とはこれら基本的物理量を測定すること

で実現でき、また計測結果の比較が可能となる。

これら基本物理量は独立した次元を持つものとして設定されている。

これらは独立した量の単位であり、これらを組み立てることによって

さまざまな事物の物理量が定義できる。例えば速度は（長さ／時間）と

いうように定義でき、単位は例えば m/s（秒速）のように表現されるこ

とになる。

さらにこれら物理量は観念的なものではなく、いずれも物理的な実

体性を持つものとして厳密に定義されている。例えば時間においては、

「秒は、セシウム 133 の原子の基底状態の二つの超微細構造準位の間の

遷移に対応する放射の周期の ９ 1９2 631 ７７0 倍の継続時間である」（国際

度量衡委員会、2006）というように物理的な実体と性質により定義され

ている。そのため客観性が揺らぐ心配がない。

また物理量は一定の制限の下（質量において負の値にならない等）、加減

乗除の算術的な演算や統計処理が可能である。このことは個別のミク

ロな数値が、集団となった時これを加算や積算することができ、ある

いはその他の演算や統計処理ができることを意味している。例えば平

均値を求める等の統計処理を行う根拠が得られることになる。
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以上はソーシャルキャピタルの測定においても全く同様である。多

くの場合採用されるソーシャルキャピタルの四要素、信頼、互酬性、

規範性、ネットワーク性のいずれもアンケートによってデータ収集し

た場合、これらは人々の個別の内面の測定に他ならないもので、これ

らを比較したり相互に演算したりすることは問題が残る。これらはい

ずれも統計学上順序尺度に過ぎないからである。さらに内面にとどま

る主観的スケールだけでは外部からこれを操作するアプローチ方法が

ない。

ところがソーシャルキャピタルを客観的な物理量を用いて表現でき

るならば、これまで様々な場面で問題となってきた測定と統計処理上

の諸問題に一応の解決指針を与えることになる。また従来研究のあま

り進んで来なかったソーシャルキャピタルの形成過程や操作の可能性

についても検討できることになる。

なお科学的客観性にも限界があり人の主観のほうがむしろ妥当性が

高い場合（吉野ほか、2016）や、順序尺度の間隔尺度化（吉野、2016）も

既に議論されているところであるが、ここで導入しようとする科学的

客観性の必要性を排除するものではない。

4　ソーシャルキャピタルのスケールとしての時間

ソーシャルキャピタルの測定にあたって外部的な指標・スケールを

代理変数とする考え方はこれまでにもいくつか提案されてきている。

「新聞購読率」等の導入（Putnam、1９９3）はその代表であるが、基本

物理量を採用したものとしては長さ（空間的距離）を用いたもの（埴淵、

2018）などがある。これらは一応の妥当性は認められるもののやはりコ

ンセンサスのある統一的なスケールとまでは言えない。また場合に

よってはパットナムのように批判の対象になり得る側面があり導入に

は慎重を要する。

さて本稿はソーシャルキャピタルを測るスケールに時間という基本

（
一
四
四
九
）
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物理量を用いることを検討しようとするものであるが、時間はどのよ

うにソーシャルキャピタルに関与するのであろうか。まず経験的には、

人とのつながりの強さについて「長い付き合いだから」等と表現され

るように時間とソーシャルキャピタルとの関連を想起されることが多

いことは理由となるだろう。しかし経験則だけで時間をスケールとし

てそのまま採用できるのであろうか。本稿ではまずその背景にあると

思われる基本的ロジックについて明らかにしておきたい。

ソーシャルキャピタルの量としてまず定性的に関係があると考えら

れるのは、絆の強さ、紐帯の強さであり、これについてグラノヴェッ

ターは次のように述べる。「紐帯の強さとは、ともに過ごす時間、情緒

的な強度、親密さ（秘密を打ち明け合うこと）、助け合いの程度、の 4 次

元を（おそらく線形的に）組み合わせたものである。」（Grannovetter、

1９82）。ここでグラノヴェッターは続けてこれら四つの次元が高い相関

を示すと述べるが、この中で時間が物理量として測定できるのならば、

他の次元は時間からの相関から容易に推定できることになる。すなわ

ち時間を一元的に代理変数とすることはグラノヴェッターの推論と矛

盾しない。

また近年の研究においては、ネットワークの強さをネットワークの

帯域幅（bandwidth）ととらえる考え方が用いられる場合がある（Aral ほ

か、2011）。これは電気電子工学において用いられるネットワーク回線

の伝送路容量≒帯域幅（厳密な意味ではこれらは異なる概念であるが本稿で

はそのまま用いる）の考え方をそのまま人的なネットワークにおいても

応用したものと考えられる。ここで一般的に単位時間当たりに伝送可

能な情報量の上限すなわち伝送路容量は、帯域幅で表現される。単位

時間当たりの情報伝送量が大きいほど広い帯域幅があるといえ、より

強いネットワークであるとされるのである。例えばインターネットと

家庭との接続における帯域幅であるが、1９９７ 年ごろ日本で最初に普及

した ISDN 回線は 64Kbps（一秒間当たり 64 キロビット）であった。現在

の光回線では通常最大 100Mbps（一秒間当たり 100 メガビット）である。

（
一
四
四
八
）
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以上はソーシャルキャピタルの測定においても全く同様である。多

くの場合採用されるソーシャルキャピタルの四要素、信頼、互酬性、

規範性、ネットワーク性のいずれもアンケートによってデータ収集し

た場合、これらは人々の個別の内面の測定に他ならないもので、これ

らを比較したり相互に演算したりすることは問題が残る。これらはい

ずれも統計学上順序尺度に過ぎないからである。さらに内面にとどま

る主観的スケールだけでは外部からこれを操作するアプローチ方法が

ない。

ところがソーシャルキャピタルを客観的な物理量を用いて表現でき

るならば、これまで様々な場面で問題となってきた測定と統計処理上

の諸問題に一応の解決指針を与えることになる。また従来研究のあま

り進んで来なかったソーシャルキャピタルの形成過程や操作の可能性

についても検討できることになる。

なお科学的客観性にも限界があり人の主観のほうがむしろ妥当性が

高い場合（吉野ほか、2016）や、順序尺度の間隔尺度化（吉野、2016）も

既に議論されているところであるが、ここで導入しようとする科学的

客観性の必要性を排除するものではない。

4　ソーシャルキャピタルのスケールとしての時間

ソーシャルキャピタルの測定にあたって外部的な指標・スケールを

代理変数とする考え方はこれまでにもいくつか提案されてきている。

「新聞購読率」等の導入（Putnam、1９９3）はその代表であるが、基本

物理量を採用したものとしては長さ（空間的距離）を用いたもの（埴淵、

2018）などがある。これらは一応の妥当性は認められるもののやはりコ

ンセンサスのある統一的なスケールとまでは言えない。また場合に

よってはパットナムのように批判の対象になり得る側面があり導入に

は慎重を要する。

さて本稿はソーシャルキャピタルを測るスケールに時間という基本
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これらの変化についてはブロードバンド（広帯域幅）などのよう一部術

語も一般化しており、ネットワーク強度を示すものとしては一般的に

理解しやすいものであろう。

ただし人的なネットワークにおいてはこういった工学的な概念とし

ての帯域幅をそのままネットワークの強度として想定することは必ず

しも妥当ではない。理由は生物である人間の生理的な意味での単位時

間当たりの情報伝送能力の限界である。

対人的なコミュニケーションにおける情報伝送能力について考える

とき、人の会話やノンバーバルコミュニケーション、文字やその他五

感を用いる方法は、その単位時間当たり情報量において個人差はそれ

ほど大きくないと考えられる。例えば相互に会話が成立するのは双方

情報伝送能力において大きな相違がないことが前提であるからである。

またこれは時代によって大幅に変わるものでもない。会話のスピード

はほぼ一定であり文字を読むスピードや様々なコミュニケーションに

よって情報が伝わり相互理解に至る時間において個人差は工学的な機

器程大きくはない。様々な形態でのマスコミュニケーションによる情

報の伝達方法や教育年限などは、経験則上こういった人間の生理的な

情報伝達能力の限界を前提で作られている。ここがわずか二十年ほど

で千倍以上に情報伝送量が拡大した情報ネットワークと異なる点であ

る。人的なネットワークにおいて生理的な意味での帯域幅は上限があ

りほぼ一定と考えられるのである。

では人的ネットワークにおけるネットワーク強度は何によって変

わってくるか。それは人的交流によって相互に交換される情報量の総

量を変化させる他の要因を考えるべきであろう。グラノヴェッターの

いう情緒的な強度、親密さ、助け合いの程度などはこういった情報伝

送量に依存する。大きな情報量が交換された結果、相互によく知りあ

う関係になればなるほど強いネットワークが構築されたと考えること

について問題はないはずである。そしてその方法として我々は通常十

分な時間を取ることにより相互の情報交換量を大きくするのである。

（
一
四
四
七
）
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以上から対人的なコミュニケーションにおいて、ネットワークを強

化する。すなわち情報伝送を量的に増やそうとするならば、生理的上

限のある帯域幅よりも交流時間を増やすことが通常であると考えられ

る。

ここでソーシャルキャピタルの量に関係するのは物理的な情報の伝

送路容量を示す帯域幅ではなく、具体的に伝送された情報量すなわち

対人的に相互に取り交わされた情報量といえる。帯域幅が一定である

時、伝達される情報量を増やすには時間を増やすしかなく、結果的に

ソーシャルキャピタルの代理変数として時間を用いることは以上の考

察から妥当と考えられるのである。

なお家庭内や職場、その他の活動の場において相互の情報交換に通

常の対人的なコミュニケーション手段をとる限り単位時間当たりの生

理的な意味での情報伝送能力に大きな差があるとは考えられないが、

職場などのように自由なコミュニケーションに外部的な制限が加えら

れる場合や、自らコミュニケーションが積極的に行われない場合結果

的に帯域幅が異なってくる場合が考えられる。その結果ソーシャル

キャピタル形成にかかる投入時間の効果はそれぞれ異なることになる。

5　ソーシャルキャピタルと時間との関係　仮説の提起

以上の議論は次のように表記できる。

まず個人と個人との間のソーシャルキャピタルの量を Sc とし、ある

個人のネットワークの帯域幅を W とするとき、

①　Sc ＝ a・W・T ＋ b （a は定数。T は交流時間。b は誤差項）

と表現できる。帯域幅はあくまで伝送路容量に過ぎず、時間が経過

して実質的な情報が伝送されてはじめてソーシャルキャピタルに関係

する情報量に転化する。

（
一
四
四
六
）
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これらの変化についてはブロードバンド（広帯域幅）などのよう一部術

語も一般化しており、ネットワーク強度を示すものとしては一般的に

理解しやすいものであろう。

ただし人的なネットワークにおいてはこういった工学的な概念とし

ての帯域幅をそのままネットワークの強度として想定することは必ず

しも妥当ではない。理由は生物である人間の生理的な意味での単位時

間当たりの情報伝送能力の限界である。

対人的なコミュニケーションにおける情報伝送能力について考える

とき、人の会話やノンバーバルコミュニケーション、文字やその他五

感を用いる方法は、その単位時間当たり情報量において個人差はそれ

ほど大きくないと考えられる。例えば相互に会話が成立するのは双方
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ここで、帯域幅の定義は

②　W ＝ c・I ／ t （c は定数。I は情報伝送量。t は時間）

であるから、

③　Sc ＝ d・I ＋ e （d は定数。e は誤差項）

とソーシャルキャピタルは情報伝送量によって表現できる。

しかしながら、人的ネットワークにおける帯域幅がほぼ一定であると考え、 

①式の W は定数として　f ＝ a・W とすると

④　Sc ＝ f・T ＋ g （f は定数。g は誤差項）

なおここで家庭内のネットワーク及び職場・学校内のネットワーク、

そしてその他活動において形成されるネットワークは、個人の生活に

おいてそれぞれ独立した別の場・時間で形成されるのが通常であり、

これらの場・時間で形成されるソーシャルキャピタルは独立したもの

であることと考えることができる。

その結果生まれるソーシャルキャピタルもそれぞれ別々に形成され

ると考え、

⑤　a 家庭内

Scf ＝ h・Tf ＋ i （S cf は家庭内のソーシャルキャピタル。h は定数。
Tf は家庭内での人との交流時間。i は誤差項）

b 職場・学校

Scw ＝ j・Tw ＋ k （S cw は職場・学校内のソーシャルキャピタル。 
j は定数。Tw は職場・学校内での人との交
流時間。k は誤差項）

c その他活動

Sco ＝ l・To ＋ m （S coはその他の活動によるソーシャルキャピタル。 
l は定数。To はその他活動での人との交流時
間。m は誤差項）

（
一
四
四
五
）
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以上から

 Sc ＝ Scf ＋ Scw ＋ Sco

＝ h・Tf ＋ j・Tw ＋ l・To ＋ i ＋ k ＋ m

 ＝ a・W・T ＋ b

のようになる。

以上のとおり、本稿においてはソーシャルキャピタルの代理変数と

して時間を導入する。なおここでの時間は加減乗除の算術的演算がそ

のまま可能であるため、上記推論はミクロレベルからマクロレベルへ

拡張してもそのまま成立する。

6　検証 1　マクロレベル

ソーシャルキャピタルと時間との関係について、マクロレベルでは

検証済み（須田、2015）であるので結果の紹介にとどめる。

図 １　社会関係資本量と投入時間（家族）
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出典　（須田、2015）　図番号は本稿用に変更してある。
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図 1 は国による社会生活基本調査での家庭で家族と過ごす時間の各

県別集計値と、稲葉研究室によるソーシャルキャピタル調査結果を数

値化したデータの各県別集計値を比較したものである。

ここでは経験則による予測からの検証でありまた既存の調査結果を

二次的に利用して県別に集計比較したものであるため、ミクロレベル

では異なる標本の比較になるが、明瞭な相関が認められる。

一方で各県別に時間と他の社会指標との関係の違いも明瞭に表れる。

例えば下図において、時間をソーシャルキャピタルの代理変数と考え

ても緩やかな負の相関が認められ、一方で東京都は特異値をとる。こ

の結果は各地域のソーシャルキャピタルの性質と整合的であり矛盾し

ない。

また時間をソーシャルキャピタルの代理変数としたとき、ソーシャ

ルキャピタルの他のアウトカムと比較しても矛盾はない。下図は各県

別に家庭で家族と過ごす時間と教育効果（不登校率）との比較を行って

ものであるが、その結果はコールマンの議論と矛盾しない。すなわちソー

シャルキャピタルが豊かであるほど、子供の不登校率は下がる傾向にある。

以上からマクロレベルにおける検証では、時間をソーシャルキャピ

タルの代理変数とすることについては成立するものと考えられる。

図 ２　家族における社会関係資本量と平均年収
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出典　（須田、2015）　図番号は本稿用に変更してある。
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７　検証 2　ミクロレベル

本検証においては、201９ 年 2 月に日本大学法学研究科稲葉研究室に

おいて行った全国 WEB 調査の結果を用いる。ここでは同一被験者に

対してソーシャルキャピタルにかかる主観的アンケートと同時に社会

生活基本調査と同じ生活時間調査を行い、その集計値からソーシャル

キャピタルと時間の関係を個人レベルで探るものである。

なお有効標本数は 524 人。年齢は 16 才以上を対象とし、調査受託会

社のモニターの中から性別・年齢・職業・住所地等特別な偏りがなく

事前に調査の目的と概要について説明の上、調査協力に合意のあった

者に対して行ったものである。倫理的配慮について本件調査は日本大

学法学部研究倫理委員会の審査をへて平成 31 年 2 月 20 日で承認（受付

番号 2018-ぁｗ-001）を得ている。

結果は次の通り。

図 4 の通り一応の相関はみとめられるが、弱いものと判断されてし

まいそうである。

しかしながら、時間投入によるソーシャルキャピタル形成の効果は

図 ３　家族における社会関係資本量と不登校率（小学校）
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出典　（須田、2015）　図番号は本稿用に変更してある。
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図 1 は国による社会生活基本調査での家庭で家族と過ごす時間の各

県別集計値と、稲葉研究室によるソーシャルキャピタル調査結果を数

値化したデータの各県別集計値を比較したものである。

ここでは経験則による予測からの検証でありまた既存の調査結果を

二次的に利用して県別に集計比較したものであるため、ミクロレベル

では異なる標本の比較になるが、明瞭な相関が認められる。

一方で各県別に時間と他の社会指標との関係の違いも明瞭に表れる。

例えば下図において、時間をソーシャルキャピタルの代理変数と考え

ても緩やかな負の相関が認められ、一方で東京都は特異値をとる。こ

の結果は各地域のソーシャルキャピタルの性質と整合的であり矛盾し

ない。

また時間をソーシャルキャピタルの代理変数としたとき、ソーシャ

ルキャピタルの他のアウトカムと比較しても矛盾はない。下図は各県

別に家庭で家族と過ごす時間と教育効果（不登校率）との比較を行って

ものであるが、その結果はコールマンの議論と矛盾しない。すなわちソー

シャルキャピタルが豊かであるほど、子供の不登校率は下がる傾向にある。

以上からマクロレベルにおける検証では、時間をソーシャルキャピ

タルの代理変数とすることについては成立するものと考えられる。

図 ２　家族における社会関係資本量と平均年収
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多分に個人差があると思われるし、また同じ程度のソーシャルキャピ

タルを保持している個人がいたとしても、それを大きなものと感じる

か、あるいは小さなものと感じるかという認知の差があると考えられ

る。またそれを回答するにあたってどの程度の回答項目に当てはめる

かという判断の差もある。こういった要因をもってしても今回の調査

においての結果は仮説成立について肯定的なものと判断できる。

なお、上記散布図においてはアンケート回答項目値上に標本が並び

その分布がわかりにくいため下図を示す。

図 5 は全回答者について、縦軸はソーシャルキャピタルの強度順に

上から回答者群をまとめ、横軸に各回答者の投入時間を大きい順にす

べてプロットしたものである。ここで見られる各回答者群別の投入時

間の積分値が、おおよそ図中の各群の三角形の面積と見ることができ

る。ここで図中から視覚的に理解できることは、ソーシャルキャピタ

ル上位の回答群ほど、各階層矩形中の三角形の面積が大きくなる（すな

わち投入時間の平均値が大きい。）ことと、投入時間 0 回答者の数が比率

的に少なくなることである。これらはいずれも回答群別に積分しても、

図 ４　家族親族への信頼の強さと時間の関係
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投入時間との相関が認められることを意味している。

さらに、ソーシャルキャピタルの強度別回答者群ごとに平均値をと

り、散布図に示すと次のようになる。

ここでソーシャルキャピタル強度別にグループ分けしグループごと

の投入時間の平均で検定すると極めて強い相関が現れる。このことは

ミクロレベルすなわち個人レベルでの数値のばらつきは、それが集計

図 ５　信頼の強さ　階層別標本分布図（家族）
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図 ６　ソーシャルキャピタル強度群別平均投入時間（家族）
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その分布がわかりにくいため下図を示す。
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べてプロットしたものである。ここで見られる各回答者群別の投入時

間の積分値が、おおよそ図中の各群の三角形の面積と見ることができ

る。ここで図中から視覚的に理解できることは、ソーシャルキャピタ
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され一定以上の社会集団として積分値になると大数法則で誤差が相殺

されマクロレベルでは平均値近くに近づく。その結果相関は強化され

ることを意味している。つまり図 1 で現れたマクロレベルでの強い相

関が本検証からも支持されることになる。

なお以上の分析は、最も投入時間が多く絆の強い家族・親族間での

ソーシャルキャピタルにより示したが、職場・学校や地域においても

結果は以下のとおりほぼ同様である（各図の順序および分析手順は家族・

親族間の場合と同じ）。

下記分析から、①いずれも形成されるソーシャルキャピタルは投入

時間に対して一定以上の相関を示すこと。②家庭、職場・学校、その

他の場でそれぞれ形成されるソーシャルキャピタルに対する投入時間

の効果には差異があり、このことは各場における帯域幅の違い（⑤式参

照）を示していると考えられること、③職場・学校では他のセクター

より時間投入に対するソーシャルキャピタル形成にかかる相関が低く

なっていること（図 ７ 及び図 ９ 参照）等が特記できる。

図 ７　職場・学校の人への信頼の強さと時間の関係
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図 ８　回答階層別標本分布図（職場・学校）
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図 ９　ソーシャルキャピタル強度群別平均投入時間（職場・学校）
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上表は参考値（ここでは標本数によるウェイトは算定していない）
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図 ７　職場・学校の人への信頼の強さと時間の関係
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図 １0　その他の人への信頼の強さと時間の関係
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図 １１　回答階層別標本分布図（その他の人）
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8　結論及びまとめ

以上から、ソーシャルキャピタルの代理変数として時間を用いる仮

説は、マクロレベル及びミクロレベルの双方での検証から矛盾なく成

立するものと考えられる。このことにより従来からの課題であった

ソーシャルキャピタルの客観的計測の方法については時間調査が適し

ていると考えられる。

これまで多分に情緒的、定性的にとらえられてきたソーシャルキャ

ピタルが時間というスケールの導入により科学的・客観的な量として

計測可能になれば、計測の方法に関する議論は一応終結するであろう。

またソーシャルキャピタルは曖昧な概念であるという批判も当たらな

いことが明らかになる。ソーシャルキャピタルの測定においてアン

ケートに頼らずとも、時間さえ計測できればネットワークでの情報伝

送量という物理的な量が仲立ちして人と人との交流の強さが客観化さ

れるからである。さらに時間という物理量を媒介として他の学術上の

研究分野、たとえば心理学や経済学などとの接続も可能となるし、何

図 １２　ソーシャルキャピタル強度群別平均投入時間
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上表は参考値（ここでは標本数によるウェイトは算定していない）
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図 １0　その他の人への信頼の強さと時間の関係
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よりもソーシャルキャピタル自体の操作、形成や強化などの方策が見

つかる可能性がある。その結果たとえば AI（人工知能）のディープラー

ニングにより、個人や集団の生活パターンを時間により観測してソー

シャルキャピタルとの関連からストレスや幸福度との関連を探り、能

動的に個人や社会の時間の使い方について最適制御できる可能性が開

かれる。

ただし、本稿では未検討な課題がある。それは未だネットワークで

接続されていない人間関係の中で働くソーシャルキャピタルである。

未だ会わざる人との間にも存在する共感性や、知己であるか否かに関

わらず働く市民性（Putnam、1９９3）等に根差したソーシャルキャピタル

が存在することは明らかである。すなわち人間社会において時間投入

がなくても一定の水準で存在するソーシャルキャピタルの形成要因や

その測定方法について明らかにすることが今後の研究課題となる。
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付論

「暮らしの安心・信頼・社会参加・
生活時間に関するアンケート」の概要

須　田　光　郎

はじめに

筆者及び稲葉研究室において、平成 31 年 2 月 22 日～平成 31 年 2 月

28 日の期間、暮らしの安心・信頼・社会参加・生活時間に関するアン

ケートを WEB 調査により行った。

調査は個人の持つソーシャルキャピタルの測定を基本としこれに加

えて生活時間、心の外部性、政策満足度等との関係を探るもので、日

本全国の男女、年齢は 16 才以上を対象とし合計 524 名の回答を得た。

本稿ではその概要を紹介する。

1 ．調査の概要
本調査の回答者は、WEB 調査会社の登録モニターの中から募集し調

査の目的・概要・個人の保護・報酬の有無等について説明を行ったう

えで同意のあった者（未成年者は保護者の同意もあった者）から、被験者

集団に年齢・性別・地域等に極端な偏りのないことを確認したうえで

実施したものである。調査方法はソーシャルキャピタル及び心の外部

性、政策満足度については程度や種別を選択肢より選ぶアンケート調

査によるが、生活時間にかかる調査は被験者の任意の平日と休日にお

けるそれぞれ 24 時間の行動内容を 15 分単位で記録したうえでこれを

年間生活時間として再計算し行動内容別に分類集計するものである。

（
一
四
三
三
）
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生活時間にかかる調査の方法は、調査時期は異なるが国の社会生活基

本調査の方法にほぼ準拠したものである。

なお本件調査では回答者の人との関係にかかる意識を問う自由回答

も一問設定している。

１ － １　調査目的と設問

［目的］
本調査の主たる目的は、ソーシャルキャピタルと生活時間との関係

を探るものである。またこれに加えてソーシャルキャピタルと心の外

部性、政策満足度との関係が存在するか、さらにはソーシャルキャピ

タルの各要素、信頼や互酬性、規範性につきその違い・特性をさぐる

ものである。なお、本調査においては上記に加えて、特定化信頼にか

かるソーシャルキャピタルと一般的信頼にかかるソーシャルキャピタ

ルを分別して調査している。

［調査内容・設問］
調査票の設問構成は、別室質問票のとおり被験者の人的属性に関わ

る質問、ソーシャルキャピタル及び心の外部性並びにかかる質問、そ

して生活時間にかかる調査部分に分かれる。このうちソーシャルキャ

ピタルの質問項目については極力特定化信頼と一般的信頼との設問を

分けて「二つのソーシャルキャピタル」を対照的にとらえられるよう

に質問項目を設定している。

またソーシャルキャピタルのアウトカムについてもポジティブな要

素のみならずネガティブな効果（ダークサイド）の測定を試みている。

下図参照

具体的な質問項目については別紙質問票のとおり。
（
一
四
三
二
）

109

ソ
ー
シ
ャ
ル
キ
ャ
ピ
タ
ル
の
客
観
的
計
測

　時
間
を
用
い
た
計
測
方
法
の
検
討
（
須
田
）

一
六
三

付論

「暮らしの安心・信頼・社会参加・
生活時間に関するアンケート」の概要

須　田　光　郎

はじめに

筆者及び稲葉研究室において、平成 31 年 2 月 22 日～平成 31 年 2 月

28 日の期間、暮らしの安心・信頼・社会参加・生活時間に関するアン

ケートを WEB 調査により行った。

調査は個人の持つソーシャルキャピタルの測定を基本としこれに加

えて生活時間、心の外部性、政策満足度等との関係を探るもので、日

本全国の男女、年齢は 16 才以上を対象とし合計 524 名の回答を得た。

本稿ではその概要を紹介する。

1 ．調査の概要
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査の目的・概要・個人の保護・報酬の有無等について説明を行ったう
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集団に年齢・性別・地域等に極端な偏りのないことを確認したうえで

実施したものである。調査方法はソーシャルキャピタル及び心の外部

性、政策満足度については程度や種別を選択肢より選ぶアンケート調

査によるが、生活時間にかかる調査は被験者の任意の平日と休日にお

けるそれぞれ 24 時間の行動内容を 15 分単位で記録したうえでこれを

年間生活時間として再計算し行動内容別に分類集計するものである。

（
一
四
三
三
）
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１ － ２　調査・実施主体

設問作成は須田光郎、戸川一成、朴珎怜（50 音順）が担当し、実施は

日本大学法学部　稲葉陽二研究室が㈱マクロミルに委託して行った。

また、倫理審査は日本大学法学部研究倫理委員会の審査をへて平成 31

年 2 月 20 日で承認（受付番号 2018-ぁｗ-001）を得ている。

１ － ３　調査関連期間

調査票の検討　2018 年 ９ 月～ 201９ 年 2 月

調査実施期間　201９ 年 2 月 22 日～ 28 日

１ － ４　調査方法

㈱マクロミル登録者を対象としてインターネットを通じた WEB 調査

１ － ５　母集団と調査対象者、対象者のサンプリング方法

［母集団］日本全国の 15 歳から 6９ 歳の居住者

［対象者］日本全国の 16 歳から 6９ 歳の居住者 524 名

図　二つのソーシャルキャピタル概念図
目項問質CS的般一目項問質CS化定特

1 信頼 知人友人間での信頼 A-11 まだ見知らぬ他人を含めた信頼 A-12

2 互酬性 知人友人間での助け合い・貸し借り A-13 まだ見知らぬ他人との協力・援助 A-14

3 規範 知人友人間でのマナー・決まり事・義理 A-29(後半5問)
まだ見知らぬ他人を含めた一般的ルー
ル・法律

A-29(前半4問)

範規的度制・的理合範規的習慣・的緒情

62-A型ジッリブ62-A型ータスラク・グンィデンボ造構クーワトッネ4
的放開的鎖閉

5 リソース 時間（過去の共有時間） 調査票B
時間（将来に向けた教育訓練時間＝人
的資源形成時間）

調査票B 調査票A-5

6 アウトカム 精神的・物理的な平和・安定 A-28 個性の尊重・自由 A-28
（ポジティブ） 利害を超えた協調・協力 A-29 民主的プロセス・社会的公正 A-29

長期間安定的な結合
広く高いレベルでの結合可能性（バー
ト）

義主人個・化立孤束拘の度過ムカトウア7
（ネガティブ） 規範の特殊化・暴走 A-27 規範の希薄化・フリーライダー A-27

体解のCS化定特グンィデイラーリフのへCS的般一
性定安不性難困の脱離

もで時何とっずドーワーキ8
もで誰間仲
NEPODESOLC

（
一
四
三
一
）
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［サンプリング方法］㈱マクロミル登録者で調査に応じた者

１ － ６　調査配票数・回収数・回収率

［回収数］　524 票（無効票なし）

１ － ７　調査実施メンバー

研究代表者　稲葉陽二、研究協力者　須田光郎、戸川一成、朴珎怜

１ － ８　記述統計量と回答者の属性

下図のとおり。

（
一
四
三
〇
）
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１ － ２　調査・実施主体

設問作成は須田光郎、戸川一成、朴珎怜（50 音順）が担当し、実施は

日本大学法学部　稲葉陽二研究室が㈱マクロミルに委託して行った。

また、倫理審査は日本大学法学部研究倫理委員会の審査をへて平成 31

年 2 月 20 日で承認（受付番号 2018-ぁｗ-001）を得ている。

１ － ３　調査関連期間

調査票の検討　2018 年 ９ 月～ 201９ 年 2 月

調査実施期間　201９ 年 2 月 22 日～ 28 日

１ － ４　調査方法

㈱マクロミル登録者を対象としてインターネットを通じた WEB 調査

１ － ５　母集団と調査対象者、対象者のサンプリング方法

［母集団］日本全国の 15 歳から 6９ 歳の居住者

［対象者］日本全国の 16 歳から 6９ 歳の居住者 524 名

図　二つのソーシャルキャピタル概念図
目項問質CS的般一目項問質CS化定特

1 信頼 知人友人間での信頼 A-11 まだ見知らぬ他人を含めた信頼 A-12

2 互酬性 知人友人間での助け合い・貸し借り A-13 まだ見知らぬ他人との協力・援助 A-14

3 規範 知人友人間でのマナー・決まり事・義理 A-29(後半5問)
まだ見知らぬ他人を含めた一般的ルー
ル・法律

A-29(前半4問)

範規的度制・的理合範規的習慣・的緒情

62-A型ジッリブ62-A型ータスラク・グンィデンボ造構クーワトッネ4
的放開的鎖閉

5 リソース 時間（過去の共有時間） 調査票B
時間（将来に向けた教育訓練時間＝人
的資源形成時間）

調査票B 調査票A-5

6 アウトカム 精神的・物理的な平和・安定 A-28 個性の尊重・自由 A-28
（ポジティブ） 利害を超えた協調・協力 A-29 民主的プロセス・社会的公正 A-29

長期間安定的な結合
広く高いレベルでの結合可能性（バー
ト）

義主人個・化立孤束拘の度過ムカトウア7
（ネガティブ） 規範の特殊化・暴走 A-27 規範の希薄化・フリーライダー A-27

体解のCS化定特グンィデイラーリフのへCS的般一
性定安不性難困の脱離

もで時何とっずドーワーキ8
もで誰間仲
NEPODESOLC

（
一
四
三
一
）
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九

図　記述統計量　回答者の属性
N 平均・構成比（％） 標準偏差他

%0.05262性男別性
%0.05262性女
%4.6168才91～才21代年
%8.452才42～才02
%6.1116才92～才52
%0.824才43～才03
%8.864才93～才53
%6.854才44～才04
%2.834才94～才54
%6.704才45～才05
%2.984才95～才55

値頻最%8.6188上以才06
%8.452道海北域地
%9.513方地北東

値頻最%2.83002方地東関
%4.6168方地部中
%2.12111方地畿近
%2.422方地国中
%1.16方地国四
%2.834方地州九
%4.381業卒校学中歴学
%6.854中学在校学等高
%0.42621業卒校学等高
%9.101中学在校学門専
%8.864業卒校学門専
%1.773中学在学大

値頻最%6.14812業卒学大
%0.15中学在院学大
%6.391業卒院学大
%3.633満未万002収年
%4.7119満未万004～002

値頻最%8.91401満未万006～004
%0.00満未万208～006
%6.854満未万0001～008
%8.452満未万0021～0001
%9.101満未万0051～0021
%6.03満未万0002～0051
%0.00上以万0002
%8.2176答回無

値頻最%4.7119生学種職
%8.2176トイバルア・トーパ
%8.5138)系務事(員社会
%1.1185)系術技(員社会
%0.974)他のそ(員社会
%3.221員務公
%1.211員役・者営経
%0.412業営自
%5.18業由自
%6.1116)夫主(婦主業専
%5.905職無
%9.251他のそ
%7.25672婚未姻婚
%3.74842婚既

（
一
四
二
九
）
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活
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票
A

当
て

は
ま

る
も

の
に

〇
印

を
付

け
て

く
だ

さ
い

。
ま

た
は

回
答
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記

入
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さ
い
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問
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な
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に
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て
お
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。

当
て

は
ま

る
も

の
に

〇
印

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

。

1
性

別
男

女

2
世

帯
主

と
の

続
柄

本
人

配
偶

者
子

子
の

配
偶

者
孫

父
母

義
父

母
祖

父
母

兄
弟

姉
妹

そ
の

他

3
生

年
月

明
治

大
正

昭
和

平
成

年
月

4
配

偶
者

・
家

族
の

有
無

未
婚

既
婚

死
別

・
離

別
>
・
別

居
そ

の
他

に
同

居
人

が
い

る
場

合
そ

の
人

数
(親

・
子

・
兄

弟
そ

の
他

)

（
同

居
・
別

居
と

も
）

人
(例

　
妻

と
子

一
人

あ
り

　
→

　
既

婚
　

〇
　

そ
の

他
同

居
人

　
1
人

)
( 

(一
人

暮
ら

し
　

　
　

　
  

5
最

終
学

歴
小

学
校

中
学

校
高

等
学

校
専

門
学

校
大

学
大

学
院

在
学
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事
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学
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仕

事
有

仕
事
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通

学
有

通
学

無
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勤

務
形

態
正

社
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契
約

社
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パ
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ト
ア

ル
バ

イ
ト

嘱
託
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遣
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営
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有
）
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営

（
従

業
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無
）

家
業

の
手

伝
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そ

の
他
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仕

事
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業
種

農
林

水
産

商
業

工
業

サ
ー

ビ
ス

そ
の

他
（
公

務
員

等
）

9
一

週
間

の
勤

務
時

間
数

１
５

時
間

未
満

1
5
～

2
9

3
0
～

3
4

3
5
～

3
9

4
0
～

4
8

4
9
～

5
9

6
0
時

間
以

上

10
年

収
無

5
0
万

円
未

満
5
0
～

9
9
万

円
1
0
0
～

1
4
9
万

円
1
5
0
～

1
9
9
万

円
2
0
0
～

2
4
9
万

円
2
5
0
～

2
9
9
万

円
3
0
0
～

3
9
9
万

円

4
0
0
～

4
9
9
万

円
5
0
0
～

5
9
9
万

円
6
0
0
～

6
9
9
万

円
7
0
0
～

7
9
9
万

円
8
0
0
～

8
9
9
万

円
9
0
0
～

9
9
9
万

円
1
0
0
0
～

1
4
9
9
万

円
1
5
0
0
万

円
以

上

10
*
2

居
住

地
の

郵
便

番
号

他
人

へ
の

信
頼

等
に

つ
い

て
お

伺
い

し
ま

す
。

あ
な

た
は

一
般

的
に

人
は

信
頼

で
き

る
と

思
い

ま
す

か
。

信
頼

で
き

な
い

と
思

い
ま

す
か

。
あ

な
た

の
考

え
に

近
い

場
所

に
〇

印
を

つ
け

て
く
だ

さ
い

。

11
知

人
友

人
へ

の
信

頼
ほ

と
ん

ど
の

人
は

信
頼

で
き

る
　

両
者

の
中

間
注

意
す

る
に

越
し

た
こ

と
は

な
い

分
か

ら
な

い

12
他

人
へ

の
信

頼
（
見

知
ら

ぬ
土

地
な

ど
で

）
ほ

と
ん

ど
の

人
は

信
頼

で
き

る
　

両
者

の
中

間
注

意
す

る
に

越
し

た
こ

と
は

な
い

分
か

ら
な

い

（
一
四
二
八
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図　記述統計量　回答者の属性
N 平均・構成比（％） 標準偏差他

%0.05262性男別性
%0.05262性女
%4.6168才91～才21代年
%8.452才42～才02
%6.1116才92～才52
%0.824才43～才03
%8.864才93～才53
%6.854才44～才04
%2.834才94～才54
%6.704才45～才05
%2.984才95～才55

値頻最%8.6188上以才06
%8.452道海北域地
%9.513方地北東

値頻最%2.83002方地東関
%4.6168方地部中
%2.12111方地畿近
%2.422方地国中
%1.16方地国四
%2.834方地州九
%4.381業卒校学中歴学
%6.854中学在校学等高
%0.42621業卒校学等高
%9.101中学在校学門専
%8.864業卒校学門専
%1.773中学在学大

値頻最%6.14812業卒学大
%0.15中学在院学大
%6.391業卒院学大
%3.633満未万002収年
%4.7119満未万004～002

値頻最%8.91401満未万006～004
%0.00満未万208～006
%6.854満未万0001～008
%8.452満未万0021～0001
%9.101満未万0051～0021
%6.03満未万0002～0051
%0.00上以万0002
%8.2176答回無

値頻最%4.7119生学種職
%8.2176トイバルア・トーパ
%8.5138)系務事(員社会
%1.1185)系術技(員社会
%0.974)他のそ(員社会
%3.221員務公
%1.211員役・者営経
%0.412業営自
%5.18業由自
%6.1116)夫主(婦主業専
%5.905職無
%9.251他のそ
%7.25672婚未姻婚
%3.74842婚既

（
一
四
二
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）
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13
あ
な
た
は
、
知
人
や
友
人
を
助
け
れ
ば
い
ず
れ
そ
の
人
か
ら
助
け
て
も
ら
え
る
と
思
い
ま
す
か
。

全
く
そ
う
思
う

や
や
そ
う
思
う

ど
ち
ら
と
も
い
え
な

い
あ
ま
り
そ
う
は
思
え
な
い全
く
そ
う
は
思
わ
な
い

14
あ
な
た
は
、
知
ら
な
い
人
で
も
人
を
助
け
れ
ば
い
ず
れ
ど
こ
か
の
誰
か
が
自
分
が
困
っ
て
い
る
時
に
助
け
て
く
れ
る
と
思
い
ま
す
か
。

全
く
そ
う
思
う

や
や
そ
う
思
う

ど
ち
ら
と
も
い
え
な

い
あ
ま
り
そ
う
は
思
え
な
い全
く
そ
う
は
思
わ
な
い

日
常
的
な
つ
き
あ
い
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。

15
あ
な
た
は
ご
近
所
の
方
と
ど
の
よ
う
な
お
つ
き
あ
い
を
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
も
の
ま
た
は
近
い
も
の
に
ひ
と
つ
ず
つ
選
び
〇
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

た
が
い
に
相
談
し
た
り
日
用
品
の
貸
し
借
り
を
す
る
な
ど
生
活
面
で
協
力
し
合
っ
て
い
る
人
が
居
る
。

日
常
的
に
立
ち
話
を
す
る
程
度
の
付
き
合
い
は
し
て
い
る
。

あ
い
さ
つ
程
度
の
最
小
限
の
付
き
合
い
し
か
し
て
い
な
い
。

付
き
合
い
は
全
く
し
て
い
な
い
。

16
ご
近
所
で
付
き
合
っ
て
い
る
人
の
数

概
ね
２
０
人
以
上

５
～
1
9
人

4
人
以
下

付
き
合
い
は
な
い
。

17
友
人
・
知
人
（
職
場
・
学
校
以
外
）
の
付
き
合
い
の
頻
度
は
ど
の
く
ら
い
で
す
か 毎
日
～
週
に
数
回
程
度
会
う
。

週
に
一
回
～
月
に
数
回
程
度
会
う
。

月
に
一
回
～
年
に
数
回
程
度
会
う
。

年
に
一
回
～
数
年
に
一
回
程
度
会
う
。

全
く
な
い
。

18
親
戚
・
親
類
と
の
付
き
合
い
の
頻
度
は
ど
の
く
ら
い
で
す
か
。

毎
日
～
週
に
数
回
程
度
会
う
。

週
に
一
回
～
月
に
数
回
程
度
会
う
。

月
に
一
回
～
年
に
数
回
程
度
会
う
。

年
に
一
回
～
数
年
に
一
回
程
度
会
う
。

全
く
な
い
。

19
職
場
・
学
校
の
人
と
仕
事
・
授
業
以
外
で
の
付
き
合
い
の
頻
度
は
ど
の
く
ら
い
で
す
か
。

毎
日
～
週
に
数
回
程
度
会
う
。

週
に
一
回
～
月
に
数
回
程
度
会
う
。

（
一
四
二
七
）
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政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

一
五
六

月
に
一
回
～
年
に
数
回
程
度
会
う
。

年
に
一
回
～
数
年
に
一
回
程
度
会
う
。

全
く
な
い
。

20
職
場
・
学
校
で
人
の
入
れ
替
わ
り
は
あ
り
ま
す
か
。

ほ
と
ん
ど
同
じ
（
一
年
以
上
、
人
は
ほ
と
ん
ど
変
わ
ら
な
い
）

新
入
や
入
れ
替
え
は
あ
る
程
度
あ
る
。
（
定
期
的
（
一
年
以
上
）
に
異
動
・
採
用
・
転
入
ク
ラ
ス
替
え
・
席
替
え
が
あ
る
）

人
の
入
れ
替
わ
り
は
多
い
。
（
不
定
期
（
短
期
）
に
異
動
・
採
用
・
転
入
・
ク
ラ
ス
替
え
・
席
替
え
が
あ
る
）

そ
も
そ
も
同
じ
人
と
過
ご
す
こ
と
が
少
な
い
（
単
独
職
場
・
職
種
・
職
階
・
ク
ラ
ス
編
成
が
な
い
等
）

あ
な
た
自
身
の
余
暇
の
活
動
に
つ
い
て
お
聞
き
し
ま
す
。

21
地
縁
的
な
活
動
は
ど
の
程
度
し
て
い
ま
す
か
（
自
治
会
・
町
内
会
・
婦
人
会
・
老
人
会
・
青
年
団
・
子
供
会
・
管
理
組
合
等
）

週
に
四
回
以
上

週
に
二
～
三
回

週
に
一
回
程
度

月
に
二
～
三
回

月
に
一
回
程
度

年
に
数
回
程
度

全
く
し
て
い
な
い
。

22
ス
ポ
ー
ツ
・
趣
味
・
娯
楽
（
観
戦
・
鑑
賞
を
含
み
、
一
人
で
は
な
く
誰
か
他
の
人
と
と
も
に
行
う
も
の
）

週
に
四
回
以
上

週
に
二
～
三
回

週
に
一
回
程
度

月
に
二
～
三
回

月
に
一
回
程
度

年
に
数
回
程
度

全
く
し
て
い
な
い
。

23
社
会
活
動
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
市
民
活
動
・
N
P
O
等
）
（
街
づ
く
り
・
子
育
て
・
高
齢
者
障
碍
者
等
福
祉
・
技
能
や
教
育
指
導
・
美
化
・
防
犯
・
募
金
等
）

週
に
四
回
以
上

週
に
二
～
三
回

週
に
一
回
程
度

月
に
二
～
三
回

月
に
一
回
程
度

年
に
数
回
程
度

全
く
し
て
い
な
い
。

24
そ
の
他
の
団
体
活
動
（
商
工
会
・
同
業
者
組
合
・
政
治
・
宗
教
等
）

（
一
四
二
六
）
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ソ
ー
シ
ャ
ル
キ
ャ
ピ
タ
ル
の
客
観
的
計
測

　時
間
を
用
い
た
計
測
方
法
の
検
討
（
須
田
）

一
五
七

13
あ
な
た
は
、
知
人
や
友
人
を
助
け
れ
ば
い
ず
れ
そ
の
人
か
ら
助
け
て
も
ら
え
る
と
思
い
ま
す
か
。

全
く
そ
う
思
う

や
や
そ
う
思
う

ど
ち
ら
と
も
い
え
な

い
あ
ま
り
そ
う
は
思
え
な
い全
く
そ
う
は
思
わ
な
い

14
あ
な
た
は
、
知
ら
な
い
人
で
も
人
を
助
け
れ
ば
い
ず
れ
ど
こ
か
の
誰
か
が
自
分
が
困
っ
て
い
る
時
に
助
け
て
く
れ
る
と
思
い
ま
す
か
。

全
く
そ
う
思
う

や
や
そ
う
思
う

ど
ち
ら
と
も
い
え
な

い
あ
ま
り
そ
う
は
思
え
な
い全
く
そ
う
は
思
わ
な
い

日
常
的
な
つ
き
あ
い
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。

15
あ
な
た
は
ご
近
所
の
方
と
ど
の
よ
う
な
お
つ
き
あ
い
を
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
当
て
は
ま
る
も
の
ま
た
は
近
い
も
の
に
ひ
と
つ
ず
つ
選
び
〇
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

た
が
い
に
相
談
し
た
り
日
用
品
の
貸
し
借
り
を
す
る
な
ど
生
活
面
で
協
力
し
合
っ
て
い
る
人
が
居
る
。

日
常
的
に
立
ち
話
を
す
る
程
度
の
付
き
合
い
は
し
て
い
る
。

あ
い
さ
つ
程
度
の
最
小
限
の
付
き
合
い
し
か
し
て
い
な
い
。

付
き
合
い
は
全
く
し
て
い
な
い
。

16
ご
近
所
で
付
き
合
っ
て
い
る
人
の
数

概
ね
２
０
人
以
上

５
～
1
9
人

4
人
以
下

付
き
合
い
は
な
い
。

17
友
人
・
知
人
（
職
場
・
学
校
以
外
）
の
付
き
合
い
の
頻
度
は
ど
の
く
ら
い
で
す
か 毎
日
～
週
に
数
回
程
度
会
う
。

週
に
一
回
～
月
に
数
回
程
度
会
う
。

月
に
一
回
～
年
に
数
回
程
度
会
う
。

年
に
一
回
～
数
年
に
一
回
程
度
会
う
。

全
く
な
い
。

18
親
戚
・
親
類
と
の
付
き
合
い
の
頻
度
は
ど
の
く
ら
い
で
す
か
。

毎
日
～
週
に
数
回
程
度
会
う
。

週
に
一
回
～
月
に
数
回
程
度
会
う
。

月
に
一
回
～
年
に
数
回
程
度
会
う
。

年
に
一
回
～
数
年
に
一
回
程
度
会
う
。

全
く
な
い
。

19
職
場
・
学
校
の
人
と
仕
事
・
授
業
以
外
で
の
付
き
合
い
の
頻
度
は
ど
の
く
ら
い
で
す
か
。

毎
日
～
週
に
数
回
程
度
会
う
。

週
に
一
回
～
月
に
数
回
程
度
会
う
。

（
一
四
二
七
）
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ソ
ー
シ
ャ
ル
キ
ャ
ピ
タ
ル
の
客
観
的
計
測

　時
間
を
用
い
た
計
測
方
法
の
検
討
（
須
田
）

一
五
五

　
週
に
四
回
以
上

週
に
二
～
三
回

週
に
一
回
程
度

月
に
二
～
三
回

月
に
一
回
程
度

年
に
数
回
程
度

全
く
し
て
い
な
い
。

25
上
記
の
活
動
の
中
で
あ
な
た
が
最
も
大
切
に
し
て
い
る
活
動
、
時
間
を
さ
い
て
い
る
活
動
は
ど
れ
で
す
か
。

地
縁
的
な
活
動
（
自
治
会
・
町
内
会
・
婦
人
会
・
老
人
会
・
青
年
団
・
子
供
会
・
管
理
組
合
等
）

ス
ポ
ー
ツ
・
趣
味
・
娯
楽
（
観
戦
・
鑑
賞
を
含
み
、
一
人
で
は
な
く
誰
か
他
の
人
と
と
も
に
行
う
も
の
）

社
会
活
動
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
市
民
活
動
・
N
P
O
等
）

そ
の
他
の
団
体
活
動
（
商
工
会
・
同
業
者
組
合
・
政
治
・
宗
教
等
）

26
そ
の
活
動
に
は
ど
の
程
度
、
新
し
い
人
や
外
部
の
人
が
参
加
し
て
い
ま
す
か
。

新
し
い
人
は
参
加
せ
ず
、
人
数
は
減
っ
て
い
る
。

ほ
と
ん
ど
新
し
い
人
、
外
部
の
人
が
参
加
す
る
こ
と
は
な
い

新
し
い
人
が
参
加
す
る
こ
と
は
少
な
い
が
あ
る
。
外
部
の
人
が
ま
れ
に
参
加
す
る
こ
と
も
あ
る
。

常
に
一
定
数
人
の
入
退
会
は
あ
る
。
外
部
の
人
が
一
時
参
加
す
る
こ
と
も
珍
し
く
な
い
。

し
ょ
っ
ち
ゅ
う
人
が
入
れ
替
わ
り
、
ず
っ
と
い
る
人
は
少
な
い
。
外
部
の
一
時
参
加
者
は
常
に
い
る
。

外
部
の
人
が
ど
ん
ど
ん
加
入
し
て
人
が
増
え
て
い
る
。

27
あ
な
た
の
日
常
生
活
に
お
い
て
ス
ト
レ
ス
や
心
配
・
不
安
を
ど
の
程
度
感
じ
ま
す
か
。
各
項
目
ご
と
に
お
答
え
く
だ
さ
い
。

か
な
り
強
く
感
じ
る

少
し
感
じ
る

ど
ち
ら
で
も
な
い

あ
ま
り
感
じ
な
い

感
じ
な
い

自
分
の
健
康

家
族
の
問
題
（
子
育
て
・
高
齢
者
介
護
等
）

仕
事
の
問
題
（
ト
ラ
ブ
ル
・
業
務
上
の
課
題
等
）

経
済
的
な
問
題
（
収
入
・
生
活
設
計
等
）

社
会
に
対
す
る
不
安
（
犯
罪
・
災
害
）

人
間
関
係
（
家
族
内
）

人
間
関
係
（
職
場
・
学
校
）

人
間
関
係
（
上
記
以
外
。
大
切
に
し
て
い
る
活
動
他
）

将
来
の
自
分

生
活
上
の
孤
立

28
上
記
の
よ
う
な
ス
ト
レ
ス
・
心
配
事
等
に
対
し
て
ど
の
よ
う
な
人
・
組
織
が
頼
り
に
な
り
ま
す
か
。

頼
り
に
な
る

少
し
は
頼
り
に
な
る
ど
ち
ら
で
も
な
い

余
り
頼
り
に
な
ら
な

い
全
く
頼
り
に
な
ら
な
い

（
一
四
二
五
）
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政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

一
五
四

役
所
・
学
校
や
病
院
な
ど
公
的
機
関

警
察
・
消
防
・
自
衛
隊
な
ど
の
組
織

地
域
の
団
体
・
世
話
役
（
自
治
会
・
民
生
委
員
等
）

社
会
活
動
団
体
（
N
P
O
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
）

職
場
・
学
校
の
人
（
上
司
・
同
僚
・
先
生
・
同
級
生
等
）

ご
近
所
の
人

家
族
・
親
族

上
記
以
外
の
知
人
・
友
人

29
あ
な
た
は
組
織
に
参
加
し
、
ま
た
は
個
人
的
に
人
を
助
け
る
、
世
話
を
す
る
こ
と
は
あ
り
ま
す
か
。

週
数
回
程
度

月
数
回
程
度

年
数
回
程
度

非
常
時
・
災
害
時

の
み
（
地
震
、
台

風
、
大
雪
な
ど
）

全
く
な
い

役
所
・
学
校
や
病
院
な
ど
公
的
機
関

警
察
・
消
防
・
自
衛
隊
な
ど
の
組
織

地
域
の
団
体
・
世
話
役
（
自
治
会
・
民
生
委
員
等
）

社
会
活
動
団
体
（
N
P
O
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
）

職
場
・
学
校
の
人
（
上
司
・
同
僚
・
先
生
・
同
級
生
等
）

ご
近
所
の
人

家
族
・
親
族

上
記
以
外
の
知
人
・
友
人

30
次
の
よ
う
な
こ
と
は
許
さ
れ
る
と
思
い
ま
す
か
。

到
底
許
さ
れ
な
い

あ
ま
り
感
心
し
な
い
ど
ち
ら
で
も
な
い

仕
方
な
い
時
も
あ

る
許
さ
れ
る

貰
え
る
資
格
が
な
い
の
に
公
的
給
付
を
受
け
る
。

運
賃
・
入
場
料
・
公
共
料
金
な
ど
を
ご
ま
か
す
。

脱
税
す
る

わ
い
ろ
を
貰
う
。
あ
げ
る
。

信
頼
し
て
く
れ
て
い
る
人
や
仲
間
を
裏
切
る
。

助
け
て
く
れ
た
人
に
返
礼
し
な
い

長
い
付
き
合
い
の
知
り
合
い
を
無
視
す
る
。
絶
縁
す
る

身
内
は
大
事
に
す
る
が
他
人
の
こ
と
は
知
ら
な
い
。

職
場
内
や
仲
間
内
で
こ
っ
そ
り
法
律
違
反
を
す
る
。

31
あ
な
た
の
行
政
へ
の
満
足
度
に
つ
い
て
お
聞
き
し
ま
す
。
あ
な
た
は
住
ん
で
い
る
地
域
の
行
政
（
サ
ー
ビ
ス
・
政
策
等
）
に
満
足
し
て
い
ま
す
か
。

（
一
四
二
四
）

117

ソ
ー
シ
ャ
ル
キ
ャ
ピ
タ
ル
の
客
観
的
計
測

　時
間
を
用
い
た
計
測
方
法
の
検
討
（
須
田
）

一
五
五

　
週
に
四
回
以
上

週
に
二
～
三
回

週
に
一
回
程
度

月
に
二
～
三
回

月
に
一
回
程
度

年
に
数
回
程
度

全
く
し
て
い
な
い
。

25
上
記
の
活
動
の
中
で
あ
な
た
が
最
も
大
切
に
し
て
い
る
活
動
、
時
間
を
さ
い
て
い
る
活
動
は
ど
れ
で
す
か
。

地
縁
的
な
活
動
（
自
治
会
・
町
内
会
・
婦
人
会
・
老
人
会
・
青
年
団
・
子
供
会
・
管
理
組
合
等
）

ス
ポ
ー
ツ
・
趣
味
・
娯
楽
（
観
戦
・
鑑
賞
を
含
み
、
一
人
で
は
な
く
誰
か
他
の
人
と
と
も
に
行
う
も
の
）

社
会
活
動
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
市
民
活
動
・
N
P
O
等
）

そ
の
他
の
団
体
活
動
（
商
工
会
・
同
業
者
組
合
・
政
治
・
宗
教
等
）

26
そ
の
活
動
に
は
ど
の
程
度
、
新
し
い
人
や
外
部
の
人
が
参
加
し
て
い
ま
す
か
。

新
し
い
人
は
参
加
せ
ず
、
人
数
は
減
っ
て
い
る
。

ほ
と
ん
ど
新
し
い
人
、
外
部
の
人
が
参
加
す
る
こ
と
は
な
い

新
し
い
人
が
参
加
す
る
こ
と
は
少
な
い
が
あ
る
。
外
部
の
人
が
ま
れ
に
参
加
す
る
こ
と
も
あ
る
。

常
に
一
定
数
人
の
入
退
会
は
あ
る
。
外
部
の
人
が
一
時
参
加
す
る
こ
と
も
珍
し
く
な
い
。

し
ょ
っ
ち
ゅ
う
人
が
入
れ
替
わ
り
、
ず
っ
と
い
る
人
は
少
な
い
。
外
部
の
一
時
参
加
者
は
常
に
い
る
。

外
部
の
人
が
ど
ん
ど
ん
加
入
し
て
人
が
増
え
て
い
る
。

27
あ
な
た
の
日
常
生
活
に
お
い
て
ス
ト
レ
ス
や
心
配
・
不
安
を
ど
の
程
度
感
じ
ま
す
か
。
各
項
目
ご
と
に
お
答
え
く
だ
さ
い
。

か
な
り
強
く
感
じ
る

少
し
感
じ
る

ど
ち
ら
で
も
な
い

あ
ま
り
感
じ
な
い

感
じ
な
い

自
分
の
健
康

家
族
の
問
題
（
子
育
て
・
高
齢
者
介
護
等
）

仕
事
の
問
題
（
ト
ラ
ブ
ル
・
業
務
上
の
課
題
等
）

経
済
的
な
問
題
（
収
入
・
生
活
設
計
等
）

社
会
に
対
す
る
不
安
（
犯
罪
・
災
害
）

人
間
関
係
（
家
族
内
）

人
間
関
係
（
職
場
・
学
校
）

人
間
関
係
（
上
記
以
外
。
大
切
に
し
て
い
る
活
動
他
）

将
来
の
自
分

生
活
上
の
孤
立

28
上
記
の
よ
う
な
ス
ト
レ
ス
・
心
配
事
等
に
対
し
て
ど
の
よ
う
な
人
・
組
織
が
頼
り
に
な
り
ま
す
か
。

頼
り
に
な
る

少
し
は
頼
り
に
な
る
ど
ち
ら
で
も
な
い

余
り
頼
り
に
な
ら
な

い
全
く
頼
り
に
な
ら
な
い

（
一
四
二
五
）
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ソ
ー
シ
ャ
ル
キ
ャ
ピ
タ
ル
の
客
観
的
計
測

　時
間
を
用
い
た
計
測
方
法
の
検
討
（
須
田
）

一
五
三

満
足

や
や
満
足

ど
ち
ら
で
も
な
い

や
や
不
満
足

不
満
足

32
満
足
・
不
満
足
の
理
由
は
な
ぜ
で
す
か
。
下
記
の
う
ち
か
ら
当
て
は
ま
る
も
の
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

首
長
・
役
所
の
政
策
（
に
満
足
、
ま
た

は
不
満
足
で
あ

住
民
要
望
へ
の
対
応

職
員
の
態
度
・
素
行

広
報
・
情
報
公
開

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
へ
の
支
援

治
安
・
青
少
年
対
策

文
化
・
教
育

観
光
・
ま
ち
お
こ
し

産
業
政
策
全
般

環
境
（
ゴ
ミ
）
対
策

福
祉
・
医
療

そ
の
他

33
上
記
の
満
足
・
不
満
足
の
き
っ
か
け
と
な
っ
た
状
況
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。
そ
れ
は
ど
の
よ
う
な
活
動
を
通
じ
て
で
す
か
。

家
族
の
問
題
で
行
政
と
か
か
わ
っ
た
時

仕
事
上
の
問
題
で
行
政
と
か
か
わ
っ
た
時

地
域
の
問
題
（
自
治
会
等
）
で
行
政
と
か
か
わ
っ
た
時

趣
味
や
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
を
通
じ
て
行
政
と
か
か
わ
っ
た
時

全
く
個
人
的
に
行
政
と
か
か
わ
っ
た
時

そ
の
他

34
最
後
に
人
づ
あ
き
あ
い
や
助
け
合
い
等
に
つ
い
て
普
段
か
ら
感
じ
て
い
る
こ
と
、
ご
意
見
等
あ
り
ま
し
た
ら
ご
自
由
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

（
一
四
二
三
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二

暮らしの安心・信頼・社会参加・生活時間に関するアンケート調査票B

指定された第一日と第二日の行動について、十五分単位で下記の調査票から選択してください。

第一日 日付

時間帯 どこで 誰と 何人で（自分を含めた人数） 何を 何しながら（ある場合）

0:00 ～ 0:15
0:15 0:30
0:30 0:45
0:45 1:00
1:00 ～ 1:15
1:15 1:30
1:30 1:45
1:45 2:00
2:00 ～ 2:15
2:15 2:30
2:30 2:45
2:45 3:00
3:00 ～ 3:15
3:15 3:30
3:30 3:45
3:45 4:00
4:00 ～ 4:15
4:15 4:30
4:30 4:45
4:45 5:00
5:00 ～ 5:15
5:15 5:30
5:30 5:45
5:45 6:00
6:00 ～ 6:15
6:15 6:30
6:30 6:45
6:45 7:00
7:00 ～ 7:15
7:15 7:30
7:30 7:45
7:45 8:00
8:00 ～ 8:15
8:15 8:30
8:30 8:45
8:45 9:00
9:00 ～ 9:15
9:15 9:30
9:30 9:45
9:45 10:00
10:00 ～ 10:15
10:15 10:30
10:30 10:45
10:45 11:00
11:00 ～ 11:15
11:15 11:30
11:30 11:45
11:45 12:00
12:00 ～ 12:15
12:15 12:30
12:30 12:45
12:45 13:00
13:00 ～ 13:15
13:15 13:30
13:30 13:45
13:45 14:00
14:00 ～ 14:15
14:15 14:30
14:30 14:45
14:45 15:00
15:00 ～ 15:15
15:15 15:30
15:30 15:45
15:45 16:00
16:00 ～ 16:15
16:15 16:30
16:30 16:45
16:45 17:00
17:00 ～ 17:15
17:15 17:30
17:30 17:45
17:45 18:00
18:00 ～ 18:15
18:15 18:30
18:30 18:45
18:45 19:00
19:00 ～ 19:15
19:15 19:30
19:30 19:45
19:45 20:00
20:00 ～ 20:15
20:15 20:30
20:30 20:45
20:45 21:00
21:00 ～ 21:15
21:15 21:30
21:30 21:45
21:45 22:00
22:00 ～ 22:15
22:15 22:30
22:30 22:45
22:45 23:00
23:00 ～ 23:15
23:15 23:30
23:30 23:45
23:45 0:00

（
一
四
二
二
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一
五
三

満
足

や
や
満
足

ど
ち
ら
で
も
な
い

や
や
不
満
足

不
満
足

32
満
足
・
不
満
足
の
理
由
は
な
ぜ
で
す
か
。
下
記
の
う
ち
か
ら
当
て
は
ま
る
も
の
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

首
長
・
役
所
の
政
策
（
に
満
足
、
ま
た

は
不
満
足
で
あ

住
民
要
望
へ
の
対
応

職
員
の
態
度
・
素
行

広
報
・
情
報
公
開

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
へ
の
支
援

治
安
・
青
少
年
対
策

文
化
・
教
育

観
光
・
ま
ち
お
こ
し

産
業
政
策
全
般

環
境
（
ゴ
ミ
）
対
策

福
祉
・
医
療

そ
の
他

33
上
記
の
満
足
・
不
満
足
の
き
っ
か
け
と
な
っ
た
状
況
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。
そ
れ
は
ど
の
よ
う
な
活
動
を
通
じ
て
で
す
か
。

家
族
の
問
題
で
行
政
と
か
か
わ
っ
た
時

仕
事
上
の
問
題
で
行
政
と
か
か
わ
っ
た
時

地
域
の
問
題
（
自
治
会
等
）
で
行
政
と
か
か
わ
っ
た
時

趣
味
や
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
を
通
じ
て
行
政
と
か
か
わ
っ
た
時

全
く
個
人
的
に
行
政
と
か
か
わ
っ
た
時

そ
の
他

34
最
後
に
人
づ
あ
き
あ
い
や
助
け
合
い
等
に
つ
い
て
普
段
か
ら
感
じ
て
い
る
こ
と
、
ご
意
見
等
あ
り
ま
し
た
ら
ご
自
由
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

（
一
四
二
三
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一
五
一

選択肢リスト

どこで 誰と 何人で 何を（そのための移動時間含む）

同上 なし 自分一人で 睡眠
自宅で 家族・配偶者と 二人で 食事
知人・親戚等の家で 親戚・血縁者などと 三人から十人で 入浴
職場・仕事現場で 職場（学校）の人と 十人以上で 休養
学校で 得意先・仕事相手と
移動中 店員・交渉相手等と 同上 身の回りのケア（整髪・化粧等トイレ等含む）
近所で 知人・友人・仲間と 家事（炊事洗濯掃除等家内の仕事）
旅行先で 恋人と（好きな人と） 家事（日用品の買物等外でするもの）
その他の場所で ご近所の人と その他の家事（育児介護含む）

知らない他人と 医療機関の受診
その他の人と 会話等のコミュニケーション
同上 スキンシップ等のコミュニケーション

通勤・通学
仕事（仕事中の移動含む）
勉強・学習・訓練等
相談・交渉事
手紙を書く・送る。
ボランティア活動
地域活動（自治会・町会等）
冠婚葬祭
おしゃべり・情報交換
その他の社会活動（NPO等）
旅行・遠足・ハイキング等
ショッピング（娯楽としての）
散歩・散策
ドライブ・バイクツーリング等
テレビ・ラジオ等の視聴
新聞雑誌書籍等の読書
ネット閲覧・購読
ネット動画ラジオ等の視聴
ネットショッピング・支払い等
ﾈｯﾄでのコミュニケーション（メール・チャット・オンラインゲーム・SNS等）
観劇・映画・音楽鑑賞
その他の娯楽・趣味・スポーツ

同上

（
一
四
二
一
）
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自治体のAI 利用の可能性を探る
─地域の結束型社会関係資本の維持に向けて社会実装は可能か─

戸　川　和　成
稲　葉　陽　二

1 ．問題認識

日本は現在、人口減少、少子化、超高齢化、財政制約の拡大という

大きな課題を背負い、中長期的な改革プランとして「Society	5.0」と

いう成長戦略を掲げている。この戦略では、AI/ICT 技術を社会のあら

ゆる分野で社会実装（Implementation、政策実施）し、労働を人から AI へ、

技術進歩による効率性を拡大させながら人間を中心として、QOL

（Quality	of	Life）を向上した社会の実現を目指している。これを受け、

自治体行政も変容するべく ICT の活用戦略を展開し、政策立案も含め

た AI の社会実装を視野にいれている。

自治体による AI の利活用には、財政制約の中、行政が法令に基づい

て公共サービスを画一的に実施するという「自治体行政の標準化」が

期待されるだろう。そして、行政内部の事務作業の省略化（行政内部の

人的リソース削減）、経営資源の効率化、簡素化が期待される。

現在は、先進的な自治体をモデルに AI の社会実装が試みられている。

運用を開始した自治体では、既に職員にとって過重負担であった行政

内部の一部事務業務が、効率的に人から AI に移行している（日本都市

センター編	2018；稲継	2019）。好事例をみる限り、市民の利便性が維持さ

れながら AI の社会実装が進むと予測される（稲継	2019）。

論　説

（
一
四
八
〇
）
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・A.B.Carroll and A.K.Buchholtz, Business and Society, Thomson, 2006.
・International Standard, Guidance on social responsibility, International 

Organization for Standardization, 2010.
・J.E.Post, A.T.Lawrence and J.Weber, Business and Society Corporate 

Strategy, Public Policy, Ethics, 11thed, The McGraw-Hill, 2011.（松野弘、
小坂隆秀、谷本寛治監訳『企業と社会 企業戦略・公共政策・倫理㊤㊦』
ミネルヴァ書房、2012 年。）

・K.Tanimoto and K.Suzuki, Corporate Social Responsibility in Japan: 
Analyzing the Participating Companies in Global Reporting initiative, in 
Stockholm School of Economics, 2005.

・M.E.Porter and M.R.Kramer, Strategy and Society, Harvard Business 
Review, 2006.（村井裕訳「競争優位の CSR 戦略」『ハーバードビジネスレ
ビュー』1 月号、ダイヤモンド社、2008 年、36-52 頁。）

・岡本大輔、梅津光弘『企業評価＋企業倫理 CSR へのアプローチ』慶應義
塾大学出版会、2006 年。

・海道ノブチカ、風間信隆編『コーポレート・ガバナンスと経営学─グロー
バリゼーション下の変化と多様性─』ミネルヴァ書房、2009 年。

・勝部信夫「株主主権論とコーポレート・ガバナンス─株主主権論は日本の
企業経営に妥当するのか─」経営哲学学会『経営哲学』第 16 巻 2 号、
2019 年。

・佐久間信夫、水尾順一編『コーポレート・ガバナンスと企業倫理の国際比
較』ミネルヴァ書房、2010 年。

・関正雄『ISO26000 を読む』日科技連、2011 年。
・関正雄『SDGs 経営の時代に求められる CSR とは何か』第一法規、2018

年。
・谷本寛治編著『CSR 経営 企業の社会的責任とステイクホルダー』中央経

済社、2004 年。
・谷本寛治『CSR 企業と社会を考える』NTT 出版、2006 年。
・中村瑞穂編著『企業倫理と企業統治 国際比較』文眞堂、2003 年。
・日本規格協会編『ISO26000:2010 社会的責任に関する手引き』日本規格協
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・日本経営倫理学会『経営倫理用語辞典』白桃書房、2008 年。
・マーヴィン・キング著、KPMG ジャパン統合報告センター・オブ・エク

セレンス訳『SDGs・ESG を導く CVO』東洋経済新報社、2019 年。
・松野弘、堀越芳昭、合力知工編著『「企業の社会的責任論」の形成と展開』

ミネルヴァ書房、2006 年。
・水村典弘『ビジネスと倫理 ステークホルダー・マネジメントと価値創造』

文眞堂、2008 年。
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他方で、自治体運営を地方政府と市民社会組織（自治会・町内会や社

会団体、NPO を指す）による地域社会運営（ローカル・ガバナンス）とい

う視点から考えると、AI は市民社会の観点から、社会にどのような影

響をもたらすのだろうか。

地域社会は現在、自治会の加入率の減少、単身世帯の増加、そして

住民の共助意識の低下などの問題を抱え、自治体は行政資源の低下と

ともに、活動の担い手不足、財源不足、コミュニティの希薄化という

問題に悩まされている。いわば地域社会では、コミュニティのソー

シャル・キャピタルの毀損と格差の問題が発生しており、AI による技

術進歩との関連は重要な問題である。しかしながら、社会への影響に

対する社会科学的考察は始まったばかりであり、上記の問題に対する

学術的研究はこれからという段階である。

本稿は、その点に着目し、「都市の運営に欠かせない要素であるソー

シャル・キャピタルと AI がどのように関係しているのか」、そして

「AI はどのような影響をソーシャル・キャピタルに与えるのか」を、

地域社会運営の観点から考察することにしたい。分析は主に稲葉

（2018）が実施した「AI の影響に関する調査（ 1 ）」を利用し、地域の結

束型ソーシャル・キャピタルの維持に向けた AI 利用の可能性を探る。

2 ．先行研究の整理

2.１　人工知能（AI）による地方政府の活性化は可能か

昨今、都市政府の自治体運営を変える AI（人工知能）の影響は、社会

に進出する AI という技術進歩に関する研究の中で、広く議論されてい

る分野の一つである。稲継（2019）の『AI で変わる自治体業務─残る

仕事、求められる人材』や、公益財団法人日本都市センター（2018）が

編んだ『AI が変わる都市自治体の未来─ AI-Ready な都市の実現に向

けて』は共通して AI による自治体運営の変化と将来像を考察している。

上記の研究を踏まえると、現状の自治体運営に実装された AI は、汎

（
一
四
七
九
）
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用人工知能ではない。つまり、「人間が持つような知性・知能を人工的

に実現する技術」を AI と定義するならば、現状は「人間の知能とまっ

たく同等またはそれ以上の仕組みを実現する技術」に至っていない

（稲継	2019：18）。それよりも、自治体に試験的に導入された AI は特定

の範囲に限定して、その能力を発揮する「特化型人工知能」（または「弱

い AI」）である（稲継	2019：同上）。そのレベルは、松尾（2015：51-52）

を参照した日本都市センター編（2018：15）のまとめによれば、次の通

りである。現状は「単純な制御プログラム」のレベル1を超え、チャッ

ト・ボットを利用した情報提供型の「ルールベース型の AI」（レベル 2）、

介護給付支援業務に「機械学習を取り入れた AI」（レベル 3）、そして道

路損傷の判定や戸籍業務のうち複雑な旧字体を学習させ、業務支援を

行う「ディープラーニングを取り入れた AI」（レベル 4）が実用化され

た段階である。「都市自治体における人工知能の利活用に関する研究委

員会」の座長である大杉覚教授（首都大学東京）が現状を総括している

ように、現在はレベル 2 からレベル 4 までの業務を支援する形で特定

の業務に特化し、その機能を発揮した技術である。

では、業務に AI を適用し、公共サービスはどのように改善されたの

であろうか。例えば、稲継（2019：4７）が取り上げた AI の社会実装に

関する好事例、川崎市が実施したチャット・ボットによる窓口支援業

務（ 2 ）の実証実験によれば、利用者（N=103）は「本サービスの良かった

点」として、「24時間使える（66.0％）」、「電話、窓口より気軽（49.5％）」

という声を挙げている。さらに、「本サービスの改善すべき点」として、

「子育て支援以外でも使えるといい（52.4％）」とし、その適用範囲を拡

げて欲しいという声が多い。これは AI の利活用を通じて公共サービス

の充実度が増しうることを示す。チャット・ボットを利用し、窓口業

務を人から AI に代替することには、住民の理解を得られやすい。

また、機械学習を得た AI を実装した好事例としては、千葉市の「ち

ばれぽ」というシステムの例がある（稲継	2019：83）。この事例では、

道路補修の必要の有無を単に AI による画像認識によって判断するのに

（
一
四
七
八
）
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他方で、自治体運営を地方政府と市民社会組織（自治会・町内会や社

会団体、NPO を指す）による地域社会運営（ローカル・ガバナンス）とい

う視点から考えると、AI は市民社会の観点から、社会にどのような影

響をもたらすのだろうか。

地域社会は現在、自治会の加入率の減少、単身世帯の増加、そして

住民の共助意識の低下などの問題を抱え、自治体は行政資源の低下と

ともに、活動の担い手不足、財源不足、コミュニティの希薄化という

問題に悩まされている。いわば地域社会では、コミュニティのソー

シャル・キャピタルの毀損と格差の問題が発生しており、AI による技

術進歩との関連は重要な問題である。しかしながら、社会への影響に

対する社会科学的考察は始まったばかりであり、上記の問題に対する

学術的研究はこれからという段階である。

本稿は、その点に着目し、「都市の運営に欠かせない要素であるソー

シャル・キャピタルと AI がどのように関係しているのか」、そして

「AI はどのような影響をソーシャル・キャピタルに与えるのか」を、

地域社会運営の観点から考察することにしたい。分析は主に稲葉

（2018）が実施した「AI の影響に関する調査（ 1 ）」を利用し、地域の結

束型ソーシャル・キャピタルの維持に向けた AI 利用の可能性を探る。

2 ．先行研究の整理

2.１　人工知能（AI）による地方政府の活性化は可能か

昨今、都市政府の自治体運営を変える AI（人工知能）の影響は、社会

に進出する AI という技術進歩に関する研究の中で、広く議論されてい

る分野の一つである。稲継（2019）の『AI で変わる自治体業務─残る

仕事、求められる人材』や、公益財団法人日本都市センター（2018）が

編んだ『AI が変わる都市自治体の未来─ AI-Ready な都市の実現に向

けて』は共通して AI による自治体運営の変化と将来像を考察している。

上記の研究を踏まえると、現状の自治体運営に実装された AI は、汎
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留まっていない。まず、地域の問題に関する住民の声を、AI は GPS

機能でマップ上に記憶し、学習する。そして、住民の声によって得ら

れた地域情報を踏まえて、AI が画像認識し、問題の具合をオペレー

ション・チェックする。そして、画像判断した結果によって道路補修

の必要性を判定する。この例では、AI を通じて、行政の道路補修業務

を改善する例である一方で、行政と住民の協働を AI がアシストすると

いう例にもみられる。現場で活動する住民と AI の連携可能性を示唆す

る事例といえる。

なお、上記は、既実施の実証実験から得られた好事例の一端に過ぎ

ない。しかし、都市自治体の研究者や実務家が期待するように、AI を

自治体運営に実装することで、これまで十分に提供することの難し

かった公共サービスを住民の細部までに提供しうる可能性が、AI とい

う技術進歩には考えられる。さらに、より充実した政策運営を AI 自治

体によって行うためには、「ちばレポ」の好事例のように、AI にアシ

ストされながらも、なお一層、コミュニティを単位とした住民の自治

的な取り組みを必要としている。

2.2　縮退傾向にある地域社会の問題

しかしながら、以下に 3 つの知見（図 1 ～図 3）を挙げているように、

都市政府をとりまく地域社会の環境には、活動の担い手不足、財源不

足などの問題が山積し、地域社会運営に動員するための地域リソース

が乏しい。

図 1 は辻中・和嶋・戸川（2019）による、日本のここ 20 年間の市民

社会を把握しうるために用いた団体・組織率の推移をみたものである。

彼らの考察によれば、日本の市民社会は相当程度、地殻変動が生じて

いる。とりわけ、この図によれば、市民社会活動が減少傾向にあり、

公益を果たす組織の活動が縮小している。

一方で、自治体の行政運営の現在は、地方分権改革の影響を受け、

中央から地方へのトップダウンではなく、自治体自らが地域を管理す
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る自主的な政策経営に変化している。その結果、地域社会運営に住民

の参加を促進させるための政策法務が進められるようになった（曽我	

2019：７2）。しかし、自治体の地域社会運営が地域の活動体を求める機

運とは裏腹に、市民社会の活動実態が停滞気味であることを図 1 は示

唆している（辻中・和嶋・戸川：38）。

さらに、図 2 によれば、図 1 のような現象は団体・組織の活動に悪

影響を与える。図 2 は辻中豊教授（東海大学副学長、筑波大学客員教授）

が201７年に東京・茨城に存する団体・組織（母集団はタウンページの「組

合・団体」）を調査した結果の一部を示している。それは、地域社会で

活動する担い手が減少しつつある中で、活動している団体・組織の

「コミュニティの希薄化」に対する意識をみたものである。それによれ

ば、地域で活動する団体・組織にとってコミュニティの希薄化は「関

係ない」と答えた団体・組織を除き、活動に悪影響を与えると懸念し

ている団体・組織（悪い＋どちらかといえば悪いの割合）が多い傾向にあ

る。さらに、辻中ら編（201７：1７）の分析によれば、その意識は組織基

盤の脆弱化に対する見解と関連している。「悪影響を与える」と回答し

た団体・組織ほど運営上の不調和や意見の相違を訴えており、コミュ

ニティの希薄化は地方レベルで活動する団体にとって深刻な問題とい

える（ 3 ）。

では、どのような懸念が団体・組織の活動に起きているのだろうか。

例えば、田川・戸川・辻中（2019）の分析結果によれば、「地域で活動

する参加の程度」が少ない地域では、行政と自治会の協働がかえって

自治会にとって超過負担である可能性が報告されている。図 3 は、そ

の分析結果を示す。分析では、自治会の「政策満足度」と、「地域活動

への住民の参加の程度」、「行政との協働水準」の関係を定量的に明ら

かにしている（ 4 ）。本来であれば、自治会活動に動員する資源が不足し

ているのであれば、活動を自粛せざるを得ない。しかしながら、長き

にわたって、行政に協力してきた自治会は、地域の組織をつなぐハブ

としても機能しており、重要な役割を果たしている。それを踏まえる

（
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留まっていない。まず、地域の問題に関する住民の声を、AI は GPS

機能でマップ上に記憶し、学習する。そして、住民の声によって得ら

れた地域情報を踏まえて、AI が画像認識し、問題の具合をオペレー

ション・チェックする。そして、画像判断した結果によって道路補修

の必要性を判定する。この例では、AI を通じて、行政の道路補修業務

を改善する例である一方で、行政と住民の協働を AI がアシストすると

いう例にもみられる。現場で活動する住民と AI の連携可能性を示唆す

る事例といえる。

なお、上記は、既実施の実証実験から得られた好事例の一端に過ぎ

ない。しかし、都市自治体の研究者や実務家が期待するように、AI を

自治体運営に実装することで、これまで十分に提供することの難し

かった公共サービスを住民の細部までに提供しうる可能性が、AI とい

う技術進歩には考えられる。さらに、より充実した政策運営を AI 自治

体によって行うためには、「ちばレポ」の好事例のように、AI にアシ

ストされながらも、なお一層、コミュニティを単位とした住民の自治

的な取り組みを必要としている。

2.2　縮退傾向にある地域社会の問題

しかしながら、以下に 3 つの知見（図 1 ～図 3）を挙げているように、

都市政府をとりまく地域社会の環境には、活動の担い手不足、財源不

足などの問題が山積し、地域社会運営に動員するための地域リソース

が乏しい。

図 1 は辻中・和嶋・戸川（2019）による、日本のここ 20 年間の市民

社会を把握しうるために用いた団体・組織率の推移をみたものである。

彼らの考察によれば、日本の市民社会は相当程度、地殻変動が生じて

いる。とりわけ、この図によれば、市民社会活動が減少傾向にあり、

公益を果たす組織の活動が縮小している。

一方で、自治体の行政運営の現在は、地方分権改革の影響を受け、

中央から地方へのトップダウンではなく、自治体自らが地域を管理す
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図 １　団体参加率の推移　１９７2 ─ 20１７
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図 2　コミュニティの希薄化が与えるローカル団体への悪影響（JIGS４・20１７）
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出所）辻中ら編（201７：1７）の表 18 を基に筆者作成。

図 ３　地域活動が縮退する中での都市政府─自治会の協働の難しさ（JIGS４ ─NHA・20１７）
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出所）田川・戸川・辻中（2019：48）の図 2 を基に筆者作成

（
一
四
七
五
）

66



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二
〇
四

と、地域の住民の参加が乏しくとも協働水準を下げられない結果、政

策に対する不満意識が高いと推察される。つまり、図 3 が示す政策へ

の不満の増大は、行政との協働が自治会にとって資源不足で負担が大

きいことを意味している可能性がある（田川・戸川・辻中	2019：48）。

以上のように、地域で活動する担い手や財源が不足し、団体・組織

の活動を維持することが難しい現在、ボランタリーな組織に依存する

だけでは、地域社会運営は成り立たなくなることが懸念される。

2.３　地域の社会関係資本を維持しうるAI の社会実装への期待

前述しているように、地域社会では、行政と同じように、地域で活

動する住民の担い手不足、組織の財源不足に悩んでいる。共助の領域

では、コミュニティの現場で働く住民の負担が多い。

しかしながら、地域社会運営の担い手は、地域社会の様々なアク

ターに広がり、市民社会組織は政策の実施主体としての比重が増して

いる（辻中・和嶋・戸川	2019）。また、依然として、政策立案の主体とし

て住民の役割が重要であることは変わらない。

つまり、地方政府と市民社会組織によるローカル・ガバナンスに

よって、地域社会運営が行われている現在、「AI という技術進歩が市

民社会にもたらす影響」を考える上では、その技術進歩が私的財の生

産目的ではない住民自治という公共財の生産を補いうるのかを考える

必要がある。今後の技術進歩に関する議論は、自治体による好事例を

生かし、工学的な技術の問題とともに、自治会や地域で活動する NPO

等の市民社会組織を含めた地域社会運営にまで広げて考えなければな

らない。

その観点から考えると、自治体の AI の利活用に関する好事例は、少

なからず、その技術進歩が自治体の一部の機能を補完し、人から AI に

自治体業務を代替しうることを示唆している。

以上の AI による技術進歩は、労働を人から機械に代替させることに

より、ボランタリーな市民社会組織に依存した地域社会運営の担い手

（
一
四
七
四
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図 １　団体参加率の推移　１９７2 ─ 20１７

 

0

20

40

60

80

1972 76 79 80 83 86 90 93 96 2000 3 5 7 13 15 17

団
体
加
入
率
（
%
）

団体6類型別にみる有権者の団体加入率の推移 (%）

加入なし（DK） 生産系（農林漁業＋労働組合・団体＋商工業関係）

自治会町内会 従来の市民団体（婦人会＋PTA＋老人会＋宗教団体）

新興の市民団体（その他含む）（趣味・娯楽＋市民団体・NPO＋その他） DK

データ出所：明るい選挙推進協会
出所）辻中・和嶋・戸川（2019：38）を一部修正。

図 2　コミュニティの希薄化が与えるローカル団体への悪影響（JIGS４・20１７）

55.455.4

33.1

5.65.6
14.0

0

10

20

30

40

50

60

悪い

どちらかといえば悪い

どちらともいえない 良い

どちらかといえば良い

関係なし

コミュニティの希薄化の影響 （東京・活動範囲：市区町村、全体N=333）

出所）辻中ら編（201７：1７）の表 18 を基に筆者作成。

図 ３　地域活動が縮退する中での都市政府─自治会の協働の難しさ（JIGS４ ─NHA・20１７）

-0.811 -0.691

1.6961.696

0.2990.299

-1

-0.5

0

0.5

1

協働水準

（平均以上）

協働水準

（平均未満）

協働水準

（平均以上）

協働水準

（平均未満）

地域活動量

（平均未満）

地域活動量

（平均以上）

←
→

出所）田川・戸川・辻中（2019：48）の図 2 を基に筆者作成

（
一
四
七
五
）

66



自
治
体
の
Ａ
Ｉ
利
用
の
可
能
性
を
探
る
（
戸
川
・
稲
葉
）

二
〇
三

不足の問題、住民自治という公共財の提供に伴う住民の労働負担を軽

減させると予測される。そして、地域社会で活動する住民の負担の改

善は、地域の結束型社会関係資本（地縁的活動）の維持の寄与に波及す

ると考えられる。

3 ．Web 調査に基づく記述的考察

では、前述の社会変化を目の当たりにした私たち市民は、地域社会

を取り巻く AI 自治体について、どのような認識を抱き、そして期待し

ているのであろうか。筆者は、稲葉（2018）の調査データに含まれた変

数、とりわけ「政府の政策立案」意識に関する変数を利用し、自治体

の AI 利活用に対する住民の受け入れ意識に関する分析を行う。

３.１　稲葉調査の概要（８00 字）

稲葉（2018）は研究グループを結成し、2018 年 9 月 4 日から 10 日に

かけて「AI の影響に関する調査（ 5 ）」という Web 調査を行った。その

調査の概要の詳細は稲葉（2019）を参照されたいが、この調査は AI・

ICT 技術の影響を、市民の意識から、そして社会関係資本（信頼、互酬

性の規範、ネットワーク（つきあい、団体参加））との関係から把握しよう

とした日本において初の調査である。

調査は首都圏の東京都および神奈川県、埼玉県、千葉県の 3 県に在

住している住民（20 歳から 69 歳）を母集団とし、各年齢階層から

N=1,000 ずつ、抽出して総計 N=5,000 を対象に行っている（group1）。

加えて、首都圏在住の 20 歳から 29 歳の男女 N=1,000（男女比ほぼ 1 対 1）

にも同様の調査を行っている（group2）。これは、group1 の集団を対象

とした Web 調査の画面にのみ掲載した、松尾豊氏が作図した AI の影

響に関する「今後の発展予想図」の影響（教育効果）をみるためである。

group2（男女 20 代、男女比はほぼ 1 対 1）には、その図を除いた調査を補

完的に行った。
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筆者は、上記の group1（N=5,000）と group2（N=1,000）の総計（N=6,000）

を分析対象に設定し、本稿の問いかけに対する分析を行った。

３.2　政府の政策立案への AI 導入に対する懐疑的意識

稲葉（2018）は、AI の利活用に関する質問（Ｑ 9）のうち、以下のよ

うな「政策立案」に対する市民の意見を尋ねている。

Ｑ 9：あなたは以下の 1 ～ ７ の状況において、AI（人工知能）をどの

ように利用したい（したくないですか）。それぞれについて、当てはまる

選択肢を一つお選びください。（それぞれひとつずつ）

７ ）A：	「政策の立案」は、すべての国民の状態を客観的に判断して

政策を立案できる AI に任せた方が良い

　　B：	「政策の立案」は、主観が入り込んだとしても、政治・行政

の議論を通じて政策を立てるべきだ。

この設問では、「1:A に近い」～「4:B に近い」という 4 件法の尺度

設問によって、AI 利活用への態度を尋ねている。

図 4 は、その態度の集計結果を示す。それによれば、N=6,000 の市

民を全体としてみると、AI を政策立案に利用することには、どちらか

といえば反意（どちらかといえば B に近い）を示す回答者が多い。これは、

AI という技術進歩が未だ住民生活には定着しておらず、暮らしの生活

に関わる政策立案には、住民は AI の利活用に懐疑的であることを示唆

図 ４　政策立案への AI 導入への見解（稲葉 20１８）

7.37.3

35.535.5

44.744.7

12.5

0 10 20 30 40 50

1 Aに近い：AIによる立案の作成（N=437）

2 どちらかといえばA（N=2132）

3 どちらかといえばB（N=2682）

4 Bに近い：主観を含んでも政治・行政の議論

を通すべき（N=749）

出所）稲葉（2018）「AI の影響に関する意識調査」を元に筆者作成。
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不足の問題、住民自治という公共財の提供に伴う住民の労働負担を軽

減させると予測される。そして、地域社会で活動する住民の負担の改

善は、地域の結束型社会関係資本（地縁的活動）の維持の寄与に波及す

ると考えられる。

3 ．Web 調査に基づく記述的考察

では、前述の社会変化を目の当たりにした私たち市民は、地域社会

を取り巻く AI 自治体について、どのような認識を抱き、そして期待し

ているのであろうか。筆者は、稲葉（2018）の調査データに含まれた変

数、とりわけ「政府の政策立案」意識に関する変数を利用し、自治体

の AI 利活用に対する住民の受け入れ意識に関する分析を行う。

３.１　稲葉調査の概要（８00 字）

稲葉（2018）は研究グループを結成し、2018 年 9 月 4 日から 10 日に

かけて「AI の影響に関する調査（ 5 ）」という Web 調査を行った。その

調査の概要の詳細は稲葉（2019）を参照されたいが、この調査は AI・

ICT 技術の影響を、市民の意識から、そして社会関係資本（信頼、互酬

性の規範、ネットワーク（つきあい、団体参加））との関係から把握しよう

とした日本において初の調査である。

調査は首都圏の東京都および神奈川県、埼玉県、千葉県の 3 県に在

住している住民（20 歳から 69 歳）を母集団とし、各年齢階層から

N=1,000 ずつ、抽出して総計 N=5,000 を対象に行っている（group1）。

加えて、首都圏在住の 20 歳から 29 歳の男女 N=1,000（男女比ほぼ 1 対 1）

にも同様の調査を行っている（group2）。これは、group1 の集団を対象

とした Web 調査の画面にのみ掲載した、松尾豊氏が作図した AI の影

響に関する「今後の発展予想図」の影響（教育効果）をみるためである。

group2（男女 20 代、男女比はほぼ 1 対 1）には、その図を除いた調査を補

完的に行った。
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する。

次に、筆者は、属性別の傾向をみるべく、個人属性別の回答分布を

作成した。図5はその結果を示す。なお、集計には4件尺度のうち「ど

ちらかといえば A に近い（B に近い）」を、「1 ＝賛意（A に近い）、0 ＝

反意（B に近い）」にまとめた変数を利用した。

それによれば、属性に関わらず、総じて、「人間が判断するべき」と

いう回答が多い。但し、高所得層（1 千万以上）、また男女をみると、AI

を導入しても良いという回答が過半を占める。一方で、AI に対する見

解は、教育を受けた年数による違いが一定程度、反映されると考えら

れるが、学歴の差異は明瞭に表れているわけではない。さらに、文系

（42.2）よりも理系（46.７）の方が 4.5 ポイント（以下、pt と表記）程度、

AI を導入しても良いと答えるに留まるのみであった。つまり、単純集

計からは、政策立案への AI の利活用に対し、個人属性の違いは定かで

はない。

しかし、AI による技術進歩が到来した社会であっても「ずっと幸せ

になれる」と答えた回答者のうち、6 割近くは、AI を政策立案に導入

図 ５　個人属性別政策立案への AI 導入の見解（稲葉 20１８）

男性（N＝3 , 0 1 2、以下数字のみ）
女性（2 , 9 8 8 ）

2 0 0万円＜（3 8 9 ）
2 0 0 - 4 0 0万円＜（9 5 0 ）

4 0 0 - 6 0 0万円＜（1 , 1 3 3 ）
6 0 0 - 8 0 0万円＜（7 2 8 ）
8 0 0 - 1千万円＜（5 6 3 ）

1千万円以上（6 8 5 ）
なし/わからない（1 , 5 5 2 ）

中・高校卒（1 , 5 4 0 ）
短大卒（1 , 2 0 8 ）
大学卒（2 , 8 9 0 ）
大学院卒（3 5 2 ）

その他（1 0 ）
文系（2 5 7 1 ）
理系（1 2 5 6 ）
その他（6 2 3 ）

ずっと幸せになれる（2 6 2 ）
やや幸せになれる（1 , 8 2 9 ）

変わらない（2 , 7 6 4 ）
あまり幸せになれない（8 3 1 ）

けっして幸せになれない（3 1 4 ）

性
別

世
帯

収
入

最
終

学
歴

文
系

/

理
系

A
I認

識

政策立案へのA I導入意識（％）（全体N=6,000）
人間が判断するべき(Bに近い） AIを導入しても良い（Aに近い）

基準：50％

441.9
443.8

558.9
5 858.8
56.356.3

51.651.6
56.856.8

38.238.2
26.326.3

58.758.7
57.057.0
56.756.7
55.155.1

70.070.0
57.857.8

53.353.3
58.458.4

39.339.3
54.654.6
56.356.3

68.668.6
64.664.6

58.158.1
56.256.2

41.141.1
41.241.2
43.743.7

48.448.4
43.243.2

61.861.8
73.773.7

41.341.3
43.043.0
43.343.3
4444.944.9

30.030.0
42.242.2

46.746.7
41.641.6

60.760.7
45.445.4
43.743.7

31.431.4
35.435.4

出所）同上。
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しても良いと答えている。つまり、AI の利活用が進んだ社会に楽観視

する回答者ほど、政策立案に AI を活用することへの賛意が増すようで

ある。

３.３　地縁的活動水準が高い市民ほど AI 利用への期待が大きい？

他方で、回答者の傾向を探索的に分析してみたところ、全体傾向と

違う結果が、地域で活動する「地縁的活動」頻度とのクロス集計結果

から確認された。以下の図 6 は、その違いを単純にグラフ化したもの、

表 1 は、個人属性の影響を除いた調整済みオッズ比による効果（二項ロ

ジスティック回帰分析結果）を示す。

まず図 6 は、活動頻度別に占める AI 認識の割合を示す。「月に 2 ～

3 日」程度の活動頻度であれば、AI への認識は全体の傾向と変わらな

いが、頻度を増すと、AI を導入しても良いという比率が増える。「週 4

日以上活動」する回答者の傾向は逆転し、AI を導入しても良いという

比率が大きく増える。この傾向は表1の結果からもみられる。すなわち、

「活動していない」を基準（オッズ比 1）にすると、活動頻度が増すほど、

オッズ比は 2.36 倍、AI の利活用への賛意が増える。これは、個人属性

表 １　地縁的活動による AI 導入意識の差異（稲葉 20１８）

政策立案
（N=3,883）

まちの見回り
（N ＝ 3,883）

やりたいこと
追求できる（N=3,330）

活動していない 1.00 1.00 1.00
年に数回程度 　0.81** 0.88 1.03
月に 1 回 0.84 　0.62**  0.７4✝

月に 2 ～ 3 日程度  1.46✝ 0.85 1.39
週に 1 回程度  1.53✝ 1.10 0.96
週に 2 ～ 3 日 1.20  1.99✝  1.96✝

週に 4 日以上  2.36✝ 　2.98** 0.45
***p ＜ 0.01、**p ＜ 0.05、✝p ＜ 0.10

注	）AI 導入への賛意（A に近い）＝ 1 として二値化した指標を従属変数とした二項ロジスティッ
ク回帰分析の結果（値はオッズ比）。個人属性の性別、年齢、最終学歴、文系 / 理系、就業形態	

（0= 非正規、1= 正規）、AI 認識（幸福感）を調整済み（やりたいこと追求できる、に対しては共
変量に AI 認識を除外）。個人属性のカテゴリは前掲の図 2 の通り。

出所）同上。

（
一
四
七
〇
）

71

自
治
体
の
Ａ
Ｉ
利
用
の
可
能
性
を
探
る
（
戸
川
・
稲
葉
）

二
〇
一

する。

次に、筆者は、属性別の傾向をみるべく、個人属性別の回答分布を

作成した。図5はその結果を示す。なお、集計には4件尺度のうち「ど

ちらかといえば A に近い（B に近い）」を、「1 ＝賛意（A に近い）、0 ＝

反意（B に近い）」にまとめた変数を利用した。

それによれば、属性に関わらず、総じて、「人間が判断するべき」と

いう回答が多い。但し、高所得層（1 千万以上）、また男女をみると、AI

を導入しても良いという回答が過半を占める。一方で、AI に対する見

解は、教育を受けた年数による違いが一定程度、反映されると考えら

れるが、学歴の差異は明瞭に表れているわけではない。さらに、文系

（42.2）よりも理系（46.７）の方が 4.5 ポイント（以下、pt と表記）程度、

AI を導入しても良いと答えるに留まるのみであった。つまり、単純集

計からは、政策立案への AI の利活用に対し、個人属性の違いは定かで

はない。

しかし、AI による技術進歩が到来した社会であっても「ずっと幸せ

になれる」と答えた回答者のうち、6 割近くは、AI を政策立案に導入

図 ５　個人属性別政策立案への AI 導入の見解（稲葉 20１８）

男性（N＝3 , 0 1 2、以下数字のみ）
女性（2 , 9 8 8 ）

2 0 0万円＜（3 8 9 ）
2 0 0 - 4 0 0万円＜（9 5 0 ）

4 0 0 - 6 0 0万円＜（1 , 1 3 3 ）
6 0 0 - 8 0 0万円＜（7 2 8 ）
8 0 0 - 1千万円＜（5 6 3 ）

1千万円以上（6 8 5 ）
なし/わからない（1 , 5 5 2 ）

中・高校卒（1 , 5 4 0 ）
短大卒（1 , 2 0 8 ）
大学卒（2 , 8 9 0 ）
大学院卒（3 5 2 ）

その他（1 0 ）
文系（2 5 7 1 ）
理系（1 2 5 6 ）
その他（6 2 3 ）

ずっと幸せになれる（2 6 2 ）
やや幸せになれる（1 , 8 2 9 ）

変わらない（2 , 7 6 4 ）
あまり幸せになれない（8 3 1 ）

けっして幸せになれない（3 1 4 ）
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政策立案へのA I導入意識（％）（全体N=6,000）
人間が判断するべき(Bに近い） AIを導入しても良い（Aに近い）

基準：50％

441.9
443.8

558.9
5 858.8
56.356.3

51.651.6
56.856.8

38.238.2
26.326.3

58.758.7
57.057.0
56.756.7
55.155.1

70.070.0
57.857.8

53.353.3
58.458.4

39.339.3
54.654.6
56.356.3

68.668.6
64.664.6

58.158.1
56.256.2

41.141.1
41.241.2
43.743.7

48.448.4
43.243.2

61.861.8
73.773.7

41.341.3
43.043.0
43.343.3
4444.944.9

30.030.0
42.242.2

46.746.7
41.641.6

60.760.7
45.445.4
43.743.7

31.431.4
35.435.4

出所）同上。
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の影響を受けても変わらない。さらに、「月に 2 ～ 3 日程度（1.46）」、

「週に 4 日以上（2.36）」という頻度の違いの影響も同様である。この結

果は、少なくとも「活動していない」回答者と「月に 2 回以上」活動

している回答者では、AI の利活用に対する態度に違いがあることを示

す。加えて、地域の切迫した状況をよく知りうるからなのか、月 2 回

以上活動する住民は、議員や職員の判断基準に加えて、AI 技術を導入

するべきだという見解に賛成する人が多い。

そこで、筆者は地縁的活動との関連性の意味を考えるべく、コミュ

ニティの状況に関わる「まちの見回り」への AI 利活用との関係をみた。

その結果、図 ７ によれば、やはり、コミュニティの現場で活動する住

民は、コミュニティの見回りに、人だけでなく AI も利活用するべきで

あると回答している。この結果は表 1 の分析結果からも同様であった。

さらに、「Q6_AI（人工知能）がもたらす社会」に対する意見のうち、

「A：機会に頼るようになるため想像力が失われていく」あるいは、

「B：より効率よく自分の目標や、やりたいことを追求できるようにな

る」のどちらかに近いかを 4 件法（1 ＝ A に近い～ 4 ＝ B に近い）で尋ね

た変数（2 値に変換）との関係もみた（表 1 を参照）。それによると、10％

水準で十分な傾向とは認められないが、「活動していない」住民より、

図 6　Q１３_１ 地縁的活動と Q９_７AI による政策立案に対する意識（稲葉 20１８）

61.3 

50.7 

48.0 47.5 

37.0 
40.1 

43.0 38.7 

49.2 

51.9 52.4 

63.0 59.8 

56.9 

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

週に4日以上

（N＝31）

週2,3日

（N=63）

週1回程度

（N=129）

月に2,3日

（N=122）

月に1日

（N＝265）

年に数回

（N=693）

活動無し

（N=4697）

Aに近い/客観的判断可能なAIに任せる
Bに近い/主観が入り込んでも政治・行政の議論を通すべき

注	）2 変数の関連性：Pearson のχ2 値＝ 39.56（p ＜ 0.01）、割合は「A 側 /1 ～ 2」、「B 側 /3 ～ 4」
を合算して算出

出所）同上。
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「週に 2 ～ 3 日以上」活動する住民の方が、効率よく、やりたいことを

追求できる（1.96 倍）と答えている。

また、「政策の立案」と「コミュニティの見回り」への AI 導入の意

識は相互に相関している（r ＝ 0.248，N ＝ 6,000，p ＜ 0.01）。つまり、地

縁的活動に参加している住民は、監視能力の高い AI に、コミュニティ

の見回りを任せても良く、暮らしに身近な政策の立案に AI が導入され

ても良いと考えている。そして、AI に対しては、自分たちの活動場所

を奪う手段ではなく、より効率よく自分たちのやりたいことを追求可

能な手段として期待している。

4 ．要因分析

４.１　仮説の提示

以上の知見は何を意味していたのであろうか。これは、地縁的活動

に従事する回答者の方が、地域の切迫した状況を認知しており、担い

手不足や活動体の財源不足に起因して、人が担うよりも AI に、作業を

代替してほしいという期待が表れているのではないだろうか。前述し

た背景を整理してみると、以下の関係が考えられうる。

図 ７　Q１３_１ 地縁的活動と Q９_１AI 利用意見＿まちの見回り（稲葉 20１８）

77.4 71.4 

60.5 
54.9 

50.6 

56.9 57.3 

22.6 28.5 

39.6 
45.0 

49.5 

43.2 42.8 
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30.0

40.0

50.0

60.0
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80.0

週に4日以上

（N=31）

週2,3日

（N＝63）

週1回程度

（N=129）

月に2,3日

（N=122）

月に1日

（N=265）

年に数回

（N=693）

活動無し

（N=4697）
Aに近い/まちの見回りは、監視能力の高いAIに任せるのが良い
Bに近い/地域コミュニティに住む人々が協力して見回りを行うのが良い

注	）2 変数の関連性：Pearson のχ2 値＝ ７0.７8（p ＜ 0.01）、割合は「A 側 /1 ～ 2」または「B 側
/3 ～ 4」を各活動水準で除した比率を示す

出所）同上。
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の影響を受けても変わらない。さらに、「月に 2 ～ 3 日程度（1.46）」、

「週に 4 日以上（2.36）」という頻度の違いの影響も同様である。この結

果は、少なくとも「活動していない」回答者と「月に 2 回以上」活動

している回答者では、AI の利活用に対する態度に違いがあることを示

す。加えて、地域の切迫した状況をよく知りうるからなのか、月 2 回

以上活動する住民は、議員や職員の判断基準に加えて、AI 技術を導入

するべきだという見解に賛成する人が多い。

そこで、筆者は地縁的活動との関連性の意味を考えるべく、コミュ

ニティの状況に関わる「まちの見回り」への AI 利活用との関係をみた。

その結果、図 ７ によれば、やはり、コミュニティの現場で活動する住

民は、コミュニティの見回りに、人だけでなく AI も利活用するべきで

あると回答している。この結果は表 1 の分析結果からも同様であった。

さらに、「Q6_AI（人工知能）がもたらす社会」に対する意見のうち、

「A：機会に頼るようになるため想像力が失われていく」あるいは、

「B：より効率よく自分の目標や、やりたいことを追求できるようにな

る」のどちらかに近いかを 4 件法（1 ＝ A に近い～ 4 ＝ B に近い）で尋ね

た変数（2 値に変換）との関係もみた（表 1 を参照）。それによると、10％

水準で十分な傾向とは認められないが、「活動していない」住民より、

図 6　Q１３_１ 地縁的活動と Q９_７AI による政策立案に対する意識（稲葉 20１８）
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「仮説：地域リソース不足の顕在化→地縁的活動従事者の AI 利活用

に対する認識（＋）」

上記の知見が確認されれば、逆に AI の利活用が地域社会で進展する

と、地域のソーシャル・キャピタル（地縁的活動）の減少の防止に波及

すると予測される。なお、因果関係を明らかにすることは容易ではな

く、本研究は、その可能性を知るための探索的な分析を行うことにし

たい。分析のプロセスは後述するが、主に前述の「AI 利用に関する意

識」に関する変数を従属変数、稲葉（2018）調査から得られた回答者属

性や、補足的に利用する辻中（2006）データから得た「加入世帯比率」

などの地域情報を独立変数に設定し、多変量解析により仮説の妥当性

を分析することにしたい。

４.2　変数の操作化

では、上記の仮説を確かめるために、分析に使用する変数の説明を

行う。まずは、仮説の「地域リソース不足」を推し量る変数について

説明する。本稿では、表 2 に示す地域情報を利用する。

分析の対象となる地域は表 2 ⒜の 28 都市である。それは、稲葉

（2018）データとは別に、辻中（2006）のデータを地域情報として利用し

ているからである。本来であれば、N=6,000 のデータがネストされる

都市、のべ 189 都市を分析対象地域とするべきである。しかし、本研

究は意識調査の結果（辻中	2006）を集計して分析するという設計を立て

ており、そのような方法を採る場合には、表 2 ⒝に示す 8 変数を使用

するにあたり、観察されるサンプルの数を考慮しなければならない（ 6 ）。

そこで、本稿は集計の問題が少ない「観察数（N）≧ 20」の地域に分析

を限定することにした結果、厳密に分析できる都市は表 2 ⒜の 28 都市

に限られた。

実際に利用する変数（表 2 ⒝）の説明は以下の通りである。表 2 ⒝の

変数のうち、1 ～ 2 の変数の元は、これまで利用してきた稲葉（2018）

が実施した調査項目の Q9-1（AI 利用＿まちの見回り）と Q9_７（AI 利用＿

（
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表 2　分析対象地域の概況
⒜首都圏の分析地域・括弧内は観察 N
埼玉県 熊谷市（23）、川口市（10７）、春日部市（42）、上尾市（28）、入間市（29）
東京都 八千代市（40）、文京区（40）、墨田区（48）、江東区（101）、大田区（14７）、世田

谷区（168）、杉並区（141）、板橋区（104）、足立区（121）、葛飾区（７2）、府中
市（43）、町田市（７5）、日野市（32）

千葉 市川市（７9）、船橋市（96）、木更津市（26）、野田市（20）、習志野市（30）、市原
市（20）、八千代市（40）

神奈川 町田市（７5）、日野市（32）、横須賀市（56）、小田原市（23）、秦野市（2７）、厚木
市（3７）

合計（N） 1７７5

注	）稲葉（2018）「AI の影響に関する意識調査」データ（group1 ～ 3、N=6000）のうち、辻中
（2006）「自治会・町内会などの近隣住民組織に関する全国調査」のデータと接合可能な自治体
（N ≧ 20、行政区を除く）を対象に分析

⒝分析に用いる変数・28 自治体の集計結果（単位：％）

出所 変数 / 自治体別集計 有効 欠損値 平均値 中央値
標準
偏差

範囲 最小値 最大値

稲葉
（2018）

1．AI 認識：まちの見回り賛意 28.0 0.0 43.1 43.6  5.4 22.8 29.2 52.0
2．AI 認識：意見 _ 政策の立案賛意 28.0 0.0 5７.1 58.0  6.6 30.0 45.0 ７5.0

辻中
（2006）

3．活動財源（円滑ではない） 28.0 0.0 12.6 12.0  6.0 30.8  0.0 30.8
4．生活の安全性（劣っている） 28.0 0.0  9.1  ７.4  5.9 2７.3  0.0 2７.3
5．活動への参加（円滑ではない） 28.0 0.0 31.2 32.７ 10.3 39.9 12.5 52.4
6．施設確保（円滑ではない） 28.0 0.0 12.2 10.3  ７.2 32.0  0.0 32.0
７．業務遂行（円滑ではない） 28.0 0.0  8.1  ７.8  4.9 19.７  0.0 19.７
8．加入世帯率 28.0 0.0 82.1 86.3 11.5 40.9 53.７ 94.6

注	）変数について、1：Q9_1、2：Q9_2、3：Q36_5、4：Q14_4、5：Q36_4、6：Q36_6、７：Q36_７、
8：Q2_2/Q2_1 の通り。

⒞地域変数の関連性、値：Pearson の相関係数（N=28）
1 2 3 4 5 6

1 加入世帯率 _mean
2 活動財源（円滑ではない）
3 生活の安全性（劣っている）
4 活動への参加（円滑ではない） -.590** .555**
5 施設確保（円滑ではない） -.613** .4７4* .563**
6 業務遂行（円滑ではない） .415*

出所	：辻中 (2006）「自治会・町内会などの近隣住民組織に関する全国調査」を元に筆者作成
表記：漸近有意確率（両側）*p ＜ 0.05、**p ＜ 0.01
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「仮説：地域リソース不足の顕在化→地縁的活動従事者の AI 利活用

に対する認識（＋）」

上記の知見が確認されれば、逆に AI の利活用が地域社会で進展する

と、地域のソーシャル・キャピタル（地縁的活動）の減少の防止に波及

すると予測される。なお、因果関係を明らかにすることは容易ではな

く、本研究は、その可能性を知るための探索的な分析を行うことにし

たい。分析のプロセスは後述するが、主に前述の「AI 利用に関する意

識」に関する変数を従属変数、稲葉（2018）調査から得られた回答者属

性や、補足的に利用する辻中（2006）データから得た「加入世帯比率」

などの地域情報を独立変数に設定し、多変量解析により仮説の妥当性

を分析することにしたい。

４.2　変数の操作化

では、上記の仮説を確かめるために、分析に使用する変数の説明を

行う。まずは、仮説の「地域リソース不足」を推し量る変数について

説明する。本稿では、表 2 に示す地域情報を利用する。

分析の対象となる地域は表 2 ⒜の 28 都市である。それは、稲葉

（2018）データとは別に、辻中（2006）のデータを地域情報として利用し

ているからである。本来であれば、N=6,000 のデータがネストされる

都市、のべ 189 都市を分析対象地域とするべきである。しかし、本研

究は意識調査の結果（辻中	2006）を集計して分析するという設計を立て

ており、そのような方法を採る場合には、表 2 ⒝に示す 8 変数を使用

するにあたり、観察されるサンプルの数を考慮しなければならない（ 6 ）。

そこで、本稿は集計の問題が少ない「観察数（N）≧ 20」の地域に分析

を限定することにした結果、厳密に分析できる都市は表 2 ⒜の 28 都市

に限られた。

実際に利用する変数（表 2 ⒝）の説明は以下の通りである。表 2 ⒝の

変数のうち、1 ～ 2 の変数の元は、これまで利用してきた稲葉（2018）

が実施した調査項目の Q9-1（AI 利用＿まちの見回り）と Q9_７（AI 利用＿
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政策立案）である。主に「A に近い・どちらかといえば A に近い（AI を

利活用するべき）」と回答した割合（％）を地域別に割り出して使用した。

そして、地域リソース状況を知るためには「3. 活動財源（円滑ではな

い、単位：都市別平均％）」～「8. 加入世帯比率（自治会・町内会単位別の

加入世帯を全戸世帯数で除した比率、単位：同上）」を利用する。このデー

タの出所元は、辻中（2006）が、郵送法に基づき、日本全国の市民社会

組織を包括的に調査しようとし、そのうち 890 の都市から調査協力を

得られた、「JIGS2-NHA、町内会・自治会など近隣住民組織に関する

全国調査」データである（ ７ ）（ 8 ）。筆者は、暮らしの身近な単位で地縁的

に活動することを全国的に制度化された自治会のリーダーの意識調査

を基にして地域の状況を判断する（ 9 ）。

「3. 活動財源の状況」は、各都市の自治会・町内会長の評価（円滑で

はない・あまり円滑ではないという評価、単位：都市別平均％）に基づいた

変数である。また、「4. 生活の安全性」～「７．業務遂行」に関する変

数も同様である。それぞれ、自治会・町内会長の評価に基づいており、

各変数の詳細な内容は、辻中・ペッカネン・山本編（2009：246）に示

されている。但し、本稿では、説明のため付表 1 に、その内容を再掲

している。

本稿では、それらの変数の多寡を比較し、「8．加入世帯比率」や「5．

地域活動に参加する住民の割合」が小さいほど、地域活動に協力する

住民が、自治会・町内会単位別の全戸世帯数の割に少ないと判断した。

また、自治会・町内会が運営するための財源が、活動に要する財源に

比べて少ない場合、自治会・町内会長は、「活動財源」に対し、「円滑

ではない」と評価しているとみなした。

さらに、「6．施設確保」、「７．業務遂行」も同様に、各自治会・町内

会が 1 年を通して運営するにあたり、各組織の施設確保や業務が滞る

など、組織の基盤が脆弱であれば、「円滑ではない」という評価は増え

ると考えた。そして、自治会などの地縁的組織の活動では、例えば、

防災訓練や、自治会の加入世帯に向けた火の元の管理徹底を呼びかけ

（
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るなどのコミュニティの見回りを自発的に取り組んでいるケースが多

い。そのため、自治会長の「4．生活の安全性（劣っている）」の評価で、

劣っているという回答比率が変動し、その水準が高いのであれば、そ

の地域の治安は相対的に不安が多く、用心するべき地域と判断した。

筆者は、これらの評価指標の値が相対的に高い地域（加入世帯比率が低

い地域）を、便宜的に地域リソースが不足し、懸念の多い地域と判断した。

なお、データの作成方法は、本稿では上記の自治会・町内会単位の

データを地域情報のベースとして参照し、それぞれの住民がネストさ

れる都市が把握可能な稲葉（2018）データに、辻中（2006）データを都

市別に横付けさせる形で、両データを接合した。この作業により、課

題の余地は残されているが、少なくとも AI という技術進歩が地域社会

にもたらす影響を検証することが可能である（10）。

最後に、表 2 ⒝の記述統計と、表 2 ⒞の相関分析結果から 28 自治体

の状況を確認する。まず、28 都市の中で、東京は 23 区の下町、山の手

地域の特別区が多い。埼玉県ではさいたま市の周辺都市が、千葉は比

較的都心に近い市川市から全域に拡がる都市が対象である。神奈川県

のデータとしては小田急線沿いの町田市、小田原市、厚木市、秦野市

などが含まれている。各県の都市データを網羅しているとはいえず、

この分析から全国にも通じる一般性が十分にあるとは考えにくいが、

変数間の関係をみることで、影響をもたらすパターンや、そのしくみ

を調べることは可能である。

表 2 ⒞より、28 都市では、加入世帯比率が低い地域ほど、地域で活

動する住民が減少する（-0.590）。また、地域活動に協力する住民が少な

い地域では、自治会・町内会は財源に問題を抱えている可能性が高い

（0.555）。同様に、施設を確保することも難しいようである（0.4７4）。各

変数には一定の関連性があり、懸念される課題は複雑に重なっている。

加入世帯比率が低く、地域活動に積極的に参加する住民が少ないとい

う都市は、自治会の施設確保や業務の遂行などの組織運営の基盤が脆

弱で懸念が相対的に多いようである。
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政策立案）である。主に「A に近い・どちらかといえば A に近い（AI を

利活用するべき）」と回答した割合（％）を地域別に割り出して使用した。

そして、地域リソース状況を知るためには「3. 活動財源（円滑ではな

い、単位：都市別平均％）」～「8. 加入世帯比率（自治会・町内会単位別の

加入世帯を全戸世帯数で除した比率、単位：同上）」を利用する。このデー

タの出所元は、辻中（2006）が、郵送法に基づき、日本全国の市民社会

組織を包括的に調査しようとし、そのうち 890 の都市から調査協力を

得られた、「JIGS2-NHA、町内会・自治会など近隣住民組織に関する

全国調査」データである（ ７ ）（ 8 ）。筆者は、暮らしの身近な単位で地縁的

に活動することを全国的に制度化された自治会のリーダーの意識調査

を基にして地域の状況を判断する（ 9 ）。

「3. 活動財源の状況」は、各都市の自治会・町内会長の評価（円滑で

はない・あまり円滑ではないという評価、単位：都市別平均％）に基づいた

変数である。また、「4. 生活の安全性」～「７．業務遂行」に関する変

数も同様である。それぞれ、自治会・町内会長の評価に基づいており、

各変数の詳細な内容は、辻中・ペッカネン・山本編（2009：246）に示

されている。但し、本稿では、説明のため付表 1 に、その内容を再掲

している。

本稿では、それらの変数の多寡を比較し、「8．加入世帯比率」や「5．

地域活動に参加する住民の割合」が小さいほど、地域活動に協力する

住民が、自治会・町内会単位別の全戸世帯数の割に少ないと判断した。

また、自治会・町内会が運営するための財源が、活動に要する財源に

比べて少ない場合、自治会・町内会長は、「活動財源」に対し、「円滑

ではない」と評価しているとみなした。

さらに、「6．施設確保」、「７．業務遂行」も同様に、各自治会・町内

会が 1 年を通して運営するにあたり、各組織の施設確保や業務が滞る

など、組織の基盤が脆弱であれば、「円滑ではない」という評価は増え

ると考えた。そして、自治会などの地縁的組織の活動では、例えば、
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４.３　分析結果の考察

⑴�　地域リソース不足、地縁的活動、AI の利活用への意識に関する
予備的考察

では、地域リソースが不足した状況の下では、そうではない住民に

比べて、AI の利活用への態度はどのように変化するのであろうか。筆

者は、前項で既に指摘した仮説の枠組みに沿って、次の表 3 および表 4

を作成した。それらの表は地域状況の水準（基準：平均値 /N=28、以下省

略）を基準として、地縁的活動頻度の違いと、AI の利活用に対する認

識の単純なクロス集計結果を示す（11）。

それによれば、まず、「コミュニティの見回りに AI を導入するべき

（％）」という態度は、「加入世帯比率」と「生活の安全性」と関連して

いる。加入世帯比率が低い、言い換えれば地域活動に協力的な住民が

少ない地域では、地縁的活動に参加する住民の AI 利活用への意識が

７2.2％と高くなる。それに対し、全戸世帯に比べ、加入世帯の多い地域

では 63.1％に減少し、前者の方が 9.1pt 程度高い。同様に、生活の安全

性の水準を分けてみると、地縁的活動を頻繁（⒜）に行う住民の意識は、

63.2％から ７9.0％に推移し、15.8pt の大きな違いがみられる。すなわち、

地域活動に協力的な住民が少なく地域の治安に用心した地域では、こ

れからの活動に懸念を抱いているからなのか、地域で頻繁に活動する住

民ほど、コミュニティの見回りに AI を利活用しても良いと考えている。

加えて、政策立案に対し、前述した知見と同様であったのは、「加入

世帯比率」と、「業務遂行」であった。すなわち、地縁的活動へ頻繁に

参加する住民の態度は、自治会の加入率の少ない地域および業務が円

滑に遂行できてない地域で AI への賛意が高い傾向にある。

これらの知見を整理して見ると、担い手不足が懸念される中でも、

依然として活動に参加している住民は、活動の一部を人から AI へ代替

しても良いと考えており、そのような取り組みを支援する政策を立案

することに期待を寄せているとも考察できる。

さらに、とりわけ地縁的活動に従事する参加者にとっては、コミュ

（
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表 ３　コミュニティの見回りにAI を導入するべき（％）
加入世帯比率 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)

地縁的活動：
⒜週 1 回以上 63.1 ７2.2 9.1
⒝月 1 回以上 5７.4 52.1 -5.3
⒞年に数回程度～全くない 58.0 52.6 -5.4

χ2 値（尤度比） ７.80 11.51
p ✝

活動財源（円滑ではない） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 61.７ ７７.７ 16.0
⒝ 46.9 66.７ 19.8
⒞ 56.5 54.5 -2

χ2 値（尤度比） 4.956 24.314
p **

生活の安全性（劣っている） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ ７9.0 63.2 -15.8
⒝ 50.0 5７.2 ７.2
⒞ 5７.5 54.9 -2.6

χ2 値（尤度比） 12.9７ 11.0７1
p * ✝

活動への参加（円滑ではない） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 60.8 82.6 21.8
⒝ 5７ 50 -７.0
⒞ 56.6 53.9 -2.７

χ2 値（尤度比） 12.3 11.７
p ✝ ✝

施設確保（円滑ではない） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 66.７ ７0.0 3.3
⒝ 53.７ 56.4 2.７
⒞ 54.７ 5７.4 2.７

χ2 値（尤度比） 10.4 8.8
p

業務遂行（円滑ではない） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 6７.9 6７.4 -0.5
⒝ 55.6 54.７ -0.9
⒞ 5７.1 54.７ -2.4

χ2 値（尤度比） 13.221 6.922
p *

注	）出所：稲葉（2018）「AI の影響に関する意識調査」、辻中（2006）「自治会・町内会などの近隣
住民組織に関する全国調査」を元に筆者作成

表記：＋ p ＜ 0.1，*p ＜ 0.05、**p ＜ 0.01
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４.３　分析結果の考察

⑴�　地域リソース不足、地縁的活動、AI の利活用への意識に関する
予備的考察

では、地域リソースが不足した状況の下では、そうではない住民に

比べて、AI の利活用への態度はどのように変化するのであろうか。筆

者は、前項で既に指摘した仮説の枠組みに沿って、次の表 3 および表 4

を作成した。それらの表は地域状況の水準（基準：平均値 /N=28、以下省

略）を基準として、地縁的活動頻度の違いと、AI の利活用に対する認

識の単純なクロス集計結果を示す（11）。

それによれば、まず、「コミュニティの見回りに AI を導入するべき

（％）」という態度は、「加入世帯比率」と「生活の安全性」と関連して

いる。加入世帯比率が低い、言い換えれば地域活動に協力的な住民が

少ない地域では、地縁的活動に参加する住民の AI 利活用への意識が

７2.2％と高くなる。それに対し、全戸世帯に比べ、加入世帯の多い地域

では 63.1％に減少し、前者の方が 9.1pt 程度高い。同様に、生活の安全

性の水準を分けてみると、地縁的活動を頻繁（⒜）に行う住民の意識は、

63.2％から ７9.0％に推移し、15.8pt の大きな違いがみられる。すなわち、

地域活動に協力的な住民が少なく地域の治安に用心した地域では、こ

れからの活動に懸念を抱いているからなのか、地域で頻繁に活動する住

民ほど、コミュニティの見回りに AI を利活用しても良いと考えている。

加えて、政策立案に対し、前述した知見と同様であったのは、「加入

世帯比率」と、「業務遂行」であった。すなわち、地縁的活動へ頻繁に

参加する住民の態度は、自治会の加入率の少ない地域および業務が円

滑に遂行できてない地域で AI への賛意が高い傾向にある。

これらの知見を整理して見ると、担い手不足が懸念される中でも、

依然として活動に参加している住民は、活動の一部を人から AI へ代替

しても良いと考えており、そのような取り組みを支援する政策を立案

することに期待を寄せているとも考察できる。

さらに、とりわけ地縁的活動に従事する参加者にとっては、コミュ

（
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表 ４　政策立案にAI を導入して良い（％）
加入世帯比率 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)

地縁的活動：
⒜週 1 回以上 55.3 63.9 8.6
⒝月 1 回以上 42.７ 41.７ -1.0
⒞年に数回程度～全くない 40.4 43.4 3.0

χ2 値（尤度比） 3.86 ７.52
p

活動財源（円滑ではない） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 51.1 ７4.1 23.0
⒝ 42.2 42.2 0.0
⒞ 42.8 40.5 -2.3

χ2 値（尤度比） 2.41 13.60
p *

生活の安全性（劣っている） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 4７.4 63.6 16.2
⒝ 21.9 50.７ 28.8
⒞ 42.5 41.4 -1.1

χ2 値（尤度比） 11.７3 15.42
p ✝ ＊

活動への参加（円滑ではない） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 4７.1 8７ 39.9
⒝ 36.７ 56.７ 20.0
⒞ 42.７ 39.6 -3.1

χ2 値（尤度比） 3.99 25.09
p **

施設確保（円滑ではない） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 53.７ ７5 21.3
⒝ 40.７ 43.6 2.9
⒞ 41.6 42 0.4

χ2 値（尤度比） 5.64 11.７4
p ✝

業務遂行（円滑ではない） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 39.2 ７1.8 32.6
⒝ 24.5 54.７ 30.2
⒞ 42.4 41.1 -1.3

χ2 値（尤度比） 8.25 21.9
p **

注）同上、出所）同上
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ニティの見回りの負担が大きいからなのか、自治会への加入世帯が少

ない地域ほど、人から AI に代替したほうが良いと答えている。また、

治安に懸念が多い地域でも同様である。

一方で、上記の要因を除いた他の変数に関しては、仮説通りの知見

を単純集計の分析からは確認できなかった。この理由を検討すること

は、上記の知見を深めるためにも重要なことであろう。しかしながら、

単純集計の結果には、あらゆる個人属性の影響が含まれており、規定

要因を特定することは容易ではない。さらに、そのためには他の要因

と比較考量しながら考える必要がある。そこで、次節では、多変量解

析を実施し、他の要因を統制した上で、前述した知見の考察を再考す

ることにしたい。

⑵�　希薄化した地域で活動する住民は、AI の利用を期待しているか
筆者は、「性別」、「年齢階層」、「最終学歴」、「世帯収入」、「就業形

態」、また「AI 認識への教育効果」、「PC やスマホ利用について頼れる

人の有無」をモデルに組み込んで分析を行った。表 5 はサーベイ調査

を基にしているので、質的変数が多く、ノンパラメトリックな分布に

も対応可能なカテゴリカル回帰分析の結果を示す。主に、地域状況の

影響を加味した地縁的活動の影響を量るべく、両者の変数を組み合わ

せた交互作用項を分析に投入した。つまり、地縁的活動（1 ＝高水準、0

＝低水準）と地域状況（1 ＝高水準、0 ＝低水準）を組み合わせた 4 パター

ン（1 ＝地域状況・地縁的活動（平均以上・平均以下、以下同様）、2 ＝平均未

満・平均以上、3 ＝平均未満・平均以上、4 ＝平均未満・平均未満）の質的変

数を共変量（個人属性）と一緒にモデルに投入した。

表 5 に示す推定結果（model1 ～ model5）によれば、model1 ～ model3

の Y= 政策立案に対する分析では、個人属性を統制してもなお、「地縁

的活動×加入世帯（β係数、0.039、以下同上）」、「地縁的活動×財源（乏

しさ）（0.0７1）」、「地縁的活動×生活安全（不安感）（0.0７1）」は統計的に

有意に政策立案への AI の利活用に影響を与えている。財源状況と地縁

的活動の影響は、単純集計で得られなかった影響である。そして、ま

（
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表 ４　政策立案にAI を導入して良い（％）
加入世帯比率 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)

地縁的活動：
⒜週 1 回以上 55.3 63.9 8.6
⒝月 1 回以上 42.７ 41.７ -1.0
⒞年に数回程度～全くない 40.4 43.4 3.0

χ2 値（尤度比） 3.86 ７.52
p

活動財源（円滑ではない） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 51.1 ７4.1 23.0
⒝ 42.2 42.2 0.0
⒞ 42.8 40.5 -2.3

χ2 値（尤度比） 2.41 13.60
p *

生活の安全性（劣っている） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 4７.4 63.6 16.2
⒝ 21.9 50.７ 28.8
⒞ 42.5 41.4 -1.1

χ2 値（尤度比） 11.７3 15.42
p ✝ ＊

活動への参加（円滑ではない） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 4７.1 8７ 39.9
⒝ 36.７ 56.７ 20.0
⒞ 42.７ 39.6 -3.1

χ2 値（尤度比） 3.99 25.09
p **

施設確保（円滑ではない） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 53.７ ７5 21.3
⒝ 40.７ 43.6 2.9
⒞ 41.6 42 0.4

χ2 値（尤度比） 5.64 11.７4
p ✝

業務遂行（円滑ではない） 平均以上 (A) 平均未満 (B) (B)-(A)
地縁的活動：

⒜ 39.2 ７1.8 32.6
⒝ 24.5 54.７ 30.2
⒞ 42.4 41.1 -1.3

χ2 値（尤度比） 8.25 21.9
p **

注）同上、出所）同上
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ちの見回りへの AI の利活用に対する影響は、同様に「地縁的活動×加

入世帯（0.056）」、「地縁的活動×生活安全（不安感）（0.056）」の影響が有

意となっている。但し、本稿の結果は、二値のダミー変数を従属変数

に設定しており、R2 値の精度は低水準であるかつ、判別率も 6 割を満

たない結果となっており、参考結果に留まる。しかしながら、少なく

とも、AI の利活用への意識の差は統計上、地域状況の影響が加味され

た活動水準の違いが関わっている。つまり、コミュニティの現場で活

動する住民にとって、コミュニティの見回りは負担が多く、その負担

表 ５　カテゴリカル回帰分析結果（Y=AI 認識）
［値：標準化係数（β係数）］

Y= 政策立案 Y= まちの見回り
model1 model2 model3 model4 model5

性別 　0.000*** 0.002 0.002  0.059✝  0.050✝

年齢階層 　0.110*** 　0.115*** 　0.115***  0.059✝ 　0.0７5***
最終学歴 0.08７ 　0.090*** 　0.090*** 　0.054** 　0.054***
世帯収入 0.041 　0.0７0*** 　0.0７0***
就業形態 0.034 0.033 0.033 	0.055* 0.048
AI 認識への教育効果 0.029 0.031 0.031 　0.050** 　0.050**
頼れる人＿ PC・スマホ利用 0.012 0.012 0.012 0.021
AI 利用＿対面人型ロボット 0.038 0.036 0.036  0.04７✝  0.048✝

地縁的活動×加入世帯 　0.039** 　0.056***
地縁的活動×財源（乏しさ） 　0.0７1***
地縁的活動×生活安全（不安感） 　0.0７1*** 　0.056***

N 	11７3 	11７3 	11７3 	11７3 	11７3
R 0.026 0.033 0.033 0.019 0.022

Adj.R2 0.010 0.013 0.013 0.008 0.009
判別率  58.4  59.3  59.4  5７.8  58.７

出所	）稲葉（2018）「AI の影響に関する意識調査」、辻中（2006）「自治会・町内会などの近隣住民
組織に関する全国調査」のデータを元に筆者作成。

注	）【従属変数】AI 認識への賛意（A に近い）＝ 1 に 2 値化した変数を従属変数としたカテゴリカ
ル回帰分析結果。【独立変数】地縁的活動は、model5 を除き週 2 ～ 3 回以上＝ 1 とし、各地域変
数の比率（N=28 地点）が平均以上＝ 1 とする変数を相互に掛け合わせた交互作用項を分析に利
用。Model5 は週 1 回以上＝ 1 とし、同上の作業を経て、得られた交互作用項を分析に投入。個
人属性のカテゴリは図 2 の通り。加えて、就業形態（0 ＝非正規、1 ＝正規）、AI 認識への教育
効果（2 ＝あり（男女 20 代）、1 ＝なし（男女 20 代）、0 ＝その他）、頼れる人＿ PC・スマホ利
用（0 ＝いない、1 ＝いる）、AI 利用＿対面型ロボット（0= なし、1 ＝ある）となっている。地
縁的活動×地域変数の交互作用のカテゴリについて、詳しくは図 6 と図 ７ を参照。【表記】
***p<0.01,**p<0.05,✝p<0.10。
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を軽減しうる手段として AI に期待を寄せている結果、AI の導入を受

け入れやすい可能性がある。本分析の推計モデルの精度の低さを今後

の課題としながらも、本研究の知見には上記の社会的意義がある。

では、その影響の内容を確かめるべく、各回答（数量化スコア）を、

従属変数のカテゴリの傾向と一緒に可視化した（図 8・図 9 を参照）。な

お、数量化スコアはカテゴリカル回帰分析結果から得られた各回答傾

向から従属変数の傾向を推し量れるように、独立変数と従属変数の関

係を最も線形に近似するよう計算されたスコアである（12）。

それに従って、図 8 および図 9 をみると、単純集計の分析では十分

図９　カテゴリ数量化スコア：まちの見回りへのAI認識（地縁的活動×地域要因の差異）
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図 ８　カテゴリスコア：政策立案へのAI 認識（地縁的活動×地域要因の差異）
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ちの見回りへの AI の利活用に対する影響は、同様に「地縁的活動×加

入世帯（0.056）」、「地縁的活動×生活安全（不安感）（0.056）」の影響が有

意となっている。但し、本稿の結果は、二値のダミー変数を従属変数

に設定しており、R2 値の精度は低水準であるかつ、判別率も 6 割を満

たない結果となっており、参考結果に留まる。しかしながら、少なく

とも、AI の利活用への意識の差は統計上、地域状況の影響が加味され

た活動水準の違いが関わっている。つまり、コミュニティの現場で活

動する住民にとって、コミュニティの見回りは負担が多く、その負担

表 ５　カテゴリカル回帰分析結果（Y=AI 認識）
［値：標準化係数（β係数）］

Y= 政策立案 Y= まちの見回り
model1 model2 model3 model4 model5

性別 　0.000*** 0.002 0.002  0.059✝  0.050✝

年齢階層 　0.110*** 　0.115*** 　0.115***  0.059✝ 　0.0７5***
最終学歴 0.08７ 　0.090*** 　0.090*** 　0.054** 　0.054***
世帯収入 0.041 　0.0７0*** 　0.0７0***
就業形態 0.034 0.033 0.033 	0.055* 0.048
AI 認識への教育効果 0.029 0.031 0.031 　0.050** 　0.050**
頼れる人＿ PC・スマホ利用 0.012 0.012 0.012 0.021
AI 利用＿対面人型ロボット 0.038 0.036 0.036  0.04７✝  0.048✝

地縁的活動×加入世帯 　0.039** 　0.056***
地縁的活動×財源（乏しさ） 　0.0７1***
地縁的活動×生活安全（不安感） 　0.0７1*** 　0.056***

N 	11７3 	11７3 	11７3 	11７3 	11７3
R 0.026 0.033 0.033 0.019 0.022

Adj.R2 0.010 0.013 0.013 0.008 0.009
判別率  58.4  59.3  59.4  5７.8  58.７

出所	）稲葉（2018）「AI の影響に関する意識調査」、辻中（2006）「自治会・町内会などの近隣住民
組織に関する全国調査」のデータを元に筆者作成。

注	）【従属変数】AI 認識への賛意（A に近い）＝ 1 に 2 値化した変数を従属変数としたカテゴリカ
ル回帰分析結果。【独立変数】地縁的活動は、model5 を除き週 2 ～ 3 回以上＝ 1 とし、各地域変
数の比率（N=28 地点）が平均以上＝ 1 とする変数を相互に掛け合わせた交互作用項を分析に利
用。Model5 は週 1 回以上＝ 1 とし、同上の作業を経て、得られた交互作用項を分析に投入。個
人属性のカテゴリは図 2 の通り。加えて、就業形態（0 ＝非正規、1 ＝正規）、AI 認識への教育
効果（2 ＝あり（男女 20 代）、1 ＝なし（男女 20 代）、0 ＝その他）、頼れる人＿ PC・スマホ利
用（0 ＝いない、1 ＝いる）、AI 利用＿対面型ロボット（0= なし、1 ＝ある）となっている。地
縁的活動×地域変数の交互作用のカテゴリについて、詳しくは図 6 と図 ７ を参照。【表記】
***p<0.01,**p<0.05,✝p<0.10。
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に確認されなかった影響が示されている。まず、加入世帯比率が少な

い地域では、明らかに地縁的活動頻度の高い回答者ほど、政策立案お

よびコミュニティの見回りに AI を利用して良いと答えている。それに

加えて、財源と治安の違いも、一定の影響を与えている。図 8 ⒝によ

れば、財源が十分ではない地域で活動している住民ほど、政策立案に

AI を導入して良いと答えている。そして、治安に懸念が多い地域でも

同様の知見が、コミュニティの見回りにも反映されている。上記の結

果は、個人属性の影響を除いた、地域状況の影響が、活動頻度の違い

によって明瞭に表れていることを示す。地域で週 2 回以上活動してい

る住民であれば、地域の状況に問題があることは一目瞭然であるから、

どのような人でも、活動を持続できるのかという行先に不安を抱くは

ずである。それが、AI による社会実装への期待を高めているのかもし

れない。他の要因を除いた影響は、そのような地域状況の現状が地縁

的活動者に対し、直接的に表れたものと解釈される。

一方で、業務の遂行が円滑ではないこと、また地域で活動する参加

者が少ないということが直接的に AI への利活用に影響を及ぼすもので

はないことが確認された。それよりも回答者にとって、政策立案への

AI 利活用と財源不足の関連度が 0.0７1 と、他の変数に比べて高いこと、

そして、加入世帯比率の影響を受けた地縁的活動の水準の違いの数量

化スコアのレンジが大きいことから、財源不足や、そもそも地域にコ

ミットしようとする人々が少ない状況が、AI の利活用への受け入れ意

識を高める要因となっている可能性がある。

5 ．結論─地域の結束型ソーシャル・キャピタルの維持に AI
は寄与しうるのか

本研究の分析は、本稿の問題意識に、どこまで答えられたのであろ

うか。冒頭に述べた筆者の見立てに依れば、地域社会において地縁的

活動などの共助に動員するためのリソースが減少している現在、人に

（
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）
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よる活動・取り組みには限界があることを指摘した。

そのような中で、まず、単純な集計分析では、地縁的活動に従事し、

積極的に参加しているものであれば、共変量として、入れた属性の諸

変数をコントロールした限り、どのような人でも AI を利活用した政策

立案とコミュニティの見回りに賛成していることを示していた。さら

に、AI の利活用への意識は、多変量解析によれば、とりわけ加入世帯

比率が平均より下回っている地域、以下同様に、財源が乏しい地域、

生活の安全性に懸念が多い地域で地縁的活動に参加する住民ほど、肯

定的となる傾向を示している。また、積極的に活動する住民は AI に効

率性を期待しており、負担を軽減しうる手段と捉えている。

これらの知見は、担い手不足や財源不足という問題から、地縁的活

動の労働の一部を人から AI に、代替しても良いことを示唆しうる。

これは、地域社会運営に AI が地縁的活動参加者の労働コストを低減

させる手段として有効であるならば、参加に伴う活動のコストが低減

し、地域の結束型社会関係資本の維持に波及しうることを示唆する知

見である。

しかしながら、本研究の分析は、因果関係を証明するものではなく、

筆者が立てた仮説を支持しうることを示した結果に過ぎず、活動する

住民にとって有益であるかどうかは、より技術的な議論も含めて、そ

の実現可能性を考えなければならず、現在の分析では予測の域を出な

い。本研究の知見を確かめていくためには、上記の知見を踏まえた政

策プログラムを先進自治体によって展開していかなければならず、今

後は、住民の意識調査と自治体への介入を視野に入れながら研究を進

めていく必要があろう。

以上の問題を認めつつも、本稿の知見は、社会変化に対する AI とい

う技術進歩の影響を市民の意識レベルから調査データに依拠して予測

しており、十分にその影響が確かめられていない現在、自治体の地域

社会運営にとって有用な知見を提供している。上記の知見に関する一

般可能性を拡げる作業は定性的研究も踏まえて今後の課題としたい。

（
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に確認されなかった影響が示されている。まず、加入世帯比率が少な

い地域では、明らかに地縁的活動頻度の高い回答者ほど、政策立案お

よびコミュニティの見回りに AI を利用して良いと答えている。それに

加えて、財源と治安の違いも、一定の影響を与えている。図 8 ⒝によ

れば、財源が十分ではない地域で活動している住民ほど、政策立案に

AI を導入して良いと答えている。そして、治安に懸念が多い地域でも

同様の知見が、コミュニティの見回りにも反映されている。上記の結

果は、個人属性の影響を除いた、地域状況の影響が、活動頻度の違い

によって明瞭に表れていることを示す。地域で週 2 回以上活動してい

る住民であれば、地域の状況に問題があることは一目瞭然であるから、

どのような人でも、活動を持続できるのかという行先に不安を抱くは

ずである。それが、AI による社会実装への期待を高めているのかもし

れない。他の要因を除いた影響は、そのような地域状況の現状が地縁

的活動者に対し、直接的に表れたものと解釈される。

一方で、業務の遂行が円滑ではないこと、また地域で活動する参加

者が少ないということが直接的に AI への利活用に影響を及ぼすもので

はないことが確認された。それよりも回答者にとって、政策立案への

AI 利活用と財源不足の関連度が 0.0７1 と、他の変数に比べて高いこと、

そして、加入世帯比率の影響を受けた地縁的活動の水準の違いの数量

化スコアのレンジが大きいことから、財源不足や、そもそも地域にコ

ミットしようとする人々が少ない状況が、AI の利活用への受け入れ意

識を高める要因となっている可能性がある。

5 ．結論─地域の結束型ソーシャル・キャピタルの維持に AI
は寄与しうるのか

本研究の分析は、本稿の問題意識に、どこまで答えられたのであろ

うか。冒頭に述べた筆者の見立てに依れば、地域社会において地縁的

活動などの共助に動員するためのリソースが減少している現在、人に
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自治会・町内会関係）における財政制約という問題─活動力の縮退と補
助金縮小が与える自治体政策満足度への影響─」、『筑波法政』、第 ７9 号、
pp.39-50。

辻中豊・和嶋克洋・戸川和成（2019）「地域における市民社会アクターの
変化と踊り場にある都市ガバナンス─ JIGS 調査（199７-201７）に基づく
推移と現状─」、公益財団法人日本都市センター編『都市とガバナンス』、
Vol.32、pp.30-43。

辻中豊・森裕城・山本英弘・竜聖人・和嶋克洋・李俊九・相良友哉・戸川
和成・益田高成編『団体基礎構造に関する調査（201７ 年）中間報告書

付表 １　本分析に用いる辻中（2006）に関する変数の質問内容
問２．自治会内の全世帯数と、自治会への加入世帯数は、現在どのくらいですか。また、自

治会の下部組織がある場合は、その名称と数をご記入ください。 

全       世帯のうち、      世帯が加入している 

下部組織の名称は     で、その数は      である 

問 14．地域の環境はいかがですか。次の各項目（Ａ～G）について、それぞれあてはまる

番号に○をつけてください。 

評  価 

項 目（地域の環境） 

優れて

いる 

やや 

優れて

いる 

普通 

やや 

劣って

いる 

劣って

いる 

Ａ．住環境の快適さ(静けさ、清潔さなど) １ ２ 3 ４ 5 

Ｂ．生活の利便性(小売店、医療の充実など) １ ２ 3 ４ 5 

Ｃ．交通の利便性(公共交通や道路整備など) １ ２ 3 ４ 5 

Ｄ．生活の安全性(交通安全、防犯、防災など) １ ２ 3 ４ 5 

Ｅ．自然環境の豊かさ(緑地や水辺など) １ ２ 3 ４ 5 

Ｆ．伝統文化や地域の個性 １ ２ 3 ４ 5 

G．全般的な環境の以前(5 年位前)との比較 １ ２ 3 ４ 5 

問 16．住民による地域での活動は、盛んだと思いますか。 

１．盛んである    

２．やや盛んである  ４．あまり盛んではない 

３．ある程度   ５．盛んではない 
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─日本とアジアにおけるローカル・ガバナンス（国家・市民社会関係）
の比較実証研究（科学研究費助成事業　基盤研究（A）課題番号：
16H01996）』団体構造基礎研究会。

辻中豊・ロバート・ペッカネン・山本英弘編（2009）『現代市民社会叢書 1　
現代日本の自治会・町内会─第一回全国調査にみる自治力・ネットワー
ク・ガバナンス』木鐸社。

松尾豊（2015）『人工知能は人間を超えるのか─ディープラーニングの先
にあるもの』角川選書。

（ 1 ）	 実施は日本大学法学部稲葉陽二研究室が㈱クロスマーケティングに委
託して行った。また、倫理審査は東北大学調査・実施倫理委員会に受審し、
承認（2018 年 ７ 月 11 日承認　承認 ID　文倫	2018-0７11-115252）を得て
いる。なお、本稿は文部科学研究費補助金　挑戦的研究（開拓）（課題番
号 1７H06195、研究代表者稲葉陽二）によるものです。

（ 2 ）	 川崎市における専用ウェブページ（ママフレ川崎市版）を開設し、対
話型 FAQ（質疑応答）サービスに AI が社会実装された事例である（稲継	
2019：45）。

（ 3 ）	「コミュニティの希薄化」という問題に対し、「悪い影響」と答えた団
体ほど、「運営上の不調和や意見の相違」が「増えた」とする回答

（25.3%）が、「減った」とする回答（1７.７%）より ７.6 ポイント高い傾向に
ある。少なからず、運営上の問題に、地域社会の問題は関わっている（辻
中ら編	201７：1７）。

（ 4 ）	 ここでいう協働は、市町村が懇談会に出席する頻度、パブリック・コ
メント・公聴会の頻度、行政から委託された自治会活動における行政との
連携（政策実施での連携活動含む）、モニタリングなど、行政の政策運営
に関与する取り組みを指し、その水準を 13 都市の平均値を基準に分析し
ている（田川・戸川・辻中	2019：44）。

（ 5 ）	 実施は日本大学法学部稲葉陽二研究室が㈱クロスマーケティングに委
託して行った。また、倫理審査は東北大学調査・実施倫理委員会に受審し、
承認（2018 年 ７ 月 11 日承認　承認 ID　文倫	2018-0７11-115252）を得て
いる。なお、本稿は文部科学研究費補助金　挑戦的研究（開拓）（課題番
号 1７H06195、研究代表者稲葉陽二）によるものです。また、稲葉陽二氏
からデータの提供を受け、ここに記して謝意を表します。

（ 6 ）	 これは、都市別の観察対象数の数が極端に少ないほど、1 団体が答え
た回答の比重が増し、数の上では、観察団体数が少ない都市の各変数値ほ
ど、大きく変動し、過大に評価されてしまう。この懸念から、N のサンプ
ル数には配慮するという方法を採っている。

（ ７ ）	 データの提供は、辻中豊教授（東海大学副学長、筑波大学名誉教授）
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助金縮小が与える自治体政策満足度への影響─」、『筑波法政』、第 ７9 号、
pp.39-50。

辻中豊・和嶋克洋・戸川和成（2019）「地域における市民社会アクターの
変化と踊り場にある都市ガバナンス─ JIGS 調査（199７-201７）に基づく
推移と現状─」、公益財団法人日本都市センター編『都市とガバナンス』、
Vol.32、pp.30-43。

辻中豊・森裕城・山本英弘・竜聖人・和嶋克洋・李俊九・相良友哉・戸川
和成・益田高成編『団体基礎構造に関する調査（201７ 年）中間報告書

付表 １　本分析に用いる辻中（2006）に関する変数の質問内容
問２．自治会内の全世帯数と、自治会への加入世帯数は、現在どのくらいですか。また、自

治会の下部組織がある場合は、その名称と数をご記入ください。 

全       世帯のうち、      世帯が加入している 

下部組織の名称は     で、その数は      である 

問 14．地域の環境はいかがですか。次の各項目（Ａ～G）について、それぞれあてはまる

番号に○をつけてください。 

評  価 

項 目（地域の環境） 

優れて

いる 

やや 

優れて

いる 

普通 

やや 

劣って

いる 

劣って

いる 

Ａ．住環境の快適さ(静けさ、清潔さなど) １ ２ 3 ４ 5 

Ｂ．生活の利便性(小売店、医療の充実など) １ ２ 3 ４ 5 

Ｃ．交通の利便性(公共交通や道路整備など) １ ２ 3 ４ 5 

Ｄ．生活の安全性(交通安全、防犯、防災など) １ ２ 3 ４ 5 

Ｅ．自然環境の豊かさ(緑地や水辺など) １ ２ 3 ４ 5 

Ｆ．伝統文化や地域の個性 １ ２ 3 ４ 5 

G．全般的な環境の以前(5 年位前)との比較 １ ２ 3 ４ 5 

問 16．住民による地域での活動は、盛んだと思いますか。 

１．盛んである    

２．やや盛んである  ４．あまり盛んではない 

３．ある程度   ５．盛んではない 
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から受けたものである。ここに厚く御礼申し上げます。
（ 8 ）	 辻中（2006）の調査概要の詳細は辻中・ペッカネン・山本編（2009）

を参照。また、調査票は、Web（http://tsujinaka.net/tokusui/data.html、
2019 年 11 月 21 日アクセス）から確認することができる。

（ 9 ）	 本稿では、以下に示す二つの理由から自治会調査データを地域情報
データとして参照する。一つは、自治会・町内会という組織は、最も暮ら
しに身近なコミュニティを単位として古くより制度化された近隣住民組織
に位置づけられる。但し、意識調査であるから誤解に基づく認識であると
いう問題は避けられない。しかしながら、本稿では長きにわたって活動に
従事してきた住民の声を最優先として考え、地域情報として参照すること
にした。二つ目には、全国調査によって地域の状況を包括的に収集した
データは管見の限り見当たらず、本稿では約十数年前のデータであると把
握しながらも、補足的に分析に使用することにした。

（10）	 まず、本稿の知見は稲葉（2018）が実施した Web 調査機関に登録さ
れた住民の意識データに基づいており、必ずしも市民社会組織を対象とし
ているものではない。さらに、本稿の分析は、市民社会に与える AI の影
響を厳密に捉えられていない。しかしながら、本分析は、稲葉（2018）の
データから参照することのできる地縁的活動者（非活動者）の意識に着目
し、少なくとも、コミュニティを単位とした地域社会に参画する住民を分
析している。さらには辻中（2006）の自治会・町内会長の意識データを二
次的に利用しており、上記の分析対象の限界を補完している。本分析は、
地域社会に与える AI の影響の分析に留まる。

（11）	 稲葉（2019）と辻中（2006）データを接合するにあたり、調査方法の
違い（Web 対郵送）と時間差（2019 対 2006）の問題がありながらも、地
縁的活動に従事している参加者の認識と、地縁的活動を専らの目的として
行動する自治会長の意識データは、必ずしも、かけ離れたものではないと
考え、両データを横付けして関連付けるようにした。

（12）	 従属変数のカテゴリに割り当てられたスコアの正負から、傾向を判別
し、独立変数のスコアの大小から、従属変数に影響を与える度合いを把握
することが可能である。

（
一
四
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コーポレート・ガバナンスと
企業の社会的責任の統合可能性

鈴　木　貴　大

1．はじめに

2．コーポレート・ガバナンスの理論的展開

3．企業の社会的責任の理論的展開

4．「持続可能な開発目標（SDGs）」の影響と課題

5．むすびにかえて

1 ．はじめに

2015 年 9 月にニューヨークの国連本部において「国連持続可能な開

発サミット」が開催され、「我々の世界を変革する：持続可能な開発の

ための 2030 アジェンダ」が採択された。この目標が 17 のゴールと 169

のターゲットからなる「持続可能な開発目標（Sustainable Development 

Goals: SDGs）」である。

「企業（あるいはビジネス）における社会的課題への取り組み」に関す

る議論は、企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility: CSR）や経

営倫理（business ethics）への関心の高まりを受けて、先進国を中心に活

発化してきた。さらに近年、日本においては、日本経済新聞が 2016 年

を「ESG 元年」と位置づけ、ESG 投資の浸透に注力している。

ESG 投資の “E” は、温室効果ガス、エネルギー効率、産業廃棄物、

あるいは環境汚染など “Environment：環境 ” の側面を表す。“S” は、

論　説

（
一
五
〇
二
）

39

労
働
は
人
工
知
能
に
よ
っ
て
代
替
可
能
か
（
立
福
）

二
三
三

補表 1　現在の職業（スクリーニング）

度数 ％

TOTAL 19,120 100.0

会社員 15,704 82.1

自営業・家族従業者（農業・漁業含む） 66 0.3

医師・弁護士等の資格職 155 0.8

公務員・団体職員（教職員を含む） 193 1.0

派遣・契約社員・パートタイム従業員、アルバイト 2,510 13.1

主婦・主夫 148 0.8

学生 9 0.0

無職（求職者、退職者を含む） 283 1.5

その他　具体的に 52 0.3

補表 2　現在の職種
（「会社員」、「派遣・契約社員・パートタイム従業員、アルバイト」）

度数 ％

TOTAL 18,214 100.0

事務職「人事・調査・企画・会計などの仕事、及び生産
関連・営業販売・外勤に関する事務の仕事に従事してい
る方（例えば、事務員、秘書、事務アシスタントなど）」

10,927 60.0

技術職「高度の専門的水準において、科学的知識を応用
した技術的な仕事に従事している方、及び医療・法律・
芸術・その他の専門的性質の仕事に従事している方（例
えば、システム・エンジニア、記者、研究員など）」

3,797 20.8

その他「事務職、技術職以外の現業職等（例えば、旋盤
工、販売店員、保険外交員、美容師、警備員、運転手な
ど）」具体的に

3,490 19.2

（
一
五
〇
三
）

38



コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
と
企
業
の
社
会
的
責
任
の
統
合
可
能
性
（
鈴
木
）

二
三
一

人的資源の公正な活用、マイノリティ支援、労働安全、あるいはサプ

ライチェーンの労働環境など “Social：社会 ” の側面を表す。最後に “G”

は、会社機関の構成、役員報酬、そして内部統制システムなど

“Government：統治 ” の側面を表している。ESG 投資は、社会的責任

投資（Social Responsible Investment: SRI）の視点に、コーポレート・ガ

バナンス（Corporate Governance）の視点を加えることで、より非財務的

な側面で企業価値を測定する点に、その特徴がある。すなわち、ESG

投資の浸透によって、CSR とコーポレート・ガバナンスとが統合され

てきていると理解することができよう。

SDGs や ESG 投資が先進国を中心にますます浸透していくことに

よって、企業をはじめとする様々な組織が実践する社会的課題への取

り組みを意味する概念はひとつに収斂していくことが予想される。こ

れにより、企業は社会の一員としてどのような社会的課題に取り組む

べきなのか、その指針が明確化される点において大きな意義があろう。

他方、「社会的課題」という語句が示す範囲が広いことからこそ生じ

る問題があることを忘れてはならない。例えば、CSR への取り組みが

国・地域によって異なっていることは、これまで多くの研究者が示唆

してきた。CSR 研究の源流とも理解されるアメリカでは、19 世紀末か

ら 20 世紀初頭における企業、とりわけ株式会社の大規模化に伴う、企

業の反社会的行為への批判を背景としている。これにより、アメリカ

における企業家は、企業の権力を利潤追求のためだけではなく、広く

社会的な目的のために用いるため教育機関や慈善団体への寄付を自発

的に行うようになった。これに対し、日本の場合、1960 年代から 1970

年代における高度経済成長のひずみとして発生した四大公害病をはじ

めとする公害問題の表面化が CSR への関心を高めた背景として挙げら

れる。その後、2003 年の「CSR 元年」を契機に大企業を中心に多くの

企業が CSR への取り組みを積極的に行うようになったが、その根底に

はかかる環境問題に対する意識が強く残っていることが日本の特徴と

いえる。

（
一
五
〇
一
）
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このように、一言で CSR といっても国や地域、あるいは時代によっ

て企業が取り組むべき社会的課題は変化している。したがって国連が

イニシアティブをとり、世界の社会的課題を定めることは後述する

ISO26000 と同様の失敗を招くのではないかという疑問が生じる。

SDGs もまた企業活動に方向付けを行うという点で大きな意義はあ

るものの、CSR、さらには ISO26000 の残した課題をどこまで克服し

ているのか、単なる指針で終始するのではなく、いかにして企業活動

に浸透させるのかを議論する必要があると考える。かかる理解に鑑み、

本稿では、「企業（あるいはビジネス）における社会的課題への取り組

み」に関する概念を CSR とコーポレート・ガバナンスに焦点を当て、

今一度その理論的展開を整理することを試みる。加えて、SDGs が社

会に浸透し、企業をはじめとする様々な組織がこれを実践していくた

めの課題を剔抉することを試みる。

2 ．コーポレート・ガバナンスの理論的展開

2-1．コーポレート・ガバナンスと株主主権論

コーポレート・ガバナンス論において議論される重要なテーマのひ

とつとして、「会社はだれのものか」という問題がある。コーポレー

ト・ガバナンス論は企業、とりわけ大規模株式会社を主たる対象と位

置付けているが、法的には「株式会社の所有者は株主」であり、これ

に基づき「会社は株主のものである」といった見方（一元的企業観）が

導出される。

今日における私有財産制度の下では、株式会社の最高意思決定権を

有しているのは株主であり、株主は私的所有権を有している。した

がって、株式会社の経営者は、株主に対して受託者責任と説明責任を

負っており、その主たる使命は、ビジネスを通じてより多くの利益を

生み出し、株主価値（株主への配当、あるいは証券取引所に上場しているの

であれば株価）を最大化させることとなる。仮にこの通りであるならば、

（
一
五
〇
〇
）
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人的資源の公正な活用、マイノリティ支援、労働安全、あるいはサプ

ライチェーンの労働環境など “Social：社会 ” の側面を表す。最後に “G”

は、会社機関の構成、役員報酬、そして内部統制システムなど

“Government：統治 ” の側面を表している。ESG 投資は、社会的責任

投資（Social Responsible Investment: SRI）の視点に、コーポレート・ガ

バナンス（Corporate Governance）の視点を加えることで、より非財務的

な側面で企業価値を測定する点に、その特徴がある。すなわち、ESG

投資の浸透によって、CSR とコーポレート・ガバナンスとが統合され

てきていると理解することができよう。

SDGs や ESG 投資が先進国を中心にますます浸透していくことに

よって、企業をはじめとする様々な組織が実践する社会的課題への取

り組みを意味する概念はひとつに収斂していくことが予想される。こ

れにより、企業は社会の一員としてどのような社会的課題に取り組む

べきなのか、その指針が明確化される点において大きな意義があろう。

他方、「社会的課題」という語句が示す範囲が広いことからこそ生じ

る問題があることを忘れてはならない。例えば、CSR への取り組みが

国・地域によって異なっていることは、これまで多くの研究者が示唆

してきた。CSR 研究の源流とも理解されるアメリカでは、19 世紀末か

ら 20 世紀初頭における企業、とりわけ株式会社の大規模化に伴う、企

業の反社会的行為への批判を背景としている。これにより、アメリカ

における企業家は、企業の権力を利潤追求のためだけではなく、広く

社会的な目的のために用いるため教育機関や慈善団体への寄付を自発

的に行うようになった。これに対し、日本の場合、1960 年代から 1970

年代における高度経済成長のひずみとして発生した四大公害病をはじ

めとする公害問題の表面化が CSR への関心を高めた背景として挙げら

れる。その後、2003 年の「CSR 元年」を契機に大企業を中心に多くの

企業が CSR への取り組みを積極的に行うようになったが、その根底に

はかかる環境問題に対する意識が強く残っていることが日本の特徴と

いえる。

（
一
五
〇
一
）
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前述した「会社はだれのものか」といった議論の余地はほとんどない

ことになる。しかしながら、この問題はそれほど単純ではない。株式

会社における所有問題は、株式会社の生成期、すなわち「所有と経営

の分離」が発生した頃から存在する問題である。他方、今日、私たち

の社会を脅かす大企業をはじめとする様々な企業不祥事を契機として、

改めてこの問題への関心が高まっているとも理解される。この意味に

おいて、コーポレート・ガバナンスは古くて新しい問題であるといえ

る。

「会社は株主のものである」とする一元的企業観は、株主主権論に基

づく考えである。日本ではバブル経済の崩壊を契機に、株主重視経営

が主流になってきた。従来は銀行をはじめとする大企業間での株式持

ち合いによる盤石な安定株主構造が形成されていた。大株主はすべて

友好的な法人株主であり、「物言わぬ株主」とされていた。しかしなが

ら、バブル崩壊後の不良債権処理の過程で、銀行や保険などを中心に

株式持ち合いが崩壊し、外国人株主の持株比率が急速に拡大してきた

のである（勝部、2019 年、21 頁）。

日本企業の株式所有構造の変化は、単に外国人株主が増加しただけ

でなく、経営者はどのような投資家が自社の大株主として登場してく

るのかを注視しないわけにはいかなくなった。例えば、2005 年前後に

は、村上ファンドに見られるような「物言う株主」の登場、ライブド

アによるニッポン放送の敵対的買収事件、楽天による TBS の敵対的買

収など、従来の日本では見られなかった現象が次々に現れてきた（勝部、

2019 年、21 頁）。いずれの買収事案も失敗に終わり、こうした株主の行

動に対する批判が多数あったことは事実であるが、安定株主の時代は

終わり、株主主権的な考えが広がってきたことは確実であるといえよう。

2-2．コーポレート・ガバナンス論の対象領域の拡大

一元的企業観に対し、「会社は社会のものである」といった多元的企

業観は、前述した株式会社における所有問題のもう一つの応えであろ

（
一
四
九
九
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う。企業は社会における経済活動の担い手であり、株主のみならず、

消費者、従業員、供給業者、政府、そして地域社会など他のステイク

ホルダーに対しても多大な影響力を有している。また、こうしたステ

イクホルダーも、企業に対して影響を与えていることから、企業と社

会とは相互に関係しているといえる。近年では、企業が影響を与えう

るステイクホルダーの範囲はますます広く、複雑になっている。した

がって、ステイクホルダーは当初、「企業と明確な契約関係をもつか、

企業の意思決定によって直接的に影響を受ける主体」を意味する概念

であったが、今日ではその包括範囲がさらに拡張され、「企業が事業活

動のあらゆる側面において接触し、相互に影響を与え合う関係にある

すべての主体」を意味する概念として広く用いられている（中村、2003

年、4 頁）。

バブル経済の崩壊を受けて、株主主権論が台頭する一方で、企業の

役割そのものを見直す議論も活発になってきた。企業規模が拡大する

につれ、企業は社会に対してより大きな権力と影響力を有することに

なる。これに伴い、企業は株主のみならず多様なステイクホルダーに

対して責任を果たすことが求められるようになった。とりわけ、株式

所有の分散による現代の大規模株式所有において、企業権力を行使す

るのは経営者である。したがって、従来、経営者と株主の関係を主た

る対象領域としてきたコーポレート・ガバナンス論（狭義のコーポレー

ト・ガバナンス）から企業（とりわけ経営者）とステイクホルダーとの関

係（広義のコーポレート・ガバナンス）へとその対象領域を拡大してきた

と理解することができる。かかる理解に鑑みれば、「会社はだれのもの

か」といった株式会社の所有問題は、一元的企業観から多元的企業観

へと徐々に展開してきているといえよう。

2-3．株主受託者責任と社会受託者責任

一元的企業観から多元的企業観への展開が進む一方で、企業が本来

の事業活動以外の分野で社会貢献活動を行うことは、株主の利益を損

（
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前述した「会社はだれのものか」といった議論の余地はほとんどない

ことになる。しかしながら、この問題はそれほど単純ではない。株式

会社における所有問題は、株式会社の生成期、すなわち「所有と経営

の分離」が発生した頃から存在する問題である。他方、今日、私たち

の社会を脅かす大企業をはじめとする様々な企業不祥事を契機として、

改めてこの問題への関心が高まっているとも理解される。この意味に

おいて、コーポレート・ガバナンスは古くて新しい問題であるといえ

る。

「会社は株主のものである」とする一元的企業観は、株主主権論に基

づく考えである。日本ではバブル経済の崩壊を契機に、株主重視経営

が主流になってきた。従来は銀行をはじめとする大企業間での株式持

ち合いによる盤石な安定株主構造が形成されていた。大株主はすべて

友好的な法人株主であり、「物言わぬ株主」とされていた。しかしなが

ら、バブル崩壊後の不良債権処理の過程で、銀行や保険などを中心に

株式持ち合いが崩壊し、外国人株主の持株比率が急速に拡大してきた

のである（勝部、2019 年、21 頁）。

日本企業の株式所有構造の変化は、単に外国人株主が増加しただけ

でなく、経営者はどのような投資家が自社の大株主として登場してく

るのかを注視しないわけにはいかなくなった。例えば、2005 年前後に

は、村上ファンドに見られるような「物言う株主」の登場、ライブド

アによるニッポン放送の敵対的買収事件、楽天による TBS の敵対的買

収など、従来の日本では見られなかった現象が次々に現れてきた（勝部、

2019 年、21 頁）。いずれの買収事案も失敗に終わり、こうした株主の行

動に対する批判が多数あったことは事実であるが、安定株主の時代は

終わり、株主主権的な考えが広がってきたことは確実であるといえよう。

2-2．コーポレート・ガバナンス論の対象領域の拡大

一元的企業観に対し、「会社は社会のものである」といった多元的企

業観は、前述した株式会社における所有問題のもう一つの応えであろ

（
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なう可能性があり、慎むべきであるといった主張も展開された。また、

フリードマン（Milton Friedman）は「企業が最適効率とコスト削減を通

じて利益の最大化を図れば、結果として社会に多大な利益をもたらす。

したがって、これこそが企業活動の究極の目的であり使命である」あ

るいは「仮に企業が本来の事業分野以外で活動を展開し、コスト負担

を増大させたとすれば、株主をはじめとする多くのステイクホルダー

に不利益をもたらすことになる」と主張している。

フリードマンの主張はしばしば CSR をはじめとする「企業（あるい

はビジネス）における社会的課題への取り組み」を否定する見解として

用いられるが、決して企業が社会的責任を果たすことや社会貢献に資

することを全面的に否定しているわけではない。ただこのような活動

は企業が本来行うべき活動ではないと主張しているのである。

また、企業が株主からの出資によって成り立っている組織である以

上、株主が主権者であることは明らかであり、企業の経営者は株主か

ら経営を委任された「エージェント」に過ぎず、「株主受託者責任

（Corporate Stewardship）」を負う。そのため、企業の活動目的が主権者

である株主の利益増大にあると考えることは決して間違ってはいない。

しかしながら、企業が株主の利益最大化を念頭に過度な利益追求を行

い、他のステイクホルダーを軽視した事業活動を展開したとすれば、

それは結果として株主の不利益へと繋がることも十分に考えられる。

たとえば、いわゆる「ブラック企業」のように従業員に劣悪な労働環

境を強いれば、彼（女）らは他社へと離れていき、企業の生産性は落ち

込み、株価の下落を引き起こすことにも繋がるであろう。つまり、株

主を含む多様なステイクホルダーからの期待に応えることが企業には

求められているのである。この考えに基づけば、企業あるいは経営者

はあらゆるステイクホルダーから社会の発展に資する事業活動を委任

された「社会受託者責任（Social Stewardship）を負っていると考えられ

る。このように、株式会社の生成とともに誕生し、経営者と株主との

関係に主眼を置いていたコーポレート・ガバナンス論は、「企業の社会

（
一
四
九
七
）

44



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二
二
六

における役割」という観点からその対象範囲を拡大してきたのである。

この意味において、コーポレート・ガバナンスと CSR とは、徐々にそ

の対象とする領域が統合されてきたといえる。かかる理解に鑑み、次

章では、本稿におけるもうひとつの主要概念である CSR に焦点を当て、

その理論的展開を整理する。

3 ．企業の社会的責任の理論的展開

3-1．CSRの概念定義

前述の通り、CSR とは、“Corporate Social Responsibility” の略称で

あり、日本においては「企業の社会的責任」と理解されている。これ

は、一般的に「企業が社会の一員として、社会の持続可能な発展に対

して果たすべき役割と責任」を意味する（日本経営倫理学会、2008 年、

116 頁）。“Corporation” とは、主に「株式会社」のことを指す語句であ

るが、近年では、株式会社のみならず、それ以外の企業においても

CSR 活動に積極的に取り組んでおり、社会の CSR に対する関心が高

ま っ て き て い る（ 中 村、2003 年、6 頁 ）。 ま た、“Responsibility” の

“Response” とは「反応すること」である。すなわち、まず社会からの

期待や批判に対する感応性が問われるのである。これに加え、CSR は

反応的・受動的なものばかりではなく、社会からの声を受けていま問

われている社会的課題に能動的、革新的に対応していくことが重要と

なる。そういった事業を通して、新しい社会的価値を生み出していく

ことが期待されている（谷本、2006 年、64 頁）。

CSR の定義や範囲は時間や空間（時代と領域）によって異なると考え

られるが、企業がさまざまな社会主体と相互に関連する「オープン・

システム」である限り、その行動が私的利益（自己利益）だけでなく、

公的利益（社会的利益）をも考慮したものでなければならないだろう。

かかる認識には一定の共通した理解が存在している。従来は、多くの

企業は多様な社会主体を軽視して、市場のみを企業行動の場と捉える

（
一
四
九
六
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なう可能性があり、慎むべきであるといった主張も展開された。また、

フリードマン（Milton Friedman）は「企業が最適効率とコスト削減を通

じて利益の最大化を図れば、結果として社会に多大な利益をもたらす。

したがって、これこそが企業活動の究極の目的であり使命である」あ

るいは「仮に企業が本来の事業分野以外で活動を展開し、コスト負担

を増大させたとすれば、株主をはじめとする多くのステイクホルダー

に不利益をもたらすことになる」と主張している。

フリードマンの主張はしばしば CSR をはじめとする「企業（あるい

はビジネス）における社会的課題への取り組み」を否定する見解として

用いられるが、決して企業が社会的責任を果たすことや社会貢献に資

することを全面的に否定しているわけではない。ただこのような活動

は企業が本来行うべき活動ではないと主張しているのである。

また、企業が株主からの出資によって成り立っている組織である以

上、株主が主権者であることは明らかであり、企業の経営者は株主か

ら経営を委任された「エージェント」に過ぎず、「株主受託者責任

（Corporate Stewardship）」を負う。そのため、企業の活動目的が主権者

である株主の利益増大にあると考えることは決して間違ってはいない。

しかしながら、企業が株主の利益最大化を念頭に過度な利益追求を行

い、他のステイクホルダーを軽視した事業活動を展開したとすれば、

それは結果として株主の不利益へと繋がることも十分に考えられる。

たとえば、いわゆる「ブラック企業」のように従業員に劣悪な労働環

境を強いれば、彼（女）らは他社へと離れていき、企業の生産性は落ち

込み、株価の下落を引き起こすことにも繋がるであろう。つまり、株

主を含む多様なステイクホルダーからの期待に応えることが企業には

求められているのである。この考えに基づけば、企業あるいは経営者

はあらゆるステイクホルダーから社会の発展に資する事業活動を委任

された「社会受託者責任（Social Stewardship）を負っていると考えられ

る。このように、株式会社の生成とともに誕生し、経営者と株主との

関係に主眼を置いていたコーポレート・ガバナンス論は、「企業の社会
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傾向が強かった（「クローズド・システム」）。すなわち、社会との関係を

軽視し、自己利益極大化を志向した経営戦略を展開してきたのである。

しかし、こうした企業行動は社会的ニーズに対応できないばかりか、

社会性を軽視した経営戦略には次第に限界が生じはじめた。さらに、

日本では、バブル経済の崩壊、平成不況や大手証券、金融機関をはじ

めとする大企業におけるさまざまな反社会的、反倫理的な企業不祥事

が頻発し、企業の社会的責任論や企業の社会的役割が問い直された

（小山、2006 年、4 頁）。

また、CSR の概念は、アメリカを起源とし、今や世界的潮流となっ

ていると認識されているが、国際的に定義が統一されておらず、流動

的なものであることはすでに述べた通りである。しかし、その基礎と

なる部分は共通していると考えられる。したがって、かかる基礎部分

を基底的な理解とし、本論文では CSR を捉えるときの中核概念として

「企業活動のプロセスに社会的公正性や倫理性、環境や人権への配慮を

組み込み、ステイクホルダーに対してアカウンタビリティを果たして

いくこと（谷本、2006 年、59 頁）」と位置づける。 

3-2．アメリカにおけるCSRの誕生と発展

CSR の考え方は企業規模が拡大するなかで生まれてきたものだと

いってもよい。すなわち、CSR の問題は、企業の大規模化に伴って拡

大してきた企業のもつ権力をめぐる問題なのである。

事実、アメリカにおける企業、または経営者の社会的責任をめぐる

関心は、大企業の台頭してきた 19 世紀末から 20 世紀初頭にかけて、

すでに高まりをみせている。当時、企業は大規模化すると共に巨大な

権力をもつようになり、それに比例してその反社会的、非競争的行動

が批判されはじめていたのである。そして批判者たちは法や規制によ

り企業の権力を抑制しようとした（ 1 ）。

このような抵抗に直面して、一部の経営者は、企業の権力を利潤追

求のためだけでなく、広く社会的な目的のためにも自発的に用いるよ

（
一
四
九
五
）
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うになった。こうした考え方に基づく当時の経営者たちの行動には大

きく2つのパターンがみられる。アンドリュー・カーネギーやジョン・

D. ロックフェラー、J.P. モルガンらは、教育機関や慈善団体に多額の

寄付を行った。一方、ヘンリー・フォードらは、従業員の健康やレク

リエーションの要求に応えるための温情主義的（Paternalistic）プログ

ラムを展開した（小山、2006 年、108 頁）。

こうした行動の背景には、企業に対する規制が強化されることを予

防しようという考え方もあったようだが、一方で、これらの経営者た

ちは、企業には利潤追求を超え、あるいは利潤追求と並んで社会に対

する責任があるとの考えももっていた。たとえば、当時、カーネギー

は、企業は利潤を追求しなければならないが、企業の富は社会のため

に使わなければならないとする考え方を明らかにしている（Post, 

Lawrence and Weber 著、松野、小阪、谷本監訳、2012 年、84 頁）。

ポストらは、前述のカーネギーらの寄付活動や、フォードによって

行われた諸政策にみられるような当時の社会的責任に関する考え方が、

今日の社会的責任概念を構成している 2 大原理の基礎をなしていると

指摘している。その原理とは「慈善原理（Charity Principle）」と「受託

者原理（Stewardship Principle）」とよばれるものであり、これらの原理

は、図表 2-1. のようにまとめられる。

図表 2-1．企業の社会的責任に関する基本的原理とその現代的表現

慈善原理 受託者原理
定義 企業は社会の貧困な人々や集

団に自発的な支援を行うべき
である。

企業は公衆の受託者として意思決定
や政策によって影響を受けるすべて
の人々の利害を考慮すべきである。

現代的
表現

・企業フィロソフィー
・ 公共の福祉を向上させるた

めの自発的活動

・企業と社会との相互依存性の認識
・ 社会の多様な集団の利益や要求の

バランスを図ること。

出所 ：小山巖也（2006）「アメリカにおける企業の社会的責任論の生成と展開」
松野弘、堀越芳昭、合力知工編著『「企業の社会的責任論」の形成と展開』、
ミネルヴァ書房、110 頁を参照に筆者作成。

（
一
四
九
四
）
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傾向が強かった（「クローズド・システム」）。すなわち、社会との関係を

軽視し、自己利益極大化を志向した経営戦略を展開してきたのである。

しかし、こうした企業行動は社会的ニーズに対応できないばかりか、

社会性を軽視した経営戦略には次第に限界が生じはじめた。さらに、

日本では、バブル経済の崩壊、平成不況や大手証券、金融機関をはじ

めとする大企業におけるさまざまな反社会的、反倫理的な企業不祥事

が頻発し、企業の社会的責任論や企業の社会的役割が問い直された

（小山、2006 年、4 頁）。

また、CSR の概念は、アメリカを起源とし、今や世界的潮流となっ

ていると認識されているが、国際的に定義が統一されておらず、流動

的なものであることはすでに述べた通りである。しかし、その基礎と

なる部分は共通していると考えられる。したがって、かかる基礎部分

を基底的な理解とし、本論文では CSR を捉えるときの中核概念として

「企業活動のプロセスに社会的公正性や倫理性、環境や人権への配慮を

組み込み、ステイクホルダーに対してアカウンタビリティを果たして

いくこと（谷本、2006 年、59 頁）」と位置づける。 

3-2．アメリカにおけるCSRの誕生と発展

CSR の考え方は企業規模が拡大するなかで生まれてきたものだと

いってもよい。すなわち、CSR の問題は、企業の大規模化に伴って拡

大してきた企業のもつ権力をめぐる問題なのである。

事実、アメリカにおける企業、または経営者の社会的責任をめぐる

関心は、大企業の台頭してきた 19 世紀末から 20 世紀初頭にかけて、

すでに高まりをみせている。当時、企業は大規模化すると共に巨大な

権力をもつようになり、それに比例してその反社会的、非競争的行動

が批判されはじめていたのである。そして批判者たちは法や規制によ

り企業の権力を抑制しようとした（ 1 ）。

このような抵抗に直面して、一部の経営者は、企業の権力を利潤追

求のためだけでなく、広く社会的な目的のためにも自発的に用いるよ

（
一
四
九
五
）
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バーリとミーンズはその著書『近代株式会社と私有財産』（1932 年）

において、巨大株式会社への経済的な権力の集中の状況を指摘し、そ

のような経済的権力が経営者の手中にあることを明らかにした。さら

に、彼らはそうした巨大株式会社のもつ権力は誰のために行使される

べきかを問題とし、「経営者支配」という状況となった巨大株式会社は、

社会全体に対して奉仕すべき存在になったのだとした。すなわち、経

営者支配となった大企業はもはや資本家にとっての私的致富手段と

いったものではなく、社会全体のための準公的会社といった性格の存

在になったのだというのである（Berle, Jr. and Means 著、北島訳、1958 年、

111 頁）。これが彼らのいう「株式会社革命論」である。

バーリとミーンズによって提示された「株式会社革命論」を基に、

企業のもつ権力と社会的責任との関係を整理してみると以下のように

なる。すなわち、巨大な権力をもった大企業は、その生産活動の過程

や結果を通じて、社会に対して、広範で強大な影響を及ぼすように

なってくる。たとえば、株主は企業の業績の変化により影響を受ける

であろうし、従業員はその生活の基盤を企業からの賃金に依存するこ

とにより同様に影響を受けるであろう。また、消費者も企業の提供す

る財・サービスなしには生活していくことができなくなるであろう。

こうして企業に関与し、依存する人々が増加するにしたがい、影響を

受ける人々の利害に考慮するような企業権力の行使の仕方が当然のご

とく問題になってくるのである。ポストらのいう社会的責任概念を構

成している 2 大原理のうちの「受託者原理」は、ここから導き出され

た考え方であるといえる。このことに関連して、三戸は、バーリと

ミーンズの「株式会社革命論」が、大企業は株主のものではなく、す

べてのステイクホルダーのものであるとする考え方の嚆矢であること

を指摘している。

一方、巨大株式会社は社会全体に対して奉仕すべき存在になったの

だという指摘からは、大企業のもつ財産の新たな活用の仕方もまた問

題となってくる。具体的にいえば、企業によるフィランソロピー（社会

（
一
四
九
三
）
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貢献活動）への関与の問題である。実際に、大企業のもつ財産の規模か

らすれば、そこにフィランソロピーへの期待が高まるのは当然のこと

ともいえるし、一方で、フィランソロピーに対する需要が高まるにつ

れ、個人レベルでの寄付だけでは対応しきれなくなるだろうことは想

像に難しくない。このことを考えるうえで、企業によるフィランソロ

ピーの是非をめぐって争われた、1953 年の「A.P. スミス社裁判」は注

目に値する。すなわち、ニュージャージー州最高裁判所は、A.P. スミ

ス社裁判の判決のなかで、国家の富の大部分が、会社の手に移った段

階においては、企業も、個々人がなしてきたのと同様に、フィランソ

ロピーに関与すべきであるとしているのである。この判決では、すで

に述べた大企業のもつ財産の規模についての言及がみられ、そのよう

な財産をもつ大企業は準公的会社とよばれるような存在であるのだか

ら、その財産を公共の福祉にふりむけることが求められるとの見解が

示されている（Post, Lawrence and Weber 著、松野、小阪、谷本監訳、2012

年、71 頁）。ここに、ポストらのいう社会的責任概念を構成している 2

大原理のうちの「慈善原理」を見出すことができるのである。

以上のように、アメリカにおいて CSR の概念は、企業の大規模化に

伴う権力の強大化を背景に誕生し、発展してきたということができる。

このことを受けて、経営者たちは、その社会的要請に対する企業活動

を行ってきたのである。こうした社会の側からの企業に対する要請と

それに対する企業の応答のなかから、CSR の意味内容というものは明

確化してくるのである。

3-3．企業が直面する社会的課題からCSRへの展開

日本で CSR が話題になってくるのは、1970 年代に入って水俣病、

イタイイタイ病など、四大公害裁判が大きな社会的問題となり、公害

に対する企業（経営者）の責任が追及されていた時代であった。また石

油危機前後、企業不祥事が表面化し、アメリカで議論になっていた社

会的責任論が輸入されたのである。経団連はアメリカの資料を翻訳し

（
一
四
九
二
）
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バーリとミーンズはその著書『近代株式会社と私有財産』（1932 年）

において、巨大株式会社への経済的な権力の集中の状況を指摘し、そ

のような経済的権力が経営者の手中にあることを明らかにした。さら

に、彼らはそうした巨大株式会社のもつ権力は誰のために行使される

べきかを問題とし、「経営者支配」という状況となった巨大株式会社は、

社会全体に対して奉仕すべき存在になったのだとした。すなわち、経

営者支配となった大企業はもはや資本家にとっての私的致富手段と

いったものではなく、社会全体のための準公的会社といった性格の存

在になったのだというのである（Berle, Jr. and Means 著、北島訳、1958 年、

111 頁）。これが彼らのいう「株式会社革命論」である。

バーリとミーンズによって提示された「株式会社革命論」を基に、

企業のもつ権力と社会的責任との関係を整理してみると以下のように

なる。すなわち、巨大な権力をもった大企業は、その生産活動の過程

や結果を通じて、社会に対して、広範で強大な影響を及ぼすように

なってくる。たとえば、株主は企業の業績の変化により影響を受ける

であろうし、従業員はその生活の基盤を企業からの賃金に依存するこ

とにより同様に影響を受けるであろう。また、消費者も企業の提供す

る財・サービスなしには生活していくことができなくなるであろう。

こうして企業に関与し、依存する人々が増加するにしたがい、影響を

受ける人々の利害に考慮するような企業権力の行使の仕方が当然のご

とく問題になってくるのである。ポストらのいう社会的責任概念を構

成している 2 大原理のうちの「受託者原理」は、ここから導き出され

た考え方であるといえる。このことに関連して、三戸は、バーリと

ミーンズの「株式会社革命論」が、大企業は株主のものではなく、す

べてのステイクホルダーのものであるとする考え方の嚆矢であること

を指摘している。

一方、巨大株式会社は社会全体に対して奉仕すべき存在になったの

だという指摘からは、大企業のもつ財産の新たな活用の仕方もまた問

題となってくる。具体的にいえば、企業によるフィランソロピー（社会

（
一
四
九
三
）
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て出版し、また経済同友会も 1973 年に『企業と社会の相互信頼の確立

を求めて』という報告書を出している。それに前後して、CSR に関す

る多くの書物が出版され、一大ブームとなった（ 2 ）。当時は、経済や経

営分野の学者が様々に発言していたが、今日のブームは産業界が主導

しており、様相は異なっている。もっともそれらの多くは理念的な議

論に終始しているといえる。さらに経営学者によるものの多くはアメ

リカの議論やテキストを紹介し解説するもので、日本の企業と社会と

の構造的な関係性を分析することや、企業社会に政策提言するといっ

た動きはほとんどなかった。また市民社会組織の動きは弱く、第二次

石油危機以降の景気後退と共に、このブームは潮を引くように鎮静化

していったのである（谷本、2006 年、76-77 頁）。

それ以降 CSR はほとんど議論されなくなる。日本では 1980 年代の

比較的低成長の時期から、バブル期、バブル崩壊後の時期に、まさに

「手を変え、品を変え」というように様々な企業不祥事や企業犯罪が繰

り返され、顕在化してきた。談合やカルテルなども「業界の秩序維持」

を目的として定着していた。それは日本の社会経済システムのあり方

とも関連している。

しかし、経済活動は社会、環境というベースの上にしか存在しえな

いことから、これらを配慮したものづくり、経営システムを構築して

いかなければ、市場社会から評価されなくなるだけでなく、今後、地

球社会は維持されなくなっていく。しかしながらとりわけバブル期に

は日本ではこうした意識が低かったと言える。ステイクホルダーが

様々な次元から企業活動をチェック、モニターする動きは脆弱であっ

た。ステイクホルダーは企業システムに組み込まれており、そこでは

企業活動に関わるすべてのものが経済的・社会的な利益を最大化する

ように努力し、その成果をできるだけ公平に配分する、というシステ

ムのあり方が共有されていたと言える。

もちろん、周辺労働者（障がい者、外国人、被差別部落出身者など）を含

む、コアの「メンバーシップ」をもてないステイクホルダーはシステ

（
一
四
九
一
）

50



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二
二
〇

ムの周縁におかれ、発言する力も弱く、自己を組織化する力も弱かっ

た（谷本、2006 年、78 頁）。

市民社会組織（NPO・NGO）に対する関心も 1990 年代に入る以前は

非常に低かった。しかし、1980 年代からの「豊かさ」への反省やバブ

ル崩壊以降の「会社人間」への反省、そして阪神・淡路大震災を契機

として、ボランティアや NPO への関心は高まっている。市民社会の要

請から、大学においても NPO に関する科目やテキストも生まれている。

また、2011 年 3 月 11 日に起きた東日本大震災を契機に、中小企業の

CSR への取り組みも高まってきた。

CSR の議論は必ずしも国内の市場社会からわき上がってきたもので

はなく、グローバルレベルにおける潮流、プレッシャーが引き金と

なっている。国内の動きはまだ緒についたばかりであるが、なかでも

先進的に取り組んでいる企業をみるといくつかの特徴がある。たとえ

ば、CSR 報告書 を作成し、CSR の国際ガイドライン GRI を参考にし

て報告書づくりをしている企業から CSR に取り組んでいる企業をみる

と、3 つの特徴がある。ひとつ目に売上高が高いこと、ふたつ目に海外

売上比率および外国人持ち株比率が高いこと、そして最後に環境関連

の業種（製造業など）が他業種より積極的であることである（Tanimoto 

and Suzuki, 2005, p.16）。

ここからもわかるように、グローバルに活動する日本企業は欧米で

の市場社会から CSR を求める動きをストレートに受けるため、積極的

な対応が求められているのである。

振り返ってみれば、CSR は 2000 年代に入って広範に問われるよう

になってきた。その問われ方も質的な変容を伴い、近年では、理念的

に社会から信頼される企業であるべきと語るだけでなく「いかに CSR

を果たしていくのか」という視点が問われている。持続可能な発展を

求めるグローバルな潮流を受けて、企業に期待される役割も変化して

いるのである。

前述の通り「持続可能な発展」とは、“Sustainable Development” の

（
一
四
九
〇
）
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て出版し、また経済同友会も 1973 年に『企業と社会の相互信頼の確立

を求めて』という報告書を出している。それに前後して、CSR に関す

る多くの書物が出版され、一大ブームとなった（ 2 ）。当時は、経済や経

営分野の学者が様々に発言していたが、今日のブームは産業界が主導

しており、様相は異なっている。もっともそれらの多くは理念的な議

論に終始しているといえる。さらに経営学者によるものの多くはアメ

リカの議論やテキストを紹介し解説するもので、日本の企業と社会と

の構造的な関係性を分析することや、企業社会に政策提言するといっ

た動きはほとんどなかった。また市民社会組織の動きは弱く、第二次

石油危機以降の景気後退と共に、このブームは潮を引くように鎮静化

していったのである（谷本、2006 年、76-77 頁）。

それ以降 CSR はほとんど議論されなくなる。日本では 1980 年代の

比較的低成長の時期から、バブル期、バブル崩壊後の時期に、まさに

「手を変え、品を変え」というように様々な企業不祥事や企業犯罪が繰

り返され、顕在化してきた。談合やカルテルなども「業界の秩序維持」

を目的として定着していた。それは日本の社会経済システムのあり方

とも関連している。

しかし、経済活動は社会、環境というベースの上にしか存在しえな

いことから、これらを配慮したものづくり、経営システムを構築して

いかなければ、市場社会から評価されなくなるだけでなく、今後、地

球社会は維持されなくなっていく。しかしながらとりわけバブル期に

は日本ではこうした意識が低かったと言える。ステイクホルダーが

様々な次元から企業活動をチェック、モニターする動きは脆弱であっ

た。ステイクホルダーは企業システムに組み込まれており、そこでは

企業活動に関わるすべてのものが経済的・社会的な利益を最大化する

ように努力し、その成果をできるだけ公平に配分する、というシステ

ムのあり方が共有されていたと言える。

もちろん、周辺労働者（障がい者、外国人、被差別部落出身者など）を含

む、コアの「メンバーシップ」をもてないステイクホルダーはシステ

（
一
四
九
一
）
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邦訳である。この概念は、社会経済システムの持続可能性について、

環境問題のみならず企業活動がかかわる貧困、失業、人権といった社

会問題を含めた議論の中で、グローバル企業の社会的責任という意味

合いで使われている。とりわけ、スイス（ジュネーブ）に本部を置くグ

ローバル企業の経営者のネットワークである WBCSD（World Business 

Council for Sustainable Development）では、持続可能な発展という視点か

ら社会的に責任ある企業の役割について議論をリードし、CSR に関す

る政策を提示している。これは、単に企業不祥事に対してコンプライ

アンス体制を整えるというレベルではなく、ローカルあるいはグロー

バルな市場社会において、社会的に責任ある企業としてどのような対

応をしていくのか、財務面のみならず CSR を含めたトータルな企業価

値をいかに高めていくのか、ということにまで踏み込んだものである。

しかし、日本では特に、企業不祥事に対する課題があげられてきたこ

とからコンプライアンス（法令遵守）に重点を置いているという指摘も

ある（谷本、2004 年、2 頁）。

とりわけ「CSR 元年」といわれる 2003 年以降には、先進的な企業

において CSR 担当部署が設置され、CSR 報告書を発行する企業も増

えている。しかし、この背景として、日本において CSR を求める市民

の声や監視、これを提言する NPO または NGO の運動が大きな圧力と

なり CSR の議論が高まってきた、というわけではない。例えば、これ

まで企業不祥事は絶え間なく生じてきたにもかかわらず、その批判の

声は一時的には高まっても、企業中心に構造化してきた企業社会シス

テムにおいては、大きな潮流になるわけではなかった。但し、今日で

は、前述の通り「CSR 報告書」ではなく「統合報告書」を作成するこ

とで、財務面のみならず非財務面も社会に対して明示する企業もみら

れる。

以上のことから、日本における CSR の考え方は、公害問題を発端に

意識されはじめ、バブル期を通じて一時的に鎮静化したものの、近年

のグローバル化を契機として再度見直されているということがいえる。

（
一
四
八
九
）

52



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二
一
八

しかし、アメリカがフィランソロピーに重点を置いていることに対し、

日本では環境問題に向けた企業活動に重点を置いているということが

見受けられた。前述したように、CSR とは非常に多岐にわたる領域の

社会的問題に対する概念であり、国や地域によって、捉え方は様々で

ある。しかし、他の国や地域における CSR から学ぶことも、企業が社

会に貢献するために重要である。したがって、CSR は地域ごとに独立

した問題ではなく、広く世界的な問題として考えられていかなければ

ならない。かかる理解を踏まえ、次章では、CSR の収斂化を目指す国

際的な企業行動基準に焦点を当て、議論を展開していく。

4 ．「持続可能な開発目標（SDGs）」の影響と課題

4-1．ISOによる SR規格

ISO（International Organization for Standardization: 国際標準化機構）は

2010 年 11 月 1 日に社会的責任に関する国際的な企業行動基準である

ISO26000 を発行した。これは、社会的責任とは何か、そしてそれを実

施する上で組織が何に、またどのように取り組むべきなのかに関する

手引きを提供する企業行動基準であり、組織の規模・業種を問わず利

用できるものである。

これは、組織の持続可能な発展への貢献を助けることを意図してい

る。法令遵守はあらゆる組織の基本的な義務であり、組織の社会的責

任の基礎的な部分であるとの認識に立って、組織が法令遵守以上の活

動に着手することを奨励することを意図している。また、これは、社

会的責任分野における共通の理解を促進することを意図し、社会的責

任に関する他の文書及びイニシアティブを補完することを意図してい

るものであり、これらに取って代わろうとするものではない（日本規格

協会編、2011 年、31 頁）。

ISO によるこの国際的な企業行動基準の作成については、当初経済

団体、労働組合、NGO、また途上国それぞれの思惑と利害とがあり議

（
一
四
八
八
）
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邦訳である。この概念は、社会経済システムの持続可能性について、

環境問題のみならず企業活動がかかわる貧困、失業、人権といった社

会問題を含めた議論の中で、グローバル企業の社会的責任という意味

合いで使われている。とりわけ、スイス（ジュネーブ）に本部を置くグ

ローバル企業の経営者のネットワークである WBCSD（World Business 

Council for Sustainable Development）では、持続可能な発展という視点か

ら社会的に責任ある企業の役割について議論をリードし、CSR に関す

る政策を提示している。これは、単に企業不祥事に対してコンプライ

アンス体制を整えるというレベルではなく、ローカルあるいはグロー

バルな市場社会において、社会的に責任ある企業としてどのような対

応をしていくのか、財務面のみならず CSR を含めたトータルな企業価

値をいかに高めていくのか、ということにまで踏み込んだものである。

しかし、日本では特に、企業不祥事に対する課題があげられてきたこ

とからコンプライアンス（法令遵守）に重点を置いているという指摘も

ある（谷本、2004 年、2 頁）。

とりわけ「CSR 元年」といわれる 2003 年以降には、先進的な企業

において CSR 担当部署が設置され、CSR 報告書を発行する企業も増

えている。しかし、この背景として、日本において CSR を求める市民

の声や監視、これを提言する NPO または NGO の運動が大きな圧力と

なり CSR の議論が高まってきた、というわけではない。例えば、これ

まで企業不祥事は絶え間なく生じてきたにもかかわらず、その批判の

声は一時的には高まっても、企業中心に構造化してきた企業社会シス

テムにおいては、大きな潮流になるわけではなかった。但し、今日で

は、前述の通り「CSR 報告書」ではなく「統合報告書」を作成するこ

とで、財務面のみならず非財務面も社会に対して明示する企業もみら

れる。

以上のことから、日本における CSR の考え方は、公害問題を発端に

意識されはじめ、バブル期を通じて一時的に鎮静化したものの、近年

のグローバル化を契機として再度見直されているということがいえる。

（
一
四
八
九
）
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論は錯綜した。例えば、CSR は本来自発的なものであり、企業の行動

基準を作成することによって規制することは相応しくない、CSR は国、

地域によってその求められる内容が異なるので統一的な基準はなじま

ない、といった批判的な意見があった（ 3 ）。一方、なにが CSR なのか

一定の基準を示し企業活動の方向を示すべき、各企業がバラバラな内

容とスタイルとで途上国に CSR への対応を求めてくると混乱するので

基準を作成すべき、といった推進する意見もあった（ 4 ）。日本の経団連

も当初は、CSR は自主的なものとして位置づけ、この国際的な企業行

動基準の作成の反対に回るなど紆余曲折があった。しかし、2004 年 6

月のストックホルムでの会議において国際的な企業行動基準として制

定することが決定した。ただし ISO14000 シリーズ、環境マネジメン

ト・システムのような認証スタイルではなく、あくまで組織のガイダ

ンスとして定める、ということでの合意であった（谷本、2006 年、95-96

頁）。

ISO26000 の狙いは、企業だけではなく、すべての組織に責任ある行

動と持続可能な発展への貢献とを奨励することである。したがって、

すべての組織が ISO26000 の示す意図を理解し、有効に活用していく

ことが求められる。つまり、CSR の概念が SR の概念に拡大、敷延さ

れていったのである。かかる理解を踏まえれば、ISO26000 は社会に対

し、大きな影響を与えたと考えることができるであろう。いかに強大

な権力を有する企業であっても、その保有する権力は有限であり、企

業単体で「持続可能な発展」に取り組んでいくことにも限界があると

考えられる。それ故に、企業が他の組織と共同し、社会的責任を果た

していくことが要求されているのではないであろうか。この意味で、

ISO26000 の策定は大きな意義があったと言える。

しかし、ISO26000 にも課題があることを忘れてはならない。本稿に

おいて繰り返し述べているが、社会的責任の概念は時代と共に変化を

している。ISO26000 の内容もまたこれに伴い変化が求められるのであ

る。しかし、容易に想像されるように、多くの国、機関が関与してい

（
一
四
八
七
）
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る国際的な企業行動基準を変えることは非常に困難なことである。そ

のため、ISO26000 のみに準拠していくのではなく、業界単位、企業単

位での方針を示していくことが求められる。

ISO26000 を大きな枠組みとして捉え、こうした各主体がそれぞれ

SR の概念を具現化できるような個別の方針を示していくことで、そし

て、これを守っていくことで変化する社会的責任の概念に柔軟に対応

していく必要がある。こうした取り組みが、ISO26000 のもつ限界を超

えていくのであると思われる。

4-2．コーポレート・ガバナンスとCSRの統合可能性

CSR の普及によって、株主も変わってきている。1990 年代後半以降、

従来の株主配当や株式の売却によって利益を得ることを目的とした投

資家だけではなく、環境への配慮、製品の安全性、公正な雇用、人権、

情報公開、途上国への支援など社会的・環境的指標から企業を評価し、

投資を行う SRI（Socially Responsible Investment：社会的責任投資）が増加

してきた。このことにより、企業全体の価値は、財務的な側面だけで

は測ることはできず、非財務的な側面からも企業を評価することの重

要性が認識され始めた。

近年では、ESG 投資が注目されている。ESG 投資は、2006 年に国

連が PRI（Principles for Responsible Investment：責任投資原則）を公表し、

ESG の視点から投資するように提唱したことによって、欧米の機関投

資家を中心に企業価値を測る新しい指標として関心を集めた。さらに、

2015 年 に 世 界 的 に 大 規 模 な 機 関 投 資 家 で あ る GPIF（Government 

Pension Investment Fund：年金積立金管理運用独立法人）が ESG を重視す

ることを表明したことを契機に、日本でも 2016 年を「ESG 元年」と

位置付け、ESG 投資の浸透に注力している。SRI の視点に、コーポ

レート・ガバナンスの視点を加えることで、より非財務的な側面で企

業価値を測定する点に、ESG 投資の特徴がある。また、SRI の投資手

法がネガティブ・スクリーニング（排除選別）（ 5 ）であるのに対し、ESG

（
一
四
八
六
）
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論は錯綜した。例えば、CSR は本来自発的なものであり、企業の行動

基準を作成することによって規制することは相応しくない、CSR は国、

地域によってその求められる内容が異なるので統一的な基準はなじま

ない、といった批判的な意見があった（ 3 ）。一方、なにが CSR なのか

一定の基準を示し企業活動の方向を示すべき、各企業がバラバラな内

容とスタイルとで途上国に CSR への対応を求めてくると混乱するので

基準を作成すべき、といった推進する意見もあった（ 4 ）。日本の経団連

も当初は、CSR は自主的なものとして位置づけ、この国際的な企業行

動基準の作成の反対に回るなど紆余曲折があった。しかし、2004 年 6

月のストックホルムでの会議において国際的な企業行動基準として制

定することが決定した。ただし ISO14000 シリーズ、環境マネジメン

ト・システムのような認証スタイルではなく、あくまで組織のガイダ

ンスとして定める、ということでの合意であった（谷本、2006 年、95-96

頁）。

ISO26000 の狙いは、企業だけではなく、すべての組織に責任ある行

動と持続可能な発展への貢献とを奨励することである。したがって、

すべての組織が ISO26000 の示す意図を理解し、有効に活用していく

ことが求められる。つまり、CSR の概念が SR の概念に拡大、敷延さ

れていったのである。かかる理解を踏まえれば、ISO26000 は社会に対

し、大きな影響を与えたと考えることができるであろう。いかに強大

な権力を有する企業であっても、その保有する権力は有限であり、企

業単体で「持続可能な発展」に取り組んでいくことにも限界があると

考えられる。それ故に、企業が他の組織と共同し、社会的責任を果た

していくことが要求されているのではないであろうか。この意味で、

ISO26000 の策定は大きな意義があったと言える。

しかし、ISO26000 にも課題があることを忘れてはならない。本稿に

おいて繰り返し述べているが、社会的責任の概念は時代と共に変化を

している。ISO26000 の内容もまたこれに伴い変化が求められるのであ

る。しかし、容易に想像されるように、多くの国、機関が関与してい

（
一
四
八
七
）
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投資はポジティブ・スクリーニング（積極的組入選別）（ 6 ）である点でも

異なる。

ESG 投資の広まりによって、株主は多様化してきている。したがっ

て、取締役会もまた経営者に社会的責任の履行を任せるのではなく、

社会性の視点をもって経営者を監督・統制する必要があるのである。

この意味において、「株主価値」と「企業価値」という 2 つの概念は統

合されてきていると理解することができ、同時にコーポレート・ガバ

ナンスと CSR の統合可能性をここに見出すことができよう。しかしな

がら、ポジティブ・スクリーニングが主たる投資手法になることは、

同時に新たな課題を引き起こす危険性がある。すなわち、いかに社会

に負の影響を与えていたとしても、CSR 活動さえ行っていれば問題な

いという考えである。こうした CSR がもつ免罪符的効果を狙って、

CSR 活動を謳う企業も少なからず存在している。このことは、コーポ

レート・ガバナンスと CSR とが統合されるがゆえに、コーポレート・

ガバナンスにおける「誰が、誰に対して、どのように監視・統制する

のか」といった視点と CSR における「企業の社会性」の視点といった

それぞれの概念の特徴を弱めてしまうことに起因していると理解され

る。したがって、「企業（あるいはビジネス）における社会的課題への取

り組み」に関する議論が収斂の動きを見せる今日において、今一度ひ

とつひとつの概念の本質的な意味を整理することは、企業の社会にお

ける位置づけ、あるいは存在意義を考察する上で重要であると考える。

4-3．SDGs の意義と課題

SDGs とは、2015 年 9 月に国連で採択された、2030 年までに達成す

べき貧困、飢餓、教育、気候変動、そして生物多様性など、環境や開

発に関するグローバル規模で取り組むべき目標である。繰り返しにな

るが、「企業（あるいはビジネス）における社会的課題への取り組み」に

関する議論はこれまでも活発に行われてきた。本稿において取り上げ

た CSR もそのひとつであり、他にも事業活動（利益の追求）と社会貢

（
一
四
八
五
）
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献との統合を図る CSV（Creating Shared Value：共通価値の創造）や経営

倫理など様々であり、CSR の研究領域に属する SRI や ESG 投資も

「企業（あるいはビジネス）における社会的課題への取り組み」に関する

議論に包含されるであろう。さらに言えば、一口に CSR と言ってもこ

の用語が意味する内容・範囲が多岐にわたることも本稿において確認

してきた。

かかる議論が活発になる一方で、ビジネスの実践の場では「企業

（あるいはビジネス）における社会的課題への取り組み」に関する概念が

多数存在しているがゆえに、どれが重要なのか、具体的に何を実践す

るべきなのかといった混乱を招き、その重要性は認識しているものの、

実際には曖昧なまま終始してしまう状況となってしまっていると考え

られる。かかる状況に鑑みれば、SDGs という用語にこれまでの「企

業（あるいはビジネス）における社会的課題への取り組み」に関する概

念を統合する試みは大きな意義があるといえる。実際に、企業市民協

議会が 2017 年に実施したアンケート調査によれば、日本企業の約 7 割

が「SDGs に取り組んでいる、または今後取り組む予定である」と回

答している（関、2018 年、5 頁）。こうした SDGs への関心の高まりは、

突如出現したわけではなく、2000 年代以降、続いてきた CSR をめぐ

る議論の延長線上であり、コーポレート・ガバナンスと CSR、あるい

は経営倫理といった概念が統合されることによって実を結んだもので

あろう。他方、SDGs が ISO26000 の残した課題を克服しているのかに

ついては疑問を払拭することができない。

ISO26000 は、国や地域によって異なる CSR の内容を統一するため、

国際的な CSR の定義を定め、企業のみならず、すべての組織に社会的

責任への履行を求めた。しかしながら、CSR の本質的・体系的な理解

が十分に浸透することなく、CSR を「社会に対する責任の履行」では

なく、単なる「社会貢献活動」としての解釈や実践が一般化してし

まったと考えられる。こうした CSR への誤った理解を残したまま、

SDGs の浸透を推し進めることは、ISO26000 と同様の問題を引き起こ

（
一
四
八
四
）
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投資はポジティブ・スクリーニング（積極的組入選別）（ 6 ）である点でも

異なる。

ESG 投資の広まりによって、株主は多様化してきている。したがっ

て、取締役会もまた経営者に社会的責任の履行を任せるのではなく、

社会性の視点をもって経営者を監督・統制する必要があるのである。

この意味において、「株主価値」と「企業価値」という 2 つの概念は統

合されてきていると理解することができ、同時にコーポレート・ガバ

ナンスと CSR の統合可能性をここに見出すことができよう。しかしな

がら、ポジティブ・スクリーニングが主たる投資手法になることは、

同時に新たな課題を引き起こす危険性がある。すなわち、いかに社会

に負の影響を与えていたとしても、CSR 活動さえ行っていれば問題な

いという考えである。こうした CSR がもつ免罪符的効果を狙って、

CSR 活動を謳う企業も少なからず存在している。このことは、コーポ

レート・ガバナンスと CSR とが統合されるがゆえに、コーポレート・

ガバナンスにおける「誰が、誰に対して、どのように監視・統制する

のか」といった視点と CSR における「企業の社会性」の視点といった

それぞれの概念の特徴を弱めてしまうことに起因していると理解され

る。したがって、「企業（あるいはビジネス）における社会的課題への取

り組み」に関する議論が収斂の動きを見せる今日において、今一度ひ

とつひとつの概念の本質的な意味を整理することは、企業の社会にお

ける位置づけ、あるいは存在意義を考察する上で重要であると考える。

4-3．SDGs の意義と課題

SDGs とは、2015 年 9 月に国連で採択された、2030 年までに達成す

べき貧困、飢餓、教育、気候変動、そして生物多様性など、環境や開

発に関するグローバル規模で取り組むべき目標である。繰り返しにな

るが、「企業（あるいはビジネス）における社会的課題への取り組み」に

関する議論はこれまでも活発に行われてきた。本稿において取り上げ

た CSR もそのひとつであり、他にも事業活動（利益の追求）と社会貢

（
一
四
八
五
）
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し、実践にまで結びつくことなく沈静化してしまう危険性がある。

また、国や地域によって異なる社会的課題を統一的な基準で括るこ

とに意味はあるのか、といった ISO26000 を策定する際に主張された

批判的な意見を SDGs はどこまで克服しているのだろうか。こうした

課題を残したままでは、SDGs の表面的な理解だけが浸透し、目標の

まま終始してしまうであろう。

企業が社会的課題に取り組む上で、一定の方向付けを行うという意

味で、SDGs は大きな意義を有している。しかしながら、ISO26000 が

残した課題をどの程度克服しているのかを吟味した上で、SDGs の重

要性を主張する必要があろう。

5 ．むすびにかえて

本稿では、近年、急速に関心が高まっている SDGs に端を発し、こ

れが「企業（あるいはビジネス）における社会的課題への取り組み」に

関する様々な概念を統合する役割を担っているとして議論を展開して

きた。とりわけ、コーポレート・ガバナンスと CSR を主たる概念とし

て取り上げてきたが、これら両概念は、SDGs を実践していく上で大

きな柱となる概念であろう。SDGs が社会に浸透していくことは、こ

れを実践する企業（とりわけ、経営者）に明確な指針を示すという観点

から大きな意義があろう。また、企業が SDGs を実践することによっ

て、グローバル化に伴って顕在化してきた多くの社会的課題が徐々に

解消の道を辿り、社会全体が豊かになることが期待される。

しかしながら、重要なことは、SDGs が単に目標として終始するの

ではなく、実践に結びつくかどうかである。SDGs への関心が高まっ

ている今日だからこそ、表面定な理解だけでなく、本質的な理解を促

すために、今一度、SDGs の根幹を成すコーポレート・ガバナンスや

CSR への理解を推し進めることが企業をはじめとする様々な組織の課

題であろう。
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また、コーポレート・ガバナンスや CSR に関わる問題として、企業

不祥事の頻発も挙げられる。今日、企業不祥事に関する報道が増加し

ている背景には、情報通信技術の著しい発達により、従来、表面化す

ることなかった問題が社会の目に留まるようになったというポジティ

ブな捉え方もある。SDGs を実践することが、再び企業不祥事を覆う

隠れ蓑となってしまうことがないよう、企業の役割や存在意義を問い

直すこともまた経営学における重要な課題である。

（ 1 ） 例として、1890 年に制定された独占禁止規制の基礎となった「シャー
マン法」、1914 年に制定された売り手による価格差別を禁止する「クレイ
トン法」などが挙げられる。

（ 2 ） 主な書物として、佐々木恒男「企業ならびに経営者の社会的責任につ
いての一考察」『千葉商大論叢』千葉商科大学、1971 年、天川潤次郎「近
代経営者の「社会的責任」の倫理の形成過程」『経営史学』経営史学会、
1972 年が挙げられる。

（ 3 ） アメリカでは、ISO26000 の内容は環境への影響、従業員および消費
者の権利についての布告は含まれているが、株主を保護する内容は含まれ
ていないという批判があった。

（ 4 ）とりわけ中国、ブラジルなどアジア・中南米の新興国では、先進国の
企業がこれらの国でビジネスを行う際、環境破壊や児童労働といった問題
が起きないよう、世界共通のルールでビジネスの効率化を図るため、また、
自国の法律や規格の整備の参考にするためといった理由のもと推進された。

（ 5 ）ネガティブ・スクリーニング（排除選別）とは、アルコール産業やた
ばこ産業、ギャンブル産業、軍需産業、そして遺伝子組み換え食品産業な
ど、社会に負の影響を与える事業を行っている企業や投資を行わない手法
である。

（ 6 ）ポジティブ・スクリーニング（積極的組入選別）とは、企業の CSR 活
動を積極的に評価し、社会に負の影響を与える事業に従事している企業で
あっても、CSR 活動がそれを相殺することができれば、投資対象に組み
入れる手法である。

参考文献
・A.A.Berle,Jr and G.C.Means, THE MODEARN CORPORATION AND 

PRIVATE PROPATY, The Macmillan Company, 1932 年 .（北島忠男訳『近
代株式会社と私有財産』文雅堂銀行研究社、1958 年。）

（
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し、実践にまで結びつくことなく沈静化してしまう危険性がある。

また、国や地域によって異なる社会的課題を統一的な基準で括るこ

とに意味はあるのか、といった ISO26000 を策定する際に主張された

批判的な意見を SDGs はどこまで克服しているのだろうか。こうした

課題を残したままでは、SDGs の表面的な理解だけが浸透し、目標の

まま終始してしまうであろう。

企業が社会的課題に取り組む上で、一定の方向付けを行うという意

味で、SDGs は大きな意義を有している。しかしながら、ISO26000 が

残した課題をどの程度克服しているのかを吟味した上で、SDGs の重

要性を主張する必要があろう。

5 ．むすびにかえて

本稿では、近年、急速に関心が高まっている SDGs に端を発し、こ

れが「企業（あるいはビジネス）における社会的課題への取り組み」に

関する様々な概念を統合する役割を担っているとして議論を展開して

きた。とりわけ、コーポレート・ガバナンスと CSR を主たる概念とし

て取り上げてきたが、これら両概念は、SDGs を実践していく上で大

きな柱となる概念であろう。SDGs が社会に浸透していくことは、こ

れを実践する企業（とりわけ、経営者）に明確な指針を示すという観点

から大きな意義があろう。また、企業が SDGs を実践することによっ

て、グローバル化に伴って顕在化してきた多くの社会的課題が徐々に

解消の道を辿り、社会全体が豊かになることが期待される。

しかしながら、重要なことは、SDGs が単に目標として終始するの

ではなく、実践に結びつくかどうかである。SDGs への関心が高まっ

ている今日だからこそ、表面定な理解だけでなく、本質的な理解を促

すために、今一度、SDGs の根幹を成すコーポレート・ガバナンスや

CSR への理解を推し進めることが企業をはじめとする様々な組織の課

題であろう。
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・A.B.Carroll and A.K.Buchholtz, Business and Society, Thomson, 2006.
・International Standard, Guidance on social responsibility, International 

Organization for Standardization, 2010.
・J.E.Post, A.T.Lawrence and J.Weber, Business and Society Corporate 

Strategy, Public Policy, Ethics, 11thed, The McGraw-Hill, 2011.（松野弘、
小坂隆秀、谷本寛治監訳『企業と社会 企業戦略・公共政策・倫理㊤㊦』
ミネルヴァ書房、2012 年。）

・K.Tanimoto and K.Suzuki, Corporate Social Responsibility in Japan: 
Analyzing the Participating Companies in Global Reporting initiative, in 
Stockholm School of Economics, 2005.

・M.E.Porter and M.R.Kramer, Strategy and Society, Harvard Business 
Review, 2006.（村井裕訳「競争優位の CSR 戦略」『ハーバードビジネスレ
ビュー』1 月号、ダイヤモンド社、2008 年、36-52 頁。）

・岡本大輔、梅津光弘『企業評価＋企業倫理 CSR へのアプローチ』慶應義
塾大学出版会、2006 年。

・海道ノブチカ、風間信隆編『コーポレート・ガバナンスと経営学─グロー
バリゼーション下の変化と多様性─』ミネルヴァ書房、2009 年。

・勝部信夫「株主主権論とコーポレート・ガバナンス─株主主権論は日本の
企業経営に妥当するのか─」経営哲学学会『経営哲学』第 16 巻 2 号、
2019 年。

・佐久間信夫、水尾順一編『コーポレート・ガバナンスと企業倫理の国際比
較』ミネルヴァ書房、2010 年。

・関正雄『ISO26000 を読む』日科技連、2011 年。
・関正雄『SDGs 経営の時代に求められる CSR とは何か』第一法規、2018

年。
・谷本寛治編著『CSR 経営 企業の社会的責任とステイクホルダー』中央経

済社、2004 年。
・谷本寛治『CSR 企業と社会を考える』NTT 出版、2006 年。
・中村瑞穂編著『企業倫理と企業統治 国際比較』文眞堂、2003 年。
・日本規格協会編『ISO26000:2010 社会的責任に関する手引き』日本規格協

会、2011 年。
・日本経営倫理学会『経営倫理用語辞典』白桃書房、2008 年。
・マーヴィン・キング著、KPMG ジャパン統合報告センター・オブ・エク

セレンス訳『SDGs・ESG を導く CVO』東洋経済新報社、2019 年。
・松野弘、堀越芳昭、合力知工編著『「企業の社会的責任論」の形成と展開』

ミネルヴァ書房、2006 年。
・水村典弘『ビジネスと倫理 ステークホルダー・マネジメントと価値創造』

文眞堂、2008 年。
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労働は人工知能によって代替可能か
─業務に注目した賃金関数からのアプローチ─

立　福　家　徳

1 ．はじめに

コンピューターの性能が向上し、ビッグデータと呼ばれるデータイ

ンフラが整備されたことにより、ここ数年来人工知能が社会に与える

影響について、様々な分野で議論が行われている。経済の分野でみる

と、ヒトの仕事は人工知能によって奪われ、街には失業者が溢れかえ

るような未来がやってくるのかという危機感が、大変な関心を持たれ

ている。この人工知能と雇用との関係についての危機感は、アメリカ

において労働人口の 47％が機械に置き換えられるという推計結果

（Frey and Osborne（2013））と、その推計を日本において行った野村総合

研究所（2015）が示した日本の労働人口の 49％が人工知能やロボット

等で代替可能になるという結果が、大きなインパクトを与えている。

この推計結果について、推計自体の手法について検討の余地が呈さ

れており、その手法自体に問題があることは確かだが、人工知能と雇

用という点において、多くの議論のベースとなっている。

人工知能の雇用・産業への影響は第 4 次産業革命とも呼ばれる。す

なわち、我々は過去 3 度の産業革命を経てきているのである。そして、

過去の産業革命においても古くはラッダイト運動に代表されるように

新技術と労働者との軋轢は生じていた。しかし、内閣府（2017）が指摘

するように（ 1 ）、新技術の登場は①労働の代替が促され、労働需要が減

論　説

（
一
五
一
八
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（11）	「平成 28 年賃金構造基本統計調査」職種別第 1 表　職種別決まって支
給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額（産業
計）より「決まって支給する現金給与額／所定内労働時間数＋年間賞与な
ど / 所定内労働時間× 12」（10 以上企業）として算出。

（12）	 国立情報学研究所の論理プログラミングの専門家であり、司法試験合
格者でもある佐藤健博士によれば、「論理プログラミング」は仏・独・日
本などで行われている「ルールベース推論方式」と相性がよいが、事実認
定に必要な常識を持たせることが難しく、またディープラーニングを活用
するためのデータが不足していること、かつその判断を論理的に説明する
ことが難しいこと、などから「事実認定の能力が必要な弁護士、裁判官、
検察官などの仕事は生き残っていく」（佐藤健　2018	p.128）。ただし、パ
ラリーガルの行っている判例検索は AI に代替されているとしている。ま
た、同氏によれば裁判の IT 化がわが国で遅れている理由として、日本の
裁判所が「とても保守的」なほかに、IT 化した場合は 24 時間稼働のデュ
アルシステム化が求められる、つまり費用がかかる点を挙げている。

このほか、AI の用途として頻繫に言及される病理診断について、長崎
大学大学院の福岡順也教授はディープラーニングを利用した 2 段階診断を
用いて肺がんリンパ節の誤診の精度を平均で 36.4％改善したケース

（Pham	et	al.	2019）を引用し、その有効性を指摘している。また、人間に
よる診断を AI が補完しうる分野としてがんゲノムの分野を挙げている。
しかし、その一方で「病理診断は主観的判断に基づくことが多く、診断者
で異なる判断をすることが知られており」*「病理診断に人工知能を応用
する場合、病理医と人工知能が異なる判断をすることが想定され」* しか
も「人工知能の間でも診断が異なる可能性がある」** としており、人工知
能と病理医とが補完的に働き、診断の精度を上げる重要性を指摘している。

（産総研人工知能セミナー＆ワークショップ第 40 回 AI セミナー 2020 年 1
月 29 日於産総研「病理診断における人工知能の導入」講演要旨 * と一部
筆者のメモ ** による）

（13）	 但し、リフキンは現在進行している技術革新の雇用に与える影響につ
いては 1990 年代から警鐘を鳴らしていた。「科学技術の将来を楽観する
人々は、ハイテク革命による新製品や新たなサービスが追加雇用を生みだ
すはずだと反論し、今世紀のはじめに自動車が馬や馬車を廃れさせたにも
かかわらず、その過程で以前にはなかった仕事を数多く創出したではない
かと指摘する。もちろん情報化時代の新たな製品やサービスが古い製品や
サービスを廃れさせつつあるのはたしかだが、今後の生産や営業に必要と
される労働者の数がこれまでよりはるかに少なくなることもまた事実だ。」

（Rifkin　1995 ＝ 1996　邦訳 p.48）

（
一
五
一
九
）

22



労
働
は
人
工
知
能
に
よ
っ
て
代
替
可
能
か
（
立
福
）

二
四
七

少するという面と、②新たな財・サービスへの需要が発生し、むしろ

労働需要が増大するという、両面があることを経験している（ 2 ）。今回

についても、ドイツ政府労働社会省 IAB（仕事・雇用）研究所の推計に

よると、2020 年に、ドイツ国内で失われる雇用と創出される雇用の差

は、10,000 人であり、2025 年には減少に転じ、-30,000 となるとの推計

を示した（Wolter et al.（2016））（ 3 ）。また、井上の一連の研究等によれば、

所得で見た時の中間層の雇用は破壊され、ヒトに残されるのは、C（ク

リエイティヴィティ）、M（マネージメント）、H（ホスピタリティ）な仕事で

あるとされる（ 4 ）。

ここで、日本の労働市場の状況を見てみると、労働力人口は 15 歳以

上人口の減少に反して 2013 年から増加を続けている（厚生労働省 2019）。

これは、今まで労働市場に参入して（残って）いなかった労働者（例え

ば、女性や高齢者など）が、労働市場に新たに参入している（残っている）

ことを示唆しており、今後は労働人口が減少に転じることが予測され

ている。

今までの、日本における労働経済学分野での実証分析の多くでは、

学歴を人的資本（スキル）の代理指標として、それが個人の資質を決め

るとされてきた。しかし、人工知能と雇用との関係を考えるとき、ス

キルやその代理指標である学歴のみで検討を行うことは適切ではない

ことは、今までの議論からも明らかである。

そこで、本研究ではどのような仕事を行っているかという点から、

職場での業務に注目をする。具体的には、ヒトはどのような業務から

賃金を得ているのかについて賃金関数の推定から明らかにしたうえで、

人工知能に置き換わる可能性について検討を行いたい。なお、本研究

での人工知能とは、総務省（2016）を参考に「知的な機械、特に、知的

なコンピュータプログラムを作る科学と技術により労働を行うもの」

とする（ 5 ）。

（
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2 ．先行研究

労働経済学におけるスキルと業務との関係について、神林（2018）に

よると、20 世紀の研究では産業技術と労働市場との関係は「スキル」

を介して議論されたてきたが、21 世紀になるとよりメカニカルな構造

への関心が高くなるとともに、「業務」を介して産業技術と労働市場に

与える影響を考察する枠組みが多用されるようになったと指摘されて

いる。

21 世紀以降、業務が経済学者によって扱われるようになった背景に

は、Dictionary of Titles（DOT）や O＊NET といったアメリカにおけ

る業務データが編纂されたことがある。DOT とは、1938 年初版の米国

労働省によって編集された職業紹介辞典であり、専門分析官による職

務分析を通じて、どの仕事にどのような仕事があり、どのような要素

が必要かを網羅したものである。その DOT を改良されたものが、O ＊

NET であり、質問紙調査、求人広告による情報収集によって 2001 年

から公表されている。これらのデータを用いて、Autor, Levy and 

Murnane（2003）は、職業の業務ベクトルを集約化し、その職業分布に

反映させることで労働市場全体の業務ベクトルの算出と、その分析を

可能とした（ 6 ）。さらに、Acemoglu and Autor（2011）では、アメリカ

の賃金分布の変化を説明するモデルとして、機械が労働と代替的なモ

デルを検討し、賃金格差とスキル、業務の関係について検討を行って

いる。

日本でも、厚生労働省が「キャリアマトリックス（ 7 ）」を開発し、そ

れを用いた Ikenaga and Kambayashi（2016）では、日本において定型的

業務のシェアが減少している一方で、身体的非定形業務のシェアが増

加していることを示した。

この視点から、人工知能と雇用の関係について、Arntz, Gregory and 

Zierahn（2016）は、O＊NET の基データを用いて、個人の業務から推

定した結果、雇用の削減確率は 9％であることを示した。また、その結

（
一
五
一
六
）
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少するという面と、②新たな財・サービスへの需要が発生し、むしろ

労働需要が増大するという、両面があることを経験している（ 2 ）。今回

についても、ドイツ政府労働社会省 IAB（仕事・雇用）研究所の推計に

よると、2020 年に、ドイツ国内で失われる雇用と創出される雇用の差

は、10,000 人であり、2025 年には減少に転じ、-30,000 となるとの推計

を示した（Wolter et al.（2016））（ 3 ）。また、井上の一連の研究等によれば、

所得で見た時の中間層の雇用は破壊され、ヒトに残されるのは、C（ク

リエイティヴィティ）、M（マネージメント）、H（ホスピタリティ）な仕事で

あるとされる（ 4 ）。

ここで、日本の労働市場の状況を見てみると、労働力人口は 15 歳以

上人口の減少に反して 2013 年から増加を続けている（厚生労働省 2019）。

これは、今まで労働市場に参入して（残って）いなかった労働者（例え

ば、女性や高齢者など）が、労働市場に新たに参入している（残っている）

ことを示唆しており、今後は労働人口が減少に転じることが予測され

ている。

今までの、日本における労働経済学分野での実証分析の多くでは、

学歴を人的資本（スキル）の代理指標として、それが個人の資質を決め

るとされてきた。しかし、人工知能と雇用との関係を考えるとき、ス

キルやその代理指標である学歴のみで検討を行うことは適切ではない

ことは、今までの議論からも明らかである。

そこで、本研究ではどのような仕事を行っているかという点から、

職場での業務に注目をする。具体的には、ヒトはどのような業務から

賃金を得ているのかについて賃金関数の推定から明らかにしたうえで、

人工知能に置き換わる可能性について検討を行いたい。なお、本研究

での人工知能とは、総務省（2016）を参考に「知的な機械、特に、知的

なコンピュータプログラムを作る科学と技術により労働を行うもの」

とする（ 5 ）。

（
一
五
一
七
）
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果をもとに、OECD（2016）は、大半の職業について将来的な代替可能

性は低いとしたうえで、仕事内容の変化を指摘している。

3 ．データ

本研究では、独自に実施した「事務職会社員のタスクと賃金に関す

る調査」（委託先：インテージ・リサーチ）の個票データを用いる。この

調査は、2019 年 2 月 22 日～ 2 月 27 日の期間内に、東京、埼玉、神奈

川、千葉の 20 歳～ 59 歳までの男女事務職員を対象として、インター

ネットモニター調査を行った。調査の依頼数は、106446 人であり、う

ち 8952 人から有効回答を得た（回収率 8.4%）。

調査の設計にあたって、対象者は事務職員としてスクリーニングを

行っている（ 8 ）。それは、業務について調査を行う際に、多様な職種を

対象とした調査が困難であるためである。また、事務職員の賃金関数

の推定に当たっては、最低賃金の与える影響が大きいと考えられるた

め、首都圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の 1 都 3 県）のモニターを

対象とした。

事務職員の業務についての分析に用いた対象の回答割合は表 1 に示

した通りである。これを見ると、「メール・電話による問い合わせの対

応を行う」の割合が最も高く（61.0％）、「社内手続きのための書類作

成」（42.7％）、「課内の書類のファイリング・管理を行う」（42.6％）と続

いている。

本研究の目的は、ヒトはどのような業務から、賃金を得ているかを

明らかにすることである。そこで、分析に用いた対象の賃金の回答割

合について表 2 に示す。これを見ると、「300 万円以上 400 万円未満」

が最も高く（19.2％）となっており、「200 万円以上 300 万円未満」

（15.8％）、「400 万円以上 500 万円未満」（15.4％）と続く。

それに加えて、対象の異質性をコントロールする変数として、性別、

年齢、学歴を用いた。それぞれの変数の記述統計量は表 3 に示すとお

（
一
五
一
五
）
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表 1　事務職員の業務（複数回答）

度数 ％

TOTAL 8952 100.0

社内で企画を立案する 1918 21.4

社内手続きのための書類を作成する 3819 42.7

社内でのプレゼンテーションを行う 1444 16.1

顧客に提案するための企画を立案する 757 8.5

顧客に提案するための書類を作成する 1220 13.6

顧客向けのプレゼンテーションを行う 711 7.9

顧客のための資料等を作成する 1796 20.1

書類作成のための資料収集を行う 3127 34.9

課内の書類のファイリング・管理を行う 3813 42.6

帳簿の管理を行う 2245 25.1

会議開催の連絡・調整を行う 2367 26.4

メール・電話による問い合わせの対応を行う 5463 61.0

来客対応を行う 3382 37.8

その他 309 3.5

この 3 か月は働いていない（休職中等） 244 2.7

表 2　1年間の給与収入（税込）の分布

度数 ％

TOTAL 8952 100.0

100 万円未満 154 1.7

100 万円以上 200 万円未満 422 4.7

200 万円以上 300 万円未満 1416 15.8

300 万円以上 400 万円未満 1720 19.2

400 万円以上 500 万円未満 1379 15.4

500 万円以上 600 万円未満 1008 11.3

600 万円以上 800 万円未満 1289 14.4

800 万円以上 1000 万円未満 740 8.3

1000 万円以上 1200 万円未満 447 5.0

1200 万円以上 1400 万円未満 182 2.0

1400 万円以上 195 2.2

（
一
五
一
四
）
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果をもとに、OECD（2016）は、大半の職業について将来的な代替可能

性は低いとしたうえで、仕事内容の変化を指摘している。

3 ．データ

本研究では、独自に実施した「事務職会社員のタスクと賃金に関す

る調査」（委託先：インテージ・リサーチ）の個票データを用いる。この

調査は、2019 年 2 月 22 日～ 2 月 27 日の期間内に、東京、埼玉、神奈

川、千葉の 20 歳～ 59 歳までの男女事務職員を対象として、インター

ネットモニター調査を行った。調査の依頼数は、106446 人であり、う

ち 8952 人から有効回答を得た（回収率 8.4%）。

調査の設計にあたって、対象者は事務職員としてスクリーニングを

行っている（ 8 ）。それは、業務について調査を行う際に、多様な職種を

対象とした調査が困難であるためである。また、事務職員の賃金関数

の推定に当たっては、最低賃金の与える影響が大きいと考えられるた

め、首都圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の 1 都 3 県）のモニターを

対象とした。

事務職員の業務についての分析に用いた対象の回答割合は表 1 に示

した通りである。これを見ると、「メール・電話による問い合わせの対

応を行う」の割合が最も高く（61.0％）、「社内手続きのための書類作

成」（42.7％）、「課内の書類のファイリング・管理を行う」（42.6％）と続

いている。

本研究の目的は、ヒトはどのような業務から、賃金を得ているかを

明らかにすることである。そこで、分析に用いた対象の賃金の回答割

合について表 2 に示す。これを見ると、「300 万円以上 400 万円未満」

が最も高く（19.2％）となっており、「200 万円以上 300 万円未満」

（15.8％）、「400 万円以上 500 万円未満」（15.4％）と続く。

それに加えて、対象の異質性をコントロールする変数として、性別、

年齢、学歴を用いた。それぞれの変数の記述統計量は表 3 に示すとお

（
一
五
一
五
）
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りである。サンプルサイズは、データの欠損などがなく分析に用いた

8,952 である。

分析対象の個人属性を見てみると、男女比は概ね半数であり、その

平均年齢は、約 44 歳、最終学歴は「4 年制大学（文系）修了」が約

47.3％で最も多く、「高等学校卒業」（20.0％）「専修・専門学校」（10.7％）

と続く。

4 ．分析モデルと結果

賃金の決定に関する誘導形モデルを順序プロビットモデルで推定す

る。ここで、wagei* は賃金水準、taski は業務に関する説明変数のベ

クトル、Xi はその他の説明変数のベクトル、ui は誤差項である。ここ

で、賃金水準のカテゴリーデータ（wagei*）は潜在変数となっており、

データから実際に観察できるのは 11 段階（『1400 万円以上』10 ～『100 万

円未満』を 0）の順序尺度である。

wagei*＝α＋βtaski＋γXi＋ui　　 … ⑴

表 3　記述統計量

平均値 標準偏差 最小値 最大値

性別（男性ダミー） 0.505 0.500 0 1

年齢 43.656 9.559 20 59

中学校卒業 0.006 0.077 0 1

高等学校卒業 0.200 0.400 0 1

専修・専門学校修了 0.107 0.309 0 1

短期大学修了 0.097 0.296 0 1

高等専門学校修了 0.006 0.078 0 1

4 年制大学（文系）修了 0.473 0.499 0 1

4 年制大学（理系）修了 0.077 0.266 0 1

大学院（文系）修了 0.018 0.133 0 1

大学院（理系）修了 0.016 0.125 0 1

（
一
五
一
三
）
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　0　if 　wagei* μ0

　1　if 　μ0＜wagei* μ1

…

　10　if 　μ9＜wagei*

wagei＝

ここでは、被説明変数が⑴式に示すように 11 段階のカテゴリー変数

であるため順序プロビット分析を行った。その推計結果は表 4 に示す

通りであり、数字は係数、括弧内は標準誤差である。

それぞれの業務について、賃金に与える影響について見てみると、

「社内で企画を立案する」、「社内手続きのための書類を作成する」、「社

内でのプレゼンテーションを行う」、「顧客向けのプレゼンテーション

を行う」、「書類作成のための資料収集を行う」、「会議開催の連絡・調

整を行う」はすべてのモデルにおいて統計的に正で有意となっている。

また、「課内の書類のファイリング・管理を行う」はすべてのモデルに

おいて統計的に負に有意となっている（ 9 ）。

また、業務のみで分析を行った場合に統計的に 1 ％水準で有意で

あった、「帳簿の管理を行う」、「メール・電話による問い合わせの対応

を行う」、「来客対応を行う」のそれぞれが、性別と年齢をコントロー

ルしたモデルでは、統計的な説明力を失っている。このことから、こ

れらの業務は、職場において「性別」と「年齢」によって割り振られ

る可能性が高いことが示唆される。

なお、性別は男性の方が、年齢・学歴は高くなるほど賃金水準が高

くなるという結果が得られている。

本研究は、ヒトはどのような業務から、賃金を得ているのかについ

て賃金関数の推定から明らかにすることを通じて、それが人工知能に

置き換わる可能性について検討を行うことを目的としている。ここで、

分析結果から得られた、賃金に影響を与えている業務について確認を

したうえで、検討を行いたい。モデル 3 において、有意水準 5％以下で

統計的に有意な業務をまとめると次のようになる。

（
一
五
一
二
）
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りである。サンプルサイズは、データの欠損などがなく分析に用いた

8,952 である。

分析対象の個人属性を見てみると、男女比は概ね半数であり、その

平均年齢は、約 44 歳、最終学歴は「4 年制大学（文系）修了」が約

47.3％で最も多く、「高等学校卒業」（20.0％）「専修・専門学校」（10.7％）

と続く。

4 ．分析モデルと結果

賃金の決定に関する誘導形モデルを順序プロビットモデルで推定す

る。ここで、wagei* は賃金水準、taski は業務に関する説明変数のベ

クトル、Xi はその他の説明変数のベクトル、ui は誤差項である。ここ

で、賃金水準のカテゴリーデータ（wagei*）は潜在変数となっており、

データから実際に観察できるのは 11 段階（『1400 万円以上』10 ～『100 万

円未満』を 0）の順序尺度である。

wagei*＝α＋βtaski＋γXi＋ui　　 … ⑴

表 3　記述統計量

平均値 標準偏差 最小値 最大値

性別（男性ダミー） 0.505 0.500 0 1

年齢 43.656 9.559 20 59

中学校卒業 0.006 0.077 0 1

高等学校卒業 0.200 0.400 0 1

専修・専門学校修了 0.107 0.309 0 1

短期大学修了 0.097 0.296 0 1

高等専門学校修了 0.006 0.078 0 1

4 年制大学（文系）修了 0.473 0.499 0 1

4 年制大学（理系）修了 0.077 0.266 0 1

大学院（文系）修了 0.018 0.133 0 1

大学院（理系）修了 0.016 0.125 0 1

（
一
五
一
三
）

28



労
働
は
人
工
知
能
に
よ
っ
て
代
替
可
能
か
（
立
福
）

二
四
一

表 4　推計結果

モデル 1 モデル 2 モデル 3

社内で企画を立案する 0.597
（0.032）

*** 0.472
（0.033）

*** 0.433
（0.033）

***

社内手続きのための書類
を作成する

0.254
（0.025）

*** 0.206
（0.025）

*** 0.174
（0.026）

***

社内でのプレゼンテー
ションを行う

0.401
（0.036）

*** 0.290
（0.037）

*** 0.281
（0.037）

***

顧客に提案するための企
画を立案する

-0.081
（0.053）

-0.083
（0.053）

-0.066
（0.054）

顧客に提案するための書
類を作成する

-0.059
（0.043）

-0.070
（0.043）

-0.060
（0.043）

顧客向けのプレゼンテー
ションを行う

0.235
（0.052）

*** 0.217
（0.053）

*** 0.175
（0.053）

***

顧客のための資料等を作
成する

-0.031
（0.033）

-0.026
（0.033）

-0.022
（0.033）

書類作成のための資料収
集を行う

0.132
（0.026）

*** 0.087
（0.026）

*** 0.061
（0.026）

**

課内の書類のファイリン
グ・管理を行う

-0.343
（0.025）

*** -0.188
（0.026）

*** -0.185
（0.026）

***

帳簿の管理を行う 0.099
（0.026）

*** 0.027
（0.027）

0.045
（0.027）

*

会議開催の連絡・調整を
行う

0.512
（0.030）

*** 0.471
（0.030）

*** 0.447
（0.030）

***

メール・電話による問い
合わせの対応を行う

-0.162
（0.025）

*** -0.030
（0.025）

-0.018
（0.025）

来客対応を行う -0.150
（0.024）

*** -0.030
（0.025）

-0.015
（0.025）

性別
年齢
学歴

NO
NO
NO

YES
YES
NO

YES
YES
YES

サンプルサイズ
尤度比検定量
擬似決定係数

対数尤度

8,952
2449.07

0.064
-18057.176

***
8,952

4920.64
0.1276

-16821.39

***
8,952

5380.26
0.1395

-16591.59

***

* は 10％水準、** は 5％水準、*** は 1％水準で統計的に有意

（
一
五
一
一
）
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＜プラスの影響＞

①社内で企画を立案する

②社内手続きのための書類を作成する

③社内でのプレゼンテーションを行う

④顧客向けのプレゼンテーションを行う

⑤書類作成のための資料収集を行う

⑥会議開催の連絡・調整を行う

＜マイナスの影響＞

⑦課内の書類のファイリング・管理を行う

これらの業務について、ヒトよりも人工知能の方が労働市場（人工知

能開発の市場）で高価であればその仕事はヒトに残る、すなわち人工知

能とヒトのどちらがその業務を行った方が費用の面から安くなるか、

という視点から検討を行いたい。

まず、Autor, Levy and Murnane（2003）の分類について、日本で定

義づけをした池永（2009）を参考に議論を進める。5 業務分類である、

非定型分析、非定型相互、定型認識、定型手仕事、非定型手仕事のう

ち、非定型なものを人工知能への代替が困難なもの、定型なものを人

工知能への代替が容易なものとする。なお、池永（2009）におけるその

考え方は表 5 に示すとおりである。

次にそれぞれの業務について各賃金カテゴリーでの限界効果を表 6

に示す。ここでの限界効果は、各賃金カテゴリーにおいて、その業務

を行っている場合に、その賃金カテゴリーに当てはまる確率がどの程

度変化するかを示したものである。なお、表中の①～⑦は先にあげた

統計的に有意な業務と対応している。

限界効果から見ると、最も賃金が高くなる確率に影響をしているの

は、「社内で企画を立案する」であり、「社内でのプレゼンテーション」

を行うがほぼ同じ限界効果を示している。この 2 つの業務は、いわゆ

る非定型分析型業務および非定型相互型業務の代表的なものであり、

（
一
五
一
〇
）
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表 4　推計結果

モデル 1 モデル 2 モデル 3

社内で企画を立案する 0.597
（0.032）

*** 0.472
（0.033）

*** 0.433
（0.033）

***

社内手続きのための書類
を作成する

0.254
（0.025）

*** 0.206
（0.025）

*** 0.174
（0.026）

***

社内でのプレゼンテー
ションを行う

0.401
（0.036）

*** 0.290
（0.037）

*** 0.281
（0.037）

***

顧客に提案するための企
画を立案する

-0.081
（0.053）

-0.083
（0.053）

-0.066
（0.054）

顧客に提案するための書
類を作成する

-0.059
（0.043）

-0.070
（0.043）

-0.060
（0.043）

顧客向けのプレゼンテー
ションを行う

0.235
（0.052）

*** 0.217
（0.053）

*** 0.175
（0.053）

***

顧客のための資料等を作
成する

-0.031
（0.033）

-0.026
（0.033）

-0.022
（0.033）

書類作成のための資料収
集を行う

0.132
（0.026）

*** 0.087
（0.026）

*** 0.061
（0.026）

**

課内の書類のファイリン
グ・管理を行う

-0.343
（0.025）

*** -0.188
（0.026）

*** -0.185
（0.026）

***

帳簿の管理を行う 0.099
（0.026）

*** 0.027
（0.027）

0.045
（0.027）

*

会議開催の連絡・調整を
行う

0.512
（0.030）

*** 0.471
（0.030）

*** 0.447
（0.030）

***

メール・電話による問い
合わせの対応を行う

-0.162
（0.025）

*** -0.030
（0.025）

-0.018
（0.025）

来客対応を行う -0.150
（0.024）

*** -0.030
（0.025）

-0.015
（0.025）

性別
年齢
学歴

NO
NO
NO

YES
YES
NO

YES
YES
YES

サンプルサイズ
尤度比検定量
擬似決定係数

対数尤度

8,952
2449.07

0.064
-18057.176

***
8,952

4920.64
0.1276

-16821.39

***
8,952

5380.26
0.1395

-16591.59

***

* は 10％水準、** は 5％水準、*** は 1％水準で統計的に有意

（
一
五
一
一
）
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出
所

：
池

永
（

20
09

）

（
一
五
〇
九
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表
6　
各
賃
金
カ
テ
ゴ
リ
ー
で
の
限
界
効
果

①
②

③
④

⑤
⑥

⑦

10
0
万

円
未

満
-0

.0
19

**
*

-0
.0
08

**
*

-0
.0
12

**
*

-0
.0
08

**
*
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**
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8
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*
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上
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統
計

的
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有
意

（
一
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〇
八
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一般的に人工知能との代替可能性は低いように考えられる。その一方

で、高賃金の要因となっているため、他の業務と比べた場合に、この

業務を担うことのできる人工知能開発には多額の資金をかけることが

可能となる。

次に賃金が高くなる確率に影響をしているのは、「会議開催の連絡・

調整を行う」であり、これは定型認識型な業務であると言え、一般的

に人工知能との代替可能性は高いように考えられる。また、それによ

る賃金への影響も大きいため、今後人工知能への代替が進む可能性が

高い。

また、「社内手続きのための書類を作成する」、「顧客向けのプレゼン

テーションを行う」と「書類作成のための資料収集を行う」が同じ程

度に賃金に影響を与えている。しかし、それぞれの業務の性質は異な

る。「顧客向けのプレゼンテーションを行う」は非定型相互型の業務で

あることから、人工知能との代替可能性は低いように考えられる。そ

の一方で、「社内手続きのための書類を作成する」と「書類作成のため

の資料収集を行う」は、定型認識型の業務であると考えられることか

ら、人工知能との代替可能性は高い。さらに、同じだけの賃金への影

響であることを考えると、定型認識型の業務の方が人工知能に代替さ

れる時点は早くなることが強く示唆される。

最後に、統計的にマイナスの影響がある「課内の書類のファイリン

グ・管理を行う。」について考える。この業務は、定型認識型の業務で

あることから、人工知能による代替は簡単なように考えられる。しか

し、その一方でヒトが行うことにコストがかかっていないため、人工

知能の開発にかけられるコストは限られる。また、この業務に利用者

の要望に応えた書類のファイリングや管理の要素が含まれた場合には、

その開発コストは、恐らくヒトが行うコストに敵わないことが強く示

唆される。

（
一
五
〇
七
）

34



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二
三
六

5 ．おわりに

本研究は、賃金関数の推定を通じて、どのような業務に賃金が払わ

れているのかについて確認したのちに、それぞれの業務について池永

（2009）の業務分類を基に検討を行った。代替可能性についての議論に

は、業務分類による一般的な置換の難易度よりも、人工知能の開発経

費・維持費との比較の方がより直接的であることには違いがない。し

かし、その一方で、技術革新を通じて、開発経費・維持費については

減少することが強く示唆される。そのように考えると、本研究の分析

結果からは、どのような分野について研究開発がより進められるかと

いう点から極めて示唆的であるといえる。

次に、ヒトと人工知能の代替可能性を、業務で考えた場合の課題を

指摘しておきたい。それは、それぞれの職業において、業務を切り分

けることが可能であっても、その業務をつなげる点について人工知能

が対応可能かという点である。それぞれの業務のあいだには、定義付

けの難しい細かな気遣いによる作業が含まれていることが多く、その

すべてを人工知能が対応可能かという点には注意が必要である。

また、人工知能の社会実装について、日本政府は 2018 年からこれま

での狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 

3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、「サイバー空間（仮想空間）とフィ

ジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展

と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）」として、

Society 5.0 という社会像を提唱しており、その中で、人工知能が重要

な役割を果たすことが期待されている（内閣府 HP）。そこでは、人工知

能を用いた業務の効率化や、人工知能の支援による高齢者や障がい者

の就労促進などが将来の社会像として示されており、その実現のため

の施策が内閣府を中心に行われている。

そのように考えると、人工知能がヒトの雇用を脅かすという視点と

同時に人工知能に仕事を頼むという視点も重要となってくる。どのよ
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一般的に人工知能との代替可能性は低いように考えられる。その一方

で、高賃金の要因となっているため、他の業務と比べた場合に、この

業務を担うことのできる人工知能開発には多額の資金をかけることが

可能となる。

次に賃金が高くなる確率に影響をしているのは、「会議開催の連絡・

調整を行う」であり、これは定型認識型な業務であると言え、一般的

に人工知能との代替可能性は高いように考えられる。また、それによ

る賃金への影響も大きいため、今後人工知能への代替が進む可能性が

高い。

また、「社内手続きのための書類を作成する」、「顧客向けのプレゼン

テーションを行う」と「書類作成のための資料収集を行う」が同じ程

度に賃金に影響を与えている。しかし、それぞれの業務の性質は異な

る。「顧客向けのプレゼンテーションを行う」は非定型相互型の業務で

あることから、人工知能との代替可能性は低いように考えられる。そ

の一方で、「社内手続きのための書類を作成する」と「書類作成のため

の資料収集を行う」は、定型認識型の業務であると考えられることか

ら、人工知能との代替可能性は高い。さらに、同じだけの賃金への影

響であることを考えると、定型認識型の業務の方が人工知能に代替さ

れる時点は早くなることが強く示唆される。

最後に、統計的にマイナスの影響がある「課内の書類のファイリン

グ・管理を行う。」について考える。この業務は、定型認識型の業務で

あることから、人工知能による代替は簡単なように考えられる。しか

し、その一方でヒトが行うことにコストがかかっていないため、人工

知能の開発にかけられるコストは限られる。また、この業務に利用者

の要望に応えた書類のファイリングや管理の要素が含まれた場合には、

その開発コストは、恐らくヒトが行うコストに敵わないことが強く示

唆される。
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うな仕事を人工知能に頼むかという際には、本研究で検討した現在の

ヒトがどのような業務によって賃金を得ているのかという視点と、今

後どのような業務がヒトの行う業務として付加価値を持つのかという

別の視点からの検討も必要となることを指摘して、本研究のまとめと

したい。
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補表 1　現在の職業（スクリーニング）

度数 ％

TOTAL 19,120 100.0

会社員 15,704 82.1

自営業・家族従業者（農業・漁業含む） 66 0.3

医師・弁護士等の資格職 155 0.8

公務員・団体職員（教職員を含む） 193 1.0

派遣・契約社員・パートタイム従業員、アルバイト 2,510 13.1

主婦・主夫 148 0.8

学生 9 0.0

無職（求職者、退職者を含む） 283 1.5

その他　具体的に 52 0.3

補表 2　現在の職種
（「会社員」、「派遣・契約社員・パートタイム従業員、アルバイト」）

度数 ％

TOTAL 18,214 100.0

事務職「人事・調査・企画・会計などの仕事、及び生産
関連・営業販売・外勤に関する事務の仕事に従事してい
る方（例えば、事務員、秘書、事務アシスタントなど）」

10,927 60.0

技術職「高度の専門的水準において、科学的知識を応用
した技術的な仕事に従事している方、及び医療・法律・
芸術・その他の専門的性質の仕事に従事している方（例
えば、システム・エンジニア、記者、研究員など）」

3,797 20.8

その他「事務職、技術職以外の現業職等（例えば、旋盤
工、販売店員、保険外交員、美容師、警備員、運転手な
ど）」具体的に

3,490 19.2

（
一
五
〇
三
）
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AI はどのように社会をかえるか
─公共財としての AI ─

稲　葉　陽　二

1 ．はじめに　AI への懸念と社会関係資本

政府が提唱する Society	5.0 が描く世界は、2020 年代から 30 年代を

含む近未来であるが、AI に関する評価については慎重な見方が少なく

ない。筆者らが 2018 年に実施した「AI の影響に関する意識調査」（ 1 ）に

よれば、図 1 に示されるように「AI により幸せになるか」という問に

ついては「変わらない」（46.6%）がほぼ半数を占め、「幸せになる」

（34.2%）は回答者のほぼ 3 人に 1 人であるが、「幸せにならない」（19.2%）

とする悲観的な回答も 2 割に上っている。さらに、図 2 から図 7 に示

されるように、具体的な影響について尋ねた「AI がもたらす社会につ

いて─肯定的か否定的か」の問いで、①人間関係、②情報の扱いによ

る影響、③雇用・仕事、④創造力が失われるかやりたいことができる

ようになるか、⑤監視社会か犯罪がない社会か、⑥経済格差について

の 6 つのうち、否定的な評価が、経済格差（「拡大」79.2%）、人間関係

（「薄まる」67.9%）、監視社会（「監視社会になる」59.2%）、創造力（「創造力

が失われる」57.5%）の 4 つについて過半を上回っている。雇用・仕事は

肯定と否定が半々であり、肯定が否定を上回ったのは、情報（「個人の

好みに合ったサービスが受けられる」57.3%）のみであった。

このように、AI の普及については懸念が多いが、現実には AI の社

会実装は不可避であろう。それならば、人々に痛みが少なく、納得が
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いく形で、社会受容性を高める方策はないものであろうか。本稿では、

Society	5.0 実現に向けて、AI による財・サービスの需給構造の理解が

必須であるにもかかわらず、その点については言及されることが少な

い点に着目し、Society	5.0 が想定する AI による財・サービスのコス

ト構造を簡易な静学的比較分析、つまり国民によりわかりやすい形を

用いて社会経済的に大きな影響を与える洞察を得ようと試みる。特に、

それが私的財から公共財へ変化する過程を分析のたたき台とするフ

レームワークを示し、さらに AI の影響について、社会関係資本の観点

を含めて雇用と格差に焦点を当てて検討したのち、AI の供給面につい

てコモンズの概念を導入して、今後の政策含意を考察する。

なお、本研究での AI は井上（2019）の「知的処理をおこなうソフト

ウエア」に準拠し「知的処理をおこなうソフトウエアおよびそれに

よって作動する機械」とする（ 2 ）。

図 1　AI の発展より、よりいっそう幸せになれると思うか

（
一
五
三
九
）
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図 2　AI がもたらす社会に対する考え─人間関係 図 3　AI がもたらす社会に対する考え─情報

図 4　AI がもたらす社会に対する考え─仕事 図 5　AIがもたらす社会に対する考え─想像力・目標

図 6　AI がもたらす社会に対する考え─監視・安全 図 7　AI がもたらす社会に対する考え─経済格差

（出所）稲葉（2019）

2 ．先行研究　AI と経済との関係、その含意

稲葉（2018a）では先行研究を、以下の 4 つの視点から紹介している。

①技術進歩の雇用への影響に関する労働経済学の分析、②経済成長理

論からの視点、③ AI 論者の未来学的な論考、④全要素生産性と技術進

歩の関係についての過去の実績についての実証研究、の 4 つの視点で

ある。以下は、4 つの視点の要約である。
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2.1　労働経済学からの視点

労働経済学からの視点（ 3 ）については、スキルプレミアムモデルとタ

スクモデルが挙げられる。前者は労働を高スキルと低スキルに分け、

一定の条件の下では、両者の賃金格差を高スキルと低スキルとの間の

技術格差と高スキル労働と低スキル労働の供給量の格差によって説明

できるとした。しかし、1990 年代に入り、米国経済の二極化、特に低

所得階層の増加が観測されたが、スキルプレミアムモデルは技術革新

が生産要素投入量を増やすことを前提としているモデルであったため、

技術が特定の労働やタスクに取って代わる現象、つまりコンピュー

ターの導入により労働者が置換される現象は説明しづらい。さらに、

スキルプレミアムモデルでは、スキル偏向的技術革新の結果、低スキ

ル労働が減ることが予測されていたが、90 年以降の米国では、高スキ

ルだけではなく低スキル労働の雇用も増えて、二極化が顕著であった。

そこで、スキルプレミアムモデルの問題点を克服するためにタスクモ

デルが考案された。タスクモデルの先駆的研究である ALM モデルは、

生産性研究で最も一般的なコブ・ダグラス型生産関数を用いて、仕事

をルーティンとノンルーティンの 2 種類のタスクに分け、ルーティン

タスクは IT 資本と完全代替とするモデルを用いて分析を行った。この

モデルのポイントは、前項のスキルプレミアムモデルでは高スキルと

低スキルそれぞれに技術水準のパラメーターを置いていたのに対し、

ルーティンタスクは IT 資本（C）と完全代替と仮定しているため、完

全競争の労働市場では、ルーティンタスクの賃金水準は IT 資本の価格

に等しくなる点である。

つまり、IT 資本の価格低下を技術革新とすれば、IT 資本の価格が低

下すればするほどルーティンタスクの労働需要が IT 資本に置換され、

ルーティンタスクの賃金が低下する。

一方でこのモデルは、ノンルーティンタスクは IT 価格の低下の影響

を受けないと仮定しているので、IT 資本の価格低下に伴いルーティン

タスクの賃金が低下すれば、ノンルーティンタスクとルーティンタス

（
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五
三
七
）
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ク間の賃金格差が拡大する。それだけではなく、IT による技術革新は
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層へ二極化する。

ALM モデルの後、タスクモデルは前提条件やルーティン／ノンルー
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の成長モデルでは、定常状態では一人当たりの成長率は技術進歩率に

規定されることになるが、井上は生産関数から L を除いた AK 型生産
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に等しくなる点である。

つまり、IT 資本の価格低下を技術革新とすれば、IT 資本の価格が低

下すればするほどルーティンタスクの労働需要が IT 資本に置換され、

ルーティンタスクの賃金が低下する。

一方でこのモデルは、ノンルーティンタスクは IT 価格の低下の影響

を受けないと仮定しているので、IT 資本の価格低下に伴いルーティン

タスクの賃金が低下すれば、ノンルーティンタスクとルーティンタス

（
一
五
三
七
）

4



Ａ
Ｉ
は
ど
の
よ
う
に
社
会
を
か
え
る
か
（
稲
葉
）

二
六
五

間には大きな経済格差が生まれ、それが時間の経過とともにいっそう

拡大する（井上 2015、柳川 2016）。つまり、一般的な成長理論からみても、

経済格差は国家間でも国内でも拡大する。

2.3　AI 論者の視点

経済学者であり AI 学者でもあるロビン・ハンソンは、その著書『全

脳エミュレーションの時代』のなかで、特定の個人の脳を再現した汎

用人工知能が普及した世界を描いている（Hanson	2016、邦訳 2018）（ 4 ）。

「そこでは、どんなに優れたスキルを持つ汎用人工知能でもコピーが大

量につくられ、労働供給は職種を問わず大幅に増加し、賃金プレミア

ムを享受していた職種でもそうでない職種でも押しなべて賃金は最低

生存水準にまで落ち込み、その結果、賃金格差は縮小すると述べられ

ている」（邦訳上巻 p.230）。

2.4　AI と生産性パラドックス

AI はあらゆるメディアで喧伝されているが、現状での影響はどのよ

うなものであろうか。Brynjofsson	et	al.（2017）は、AI の影響は多方面

で喧伝されているにもかかわらず、主要国の生産性がむしろ近年停滞

している事象を取り上げ、その原因を検討している。これは、過去の

分析によって将来に関して類推するという方法を根本的に否定する可

能性をも示唆するもので、AI の影響を分析するうえでも検討が必要な

テーマであろう。

Brynjofsson	et	al.（2017）によれば、ほとんどの OECD 諸国で経済

成長率は長期的にみれば低下傾向にある。しかも、この停滞は付加価

値労働生産性でみても、技術進歩の代理変数とみなしうる全要素生産

性（TFP）でみても 2000 年代の半ばから低下し、現在に至るまで停滞

している。2005 年から 2016 年の間の米国の労働生産性の伸び率は年率

1.3％と、1995 年から 2004 年までの年率 2.8％に半分以下に減速してい

る。

（
一
五
三
五
）

6



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二
六
四

また、通常は過去の実績を持って将来を予測するのだが、彼らは

1948 年から 2016 年の間をとって毎年の過去 10 年の移動平均を付加価

値生産性、全要素生産性、稼働率調整済み全要素生産性について算出

し、それらが前年の 10 年移動平均値によってどの程度説明できるか回

帰分析で検証した。過去 10 年間の生産性上昇率はその後 10 年間の生

産性上昇率のわずか 0.9％から 3％しか説明できず、彼らの結論は過去

のデータの説明力はきわめて低いというものであった。つまり、過去

10 年間の生産性上昇率は向こう 10 年間の生産性上昇率予測には使えな

い。より直截にいえば、過去は将来の予測には使えない。

3 ．公共財としての AI

3.1　AI の 2 分類　機械型とソフトウエア型

Society	5.0 で想定する AI は、機械部分を持つ機械型と、それを必

要としないソフトウエア型が混在している。図 8 はこれまで議論され

てきたさまざまなAIをコスト（縦軸）と機械型かソフトウエア型か（横

軸）の観点から分類したものである。あくまでも筆者の主観による分

類であるが、機械型は人に財・サービスを提供するために何らかのカ

スタマイズされ、かつ物理的な機械型のインターフェイスを新たに必

要とするものであり、さまざまな場所で人が行っていた作業を代替す

る人型のロボットやドライバーを必要としない全自動運転車などであ

るが、ブレイン・マシン・インターフェイスを備え脳波で作動するシ

ステム（ 5 ）まで、その形態はさまざまである。

また、画像認識とビッグデータ、機械学習を用いた診断システムな

どは、人とのインターフェスは従来からある PC など既存のインター

フェスを用いてサービスを提供できる AI は基本的にソフトウエアが中

心であり、したがってコピーが機械型より容易である。

機械型とソフトウエア型の違いは、機械型は人との新たなインター

フェイスを必要とするのに対し、ソフトウエア型は既存のインター

（
一
五
三
四
）
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テーマであろう。

Brynjofsson	et	al.（2017）によれば、ほとんどの OECD 諸国で経済

成長率は長期的にみれば低下傾向にある。しかも、この停滞は付加価

値労働生産性でみても、技術進歩の代理変数とみなしうる全要素生産

性（TFP）でみても 2000 年代の半ばから低下し、現在に至るまで停滞

している。2005 年から 2016 年の間の米国の労働生産性の伸び率は年率

1.3％と、1995 年から 2004 年までの年率 2.8％に半分以下に減速してい

る。

（
一
五
三
五
）

6



Ａ
Ｉ
は
ど
の
よ
う
に
社
会
を
か
え
る
か
（
稲
葉
）

二
六
三

フェイスを利用することで人にサービスを提供できる点にあるが、現

実には両者の中間型もあり得よう。

図 8　機械型AI�vs.�ソフトウエア型AI　暫定的な分類

（出所）筆者作成。

3.2　限界費用からみたAI

生産量によって変化する費用を変動費、変化しない費用を固定費と

したコスト構造からみれば、ソフトウエア型は生産量によって変化し

ない固定費の比率が高く、生産量によって変化する変動費の比率が少

ない一方、機械型は変動費の占める比率がより高いことが想定される

（図 9）。この仮説によれば、AI を 1 単位増産することによって生じる

限界費用が、ソフトウエア型 AI は機械型よりも格段に低いことが推定

される。これはソフトウエア型の方が、コピー（増産）が基本的に機械

型に比して容易であることを意味し、ソフトウエア型 AI は潜在的に公

共財としての特質（消費の非競合性と非排除性）を保持していることにな

る。

（
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三
）
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図 9　AI のコスト構造：機械型AI�vs.�ソフトウエア型

（出所）筆者作成。

図 10　4 種類の財・サービス

公共財・準公共財は限界費用がゼロないしはゼロに近い
（出所）筆者作成。

図 10 に示すように、財・サービスには消費の競合性と排除性の観点

から、私的財（競合性あり、排除性あり）、公共財（競合性なし、排除性な

し）、とコモンズ（共有資源：競合性あり、排除性なし）とクラブ財（競合

性なし、排除性あり）の 2 種類の準公共財がある。公共財は排除性と消

費の競合性がなく、供給の消費者からみた限界費用はゼロである。た

とえば花火大会の打ち上げ花火は、それを見られなくする（消費できな

いように排除する）ことは難しいし、花火を愛でるというサービスは、

一人が鑑賞したからといって他人が鑑賞することが妨げられること

（消費の競合性）はない。つまり、誰でも、何人でも鑑賞できるので、花

火というサービスの限界的コストは消費者からみればゼロである。

（
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フェイスを利用することで人にサービスを提供できる点にあるが、現

実には両者の中間型もあり得よう。
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ない一方、機械型は変動費の占める比率がより高いことが想定される

（図 9）。この仮説によれば、AI を 1 単位増産することによって生じる

限界費用が、ソフトウエア型 AI は機械型よりも格段に低いことが推定

される。これはソフトウエア型の方が、コピー（増産）が基本的に機械
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翻って、ソフトウエアはコピーが容易であるから、ソフトウエア型 AI

は公共財としての性格を潜在的に保持している。

図 11 はさらに AI の需給構造をまとめたものである。AI をコピーが

容易なソフトウエア型 AI（左図）とコピーが比較的困難な機械型 AI（右

図）に分けて比較したものであるが、人間が対応する供給曲線と将来

AI で対応する供給曲線を示してある。図 11 の左図は司法サービスの

需給を考えたもので、需要曲線は価格弾力性が低い、つまり価格に拘

わらず需要が生じると想定している（ 6 ）ので、図 11 の右図の輸送サー

ビス（自動運転）の需要曲線よりも傾きの絶対値が低いと想定している。

一方、供給曲線は左図のソフトウエア型の場合はソフトウエアの複

製により、増産が可能であるから、右図の機械型（自動運転のサービス

を提供するためには機械が必要）より限界費用が低く、したがって、供給

の価格弾力性が機械型より低い。

図 11 では現在と将来 2 本の供給曲線が示されている。実線は現在の

人の労働による供給曲線であり、破線は将来の AI による供給曲線を示

している。現在の均衡点は、左右いずれの図でも均衡点 H で示されて

いる。また、将来の均衡点は、需要曲線に変化がないと仮定すれば、

均衡点 AI で示される。

現在と将来の均衡点を比較すると、左図のケースでは、価格の大幅

な下落と数量の大幅な増加がみられる。右図のケースでも価格低下と

数量増が生じるが、その大きさは左図のケースよりも小さい。これは、

左図のケースのほうが、右図のケースよりも、需要と供給の価格弾力

性をいずれも低く仮定していることに起因している。いずれにしても、

AI の影響は価格からみても数量から見ても、左図のケースのほうが大

きい。ただし、左図と右図では市場規模が異なるので、社会全体の影

響は右図のケースが大きいことは十分ありえよう（ 7 ）。たとえば 2018

年 3 月 31 日時点で法曹三者（弁護士、検察、裁判官）は 44,805（ 8 ）人にす

ぎないが、総務省（2019）によれば、輸送・機械運転従事者は 218 万人

に上る（ 9 ）。但し、ここで留意すべきは、ソフトウエア型 AI は、マク

（
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三
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ロレベルでの雇用への影響ではなく専門職の賃金を低下させる可能性

が高いことである。

また、人による供給曲線と AI による供給曲線のどちらかが下方にあ

る場合に、人が安い場合は人による供給、AI が安い場合には AI によ

る供給がなされるが、ソフトウエア型 AI による供給曲線は低価格でか

つ水平であるため人間による供給曲線は競争力を失うが、機械型 AI の

供給曲線は高価格でかつ右肩上がり（収穫逓減）であるため、人間によ

る供給も競争力を維持する部分が生じる。

図 11 に示した機械型 AI とソフトウエア型 AI の供給構造が妥当だと

すれば、左図のソフトウエア型の場合は、0Q1 の部分は人による供給

のほうが低廉であるが、Q1QAI の部分は AI による供給のほうが低廉で

ある。これは右図の機械型の場合も同様であるが、その変化は両者の

間で大きな違いがある。機械型 AI のほうが、ソフトウェア型 AI に比

較し、人の雇用が維持される可能性がある。具体的には AI による自動

運転が導入されても、人を雇用することによって生じる限界費用が、

機械（車）を生産することによる限界費用よりも低い場合は、自動運転

AI が導入されても、人間のドライバーを雇用するほうが限界費用が安

いケースも十分存在する。しかし、司法サービスのように、それを供

給する専門家雇用の限界費用が高く、AI の限界費用が低廉な場合は、

専門家の雇用が大きく減少する可能性がある。ちなみに、内閣官房法

曹養成制度改革推進室（2015）による弁護士アンケート調査（N ＝ 3128）

では所得の平均額が 907.4 万円、中央値が 600 万円であった（10）。同調

査によればこれは大学・大学院卒の従業者平均 601 万円のほぼ 5 割高

であるという（pp.167-169）。確かに、2016 年における賃金構造基本調査

で職種別時給を作成すると、弁護士は 3834 円、タクシー運転手は 1628

円と両者にほぼ 2.4 倍の開きがある（11）。
（
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翻って、ソフトウエアはコピーが容易であるから、ソフトウエア型 AI

は公共財としての性格を潜在的に保持している。

図 11 はさらに AI の需給構造をまとめたものである。AI をコピーが

容易なソフトウエア型 AI（左図）とコピーが比較的困難な機械型 AI（右

図）に分けて比較したものであるが、人間が対応する供給曲線と将来

AI で対応する供給曲線を示してある。図 11 の左図は司法サービスの

需給を考えたもので、需要曲線は価格弾力性が低い、つまり価格に拘

わらず需要が生じると想定している（ 6 ）ので、図 11 の右図の輸送サー

ビス（自動運転）の需要曲線よりも傾きの絶対値が低いと想定している。

一方、供給曲線は左図のソフトウエア型の場合はソフトウエアの複

製により、増産が可能であるから、右図の機械型（自動運転のサービス

を提供するためには機械が必要）より限界費用が低く、したがって、供給

の価格弾力性が機械型より低い。

図 11 では現在と将来 2 本の供給曲線が示されている。実線は現在の

人の労働による供給曲線であり、破線は将来の AI による供給曲線を示

している。現在の均衡点は、左右いずれの図でも均衡点 H で示されて

いる。また、将来の均衡点は、需要曲線に変化がないと仮定すれば、

均衡点 AI で示される。

現在と将来の均衡点を比較すると、左図のケースでは、価格の大幅

な下落と数量の大幅な増加がみられる。右図のケースでも価格低下と

数量増が生じるが、その大きさは左図のケースよりも小さい。これは、

左図のケースのほうが、右図のケースよりも、需要と供給の価格弾力

性をいずれも低く仮定していることに起因している。いずれにしても、

AI の影響は価格からみても数量から見ても、左図のケースのほうが大

きい。ただし、左図と右図では市場規模が異なるので、社会全体の影

響は右図のケースが大きいことは十分ありえよう（ 7 ）。たとえば 2018

年 3 月 31 日時点で法曹三者（弁護士、検察、裁判官）は 44,805（ 8 ）人にす

ぎないが、総務省（2019）によれば、輸送・機械運転従事者は 218 万人

に上る（ 9 ）。但し、ここで留意すべきは、ソフトウエア型 AI は、マク
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図 11　�AI サービスの需給　人間�vs.�AI�
人間の労働という私的財がAI という公共財に近づくプロセス

（出所）筆者作成。

以上の静態的比較分析では、高スキルか低スキルかに関係なく、AI

の影響はその財・サービスの需給構造によって決まる。図 11 が示す変

化は、財・サービスが私的財から公共財への変化する過程ととらえる

こともできる。

なお、現状では専門職が直ちに AI に取って代わられることは考えに

くく、むしろ支援ツールとしての利用が高給の専門家の効率性を向上

させる結果、間接的に専門職の需要を減らす、ないしは専門職の補助

職種から AI に代替される蓋然性が高い（12）。

また、図 11 では将来の AI による供給曲線についてソフトウエア型

の固定費を機械型より低く設定している（供給曲線の切片がソフトウエア

型の方が機械型より低い）が、現実には固定費は業種・職種によって大き

く異なるので、図 11 の意味する AI の影響も大きく異なる。同じ法曹

職でも、公的機関としての裁判所の判断を AI に代行させる場合と弁護

士が担当する事案のために論理構築を行うこと、また、パラリーガル

（
一
五
二
九
）
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が事前に過去の判例を検索すること、では前者のほうが後の 2 者より

固定費が高いことが予想され、固定費と変動費、両者の構造に応じて、

AI 導入の影響も異なってくる。

3.3　AI に関する 7つの仮説

稲葉（2018a）では、前節で要約した Hanson（2016）の「賃金プレミ

アムを享受していた職種でもそうでない職種でも押しなべて賃金は最

低生存水準にまで落ち込み、その結果、賃金格差は縮小する」との記

述と、上記の AI が機械型とソフトウエア型に分かれること、それに伴

う需給構造の違いを踏まえると、以下の7つの仮説が考えられるとした。

「仮説 1．AI も一般の資本財と同様に限界費用の観点からとらえることが

可能である。高度なタスクをこなす特化型 AI でもソフトウエア型 AI はコ

ピーが容易であり、限界費用がゼロに近づき専門職が行ってきたタスクも

容易に AI に置換される、専門職のソフトウエア化が生じる。

仮説 2．一方、ソフトウエアの行ったタスクの成果を社会に結びつける

インターフェイスとしてのハードウエア（たとえば人型ロボット）を必要

とする機械型 AI はコピーがソフトウエア型 AI ほど容易でなく、限界費用

が正であり続け、ソフトウエア型 AI のそれを上回る。

仮説 3．したがって、専門職でも弁護士や裁判官、検事、データだけで

診断を下す医師などのハイスキル高所得タスクはロースキル低賃金タスク

よりもむしろ早く AI に置換され、雇用への影響は従来のロースキル低賃

金タスクよりもハイスキル高所得のタスクに対してより大きく表れる。

仮説 4．ハイスキル高所得タスクの賃金は大幅に低下し、ロースキル低

賃金タスクの賃金は機械型 AI の限界費用に規定され継続されるため、両

者の賃金格差は縮小する。

仮説 5．自然人の雇用は機械型 AI の限界費用を下回る範囲で生じるが、

自然人の労働供給量は労働者の選好関数の違いにより労働市場から退出す

る者と居残る者とに二極化するが、雇用は必ずしも減少するとは限らない。

（
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図 11　�AI サービスの需給　人間�vs.�AI�
人間の労働という私的財がAI という公共財に近づくプロセス

（出所）筆者作成。

以上の静態的比較分析では、高スキルか低スキルかに関係なく、AI

の影響はその財・サービスの需給構造によって決まる。図 11 が示す変

化は、財・サービスが私的財から公共財への変化する過程ととらえる

こともできる。

なお、現状では専門職が直ちに AI に取って代わられることは考えに

くく、むしろ支援ツールとしての利用が高給の専門家の効率性を向上

させる結果、間接的に専門職の需要を減らす、ないしは専門職の補助

職種から AI に代替される蓋然性が高い（12）。

また、図 11 では将来の AI による供給曲線についてソフトウエア型

の固定費を機械型より低く設定している（供給曲線の切片がソフトウエア

型の方が機械型より低い）が、現実には固定費は業種・職種によって大き

く異なるので、図 11 の意味する AI の影響も大きく異なる。同じ法曹

職でも、公的機関としての裁判所の判断を AI に代行させる場合と弁護

士が担当する事案のために論理構築を行うこと、また、パラリーガル

（
一
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仮説 6．ソフトウエア型 AI は製造の限界費用はゼロとなれば、公共財

となるため、知的公共財としての国際的な管理機構を必要とする。

仮説 7．AI は基本的に早い者勝ちで勝者一人勝ち型技術である。」（稲葉

2018a,	pp.25-27）

4 ．社会関係資本と AI の関連

稲葉（2018a）は AI 普及の経済的含意をマクロとミクロの視点から考

察したが、以下ではそれを踏まえて、社会関係資本と AI との関連を、

格差拡大からの視点と、ネット上に生まれつつある新たなコモンズの

視点から検討する。

4.1　格差拡大の視点の検討

前節の仮説 4 では、ハイスキル高所得タスクの賃金は大幅に低下し、

ロースキル低賃金タスクの賃金は機械型 AI の限界費用に規定され継続

されるため、両者の賃金格差は縮小するが、仮説 7「AI は基本的に早

い者勝ちで勝者一人勝ち型技術」が妥当すれば、AI を資本として所有

する者と、所有しない者との間の経済格差は拡大する。

社会関係資本の論者には、経済格差の拡大が社会関係資本を毀損す

るとする者が多い。筆者も日本の全国消費実態調査による都道府県別

のジニ係数を用いて、経済格差が社会関係資本を毀損するがその程度

は、所得格差より資産格差のほうが大きいこと（Inaba	2008）、全国郵送

法調査によって得た個票データと市町村別の納税データから作成した

所得ジニ係数を用いたマルチレベル分析（Inaba	et	al.	2015）やパス解析

（稲葉	2016）により、わが国においても所得格差が社会関係資本を毀損

している可能性を確認している。

さらに、Uslaner（2008）は「不平等の罠」仮説を提唱している（図

12）。格差の拡大は、仲間うちの特定化信頼を促進するが、これが腐敗

を招き、さらに社会全般への信頼を低下させ、政府の非効率、社会総

（
一
五
二
七
）
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体のリスクが拡大し、それがまた不平等を招くとする、「不平等の罠」

が発生する可能性を指摘している。AI の導入については多くの論者が

いっそうの格差拡大を招来するとしており、これは上記の「不平等の

罠」がいっそう悪化することを意味している。

図 12　社会関係資本論からの仮説　不平等の罠

4.2　コモンズの視点の検討

女性として初のノーベル経済学賞受賞者であるエリノア・オストロ

ムは、彼女の学者としての人生の最後の 15 年間、社会関係資本の大変

熱心な提唱者となった。彼女の社会関係資本についての熱意は、コモ

ンズについての研究に由来している。オストロムの社会関係資本の定

義 は、 規 範 に か わ っ て 制 度（institution） を 用 い て い る。 彼 女 が

institution という言葉によって意味していることは、中央政府や地方政

府によって規定された正式な法律や規則というよりも、コミュニティ

のメンバーの間でのインフォーマルなルールに重きを置いているよう

にみえる。

Ostrom（1990）、Ostrom	et	al.（2002）、Ostrom	&	Ahn（2009）に示さ

（
一
五
二
六
）
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仮説 6．ソフトウエア型 AI は製造の限界費用はゼロとなれば、公共財

となるため、知的公共財としての国際的な管理機構を必要とする。

仮説 7．AI は基本的に早い者勝ちで勝者一人勝ち型技術である。」（稲葉

2018a,	pp.25-27）

4 ．社会関係資本と AI の関連

稲葉（2018a）は AI 普及の経済的含意をマクロとミクロの視点から考

察したが、以下ではそれを踏まえて、社会関係資本と AI との関連を、

格差拡大からの視点と、ネット上に生まれつつある新たなコモンズの

視点から検討する。

4.1　格差拡大の視点の検討

前節の仮説 4 では、ハイスキル高所得タスクの賃金は大幅に低下し、

ロースキル低賃金タスクの賃金は機械型 AI の限界費用に規定され継続

されるため、両者の賃金格差は縮小するが、仮説 7「AI は基本的に早

い者勝ちで勝者一人勝ち型技術」が妥当すれば、AI を資本として所有

する者と、所有しない者との間の経済格差は拡大する。

社会関係資本の論者には、経済格差の拡大が社会関係資本を毀損す

るとする者が多い。筆者も日本の全国消費実態調査による都道府県別

のジニ係数を用いて、経済格差が社会関係資本を毀損するがその程度

は、所得格差より資産格差のほうが大きいこと（Inaba	2008）、全国郵送

法調査によって得た個票データと市町村別の納税データから作成した

所得ジニ係数を用いたマルチレベル分析（Inaba	et	al.	2015）やパス解析

（稲葉	2016）により、わが国においても所得格差が社会関係資本を毀損

している可能性を確認している。

さらに、Uslaner（2008）は「不平等の罠」仮説を提唱している（図

12）。格差の拡大は、仲間うちの特定化信頼を促進するが、これが腐敗

を招き、さらに社会全般への信頼を低下させ、政府の非効率、社会総
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れるように、コモンズの円滑な運営管理のための基本的な前提として

機能している。彼女らによれば、社会関係資本はコモンズの健全な運

営にとって重要な前提条件である。

一方、Lifkin（2014）は、コモンズの役割を政府メカニズムや市場メ

カニズムとともに、われわれの社会を統治する 3 つのメカニズムの 1

つとして、再評価している。この点についての彼の論理を以下、多少

長くなるが、Lifkin（2014=2015）から引用する。

経済学では、私有財産制度に基づく市場メカニズムと、それ以外の

場合は政府に委ねるのだが、リフキンはこれに批判的である。

「私有財産制度は目的によってはきわめて効率的だ。だが、地球上の実

質的にすべてのものを民間の手に委ねること（自由市場を支持する経済学

者はたいていそれを提唱している）が最善の方法であるとは思い難

い。・・・政府は、道路や上水道から郵便や公立学校まで、多くの公共財

の運営を監督することに関しては見事に機能してきたが、それぞれの地域

の特色を生み出している、地元ならではの非常に複雑なダイナミクスを十

分に理解できないことが多かった。相手かまわず一通りの処方箋や規約で

間に合わせる手法は、恐ろしい管理の不行き届きにつながることが多い。

監督責任者が、管轄しているコミュニティとの結びつきのない、名も知れ

ぬ官僚であるときはとくにそうだ。」（同上：246）

上記の議論から、リフキンはコモンズを第三の統治メカニズムとし

て再評価するが、リフキンの考察のユニークな点はそれだけにとどま

らず、彼が Linux の開発に示されたように、今日のハイテクドメイン

にコモンズが多数生じているということを明らかにした点である。

「GPL（general	public	license）はソフトウエアをフリーでシェアするた

めのコモンズ確立に向けた手段となった。このライセンスには、エリノ
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成功している技術進歩は、限界費用をほとんどゼロにまで押し下げて、

多くの財・サービスを公共財として扱うことが可能になっている。限

界費用がほとんどゼロの世界の代表的なものは、コピーが容易な楽曲、

映像やソフトウエアなどの世界であり、AI も例外ではない。リフキン

は楽観的（13）に淡々と記述しているが、この世界はフリーライダーの世

界であり市場メカニズムが機能しない世界である。つまり、リフキン

は市場メカニズムが限界に達しており、それに代わるガバニングシス

テムとしてコモンズシステムを提唱している。この彼の結論に飛びつ

く前に、もちろんより詳細な分析が必要であることは疑いない。しか

し、リフキンは社会関係資本研究の新たな視点として、今後の分析に

値するとても重要な提案をしたと理解しえよう。

5 ．結論

筆者の論考も含め経済学からみた先行研究によれば、AI により格差

の拡大は不可避のようにみえる。特に自ら学習を繰り返し推論する能

力を高める AI を搭載した機器・ソフトウエアの労働市場における影響

は低スキル対高スキルといった分類ではなく、高スキル職種も低スキ

ル職種以上に影響を被る可能性がある。過度に悲観論に走る必要はな

いかもしれないが、今後の変化の負の側面を軽減するためには、AI が

もたらす成果の分配を考慮することが重要である。そのためには、AI

の公共財としての側面を鑑みれば、すでにネット上に多数存在する AI

の成果を共有する新たなコモンズを適切に維持管理するために社会関

係資本を利用することも重要であろう。予備的な考察（稲葉	2019）によ

れば、構造的な社会関係資本（団体参加や友人・知人や同僚などとのつきあ

い）が高い者ほど AI の導入については否定的であるが、逆に信頼など

の認知的社会関係資本が高い者ほど肯定的であり、AI の導入にあたっ

ては、認知的な社会関係資本が促進し、構造的な社会関係資本が

チェックする機能を持つようにみえる。今後は社会関係資本の構成要

（
一
五
二
三
）
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素と AI の具体的応用との関連も含めて検討することが、AI 導入に伴

う負の影響の軽減策への知見を深める可能性もあろう。
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（11）	「平成 28 年賃金構造基本統計調査」職種別第 1 表　職種別決まって支
給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額（産業
計）より「決まって支給する現金給与額／所定内労働時間数＋年間賞与な
ど / 所定内労働時間× 12」（10 以上企業）として算出。

（12）	 国立情報学研究所の論理プログラミングの専門家であり、司法試験合
格者でもある佐藤健博士によれば、「論理プログラミング」は仏・独・日
本などで行われている「ルールベース推論方式」と相性がよいが、事実認
定に必要な常識を持たせることが難しく、またディープラーニングを活用
するためのデータが不足していること、かつその判断を論理的に説明する
ことが難しいこと、などから「事実認定の能力が必要な弁護士、裁判官、
検察官などの仕事は生き残っていく」（佐藤健　2018	p.128）。ただし、パ
ラリーガルの行っている判例検索は AI に代替されているとしている。ま
た、同氏によれば裁判の IT 化がわが国で遅れている理由として、日本の
裁判所が「とても保守的」なほかに、IT 化した場合は 24 時間稼働のデュ
アルシステム化が求められる、つまり費用がかかる点を挙げている。

このほか、AI の用途として頻繫に言及される病理診断について、長崎
大学大学院の福岡順也教授はディープラーニングを利用した 2 段階診断を
用いて肺がんリンパ節の誤診の精度を平均で 36.4％改善したケース

（Pham	et	al.	2019）を引用し、その有効性を指摘している。また、人間に
よる診断を AI が補完しうる分野としてがんゲノムの分野を挙げている。
しかし、その一方で「病理診断は主観的判断に基づくことが多く、診断者
で異なる判断をすることが知られており」*「病理診断に人工知能を応用
する場合、病理医と人工知能が異なる判断をすることが想定され」* しか
も「人工知能の間でも診断が異なる可能性がある」** としており、人工知
能と病理医とが補完的に働き、診断の精度を上げる重要性を指摘している。

（産総研人工知能セミナー＆ワークショップ第 40 回 AI セミナー 2020 年 1
月 29 日於産総研「病理診断における人工知能の導入」講演要旨 * と一部
筆者のメモ ** による）

（13）	 但し、リフキンは現在進行している技術革新の雇用に与える影響につ
いては 1990 年代から警鐘を鳴らしていた。「科学技術の将来を楽観する
人々は、ハイテク革命による新製品や新たなサービスが追加雇用を生みだ
すはずだと反論し、今世紀のはじめに自動車が馬や馬車を廃れさせたにも
かかわらず、その過程で以前にはなかった仕事を数多く創出したではない
かと指摘する。もちろん情報化時代の新たな製品やサービスが古い製品や
サービスを廃れさせつつあるのはたしかだが、今後の生産や営業に必要と
される労働者の数がこれまでよりはるかに少なくなることもまた事実だ。」

（Rifkin　1995 ＝ 1996　邦訳 p.48）
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�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

地
方
自
治
制
度
改
革
の
歴
史
と
日
本
の
今
後

山
　
田

　
光

　
矢
�
三
（

　
　
一
）

第
一
次
マ
ク
ド
ナ
ル
ド
内
閣
と
ボ
ー
ル
ド
ウ
ィ
ン
保
守
主
義
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
渡

　
邉

　
容
一
郎
�
三
（

　
三
七
）

ジ
ョ
ン
・
Ｃ
・
メ
リ
ル
の
実
存
主
義
ジ
ャ
ー
ナ
リ
ズ
ム
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
塚

　
本

　
晴
二
朗
�
三
（

　
六
九
）

日
本
に
お
け
る
政
党
助
成
制
度
の
逆
進
性

─
　
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

政
党
交
付
金
は
新
党
の
組
織
化
を
促
進
す
る
の
か

浅
　
井

　
直

　
哉
�
三
（

　
九
三
）

公
職
選
挙
法
制
定
と
選
挙
運
動
規
制
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
安

　
野

　
修

　
右
�
三
（
一
二
一
）

（
一
五
四
四
）

索

　
　引

二
七
五

ド
イ
ツ
駐
留
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
補
足
協
定
と
刑
事
裁
判
権
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
信

　
夫

　
隆

　
司
�
三
（
一
五
三
）

沖
縄
の
米
軍
基
地
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
山

　
城

　
秀

　
市
�
三
（
一
九
五
）

ゾ
ネ
ン
フ
ェ
ル
ス
『
ポ
リ
ツ
ァ
イ
、

商
業
お
よ
び
財
政
の
基
本
原
理
』
第
一
巻
の
改
訂
に
つ
い
て

　
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
第
一
巻
第
四
版
（
一
七
七
四
年
）
の
発
見
と
あ
わ
せ
て

─

川
　
又

　
　
　
祐
�
三
（
二
一
七
）

「
Ａ
Ｉ
の
影
響
に
関
す
る
意
識
調
査
」
の
概
要
と
予
備
的
分
析

���
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
稲

　
葉

　
陽

　
二
�
三
（
二
六
六
）

都
市
部
、
都
市
郊
外
、
市
部
に
お
け
る

世
代
間
交
流
傾
向
の
地
域
差
の
研
究

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
キ
ャ
ピ
タ
ル
か
ら
み
た
文
脈
効
果
の
推
定

─

戸
　
川

　
和

　
成

稲
　
葉

　
陽

　
二
�
三
（
二
九
六
）

T
he Q

uality of L
ocal G

overnm
ent and F

irm
 S

trategy:

���
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

T
he C

ase of Japanese D
ivestm

ent in C
hina

羽
　
田

　
　
　
翔
�
三
（
三
一
八
）

個
人
倫
理
、
組
織
倫
理
及
び
専
門
職
倫
理
の

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

関
係
か
ら
み
た
経
営
倫
理
の
課
題

鈴
　
木

　
貴

　
大
�
三
（
三
三
八
）

（
一
五
四
五
）



索

　
　引

二
七
五

ド
イ
ツ
駐
留
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
軍
地
位
補
足
協
定
と
刑
事
裁
判
権
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
信

　
夫

　
隆

　
司
�
三
（
一
五
三
）

沖
縄
の
米
軍
基
地
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
山

　
城

　
秀

　
市
�
三
（
一
九
五
）

ゾ
ネ
ン
フ
ェ
ル
ス
『
ポ
リ
ツ
ァ
イ
、

商
業
お
よ
び
財
政
の
基
本
原
理
』
第
一
巻
の
改
訂
に
つ
い
て

　
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
第
一
巻
第
四
版
（
一
七
七
四
年
）
の
発
見
と
あ
わ
せ
て

─

川
　
又

　
　
　
祐
�
三
（
二
一
七
）

「
Ａ
Ｉ
の
影
響
に
関
す
る
意
識
調
査
」
の
概
要
と
予
備
的
分
析

���
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
稲

　
葉

　
陽

　
二
�
三
（
二
六
六
）

都
市
部
、
都
市
郊
外
、
市
部
に
お
け
る

世
代
間
交
流
傾
向
の
地
域
差
の
研
究

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
キ
ャ
ピ
タ
ル
か
ら
み
た
文
脈
効
果
の
推
定

─

戸
　
川

　
和

　
成

稲
　
葉

　
陽

　
二
�
三
（
二
九
六
）

T
he Q

uality of L
ocal G

overnm
ent and F

irm
 S

trategy:

���
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

T
he C

ase of Japanese D
ivestm

ent in C
hina

羽
　
田

　
　
　
翔
�
三
（
三
一
八
）

個
人
倫
理
、
組
織
倫
理
及
び
専
門
職
倫
理
の

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

関
係
か
ら
み
た
経
営
倫
理
の
課
題

鈴
　
木

　
貴

　
大
�
三
（
三
三
八
）

（
一
五
四
五
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二
七
六

ア
メ
リ
カ
の
広
域
行
政
の
特
質
に
関
す
る
一
考
察

　
　
　
　
　
　
　
　
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
ポ
ー
ト
ラ
ン
ド
都
市
圏
・
メ
ト
ロ
の
廃
棄
物
広
域
計
画
を
中
心
に

─

鈴
　
木

　
隆

　
志
�
三
（
三
七
〇
）

行
政
に
お
け
るP

ublic R
elations

���
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
専
門
職
形
成
の
必
要
性

─

岩
　
井

　
義

　
和
�
三
（
四
〇
二
）

編
集
者
と
し
て
の
五
百
木
飄
亭
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
石

　
川

　
徳

　
幸
�
三
（
四
三
〇
）

民
主
的
市
民
の
政
治
的
態
度
形
成
と
政
治
教
育
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
荒

　
井

　
祐

　
介
�
三
（
四
六
〇
）

日
本
に
お
け
る
民
主
主
義
の
経
済
成
長
効
果
に

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

関
す
る
実
証
的
試
論

坂
　
井

　
吉

　
良

坂
　
本

　
智

　
幸

坂
　
本

　
直

　
樹

瀧
　
本

　
太

　
郎

中
　
嶌

　
一

　
憲

�
三
（
四
九
四
）

R
eflections on the value added of social capital

���
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
稲

　
葉

　
陽

　
二
�
三
（
五
一
六
）

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開

　
　
　
　
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
行
政
の
実
態
を
中
心
と
し
て

─

山
　
田

　
光

　
矢
�
四
（

　
　
一
）

（
一
五
四
六
）

索

　
　引

二
七
七

自
治
体
の
Ａ
Ｉ
利
用
の
可
能
性
を
探
る

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
�
�
�
�
�
�
�

─
地
域
の
結
束
型
社
会
関
係
資
本
の
維
持
に
向
け
て
社
会
実
装
は
可
能
か

─

戸
　
川

　
和

　
成

稲
　
葉

　
陽

　
二
�
四
（
二
一
〇
）

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
と

　
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

企
業
の
社
会
的
責
任
の
統
合
可
能
性

鈴
　
木

　
貴

　
大
�
四
（
二
三
二
）

労
働
は
人
工
知
能
に
よ
っ
て
代
替
可
能
か

　
　
　
　
　
　
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
業
務
に
注
目
し
た
賃
金
関
数
か
ら
の
ア
プ
ロ
ー
チ

─

立
　
福

　
家

　
徳
�
四
（
二
四
八
）

Ａ
Ｉ
は
ど
の
よ
う
に
社
会
を
か
え
る
か

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
公
共
財
と
し
て
の
Ａ
Ｉ

─

稲
　
葉

　
陽

　
二
�
四
（
二
七
〇
）

研
究
ノ
ー
ト

世
代
間
交
流
と
社
会
関
係
資
本
の
継
承

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
�
�
�
�
�
�
�
�

─
長
野
県
須
坂
市
調
査
と
首
都
圏
２
自
治
体
調
査
の
比
較
か
ら
の
知
見

─

稲
葉

　
陽
二

　
他
�
一
（

　
七
四
）

ア
メ
リ
カ
の
地
方
自
治
と
協
働
に
関
す
る
一
考
察

　
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
地
域
に
お
け
る
そ
の
特
徴
と
機
能
を
中
心
に

─

鈴
　
木

　
隆

　
志
�
一
（
一
一
二
）

（
一
五
四
七
）



索

　
　引

二
七
七

自
治
体
の
Ａ
Ｉ
利
用
の
可
能
性
を
探
る

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
�
�
�
�
�
�
�

─
地
域
の
結
束
型
社
会
関
係
資
本
の
維
持
に
向
け
て
社
会
実
装
は
可
能
か

─

戸
　
川

　
和

　
成

稲
　
葉

　
陽

　
二
�
四
（
二
一
〇
）

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
と

　
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

企
業
の
社
会
的
責
任
の
統
合
可
能
性

鈴
　
木

　
貴

　
大
�
四
（
二
三
二
）

労
働
は
人
工
知
能
に
よ
っ
て
代
替
可
能
か

　
　
　
　
　
　
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
業
務
に
注
目
し
た
賃
金
関
数
か
ら
の
ア
プ
ロ
ー
チ

─

立
　
福

　
家

　
徳
�
四
（
二
四
八
）

Ａ
Ｉ
は
ど
の
よ
う
に
社
会
を
か
え
る
か

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
公
共
財
と
し
て
の
Ａ
Ｉ

─

稲
　
葉

　
陽

　
二
�
四
（
二
七
〇
）

研
究
ノ
ー
ト

世
代
間
交
流
と
社
会
関
係
資
本
の
継
承

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
�
�
�
�
�
�
�
�

─
長
野
県
須
坂
市
調
査
と
首
都
圏
２
自
治
体
調
査
の
比
較
か
ら
の
知
見

─

稲
葉

　
陽
二

　
他
�
一
（

　
七
四
）

ア
メ
リ
カ
の
地
方
自
治
と
協
働
に
関
す
る
一
考
察

　
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
地
域
に
お
け
る
そ
の
特
徴
と
機
能
を
中
心
に

─

鈴
　
木

　
隆

　
志
�
一
（
一
一
二
）

（
一
五
四
七
）



政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
四
号
（
二
〇
二
〇
年
三
月
）

二
七
八

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
信

　
夫

　
隆

　
司
�
四
（

　
四
三
）

第
４
次
産
業
革
命
時
代
に
お
け
る

ソ
ー
シ
ャ
ル
・
キ
ャ
ピ
タ
ル
の
意
義
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
機
械
へ
の
信
頼
の
醸
成

─

朴
　
　
　
珎

　
怜
�
四
（
一
五
〇
）

ソ
ー
シ
ャ
ル
キ
ャ
ピ
タ
ル
の
客
観
的
計
測

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

時
間
を
用
い
た
計
測
方
法
の
検
討

須
　
田

　
光

　
郎
�
四
（
一
八
二
）

資

　
　
　料

ジ
ョ
ン
・
ス
テ
ュ
ア
ー
ト
・
ミ
ル

『
代
議
制
統
治
論
』
自
筆
草
稿

　
　
　

���
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

─
第
２
章
と
第
３
章
（
翻
刻
）

─

川
　
又

　
　
　
祐

吉
　
野

　
　
　
篤

荒
　
井

　
祐

　
介

ト
ー
マ
ス
・
ロ
ッ
ク
リ
ー

�
四
（
一
三
四
）

（
一
五
四
八
）
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掲
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矢�

日
本
大
学
教
授

信
　
夫

　
隆

　
司�

日
本
大
学
教
授

川
　
又

　
　
　
祐�

日
本
大
学
教
授

吉
　
野

　
　
　
篤�

日
本
大
学
教
授

荒
　
井

　
祐

　
介�

日
本
大
学
准
教
授

ト
ー
マ
ス
・
ロ
ッ
ク
リ
ー�

日
本
大
学
准
教
授

朴
　
　
　
珎

　
怜�

日
本
大
学
研
究
員

須
　
田

　
光

　
郎�

日
本
大
学
研
究
員

戸
　
川

　
和

　
成�

日
本
大
学
研
究
員

稲
　
葉

　
陽

　
二�

日
本
大
学
教
授

鈴
　
木

　
貴

　
大�

日
本
大
学
助
教

立
　
福

　
家

　
徳�

日
本
大
学
専
任
講
師

機
関
誌
編
集
委
員
会

委
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大
　
岡
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長
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来
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南
　
　
　
健
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島
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久
保

　
拓

　
也
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小
　
野

　
美
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加
　
藤

　
雅

　
之
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児
　
玉

　
直

　
起
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一
郎

〃

友
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子
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杉
　
本

　
竜
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静
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知
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村
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文

〃

田
　
村

　
　
　
武

政
経
研
究
第
五
十
六
巻
第
四
号

令
和
二
年
三
月
十
七
日
印
刷

非
売
品

令
和
二
年
三
月
二
十
七
日
発
行

編
集

発
行
責
任
者�

小
　
田

　
　
　
司

発
行
者

　
日

本

大

学

法

学

会

　
　
電
話
〇
三
（
五
二
七
五
）
八
五
三
〇
番

東
京
都
千
代
田
区
神
田
猿
楽
町
二–

一–

一
四

　Ａ
＆
Ｘ
ビ
ル

印
刷
所

　
株

式

会

社

メ

デ

ィ

オ

　
　
電
話
〇
三
（
三
二
九
六
）
八
〇
八
八
番

日
本
大
学
法
学
会

政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
二
号

　目
次

政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
三
号

　目
次

岩
渕
美
克
教
授
追
悼
号

民
主
主
義
の
礎

─
ジ
ャ
ー
ナ
リ
ズ
ム
・
メ
デ
ィ
ア
・
政
治
・
選
挙
・
世
論

─

日
本
大
学
法
学
部

創
設
百
三
十
周
年
記
念
号



1912028　政経研究　第 56巻 4号　背厚 11.5mm

執
筆
者
紹
介

　
　
掲
載
順

山
　
田

　
光

　
矢�

日
本
大
学
教
授

信
　
夫

　
隆

　
司�

日
本
大
学
教
授

川
　
又

　
　
　
祐�

日
本
大
学
教
授

吉
　
野

　
　
　
篤�

日
本
大
学
教
授

荒
　
井

　
祐

　
介�

日
本
大
学
准
教
授

ト
ー
マ
ス
・
ロ
ッ
ク
リ
ー�
日
本
大
学
准
教
授

朴
　
　
　
珎

　
怜�
日
本
大
学
研
究
員

須
　
田

　
光

　
郎�

日
本
大
学
研
究
員

戸
　
川

　
和

　
成�

日
本
大
学
研
究
員

稲
　
葉

　
陽

　
二�

日
本
大
学
教
授

鈴
　
木

　
貴

　
大�

日
本
大
学
助
教

立
　
福

　
家

　
徳�

日
本
大
学
専
任
講
師

機
関
誌
編
集
委
員
会

委
員
長

大
　
岡

　
　
　
聡

副
委
員
長

賀
　
来

　
健

　
輔

〃

南
　
　
　
健

　
悟

委

員

江
　
島

　
泰

　
子

〃

大
久
保

　
拓

　
也

〃

小
　
野

　
美

　
典

〃

加
　
藤

　
雅

　
之

〃

児
　
玉

　
直

　
起

〃

髙
　
畑

　
英
一
郎

〃

友
　
岡

　
史

　
仁

〃

水
　
戸

　
克

　
典

〃

横
　
溝

　
え
り
か

〃

渡
　
辺

　
徳

　
夫

〃

石
　
川

　
徳

　
幸

〃

岡
　
山

　
敬

　
二

〃

加
　
藤

　
暁

　
子

〃

杉
　
本

　
竜

　
也

〃

中
　
静

　
未

　
知

〃

野
　
村

　
和

　
彦

〃

松
　
島

　
雪

　
江

〃

石
　
崎

　
和

　
文

〃

田
　
村

　
　
　
武

政
経
研
究
第
五
十
六
巻
第
四
号

令
和
二
年
三
月
十
七
日
印
刷

非
売
品

令
和
二
年
三
月
二
十
七
日
発
行

編
集

発
行
責
任
者�

小
　
田

　
　
　
司

発
行
者

　
日

本

大

学

法

学

会

　
　
電
話
〇
三
（
五
二
七
五
）
八
五
三
〇
番

東
京
都
千
代
田
区
神
田
猿
楽
町
二–

一–

一
四

　Ａ
＆
Ｘ
ビ
ル

印
刷
所

　
株

式

会

社

メ

デ

ィ

オ

　
　
電
話
〇
三
（
三
二
九
六
）
八
〇
八
八
番

日
本
大
学
法
学
会

政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
二
号

　目
次

政
経
研
究

　第
五
十
六
巻
第
三
号

　目
次

岩
渕
美
克
教
授
追
悼
号

民
主
主
義
の
礎

─
ジ
ャ
ー
ナ
リ
ズ
ム
・
メ
デ
ィ
ア
・
政
治
・
選
挙
・
世
論

─

日
本
大
学
法
学
部

創
設
百
三
十
周
年
記
念
号



1912028　政経研究　第 56巻 4号　背厚 11.5mm

ISSN　0287–4903

政経研究
第五十六巻　第四号　2020年３月

論

　
　
　説

平
成
の
大
合
併
後
の
身
近
な
行
政
の
展
開

─
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
行
政
の
実
態
を
中
心
と
し
て

─

�

山
　
田

　
光

　
矢

研
究
ノ
ー
ト

米
比
軍
事
基
地
協
定
の
改
正
と
刑
事
裁
判
権

�

信
　
夫

　
隆

　
司

資

　
　
　料

ジ
ョ
ン
・
ス
テ
ュ
ア
ー
ト
・
ミ
ル
『
代
議
制
統
治
論
』
自
筆
草
稿

─
第
２
章
と
第
３
章
（
翻
刻
）

─

�

川
　
又

　
　
　
祐

吉
　
野

　
　
　
篤

荒
　
井

　
祐

　
介

ト
ー
マ
ス
・
ロ
ッ
ク
リ
ー

研
究
ノ
ー
ト

第
４
次
産
業
革
命
時
代
に
お
け
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
キ
ャ
ピ
タ
ル
の
意
義

─
機
械
へ
の
信
頼
の
醸
成

─

�

朴
　
　
　
珎

　
怜

ソ
ー
シ
ャ
ル
キ
ャ
ピ
タ
ル
の
客
観
的
計
測

　
時
間
を
用
い
た
計
測
方
法
の
検
討

�

須
　
田

　
光

　
郎

論

　
　
　説

自
治
体
の
Ａ
Ｉ
利
用
の
可
能
性
を
探
る

─
地
域
の
結
束
型
社
会
関
係
資
本
の
維
持
に
向
け
て
社
会
実
装
は
可
能
か

─

�

戸
　
川

　
和

　
成

稲
　
葉

　
陽

　
二

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
と
企
業
の
社
会
的
責
任
の
統
合
可
能
性

�

鈴
　
木

　
貴

　
大

労
働
は
人
工
知
能
に
よ
っ
て
代
替
可
能
か

─
業
務
に
注
目
し
た
賃
金
関
数
か
ら
の
ア
プ
ロ
ー
チ

─

�

立
　
福

　
家

　
徳

Ａ
Ｉ
は
ど
の
よ
う
に
社
会
を
か
え
る
か

─
公
共
財
と
し
て
の
Ａ
Ｉ

─

�

稲
　
葉

　
陽

　
二

雑

　
　
　報

政
経
研
究

　
第
五
十
六
巻

　
索
引

日 本 大 学 法 学 会

政

経

研

究

第
五
十
六
巻

　第

　四

　号

S E I K E I � K E N K Y U─

（Studies in Political Science and Economics）

Vol.�56　No.�4　　March　2 0 2 0

CONTENTS

ARTICLE

Mitsuya�Yamada, The Present Local Administrational Conditions in 
Communities after the Major Municipal Mergers of the Heisei 
Period

NOTE

Takashi�Shinobu, Revision of the 1947 Military Bases Agreement and Criminal 
Jurisdiction

MATERIAL

Hiroshi�Kawamata, Atsushi�Yoshino,�Yusuke�Arai,�Thomas�Lockley, John Stuart 
Mill’s Autographed Draft Manuscript “Considerations on 
Representative Government.” Transcription of Chapter 2 and 3.

NOTES

Jinyoung�Park, Significance of Social Capital in the Fourth Industrial 
Revolution — How to Foster Trust Toward Machines —

Mitsuo�Suda, Objective Measurement of Social Capital — An Attempt to 
Examine Measurement Methods Using Time

ARTICLES

Kazunari�Togawa,�Yoji�Inaba,�Looking at the Possible Uses of AI in 
Municipalities — would the Social Implementation of AI to 
Sustain Bonded Social Capital in Communities be Feasible?

Takahiro�Suzuki, Possibility of the Integration of Corporate Governance and 
Corporate Social Responsibility

Ienori�Tatefuku, Can Labor be Replaced by Artificial Intelligence? — An 
Approach from Wage Function Focusing on Tasks —

Yoji�Inaba, How AI changes our Society — A Perspective from the Viewpoint of 
Public Goods and Social Capital


	01_政経研究56巻第4号_表紙
	02_政経研究56巻第4号_過去2巻目次
	03_政経研究56巻第4号_平成の大合併後の身近な行政の展開_山田光矢
	04_政経研究56巻第4号_米比軍事基地協定の改正と刑事裁判権_信夫隆司
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